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(注)

1.　本書において、別段の記載がある場合を除き、下記の用語は下記の意味を有するものとする。

｢当行｣、｢発行会社｣または

｢HSBCバンク・ピーエルシー｣とは、 エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシーをいう。

｢当行グループ｣とは、 エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシーおよびその子会

社企業をいう。

｢HSBC｣、｢エイチエスビーシー｣または

｢HSBCグループ｣とは、

エイチエスビーシー・ホールディングス・ピーエルシー(以下

｢HSBCホールディングス・ピーエルシー｣ということがある。)

およびその子会社をいう。

｢英国｣または｢連合王国｣とは、 グレート・ブリテンおよび北部アイルランド連合王国をい

う。

2.　別段の記載のない限り、本書中の｢ポンド｣は英国スターリングポンドを、｢円｣は日本円を指す。2025年

３月７日(日本時間)現在における株式会社三菱UFJ銀行発表の対顧客電信直物売買相場のポンドの日本円

に対する仲値は、１ポンド＝190.79円であった。本書において記載されているポンドの日本円への換算

はかかる換算率に基づいて便宜上なされているもので、将来の換算率を表示するものではない。

3.　本書の表の計数が四捨五入されている場合、合計は必ずしも計数の総和と一致しない。

4.　本書に記載されている戦略的優先事項、財務目標、投資目標および資本目標、ならびに環境・社会・ガ

バナンス（以下「ESG」という。）に係るHSBCグループのアンビション、目標およびコミットメントに貢
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献することのできる当行の能力を含め、本書には、当行の財務状態、経営成績および事業に関する将来

の見通しが記載されている。

歴史的事実ではない記述（当行の意見および見込みに関する記載を含む。）は、あくまで将来予測情報

である。「可能性がある」、「であろう」、「必要がある」、「期待している」、「目標としてい

る」、「予期している」、「意図している」、「予定している」、「考えている」、「目指してい

る」、「見積もっている」、「潜在的」、「合理的に可能」といった用語やこれらの否定形やその他の

変化形、これらに類似した表現は、将来予測情報を表現することを意図している。これらの記述は、現

在の計画、情報、データ、見積りおよび予測に基づくものであり、したがって、これらに過度に依拠す

べきではない。将来予測情報はそれらが発せられた日のみにおけるものである。当行は、将来の見通し

に係る記載が行われた日より後に発生もしくは存在する事由または状況を反映することを目的として将

来の見通しに係る記載を改訂または更新する約束を行っていない。書面および／または口頭による将来

予測情報は、米国証券取引委員会に対する定期報告書、募集要項や目論見書、プレスリリースやその他

の文書のほか、当行の取締役、役員または従業員が、金融アナリストを含む第三者に対して行う口頭で

の陳述にも含まれる場合がある。将来予測情報は、固有のリスクや不確実性を伴っている。

読者においては、いくつかの要因によって、実際上、将来予測情報において予想または示唆されていた

結果とは異なる結果が生じる場合がある（大きく異なる場合も考えられる。）ことに注意が必要であ

る。かかる事例を以下に記載するが、これらに限定されない。

·　（ⅰ）コンセンサス予測に織込み済みのものを上回る景気後退の発生、継続または深刻化、長引くイ

ンフレ圧力および雇用水準や顧客の信用力の変化等、当行が事業を展開する市場での一般的な経済

状況の変化、（ⅱ）ロシアとウクライナの戦争および中東における紛争ならびにこれらが世界経済

および当行が事業を展開する市場に及ぼす影響により、とりわけ当行の財務状態、経営成績、見通

し、流動性、資本状態および信用格付に重要な悪影響が及ぶ可能性、（ⅲ）当行の予想信用損失

（以下「ECL」という。）測定の基礎となる市場予測および経済予測からの逸脱（ロシアとウクラ

イナの戦争、中東における紛争、インフレ圧力および物価の変動によるものを含むが、これらに限

定されない。）、（ⅳ）外国為替レートおよび金利水準の変動および乱高下、（ⅴ）株式市場の変

動、（ⅵ）ホールセール資金調達および資本市場における流動性の欠如により、当行が融資ファシ

リティに基づく義務を履行し、または新規貸付、投資および事業に融資を行う能力に影響が及ぶ可

能性、（ⅶ）欧州およびアジア等その他の地域における、社会不安や法的不確実性を生じさせる地

政学的緊張または外交上の動向（例えば、ロシアとウクライナの戦争または中東における紛争（そ

の再燃、継続および激化を含む。）ならびにこれに伴う制裁措置および貿易制限の発動、サプライ

チェーンの制限および混乱、エネルギーおよび主要商品の継続的な価格上昇、人権侵害の申立て、

ならびにその他の潜在的な緊張をはらむ地域に加え、英国や欧州連合（以下「EU」という。）にも

拡大し、巻き込まれる可能性のある中国と米国間の外交的緊張）により、規制リスク、レピュテー

ション・リスクおよび市場リスクが生じ、当行グループに悪影響が及ぶ可能性、（ⅷ）ESGリス

ク、特に気候リスク、自然関連リスクおよび人権リスクの管理および軽減ならびに世界的な炭素排

出量実質ゼロに向けた移行支援のために行われる政府、顧客、当行およびHSBCグループの行動の有

効性（これらはいずれも、直接的に、また顧客を通じて間接的に当行に影響を及ぼし得るもので

あって、結果的に財務上および非財務上の潜在的影響が生じる可能性がある。）、（ⅸ）国内の不

動産市場における流動性の欠如および下方への価格圧力、（x）金融市場への流動性供給に関する

中央銀行の政策についての不利な変更、（xi）過剰債務国の国家信用力に対する市場の懸念の高ま

り、（xii）公的または民間の確定給付型年金への拠出状況の不利な変更、（xiii）信用供与の継

続可能性に関する消費者の認識を含め、顧客の資金調達ニーズや投資ニーズに関する社会的変化、
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（xiv）当行が関知しないところで第三者が当行を違法行為の導管として利用することを含め、カ

ウンターパーティ・リスクへのエクスポージャー、（xv）特定の主要な金利ベンチマーク（以下

「Ibor」という。）の廃止および残された既存のIbor契約のリスク・フリーに近い金利指標への移

行により、引き続き当行がさらされる一部の財務リスクおよび非財務リスク、（xvi）当行がサー

ビスを提供している市場分野での価格競争。

·　（ⅰ）貿易政策および関税政策に加え、当行が事業を展開する主要市場における中央銀行およびその

他の規制当局による金融政策、金利政策およびその他の政策を含め、政府の政策および規制の変更

ならびにこれらによる結果（当行グループが事業を展開する市場における国政選挙後の政権交代の

結果、講じられた措置を含むが、これらに限定されない。）、（ⅱ）世界の主要市場の金融機関に

対するより厳しい規制の実施に関連した、金融機関の規模、活動範囲および相互接続性を変更する

取組み、（ⅲ）銀行の貸借対照表におけるレバレッジの解消および現在のビジネス・モデルやポー

トフォリオ・ミックスから得られる収益の減少を招く可能性のある、資本基準および流動性基準の

改定、（ⅳ）事業構成やリスク選好の変更を目的とした課税や税金の賦課を含め、当行に適用され

る税法や税率の変更、（ⅴ）消費者市場にサービスを提供する金融機関の実務、価格設定または責

任、（ⅵ）資産の収用、国有化、没収および外国人の所有に関する法律の変更、（ⅶ）特に金融

サービスの規制に関する英国法とEU法の乖離の可能性に関連する英国とEUの関係、（ⅷ）ESGの開

示および報告要件に関する政府のアプローチおよび規制上の扱いの変化、ならびにすべてのセク

ターおよび市場全般のESGに対する単一の標準化された規制アプローチの欠如、（ⅸ）英国のマク

ロ経済および財政政策の変更による、英国ポンドの価値が変動する可能性、（x）投資家の意思決

定に大きな影響を及ぼす可能性のある政府の一般的な政策転換（当行グループが事業を展開する市

場における国政選挙後の政権交代の結果、講じられた措置を含むが、これらに限定されない。）、

（xi）追加的なコンプライアンス要件を含め、規制当局の審査、措置または訴訟による費用、影響

および結果、（xii）ノンバンクの金融サービス会社との競争激化を含め、当行が事業を展開して

いる市場での競争の影響。

·　（ⅰ）当行が、適切に貸倒または延滞の発生等直面するリスクを特定し、（口座管理、ヘッジおよび

その他の手法を通じて）かかるリスクを管理する等、当行およびHSBCグループに固有の要因、

（ⅱ）当行による財務、投資および資本に関する目標ならびにHSBCグループのESG関連の抱負、目

標およびコミットメントの達成次第で、当行が戦略的優先事項から期待される結果を得られなくな

る可能性、（ⅲ）規制要件の進化および人工知能を含む新たな技術の発展が、会社のモデルリスク

の管理方法に及ぼす影響、（ⅳ）モデルの制限または失敗（高いインフレ圧力および金利の上昇

が、財務モデルの性能や使用に及ぼしている影響を含むが、これらに限定されない。）により、当

行が追加資本の保有、損失の負担、および／またはモデルの制限に対処するためポストモデルの判

断調整等の補完コントロールの使用を求められる可能性、（ⅴ）財務諸表の根拠となる当行の判

断、見積りおよび前提の変更、（ⅵ）規制上のストレス・テストの要件を満たすことのできる当行

の能力の変化、（ⅶ）当行またはその子会社に付与された信用格付の引下げが、当行の資金調達費

用の増加または資金調達の可能性の低下を招き、当行の流動性および純利息マージンに影響が及ぶ

可能性、（ⅷ）サイバー攻撃による脅威を含め、当行のデータ管理、データ・プライバシー、情報

および技術インフラの信頼性および安全性の変化により、顧客へのサービス提供能力に影響が及

び、財務上の損失、事業の中断、および／または顧客サービスやデータの喪失を招く可能性、

（ⅸ）独立した検証の行われていない可能性のある内部管理情報を含め、データの正確性および有

効利用、（x）保険顧客行動および保険金請求率の変化、（xi）当行が債務を履行するための、子

会社からの借入金や配当への依存、（xii）HSBCグループの報告の枠組みおよび会計基準の変更に
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より、当行の財務諸表の作成方法に重大な影響が及び、また引き続き影響が及ぶ可能性、（xiii）

当行が計画した戦略的買収・売却を成功させる能力、（xiv）当行による買収事業の当行事業への

適切な事業統合の成功、（xv）発表したHSBCグループの戦略的再編の実行および実施を成功させる

当行グループの能力、（xvi）当行の業務に固有の第三者リスク、不正行為リスク、金融犯罪リス

クおよびレピュテーション・リスクについての当行の管理能力の変化、（xvii）従業員の不正行為

により、規制当局による制裁措置および／または風評被害もしくは金銭的損失を招く可能性、

（xviii）技能要件、働き方および人材不足の変化により、上級経営陣やインクルーシブで熟練し

た人材を採用し、維持する当行の能力に影響が及ぶ可能性、（xix）規制当局の期待の高まりに合

わせて持続可能な金融商品およびESG関連商品を開発する当行の能力の変化や、当行の融資活動が

環境および社会に及ぼす影響を測定する能力の変化（データ制限や方法論の変更によるものも含

む。）により、HSBCグループのESG関連の抱負、目標及びコミットメントの達成能力に影響が及

び、グリーンウォッシュ・リスクが増加する可能性がある。効果的なリスク管理は、とりわけ、ス

トレス・テストやその他の手法を通じて、当行が使用する統計モデルでは捕捉できない事象に当行

が備えることができるか、業務、法務、規制および訴訟上の問題に当行が対処できるか、また「第

一部、第３－３　事業等のリスク」の「リスクの概要」「リスク－リスク管理」「リスク－トップ

リスクおよび新興リスク」で特定されているその他のリスクおよび不確実性に依存している。

·　 本書は、当行が開示する特定要素の概要について高度な説明を行い、読者にとって読みやすいもの

とするため、数多くの図表、テキストボックスおよび実績を含んでいる。これらの図表、テキスト

ボックスおよび実績は、本書全体の文脈の中で読むよう設計されている。

5.　当行は、本書において、課税、法令および規制についていかなる助言もするものではない。
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第一部【企業情報】

 

第１【本国における法制等の概要】

 

１【会社制度等の概要】

(１) 【提出会社の属する国・州等における会社制度】

会社制度

本書の提出日現在、当行を規制する主たる法律的枠組みは、2006年会社法（その後の改正を含む）

(以下「英国会社法」という。)である。会社の設立手続には、発起人による基本定款への署名、およ

び通常定款の採用が含まれる。登記官が設立証書を交付する前に、基本定款および通常定款を会社登

記所（以下「登記所」という。）に登録しなければならない。

通常定款には、会社の内部的経営および管理に関する規則が記載される。通常定款には、法律に反

しない限り、会社の事業、業務、権利および権限ならびに株主、取締役、その他の役員および従業員

の権利および権限に関する規定を設けることができる。通常定款は、特別決議によってのみ変更する

ことができる。

株主総会

株主総会

通常定款の規定に従い、会社の取締役会（以下「取締役会」という。）は、株主総会（以下「株主

総会」という。）を召集することができ、一定割合の当行株式を保有する者は、株主総会の召集を取

締役会に要求することができる。

年次総会

公開会社は、毎年、その他の総会に加えて、年次株主総会を少なくとも１回開催しなければならな

い。年次株主総会は、取締役会が決定する日時および場所で開催される。

慣例上、年次株主総会の開催の主な目的は、年次報告書および財務諸表の受領に加えて、とりわけ

取締役の選任または再任、最終配当の宣言（会社の慣習上、最終配当金を支払う場合。）ならびに会

計監査人の再任およびその報酬額の決定の他、上場会社の場合は、取締役に対する翌年の株式割当権

限の付与および翌年の株式に係る新株引受権の適用解除である。

経営および運営

取締役会

公開会社には、２人以上の取締役(うち１人は自然人でなければならない。)および１人以上の秘書

役を置かなければならないが、法律上それ以外の特定の役員を選任することは要求されていない。秘

書役は、英国会社法上特定の義務および責任を負い、秘書役として行為する権限を有していなければ

ならない。

取締役会の権限

取締役会は、会社の運営につき責任を負い、通常、会社の全権限を行使することができる。取締役

は、通常、取締役会として行動し、会議で、またはその手続が通常定款上、不可能な場合は、書面に

より決議する。通常、取締役は、通常定款に基づきその権限の一部を１名以上の取締役により構成さ

れる委員会または業務執行取締役に対して委任することができる。

通常、通常定款の規定により、取締役会は包括的にまたは特定の事項に関して、会社を代理する権

限をいかなる者(会社の従業員を含む)に対しても付与することができる。

株式

有限責任
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株主は、自らの会社に対する投資の範囲でのみ責任を負い、株式に対する未払金を超過する会社の

債務につき個人的に責任を負わない。

株式資本

会社は、その資本金を株式発行により資金調達することができる。英国会社法および通常定款に従

い、会社は、異なる種類の株式を発行し、それぞれに独自の一連の権利、特権および制限を設定する

ことができる。英国会社法は、既存株主の新株購入権（新株引受権）を含め、株式の発行を規制して

いる。また、会社の株式資本の減額および株主への分配も制限されている。会社は、買戻し後の株式

の使用が制限されることを条件として、自己株式として知られる自社株を買い戻すこともできる。

株主の平等性

同一種類の株式を保有する株主は、配当もしくは分配を受ける権利、当行清算時における資本の払

戻し、株主総会への出席権および株主総会で投じる議決権で平等に扱われるものとする。

新株引受権および株式の発行

英国会社法上、一部の例外を条件に、株式の割当てまたは新株引受権もしくは有価証券の株式転換

権の付与を行うために、取締役会には、通常定款または株主総会で株主が投じる普通決議による承認

が必要となる。その承認には、承認に基づき割り当てることのできる株式の上限額を定め、承認が失

効する日を明示しなければならない。

英国会社法により、株主には、全額現金で払い込まれるまたはその予定の株式の割当ての対象とな

る新株引受権が付与される。ただし、かかる規定は株主による特別決議、または通常定款により適用

されないまたは変更される可能性がある。

財務諸表

会社は、常にその時点の会社の財務ポジションを合理的に正確に開示し、取締役が会社の貸借対照

表および損益計算書において会社の状態および損益の真正かつ公正な見解が示されているようにする

ため、十分に詳細な会計記録を保管するよう義務付けられている。

会社の取締役は、英国会社法の要件に従い、各会計年度の貸借対照表、損益計算書および注記で構

成される財務諸表を作成しなければならない。取締役の報告書には、例えば当社が宣言する配当に関

する取締役の提言等、英国会社法に定められた特定事項について具体的に記載しなければならない。

公開会社の場合、財務諸表は、該当する会計年度終了後６ヶ月以内に、会社の株主総会に付託の

上、登記所に提出しなくてはならない。規制対象市場で取引を認められている証券を発行する会社

は、該当する会計年度終了後４ヶ月以内に財務諸表を公表しなければならない。

監査

財務諸表については、会計士（以下「監査人」という。）が監査しなければならない。監査人は、

法に基づき、自らの意見として、貸借対照表および損益計算書が英国会社法および該当する財務報告

の枠組みに従って適切に作成されているか否かを記載した報告書を作成の上、会社に提出しなければ

ならない。

監査人はまた、当該会計年度の取締役報告書が当該会計年度の財務諸表と一致しているか否かにつ

いても検証しなければならない。

 

(２)【提出会社の通常定款等に規定する制度】

以下は、本書提出日現在において有効な通常定款の株主の権利に関する条項の一部を要約したもので

ある。

議決権
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当行の普通株主は通常、当行の株主総会の召集通知を受領する権利、当行の株主総会に（直接または

代理人により）出席する権利、および当行の株主総会における決議案に（直接または代理人により）投

票する権利を有する。

当行の優先株主は、通常定款に基づき、極めて限定された状況において当行の株主総会に出席する権

利、および当行の株主総会における議案に投票する権利を有する。

配当を受ける権利

株式発行条件または株式に付着する権利の条件に別段の定めがない限り、配当についてはいずれも、

配当金支払いの対象となる株式に対する払込金額（ただし、払込請求前を除く。）に応じて宣言およ

び／または支払いがなされるものとする。当行は、通常決議を通じて、株主の権利および利益持分に応

じて配当を宣言することができる。株式の条件にさだめのある場合を除き、配当はいかなる通貨建てで

も宣言することができる。取締役会はまた、中間配当を決定の上、支払うことができる。

残余財産分配権

清算時の資産分配時またはその他の資本返還時（当行による当行株式のいずれかの転換時、償還時ま

たは買戻し時を除く。）において、株主は、それぞれが保有する株式の種類に応じておよび通常定款の

規定に定められた優先順位に従い、保有株式に対する払込金額を受領する権利を有する。

取締役の任命、退任および解任

取締役の人数は２名以上とし、上限はないものとする。１件の決議による複数名の取締役の任命は、

かかる任命に関する通常決議が最初に合意されていない限り、無効とする。

当行が通常決議により取締役を任命することまたは取締役会が取締役を任命することができるが、い

ずれの場合も、取締役数の上限を尊重の上、欠員の補充または現行の取締役会への追加を目的としたも

のとする。取締役会は、任命取消権をもって取締役を執行役に任命することができる。新任の取締役

は、取締役会による推薦を受けなければならない。

取締役（辞任または解任等により取締役でなくなる取締役を除く。）はいずれも、各年次株主総会に

おいて退任するものとする。特に別段の決議がない限り、退任する取締役を株主総会で再任することま

たは再任されたとみなすことができる。取締役の人数が員数を下回った場合、既存の取締役は、員数要

件を充足する目的で追加の取締役を任命するため、またはその目的で株主総会を招集するためにのみ行

為することに限定される。行為することのできる取締役または行為することを望む取締役がいない場

合、当行の社員２名が取締役を任命するために株主総会を召集することができる。かかる方法で任命さ

れた取締役は、次回の年次株主総会で再任されない限り、次回の年次株主総会までの任期とする。

取締役と当行との間の業務契約の違反に対する請求権を損なうことなく、通常決議により取締役を解

任することができる。取締役の職は、辞任、法的資格の喪失、破産、長期欠席または他の全取締役から

の辞任要請があった場合、空席となる。

 

２【外国為替管理制度】

現在、国際連合および／または連合王国の金融制裁に関する法令、規則その他の命令により禁じられて

いる支払いまたは取引に関する規制を除き、連合王国非居住者による当行普通株式または社債の取得なら

びに連合王国非居住者に対する(ⅰ)普通株式の配当その他の分配金、(ⅱ)普通株式の売却手取金または

(ⅲ)社債の元利金の送金について、連合王国の外国為替管理規制は存在しない。

 

３【課税上の取扱い】

連合王国における課税
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以下の記述は、当行が発行し日本で販売された社債(本社債)に関する元利金およびその他の支払いに

関連する、本書提出日現在の連合王国における源泉徴収課税の取扱いについて要約したものである。本

要約は、現行法（2025年４月２日現在（英国時間））および連合王国歳入税関庁(歳入税関庁)の公開さ

れている実務に依拠しているが、これらは将来、時には遡及的に、変更されることがある。以下の記述

は、本社債の取得、保有および処分に関する連合王国のその他の課税上の取扱いについて記述したもの

ではない。以下の記述は、もっぱら本社債の完全な実質保有者である者の地位に関連するものである。

将来において本社債権者となる者は、本社債の任意のシリーズに関する特定の発行条件が、当該シリー

ズおよび本社債のその他のシリーズにおける課税上の取扱いに影響を及ぼす可能性があることに留意す

べきである。以下の記述は一般的な指針であり、十分な注意をもって取り扱われるべきである。以下の

記述は税務上の助言として意図したものではなく、本社債の購入希望者に関連する可能性があるすべて

の税務上の検討事項について記述することを目指したものでもない。本社債権者は、自らの税務上の地

位について何らかの疑いがある場合は、専門家に助言を求めるべきである。本社債権者が本社債の取

得、保有または処分について連合王国以外の管轄地で納税義務を負う可能性がある場合は、かかる納税

義務の有無(および納税義務がある場合はいずれの管轄地の法律に基づいてかかる納税義務を負うか)に

ついて、専門家の助言を求めることが特に望ましい。なぜなら、以下の記述は、本社債に関する支払い

について、もっぱら連合王国における課税上の一定の側面を述べたものに過ぎないからである。本社債

権者は特に、本社債に関する支払いについては、たとえかかる支払いが連合王国の法律に基づく課税上

の(またはこれを理由とする)源泉徴収または控除なしに行われる場合であっても、他の管轄地の法律に

基づく納税義務を負う可能性があることに留意すべきである。

(A)連合王国の源泉徴収税

1.　当行は、期限１年未満で発行された(かつ、本社債を合計１年以上の期間を有する借入れの一部

とする効果のある取決めに基づいて発行されたものではない)本社債についてなされる利息の支

払いについては、連合王国の所得税上の(またはこれを理由とする)源泉徴収または控除なしに行

うことができる。

2.　本社債の利払いについては、当行が2007年所得税法第878条の目的における｢銀行｣であり、か

つ、かかる支払いが発行会社によりその通常の業務過程でなされる場合に限り、連合王国の所得

税上の(またはこれを理由とする)源泉徴収または控除なしに行うことができる。

3.　上記(A)1および(A)2に記載する免除規定に該当しないその他すべての場合において、本社債の利

息の支払いは、基本税率(現行では20％)により連合王国の所得税を控除してなされるものに該当

する可能性がある。ただし、適用ある二重課税防止条約の規定または適用される可能性のあるそ

の他の免除規定に基づいた歳入税関庁からの指令に従い利用できる免除方法がある場合にはこれ

に従う。

4.　当行が約束証書に基づいて行う支払いについては、連合王国の源泉徴収税に関する上記の免除を

受ける資格はない。

(B)連合王国の源泉徴収税 － その他の支払い

本社債に係る支払いが、連合王国の税務目的上、利息を構成せず(または利息として扱われ

ず)、例えば、連合王国の税務目的上、年次払い、貸株料、賃貸所得もしくは類似の所得または

ロイヤルティを構成する(またはそのように扱われる)場合(特に、本社債の最終条件書に規定す

る諸要項によって決定される)は、連合王国の源泉徴収税の対象となる可能性がある。この場合

には、連合王国の税が控除されて(源泉徴収税率は当該支払いの性質による)支払いがなされる

ものに該当する可能性がある。ただし、適用される可能性のある源泉徴収の免除規定および適

用ある二重課税防止条約の規定に基づいた歳入税関庁からの指令に従い利用できる免除方法が

ある場合には、これに従う。

(C)連合王国の源泉徴収税に関するその他の規則
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1.　本社債は、元本金額の100％を下回る発行価格で発行することができる。かかる本社債の割引相

当部分については、上記(A)に記載される諸規定により、一般的に連合王国の源泉徴収税は課さ

れない。

2.　本社債が、額面を超える金額にて償還される(またはそうなる可能性がある)場合は、(割引価格

で発行される場合とは異なり、)かかる額面超過相当部分は、利息の支払いを構成する可能性が

ある。利息の支払いは、上記に概説した連合王国の源泉徴収税に服する。

3.　利息またはその他の支払いが、連合王国の所得税上の控除を受けて行われた場合、連合王国に居

住していない本社債権者または利札の所持人は、適用ある二重課税防止条約に適切な規定がある

ときには、控除税額の全部または一部を回復できる可能性がある。

4.　上記にいう｢利息｣とは、連合王国の税法上解釈される｢利息｣を意味する。上記においては、｢利

息｣または｢元本｣について、他の法律に基づいて有効である可能性があり、または本社債の諸要

項もしくは関連する書類によって設定される可能性がある、いかなる異なる定義も考慮に入れて

いない。本社債権者または利札の所持人は、本社債に係る支払いであって、連合王国の税法上の

解釈においては｢利息｣または｢元本｣を構成しないものに関する源泉徴収税上の取扱いについて、

各自専門家の助言を求めるべきである。

5.　｢連合王国における課税｣と題する上記の概要は、本社債の条項に基づいて発行会社の代替がない

ことを前提とするものであり、かかる代替があった場合の税務上の影響については考慮していな

い。

 

４【法律意見】

当行の法律顧問であるクリフォードチャンス法律事務所(外国法共同事業)は、本書の｢第一部　企業情報

－第１　本国における法制等の概要｣における記載は、当該記載が英国法(または租税に関しては、連合

王国の租税法) に基づく記載である限り、あらゆる重要な点において真実かつ正確である旨の法律意見

書を提出している。
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第２【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

 
 
注記 2024年 2023年 2022年

1
2021年

1
2020年

1

年間(百万ポンド)        

税引前当期純利益／(損失)   2,068 2,152 (1,199) 1,023 (1,614)

正味営業収益(予想信用損失およびその他の信用減損費

用の変動考慮前)

 

2 7,473 7,506 4,304 6,120 5,900

親会社に帰属する当期純利益／(損失)   1,253 1,703 (563) 1,041 (1,488)

12月31日現在(百万ポンド)        

親会社に帰属する株式資本合計   26,895 24,359 23,102 23,584 23,666

資産合計   727,330 702,970 716,646 596,611 681,150

リスク加重資産  3, 7, 8 112,251 107,449 113,241 106,868 124,353

顧客に対する貸付金(減損引当金控除後)   82,666 75,491 72,614 91,177 101,491

顧客からの預金   242,303 222,941 215,948 205,241 195,184

自己資本比率(％)  3, 7, 8      

普通株式等Tier１資本比率   19.5 17.9 16.3 17.7 15.1

Tier１比率   23.0 21.5 19.7 21.4 18.5

総資本比率   36.8 34.6 31.3 31.8 27.5

レバレッジ比率(％)  4, 7 5.5 5.1 5.4 4.2 4.0

業績、効率性およびその他の比率(％)        

平均普通株主資本利益率  5, 9 4.5 7.4 (4.0) 4.3 (7.9)

平均有形自己資本利益率  9 4.6 7.3 (3.9) 3.6 (2.7)

費用率  6 70.4 68.5 122.0 89.2 113.6

顧客からの預金に対する顧客に対する貸付金の比率   34.1 33.9 33.6 44.4 52.0

１　2023年１月１日より、国際財務報告基準（以下「IFRS」という。）第４号「保険契約」に代わりIFRS第17号「保険契約」を採用し

たため、2022年12月31日に終了した事業年度の比較データは修正再表示されている。なお、2021年12月31日および2020年12月31日に

終了した各事業年度の比較数値は、IFRS第４号に基づき作成されているため、完全な比較対象ではない。

２　正味営業収益（予想信用損失およびその他の信用減損費用の変動考慮前）は、収益とも記載される。

３　特段の記載のない限り、規制上の自己資本比率および所要自己資本は、その時点で有効な資本要求に関する規則に係る経過措置に

基づいたものである。これらには、IFRS第９号「金融商品」の規制上の経過措置が含まれている。EU規則およびEU指令（テクニカル

基準を含む。）という用語は、（該当する場合には）2018年欧州連合離脱法（英国法に基づくその後の改正を含む。）に基づき英国

法に内国法化されたものとして、英国の該当規則および／または指令という用語に読み替えられるものとする。

４　レバレッジ指標は、英国健全性監督機構（以下「PRA」という。）のレバレッジ規則の枠組みに従い、中央銀行の債権を除いてい

る。2021年12月31日および2020年12月31日に終了した各事業年度の比較数値は、その時点で有効な開示規則に基づいて報告されてお

り、中央銀行の債権を含んでいる。

５　平均普通株主資本利益率は、親会社株主に帰属する当期純利益を株主資本合計の平均で除したものと定義されている。

６　費用率は、営業費用合計を正味営業収益（予想信用損失およびその他の信用減損費用の変動考慮前）で除したものと定義されてい

る。

７　2022年９月30日以降、非金融機関子会社に対する投資または資本参加は、英国の規制要件に従った持分会計基準で測定されてい

る。2021年12月31日に終了した各事業年度の比較数値は、当期と一致した基準で修正再表示されている。2020年12月31日に終了した

事業年度の比較数値は修正再表示されていないため、完全な比較対象ではない。

８　2023年11月より、これまで適用されていた欧州銀行監督機構（EBA）のリスト（CIR(EU)2021/249）から、密接相関通貨リスト（CIR

(EU)2019/2091）の英国国内版に戻した。2022年12月31日および2021年12月31日に終了した各事業年度の比較数値は、当期と一致し

た基準で修正再表示されている。2020年12月31日に終了した事業年度の比較数値は修正再表示されていないため、完全な比較対象で

はない。

９　代替業績指標の定義および計算については、下記第３－４「経営者による財政状態、経営成績およびキャッシュ・フローの状況の

分析」の「代替業績指標の使用」に記載されている。
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２【沿革】

当行は、登録番号00014259号としてイングランドおよびウェールズで登録された公開有限責任会社である。

社員は有限責任とされている。当行は、連合王国E14 5HQロンドン市カナダ・スクエア８に登記上の事務所お

よび本店を置いており、電話番号は+44 20 7991 8888である。当行は、1836年８月15日付の会社設立証書に

よって設立され、1873年に1862年会社法に基づいて無限責任会社として登録された。当行は1862年から1879

年の会社法に基づいて1880年７月１日に株式有限責任会社として再登録された。当行は、1923年11月27日に

｢ミッドランド・バンク・リミテッド｣の名称を採用し、かかる名称は、1948年から1980年の会社法に基づい

て公開有限責任会社として再登録され、｢ミッドランド・バンク・ピーエルシー｣に名称変更された1982年２

月１日まで用いられた。1992年12月31日に終了した年度において、ミッドランド・バンク・ピーエルシーは

HSBCホールディングス・ピーエルシーの完全子会社になったほか、1999年９月27日の特別決議によって、そ

の名称を｢ミッドランド・バンク・ピーエルシー｣から｢HSBCバンク・ピーエルシー｣に変更した。広告におい

ては、当行の略称である｢HSBC｣を使用している。

３【事業の内容】

2024年における当行グループのグローバル事業部門

2024年において当行グループは、グローバル・バンキング・アンド・マーケッツ（GBM）、コマーシャル・バ

ンキング（CMB）およびウェルス・アンド・パーソナル・バンキング（WPB）の３つの事業部門ならびにコー

ポレート・センター（一定の旧来の資産、中央管理費用ならびに当行グループの関連会社およびジョイン

ト・ベンチャーに対する持分で構成される。）を通じて、顧客にサービスを提供した。2024年の営業セグメ

ントの業績は、後述の「報告ベースの業績のグローバル事業部門別分析」においてこの基準で表示されてい

る。

事業セグメント

2024年中、当行グループの業務運営モデル上、GBM、CMB、WPBおよびコーポレート・センターという重要セグ

メントがあり、GBMはさらにマーケッツ・アンド・セキュリティーズ・サービス（MSS）、グローバル・バン

キング（GB）およびGBMその他という３つの報告セグメントに分割されている。これらのセグメントは、デジ

タル・ビジネス・サービスおよびグローバル機能部門に支援さている。

マーケッツ・アンド・セキュリティーズ・サービス（MSS)

MSSは、個人顧客、法人顧客および機関顧客を含め、世界中のあらゆるグローバル企業の顧客にサービスを提

供する商品グループである。当行グループは顧客に対し、献身的なセールス・チームおよびリサーチ・チー

ムの支援を受けて、アセット・クラスおよび全地域においてサービスおよび能力（トレーディング業務、

ファイナンス業務および証券サービス業務を含む。）を幅広く提供する。

当行グループの欧州事業は、MSSの一連の商品を利用できるようにし、新興成長市場と先進市場を結び付け、

顧客の成長目標を支援しようと商品化されたオーダーメイドのソリューションをHSBCグループ全体の顧客に

提供できるよう他のグローバル事業部門と協働することにより、当行グループのグローバルな顧客基盤の

ニーズを支えている。

グローバル・バンキング（GB）

GBは、当行グループのグローバル・ネットワークおよび能力の強化を通じてチャンスを広げ、世界中の法人

顧客および機関顧客にそれぞれのニーズに合った金融ソリューションを提供した。当行グループは、資本市

場業務、アドバイザリー業務、貸付業務、貿易業務およびグローバル決済ソリューションズ業務を含む一連

の業務を包括的に提供した。
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当行グループの欧州チームは、顧客の成長目標および財務目標に沿うようにカスタマイズされた金融ソ

リューションを提供するために、リレーションシップおよび商品の専門家を集めて、顧客中心のアプローチ

を用いた。当行グループは、HSBC全体の海外顧客のニーズを満たすように調整された幅広い商品およびサー

ビスを提供するため、MSS、WPBおよびCMBを含む当行グループのビジネス・パートナーと緊密な連携を取っ

た。グローバル・バンキング・ヨーロッパは、グローバル事業部門において不可欠な部分を果たし、当行グ

ループの欧州の顧客基盤を通してアジアおよび中東を中心とした他の地域に多大な収益をもたらしている。

GBMその他

GBMその他は主に自己資金投資およびHSBCのマーケッツ・トレジャリー機能部門のうちのGBM担当部分で構成

されていた。自己資金投資のポートフォリオは、HSBCの戦略的優先事項に沿ったファンドを選択して投資を

行った。ポートフォリオの日々の管理については、HSBCアセット・マネジメントがGBMに代わって行った。

コマーシャル・バンキング（CMB）

CMBは、ヨーロッパの顧客を当行グループのリレーションシップ・マネジャーおよび商品スペシャリストのグ

ローバル・ネットワークに連結して、顧客のグローバルな成長目標を支援し、欧州のリレーションシップ・

マネジャーおよび商品スペシャリストを通じて、グローバルな多国籍企業の欧州子会社の成長を支援した。

CMBは、当行グループの欧州の顧客基盤を通じて他の地域に多大な収益をもたらし、欧州の外で管理されてい

る顧客ネットワークから恩恵を受けてきた。

当行グループの各種商品は、マーケッツ業務や投資銀行業務の商品に関する専門知識を提供するためのGBMと

の強力な連携に支えられながら、貸付業務や取引銀行業務全体の顧客の要望に応じることができるよう、ソ

リューションのカスタマイズ化を容易にするものであった。当行グループのグローバル決済サービス・チー

ムおよびグローバル・トレード・チームも、トレジャリーおよび貿易金融に係るソリューションをグローバ

ル・バンキングの顧客に提供した。

ウェルス・アンド・パーソナル・バンキング（WPB）

欧州において、WPBは、プライベート・バンキング、リテール・バンキング、ウェルス・マネジメント、保険

およびアセット・マネジメントといった業務を通じて、顧客にサービス提供をした。当行グループの核とな

るリテール業務では、パーソナル・バンキング、住宅ローン、貸付、クレジットカード、貯蓄、投資および

保険に係るサービスを提供した。WPBは、Premier等の提案や、ウェルス・ソリューション業務、財務計画

サービスおよび国際サービスを提供した。チャンネル諸島およびマン島では、当行グループのHSBC Expatを

提供することで、大半が他の市場でのHSBCの顧客である現地顧客および海外顧客に向けてサービスを提供し

た。当行グループのプライベート・バンキング業務では、2百万米ドル超のリレーションシップ残高を保有す

る富裕層および超富裕層の顧客向けにサービスを提供した。プライベート・バンキング業務の顧客が利用で

きるサービスには、投資管理業務、ウェルス・ソリューション業務およびテイラーメイドの貸付業務が含ま

れていた。

プライベート・バンキング業務は、家族内で財産を築き上げ維持する当行グループ顧客の子孫を支援するた

めのイベントとして「次世代」プログラムを主催した。

2024年10月22日に、エイチエスビーシー・ホールディングス・ピーエルシーは、HSBCグループが戦略的優先

事項の達成をより加速して手助けするために組織体制を簡素化することを発表した。

2025年１月１日付けで、HSBCグループは以下の４つの事業を通じて業務を展開している。

・　香港事業

・　英国事業

EDINET提出書類

エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシー(E22630)

有価証券報告書

 12/473



・　法人および機関向けバンキング事業

・　インターナショナル・ウェルス・アンド・プレミア・バンキング事業

 

欧州におけるHSBCグループ

欧州は、世界貿易のおよそ40％、世界国民総生産の４分の１を占める世界経済にとって重要な地域である

（出所：国連貿易開発会議、国際通貨基金、2024年）。欧州は世界最大の貿易圏であり、アジアは欧州に

とって最大規模の最も成長している域外貿易相手である（出所：国連貿易開発会議、国際通貨基金、2024

年）。当行は、欧州域内貿易はもとより、欧州諸国およびHSBCグループが拠点を置くその他の地域との間の

貿易推進に役立っている。

当行は、顧客と国際市場をつなぐことで、顧客のために機会の世界を切り開いている。当行グループは、こ

うした機会を活用し、HSBCグループにとって中心的な役割を果たす上で、適した立場にいる。

2024年12月31日現在で資産727十億ポンドを有する当行は、欧州最大級の銀行兼金融機関の一つとなってい

る。当行グループは、全拠点で約10,700名の従業員を擁している。当行は、リングフェンス化後においては

エイチエスビーシー・ユーケー・バンク・ピーエルシーが運営している英国リテール業務および英国商業銀

行業務の大部分の他に、HSBCグループの欧州事業につき責任を負っている。

当行は、18の市場で事業を展開しており、ロンドンおよびパリの２ヶ所に主要な拠点を置き、統合された一

つの事業として運営している。
(１)

ロンドン拠点は、欧州地域全体のガバナンスおよび管理全般を担う、HSBCグループのホールセール銀行業務

における卓越したグローバル拠点である、英国非リングフェンス銀行で構成されている。

HSBCコンチネンタル・ヨーロッパ（以下「HBCE」という。）は、欧州地域専用の中間親会社（以下「IPU」と

いう。）であり、当行グループのパリ拠点およびそのEU支店（ベルギー、チェコ共和国、ドイツ、アイルラ

ンド、イタリア、ルクセンブルク、オランダ、ポーランド、スペインおよびスウェーデン）、ならびにマル

タおよびルクセンブルクに所在の複数の子会社（以下「PBLU」という。）で構成されている。

当行はまた、バミューダにおいて小規模な総合銀行を運営する他、イスラエル、スイスおよび南アフリカに

おいても子会社を設置している。その他のグループ会社は、チャンネル諸島およびマン島（以下「CIIOM」と

いう。）におけるWPB事業部門を中心とした業務、国際駐在員顧客のための西部拠点、ならびにHSBCプライ

ベート・バンク（スイス）エスエー（以下「PBRS」という。）で構成されている。

（注記１）　当行が拠点を置く市場は、ベルギー、バミューダ、チャンネル諸島、マン島、チェコ共和国、フランス、ドイツ、アイル

ランド、イタリア、イスラエル、ルクセンブルク、マルタ、オランダ、ポーランド、南アフリカ、スペイン、スウェーデ

ン、スイスおよび英国である。

 

４【関係会社の状況】
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(a)当行グループの構成：

2024年12月31日現在

 

 

 
（注） 構成図は当行グループの構成を示すために重要な事業体のみ掲げている。

別段の記載のない限り、持分は100.00％である。

 

(b)親会社の状況：

会社名 所在
株式資本

(2024年12月31日現在) 事業の内容

所有する当行
の議決権の割

合
当行との
関係内容

エイチエスビー
シー・ホール
ディングス・
ピーエルシー

連合王国E14 5HQ

ロンドン市カナ
ダ・スクエア８

8,973,475,291米ドル 持株会社 100％ 資本出資

エイチエスビーシー・ホールディングス・ピーエルシーは、外国会社報告書提出会社である。

 

(c)子会社の状況：

エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシーの主要な子会社
(1)

（2024年12月31日現在）

 
設立国または

登録国  

株式資本における

HSBCバンク・

ピーエルシーの持分

(％)

HSBCインベストメント・バンク・ホールディング

ス・リミテッド

イングランド

およびウェールズ  
100.00

HSBCライフ(英国)リミテッド
イングランド

およびウェールズ  
100.00

エイチエスビーシー・プライベート・バンク(スイ

ス)エスエー
(２)

スイス
 

100.00

HSBCバンク・バミューダ・リミテッド
(２) バミューダ  100.00

HSBCコンチネンタル・ヨーロッパ
(２) フランス  99.99

HSBCアシュアランシズ・ヴィ（フランス）
(３) フランス  99.99

HSBCバンク・マルタ・ピーエルシー マルタ  70.03
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(１)　主要な子会社は直接的または間接的に中間持株会社によって所有されている。

(２)　特定子会社である。

(３)　フランスの生命保険ビジネスの売却予定に関する情報については、「第６－１　財務書類－財務諸表注記」の注記34「売却目

的保有資産および売却目的で保有する処分グループの負債」を参照のこと。

 

(d)その他の関連当事者：

当行の主要な関連会社およびジョイント・ベンチャーにおける持分に関する情報については、「第６－１　

財務書類－財務諸表注記」の注記17「関連会社およびジョイント・ベンチャーにおける持分」を参照のこ

と。

 

(e)関連当事者の取引：

関連当事者の取引に関する情報については、「第６－１　財務書類－財務諸表注記」の注記33「関連当事者

間取引」を参照のこと。

５【従業員の状況】

（2024年12月31日現在）

セグメントの名称 従業員数(人)

グローバル・バンキング・アンド・マーケッツ  

  　マーケッツ・アンド・セキュリティーズ・サービス 2,122

  　グローバル・バンキング 1,168

  　その他GBM 56

コマーシャル・バンキング 1,526

ウェルス・アンド・パーソナル・バンキング 2,409

コーポレート・センター 3,416

合計 10,697

 

「第６－１　財務書類－財務諸表注記」の注記５「従業員報酬および給付」を参照のこと。
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第３【事業の状況】

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

本項に含まれている将来に関する記述は、本書提出日現在の当行の考え、見通し、目的、予想および見積り

に基づいている。

目的および戦略

HSBCグループのパーパスおよびアンビション

HSBCグループのパーパスは、「チャンスの世界を切り開くこと」であり、HSBCのアンビションは、顧客に

とって好ましい国際金融パートナーとなることである。

HSBCの事業上の焦点および戦略上の優先事項

2024年中、HSBCは、そのパーパス、バリューおよびアンビションに沿って引き続き戦略を実行した。

2024年においてHSBCグループは、HSBCグループが独自の能力と重要な機会を有する分野での成長の実現に焦

点を当てた３つのグローバル事業部門（ウェルス・アンド・パーソナル・バンキング、コマーシャル・バン

キングおよびグローバル・バンキング・アンド・マーケッツ）を通じて顧客にサービスを提供した。当行グ

ループの2024年における営業セグメントの業績は、この基準で表示されている。

HSBCの優先事項

－　顧客を重視し、高い満足度を提供すること。

－　当行グループの強みに焦点を当て、当行グループが魅力的な利益を生み出すことのできる分野で主導的

な地位や市場シェアを向上させることにより、長期的な成長を促進すること。

－　組織構造および運用モデルを簡素化すること。急速に変化する世界のニーズに応えるために、ポート

フォリオを再編して合理化すること。

HSBCバリュー

HSBCバリューは、当行グループの組織としての在り方を定める上で役立つものであり、当行グループの長期

的な成功の鍵である。

－　多様性を尊重する。

－　ともに成功する。

－　責任を取る。

－　成し遂げる。

当行の戦略および2024年度コミットメントの進捗状況

欧州における当行グループのアンビションは、効果的な業務モデルおよび堅固な管理態勢を整え、的を絞っ

たウェルス業務で補完しながら、国境を越えたニーズに対応する企業および機関の顧客を支援する、国際的

な取引およびファイナンス分野におけるリーディングバンクとなることである。

再編および焦点

当行グループは、そのアンビションを支えるために、業務モデルと参画の選択肢の最適化に引き続き取り組

んできた。戦略的な焦点をより明確にし、よりスリムでシンプルな銀行を構築するとともに、国際的な顧客

のニーズに合わせて当行の事業体制を再設計した。

2024年１月１日付でHSBCコンチネンタル・ヨーロッパ（HBCE）は、フランスの個人向け銀行業務の売却を完

了した。売却の条件に従い、HBCEは、住宅ローン等のポートフォリオを維持した。2024年第４四半期中に

HBCEは、この維持したポートフォリオの積極的な売却活動を開始した。
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2024年２月には、当行がスイスに所在するHSBCのプライベート・バンクであるPBRSの取得を完了した。

2024年２月６日付でHSBCヨーロッパ・ビーブイ（当行の完全子会社）は、当行グループのアルメニア事業の

戦略の見直しに伴い、HSBCバンク・アルメニアをアルシンバンクに売却することに合意した。なお、同取引

は、2024年11月29日付で完了した。

2024年５月30付で当行グループは、HSBCヨーロッパ・ビーブイの完全子会社で有限責任会社のHSBCバンク

（アールアール）をエクスポバンクに売却し、ロシア事業の売却を成功裏に完了した。

2024年９月23日付でHBCEは、ドイツのプライベート・バンキング業務をBNPパリバに売却することに合意し

た。同売却は、政府の承認および作業委員会との協議を条件として、2025年下半期に完了する見通しであ

る。

2024年９月25日付で当行グループは、当行の南アフリカ支店の業務をファーストランド・バンク・リミテッ

ドに譲渡することに合意した。同取引は、規制当局および政府の承認を条件として、2025年下半期に完了す

る見通しである。

2024年９月にHSBCバンク・マルタ・ピーエルシー（以下「HSBCマルタ」という。）は、自社株主に対して、

HSBCホールディングス・ピーエルシーが自ら間接保有しているHSBCマルタ株式の70.03％について戦略的に見

直すとHSBCマルタの取締役会に伝えたと通知した。なおい、かかる見直しは初期段階であり、決定は下され

ていない。

2024年12月20日付でHBCEは、フランスの保険業務の戦略的な見直しに伴い、マトムット・ソシエテ・ドゥ・

アシュアランス・ミュテュエルとの間でフランスの生命保険業務の売却計画に関する覚書を締結した。同売

却計画は、両当事者それぞれの従業員代表委員会との情報交換および協議手続の完了を要する。同売却計画

の完了は、所轄の規制当局および競争当局の承認を条件として、2025年下半期になる見通しである。

業務の卓越性の向上

HSBCグループは、人工知能（以下「AI」という。）および自動化の活用を通じて顧客体験を向上させるため

に業務の変革を進め、カスタマイズされたサービスのより迅速かつ円滑な提供を図っている。HSBCグループ

はまた、AIが提供する戦略実行加速化の機会と、それに伴うリスクを軽減するための適切な管理態勢を確保

する必要性との均衡を保つことにも努めている。

グローバル・トレード・ソリューションズ（GTS）ヨーロッパにおいて、当行グループは、持続可能で利益の

ある成長を実現することを目指しつつ、取引をさらに容易かつ迅速で安全なものにしようとしている。2024

年中に当行グループは、デジタル・チャネルであるHSBCnetやアプリケーション・プログラミング・インター

フェイス（API）を強化して、自動化および組込み金融ソリューションを推進した。

当行グループは、貿易金融ソリューションを提供する銀行間連携プラットフォームの利用を選択する顧客を

引き続き支援している。2024年末現在、HSBCヨーロッパ内の全チャネルにおける貿易取引の91％がデジタル

方式で実行されており、当行グループは、デジタル・ソリューションを選択する顧客が今後も増加するとみ

ている。

グローバル決済ソリューション（GPS）のアンビションは、世界大手の国際的現金管理・決済サービスの提供

者となり、HSBCのネットワーク全体を顧客に絶え間なく提供することである。当行グループは、ソリュー

ションの近代化と将来性とともに、サービスのデジタル化にも焦点を当てている。2024年にGPSヨーロッパ

は、フランスにおける単一ユーロ決済圏（SEPA）決済追跡や欧州地域全体の中央銀行口座検証（C-BAV）等、

HSBCnetの改良を継続し、顧客は支払領収書をさらに容易に特定することが可能となった。2024年にはSEPA即

時決済がドイツ、スペイン、ベルギーおよびイタリアで導入された。

グローバル・バンキング・アンド・マーケッツ（GBM）事業部門において当行グループは、デジタル資産プ

ラットフォームであるHSBCオリオンを通じてデジタル資産およびデジタル通貨の機能構築に引き続き投資し

た。HSBCオリオンは、2024年３月にデロイトより「Platform Enabler of the Year」を受賞した。2024年11

月にはHSBCオリオンがフランス銀行のDL３Sプラットフォームに接続され、ホールセール型中央銀行デジタル

通貨を用いてデジタル債券の決済をすることが可能となった。
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マーケッツ・アンド・セキュリティーズ・サービス（MSS）事業部門では、HSBC AIマーケッツが様々な市場

インサイトを提供し、情報に基づいた取引実行の促進を支援し続けている。HSBCの顧客および従業員は、最

適なヘッジ戦略を見付けることを含め、AIや機械学習を活用したソリューションにアクセスするために、ま

すますHSBC AIマーケッツを利用するようになっている。2024年におけるHSBC AIマーケッツ１日当たりの平

均利用回数は、2023年に比べ125％増加した。当行グループは、2025年にもMSS事業部門の戦略的プラット

フォーム全体で追加的なAI機能を展開する意向である。

チャンネル諸島およびマン島（以下「CIIOM」という。）において、ウェルス・アンド・パーソナル・バンキ

ング（WPB）事業部門は、モバイル・ファーストの提案を引き続き推進した。当行グループは、二次商品（投

資および定期預金を含む。）の開始、個人情報の変更、決済の革新、新規顧客利用開始手続、詐欺やマネー

ロンダリングの取締強化といった中核的機能を構築した。これは、2025年以降も継続する予定である。

プライベート・バンキング事業部門は、卓越した顧客サービスの提供を支援するために、デジタル商品やデ

ジタル・サービスとともに、顧客向けのデジタル機能の強化に引き続き努めている。スイス、ルクセンブル

クおよびCIIOMでは、顧客体験の向上のため、顧客がオンデマンドで連結取引明細書にアクセスできるように

するといった、多数のサービス改善が行われた。ESGや持続可能性の観点からも、当行グループは、機関顧客

向けのポートフォリオ・アドバイザリー・サービスであるHSBCプリズム・アドバイザリーに顧客の嗜好を組

み込むことを目指した。

2024年第２四半期に当行グループは、マルタ、フランスおよびバミューダで動的リスク評価（DRA）ツールを

導入した。DRAツールは、金融犯罪取締りの枠組みの主要部分であり、これによりAIや機械学習を活用したよ

り正確な金融犯罪の検知が可能になった。2024年第４四半期にも当行グループは、アイルランド、ポーラン

ドおよびスペインでグローバル・ソーシャル・ネットワーク分析（GSNA）ツールを導入した。GSNAツール

は、HSBCがこれまで使用していた同様の銀行取引監視検知システムに取って代わられるものである。DRAツー

ルやGSNAツールのさらなる導入が2025年にも予定されている。
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２【サステナビリティに関する考え方及び取組】

サステナビリティ関連のリスクおよび機会に関するガバナンスおよびリスク管理

「３ 事業等のリスク－気候リスク-気候リスク管理」および「第６－１　財務書類－財務諸表注記」の

注記18「子会社に対する投資 - 子会社に対する投資の減損テスト」を参照のこと。

 

ESGの概要

環境・社会・ガバナンス（ESG）に対する当行グループのアプローチは、当行グループの顧客および当行グ

ループがサービスを提供する経済のために長期的な価値を創造することに根ざしている。

当行グループのアプローチ

ESGに対するHSBCグループのアプローチは、当行グループの顧客およびより広義の利害関係者のために長期的

な価値を創造することに焦点を当てている。当行グループは、温室効果ガス実質ゼロへの移行、インクルー

ジョンの構築および責任ある行動という３つの分野に対する取組みを重視している。

望ましい結果

当行グループは、顧客第一主義で、良好なガバナンスを尊重し、当行グループの事業活動の方法および内容

について当行グループの利害関係者に信頼を与えられるような強固で持続可能な事業の運営に力を注いでい

る。

2023年７月以降、英国金融行為規制機構（FCA）の消費者義務に関する規則と指針に基づき、金融機関は、一

連の顧客取引のあらゆる段階において顧客のニーズ、特性、目的を考慮することが求められている。当行の

幹部および取締役会には定期的な報告が行われ、事業を営むにあたり顧客にとって望ましい結果が得られる

ように配慮された環境で当行グループが事業を展開できるようにしている。

企業行動

2024年において、当行従業員の98％が企業行動に関する研修を修了した
１
。

企業行動に対する当行グループのアプローチは、当行グループが正しいことを行うための指針となり、当行

グループが顧客および事業を展開している金融市場に及ぼす影響に焦点を当てる上で役立っている。

（注１）上記の修了率は、2023年12月に開始され、2024年に終了した「企業行動に関する事項」の研修モジュールに関

連するもので、正規従業員のみならず、（研修を受けさせることが法的に許容されている場合は）非正規従業

員も対象としている。

当行グループの従業員

当行グループは、従業員のために機会の世界を切り開き、最高の人材が働きたくなるような、刺激的でダイ

ナミックな文化を構築することを目指している。当行グループは、多様性を尊重し、サービスを提供してい

る地域社会を代表するインクルーシブな人材の育成を続けている。当行グループは、HSBCグループ全体で性

別および民族に関する抱負を設定し、その進捗状況を報告している。従業員の経験を理解することが当行グ

ループの取組みの中心であり、HSBCグループの従業員スナップショット調査を通じて、当行グループは、オ

フィス勤務と在宅勤務の組み合わせた働き方や福利厚生等のテーマに関する従業員の意見を収集している。

従業員の能力を開発することは、当行グループの組織を活性化する上で極めて重要である。当行グループ

は、様々なリソースを通じて学習文化を促進し、従業員に教材と能力開発の機会を提供している。

 

責任ある企業文化

当行グループは、顧客、地域社会および金融システムの健全性を守る責任を負っている。

従業員に関する事項
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組織を活性化し、従業員に活力を与えることは、当行の成功にとって重要であり、引き続き主要な焦点と

なっている。

年次スナップショット調査は、HSBCの全従業員に組織での勤務体験を共有する機会を提供している。当行に

おける同調査の2024年の回答率は73％（2023年：62％）であり、同調査において測定された指標のすべてに

おいてプラスの傾向がみられた。従業員エンゲージメント指標は2024年末現在で61％であり、2023年に比べ

７ポイント上昇した
１
。インクルージョン指標は、２ポイント上昇して73％となり、欧州金融機関の基準を

７ポイント上回った。

当行グループは、多様性を尊重し、責任を引き受け、様々な視点を求めるインクルーシブな組織の構築を通

じて、従業員のために機会の世界を切り開いている。当行グループは、法的に許容されている限り、従業員

が自らの人種データを自身で確認することができるようにしている。欧州レベルでも、当行グループは、英

国、チャネル諸島、バミューダ、マン島および南アフリカにおいて人種データを収集および報告することが

可能となっている。

当行グループは、サービスを提供している地域社会を代表する組織になることを目指している。当行グルー

プは、特に女性従業員やアフリカ系従業員といった少数派グループを上級幹部に起用する割合を高めること

に焦点を当ててきた。英国において当行グループの上級幹部に起用されたアフリカ系従業員の割合は現在

2.9％であり、2.8％であった2023年に比べ上昇した。一方、2024年に上級幹部に起用された女性の割合は、

組織再編もあり、2023年とほぼ横ばいの25.3％であった。

当行グループは、従業員の経験とスキルを豊かにする人事管理職の育成も引き続き重視している。当行グ

ループは、戦略的な明確性、整合性、地域社会性および能力を高めることを目的とした専務取締役（MD）向

けの一連の幹部プログラムを策定した。2024年においては欧州全体で専務取締役141名が１以上の幹部プログ

ラムに登録した。加えて、当行グループには、グローバル・キャリア・バンド（GCB）３の管理職向けの

「Accelerating into Leadership 」プログラムや、グローバル・キャリア・バンド４の管理職向けの

「uGrow」プログラムも設けている。

当行グループの従業員が職場での行動について発言しなければならない場合もあり、まずは当行グループ

は、上長に相談するよう従業員に推奨している。HSBCコンフィデンシャルは、元従業員や現従業員が秘密裏

にまたは希望する場合は（現地法に従い）匿名で懸念を提起することができる、グローバルな内部告発チャ

ネルである。当行のスナップショット調査において、従業員の70％は、報復や復習の懸念なくHSBCコンフィ

デンシャルを利用できると回答している。加えて、発言することに対する従業員の自信度を測定する従業員

スナップショット指数は、2024年に73％となり、2023年よりも上昇した。

2024年においてフランス、ドイツ、イタリア、ルクセンブルク、ポーランドおよびスペインのHSBCは、優れ

た人事業務を評価され、トップ・エンプロイヤーズ・インスティテュートより「上位雇用主」に認定され

た。

（注１）従業員エンゲージメント指数は、従業員がHSBCをどのように感じているかを示す主要な指数である。当行のスコ

アはHSBCグループのスコアを下回ったが、このようなエンゲージメントの水準は、世界のあらゆるセクターおよ

び業界全体で従業員エンゲージメントが地域によって著しく異なることを示した、ギャラップの2023年度世界の

職場状況報告書の結果と一致しており、当行グループは、欧州の外部基準スコアを引き続き上回っている。

社会に関する事項

HSBCグループは、持続可能な未来への移行を通じて繁栄するために必要な技能および知識を従業員および地

域社会に提供する助けとなることを目指している。

2024年における当行の社会プログラムの一例は、以下のとおりである。

－　HSBCコンチネンタル・ヨーロッパは、ジュニア・アチーブメント・ヨーロッパと協力して、フランス、

イタリアおよびマルタの若者に気候レジリエンスにおける革新に関連する教育機会を提供することを目

的として、気候レジリエンス・プログラムを立ち上げた。
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－　スイスおいてHSBCプライベート・バンク（スイス）エスエー（PBRS）は、環境保護と持続可能なライフ

スタイルへの移行について学童を教育する非営利団体であるエコ・スクール（J’aime ma planète）の

活動を引き続き支援した。

－　フランスにおいて当行グループは、フランスで金融・銀行業務におけるインクルージョンを支援する非

営利団体であるCRESUSとの連携を継続し、マルタでの金融教育プログラムの開始を支援した。

－　当行グループは、スペインおよび東欧での洪水による人道的ニーズに対応するため、複数の災害救援機

関を支援した。

2024年において当行は1.8百万ポンドの慈善寄付を行い、これは、当行グループ従業員による勤務時間中のボ

ランティア・コミュニティ活動への貢献にも支えられた。

人権

HSBCグループの人権ステートメントに記載のとおり、当行グループは、人権の尊重における企業の役割を認

識している。HSBCグループのアプローチは、国連ビジネスと人権に関する指導原則（以下「UNGPs」とい

う。）および経済協力開発機構（以下「OECD」という。）責任ある企業行動に関する多国籍企業行動指針に

準拠している。なお、HSBCグループの人権ステートメントおよび英国現代奴隷法に基づく年次ステートメン

トは、https://www.hsbc.com/who-we-are/esg-and-responsible-business/esg-reporting-centreより入手可

能である。

腐敗行為および贈収賄の防止

当行グループは、事業を展開する各市場および各法域において、適用のある贈収賄防止および腐敗行為防止

に関するあらゆる法律を遵守する義務を負っている一方、当行グループの環境、社会および企業ガバナンス

の一環として、倫理的な行為と行動に対するコミットメントを示すため、関連法令の精神に焦点を当ててい

る。

環境に関する事項

2020年にHSBCグループは、温室効果ガス実質ゼロへの移行および持続可能な未来に向けて顧客を支援するた

めに、2030年までに750十億米ドルから１兆米ドルのサステナブル金融・投資を提供および推進するという抱

負を定めた。

2020年以降、当行は、HSBCグループの2024年度サステナブル金融・投資データ辞典に定めるとおり、172.6十

億米ドルのサステナブル金融・投資を提供および推進してきた。

当行グループは、「サステナブル金融・投資」を、ESG基準を事業上の意思決定または投資判断に組み込んだ

あらゆる形式の金融サービスと定義している。これには、気候変動に関するパリ協定の目標等を含め、国連

の持続可能な開発目標（SDG）の達成を支援する融資、投資およびそれらに関連する活動が含まれる。

当行グループは、サステナブル金融・投資に関する当行グループの抱負上、データ辞典の定義および内部事

業ガバナンス・プロセスに従って適格であることが特定および確認されたファシリティのみをサステナブル

金融・投資として含めている。なお、上記については、本書に記載されてはいないが、HSBCグループの2024

年度サステナブル金融・投資データ辞典に詳述されている。

当行グループは、サステナブル金融・投資商品に適用される基準の開発を支援するために、業界団体との交

流を継続している。

サステナブル金融

サステナブル金融の活動には、（i）直接貸付、貿易金融および債権金融を通じた貸借対照表関連の融資、な

らびに（ii）資本市場およびそれに関連する活動を通じた金融の円滑化が含まれる。

ESG投資およびサステナブル投資
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ESG投資およびサステナブル投資の活動には、投資ファンド、一括表示の株式と債券および仕組み商品等、

（i）ESGや持続可能性の特性を財務目標と並行して推進する商品、（ii）気候や温室効果ガス実質ゼロへの

移行といった持続可能性に関連するテーマ、および/または（iii）環境や社会にプラスの影響を及ぼす商品

に関連する一定の条件を充足しているHSBCの資産運用業務、グローバル・プライベートバンキング業務およ

びウェルス業務が提供している投資ソリューションが含まれる。

税務

税に対する取組み

当行グループは、当行グループが事業を展開しているすべての地域の法律の条文および精神両面への適合に

努めており、英国銀行納税規範（UK Code of Practice for the Taxation of Banks）を採用している。その

結果、当行グループは当行グループが事業を展開している国での税金の公正な負担分の納付に努めている。

当行グループは、当行グループの銀行業務が脱税を誘発することが知られているまたは疑われるいかなる取

決めと関連しないための手続の強化を続けている。

HSBCは引き続き、下記のような税の透明性を向上させる全世界的な取組みを採用している。

－　米国外国口座税務コンプライアンス法（FATCA）

－　経済協力開発機構（OECD）の金融口座に関する自動的情報交換（共通報告基準としても知られてい

る。）

－　第４次資本要件指令（CRD IV）の国別報告

－　OECDの税源浸食と利益移転（BEPS）への対応

－　脱税誘発防止策の不備による企業犯罪に対する刑罰（CCO）にかかる英国の法令

従業員

衛生および安全

当行グループは、各従業員のために安全で衛生的な労働環境を提供することに努めている。当行グループは

組織全体で、当行グループの中核的な価値観を反映しつつ、国際的な基準に沿ったグローバルな方針、必須

の手続および事故・情報報告体制を採用してきた。当行グループの世界的な安全衛生に関する実績は、当行

グループが関連法令を遵守できるようにするための継続的な監視および保証次第である。

当行グループの最高業務責任者は、プラスの衛生安全文化を醸成して、グローバルな方針、手続および体制

が現地で整備されているようにする全責任を負っている。最高業務責任者はまた、現地の法的要件のすべて

が充足されているようにする責任も負っている。

インクルージョン

当行グループは、顧客、従業員および地域社会のために機会の世界を切り開くというグローバルなパーパス

に導かれている。この目的は、多様性を尊重する、ともに成功する、責任を取るおよび成し遂げるという当

行グループの価値観に支えられている。

国際的な銀行として当行グループは、経済、社会、サプライチェーンおよび人々の生活が相互に関連してい

ることを認識している。利害関係者のために長期的な価値を創造できるよう、当行グループは、インクルー

ジョンを推進し、従業員、顧客および当行グループが事業を展開している地域社会のためにレジリエンスを

高めることに焦点を当てている。当行グループの確立したアンビションは、当行グループが目的を実現する

ための方法の指針となっており、かかる目的には、少数派グループの起用、具体的には女性従業員やアフリ

カ系従業員を上級幹部として起用する割合を高めることや、HSBCにおいてインクルージョンやレジリエンス

という文化をさらに醸成することが含まれる。HSBCヨーロッパの執行委員会委員は、パフォーマンス評価表

に記載されている抱負を通じて委員が講じた措置や、当行グループのガバナンス・フォーラムを通じた管理

につき、説明責任を負っている。

男女起用統計
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2025年末までに上級幹部として起用される女性の割合を35％にするという当行グループの世界的な抱負の一

環として、HSBCヨーロッパは、より公平なキャリアアップを支援するため、昇進・採用プロセスの改善に焦

点を当てた。当行グループによる進捗は依然として遅く、欧州地域全体の組織再編により上級幹部として起

用される女性の割合は前年比で横ばいとなったが、当行グループは、引き続きより均衡のとれた人材を上級

幹部として採用した。ただし、実力は今もなお当行グループの採用決定における主要な要素となっている。

管理職に占める女性の割合は、以下のとおりである。

－　全般 - 48.3％

－　GCB 6-8 事務職 - 63.4％

－　GCB 4-5 管理職 - 44％

－　GCB 0-3 上級管理職 - 25.3％（2024年においては、新規採用の上級幹部の29％は女性であり、全体

的には47.5％が新規採用の女性であった。）

障害者雇用

当行グループは、全従業員、特に障害を持った従業員に均等な機会を提供した。必要な場合、当行グループ

は、適切な研修、施設および機器も提供する容易がある。2024年に当行グループは、採用プロセスを通じて

障害や神経多様性を持つ従業員を支援するために、フランス、ドイツおよびスイスにおいて合理的な配慮プ

ロセスを全面的に見直し、強化した。継続的な作業により、在宅勤務を調整するための個別支援も提供され

ており、従業員は、利用可能なソフトウエアおよびハードウエアや、管理職向けのサポートに関する情報を

提供する一連のグローバル・リソースにアクセスすることができる。

当行グループの従業員リソース・グループ（以下「ERG」という。）は、人事部門および上級幹部からの支援

を受けて、障壁を打ち破るという重要な作業を行っている。ERGは、インクルージョンに関連する最高の実務

を共有するために、障害者とその支援者との間で意見交換の場を提供し、自信を高め、偏見を減らしてい

る。

法的に許容されている場合、従業員は、当行グループの人事システムに障害の有無を開示することができ

る。

学習および人材開発

当行グループは、従業員がスキルを開発し、潜在力の発揮に役立つ経験を積むことのできるダイナミックな

環境の構築している。当行グループのアプローチにより、当行グループは、従業員のキャリア目標を支援す

ることができる。

当行グループは、契約の種類にかかわらず、全従業員が毎年必須のグローバル研修を修了すると期待してい

る。こうした研修は、当行グループの文化を醸成する上で、重要な役割を果たしており、持続可能性、金融

犯罪リスクおよびいじめやハラスメントの不寛容といった当行グループの業務にとって根本的な問題に焦点

を当てている。新入社員は、組織に関する知識を習得し、当行グループの目的、価値観および戦略について

理解を深めるために、グローバル・ディスカバリー・プログラムに参加している。
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３【事業等のリスク】

当行が発行したいずれの社債の潜在的な投資家も、当行の事業および当行が事業を行う業界に関連するリス

ク要因とともに、本書におけるその他のすべての情報、とりわけ、本項に言及される、本書提出日現在にお

いて、当行の社債債務の履行能力に影響を及ぼす可能性があると当行が判断する主たるリスク要因を慎重に

検討すべきである。本「事業等のリスク」の項における「当行」への言及は、文脈上別異に解すべき場合を

除き当行とともに当行の子会社を意味するものとする。

リスク要因は、投資家が当行発行の社債への投資を行う際に対峙する可能性があるすべてのリスクを、網羅

し列挙したものまたは説明したものではない。当行に関連する追加的なリスクおよび不確実性で、現在当行

が知り得ていないリスク、または当行が現在重要ではないとみなしているリスクも個別にまたは累積的に当

行の事業、予測、経営成績および／または財政状態に重大な悪影響を及ぼす可能性があり、かかるリスクが

発生した場合、当行が発行した社債の価格は下落し、投資家はその投資の全額または一部を失う可能性があ

る。

｢監査済｣とは、当該項がプライスウォーターハウスクーパース・エルエルピー（ただし、日本における公認

会計士または監査法人ではない。）によって監査されていることを意味する。

リスクの概要

当行グループは、継続的にリスクを特定、評価、管理および監視している。リスク要因およびストレス・テ

スト・プログラムの結果により情報提供を受ける本プロセスにより、一定の財務リスクおよび非財務リスク

に分類される。かかるリスクの評価における変更の結果、当行グループの事業戦略の他、潜在的にはそのリ

スク選好が調整されることもある。

当行グループの銀行業務リスクには、信用リスク、トレジャリー・リスク、市場リスク、気候リスク、レジ

リエンス・リスク（サイバーセキュリティ・リスクを含む。）、規制コンプライアンス・リスク、金融犯罪

リスクおよびモデル・リスクが含まれる。また、当行グループには保険リスクも発生する。

これら銀行業務リスクに加えて、当行グループは、財務実績、評判および長期ビジネス・モデルの持続性に

重大な影響を与え得るトップリスクおよび新興リスクを特定している。

当行グループのリスクに対するエクスポージャーおよびそれらのリスク管理については、以下のリスクに関

する項に詳述されている。

当行グループの一連のトップリスクおよび新興リスクについては、シニア・ガバナンス・フォーラムが定期

的に見直ししている。当行グループは、引き続き特定されたリスクを注意深く監視し、必要に応じて経営陣

が対策を講じることを目指している。

 

 

リスク  詳細

外部要因   

地政学・マクロ経済リスク 当行グループの業務およびポートフォリオは、政情不安、内
乱および軍事衝突に起因するリスクにさらされており、これ
により、当行グループの業務の混乱、当行グループ従業員に
対する物理的リスクおよび／または当行グループの資産に対
する物理的損害を招くおそれがある。当行グループはまた、
シクリカル・リスクおよび特異的マクロ経済リスクにもさら
されている。当行グループは、フランスおよび英国をはじめ
とする当行グループにとって主要な市場の多くでみられる政
権交代の影響も監視している。経済見通しにとって主要なリ
スクの一つは、米国等の市場における2024年の選挙に伴い経
済政策および貿易政策の再調整が行われる可能性があること
である。これは、当行グループの事業や顧客に影響を及ぼす
グローバル経済の混乱を招くおそれがある。
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リスク  詳細

信用リスク 当行グループは、ロシアとウクライナの戦争、中東において
紛争が再燃または激化する可能性、米中貿易関係といった地
政学環境やマクロ経済環境の変化が及ぼす影響の評価および
管理に引き続き焦点を当てており、当行グループの早期警戒
指標も、リスクにさらされているとみられるセグメントの特
定に役立っている。当行グループは、定期的に当行グループ
のポートフォリオの詳細な見直しを実施し、顧客へのクレ
ジット・ファシリティやストレスにさらされる可能性のある
セクターを積極的に管理している。特に、自動車、化学、商
業用不動産、建設、レバレッジド・ファイナンスおよび小売
業といったリスクの高い分野を引き続き重視を当ており、こ
れらの分野はいずれも、念入りな検証の対象となっている。
加えて、ポートフォリオについてもストレス・テストを通じ
て監視し、勘定上の借換プロファイルの定期的な見直しも実
施している。

サイバー攻撃の脅威および
システムへの不正アクセス

外部および内部の脅威による技術障害または不正行為に起因
するサービスの混乱またはデータの喪失というリスクが高
まっている。当行グループは、地政学的事象によるものを含
め、脅威の状況変化やそれが第三者リスク管理に及ぼす影響
を引き続き監視しようとしている。当行グループは、テクノ
ロジーの運用を保護しつつ、急速に進化するサイバー脅威環
境に対抗する上で役立つ継続的改善プログラムを実施してい
る。

進化する規制環境リスク 規制コンプライアンス・リスクの環境は依然として複雑であ
り、継続している地政学的リスクに加え、顧客にとって良好
な成果、金融市場の秩序および透明のある運用、業務上のレ
ジリエンス、モデル・リスク、金融犯罪およびリスク管理の
実務の確保を重視する規制当局の姿勢も続いている。当行グ
ループは、様々なスケジュールでバーゼル3.1の基準の導入を
進めており、政府および規制当局も成長の回復に焦点を当て
ていることで、法規制の改正が推し進められている。規制当
局は、当行グループの主要市場において、「グリーン」商品
や持続可能な資金調達といったESG関連事項を引き続き重視し
ている。

金融犯罪・詐欺リスク 当行グループは、その顧客、従業員および第三者が犯罪行為
に関与することによる金融犯罪リスクにさらされている。金
融犯罪リスク環境は、地政学的課題の複雑化、マクロ経済の
見通し、金融犯罪規制の進化、急速な技術開発、国家デー
タ・プライバシー要件の増加および詐欺の巧妙化により高
まっている。その結果、当行グループは、発生し得る規制執
行リスクおよびレピュテーション・リスクに今後も直面する
とみられる。

環境・社会・ガバナンス（ESG）
リスク

当行グループは、気候変動、自然および人権に関連するもの
を含め、ESGリスクにさらされている。これらのリスクは、世
界的な規制動向の速度や件数、国家的課題の分散化の兆しお
よび深刻な気象事象の頻度の増加により高まっていることか
ら、注意深い監視が必要であり、利害関係者もESG問題に関す
る対策および投資判断をさらに重視している。こうした変化
する期待に応えられなかった場合、レピュテーション・リス
ク、法務リスクおよび規制コンプライアンス・リスクを含
め、財務リスクおよび非財務リスクが発生するおそれがあ
る。

デジタル化および技術進歩 技術の開発および規制の改正により、新規参入者が銀行業界
に参入することや、競合他社が新たな商品およびサービスを
提供することが引き続き可能となっている。このため当行グ
ループは、顧客を惹きつけ、維持し、最高のサービスを提供
するために、新たなデジタル機能で革新を続け、当行グルー
プの商品を進化させていくことが求められている。生成AIお
よび量子コンピューティングを含む新たな技術はリスクや混
乱をもたらすおそれがある。当行グループは、技術開発を理
解し、適正な統制および監督のもとで管理するよう努める。

内部要因   
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リスク  詳細

人的リスク 当行グループの事業部門、機能部門および欧州諸国は、従業
員の維持、人材の確保、従業員に必要なスキルの変化および
雇用法令の遵守に関連するリスクにさらされている。当行グ
ループ全体の人員削減は2024年に減少傾向にあったが、これ
らのリスクの管理に失敗した場合、当行グループの戦略目標
の達成に影響を及ぼす可能性や、規制当局による制裁や法的
請求につながる可能性があり、組織の抜本的変革が行われて
いるこの時期にリスクが高まる。リスクについては、課題を
特定し、関連する対策を講じるためにも検証および評価を継
続していく。

ITシステムのインフラおよび業務
上のレジリエンス

当行グループは、サービスの混乱を最小限に抑えつつ、顧客
体験を向上させるため、行内およびクラウド上の双方におけ
るITシステムおよびネットワークのレジリエンスの監視およ
び向上を継続している。当行グループは、継続的な改革プロ
グラムを実施しており、テクノロジー運用を保護するため
に、技術財産の複雑性を軽減することを引き続き目指してい
る。

執行リスク 効果的に変化を実現することは、当行グループの戦略の達成
にとって重要であり、これにより当行グループは、急速に進
化する顧客や利害関係者のニーズに応えることができる。当
行グループは、持続可能な成果を優先しつつ、関連するリス
クを理解することにより、確立したリスク管理手順に沿って
複雑な変化を実現することに努めている。当行グループは、
業界および規制当局の期待に応え、顧客およびクライアント
に対する義務を履行することに焦点を当てている。

モデル・リスク モデル・リスクは、ビジネス上の意思決定にモデルへの依存
が含まれている場合は何時でも発生する。当行グループは、
財務面および非財務面の双方のみならず、様々なビジネス・
アプリケーションでモデルを使用している。規制上の要件の
進化は、特に資本モデルに焦点を当てて、銀行業界全体でモ
デル・リスクを監視する方法に重大な変化をもたらしてい
る。当行グループは、当行グループの成果物が規制当局の期
待に応えられるようにするために、欧州地域内の規制当局と
の対話を引き続き強化している。人工知能や生成AI等の新技
術は、モデル・リスク管理の強化の必要性を高めている。

データ・リスク 当行グループは、多くの場合、デジタル体験およびデジタ
ル・プロセス内でリアルタイムに顧客にサービスを提供し、
業務を遂行するために、データを活用している。当行グルー
プのデータが正確かつ適時でない場合、顧客にサービスを提
供し、レジリエンスを備えて業務を遂行し、規制上の要件を
充足する当行グループの能力は、影響を受ける可能性があ
る。当行グループは、非公開データの秘密性を確保するとと
もに、データ・プライバシーおよびデータのクロスボーダー
移転に関する規制を遵守していく。

第三者リスク 当行グループは、様々な第三者から財およびサービスを調達
している。現在のマクロ経済情勢および地政学的情勢によ
り、当行グループのサプライ・チェーンにおけるサービスの
混乱のリスクが引き続き高まっている。当行グループは今後
も、統制および監視のみならず、特に当行グループの業務上
のレジリエンスに影響を及ぼし得る主な活動のための第三者
独自のサプライ・チェーンを含め、第三者の選択および管理
のためのリスク管理の方針および手順を引き続き強化してい
く。

　2024年中に高まったリスク

　2024年中に同水準にとどまったリスク
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リスク

当行グループのリスクに対するアプローチ

当行グループのリスク選好度

当行グループは、リスクの認知、負担および管理に関連するものを含め、姿勢を形成する共通の態度、価値

観および基準であるリスク・カルチャーを強固なものとすることが重要であると認識している。従業員はい

ずれも、リスクを管理する責任を負っているが、最終的な説明責任は取締役会が負っている。当行グループ

のリスク選好度は、当行グループが引き受けられるリスクの水準および種類を定義するもので、財務計画プ

ロセスに情報提供し、戦略的意思決定の指針となるものある。

全社的な適用

当行グループのリスク選好度は、様々なリスク管理メカニズムや活動を通じて、定量的および定性的の双方

の観点から総合的に表現されている。取締役会は、当行グループのリスク選好度を定期的に見直し承認する

ことで、リスク選好度が引き続き目的に適したものになるようにしている。当行グループのリスク選好度

は、以下の原則に従い検討、策定および強化されている。

－　当行グループの戦略、パーパス、バリュー、外部リスク環境、評判および顧客のニーズに沿ったもので

あること。

－　適用法令および規制当局の優先事項を遵守していること。

－　将来のリスク・エクスポージャーに関する先見的洞察であること。

－　リスクを吸収するために利用可能な資本、流動性および負債を利用した資産運用が十分であること。

－　従業員がリスク環境を管理するための能力および技能を有していること。

－　利用可能なシステムがリスク環境を管理するための機能、能力およびレジリエンスを備えていること。

－　リスクを軽減するために適用される統制環境が有効であること。

－　コミットメントが内部および外部に開示されていること。

リスク管理の枠組み

当行グループは、当行グループの企業文化および価値観に基づき、組織全体であらゆる種類のリスクに対し

て包括的なリスク管理アプローチを採用することを目指している。これは、財務的および非財務的の双方の

面で重大なリスクを管理するために採用している主要な原則および実務を含め、当行グループのリスク管理

の枠組みに要約されている。この枠組みは、継続的な監視を促進し、リスクに対する認識を高め、健全な業

務上および戦略上の意思決定や上長報告手順を奨励するものである。これはまた、明確な説明責任を持っ

て、当行グループが活動の中で許容および発生するリスクの特定、評価、管理および報告に対する一貫した

アプローチも支援している。当行グループは、従業員と能力、ガバナンス、報告と管理情報、信用リスク管

理モデルおよびデータに関連する活動を通じて、リスク管理の枠組みおよびアプローチを積極的に見直した

上で強化している。

当行グループの事業戦略の実施は、引き続き主要な重点事項である。当行グループは、変革に向けた取組み

を実施するにあたり、執行リスクを積極的に管理している。当行グループはまた、安全な業務を継続するた

めに主要な従業員を維持できるよう、定期的なリスク評価（戦略に対するものを含む。）も実施している。

当行グループのリスク委員会は、リスク・ガバナンスに焦点を当て、リスクとその軽減に関する将来の見通

しの確保に努めている。リスク委員会は取締役会の中に設置された委員会であり、とりわけ当行のリスク選

好、許容度および戦略、リスク管理システム、内部統制ならびにコンプライアンスに関する監督責任を有

し、これらに関し取締役会への助言を担当する。その他、リスク委員会委員は、リスク選好に対する報酬体

系の整合性を検討する当行の指名・報酬・ガバナンス委員会の会議に出席する。
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リスク委員会は、その任務を遂行する際、最高リスク責任者、最高財務責任者、内部監査責任者およびコン

プライアンス責任者のほか、それぞれの担当分野のリスクについては、該当部署から密接な支援を受ける。

規制コンプライアンス・リスクおよび金融犯罪関連リスクを含め、財務リスクおよび非財務リスクの双方を

管理する責任は、当行グループの従業員が負っている。従業員は、自ら責任を負う事業および業務のリスク

管理を義務付けられている。当行グループは、様々な専門家で構成されるリスク担当者および最高リスク責

任者が負う集団的説明責任を通じて、当行グループのリスクの監視を継続している。

当行グループは、リスク管理の枠組みに定めたとおり、統制環境およびリスク管理アプローチの強化を継続

してきた。当行グループが継続的に注力しているのは、より効果的な監督と財務リスクおよび非財務リスク

のより徹底的な特定および管理の向上を図ることである。これを監督しているのは、当行グループの企業リ

スク管理責任者が率いる企業リスク管理機能部門である。

当行グループは、リスク管理の主な役割が、当行グループの戦略の支援および持続可能な成長を可能にしつ

つ、顧客、事業、従業員、株主および当行グループがサービスを提供している地域社会を保護することであ

ることを認識している。これは、下記の３つの防衛線モデルを通じて支えられている。

３つの防衛線

当行グループの全従業員は、それぞれの役割の範囲内でリスクを特定し、管理する責任を負っている。役割

は、当行グループの事業および機能構造を考慮した３つの防衛線モデルを用いて定義されている。

リスクを管理するための強固な管理体制を整備するため、当行グループは、活動に基づいた３つの防衛線モ

デルを採用している。これにより、各従業員が行う活動がどの防衛線に属するかが決定されることとなる。

このモデルは、リスク管理および管理体制に対する経営陣の説明義務および責任を明確化している。

当該モデルは、責任の明確化、協力の推進および合理的なリスクの調整および統制により、当行グループの

リスク管理アプローチを支えている。

３つの防衛線モデルについては、以下に要約する。

－　第一の防衛線はリスクのオーナーであり、リスク選好度に沿ってリスクを識別、記録、報告および管理

する責任を負い、これらのリスクを軽減するための適切な統制および評価が整備されているようにする

ことを支援にする責任を負う。

－　第二の防衛線は、効果的なリスク管理について第一の防衛線に進言し、第一の防衛線が効果的にリスク

を管理できるようにするための助言、指針および保証を提供する。

－　第三の防衛線は、当行グループのリスク管理の方法およびプロセスを効果的に設計および運用すること

を独立的に保証する、当行グループの内部監査機能部門である。

リスク選好度

当行グループは、取締役会がリスク委員会の助言に基づき承認したリスク選好ステートメント（以下「RAS」

という。）を通じて、当行グループのリスク選好度について正式に説明している。リスク選好を定めること

は、当行グループがその戦略にとって適切なリスク水準に同意できるようにする上で役立つ。リスク選好度

はこのような方法で、当行グループの財務計画プロセスに関する情報を提供し、上級経営陣が事業活動、

サービスおよび商品に資本を分配する上でのサポートを行っている。

RASは、財務リスクおよび非財務リスクに関する定性的な内容および定量的な指標で構成されている。これ

は、ビジネス分野の戦略、戦略および事業に関する計画立案ならびに上級経営陣による均衡のとれた評価の

基礎となるものである。RASと比較した実績は、リスク選好度の違反とそれに関連する軽減措置に関する的を

絞った洞察と議論に役立つよう、リスク管理委員会（RMM）において報告される。かかる報告により、リスク

が速やかに特定および軽減され、強固なリスク・カルチャーを推進するためにリスク調整後の報酬に関する

情報も提供される。

 

リスク管理
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ストレス・テスト

ストレス・テストは、内部リスク管理の一環として銀行が用い、仮定の不利なシナリオの下での個別の銀行

およびバンキング・セクターの脆弱性を評価するために規制当局が用いる重要な手段である。その結果は、

一連の不利なショックに対する銀行の回復力の評価および自己資本・流動性十分性の評価に使用される。

エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシーは、複数の法域において規制上のストレス・テストの対象と

なっている。要求されるストレス・テストの頻度および精度は高まっている。かかるストレス・テストに

は、BoE、英国健全性監督機構および欧州銀行監督機構（以下「EBA」という。）のプログラムが含まれる。

規制当局による評価は、定量ベースおよび定性ベースの両面で行われ、定性ベースの評価では、当行グルー

プのポートフォリオの質、データ提供、ストレス・テスト能力および資本計画策定プロセスに重点が置かれ

る。

欧州地域固有の多数の内部マクロ経済シナリオおよびイベント派生型シナリオが検討され、１年を通じて上

級経営陣に報告された。ストレス・シナリオの選択は、特定されたトップリスクおよび新興リスクの結果お

よび当行グループのリスク選好度に基づいている。かかる結果は、取締役会および上級経営陣がリスク選好

度を設定し、当行グループの戦略的計画および財務計画の堅固性を確認する上で役立つ。当行グループのリ

スク選好度は、当行グループが将来のストレスの影響に耐え得る水準に設定されている。

2024年中に実施されたマクロ経済内部ストレス・テストでは、当行グループのトップリスクおよび新興リス

クで特定された様々な潜在的影響の組合わせを考慮した。これらには、企業や消費者の借入能力の著しい低

下を含めた深刻な銀行業界の不安定化の影響、経済見通しの悪化を招いた中国の経済活動の大幅な減速の影

響、および世界的なサプライ・サイド・ショックを招き、市場のマインドに対する衝撃を増幅させ、世界的

な需要を減少させる（米中間、中東内およびロシアとウクライナ間の）地政学的緊張の高まりが含まれてい

た。その他検討された事項としては、金利ショック、深刻な不況、サプライ・チェーンの混乱およびオペ

レーショナル・リスク等が挙げられる。

当行グループはまた、当行グループのビジネス・モデルが成立しなくなるおそれのある極限の状態を理解す

るために、当行の場合は毎年、子会社の場合は必要な時に、リバース・ストレス・テストを実施している。

リバース・ストレス・テストは、当行グループが直面し得る潜在的なストレスおよび脆弱性を特定するもの

で、リスクを軽減するために設計された早期警告トリガー、経営陣による措置および緊急時対応計画に関す

る情報提供に役立つものである。

再建・破綻処理計画

再建・破綻処理計画は、深刻なストレス下で当行グループの財務安定性を確保するために不可欠な枠組みの

一部である。再建計画は、ストレス・テストとともに、当行グループが特異で市場全体に及ぶ各種ストレ

ス・シナリオに基づいて実施可能な信頼のある再建のための選択肢を特定する上で役立つものである。その

目的は、潜在的な資本不足と流動性圧力を軽減することにある。HSBCグループは、破綻処理実行可能性評価

の枠組みに関連するものを含め、HSBCグループの再建・破綻処理能力の開発を続けている。

気候リスク

2024年に当行グループは、世界的な気候変動による様々な潜在的結果に対する見解を明確化するために設計

された５つの特注のシナリオについて検討した。これらのシナリオでは、（i）秩序ある気候変動対策が時間

の経過とともに厳格化され、温暖化が摂氏２度未満に抑えられる摂氏２度未満シナリオ、（ii）気候対策が

現行の政府のコミットメントおよび約束に限定されると仮定しているベースライン現行コミットメント・シ

ナリオ、（iii）気候対策が2030年まで遅延すると仮定している移行遅延シナリオ、（iv）緩やかな気候対策

が現行の政府政策に限定されると仮定している下振れ物理的リスク・シナリオ、および（v）深刻な気候事象

とマクロ経済的影響とを組み合わせた短期シナリオという一定の技術的、行動的および政治的な仮定の下で

発生し得る幅広い物理的リスクおよび移行リスクを検討している。

当行グループは、現行コミットメント・シナリオが今後５年間に発生する可能性が最も高いシナリオである

と考えている。現行コミットメント・シナリオに基づき、当行グループは、移行リスクに関連する損失の水

準は中程度であると予想している。同シナリオに基づけば、気候リスクの影響は、その後数十年間に顕在化
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するとみられることから、予想信用損失（以下「ECL」という。）への潜在的影響は、今後５年間で重大にな

るとは考えられていない。

 

主な展開およびリスク・プロファイル

2024年における主な展開

2024年に当行グループは引き続き、マクロ経済および地政学をめぐる不確実性に関連するリスクを管理し、

リスク管理の枠組みを継続的に強化することを通じてリスク管理能力を開発した。当行グループはまた、リ

スクの変革および金融犯罪を引き続き重視し、最も重大な企業リスクに優先順位を付けつつ、当行グループ

の業務上のレジリエンス能力の評価を継続した。当行グループは、主要なリスクに対応するための能力で前

進し、開発を続けた。より具体的には、当行グループは、以下の分野においてリスク管理の強化を図った。

－　当行グループは、規制当局への報告手順の強化および持続可能化を目的とした包括的な取組みを進め

た。この多面的なプログラムには、データ、一貫性および統制の強化も含まれている。

－　当行グループは、特に変革が進行中であることから、戦略的目標を支援するために財務報告の管理に引

き続き注力した。

－　当行グループは、高まる外部からの脅威環境に対応し、テクノロジー・サービスのレジリエンスおよび

セキュリティを向上するため、テクノロジーおよびサイバーセキュリティの管理に引き続き焦点を当て

ている。

－　当行グループは、戦略的変革への投資プロセスおよび関連する管理の監視の質を向上させ、複雑な変革

のポートフォリオおよび取組みの実現するためのより機敏なアプローチへの移行を目指している。

－　当行グループは、規制の改正および外部要因の変化に対応するため、モデル・リスクの枠組みの強化を

続けている。AIおよび機械学習のモデルは、今もなお主要な重点事項である。この分野におけるガバナ

ンス活動の強化では進展を遂げており、技術変化の速度および生成AIの採用と利用に対する規制当局を

はじめとする幅広い関心から、特に生成AIを重視してきた。

－　当行グループは、重大な第三者の監督を強化するため、プロセス、枠組みおよび統制を強化した。当行

グループは、サプライ・チェーンおよび業務上のレジリエンスをより良く管理するために、第三者の財

務安定性に関するデューデリジェンスおよび監視能力を強化してきた。当行グループは、業務上のレジ

リエンスの評価および管理を継続していく。

－　自行の気候リスク・プログラムを通じて、当行グループは、リスク方針の更新を通じたものを含め、組

織全体における気候への配慮を定着させることで進展を遂げた。当行グループはまた、エクスポー

ジャーの監視および管理のためのリスク指標を開発し、内部の気候シナリオ分析をさらに強化した。当

行グループは、年次重大性評価を完了させるための気候リスク・プログラムの実施とともに、組織全体

で気候への配慮をさらに定着させるための方針、プロセスおよび能力の変更を継続した。

－　当行グループは、先端技術や分析能力を新規市場で展開することで、不審な活動を特定し、金融犯罪を

防止する能力の向上を図った。当行グループは、金融犯罪を検知および防止する能力を向上させるた

め、テクノロジー・ソリューションの評価を継続していく。

－　当行グループは引き続き、先見的な分析、規制マッピングおよび規制の内容に焦点を当てた規制管理シ

ステムを在庫管理に導入した。

－　当行グループは、規制上の要件を定着させるため、当行グループの枠組み、方針およびガバナンス・プ

ロセスの強化を継続した。

トップリスクおよび新興リスク

当行グループは、中長期的に当行グループの戦略または業務の執行にとって脅威となり得る問題に対する将

来を見据えた見解を示すため、トップリスクおよび新興リスクのプロセスを使用している。
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当行グループは、内部および外部のリスク環境を積極的に評価するとともに、上申が必要となり得るリスク

については、欧州地域および当行グループの事業全体で特定したテーマを検証している。当行グループはま

た、必要に応じて当行グループのトップリスクおよび新興リスクを更新している。

当行グループの現在のトップリスクおよび新興リスクは、以下のとおりである。

 

外部要因

地政学的・マクロ経済的リスク

2024年中の選挙およびその後の政権交代により、国内政策および対外政策の優先順位が変更されたことで、

不確実性が生じた。当行グループの主要な市場である英国およびフランス双方においても、2024年の選挙の

結果、政権が交代した。特に米国は、経済政策および対外政策を引き続き転換するとみられることから、経

済的および地政学的な影響が広範囲に及ぶと予想される。

主要な経済リスクおよび財務リスクは、注意深く監視されている。2024年の経済成長は、欧州および英国の

いずれも小幅であった。米国新政権は、経済政策および対外政策を大幅に転換させる意向であり、これが世

界の成長、インフレおよび金利に不確実な影響を及ぼすおそれがあることから、2025年の見通しも不透明感

が残る。特に、予想される米国による追加関税および貿易報復措置は、経済成長見通しの重石となり始めて

おり、今後のインフレ予測も高まっている。これにより、市場は現在、主要な中央銀行が2025年中において

利下げにより慎重な姿勢をとると予想している。

米国が追加関税を課した場合に予想される各国経済への影響は、引上げの幅や水準およびそれぞれの国の輸

出が米国における輸入需要に依存している度合い次第となろう。当行グループ内でも、世界貿易政策の転換

が国家やセクターに及ぼす影響は、今後も注意深い監視の対象となっている。

市場は引き続き多額の財政赤字に資金を供給しているものの、債務の持続可能性は、さらに不確実となった

世界経済の成長見通しおよび高金利環境を背景に、依然としてリスクとなっている。社会福祉費用の増加、

国防および気候変動により政府予算への需要が高まる中、債務残高は主要な市場で増加し続けている。当行

グループは、財政状況が既に逼迫しているにもかかわらず選挙公約が野心的であった英国および米国を含

め、先般の政権交代が財政および市場に及ぼす影響を監視している。世界的な利回り上昇に伴い、国債価格

は、市場間の成長予測およびインフレ予測の差異や、財政リスクおよび資金調達リスクに関する認識に対し

てさらに敏感になっている。投資家の信頼喪失は、利回り上昇を招き、政府の資金調達費用を増加させ、経

済成長にとってマイナスとなる増税および支出削減につながる可能性がある。HSBCにとって、当行グループ

の主要市場における資金調達費用の急増リスクは、顧客の信用リスクや借換リスクの双方、売却目的で保有

する資産の価格設定リスクおよび純利息マージン・リスクに関連するものである。

イスラエルとハマスの紛争も再燃する可能性がある。2025年１月には42日間の停戦が合意されたものの、停

戦期間は依然として不確実である。この紛争が地域経済に及ぼす影響は、2024年中においては比較的限定的

であった。米国および英国は、イランの活動およびイスラエルとイラン間の緊張の高まりに対応して2024年

にイランに追加制裁を科した。さらなる制裁が科される可能性もあり、当行グループの業務内でもリスクが

高まるおそれがある。

サプライ・チェーンは、ロシアとウクライナの戦争や中東における紛争におおむね適応してきたものの、主

要な物流ルート（特に紅海経由のルート。）の混乱は、依然として世界の供給費用に影響を及ぼしている。

ロシアとウクライナの戦争、中東における紛争および進行中の不安定な地政学的情勢の激化、再燃またはそ

の他の変化は、長期にわたり経済活動に影響を及ぼすことから、当行グループおよび顧客にも影響を与え、

ひいては当行グループの事業、財務状態、経営成績、見通し、流動性、資本ポジションおよび信用格付が重

大な悪影響を受けるおそれもある。当行グループは、こうした紛争に対抗して採用された金融制裁および貿

易制限を積極的に監視し、それらに対処している。

ロシアとウクライナの戦争により米国、英国および欧州連合等の国々が科した制裁および貿易制限は、依然

として複雑であり、広範囲に及び、進化を続けている。米国は第二次制裁体制の範囲を拡大したが、これに
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は、故意または無意識にロシアの軍産基地に直接的または間接的に関連する一定の取引またはサービス（検

知が困難なまたはHSBCの支配の及ばない一定の第三者の活動を含む。）に関与する非米国銀行に対する厳重

な制裁を科すためのより広範囲な裁量も含まれる。非米国銀行であるHSBCのグループ会社に対してこれらの

制裁が科された場合、HSBCにとって重大な商業上、業務上および評判上の悪影響が及ぶおそれがある。こう

した制裁および貿易制限の他、資産の国外移転に対処するため、ロシアは、外国資産の収用等の一定の対抗

措置を講じてきた。

2022年における戦略的見直しに伴い、当行の完全子会社であるエイチエスビーシー・ヨーロッパ・ビーブイ

は、その完全子会社の有限責任会社であるエイチエスビーシー・バンク・ロシア（アールアール）を売却す

る契約を締結し、売却は2024年５月に完了した。

英国のEU離脱後の英国およびEUの関係には依然として課題が残る。中長期的に英国のEU離脱は、英国に本社

を置く顧客にとってEU市場へのアクセスの条件に引き続き悪影響を及ぼす可能性がある。当行グループは、

顧客への潜在的影響を含め、状況を注意深く監視している。

当行グループの事業は、欧州以外の世界の地域における景況または政況からも悪影響を受ける可能性があ

る。これは、HSBCグループのグループ会社およびその他の会社を通じて、アジアおよびその他の地域で当行

が広範囲にわたるビジネス関係を構築していることを反映している。他国にも波及しているまたは他国も関

与している可能性のある米中間の緊張、ならびに香港、台湾および周辺海域における動向も、当行グループ

に悪影響を及ぼす可能性がある。

これまでのところ米国、英国およびEU等の国々は、中国人および中国企業に様々な制裁および貿易制限を課

しており、とりわけ人権侵害の疑いや一部の機密性の高い技術の進歩に関連して、追加の制裁および貿易制

限が科される可能性は残っている。一方、中国は、外国人や外国企業の他、希土類鉱物・金属等の一定の

財、技術およびサービスを対象にしたまたは対象にする権限を付与した独自の制裁および貿易制限を数多く

科しており、これらまたはその他の報復措置が今後も一部の国、企業および個人に科されかねない。中国と

の戦略的競争も、HSBCグループの業務に影響を及ぼす可能性があるが、世界のサプライ・チェーンは、中国

と他国間の関係悪化に対しては依然として脆弱である。例えば、EUは、中国に影響を及ぼし得る機密性の高

い技術分野への対外投資の一部を制限する制度を検討中である。加えて、2024年中には米国およびEUの双方

が、電気自動車を含め、中国からの各種輸入品に対する関税率を引き上げた。こうした関税は、中国政府が

不公正な補助金を業界に支給しているとして、不正競争を根拠として科されている。

上記の紛争またはその他の地政学的緊張に関連する現行および追加の制裁、貿易制限、対抗制裁およびその

他の報復措置は、規制リスク、レピュテーション・リスクおよび市場リスク（追加的なインフレ圧力および

より複雑な業務環境を含む。）を生じることから、当行グループ、その顧客および当行グループが事業を展

開する市場に悪影響を及ぼすおそれがある。

信用損失に対する引当は、国際財務報告基準第９号「金融商品」（以下「IFRS第９号」という。）の予想信

用損失（ECL）の計算に基づき実施されている。かかる計算では、上記の経済リスクおよび財務リスクを組み

込んだ将来予想シナリオが用いられている。

当行グループのECLの計算における主な検討事項には、インフレ圧力、金利および経済政策や財政政策の転換

が含まれていた。2024年第４四半期においては、米国大統領選挙後の政策の不確実性の高まりに対応しつ

つ、コンセンサス予測の遅延を克服するために、予想される関税およびその他の政策転換に関する最新の見

解に基づく調整要因をモデル化した上で、各経済シナリオに適用した。その効果は、当行グループの主要市

場における成長予測の下方修正であったが、インフレおよび金利への影響は多様であった。

調整後の中心シナリオでは、当行グループの全主要市場で最も高い確率加重が引き続き割り当てられてい

る。周辺シナリオには、より不利な関税の引上げおよび主要な地政学的リスクの拡大が組み込まれた。

当行グループのモデルの過去の損失実績では捕捉されない新興リスクのもとで信用損失を反映すること、ま

たは特定のセクターやポートフォリオのリスクを適切に区別することを目的とした場合の当行グループのモ

デルの妥当性については、依然として不確実性が残っている。
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上記のリスクは顧客にも影響を及ぼしかねず、当行グループは引き続き、潜在的影響を注意深い監視し、規

制当局、政府およびより広範な利害関係者の期待に沿って顧客を支援している。

当行グループの中心シナリオおよびその他のシナリオの詳細については、後述の「測定に関する不確実性お

よびECL推定値の感応度分析」を参照のこと。

軽減措置

－　当行グループは、当行グループの主要市場およびセクターにおける地政学的動向および経済動向を注意

深く監視しており、適切な場合はシナリオ分析も実施している。これは、監視の強化、リスク選好度の

変更および/または限度額およびエクスポージャーの削減を通じたものを含め、当行グループが必要に応

じてポートフォリオを管理する対策を講じる上で役立つ。

－　当行グループは、EUの英国との関係の監視とともに、その当行グループの従業員、業務およびポート

フォリオへの潜在的影響の評価を継続している。

－　当行グループは、モデル化されたECLが特定したリスクや関連する不確実性を十分に反映していない場

合、または重大な後発事象を補足する目的で、経営陣の判断による調整を適用している。

－　当行グループは引き続き、継続的なテスト、監査および強化の対象になっている合理的に設計された方

針、手順および統制を用いて制裁および貿易制限を管理することを目指している。

－　当行グループは、テロおよび軍事衝突のリスクが高いとみられる地理的地域において物理的セキュリ

ティを強化するために、必要に応じて対策を講じてきた。

 

信用リスク

主としてロシアとウクライナの戦争および中東における紛争の再燃の可能性によりマクロ経済的および地政

学的な課題が継続しているにもかかわらず、当行グループの信用プロファイル全体は安定性およびレジリエ

ンスを維持しており、重大な産業集中リスクはない。しかしながら、潜在的な下振れリスクは依然として

残っており、貿易関税や米中貿易関係の変化によって引き起こされるサプライ・チェーンの動向をはじめ、

当行グループ内の信用リスクが高まる可能性がある。その結果、製造、不動産、小売および卸売等のセク

ターは悪影響を受ける可能性がある。

軽減措置

－　個人顧客リスクまたはポートフォリオ・リスクを理解し、経済循環を通じて提供したファシリティの水

準の管理が適切であるようにするため、主要な信用ポートフォリオの定期的検証が実施されている。

－　当行グループは、四半期ごとの産業リスク選好度の見直しを通じてリスクの高い卸売業界を引き続き注

意深く監視しており、2024年には自動車、化学、商業用不動産、建設、建材、レバレッジド・ファイナ

ンスおよび小売等のリスクの高いセクターについて具体的な検証を実施した。プライベート・キャピタ

ルおよび保険の単独検証も完了した。

－　詳細なパフォーマンス監視が月次で検証されている。これらには、早期警戒指数および集中リスクに関

する見解が含まれる。ポートフォリオの限度額およびエクスポージャー額は再評価され、適切な場合は

減額が実施される。

－　当行グループは、各種シナリオに基づく損失に対する感応度を特定するため、特定の懸念のあるポート

フォリオのストレス・テストを実施し、必要な場合はエクスポージャーの再均衡化およびリスク選好の

管理のために経営陣による措置も講じられる。

 

サイバー攻撃の脅威およびシステムへの不正アクセス

他の組織と同様に、当行グループは、ますます複雑化するサイバー脅威環境で引き続き事業を展開してい

る。こうした脅威には、当行グループまたは第三者のサプライヤーであるかの別を問わず、顧客データへの
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アクセスをはじめとするシステムへの不正アクセスの可能性が含まれている。これらの脅威に対しては、サ

イバー攻撃から防御するために、事業および技術管理への継続的な投資が必要となっている。

軽減措置

－　当行グループのサイバー・インテリジェンス 兼 脅威分析チームは、は、最も一般的な種類のサイバー

攻撃による脅威の水準およびかかる攻撃によって受け得る影響を継続的に評価しており（後述の「サイ

バーセキュリティ」を参照のこと。）、当行グループは、高度なマルウェア、データ漏洩、第三者を通

じた暴露およびセキュリティの脆弱性の可能性および影響を低減すべく、引き続き統制の強化を図って

いる。

－　当行グループは、クラウドのセキュリティ、IDおよびアクセスの管理、指標およびデータの分析ならび

に第三者によるセキュリティ検証等のサイバーセキュリティ能力の強化とともに、新興の技術による潜

在的脅威を軽減するための投資を継続すること目指している。

－　当行グループは定期的に、事業部門と機能部門の執行レベルおよび非業務執行取締役からなる取締役会

レベルにおいてサイバー・リスクおよび制御の効果について報告および検証し、サイバー・リスクおよ

びその軽減措置の適切な可視化およびガバナンスの確保を図っている。

－　当行グループは、金融機関に対するサイバー攻撃の防止、検知および防御を目指して連携するため、世

界規模で業界団体およびワーキング・グループに参加している。

－　当行グループは、独自のサイバーセキュリティの枠組みに従いサイバーセキュリティを侵害しようとす

る試みに対処している。これまでのところ、サイバーセキュリティ攻撃による当行グループの事業また

は業務への重大な悪影響はなかった。

－　当行グループのサイバー・インテリジェンス＆脅威分析チームは、最も一般的なサイバー攻撃の種類お

よびそれらにより起こり得る結果について脅威レベルを継続的に評価しており（後述の「サイバーセ

キュリティ・リスク」を参照のこと。）、当行グループは、高度なマルウェア、データ漏洩、サード

パーティを通じた露出、セキュリティの脆弱性を含め、攻撃の可能性および影響を軽減するため、引き

続き統制の強化を図っている。

 

進化する規制環境リスク

当行グループは、新たな規制上のコンプライアンスおよびコンダクト・リスクに関する課題を常に把握する

ことを目指している。現在、焦点を当てている分野には、業務上のレジリエンス、ESG問題の進展（特に「グ

リーンウォッシュ（うわべだけの環境保護）」リスクの管理を含む。）、顧客にもたらされる良い成果の確

保、顧客の脆弱性への対応、規制当局への報告の管理強化、従業員のコンプライアンス（電子通信チャネル

の使用を含む。）および法的原則または行動要件の動向（金融業界の一部でのかかる動向が金融業界の他の

部分にも適用されると解釈され、法律上または規制上の手続につながるリスクに関連するものを含む。）が

含まれるが、これらに限定されない。

当行グループが事業を展開する競争環境は、今後の規制改正および政府介入（政府が企業成長促進政策を採

用することによる変更を含む。）により影響を受ける可能性がある。

軽減措置

－　当行グループは、進化する規制環境を理解し、適時に改正に対応することを目指し、規制動向を監視し

ている。

－　当行グループは、英国消費者義務の要件の実施に重点を置いた作業を引き続き支援している。

－　当行グループは、政府および規制当局と連携し、効果的に施行可能な規制が策定されるよう協議にも応

じている。

－　当行グループは、地政学的問題に起因するものを含め、戦略的危機管理計画について協議するために、

所轄当局との定期会合を開催している。
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－　当行グループの目的主導型の行動アプローチは、その目的および価値観（特に「当行グループは責任を

とる」という価値観。）に沿ったものである。

 

金融犯罪・詐欺リスク

金融機関は、金融犯罪の検知・防止能力に関する規制上の重要な調査対象となっている。2024年にこれらの

リスクは、地政学的緊張の高まりおよび継続するマクロ経済要因の増加により引き続き悪化した。こうした

課題には、抵触法および法規制体制に対するアプローチの管理に加え、ますます複雑化し予測不能な制裁お

よび制限の実施が必要となる。

生活費が逼迫する中、当行グループは依然として、内部および外部の詐欺の管理ならびに顧客の保護に関す

る規制当局の期待の高まりに直面している。生成AIが利用できるようになり、ますます高度化することは、

さらなる金融犯罪リスクをもたらす。金融犯罪の検出を支援する技術の可能性はあるものの、犯罪者が生成

AIを利用して詐欺（特に悪徳商法。）を行うおそれもある。

金融サービスのデジタル化は、すべてが銀行と同水準の規制上の審査または規制の対象となってはいない新

規市場参入者および決済方法の増加もあり、決済エコシステムに引き続き影響を及ぼしている。デジタル資

産およびデジタル通貨の発展は急速な進展を続け、規制当局および執行当局は、この種の資産に関連する金

融犯罪にますます焦点を当てている。

当行グループの組織、顧客およびサプライヤーが温室効果ガス実質ゼロに向けて移行するにつれ、ESG問題と

金融犯罪の共通点は、潜在的な「グリーンウォッシュ（うわべだけの環境保護）」、人権問題および環境犯

罪に関連するリスクとなっている。加えて、気候変動自体が、金融犯罪が既に横行している国において脆弱

な移住者に関連するリスクを高める可能性がある。

当行グループは、国内データ・プライバシー要件によって突きつけられたさらに多くの課題に引き続き直面

しており、市場全体で金融犯罪リスクを管理する当行グループの能力が影響を受けるおそれがある。

軽減措置

－　当行グループは、継続的なテストおよび強化の対象となる、合理的に設計された方針、手順および管理

の活用を通じて、制裁および貿易制限を引き続き管理することを目指している。

－　当行グループは、詐欺防止策を引き続き策定しており、高度な分析およびAIの活用を通じて、金融犯罪

に対応するための能力に投資しつつ、技術開発を監視して、第三者と連携している。

－　当行グループは、適切な金融犯罪防止策を維持するための取組みとして、急速に変化する決済エコシス

テムや、デジタル資産およびデジタル通貨に対する直接的および間接的なエクスポージャーに関連する

リスクの影響を引き続き評価している。

－　当行グループは、ESG関連の展開について検討し、関連する金融犯罪リスクを可能な範囲で軽減できるよ

う、既存の方針および管理の枠組みを定期的に評価している。

－　当行グループは、国際的な基準、指針および法律を通じてデータ・プライバシーの課題に取り組むため

に、規制当局、政策立案者および関連国際機関と連携している。

 

環境・社会・ガバナンス（ESG）リスク

当行グループは、ESG関連問題に係る財務リスクおよび非財務リスクにさらされている。当行グループは、気

候変動、自然関連問題および人権問題といったESG関連事項に関連する財務リスクおよび非財務リスクにさら

されている。これらは、当行グループの事業活動および関係を通じて直接的にも、間接的にも当行グループ

に影響を及ぼすおそれがある。

－　気候関連の規制、法律および技術の動向が顧客のビジネス・モデルに影響を及ぼした結果、または異常

気象事象により顧客の業務が混乱もしくは停止した結果、顧客および/または座礁資産が財政難に陥り、
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顧客の債務返済能力が影響を受けた場合、当行グループは、信用損失に直面する可能性がある。また、

異常気象により、顧客のビジネス・モデルが温室効果ガス実質ゼロ経済に適合しない可能性、または顧

客が業務停止もしくは資産悪化に見舞われる可能性もある。

－　気候変動の結果、当行グループのトレーディング勘定エクスポージャーに悪影響を及ぼすマクロ経済変

数および財務変数が変化した場合、トレーディング損失が発生する可能性がある。

－　当行グループは、収益性もしくは資産への影響または当行グループがHSBCグループの気候関連の抱負お

よび目標に向けた進展に関連する評判上の懸念により、顧客行動が変化した場合、預金の流出という形

での流動性への影響にもさらされる可能性がある。

－　不動産価値および借り手の住宅ローン返済能力の双方に影響を及ぼし、HSBCの住宅ローン担保（当行グ

ループの住宅ローン担保を含む。）として差し入れられた不動産を保護する保険を含め、保険の利用可

能性を低下させるまたは保険費用を増加させるおそれのある、気候変動、異常気候事象の頻度や深刻さ

の高まりおよび気象パターンの慢性的な変化により、当行グループは、不動産ポートフォリオに対する

影響を受ける可能性がある。

－　異常気象事象が重要な業務および施設に影響を及ぼした場合、オペレーショナル・リスクが発生する可

能性がある。

－　気候リスクの管理に対するものを含め、気候に関連する規制当局の期待の頻度、範囲および深度さが増

大し、気候関連の報告基準が多様化して複数の法域においてそれらの短期間での実施が義務付けられた

場合、当行グループは、規制コンプライアンス・リスクにさらされる可能性がある。

－　様々な発展途上の基準や分類法が存在する場合、「グリーンな」商品または「持続可能な」商品に対す

る需要の高まりに関連してコンダクト・リスクが発生する可能性がある。

－　当行グループは、当行グループがHSBCグループの気候関連の抱負および目標の達成に向けた進捗が不十

分である場合、温室効果ガス実質ゼロに移行中の排出量の多いセクターの顧客に対する支援を決定する

方法や、温室効果ガスゼロに向けた移行に対する当行グループのアプローチについて様々な利害関係者

が抱く選好に起因してレピュテーション・リスクにさらされる可能性がある。

－　当行グループはまた、気候変動の不確実で進化する影響およびデータや手法の限界が、信頼性の高い正

確なモデル出力を生成する上での課題となることから、モデル・リスクにもさらされる可能性がある。

－　当行グループがHSBCグループのESG関連の抱負および目標に向けて前進するにつれ、利害関係者が、当行

グループによるESG関連の方針の策定や、HSBCグループのESG関連の抱負および目標に関連する開示、融

資判断および投資判断をさらに注視するとみられることから、レピュテーション・リスク、規制コンプ

ライアンス・リスクおよび法務リスクが発生する可能性がある。

以下の事由のいずれかに該当する場合、当行グループは追加的なリスクにさらされる可能性がある。

－　当行グループがHSBCグループのESG関連の抱負および目標に向けて十分な進展を遂げられなかった場合。

－　当行グループが適切な計画を策定して、かかる計画を実行することができなかった場合、またはかかる

計画を外部環境の変化に適応させることができなかった場合。

－　当行グループがHSBCグループのESG関連の抱負および目標の達成および未達の双方に関連するリスクを管

理できなかった場合。

－　当行グループがESGリスクの管理に関連して進化する規制当局の期待および要件を充足できなかった場

合。

当行グループは、故意または無意識に持続可能性について不正確な、不明瞭な、誤解を招くもしくは根拠の

ない主張を利害関係者に行った場合にも、さらなるリスクにさらされる可能性がある。

当行グループが気候およびより広義のESGに関連するリスクを適切に管理していないと利害関係者が考える場

合には直接的に、または当行グループのクライアントや顧客が訴訟の当事者となった結果、その資産が再評
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価され得る場合には間接的に、当行グループは、気候およびより広義のESGに関連する訴訟や規制当局による

執行のリスクにさらされる可能性がある。

温室効果ガス実質ゼロ経済への移行およびESG関連事項に関する要件、政策目標、期待、見解または市場や一

般大衆の認識および選好は、特に英国、米国およびEUをはじめとする様々な市場において利害関係者が抱く

気候の影響に関する見解の多様性および気候変動に対する適切な対応の性質に鑑みれば、法域や利害関係者

により異なる可能性がある。当行グループは、一部の法域においてESG関連事項に対して潜在的に相反するア

プローチの対象となる可能性があり、これにより、これらの法域で特定の事業を営む当行グループの能力が

影響を受ける、または追加的な規制コンプライアンス・リスク、レピュテーション・リスク、政治リスクも

しくは訴訟リスクが発生する可能性がある。例えば、当行グループの評判およびクライアントとの関係は、

気候変動の発生もしくは悪化に関連するとみられる一定のプロジェクトに参加するもしくは参加しないとい

う当行グループの決定、または温室効果ガス実質ゼロに向けた移行等の気候変動をめぐる懸念に対処するた

めの活動を当行グループが継続するまたは変更するという決定の結果、悪化する可能性がある。これらのリ

スクは、当行グループが事業を展開している国におけるESG、気候政策および金融規制（域外適用のある政策

および規則を適用し、執行する取組みを含む。）の実施における乖離からも発生する可能性がある。

データの質や一貫性には依然として限界があることから、当行グループが不完全で不正確なデータやモデル

を使用するリスクにさらされた結果、最適な意思決定ができない場合、当行グループは、気候やESGに関する

開示に関連する財務報告リスクにさらされる可能性もある。当行グループが用いてきた手法、データ、シナ

リオおよび業界基準は、該当する場合、市場慣行、規制または科学の発展に沿って時間の経過とともに進化

し得る。時間の経過に伴うこうした手法やシナリオの発展およびデータの可用性、正確性および検証可能性

の変化に加え、かかるデータを収集および処理する当行グループの能力により、当行グループは、気候およ

びESGに関する開示に関連する財務報告リスクにさらされており、ファイナンスド・エミッションに関するも

のも含め、当行グループの内部測定の枠組みのみならず、今後報告されるデータも修正される可能性があ

る。これは、かかるデータを前年同期比で調整または比較できない可能性があることを意味する。さらに、

当行グループは今後、HSBCグループのESG関連の抱負および目標に向けた当行グループの進捗を再評価しなけ

ればならない可能性もある。

当行グループはまた、気候変動を超えた自然関連リスクにさらされる可能性もある。こうしたリスクは、水

の利用、大気の質および土壌の質といったエコシステム・サービスの提供が、特に（i）土地、淡水および海

の利用の変化、（ii）気候変動、（iii）大気、水質および土壌の汚染、（iv）天然資源の乱獲ならびに

（v）侵略的外来種という５つの自然喪失の主な原因により不能となった場合に発生する。これらのリスク

は、当行グループおよびHSBCならびにそれらの顧客にとって、マクロ経済リスク、市場リスク、信用リス

ク、レピュテーション・リスク、規制コンプライアンス・リスクおよび法務リスク等を通じて様々な方法で

表面化する可能性がある。

人権に関連する規制および開示要件は増加している。企業は、事業活動および関係から発生する人権への悪

影響というリスクを特定し、これらに対応する取組みについて、透明性を期待されている。人権リスクを管

理できない場合、人々および地域社会が悪影響を受け、ひいては当行グループおよびHSBCにレピュテーショ

ン・リスク、規制コンプライアンス・リスクおよび法務リスクが発生する可能性がある。

軽減措置

－　専門の環境リスク運営会議は、HSBCグループの環境リスクおよびグリーンウォシュ（うわべだけの自然

保護）リスクを監視している。

－　専門の欧州環境リスクフォーラムは、当行の環境リスクおよびグリーンウォシュ（うわべだけの自然保

護）リスクを監視している。

－　当行グループの気候リスク・プログラムは、ガバナンスとリスク選好度、リスク管理、ストレス・テス

トとシナリオ分析および開示という４つの主要な柱全体で、当行グループの気候リスク管理能力の発展

を支援するHSBCグループのプログラムに引き続き従っている。
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－　当行グループは、グリーンウォシュ（うわべだけの自然保護）リスクを管理および軽減するためのアプ

ローチを引き続き強化している。

－　当行グループは、HSBCグループのより広範なリスク管理の枠組みの一部を構成し、HSBCの温室効果ガス

実質ゼロに関する抱負の実現を含め、リスク管理にとって重要なメカニズムでもある、HSBCグループの

持続可能性リスクに関する方針を導入している。HSBCグループの持続可能性リスクに関する方針は、レ

ピュテーション・リスク、信用リスクおよび法務リスク等、顧客の環境および社会への影響に関連する

リスクの軽減に焦点を当てている。

－　当行グループは、欧州の規制当局の期待に沿う形で、自然関連の影響、リスクおよび機会に関する理解

を深めており、まずはHSBCコンチネンタル・ヨーロッパに焦点を当てている。

－　2024年にHSBCグループは、HSBCグループが法人顧客に提供するサービスおよびHSBCグループが第三者か

ら購入する財およびサービスに関連する人権リスク管理アプローチを重視している。

－　HSBCグループの財務報告リスクの枠組みの範囲には、気候およびESGに関する開示の正確性および完全性

の監督が含まれている。当行グループのリスク選好ステートメントは、HSBCグループのリスク選好ス

テートメントに沿ったものであり、当行グループの気候およびESGに関する開示についても言及してい

る。当行グループの内部統制には、気候およびESGに関する開示における虚偽記載のリスクに対応する要

件も組み込まれている。これを支援するため、HSBCグループは、気候およびESGに関する開示での管理実

施の指針となる枠組みを策定しており、これには、処理とデータのガバナンスおよびリスク評価といっ

た分野も盛り込まれている。

－　当行グループは引き続き、気候リスクおよびESGリスクの管理について顧客、投資家および規制当局を積

極的に交流している。HSBCグループも、気候リスク管理のベスト・プラクティス推進を支援するため、

気候金融リスク・フォーラム（CFRF）、気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）およびCDP（旧

称：カーボン・ディスクロージャー・プロジェクト）をはじめとする取組みに関与している。

気候リスク管理に対する当行グループのアプローチの詳細については、後述の「気候リスク」を参照のこ

と。

 

デジタル化および技術進歩リスク

技術の開発および規制の改正により、特に決済関連で新規参入者が業界に参入することが可能となった。こ

れにより当行グループは、進化する顧客のニーズに応えつつ、効率化を図り、顧客を惹き付け維持するため

に商品を適応させることを目的として、革新を継続するという課題に直面している。その結果、当行グルー

プは、顧客の進化するニーズに応える商品およびサービスを適応または開発するため、事業投資を増加させ

る必要があるかも知れない。当行グループはまた、新たなデジタル能力が当行グループのレジリエンスやよ

り広範なリスク管理能力を弱体化させることのないようにすることも目指している。

生成AI、大規模言語モデル・ブロックチェーンおよび量子コンピューティングのような新技術は、HSBCにビ

ジネス機会と潜在的リスクの双方をもたらす。あらゆる技術を用いることで、当行グループは、それらの可

能性の最大化を目指しつつ、固有のリスクの管理に役立つ管理環境の整備に努める。

軽減措置

－　当行グループは、新興リスク、技術の進歩および顧客行動の変化がどのように当行グループの事業に影

響を及ぼし得るかを理解するために、これらを引き続き監視している。

－　当行グループは、適切な管理の開発およびレジリエンスの維持に役立つ新技術を評価している。

－　当行グループは、金融犯罪リスクや決済の透明性およびより広範囲な決済インフラに対する影響を注意

深く監視および評価している。

－　当行グループは、新たな技術革新から生じるリスクの徹底的管理を強化するため、関連する方針および

統制の枠組みの改善を続けている。

EDINET提出書類

エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシー(E22630)

有価証券報告書

 38/473



 

内部要因

人的リスク

従業員離職率は全体的に改善傾向にあるが、欧州地域の一部の市場では、依然として離職率の上昇および労

働市場の複雑化に直面している。当行グループは、主要な労働市場における幹部や有能な人材の維持、育成

と勧誘、従業員のスキル要件の変化および雇用法令の遵守といった人的リスクに依然としてさらされてい

る。人的リスクを管理できない場合、当行グループの戦略的目標の達成が影響を受ける可能性がある。その

結果、顧客の業績悪化または雇用法令の違反を招き、規制当局による制裁または法的請求につながる可能性

もある。

軽減措置

－　当行グループは、従業員のインクルージョンを推進することに努め、健康および福祉の支援も行ってき

た。当行グループは、積極的なキャンペーンを通じて自由に発言できる企業文化の醸成を継続してい

る。

－　当行グループは、採用活動および従業員離職率を監視し、各事業部門および各機能部門がビジネス上の

要請を満たす効果的な従業員予測を確実に行うための計画を策定している。

－　当行グループは、組織再編により発生し得る人的リスクを監視し、当行グループが細心の注意を払って

人員削減を管理し、影響を受けた従業員を支援できるにすることを目指している。需要計画の見直しと

強化を通じて、能力の向上と作業量管理の強化が適用されている。当行グループは、HSBCで勤務すると

いう全体的な提案が十分に理解されるようにした上で、共感的な考え方とアプローチでもってすべての

レベルで人材の維持に焦点を当てるよう、人事責任者を奨励している。

－　当行グループの将来スキル・カリキュラムは、従業員および当行グループが将来成功できるようにする

ためのスキルを提供することを目指している。

－　当行グループは、当行グループの執行委員会による監督のもと、主要な管理職の後継者計画を策定して

いる。

 

ITシステムのインフラおよび業務上のレジリエンス

当行グループは、広範囲で複雑なテクノロジー環境で業務を営んでいる。当行グループは、顧客および当行

グループが事業を展開する市場を支援するため、レジリエンスを維持する必要がある。テクノロジーが適切

に理解、維持または開発されない場合、リスクが発生する。当行グループは今後も、複雑性の低減や費用の

削減のための技術資産の簡素化を含め、ITシステムおよび重要なサービスの信頼性およびレジリエンスの向

上に向けた投資を行う所存である。当行グループは、顧客、関連会社およびカウンターパーティを保護し、

それらが評判上、法律上および規制上の影響を発生し得る業務の混乱を経験することのないよう、かかる投

資を行っている。

軽減措置

－　当行グループは、システムのレジリエンスを向上させるため、ソフトウエア・ソリューションを開発、

提供および維持する方法の変革に対する投資を継続する。

－　当行グループは、ITシステムの多くをアップグレードし、サービス提供の簡素化ならびに旧式のITイン

フラおよびアプリケーションの入替えを引き続き実施した。

－　当行グループは、プログラムのあらゆるレベルでの監視およびリスク委員会への報告を通じて、テクノ

ロジー資産の簡素化に起因する実施リスクを継続的に管理する。

 

執行リスク
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戦略的目標を達成し、強制的な規制要件を充足するためには、当行グループが今後も変更執行リスクを特に

重視することが重要である。変更執行リスクは、当行グループの戦略的取組みおよび規制改正の取組みの現

在の規模、複雑性および進捗により、引き続き高まっている。このため、2025年に実施予定の経営資源およ

び時間に制約のある重要なプログラムを厳格に管理することが必要となる。2024年10月に発表した事業部門

再編の一環としてのHSBCグループ全体の構造改革が定着することにより、HSBCグループの戦略をより効果的

に実行することができると期待されているが、短中期的には、当行グループに関するものも含め、HSBC全体

の変更実行リスクの水準を高める可能性がある。

軽減措置

－　変更執行リスクを当行グループの他の重大なリスクと同様に定義、評価、管理、報告および監督できる

よう、変更執行リスクが当行グループのリスクの分類およびコントロール・ライブラリーの一部となっ

ている。

－　当行グループの変更の枠組みは、戦略的および組織的な取組みを実行する当行グループのすべてのレベ

ルの従業員に、価値および成果を達成する役割についての共通の一貫した理解を提供するものである。

－　当行グループの変更監督ガバナンス機能部門は、当行グループの変更に関するポートフォリオおよび取

組みにとっての変更執行リスクの優先順位付け、戦略的調整および管理を監督している。

 

モデル・リスク

モデル・リスクは、事業上の意思決定にモデルの信頼性が含まれる場合には何時でも発生する。当行グルー

プは、金融および非金融のいずれの場面においても、顧客の選別、金融商品の価格設定、金融犯罪取引の監

視、信用評価および財務報告等の各種ビジネス・アプリケーションにおいても、モデルを使用している。モ

デルのパフォーマンス評価も、モデルのパフォーマンスの定期的な監視およびモデル構造やデータのより抜

本的な見直しの双方を含め、継続的に実施されている。

当行グループは、内部格付手法（以下「IRB」という。）、内部モデル・アプローチ（以下「IMA」とい

う。）および内部モデル手法（以下「IMM」という。）のモデルの再開発を引き続き優先した。これは、モデ

ルの入力値として使用されるデータの質を向上することに主に焦点を当てた、IRB改革、バーゼル3.1および

トレーディング勘定の抜本的見直しプログラムの一環である。フランスで使用される現地企業向けの新たな

一連のIRBモデルについては、欧州中央銀行（以下「ECB」という。）が承認済みであり、英国健全性監督機

構（以下「PRA」という。）からの承認待ちである。主要な規制上の自己資本モデルの包括的な開発・適用計

画書も両規制当局に提出済みであり、HSBCグループがモデル・リスク管理に対するPRAおよびECBの高まる期

待に応えられるように設計されている。

モデル・リスクは、規制当局による監視の対象となっていることから、主要な重点分野となっており、現地

規制当局の調査が当行グループ全体で実施されており、PRAの監督声明第1/23号（以下「SS第1/23号」とい

う。）も発効した。同声明には、モデル・リスクの管理方法に関する原則に基づく指針が詳細に定められて

おり、方針およびモデル・リスク管理の重要な整備は、規制当局との約束に従い進んでいる。他の規制当局

による方針のさらなる展開も予想される。

軽減措置

－　当行グループは、モデル化能力を強化し、当行グループがバーゼル3.1の要件の採用に関する規制当局の

期待に十分に応えられるようにするため、ホールセール業務で使用するIRBモデルの再開発に投資してい

る。

－　当行グループは、RPAのSS第1/23号の要件を充足するため、モデル・リスク管理（以下「MRM」とい

う。）の枠組みを更新し、当行グループのモデル環境全体でかかる変更を実施するための作業プログラ

ムも進行している。
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－　当行グループは、当行グループにおいて使用中の全モデルの重要性および複雑性を評価し、モデル・レ

ベルで必要な監視レベルを引き上げる新たな階層を割り当てることで、モデル階層の見直しを完了し

た。

－　当行グループは、決定論的定量法に関連するリスクを統制および管理するための新たな枠組みを導入し

た。決定論的定量法は、複雑で重要な計算ツールであり、技術的にはモデルではないが、同様のリスク

が存在する。

－　当行グループおよび事業部門と機能部門レベルで設置されているモデル・リスク・ガバナンス委員会

は、引き続きモデル・リスクを監督している。

－　モデル・リスク管理機能部門は、リスク管理、金利設定、資本管理および信用リスク測定のニーズに応

えられるよう、IRB、IMM、IMA、IFRS第９号およびストレス・テストのモデル開発を支援するために事業

部門と密接に連携している。

－　追加的な保証作業については、第二の防衛線であるモデル・リスク・ガバナンス・チームが実施してい

る。同チームは、モデル・ユーザーにより実施された統制がモデル・リスクの方針を遵守しているか否

か、およびモデル・リスクの手順が適切である否かをテストしている。

－　AIまたは生成AIの手法を用いるモデルについては、特定されたリスクを適切に監視および検証できるよ

う、関連するリスク・チームが検証し、事業部門が監視している。これらの高度な手法により発生する

各種リスクを管理し、これらのリスクの複合的な性質を把握するための枠組みは、開発されている。

 

データ・リスク

当行グループは、顧客を支援するために、複数のシステムおよび膨大化するデータを使用している。データ

が不正確もしくは利用不能な場合、不正使用された場合または保護されなかった場合、リスクが発生する。

当行グループは、バーゼル銀行監督委員会第239号ガイドラインおよび一般データ保護規則（以下「GDPR」と

いう。）等、外部の規制上の義務ならびにデータ関連法を遵守する必要がある。

軽減措置

－　データ管理の枠組みを通じて、当行グループは、顧客および内部プロセスを支援するデータの質、利用

可能性およびセキュリティを監視している。当行グループはまた、特定されたデータの問題の適時解決

を進めている。

－　当行グループは、データ・ポリシーを改訂してきた。当行グループはまた、データ・リスクの徹底した

管理を強化するため、最新の管理の枠組みを導入した。

－　当行グループは、データ・プライバシー法令の遵守を示すことができる実務、設計原則およびガイドラ

インを確立するデータ・プライバシーの枠組みを通じて顧客データを保護することを目指している。

－　当行グループは、クラウド・テクノロジー、データの可視化、機械学習および人工知能を通じて引き続

きデータおよび分析インフラの近代化を図っている。

－　当行グループは、データ・リスクおよびデータ管理について従業員を教育している。当行グループはま

た、適切なデータ保護および管理の方法に関する定期的な必須研修を実施している。

 

第三者リスク

当行グループは、様々な商品およびサービスを提供するため第三者を起用している。当行グループが第三者

およびそれらのサプライ・チェーン（特に当行グループの業務上のレジリエンスに影響を及ぼし得る重要な

業務。）の選択、ガバナンスおよび監督に係る適切なリスク管理のためのポリシー、プロセスおよび実務の

整備に務めることは重要である。
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第三者に関連するリスクを管理できない場合、顧客を支援しつつ、規制当局の期待に応える当行グループの

能力が影響を受けるおそれがある。

軽減措置

－　当行グループは、当行グループの事業部門および機能部門が第三者の委託業者との取決めに関連するリ

スクを理解し、効果的に管理できるよう支援するために、第三者の委託業者の使用を管理する枠組みを

改善することに引き続き努めている。

－　当行グループは、グループ会社間の取決めおよび外部の第三者との取決めの管理を引き続き強化してい

る。

－　当行グループは、規制当局が定めた新たな規制により要求される変更を実施している。

 

リスク要因

当行グループに関連するリスク

当行が当行社債に関連して投資家に対して負う義務を履行する能力に影響を及ぼす可能性のある、当行グ

ループに関連するリスク要因は、以下に記載されるとおりである。

 

マクロ経済リスクおよび地政学的リスク

景況、市況および地政学的動向は、当行グループの財政状態および業績に悪影響を及ぼすおそれがある

当行グループの収益は、世界および現地の経済的、財政的および地政学的な変化の影響を受けている。不確

実な景況および乱高下する市場は、当行グループの事業運営にとって困難な経営環境を生じる可能性もあ

る。

当行グループはこれまでも、経済循環、金融危機および戦争の結果、継続的な財務損失および営業損失を

被ってきた。当行グループの収益、業務および運営モデルは、以下の要因の影響を受けてきており、今後も

影響を受ける可能性がある。

－　経済循環：企業、消費者または投資家のマインドの悪化や、投資および生産性の伸びの低下は、景気後

退のみならず、顧客やクライアントの活動の鈍化を招くおそれがある。経済環境の急変も、HSBCをはじ

めとする金融機関にとって厳しい経営状態を生み出し、当行グループの収益および利益に影響を及ぼし

かねない。2025年以降の主な不確実性の要因は、米国において予想される経済政策および財政政策の転

換である。米国の関税政策が転換する可能性や他国の反応は、世界の経済成長見通しおよび世界貿易に

重大な影響を及ぼすとみられ、その結果、インフレが上昇し、金利に対する期待も影響を受ける可能性

がある。

－　インフレおよび金融政策：関税、インフレおよび金利引上げが組み合わさった圧力は、実質購買力を侵

食し、債務返済費用を増加させ得ることから、当行グループの顧客に重大な影響を及ぼす可能性があ

る。高金利は、当行グループの顧客の信用格付や債務返済能力にも影響を及ぼしかねない。これは、当

行グループのリスク加重資産（RWA）および資本ポジションにも悪影響を及ぼし、他の要因の中でも顧

客による引出しの増加により、予想信用損失その他減損費用（以下「ECL」という。）とともに、潜在

的な流動性ストレスを増加させる可能性がある。また、金利引上げにより貸付額が減少し、ウェルス業

務および保険業務も減収になった場合、当行グループの利益にもさらなる悪影響が及ぶ可能性もある。

当行グループの市場の大部分においては、高水準のヘッドライン・インフレが2024年を通じて沈静化

し、欧州中央銀行（ECB）およびイングランド銀行（BoE）をはじめとする主要中央銀行は、2024年上半

期に金融緩和を実施した。しかしながら、米国の経済政策および貿易政策、具体的には追加的な貿易障

壁や関税および移民問題をめぐる政策の行方が不透明であることから、インフレおよび今後の金利の方

向性に関するリスクの均衡が変化しており、将来の世界の成長率も影響を受ける可能性がある。
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－　金融の安定性：景況の変化および政策の転換は、資産市場にとってさらに不確実で不安定な環境を創り

出している。新型コロナウイルスのパンデミック後の緩和的な金融環境は、資産評価額および債務水準

を上昇させることから、脆弱性を増大させるおそれがある。資産価格の変動は、顧客の財政面の脆弱化

や、担保その他債権の価値低下により、当行グループに悪影響を及ぼす可能性がある。

－　財政政策および高水準の政府債務：新型コロナウイルスが蔓延していた間、先進市場および新興市場の

双方において政府債務残高は急増し、多くの場合、成長および雇用は、赤字支出の継続に依存したまま

でである。世界の金利上昇、国債の発行増加および米国ドル高を背景に、一部の国の借入費用はさらに

増加する可能性がある。これは、多額の債務を負いながら国債を発行している国の財政能力や債務持続

可能性に悪影響を及ぼしかねない。当行グループがこのような国またはそれらに関連する者に対してエ

クスポージャーを有している場合、当行グループは損失を被る可能性もある。同時に、外部ソブリン格

付の引下げや長期の政府資金調達費用の無秩序な増加は、当行グループの資金調達費用を増加させ、市

場での資金調達を制限し、その結果、利息マージンおよび流動性に悪影響を及ぼす可能性がある。

－　地政学的リスク：地政学的リスクは依然として高い。主要な供給経路（特に、紅海を通過する経路。）

の混乱は、世界の供給費用に影響を及ぼし続けている。ロシアとウクライナの戦争および中東における

紛争の激化、再燃またはその他の変化は、長期にわたりそれぞれの地域または世界の経済活動に影響を

及ぼし、ひいては当行グループの事業、財政状態、経営成績、見通し、流動性、資本ポジションおよび

信用格付に悪影響を及ぼす可能性がある（詳細については、「当行グループは、事業を展開する国で政

治的リスク、社会的リスクおよびその他のリスクにさらされている」を参照のこと。）。

上記の要因のいずれかに関連するものを含め、現在の経済情勢、金融情勢および地政学的情勢の悪化は、以

下の結果を招くおそれがある。

－　特異な損失：当行グループの減損の推定値は、経済リスク、財務リスクおよび地政学的リスクの総合的

な影響を捉えようとしているが、上記のリスクの影響を特に受け易くする特異な性質を持った特定のエ

クスポージャーに係る信用損失は、当行グループの減損の推定値で完全に捕捉できない可能性がある。

－　セクター全体の減損：経済情勢、政策および資金調達費用の変化は、特定の業界およびセクターを悪化

させる可能性がある。加えて、当行グループが事業を展開する様々な国の特定のセクターは、貿易関税

の大幅な引上げの標的となり、業界全体に影響を及ぼす可能性がある。

－　与信需要の低下：信用力のある顧客からの借入需要は、景気後退期、即ち経済活動が減速しているまた

は引き続き低迷している期間に減少する可能性がある。

－　金融市場の引締め：当行グループが他の金融機関から借り入れる能力または取引に資金を提供する能力

は、市場の混乱により悪影響を受けるおそれがある。

－　のれんおよび無形資産：経済的見通しや地政学的見通しの変更により、資産の回収可能価値が変動し、

のれん等の貸借対照表上の無形資産の項目の価値を減額しなければならない可能性がある。

信用損失の引当は、上記の経済リスクおよび財務リスクを織り込んだ先見的なシナリオを用いた、IFRS第９

号「金融商品」のECLの計算に基づき行われている。2024年第４四半期においては、米国大統領選挙後の政策

をめぐる不確実性の高まりに対処しつつ、コンセンサス予想の遅延を克服するために、予想される関税およ

びその他の政策転換に関する最新の見解に基づく調整要因をモデル化した上で、各経済シナリオに適用し

た。その影響は、当行グループの主要市場における成長への期待の低下であった一方、インフレおよび金利

への影響は様々であった。最も確率加重が高いHSBCの中心シナリオでは、当行グループの主要市場の多くに

おいて2025年のGDP成長率は、2024年に比べ鈍化すると仮定している。減速は、貿易の流れを阻害し、消費を

減少させ、投資を遅延させる世界的な関税率の引上げに起因すると仮定している。同シナリオではまた、イ

ンフレ率が中央銀行の目標値に向かって収束する結果、中央銀行は2025年に金利引下げを減速させるとみら

れるとも仮定している。

しかしながら、予測は依然として不確実であり、経済情勢の変化および主要リスクの顕在化は、当行グルー

プの中心シナリオの正確性を低下させる可能性がある。近年の予測は、経済政策や金融政策の転換、サプラ

イ・チェーンの状況変化、金融政策に対する期待およびインフレ見通しに対して敏感である。当行グループ
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のモデルの過去の損失経験では捕捉できない新興リスクに基づき信用損失を反映することを目的とした、ま

たは特定のセクターもしくはポートフォリオのリスクを適切に区別することを目的とした当行グループのモ

デルの妥当性については、不確実性が残る。当行グループの金融モデルの出力値（IFRSの損失モデル等のリ

テール業務およびホールセール業務の信用モデルを含む。）については監視が続けられており、経営陣の判

断による調整も、モデル化されたECLが特定されたリスクや関連する不確実性を十分に反映していない場合

や、重大な後発事象を捕捉することを目的として、用いられている。にもかかわらず、当行グループのモデ

ルの出力値は、複雑な経済リスク、財務リスクおよび地政学的リスクの影響を正確に捕捉できない可能性が

ある。「当行グループは、モデルの限界または障害により損失を被り、または追加資本を維持することを要

求される可能性がある」を参照のこと。

上記の事由または状況のいずれかが発生した場合、当行グループの事業、財政状態、経営成績、見通しおよ

び顧客に重大な悪影響を及ぼす可能性がある。

 

当行グループは、事業を展開する国で政治的リスク、社会的リスクおよびその他のリスクにさらされている

当行グループは、各国および各地域の子会社および関連会社からなる国際ネットワークを通じて事業を展開

している。当行グループの業務は、以下に掲げるものも含め、かかる法域で潜在的に好ましくない政治、社

会、環境および経済の動向の影響を受けている。

－　クーデター、武力衝突またはテロ行為

－　政治不安および／または社会不安

－　地政学的緊張

－　疫病およびパンデミック（例えば、新型コロナウイルスのパンデミック。）

－　気候変動、不可抗力ならびに自然災害（例えば、洪水およびハリケーン。）

－　交通麻痺および停電等のインフラ問題

上記はいずれも、リスク加重資産（RWA）に影響を及ぼす可能性があり、かかるリスク事由またはリスク動向

のいずれかにより発生した財務損失も、資産の価値および顧客の信用力を毀損するおそれがある。

かかるリスク事由またはリスク動向により、当行グループのサービスにも混乱が生じるおそれがあり、場合

によっては当行グループの業務に物理的な損害ならびに／または当行グループの従業員および顧客の安全性

に対するリスクが発生するおそれもある。

地政学的緊張も、当行グループおよびその顧客に重大な影響を及ぼすおそれがある。特に、

－　グローバル化は、引き続き国際システムに深く根付いているようであるが、世界貿易を弱体化し得る貿

易関税等の保護主義によりますます困難となっており、当行グループの事業にも影響を及ぼす可能性が

ある。当行グループの地理的展開により、当行グループおよびその顧客は、貿易関税、市場へのアクセ

ス制限、クロスボーダー取引の制限、収用、国際的所有の制限、金利の上限設定、配当の流れの制限お

よび増税等、国家の政府および機関が講じる保護主義的措置の影響を受け易くなっている可能性もあ

る。こうした措置の相反する特性、期間、激化の可能性および世界経済に及ぼし得る影響についても、

不確実性である可能性がある。

－　中東における紛争の規模、期間および激化または再燃のおそれに関する不確実性は、世界中で経済的お

よび政治的な影響を及ぼしている（詳細については、「景況、市況および地政学的動向は、当行グルー

プの財政状態および業績に悪影響を及ぼすおそれがある」を参照のこと。）。

－　2024年に米国および英国は、イランの活動およびイスラエルとイランの緊張の高まりに対抗して、イラ

ンに追加制裁を科した。さらなる制裁が科され、当行グループの業務内のリスクが高まる可能性があ

る。
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－　ロシアとウクライナの戦争とともに、それに関連する金融制裁、貿易制限およびロシアによる対抗措置

は、世界に経済的および政治的な影響を及ぼしてきた。

－　ロシアとウクライナの戦争により米国、英国および欧州連合等の国々が科した制裁および貿易制限は、

依然として複雑であり、広範囲に及び、進化を続けている。米国は第二次制裁体制の範囲を拡大した

が、これには、故意または無意識にロシアの軍産基地に直接的または間接的に関連する一定の取引また

はサービス（検知が困難なまたは当行グループの支配の及ばない一定の第三者の活動を含む。）に関与

する非米国銀行に対する厳重な制裁を科すためのより広範囲な裁量も含まれる。非米国銀行であるHSBC

のグループ会社に対してこれらの制裁が科された場合、HSBCグループにとって重大な商業上、業務上お

よび評判上の悪影響が及ぶおそれがある。こうした制裁および貿易制限の他、資産の国外移転に対処す

るため、ロシアは、外国資産の収用等の一定の対抗措置を講じてきた。

－　より広範なHSBCグループの一員として、当行グループは、HSBCグループが事業を展開する様々な法域に

おける地政学的緊張の高まりによる悪影響を受ける可能性がある。

－　これまでのところ米国、英国およびEU等の国々は、中国人および中国企業に様々な制裁および貿易制限

を課しており、とりわけ人権侵害の疑いや一部の機密性の高い技術の進歩に関連して、追加の制裁およ

び貿易制限が科される可能性は残っている。一方、中国は、外国人や外国企業の他、希土類鉱物・金属

等の一定の財、技術およびサービスを対象にしたまたは対象にする権限を付与した独自の制裁および貿

易制限を多数科しており、これらまたはその他の報復措置が今後も一部の国家、企業および個人に科さ

れかねない。中国との戦略的競争も、HSBCグループの業務に影響を及ぼす可能性があるが、世界のサプ

ライ・チェーンは、中国と他国間の関係悪化に対しては依然として脆弱である。例えば、EUは、中国に

影響を及ぼし得る機密性の高い技術分野への対外投資の一部を制限する制度を検討中である。加えて、

2024年中には米国およびEUの双方が、電気自動車を含め、中国からの各種輸入品に対する関税率を引き

上げた。こうした関税は、中国政府が不公正な補助金を業界に支給しているとして、不正競争を根拠と

して科されている。

－　他国にも波及し、それらの国が関与することになり得る米中間の外交的緊張、ならびに香港、台湾およ

び周辺海域の動向は、当行グループおよびHSBCグループに悪影響を及ぼす可能性がある。

－　上記またはその他の地政学的緊張に関連する現行の制裁、追加制裁、貿易制限、対抗制裁およびその他

の対抗措置は、インフレ圧力の増大および営業環境の複雑化を含め、規制リスク、レピュテーション・

リスクおよび市場リスクを高め、当行グループ、その顧客およびHSBCグループが事業を展開する市場に

悪影響を及ぼす可能性がある。

－　代替的な決済メカニズムの開発については、貿易における国内通貨の使用増加とともに、BRICS（ブラジ

ル、ロシア、インド、中国、南アフリカ、イラン、エジプト、エチオピアおよびUAE）内で今もなお協議

の主題となっている。新たな決済インフラの開発および代替通貨の使用は、例えば、一部の政府が当行

グループの決済システムや金融犯罪取締りに統合されていない決済チャネルの使用を義務化した場合、

業務上およびその他の課題になる可能性がある。

貿易、技術およびイデオロギーをめぐる世界的な緊張は、規制基準やコンプライアンス体制が異なる場合に

顕在化し、当行グループおよび顧客にとってはより複雑な業務環境となり、多国籍企業全般にとっても長期

的な戦略的課題となる。地政学的情勢が進化するにつれ、多国籍企業がある法域で法律上または規制上の義

務を遵守した場合、他の法域よりも当該法域の法律上または政治上の目的を支持しているとみなされること

があり、当行グループにとっては、法務リスク、レピュテーション・リスクおよび政治リスクが高まる可能

性がある。

当行グループの方針は、事業を展開する各法域の適用法令のすべてを遵守することであるが、地政学的緊張

とともに、当行グループのコンプライアンス義務の潜在的曖昧さは、今後も当行グループにとっての課題お

よびリスクであり、当行グループの戦略、事業、顧客、業務、業績および評判に重大な悪影響を及ぼす可能

性がある。
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当行グループは、気候変動、自然関連および人権の問題等、環境・社会・ガバナンス（以下「ESG」とい

う。）関連問題に関連する財務リスクおよび非財務リスクにさらされている

気候変動、自然に対する社会的影響および人権問題をはじめとするESG関連の問題により、当行グループの事

業および顧客のみならず、より広範には社会もリスクにさらされている。当行グループが変化する規制当局

のこれらの問題に関する期待または要求に応じられなかった場合、これは、規制遵守および評判に影響を及

ぼす可能性がある。

気候変動は、直接的にまたは事業活動および関係を通じて間接的にHSBCグループに財務的影響および非財務

的影響の双方を及ぼす可能性がある。当行グループの気候リスクに対するアプローチでは、気候リスクの主

な要因として物理的リスクおよび移行リスクが特定されている。加えて、当行グループは、気候リスクに関

連するテーマ別のリスク問題として、温室効果ガス実質ゼロ整合リスクおよびグリーンウォッシュ・リスク

も特定している。

物理的リスクは、ハリケーン、洪水気象パターンの慢性的で穏やかな変化または海面上昇等の異常気象事象

の頻度および深刻さ高まりから発生する可能性がある。

移行リスクは、政府の政策転換、法改正、技術や市場需要の変化の他、当行またはHSBCグループの作為また

は不作為に対する利害関係者の期待の変化による評判への影響等、温室効果ガス実質ゼロに向けたプロセス

から発生する可能性がある。

温室効果ガス実質ゼロ整合リスクは、当行またはHSBCグループがHSBCグループの温室効果ガス実質ゼロに向

けた抱負を達成できないリスクまたは温室効果ガス実質ゼロに対する外部の期待に応えられないリスクから

発生する可能性がある。

グリーンウォッシュ・リスクは、故意または無意識に持続可能性について不正確な、不明瞭な、誤解を招く

または根拠のない主張を利害関係者に行う行為から発生する可能性がある。

当行グループは現在、当行グループにとって気候リスクが顕在化する可能性が最も高いシナリオは、以下の

とおりであると予想している。

－　気候に関連する規制、法律および技術の動向が顧客のビジネス・モデルに影響を及ぼした場合、または

異常気象事象により、顧客の業務が混乱もしくは停止し、顧客および／もしくは座礁資産が財政難に陥

り、顧客の返済能力が影響を受けた場合、当行グループの法人顧客の信用リスクが高まる可能性があ

る。当行グループの顧客は、異常気象の結果、ビジネス・モデルが温室効果ガス実質ゼロ経済に適合し

ないことに気付く、または業務の混乱もしくは資産の劣化に直面する可能性がある。

－　気候変動により、当行グループのトレーディング勘定エクスポージャーに悪影響を及ぼすマクロ経済変

数および財務変数の変更が生じた場合、トレーディング損失を被る可能性がある。

－　収益性や財産に対する影響に起因する顧客行動の変化や、HSBCグループの気候関連の抱負および目標に

向けた当行グループの進捗に関連する評判上の懸念により、流動性が預金流出という形で影響を及ぼ

す。

－　不動産は、不動産価値および借り手のローン返済能力の双方に影響を及ぼし、HSBCの住宅ローン担保

（当行グループの住宅ローン担保を含む。）として差し入れられた不動産を保護する保険を含め、保険

の利用可能性を低下させるまたは保険費用を増加させるおそれのある、気候変動、異常気象事象の頻度

および深刻さの高まりならびに気象パターンの慢性的な変化の影響を受ける可能性がある。

－　異常気象が重要な業務および施設に影響を及ぼした場合、オペレーショナル・リスクが高まる可能性が

ある。

－　気候リスクの管理ならびに気候関連の報告基準のばらつきに関するものを含め、気候に関連する規制当

局の期待の頻度、範囲および深度が高まった結果、規制コンプライアンス・リスクが高まり、複数の法

域において短期間での対応が求められる可能性がある。
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－　異なる開発中の基準または分類法が存在する状態で、「グリーン」商品や「サステナブル」商品に対す

る需要の高まりに関連してコンダクト・リスクが発生する可能性がある。

－　当行グループがHSBCグループの気候関連の抱負および目標の達成で十分な進展を遂げられなかった場

合、当行グループが温室効果ガス実質ゼロへの移行で高排出セクターの顧客の支援を決定する方法や、

温室効果ガス実質ゼロへの移行に対する当行グループのアプローチについて様々な利害関係者が抱く選

好に起因して、レピュテーション・リスクが発生する可能性がある。

－　気候変動の不確実で進化する影響や、信頼性の高い正確なモデル出力値を生成する上での課題となる

データおよび手法の限界により、モデル・リスクが発生する可能性がある。

当行グループは、HSBCグループのESG関連の抱負および目標に向けて前進していることから、高まるレピュ

テーション・リスク規制コンプライアンス・リスクおよび法務リスクに直面している。利害関係者も、気候

およびESG関連の方針策定、当行グループの情報開示ならびにHSBCグループのESG関連の抱負および目標に関

連する資金調達および投資の意思決定等、当行グループの行為にますます焦点を当てるとみられる。また、

以下のいずれかに該当する場合、当行およびHSBCグループは、追加的リスクにさらされる可能性がある。

－　当行グループがHSBCグループのESG関連の抱負および目標に向けて十分な進捗を遂げていない場合。

－　当行グループが適切な計画を策定して、かかる計画を実行することができなかった場合、またはかかる

計画を外部環境の変化に適応させることができなかった場合。

－　当行グループがHSBCグループのESG関連の抱負および目標の達成および未達の双方に関連するリスクを管

理できなかった場合。

－　当行グループがESGリスクの管理に関連して進化する規制当局の期待および要件を充足できなかった場

合。

当行グループが故意または無意識に持続可能性について不正確、不明確、誤解を招くまたは根拠のない主張

を利害関係者に行った場合も、当行グループは、さらなるリスクにさらされる可能性がある。

当行グループが気候リスクやESGリスクを適切に管理していないと利害関係者が考える場合は直接的には、ま

たは当行グループのクライアントや顧客自体が訴訟の当事者である場合は間接的に、当行グループは、気候

やESGに関連する訴訟リスクおよび規制執行リスクにさらされ、その結果、顧客資産の再評価を行わなければ

ならない可能性がある。

温室効果ガス実質ゼロ経済への移行およびESG関連事項に関する要件、政策目標、期待、見解または市場や一

般大衆の認識および選好は、特に英国、米国およびEUをはじめとする様々な市場において利害関係者が抱く

気候の影響に関する見解の多様性および気候変動に対する適切な対応の性質に鑑みれば、法域や理解関係者

によって異なる可能性がある。当行グループは、一部の法域においてESG関連事項に対して潜在的に相反する

アプローチの対象となる可能性があり、これにより、これら法域で特定の事業を営む当行グループの能力が

影響を受ける、または追加的な規制コンプライアンス・リスク、レピュテーション・リスク、政治リスクも

しくは訴訟リスクが発生する可能性がある。例えば、当行グループの評判およびクライアントとの関係は、

気候変動の発生もしくは悪化に関連するとみられる一定のプロジェクトに参加するもしくは参加しないとい

う当行グループの決定や、温室効果ガス実質ゼロに向けた移行等の気候変動をめぐる懸念に対処するための

活動を当行グループが継続するまたは変更するという決定の結果、悪化する可能性がある。これらのリスク

は、当行グループが事業を展開している多くの国におけるESG、気候政策および金融規制（域外適用のある政

策および規則を適用し、執行する取組みを含む。）の実施における乖離からも発生する可能性がある。

加えて、気候変動を超えた自然関連リスクが、重大な経済的影響を及ぼす可能性がある。こうしたリスク

は、水の利用、大気の質および土壌の質等のエコシステム・サービスの提供が、（i）土地、淡水および海の

利用の変化、（ii）気候変動、（iii）大気、水質および土壌の汚染、（iv）天然資源の乱獲ならびに（v）

侵略的外来種という５つの自然喪失の主な原因により不能となった場合に発生する。これらは、当行および

HSBCグループならびにそれらの顧客にとって、マクロ経済リスク、市場リスク、信用リスク、レピュテー

EDINET提出書類

エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシー(E22630)

有価証券報告書

 47/473



ション・リスク、規制コンプライアンス・リスクおよび法務リスク等を通じて様々な方法で表面化する可能

性がある。

人権関連する規制および開示要件は増加している。企業は、事業活動および関係から発生する人権への悪影

響というリスクを特定し、これらに対応する取組みについて、透明性を期待されている。人権リスクを管理

できない場合、人々および地域社会が悪影響を受け、ひいては当行グループにレピュテーション・リスク、

規制コンプライアンス・リスクおよび法務リスクが発生する可能性がある。

あらゆるESG関連リスクについて、HSBCグループは、HSBCグループが顧客に提供する商品およびサービス、な

らびにリスク管理プロセス（ESG関連問題の結果、HSBCグループが直面する各種財務リスクおよび非財務リス

クを測定および管理するプロセスを含む。）を含め、HSBCグループの戦略およびビジネス・モデルが、著し

く急速に進化を続ける規制上の要件ならびに利害関係者および市場の期待に沿うようにする必要もある。

HSBCグループが設定するそのESGの抱負および目標を含め、HSBCグループのESG問題に関連する戦略の達成

は、技術の進歩および当行グループが事業を展開する市場において支えとなる公共政策等、当行およびHSBC

グループの支配の及ばない多数の様々な要因次第である。こうした外的要因およびその他の変更が発生しな

かった場合または適時に発生しなかった場合、当行は、HSBCグループのESGの抱負および目標の達成を支援で

きない可能性もある。

HSBCグループのESGの抱負および目標の進捗を追跡および報告するために、HSBCグループは、一定の業界基準

に従い内部データ源、適切かつ利用可能な場合は外部データ源およびHSBCグループ独自のデータ収集・処理

能力に依拠している。ESG関連の報告は、時間の経過とともに向上しているものの、データについては、依然

として質および一貫性の面で限界があり、当行およびHSBCグループは不完全で不正確なデータおよびモデル

を使用するというリスクにさらされており、その結果、最適とは言えない意思決定が下されるおそれがあ

る。当行グループおよびHSBCグループが用いる手法、データ、シナリオおよび業界基準も、市場慣行、規制

および該当する場合は科学の進歩に沿って時間の経過とともに進化する可能性がある。こうした手法および

シナリオの開発およびデータの利用可能性、正確性および検証可能性の経時的変化、ならびに当行グループ

およびHSBCグループのデータ収集・処理能力により、当行グループおよびHSBCグループは、気候およびESGに

関する情報開示で財務報告リスクにさらされ、金融関連排出量を含め、当行グループおよびHSBCグループの

内部測定の枠組みや報告データが今後修正される可能性もある。これは、かかるデータの調整および前年と

の比較ができない可能性があることを意味する。

これにより、HSBCグループは将来、ESG関連の抱負および目標の進捗を再評価しなければならず、レピュテー

ション・リスク、規制コンプライアンス・リスクおよび法務リスクが発生する可能性もある。

上記のリスクのいずれかが発生した場合、当行およびHSBCグループが財務的影響および非財務的影響を受け

る可能性があり、当行グループの事業、財政状態、経営成績、評価、見通しおよび戦略にも重大な悪影響を

及ぼす可能性もある。

英国のEU離脱後のEUとの貿易関係は、当行グループの運用モデルおよび業績に悪影響を及ぼす可能性がある

金融サービスをEUおよびその加盟国に国境を越えて提供できるようにするための規則を含め、EU・英国間の

金融サービス貿易関係に関連する潜在的発展の不確実な結果は、依然として当行グループにとってリスクの

原因となっている。

EU加盟国が2026年１月10日までに内国法化することを義務付けられているEU自己資本要求指令（以下「CRD

Ⅵ」という。）により、非EU銀行および大手投資会社は、預金受入、貸付、保証およびコミットメントとし

て定義される「中核的銀行業務」を営む各EU加盟国に支店を設置しなければならないという新たな要件（以

下「EU支店要件」という。）が導入されることとなる。EU支店要件は、一定の除外や免除の対象となるもの

で、2027年1月11日付で発効する予定である。しかしながら、2026年７月11日前に締結された契約について

は、適用除外になるとみられる。

2023年６月に施行された2023年金融サービス市場法（以下「FSMA」という。）は、英国における規制体系の

多数の変更を規定している。同法には、「維持されたEU法（retained EU law）」または「REUL」として知ら

れる（2024年１月１日以降は「同化法（assimilated law）」として知られる）特定の「国内」EU法を撤廃
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し、英国財務省または規制当局が制定する法律または規則に置き換えることを認める規定が定められてい

る。2023年FSMAは、金融サービスに関連する同化法の最終的な廃止を認め、政府および規制当局がFSMA モデ

ルに沿って置き換えることを可能にするものである。金融サービスに関連する同化法の各条項は現在、財務

省が段階的に順次、個別に撤廃を開始するまでの「経過期間」にある。さらに、2024年１月１日付で、これ

までREUL（現在は、同化法と称される。）に関連していた一定の法的効力は、REULのその他の種類の相反す

る英国国内法に対する優位性、EU法の一般原則（REULの解釈および適用に関するもの。）および直接効力の

あるEUの権利を含め、もはや適用されなくなった。

2023年FSMAに基づく同化法の今後の撤廃、またはEU独自の規制体制のさらなる整備の結果、EU法および英国

法が今後、どの程度乖離するかについても、大きな不確実性が残る。この点に関する現行の規制の改正、EU

支店要件および法体制のさらなる乖離により、当行グループの英国およびEUにおける運用モデルの変更が必

要となり、当行グループの顧客および従業員に影響を及ぼす可能性がある。当行グループの顧客が実際に受

ける影響は、動向の性質およびそれらの個々の状況次第であるものの、商品・サービス提供の混乱が含まれ

る可能性があり、これにより当行グループにとっては運用上の複雑性および／または費用が高まるとみられ

る。

より一般的に、中長期的には、英国のEU離脱およびEU・英国間で合意された貿易協力協定の運用（ならびに

それらに起因し得る複雑性）により、特に英国において、市場のボラティリティおよび経済リスクが高まる

可能性があることから、当行グループの収益性および同市場における成長見通しに悪影響を及ぼす可能性が

ある。

加えて、英国のEUをはじめとする世界各国との将来の貿易関係が完全に安定化するまでには数年を要すると

みられる。その結果、不透明な期間の長期化、景況の不安定化および市場のボラティリティが発生するおそ

れがある。これには、国際貿易の流れの減少、輸出市場シェアの喪失および為替レートの変動が含まれる。

上記のリスクのいずれかが顕在化した場合、当行グループの事業、財政状態、経営成績、評判、見通しおよ

び戦略に重大な悪影響を及ぼす可能性がある。

当行グループは競争の激しい市場において事業を行っている

当行グループは、金融規制改革、公衆の監視の強化および困難なマクロ経済環境の継続の結果、引き続き大

きく変動する高度に競争的な業界において、他の金融機関と競合している。

当行グループは、洗練されたグローバルな金融ソリューションを求めて国際的に移動する顧客をターゲット

としている。当行グループは一般に、当行グループの顧客サービスの品質、当行グループが顧客に提供でき

る広範な商品およびサービス、当行グループの顧客ニーズを充足するこれら商品およびサービスの能力、当

行グループの顧客が利用可能な豊富な販売チャネル、当行グループの革新ならびに当行グループの評判に基

づき、競争を行う。これらの分野のいずれかまたはすべてにおける継続し厳しさを増す競争は、当行グルー

プの市場シェアに悪影響を及ぼす可能性および／または競争力を維持するために当行グループの事業への資

本投資を増加させる可能性がある。また、当行グループの商品およびサービスは、ターゲットとする顧客に

受け入れられない可能性もある。

多くの市場において、現在の価格またはより低い価格で商品およびサービスを提供するよう、競争上のプ

レッシャーが増している。

その結果、当行グループが適宜その商品およびサービスを再配置しまたは再度の価格設定を行う能力は制限

され、当行グループの競合他社（その商品およびサービスについて類似の手数料を請求し、または請求しな

い場合がある。）の活動により重大な影響を受ける可能性がある。当行グループが顧客に提供する商品およ

びサービスの種類の変更および／またはそれらの商品およびサービスの価格設定は、顧客および市場シェア

の喪失につながる可能性がある。

テクノロジーの発展および規制の改正により新規参入者が業界に参入できるようになっている。このため、

当行グループは、顧客へのサービス提供方法を改善し、効率化を図り、顧客を獲得および維持するために商

品を適合できるよう、新たなデジタル機能の革新および活用を継続することが課題となっている。その結

果、当行グループは、顧客の変化するニーズに応える商品およびサービスを採用または開発するため、事業
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投資の増額を要する可能性もある。当行グループはまた、新たなデジタル機能が当行グループのレジリエン

スを弱体化させないようにする必要もある。当行グループが新たなデジタル機能を活用するための商品およ

びサービスを開発および採用できなかった場合、これは、当行グループの事業に悪影響を及ぼす可能性があ

る。

金融サービスのデジタル化は、すべてが金融機関と同水準の規制上の審査および規制の対象とはならない新

規の市場参入者および決済方法を含め、決済サービスのエコシステムに引き続き影響を及ぼしている。これ

は、特に金融機関が仲介者である場合、必要水準の決済の透明性の維持という点で現在も課題となってい

る。デジタル資産およびデジタル通貨の発展は急速な進展を続け、規制当局および執行当局の注目が高まっ

ている。

これらの要因はいずれも、当行グループの事業、財政状態、経営成績、見通しおよび評判に重大な悪影響を

及ぼす可能性がある。

外国為替レートの変動が当行グループの業績に影響を及ぼす可能性がある

当行グループは、会計書類を英ポンド建てで作成している。しかしながら、当行グループの資産、負債、運

用資産、収益および費用の相当部分が他の通貨（主にユーロおよび米ドル）建てである。

為替レートの変動は、当行グループの会計基準、収益（報告ベース）、キャッシュ・フローおよび株主資本

に影響し、当行グループの事業、財政状態、経営成績、資本ポジションおよび見通しに重大な悪影響を及ぼ

す可能性がある。

市場の変動は当行グループの収益またはポートフォリオの価値を減少させる可能性がある

当行グループの事業は、本質的に、金利、インフレ率、信用スプレッド、為替相場、コモディティ、株式、

債券および不動産価格の変動、ボラティリティ上昇等の金融市場、経済全般のリスクならびに当行グループ

の顧客が当行グループの業務、価格設定およびヘッジの前提に反した行動を取るリスクにさらされている。

市場原理による価格設定は変動する可能性があり、継続的な市場の動きは、様々な主要分野で当行グループ

に重大な影響を及ぼす可能性がある。例を挙げると、銀行業務およびトレーディング活動は、金利リスク、

為替リスク、インフレ・リスクおよび信用スプレッド・リスクにさらされている。金利水準、公定金利に対

する銀行間スプレッドおよびイールドカーブの変動は、貸付および借入コスト間の金利スプレッドに影響す

る。ボラティリティおよびマージンが将来変動する可能性は残っている。これらが金利環境に及ぼす影響に

ついては、「景況、市況および地政学的動向は、当行グループの財政状態および業績に悪影響を及ぼすおそ

れがある」を参照のこと。

既存の貸付および預金に対する固定金利または商品条件に対する競争圧力により、当行グループが、公定金

利およびホールセール市場金利の変動に対応して、顧客金利を変更する余地が制限されることがある。

当行グループの確定給付型年金制度は、その資産および負債により市場リスクにさらされている。負債割引

率により、金利リスクおよび信用スプレッド・リスクに対するエクスポージャーが発生するが、固定金利の

資産およびスワップにより一部相殺されるに過ぎない。資産は、株式の市場価値の変動にもさらされてい

る。

当行グループの保険業務においても、市場の変動により保険商品の債務額とその裏付けになる投資資産の間

にミスマッチが生じる可能性がある。市場リスクは、当行グループの保険商品に対して、その商品および関

連契約に応じて、様々な形で影響する可能性がある。例を挙げると、資産利回りおよび負債利回りならびに

期日のミスマッチは、金利リスクを生む。こうしたリスクには顧客が直接負担するものと、市場への過大投

資により保険業務が負担するものがある。保険契約には、不利な投資市場において価値が上昇する保証およ

びオプションを含むものがある。保険業務には、そうした保証およびオプションの費用の一部を負担するリ

スクがある。投資市場の実績は、このように保険および投資契約に織り込まれている価値ならびに当行グ

ループの経営成績、財政状態および見通しに直接影響する可能性もある。

市場条件の変化の程度を正確に予想することは困難であり、そうした変化は、当行グループの事業、財政状

態、経営成績、資本ポジションおよび見通しに重大な悪影響を及ぼす可能性がある。
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流動性または直ちに現金化できる資金の調達は、当行グループの業務にとって極めて重要である

当行グループの有担保・無担保借入能力およびそのコストは、金利または信用スプレッドの上昇、信用枠、

流動性関連の規制要件または当行グループもしくは銀行業界に関する市場認識（当行グループの現実のまた

は想定された信用力を含む）の影響を受ける可能性がある。

当座預金および要求払い預金または通知預金が、当行グループの資金調達の重要な一部を占めており、当行

グループは、その安定性確保を重視している。預金の安定性は、当行グループの資本力および流動性に対す

る投資家の持続的な信頼ならびに価格設定の比較可能性および透明性に依存している。

当行グループは、様々な資金供給源ポートフォリオを維持し、預金を受け入れない機関に資金を提供し、資

産と負債の期日および通貨を調整し、現地市場における存在を維持するため、ホールセール市場にも参加し

ている。

無担保の長期もしくは短期債券資本市場において資金調達する能力または有担保貸付市場にアクセスする能

力がなければ、当行グループの流動性に重大な悪影響が及ぶおそれがある。

マクロ経済の成長不振、市場の混乱または規制の変化により、当行グループの資金調達コストが増大する、

または当行グループの事業を維持または拡張するための資金調達能力に問題が生じる可能性がある。

当行グループが、預金を通じておよび／または資本市場において資金を調達できなくなった場合、当行グ

ループの流動性ポジションは悪化し、当行グループは、預金の引出要求または満期支払いに応じられない、

借入金の期日返済ができなくなる、契約与信枠および保証契約に基づく当行グループの債務返済ができなく

なる、規制上の資金調達要件を遵守できなくなる、一部の資本・負債管理活動を行えなくなる、または新規

ローン、投資および事業に対する資金供給ができなくなるおそれがある。

当行グループは、当行グループの債務返済のために無担保資産を整理する必要が生じるかもしれない。流動

性逼迫時には、当行グループが当行グループの資産の一部が売却できない、一部のレガシー・ポートフォリ

オの削減および売却を維持することができない、不利な価格で売却しなければならないおそれがあるが、い

ずれの場合においても、当行グループの事業、財政状態、経営成績、資本ポジションおよび見通しに重大な

悪影響を及ぼす可能性がある。

 

当行グループの事業モデルに対するマクロの健全性、規制および法律に関連するリスク

当行グループは、多数の新規および現行の法規制の要件に服しており、適用ある規制を遵守できないリスク

にさらされている

当行グループの事業は、英国およびEUをはじめとする当行グループが事業を展開する市場における現行の規

則、政策、自主規制および解釈に服している。当行グループの事業に影響を及ぼす多数の規制改正は、それ

らが施行された国を超えて効力を有するようになっている。

近年、規制当局および政府は、金融サービス業界の健全性規則、および金融サービス事業が実施される方法

に焦点を当てている。講じられた措置には、強化された資本、流動性および資金要件、銀行による特定の活

動の分離または禁止、資本市場活動の運用の変更、税金徴収および取引税の導入および報酬実務の変更が含

まれる。非財務リスクの課題については、顧客、市場、決済、電子マネー、デジタル・インテリジェンス、

人工知能（以下「AI」という。）、ESG（ガバナンスを含む。）および業務上のリジリエンスに焦点を当てて

いる。これはすべて、一貫した規制上の要件の策定を制限し得る地政学的緊張の高まりと、2023年の「銀行

業界の混乱」に対する継続的な規制当局の対応に応じたものである。

規制当局による監督は強化されており、今後も厳格化されるとみられる。英国健全性監督機構（PRA）および

英国金融行為規制機構（FCA）の双方は、当行グループ内のグループ会社のガバナンスにさらに重点を置くよ

うになっており、欧州中央銀行（ECB）とのやりとりも大幅に増加した。規制当局との関係の管理、規制当局

が設定した期限の厳守および規制当局の期待の管理に引き続き焦点を当てることは、気候関連リスクに関す

るECBのガイドラインの実施を含め、不可欠である。
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規制の改正および監督当局の期待の高まりが当行グループの事業、財政状態、経営成績、見通し、資本ポジ

ション、評判および戦略に重大な影響を及ぼす可能性がある分野は、後述のとおり健全性および非健全性に

関するテーマ別にまとめた以下を含むがこれらに限定されない。

健全性およびそれに関連する問題

－　バーゼル銀行監督委員会の健全性の枠組みの改革であるバーゼル3.1の実施（信用リスク、市場リスク、

オペレーショナル・リスク、カウンターパーティ・リスクおよび信用評価の調整に対するリスク加重資

産（RWA）アプローチの変更およびRWAアウトプット・フロアの適用を含む。）。

－　規制上の報告義務の拡大および複雑化から生じる監督当局の期待の高まり（データの完全性ならびに関

連するガバナンスおよび統制に対する期待を含む。）。

－　当行グループの規制当局への報告プロセスを強化し、同プロセスをより持続可能にするために開始され

たプログラムから生じる普通株式等Tier１（CET１）比率、流動性カバレッジ比率（LCR）および安定調

達比率（NSFR）等の規制上の比率の一部に及ぼし得る影響。同プログラムには、データ、一貫性および

統制の強化が含まれる。

－　2023年における銀行倒産に伴う健全性の枠組み（例えば、銀行勘定における流動性リスクまたは金利リ

スクに関連するもの。）、または預金者保護に関する規則（例えば、英国の金融サービス補償制度に関

連するもの。）の変更。

－　英国財務省による英国のリングフェンス制度の運用の改善作業（HSBCグループの業務に影響を及ぼし得

る案を含む。）。

－　国ごとに効力の異なる可能性のある当行グループおよびその個別のグループ会社の破綻処理戦略のため

の取決めから生じる要件。

－　世界的な健全性の枠組みに組み込まれる気候リスクおよびその他ESG関連の変更の財務的影響（気候変動

から生じる物理的リスクおよび低炭素経済への移行から生じる移行リスクを含む。）。

－　ホールセール金融市場に適用のある規制上の枠組みの見直し（特に、証券化の要件の改革およびその他

の変更。）。

健全性以外およびそれに関連する問題

－　当行グループの事業運営方法（特に、顧客への公正な結果の提供（例えば、英国消費者義務の要件の定

着化および社会的弱者が銀行口座を利用できるようにするという規制当局の期待。）、効果的な競争の

促進、および世界金融市場の秩序ある透明な運用の確保に関連するもの。）に対する規制当局、国際機

関およびその他の政策立案機関によるさらなる注視。

－　規制当局が企業文化、従業員行動、内部通報およびインクルージョンに焦点を当てている結果としての

コンダクト等に関する措置の実施。

－　デジタル資産やデジタル通貨の使用およびより広範なフィンテック・リスクを含め、顧客保護に裏打ち

されたテクノロジーの採用とデジタル配信に世界的に焦点を当てた監督当局と規制当局の変化（例え

ば、暗号資産を規制する枠組みを導入したEUの暗号資産市場規制、および英国が導入する暗号通貨関連

の活動を対象とした新たな規制。）。

－　AIの使用に関する規制当局の期待の高まりおよび要件の増加（例えば、EUのAI規制法。）。

－　決済サービスおよびそれに関連するインフラに世界的に焦点を当てた監督当局および規制当局の継続的

な変化。

－　新興の金融犯罪リスクおよびそれが顧客に及ぼす影響の管理、相反する法律および法規制体系に対する

アプローチの管理、ならびにますます複雑化し予想困難な制裁や貿易制限の実施に対する継続的な期

待。

－　英国のEU離脱に伴う、英国の規制上の枠組みの継続的進化。
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－　中核的な銀行業務をEU所在の支店や子会社を通じてEU域内の顧客に提供するようEU域外の法人に義務付

けるEUのCRD Ⅵ第21条ｃの変更。

－　一定の業務（トレーディング業務を含む。）のリングフェンス化に関するフランスおよびドイツの法律

を含め、多くの法域で提案または施行された一部の銀行業務およびその他の業務の構造的分離、ならび

に一部の自己勘定取引業務の禁止。

－　より一般的な当行グループ内の報酬の取決めおよび上級経営陣の説明責任に関する要件（例えば、英国

において有効なまたは検討中もしくは実施中の上級経営陣・証明制度および他国の類似の制度の要

件。）。

－　第三者リスクの管理に関する国内要件または超国家的要件の変更。

－　ESG関連のガバナンス、リスク管理および開示の枠組みに関連する規制当局の企業に対する期待の高まり

（特に、気候変動、移行計画、グリーンウォッシュ（うわべだけの環境保護）およびサプライ・チェー

ンのデューデリジェンスに関連するもの。例えば、英国の持続可能性開示要件およびEUの企業持続可能

性報告指令。）。

－　業務の混乱に対する金融機関の対応に対する継続的な重視等、業務上のレジリエンスおよびサイバー・

レジリエンスの様々な側面についての規制当局の期待の高まりおよび要件の増加（例えば、英国の業務

上のレジリエンス要件およびEUのデジタル・オペレーショナル・レジリエンス法に基づくもの。）。

－　ビジネス用以外のプラットフォームでの従業員による電子通信の不正使用に関する方針および管理に対

する規制当局の注目。

当行グループは現在または将来の法律上、規制上または行政上の措置および調査の対象となる可能性があ

り、その結果を予測するのは本質的に困難である

当行グループはその事業において法律上、規制上または行政上の措置および調査に関連する重大なリスクに

直面している。訴訟、規制上の手続、調査、行政措置およびその他対審手続により金融機関に対して請求さ

れた損害賠償の金額は、多くの理由により増加している。かかる理由には、世界的に規制変更の件数が大幅

に増加していること、この分野における現地基準および国際基準の双方が著しく進化および発展しているた

め、規制当局、投資家およびその他の利害関係者がESGに関する情報開示（ESG関連事項の測定および報告に

関する開示を含む。）をますます重視していること、ならびにメディアの注目度の増加および規制当局と一

般大衆の期待するレベルが高くなっていることが含まれる。また、コンダクト違反の疑い、マネーロンダリ

ング防止法違反、贈収賄防止法違反、腐敗行為防止法違反、制裁違反、規則違反、独占禁止法違反、市場操

作、脱税ほう助および無免許での銀行業務のクロスボーダー提供等による、金融機関の刑事訴追および民事

手続がより一般的になり、メディアの注目度の増加ならびに規制当局および公衆の期待の増加を受けて、よ

り高い頻度でなされる可能性がある。

HSBCホールディングス、当行またはその子会社１社以上に対して法律上、規制上または行政上の措置または

調査があった場合、とりわけ相当額の罰金、民事罰、刑事罰、排除措置命令、賦課金、主要な免許の停止も

しくは取消し、一部の事業からの撤退命令、その他の懲罰処分ならびに／または預金者およびその他利害関

係者からの資金の引上げを伴うおそれもある。HSBCホールディングス、当行またはその子会社１社以上に対

して訴訟、規制上の手続、行政措置、調査またはその他対審手続が行われるおそれがある場合または実際に

行われた場合、当行グループの事業、財政状態、経営成績、見通しおよび評判に重大な悪影響を及ぼす可能

性がある。加えて、当行グループの財務諸表には、法的手続、規制上の問題および顧客関連の是正問題に対

する引当金が計上されている。法的手続、規制上の問題および顧客関連の是正問題に対する引当金は概し

て、他の種類の引当金よりも高度な判断を要し、こうした手続および是正問題にかかる実際の費用は、現行

の引当金を超過する可能性もある。

加えて、当行グループは、引き続き数多くの重要な法的手続、ならびに規制上の措置および調査の対象と

なっている。特に各種集団訴訟の原告を代理して提起された事案、不特定もしくは不確定の金額の損害賠償

を求める事案または新たな法的主張を含む事案については、本質的にその結果を予測することが困難であ
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る。また、当行グループは将来、追加の法的手続、調査または規制上の措置に直面する可能性があり、これ

には、他の法域におけるものおよび／または既存の法的手続、調査もしくは規制上の措置に類似の、もしく

はそれより広範な事項に関するものが含まれる。かかる手続の１件以上において不利な結果が出た場合、当

行グループの事業、財政状態、経営成績、見通しおよび評判に重大な悪影響を及ぼす可能性がある。

当行グループは規制上のストレス・テスト要件を充足できない可能性がある

当行グループは、複数の法域において監督上のストレス・テストの対象となっている。これらのテストは、

潜在的な景況の悪化または軽減措置に関する業務上の通知の不履行に対する銀行のレジリエンスを評価し、

金融機関が、その事業プロファイルに関連するリスクを考慮した強固で将来を見越した資本計画プロセスを

有していることを確保するために設計されている。監督当局による評価は、定量的基準および質的基準の双

方に基づき行われる（後者は、当行グループのデータ提供、ストレス・テスト能力ならびに内部管理プロセ

スおよびコントロールに焦点を当てる。）。

規制上のストレス・テストの定量的要件もしくは質的要件を充足できない場合、または当行グループのスト

レス・テストの結果および資本計画を監督当局が承認しない場合、当行グループは、自行の資本ポジション

の強化をせざるを得なくなり、ひいては当行グループの事業、財政収益、資本ポジション、運用力および評

判に重大な悪影響を及ぼす可能性がある。

当行は、2009年英国銀行法に基づき一定の銀行破綻処理権限に服する

信用機関および投資会社の再生および破綻処理の枠組みを構築する指令第2014/59/EU号（その後の随時の改

正、補足または差替を含め、以下「BRRD」という。）は、信用機関およびその親会社ならびにその他のグ

ループ会社の再生および破綻処理に関するEU全体の枠組みを定めたものである。BRRDは、不健全なまたは破

綻した機関の重要な財務および経済機能の継続性を確保するため、十分に早期にかつ迅速に当該機関に介入

するための一連の手段を関連当局に提供するとともに、経済および金融システムに対する機関の破綻の影響

を最小化することを目的とする。英国では、2009年銀行法（その後の改正を含め、以下「銀行法」とい

う。）により、BRRDの規定の大半が施行されており、同法は、他の規則の中でもとりわけ、2020年銀行再

生・破綻処理（改正）（EU離脱）規則により改正された。同規則は、移行期限（2020年欧州連合（離脱合

意）法において定義される。）までの施行を義務付けたBRRDの先般の改正の一部を英国法として内国法化し

たものである。

－　法定の介入権限

当行は、銀行法の適用を受ける。銀行法は、英国の金融機関が財政難に陥った場合、あるいはその可能性が

ある場合、英国財務省、BoE、PRAおよび／またはFCA（それぞれは該当する英国破綻処理当局であり、以下

「英国破綻処理当局」という。）に、英国の銀行とその親会社、その他のグループ会社に関する幅広い権限

を与えるものである。これらの権限は、(a)英国の銀行もしくはその親会社が発行するすべてもしくは一部の

有価証券、または英国の銀行もしくはその親会社のすべてもしくは一部の不動産、権利、負債（銀行法に基

づく権限の行使の対象となり得る当行の社債の一部（以下「当行社債」という。）を含む。）を、商業上の

買い手、または有価証券の場合は英国財務省またはその被任命者、不動産、権利または負債の場合は、BoEが

保有する法人に譲渡する権限、(b)当事者による契約終了、もしくは債務返済の加速を認める規定を含む、デ

フォルト条項、契約、その他の合意を無効にする権限、(c)英国の銀行に関して、特定の新たな破綻処理手続

を開始する権限、(d)英国の銀行の移管先または後継となる銀行が効果的に運営できるよう、公正な対価にお

いて、英国の銀行またはその親会社と、そのグループの事業（グループのメンバーでなくなった事業も含

む）の間での契約上の義務を無効とし、変更し、または課す権限を含む。銀行法はまた、英国財務省が潜在

的には遡及効果を持って特別破綻処理制度の権限を効率的に活用することを可能とする目的で、同法をさら

に変更する権限を英国財務省に付与する。

－　資本証券および負債の元本削減権限および転換権限ならびに／またはベイルイン権限

英国破綻処理当局に付与された権限はまた、特定の債権者の債権を変更しまたは消滅させる権限を含む。こ

れらの権限は、「資本証券および負債の元本削減および転換」権限ならびに「ベイルイン」権限を含む。
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資本証券および負債の元本削減および転換の権限は、対象の機関が存続不能の状態に達したが、資本証券ま

たは（当該機関が破綻処理機関でない場合には）一定の内部非自己資金負債（以下「内部負債」という。）

以外の証券のベイルインは要求されないと英国破綻処理当局が判断した場合、（ただし、元本削減権限およ

び転換権限を行使した場合であっても、その後のベイルイン権限の行使が妨げられる訳ではない。）、また

は破綻処理の条件が充足された場合に用いられる。この権限を行使して行われた元本削減または転換につい

ては、普通株式の場合、その他Tier１金融商品が影響を受ける前に、その全額につき元本削減、消却または

既存株主から充当されるように、その他Tier１金融商品の場合、Tier２金融商品が影響を受ける前に、その

全額につき元本削減または転換されるように、（当行のように破綻処理機関でない場合において）Tier２金

融商品の場合、内部負債が影響を受ける前に、その全額につき元本削減または転換されるように、特定の順

序で実行されなくてはならない。資本証券および負債の元本削減および転換の権限が行使される場合、元本

削減は無期限であり、投資家は対価を受領しない（ただし、元本が削減される証券の保有者に対するCET１証

券の発行が要求される場合がある。）。資本証券および負債の元本削減および転換の権限は、（下記のベイ

ルイン権限とは異なり、）「清算手続を適用した場合よりも債権者が不利にならない」（no creditor worse

off）原則の適用を受けない。

ベイルイン権限は、英国破綻処理当局に、特定の債権（当行社債に基づき支払われるべき金額がこれに該当

する可能性がある。）を他の有価証券（存続組織または親会社（もしあれば）の普通株式を含む。）に転換

させるため、および／またはかかる債権の条項を変更もしくは修正するため（当行社債の満期または当行社

債について支払われるべき利息金額もしくは利息の支払日の変更を含む。また、一時的に支払いを停止する

ことによるものを含む。）、破綻金融機関またはその持株会社の一定の無担保負債の元本金額または利息の

全部または一部を取り消す権限を付与する。銀行法は英国破綻処理当局に、通常の倒産における順位と異な

る特定の優先順位に従いベイルイン権限を適用することを要求する。特に、英国破綻処理当局は、(ⅰ)その

他Tier１資本、(ⅱ)Tier２資本、(ⅲ)その他劣後債権、および(ⅳ)一定の優先債権の順位で負債の元本を削

減または転換をしなければならない。その結果、資本証券としての適格を有する劣後の当行社債は、資本と

しての適格を有しないその他の劣後債務が影響を受けない場合でも、全部または一部が削減または転換され

る可能性がある。これにより、該当する英国破綻処理当局がベイルイン権限を行使した場合、当行社債は、

その他Tier１資本またはその他Tier２資本以外の当行のその他の劣後債務に実質的に劣後することとなる。

当行社債の保有者と同一順位の債権を有する債権者の債権は、ベイルインから除外される可能性がある。そ

のような債権者が多いほど、当行社債の保有者に対するベイルインの影響は大きくなる。ベイルイン権限

は、「清算手続を適用した場合よりも債権者が不利にならない」（no creditor worse off）原則の適用を受

けるため、当該原則に基づき、金融機関が支払い不能に陥った場合に受けられるであろう取扱いよりもベイ

ルイン権限を行使後に不利な取扱いを受けた株主または債権者は、補償を受ける権利を有する。

さらに、ベイルイン権限の行使に従い、当行社債の転換時に保有者に発行される可能性のある証券が、証券

取引所の上場要件を充足していない可能性や、当社の発行済上場証券が上場先の証券取引所から上場廃止と

なる可能性もある。当行社債の転換時に保有者が受領する証券（債券または株式の別を問わない。）は、上

場されたとしても少なくとも長期間は上場されない可能性、または該当する証券取引所で上場廃止の危機に

瀕する可能性もある。加えて、当行社債の転換時に発行された証券の発行会社（当行以外の会社となる可能

性もある。）の事業、業務または財政諸表に関する開示（もしあれば。）が限定的になる可能性や、既存の

発行会社に関する開示が、ベイルイン権限の行使の結果、事業、業務または財政諸表の変更を反映した最新

版ではない可能性もある。

さらに、当行社債の保有者が英国破綻処理当局のベイルイン権限（もしくはその他の破綻処理権限）を行使

するという決定に対して異議や差止を申し立たてる権限、または司法手続や当行政手続等により当該決定の

見直しを求める権限が限定される可能性もある。

銀行法に基づくベイルイン権限の行使は一定の前提条件の制約を受けるが、当行および当行社債に関し当該

権限を行使するかを判断する際に英国破綻処理当局が考慮する特定の要素（当行グループの支配を超えた要

素または当行グループに直接関連しない要素を含むが、これらに限定されない。）に関し不確実性が残る。

また、英国破綻処理当局は当該権限を行使する方法および時期について広い裁量を有する場合があるため、
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当行社債の保有者は、当該権限の行使の可能性ならびに当行および当行社債に対する潜在的影響を予測する

ために、公に入手可能な基準を参照することができない可能性がある。一定の状況下において英国破綻処理

当局は、破綻処理の開始時に負債の元本削減を行わないが、ベイルイン期間中に当該負債を預託機関に預託

するため移転し、ベイルイン期間中の後日に元本削減の条件を決定するという繰延ベイルインの適用を決定

する可能性もある。従って、銀行法等に従ったベイルイン権限の行使が当行に及ぼす影響を完全に評価する

ことは現時点では不可能である。

－当行グループの再編を命じる権限

資本証券および負債の元本削減および転換の権限ならびにベイルイン権限に加え、銀行法に基づく英国破綻

処理当局の権限は、(ⅰ)株主の承諾またはその他適用される手続的要件の遵守を要することなく、関連する

金融機関またはその全部もしくは一部の事業を商業的条件で売却するよう指示する権限、(ⅱ)関連する金融

機関の全部または一部の業務を「ブリッジ機関」（当該目的のために設立される、全部または一部が公的に

支配される機関）に移転する権限、および(ⅲ)毀損した資産または問題資産を、最終的な売却または秩序

だった削減を通じてその価値を最大化させる目的を持って管理することを可能とするため、公的に所有され

る一または複数の資産管理機関に移転することにより資産を分離する権限（これは、他の破綻処理手法と組

み合わせてのみ使用することができる。）を含む。また、銀行法は、該当する金融機関の負債証券またはそ

の他の適格負債の満期日および／もしくは利払日を変更する権限、支払いの一時停止、負債証券の上場およ

び取引許可の停止を課す権限、ならびに／または該当する金融機関の有価証券をイングランド銀行が指定す

る第三者に移転する権限を英国破綻処理当局に付与している。

銀行法に基づく英国破綻処理当局による上記権限の行使は、当行社債に基づく償還義務を充足する当行の能

力を制限する可能性があり、当該権限（特に、資本証券の元本削減および転換の権限ならびにベイルイン権

限）のいずれかの行使は、当行社債の保有者がその投資の一部または全部を失う結果を導く可能性がある。

さらに、当行の有価証券に関する、市場価格およびボラティリティを含む取引動向は、これらの権限の行使

または行使の提案により影響を受ける可能性があり、その状況において、当行社債は他の種類の有価証券に

関連する取引動向に従うことが必ずしも想定されない。英国破綻処理当局による銀行法に基づく措置の実行

または銀行法に基づく権限が行使される方法が、当行社債の保有者の権利、当行社債への投資の市場価値お

よび／または当行社債に基づく義務を履行する当行の能力に重大な悪影響を与えないという保証はない。

銀行法は、一定の条件のもと破綻処理機関に公的経済支援を提供することを定めているが、公的経済支援

は、英国破綻処理当局が実務上可能な最大の範囲でベイルイン権限を含むすべての破綻処理手法を評価およ

び活用した後の最終手段としてのみ使用されるべきであるとも定めている。よって、仮にかかる支援が提供

されたとしても、当行社債の投資家がその恩恵を受ける可能性は低い。

これらのリスクのいずれかが顕在化した場合、当行グループの事業、財政状態、経営成績、見通し、顧客お

よび評判に重大な悪影響を及ぼす可能性がある。

当行グループは、当行グループが事業を展開している国々の租税関連リスクにさらされている

当行グループは、事業を展開しているすべての国の税法の実体および解釈に服しており、それに関連して税

務当局による定期的なレビューと監査を受けている。こうした当行グループにおける税法の解釈および適用

は、関係税務当局における解釈および適用と異なっている可能性があり、当行グループは、税務当局へ支払

う予想金額に基づいて将来発生し得る納税債務を引当てている。最終的に支払われる金額は、それらの事柄

の最終決着がどうなるかにより、準備された金額と大きく異なることがある。

加えて、当行が事業を展開する国および法域の税法改正、監査において税務当局が取るアプローチの変更お

よび税率変更が実施された場合（特に、経済協力開発機構（OECD）の税源浸食と利益移転（BEPS）プログラ

ムの結果発生した変更等。）、当行グループの実効税率は今後、引き上げられる可能性があり、当行グルー

プの事業、財政状態、経営成績、見通しおよび資本ポジションに重大な悪影響を及ぼす可能性がある。
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当行グループの業務に関連するリスク

当行グループの業務はHSBCグループの情報技術システムに大きく依存している

当行グループは、広範囲で複雑なテクノロジー環境で業務を営んでおり、顧客、当行グループおよび当行グ

ループが事業を展開する市場を支援するためにもレジリエンスを維持しなければならない。テクノロジーが

適切に理解、維持または開発されていない場合にもリスクは発生する。

HSBCグループの情報技術インフラの信頼性と安全性は、当行グループが金融サービスを顧客に提供しつつ、

HSBCグループのブランドを守るために不可欠である。

HSBCグループの決済システム、財務管理、リスク管理、信用分析および報告、会計、顧客サービスその他の

情報技術システムならびに当行グループ支店および主要なデータ処理センター間のコミュニケーション・

ネットワークが効果的に機能することは、当行グループの業務にとって極めて重要である。

重大なシステム障害、長期にわたるサービスの中断または特に秘密の顧客情報の重大なデータ・セキュリ

ティ侵害が発生した場合、当行グループの顧客へのサービス提供能力が低下するおそれがある。これによ

り、規則に違反するおそれおよび当行グループの事業およびブランドが長期的な損害を受けるおそれがあ

り、当行グループの事業、財政状態、経営成績、見通しおよび評判に重大な悪影響を及ぼす可能性がある。

当行グループは依然として、テクノロジーに影響を与えおよび／またはテクノロジーにより促進される、広

い範囲のサイバー・リスクの影響を受けている

サイバー攻撃の脅威は、金融業界全体と同様、依然として当行グループにとっての懸念事項である。サイ

バー攻撃は進化を続けていることから、当行グループの業務を守ることができなければ、顧客側の混乱、

データの改ざんまたは財務上の損失につながりかねない。これは、当行グループおよびその顧客の双方に悪

影響を及ぼす可能性がある。

攻撃者は、当行グループまたはその第三者サプライヤーを攻撃することにより、自らの目的を達成しようと

している。攻撃者は、マルウェア（ランサムウェア等）、既知や未発表（ゼロデイ）のソフトウェアの脆弱

性の悪用、フィッシングメールおよび分散型サービス拒否攻撃に加えて、敷地の物理的侵害または従業員の

脅迫等の手法を用いている。当行グループの顧客もまた、こうした継続的に進化するサイバー攻撃手法の対

象となる可能性がある。当行グループは、他の金融機関と同様、例えば、分散型サービス拒否攻撃および

フィッシング攻撃等、数々の一般的なサイバー攻撃を経験してきた。当行グループの第三者業務委託者の一

部も、サイバー攻撃を受けてきた。これまでのところ、当行グループは、サイバーセキュリティの脅威によ

る重大な影響を受けたことはない。しかしながら、当行グループは、サイバー攻撃が今後も続くと予想して

おり、当行グループの事業戦略、経営成績および財政状態がサイバーセキュリティ・リスクや今後の重大事

象により重大な影響を受ける可能性がある。

サイバーセキュリティ・リスクは、インターネット上で提供されるサービスの継続的拡大、インターネット

用の商品、アプリケーションおよびデータ保存への依存の高まり、巧妙なサイバー攻撃を容易にするために

使用される可能性のあるAIの悪用の増加ならびに当行グループの従業員、請負業者、第三者の業務委託者お

よび下請業者によるハイブリッド型就業モデルの採用増加により、今後も増加するとみられる。

当行グループのサイバーセキュリティに関する方針、手続または統制の不遵守、従業員の不正行為、人為的

ミス、ガバナンス上の過誤または技術的ミスもまた、サイバー攻撃から防御する当行グループの能力に悪影

響を及ぼす可能性がある。これらのサイバーセキュリティ・リスクのいずれかが発生した場合、当行グルー

プの顧客、事業、財政状態、経営成績、見通しおよび評判に重大な悪影響を及ぼす可能性がある。

当行グループは、モデルの限界または障害により損失を被り、または追加資本を維持することを要求される

可能性がある

当行グループは、規制上の自己資本の計算、ストレス・テスト、与信の承認、IFRS第９号に基づくECLの算

出、金融犯罪・詐欺リスクの管理および財務報告等、当行グループの事業管理上の各種目的でモデルを使用

している。
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当行グループは、不適切に開発、実行もしくは使用されたモデルに基づいた、経営陣の対応につながり得る

判断の結果、モデルの結果が誤って解釈された結果、意図した目的以外でモデル化された情報が使用された

結果、または将来の結果の予測もしくは推定の不確実性に起因する特有の限界により、不利な結果に直面す

る可能性がある。銀行によるモデルの使用に対する規制上の調査および監督上の懸念は相当であり、これは

特に、規制された自己資本の計算において銀行が使用する内部モデルおよび前提条件についていえる。規制

当局から主要な資本モデルの承認が適時に取得できなかった場合、またはかかるモデルが規制当局からの悪

評価の対象となった場合、当行グループは、追加資本の保有が必要となる可能性がある。規制上の要件の変

更により、当行グループのモデル・リスク管理方法は変更されることとなり、執行上の課題となっている。

当行グループをはじめとする金融業界がより洗練されたモデル化の方法（AI関連リスクを含む。）および技

術を採用することにより、モデル・リスクが高まる可能性もある。気候変動および持続可能性という課題に

より当行グループが事業活動を変更するというコミットメントは、今後もモデル・リスクに影響を及ぼすと

みられる。モデルは、気候関連リスクに関するリスク管理および財務報告において重要な役割を果たすであ

ろう。気候変動の長期的影響の不確実性および堅固な質の高い気候関連データの不足といった課題は、これ

らのモデルで信頼性および正確性の高いモデル出力値を得る上での課題となっている。

モデル・リスクは今もなお、規制当局がこの分野を監視していることからも主要な重点分野となっており、

現地の規制当局による調査が多くの法域で実施されており、PRAが発表した改訂版モデル・リスクの原則も

2024年に施行され、他の規制当局からもさらなる政策の進展が期待されている。

モデルの使用から生じるリスクは、当行グループの事業、財政状態、経営成績、見通し、資本ポジションお

よび評判に重大な悪影響を及ぼす可能性がある。「景況、市況および地政学的動向は、当行グループの財政

状態および業績に悪影響を及ぼすおそれがある」も参照のこと。

当行グループの業務は第三者のサプライヤーおよびサービス提供者を活用している

当行グループは、商品およびサービスを供給するために第三者のサプライヤーおよび業務受託者に依存して

いる。金融機関による第三者のサプライヤーおよび業務受託者の利用については、世界の規制当局が特に焦

点を当てている。これには、外注判断がなされる方法および主要な関係が管理される方法の他、第三者への

依存に関する当行グループの理解およびそれがサービス提供に及ぼす影響に関する監視も含まれる。

第三者リスクの不十分な管理は、当行グループが戦略上、規制当局および顧客の期待に応える能力に影響す

る可能性がある。

これにより、規制当局による譴責、制裁金または当行グループの評判の毀損を含む広範な影響が生じる可能

性がある。これは、当行グループの事業、財政状態、経営成績、見通し、資本ポジションおよび評判に重大

な悪影響を及ぼす可能性がある。

 

当行グループのガバナンスおよび内部統制に関連するリスク

当行グループのデータ管理およびデータ・プライバシー統制は、データ量の増加および規制の進化を支える

上で、十分に堅固でなければならない

HSBCグループがデータ駆動型になり、当行グループの事業プロセスもデジタル・チャネルに移行するにつ

れ、当行グループが依拠するデータの量は増加している。その結果、データの生成から破棄に至るまでの

データ管理（データの保管および削除、データの質、データ・プライバシーならびにデータ体系を含む。）

は堅固でなければならず、データの質および利用可能性に関する問題を特定できるように設計されている。

不適切なデータ管理により、顧客サービスおよび事業プロセスが悪影響を受ける可能性、または上級経営

陣、幹部または規制当局に対する報告での過誤リスクを軽減するために手動による介入が必要となる可能性

もある。

多くの市場におけるデータ・プライバシー、国家安全保障およびサイバーセキュリティに関する法律の拡大

は、グループ内でデータを共有する上で障害となる可能性がある。こうした動きは、個人情報のクロスボー
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ダー移転に関連する金融機関の法令遵守義務を増大させ、各市場で金融犯罪リスクを管理する当行グループ

の能力に影響を及ぼす可能性がある。

加えて、当行グループが事業を展開する法域におけるデータ・プライバシー法およびその他の法令を遵守し

なかった場合、規制上の制裁が科される可能性もある。これらの不履行は、当行グループの事業、財政状

態、経営成績、見通しおよび評判に重大な悪影響を及ぼすおそれがある。

当行グループの関知しないところで、第三者が当行グループを違法行為の手段として使用する可能性がある

当行グループは、適用のある金融犯罪法令の遵守を求められており、HSBCグループの商品およびサービスが

犯罪行為に利用されることを防止するための様々な方針、手続および統制を採用してきた。金融犯罪には、

詐欺、贈収賄、腐敗行為、脱税、制裁違反、輸出規制違反、マネーロンダリング、テロリストへの資金供与

および大量破壊兵器拡散金融が含まれる。規制により許容されるとおり、当行グループが自らに代わり一定

の金融犯罪リスク管理活動を契約相手に委託できる場合もある。こうした委託により発生したリスクを管理

するためにHSBCが実施および維持している統制により、当行グループ（およびそのカウンターパーティ）の

関知しないところで、第三者が当行グループ（およびそのカウンターパーティ）を金融犯罪の手段として使

用することを防止できない可能性もある。

金融犯罪の当事者となった場合、金融犯罪に関与した場合または関与した疑いで告発された場合、当行グ

ループの評判は毀損され、罰金、制裁および／または法律上もしくは規制上の執行の対象になる可能性があ

る。これらのうちの一つでも起これば、当行グループの事業、財政状態、経営成績、見通しおよび評判に重

大な悪影響を及ぼす可能性がある。

当行グループは金融犯罪リスクにさらされている

当行グループは、犯罪行為に関与している顧客、従業員および第三者からの金融犯罪リスクにさらされてお

り（「当行グループの関知しないところで、第三者が当行グループを違法行為の手段として使用する可能性

がある」も参照のこと。）、このため当行グループは、高まる規制当局の期待に直面している。2024年にお

いて金融犯罪リスクは、ますます複雑化する地政学的課題、マクロ経済の見通し、制裁遵守の複雑で動的な

特性、進化する金融犯罪規制、急激な技術開発、国家のデータ・プライバシー要件の増加ならびに詐欺、悪

徳商法およびその他の犯罪行為のさらなる巧妙化により引き続き悪化した。金融犯罪リスクを管理する当行

グループの能力は、当行グループの金融犯罪リスクの評価、システムおよび管理の使用および効果次第であ

る。金融犯罪の対策および管理が脆弱または非効果的な場合、当行グループは、不用意に金融犯罪を助長

し、その結果、規制当局の調査、制裁、訴訟、科料および評判棄損の対象となるおそれもある。

当行グループは従業員の不正行為により損失を被る可能性がある

当行グループの事業は、HSBCバリューを含め、HSBCグループの方針の潜在的な不遵守および関連する行動な

らびに従業員の不正行為（詐欺、過失または金融に関連しない不正行為等。）によるリスクにさらされてお

り、これらのすべては規制上の制裁および／または評判上または財務上の悪影響をもたらしかねない。近

年、多数の多国籍金融機関が、悪質な従業員の行為により巨額の損失を被っている。従業員の不正行為を抑

止することは常に可能というわけではなく、こうした行為を防止および発見するために当行グループが実施

する対策も常に効果的であるとは限らない。

不正行為リスクは、リモート・ワークおよび在宅勤務によりその予防および検知の効果が低下した場合、高

まる可能性もある。

こうした不正行為を抑止するための当行グループの対策が不十分であると規制当局がみなした場合、従業員

の不正行為または規制上の制裁は、当行グループの事業、財政状態、経営成績、見通しおよび評判に重大な

悪影響を及ぼす可能性がある。

当行グループの戦略的行動の実施は、執行リスクにさらされており、当行グループは、期待された戦略的取

組みからの恩恵のすべてを享受できない可能性がある。

当行グループの戦略的優先事項を達成するためには、変革に向けた取組みの効果的な管理が必要であり、こ

れらには、外部主導のプログラムとともに、成長、業務上のレジリエンスおよび効率化の実現を目指すため
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の当行グループ独自の主要なビジネス上の取組みの双方の実現が含まれる。こうした変革に向けた取組みの

規模、複雑性および同時並行的な要求の結果、執行リスクが高まる可能性がある。

2024年10月にHSBCグループは、HSBCグループの戦略的優先事項の実現を加速するため、組織構造を簡素化す

ると発表した。2025年１月１日よりHSBCグループは、香港事業、英国事業、法人おおよび機関向けバンキン

グ事業およびグローバル・ウェルス・アンド・プレミア・バンキング事業という４つの新たな事業を通じて

業務を行っている。HSBCグループの機能部門は、これら４つの事業を支援するために再編成されている。こ

うした組織再編の結果、HSBCグループ全体の組織設計が大幅に変更されることとなる。ただし、組織再編に

より、HSBCグループの目標の一部または全部が達成できないリスクや、HSBCグループの戦略的取組みから期

待されていた恩恵を享受できず、当行グループの戦略にも影響を及ぼすリスクもある。

当行グループの戦略は、経済環境、地政学環境、法的環境および規制環境の影響を受けてきた。当行グルー

プは、技術、顧客のニーズおよび競争等の世界的動向を考慮してきた。当行グループの戦略の策定および実

行には、当行グループ内の様々な国の景況の予測を含め、困難で主観的かつ複雑な判断を要する。当行グ

ループは、資本動員および費用削減に関する意思決定において、関連要因を正確に特定できない可能性があ

る。当行グループはまた、ロシアとウクライナの戦争等、当行グループの戦略にとって不利な外部環境の予

想不能な変化に直面する可能性もある。

戦略的変更を実施する当行グループの能力は、当行グループの運用力、変化管理統制の有効性、新規に買収

した事業の当行グループの事業に統合し、適切な移行措置を策定および維持する上での課題ならびに当行グ

ループが事業を展開する市場および／または規制環境の予想不能な変化の可能性により制限され得る。欧州

経済の見通しは、短中期的に起こり得る比較的緩やかな経済成長、インフレ、法改正および地政学的緊張に

より、依然として不透明である。このため、こうした不確実な経済環境において、当行グループの費用およ

び投資に関連する措置は、当行グループにとって期待される恩恵を享受する上で十分ではないというリスク

も残っている。

これは、当行グループの顧客、事業、財政状態、見通し、業務上のレジリエンスおよび評判に重大な悪影響

を及ぼす可能性がある。

当行グループのリスク管理対策は功を奏しない可能性がある

リスク管理は、当行グループのすべての業務にとって必要不可欠な部分である。リスクは、不確実性および

結果としての収益変動に対する当行グループのエクスポージャーに相当する。特に、リスクは、様々なソー

スの不確実性から生じた収益性または財政状態に対する悪影響に等しい。それらの原因には、ホールセール

業務およびリテール業務の信用リスク、市場リスク、非トレーディング市場リスク、オペレーショナル・リ

スク、保険リスク、集中リスク、資本リスク、流動性リスクおよび資金調達リスク、訴訟リスク、コンダク

ト・リスク、レピュテーション・リスク、戦略的リスク、年金リスクならびに規制リスク等がある。

当行グループは幅広く多角的なリスクの監視および軽減のための手法を組み合わせて使用しているが、その

ような手法およびそれらを適用する場合に必要な判断は、好ましくない事象や個別の事柄およびその結果が

実現するタイミング等をすべて予見することはできない。適切にリスクを管理することができなかった場合

は、当行グループの事業、財政状態、経営成績、見通し、資本ポジション、戦略および評判に重大な悪影響

を及ぼす可能性がある。

 

当行グループの事業に関連するリスク

当行グループの事業には固有のレピュテーション・リスクがある

レピュテーション・リスクとは、当行、HSBCのグループ会社、当行グループの従業員または当行グループの

関係者による事象、行動、作為または不作為の結果、利害関係者の期待を充足できないリスクをいう。

誠実性、コンプライアンス、顧客サービスまたは業務効率の基準に重大な欠陥があった場合、レピュテー

ション・リスクが顕在化する可能性がある。利害関係者の期待は絶えず進化していることから、レピュテー

ション・リスクも動態的であり、地理的地域、集団および個人間で異なる。加えて、当行グループの事業
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は、ESG関連問題の監視の高まりに直面している。インクルージョン、気候、持続可能性、職場行動、人権お

よび地域社会の支援をはじめとする多くの分野において、当行グループが責任を持って行動できない場合ま

たは発表したHSBCグループの目標、コミットメント、目的または抱負の達成に貢献しなかった場合、当行グ

ループの評判およびブランド価値に悪影響を及ぼす可能性がある。

短時間で最少の費用により多数の聴衆とのコミュニケーションを図ることのできるソーシャル・メディアお

よびその他の放送チャネルは、有害情報および風評の流布および影響をより深刻にし、悪化させる可能性が

ある。レピュテーション・リスクはまた、当行グループが業務活動を行う現実のもしくは認識された方法ま

たは当行グループの財務実績、ならびに銀行および金融サービス業界一般における現実のもしくは認識され

た実務に関する、ネガティブな世論から生じる可能性がある。ネガティブな世論は、当行グループの顧客

（とりわけ法人預金者）獲得・確保能力ならびに従業員を雇い、動機付ける能力に悪影響を及ぼし、当行グ

ループの事業、財政状態、経営成績、見通しおよび評判に重大な悪影響を及ぼす可能性がある。

非財務リスクは、当行グループの事業に固有のものである

当行グループは、その業務に固有の多くの種類の非財務リスクにさらされている。非財務リスクは、不適切

なもしくは欠陥のある内部プロセス、人事およびシステムの結果、または外部事象により、当行グループが

戦略または目的を達成できないリスクと定義することができる。非財務リスクには、プロセスまたは手続の

不具合、法令違反、金融犯罪、ならびに財務報告上および税務上の過誤、外部事象、システム障害およびシ

ステム利用不能が含まれる。これらのリスクは、当行グループが、当行グループまたはその顧客に対する

サービスの提供を外部のサプライヤーやベンダーに依存する場合にも存在する。

こうした非財務リスクより、事態の状況によっては、当行グループおよび／またはその顧客が金銭的損失を

被るおそれ、顧客体験に悪影響を及ぼすおそれ、評判が毀損されるおそれ、および当行グループが事業を展

開する法域における訴訟、規制上の手続、行政措置またはその他対審手続のおそれがある。

このような非財務リスクは、当行グループの事業、財政状態、経営成績、見通し、資本ポジション、戦略お

よび評判に重大な悪影響を及ぼす可能性がある。

当行グループは、適切な上級経営陣および優れた人材の採用、確保および育成に依存している

当行グループの戦略の継続的成功および実行は一部には、経営陣の主力メンバーやより広範な従業員層を維

持できるか、そして各事業部門および各機能部門において有能な経営陣および従業員を確保できるか次第で

ある。組織変革の実施および主要市場における継続的な人材・能力不足（特にグローバルに活躍できる専門

スキルを持つ人材の不足。）は、供給面での課題をさらに複雑化している。こうした課題は、必要なスキル

および働き方の急激な変化ならびに進化する規制環境に加え、一部の法域における現地人材の雇用およびイ

ンクルージョンに対する要請および期待の高まりによっても増加している。

高い能力を持ったプロフェッショナルを惹き付け、訓練し、動機付け、確保し続けるHSBCの能力も、景況、

市況および規制状況等、当行グループの支配を超える要因次第となり得る。加えて、HSBCグループは、2025

年までに上級幹部に占める黒人の割合を英国および米国併せて3.4％に高めるというビジョンを持っている。

HSBCグループがかかるビジョンを達成できなかった場合、優秀な人材を勧誘および確保する当行グループの

能力に悪影響を及ぼす可能性がある。

当行グループがグループ会社の業務を買収または処分する場合、当行グループは、雇用要件を遵守し、影響

を受ける従業員を支援し、新規従業員をHSBCグループの価値、文化および働き方に統合するようにする必要

がある。

事業部門または機能部門が適切な人員配置を欠く場合、１名以上の主要な上級幹部が辞任後に適切な後任者

を速やかに補充できない場合、または当行グループの戦略を支援するために必要な組織変革を成功裏に実施

できない場合、統制リスクおよびオペレーショナル・リスクを含め、当行グループの事業、財政状態、経営

成績見通しおよび評判に重大な悪影響を及ぼす可能性がある。

EDINET提出書類

エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシー(E22630)

有価証券報告書

 61/473



当行グループは、カウンターパーティ・リスクに対する重大なエクスポージャーを有している

当行グループは、実質的にすべての主要業界に関与するカウンターパーティとの取引を有しており、日常的

に、証券会社、ディーラー、集中清算機関、商業銀行、投資銀行、ミューチュアルファンドおよびヘッジ

ファンドその他の法人顧客等の金融企業と取引をしている。

こうした取引の多くは、当該カウンターパーティまたは顧客がデフォルトに陥った場合、当行グループを信

用リスクにさらす。当行グループの資金調達およびリスク管理のための日常業務遂行能力は、他の金融機関

の行動や商業上の健全性により重大な悪影響を受けるおそれがある。金融機関は、トレーディング、清算、

カウンターパーティその他の関係を通じて、必然的に相互に依存している。従って、個々の金融機関のデ

フォルトもしくは市場における信用失墜または金融業界全体に対する懸念は、個別の金融機関だけではな

く、金融システム全体の問題、デフォルトおよび損失に発展するおそれがある。

店頭デリバティブの集中清算の義務により、当行グループはリスクにさらされている。清算参加者として当

行グループは、セントラル・カウンターパーティ他の清算参加者およびその顧客の債務不履行により被った

損失を引き受けることを要求されている。集中清算に向けたさらなる動きが、集中清算機関の参加者と顧客

との間の相互関連性という追加的な要素をもたらしているため、システミック・リスクに対する当行グルー

プのエクスポージャーは減少するよりもむしろ増加していると考えられる。同時に、統制の大部分がセント

ラル・カウンターパーティに委譲されているために、かかるリスクを自ら管理する当行グループの能力は低

下することになる。そして、ストレス時に規制当局および解決の責任がある当局がどのように介入するか

は、現在のところ不透明である。

担保の取得により双務的なカウンターパーティ・リスクが軽減されていても、当行グループが保有している

担保を実行できない場合や、実行価格が当行グループのローン・エクスポージャー額またはデリバティブ・

エクスポージャー額の全額を回収するに足りない場合には、当行グループの信用リスクは高止まりする可能

性がある。

また、担保権が実行できないというリスクがある。これには、担保を差し押さえるまたは契約上の権利を執

行する当グループの能力が影響を受け得る法改正または制裁発動により、かかるリスクが発生する場合も含

まれる。

当行グループは、公正価格で取り扱われているクレジット・デフォルト・スワップおよびその他のクレジッ

ト・デリバティブ等の緩和手段に起因する信用エクスポージャーも有している。これらの金融商品の公正価

格の緩和手段として使用されるクレジット・デフォルト・スワップおよびその他のクレジット・デリバティ

ブによるカウンターパーティのデフォルト・リスクは、担保が設定されている原金融商品の評価額と想定信

用リスクに応じてこうした商品の構成価値に影響を及ぼす。いかなる調整または公正価格の変更も、当行グ

ループの事業、財政状態、経営成績、見通し、資本ポジションおよび評判に重大な悪影響を及ぼす可能性が

ある。

当行、当行子会社またはそのそれぞれが発行する負債証券の信用格付の引下げは、当行グループの資金調達

費用を増加させるか資金調達能力を減殺させ、当行グループの流動性ポジションおよび／または純利息マー

ジンに悪影響を及ぼすおそれがある

信用格付は、当行グループの市場における資金調達コストその他の条件に影響する。格付機関は、定期的に

当行および特定の当行子会社ならびにそれぞれの債券の格付をしている。この格付は、当行または関連子会

社の相対的な財務体質の評価および金融業界一般に影響する諸条件等、多数の要素に基づいている。また、

格付機関が使用している銀行格付手法に基づき当行または関連子会社の現行格付または見通しを維持すると

いう保証はない。

現行の格付および格付アウトルックの引下げは、当行グループの資金調達コストを上昇させ、資本市場への

アクセスを制限し、追加担保の差し入れを要求させ、結果として、当行グループの利息マージンおよび流動

性ポジションに重大な悪影響を及ぼす可能性がある。
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当行グループの事業には、貸出先の信用の質に関連するリスクが内在する

信用の質の変化ならびに貸出先に対するローンおよびカウンターパーティ（例えば、再保険者、デリバティ

ブ取引のカウンターパーティ。）から受け取るべき金額の回収可能性の変化に起因するリスクが、広範な当

行グループの事業に内在している。米国新政権が実施する可能性のある大幅なマクロ経済等の政策転換によ

る不確実性を含め、景況の全般的な悪化または金融システムのシステミック・リスクに起因する当行グルー

プの貸出先およびカウンターパーティの信用の質の変化による悪影響は、当行グループの資産の回収可能性

とその価値を減殺し、当行グループのECLの増加を余儀なくさせるおそれがある（「景況、市況および地政学

的動向は、当行グループの財政状態および業績に悪影響を及ぼすおそれがある」も参照のこと。）。

当行グループは、当行グループの信用エクスポージャーのECLを見積り、認識している。当行グループの業績

および財政状態にとって重要なこの作業には、米国による関税引上げや報復措置の影響を含むマクロ経済情

勢や地政学的情勢および業界やポートフォリオに固有のリスクによって、当行グループの貸出先によるロー

ン返済能力およびその他のカウンターパーティの債務履行能力が損なわれる程度の予測等、困難かつ複雑で

主観的な判断が必要になる。この評価は、複数の代替的な将来予想的な経済状態（GDP予測を含む。）を考慮

しており、IFRS第９号の測定目標を充足するためにこれをECL推定値に組み込んでいる。そうした評価によく

あるように、当行グループが特定した関連要因の影響を正確に予想できない、あるいは、関連要因を特定で

きない可能性がある。さらに当行グループがカウンターパーティの信用力の査定に用いる情報が不的確また

は不正確な場合がある。当行グループがカウンターパーティの債務返済能力を不正確に評価した場合、当行

グループの事業、財政状態、経営成績および見通しに重大な悪影響を及ぼす可能性がある。

当行グループの保険業務は、保険請求率および保険の顧客の行動変化に関連するリスクにさらされている

当行グループは、複数の種類の生命保険商品等、多様な保険商品を顧客に提供している。保険請求および保

険金の費用は、死亡率および罹患率、失効率、解約率ならびにその保険が貯蓄要素を有する場合は、債務を

支える資産の利回り等の多数の要因に影響され得る。これらの要因のいずれかが悪化した場合、当行グルー

プの事業、財政状態、経営成績、資本ポジション、見通しおよび評判に重大な悪影響を及ぼす可能性があ

る。

当行グループは、当行の年金制度に多大な拠出を求められる場合がある

当行グループは、確定給付型年金制度を含め、従業員のために多数の年金制度を運営している。年金制度債

務は、長期金利、インフレ率、給与水準および制度加入者の寿命に応じて変動する。当該債務は、オペレー

ショナル・リスクおよび法務リスクからも影響を受ける可能性がある。当行グループが年金制度に対して行

う拠出の水準は、当行のキャッシュ・フローに直接影響する。年金資産が現行債務を補填するのに十分でな

いとみなされる範囲で、高水準の拠出を求められる可能性もある。

その結果、これらの年金制度の不足額が、当行グループの事業、財政状態、経営成績、資本ポジション、見

通しおよび評判に重大な悪影響を及ぼす可能性がある。

 

当行グループの財務諸表および会計に関連するリスク

当行グループの財務諸表は、ある程度不確実な判断、見積りおよび仮定に基づいている

財務情報の作成には、資産、負債、収益および費用に関する報告数値に影響を与える経営陣の判断ならびに

推定および仮定の使用が必要になる。特に複雑なモデルの使用を含め、推定を行う際に固有の不確実性によ

り、将来の期間について報告される現実の結果は、経営陣による推定の基盤となるものとは異なる可能性が

ある。推定、判断、仮定およびモデルは常時評価され、過去の経験その他現在の状況下で合理的と考えられ

る将来の事象の予想等の要因に立脚している。会計上の推定の変更による影響は、当該推定が変更された期

間およびその影響を受ける将来の期間について認識される。当行グループの業績および財政状態にとって重

要とみなされる会計方針は、高い不確実性を伴い、財務諸表に重大な影響を及ぼす。2024年においてこれら

には、償却原価で計上される金融資産およびその他の包括利益を通じて公正価値(FVOCI)で測定される金融資

産の減損、金融商品の評価、繰延税金資産、引当金および子会社に対する投資の減損が含まれていた。
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ECLの測定では、過去の事象、現在の状況および経済状態の予測に関する関連情報を組み込むため、複雑なモ

デルの選択および調整とともに、推定および仮定の使用も必要となる。加えて、重要な判断では、信用リス

クを著しく増加させる要因および特定のリボルビング・ファシリティを当初認識する時点を決定しなければ

ならない。

繰延税金資産の認識および測定においては、企業再編を含め、既存の課税対象一時差異の将来的な戻入れお

よび税務計画戦略を考慮した上で、将来課税される利益の確率および十分性に関する重要な判断がなされ

る。

引当金の認識および測定でも、現時点で義務が存在するか否かの判断および発生し得る資金流出の確率およ

び金額の推定における不確実性が高いことから、重要な判断を要する。

公正価値で測定される金融商品の価値は、特に観察不能な入力値を含むモデルが使用される場合、主観的な

ものになり得る。

子会社持分の減損評価には、多数の経営上の前提条件に基づき、特に出資を保有し続けることにより発生す

ると見込まれるキャッシュ・フローの現在価値の見積りにおいて、使用する値を決定するという重要な判断

を伴う。

こうした見積りおよび判断は、当行グループの将来の財務ポジション、経営成績、資本ポジション、見通し

および評判に重大な悪影響を及ぼす可能性がある。

会計基準の変更は、当行グループが財務成績および財政状態を報告する方法に重大な影響を及ぼす可能性が

ある

当行グループは、英国で採用されている国際会計基準および2006年英国会社法の要件を遵守して連結財務諸

表を作成しており、EUで適用されている規則（EC）2002年第1606号に従い採用された国際財務報告基準も適

用してきたる。当行グループの連結財務諸表はまた、国際財務報告基準解釈指針委員会（以下「IFRS解釈指

針委員会」という。）が発表した解釈指針を含め、国際会計基準審議会（以下「IASB」という。）が定めた

国際財務報告基準（以下「IFRS会計基準」という。）にも従い作成されている。

IASBまたはIFRS解釈指針委員会は随時、新たな会計基準または解釈指針を発表することができるが、これ

は、当行グループが財務成績および財政状態を計算、報告および開示する方法とともに、普通株式等Tier１

資本（CET１）比率等、当行グループの自己資本比率にも影響を及ぼす可能性がある。当行グループはまた、

新規または改正後の基準を遡及的に適用する義務を課されることもあり、この場合、当行グループは、前期

の財務諸表の重大な金額につき修正再表示しなければならない。これは、当行グループの事業、財政状態、

経営成績および資本ポジションに重大な悪影響を及ぼす可能性がある。
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当行グループの重大な銀行業務リスクおよび保険リスク

銀行業務および保険引受業務に関連する重大なリスクの種類は、以下の表のとおりである。

リスクの概要 － 銀行業務

リスク 発生源 リスクの測定、監視および管理

信用リスク（詳細については、後述の「信用リスク」を参照のこと。）

顧客またはカウンターパーティが

契約上の債務を履行できない場合

に財務上損失を被るリスク。

信用リスクは主に、直接融資、貿

易金融、リース事業で発生する

が、保証およびデリバティブ等、

他の特定の商品からも発生する。

信用リスクは、

－　顧客またはカウンターパーティが返済を怠った場合

に失い得る金額として測定される。

－　各種内部リスク管理指標を用いて、受託権限の枠組

みの中で個々に承認を受けた限度額内で監視され

る。

－　リスク管理責任者を対象とした明確で一貫性が保た

れた方針、原則、指針のアウトラインを示したリス

ク統制の枠組みを通じて、および地理的市場、ポー

トフォリオまたはセクター全体に限度額および選好

度を設定することにより、管理される。

トレジャリー・リスク（詳細については、後述の「トレジャリー・リスク」を参照のこと。）

金融債務の履行および規制上の要

件の充足に十分な資本、流動性ま

たは資金調達源を有していないリ

スク（構造的・取引的為替エクス

ポージャーおよび市場金利の変動

により利益または資本が悪影響を

受けるリスク、ならびに従業員お

よびそれらの扶養家族に対する年

金およびその他の退職後給付金の

過去および現在の支給に起因して

発生する財務リスクを含む。）。

トレジャリー・リスクは、顧客の

行動、経営陣の意思決定または外

部環境に起因するそれぞれの源泉

およびリスク・プロファイルの変

化により発生する。

 

トレジャリー・リスクは、

－　リスク選好度、リスクの高まりに対する早期警戒を

設定するためのより詳細な限度額、関連する規制上

の指標の最低比率およびトレジャリー資源に影響を

及ぼす主要なリスク要因を監視するための指標を通

じて測定される。

－　ストレス・テストおよびシナリオ・テストとともに

戦略的目標に基づきオペレーティング・プランを用

いて、リスク選好度と照らし合わせて監視および予

測される。

－　リスク・プロファイル、戦略的目標およびキャッ

シュ・フローとともに、リソースの統制を通じて管

理される。

市場リスク（詳細については、後述の「市場リスク」を参照のこと。）

金利、外国為替相場、資産価格、

ボラティリティ、相関および信用

スプレッド等の市場パラメータの

変化に起因するトレーディング活

動に対する財務的悪影響のリス

ク。

 

市場リスクに対するエクスポー

ジャーは、２つのポートフォリオ

に分類される。

－　トレーディング・ポートフォ

リオ。

－　非トレーディング・ポート

フォリオ。

当行グループの保険業務に起因し

て発生する市場リスク・エクス

ポージャーについては、「保険引

受業務のリスク管理」において後

述する。

市場リスクは、

－　様々な市場変動およびシナリオにおける潜在的損益

の他、所定の期間にわたるテールリスクを示す感応

度、バリュー・アット・リスク（以下「VaR」とい

う。）およびストレス・テストを用いて評価され

る。

－　正味受取利息の感応度および構造的為替の感応度を

含め、VaRおよびストレス・テスト等の指標を用いて

監視される。

－　当行グループのリスク管理委員会（RMM）および各種

グローバル事業部門のRMMが承認したリスク限度額を

用いて管理される。

気候リスク（詳細については、後述の「気候リスク」を参照のこと。）
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リスク 発生源 リスクの測定、監視および管理

気候変動および温室効果ガス実質

ゼロ経済への移行の結果として発

生し得る財務的影響および非財務

的影響に関連するリスク。

気候リスクは、以下のリスクを通

じて顕在化する。

－　気候事象の頻度および深刻さ

の高まりにより発生する物理

的リスク。

－　低炭素社会への移行プロセス

により発生する移行リスク。

－　HSBCグループが温室効果ガス

実質ゼロに向けたコミットメ

ントを履行できない場合、ま

たは温室効果ガス実質ゼロに

関連する外部の期待に応える

ことができなかった場合に発

生し、当行が影響を受ける温

室効果ガス実質ゼロ調整リス

ク。

－　故意または無意識に持続可能

性について不正確、不明確、

誤解を招くまたは根拠のない

主張を利害関係者に行う行為

により発生するグリーン

ウォッシュ・リスク。

気候リスクは、

－　リスク指標およびストレス・テストを用いて測定さ

れる。

－　リスク選好ステートメントを用いて監視される。

－　リスク選好基準の遵守、特定の方針、プロセスの強

化およびツールの開発（グリーンウォッシュ・リス

クを管理するための製品市場統制の開発を含む。）

を通じて管理される。

レジリエンス・リスク（サイバーセキュリティ・リスクを含む。）（詳細については、後述の「レジリエンス・リスク（サイバーセ

キュリティ・リスクを含む。）」を参照のこと。）

執行、引渡し、物理的セキュリ

ティまたは安全性に関わる事象に

より、継続的で重大な業務の混乱

が発生し、顧客、関連会社または

カウンターパーティに重要なサー

ビスを提供できなくなるリスク。

 

レジリエンス・リスクは、プロセ

ス、従業員、システムまたは外部

事象に支障または不備がある場合

に発生する。

レジリエンス・リスクは、

－　所定の最大影響許容度が設定された各種指標を通じ

て、当行グループが同意したリスク選好度と照らし

合わせて測定される。

－　行内のプロセス、リスク、統制および戦略的変更プ

ログラムの監督を通じて監視される。

－　継続的な監視および主題別検証により管理される。

 

規制コンプライアンス・リスク（詳細については、後述の「規制コンプライアンス・リスク」を参照のこと。）

当行グループの顧客およびその他

のカウンターパーティに対する義

務の違反、不適切な市場行動（不

正なトレーディングを含む。）な

らびに関連する金融サービスに係

る規制上の基準違反に関連するリ

スク。

規制コンプライアンス・リスク

は、関連法、規範、規則および規

制の不遵守に起因して発生し、市

場または顧客の業績悪化に現れる

可能性があり、罰金および違約金

が発生し、当行グループの事業の

評判が毀損されるおそれがある。

規制コンプライアンス・リスクは、

－　リスク選好、所定の指標、事故評価および規制当局

の講評ならびに当行グループの規制コンプライアン

ス・チームによる判断および評価を参照して測定さ

れる。

－　第一の防衛線リスクおよび統制の評価ならびに第二

の防衛線機能部門による監視統制保証活動の結果と

照らし合わせて監視される。

－　適切な方針や手続の設定および周知、それらに関す

る従業員研修、遵守を保証するための活動の監視に

よって管理される。必要に応じて、先手を打ったリ

スク統制および／または是正策が実施される。

金融犯罪リスク（詳細については、後述の「金融犯罪リスク」を参照のこと。）
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リスク 発生源 リスクの測定、監視および管理

当行グループの商品およびサービ

スが犯罪行為に悪用されるリス

ク。金融犯罪リスクには、詐欺、

贈収賄、腐敗行為、脱税、制裁や

輸出規制の違反、マネーロンダリ

ング、テロリストへの資金供与お

よび拡散のための資金供与も含ま

れる。

 

金融犯罪リスクは、顧客、第三者

および従業員が関与する日常的な

銀行業務から発生する。

金融犯罪リスクは、

－　リスク選好、所定の指標、事故評価および規制当局

の講評ならびに当行グループの金融犯罪リスク・

チームによる判断および評価を参照して測定され

る。

－　第一の防衛線のリスクおよび統制の評価ならびに第

二の防衛線機能部門の監視統制保証活動の結果と照

らし合わせて監視される。

－　適切な方針や手続の設定および周知、それらに関す

る従業員研修、遵守を保証するための活動の監視に

よって管理される。必要に応じて、先手を打ったリ

スク統制および／または是正策が実施される。

モデル・リスク（詳細については、後述の「モデル・リスク」を参照のこと。）

モデルのエラーまたは事業上の意

思決定を伝えるためのモデル化さ

れた出力の不適切な使用により悪

影響が発生する可能性のあるリス

ク。

 

モデル・リスクは、事業上の意思

決定に信頼性が含まれる場合には

何時でも、金融業務および非金融

業務の双方で発生する。

モデル・リスクは、

－　モデル検証の状況および結果を含め、主要な指標を

用いて、モデルの性能の追跡、詳細な技術的検証の

結果および規制当局からのフィードバックを参照し

て測定される。

－　モデル・リスク選好ステートメントおよびモデル・

リスク管理チームが実施した独立した検証からの洞

察と照らし合わせて監視される。

－　モデルに関する適切な方針、手続および指針の策定

および通知、従業員を対象としたモデルの適用に関

する研修、ならびに業務上の効果を確保するための

モデルの採用の監視により管理される。

当行グループの保険引受子会社には、銀行業務とは別の規制が適用されている。当行グループの保険会社の

リスクは、当行グループによる監視の対象となっている手法やプロセスを用いて管理されている。当行グ

ループの保険業務も、一部銀行業務と同様のリスクにさらされているため、当行グループのリスク管理プロ

セスで対応している。ただし、後述のとおり、保険業務に固有の特定リスクも存在する。

 

リスクの概要 － 保険引受業務

リスク 発生源 リスクの測定、監視および管理

財務リスク（後述の「財務リスク」参照のこと。）

保険会社の場合、財務リスクに

は、保険契約に基づき発生する負

債と適切な投資との間で効果的に

均衡を保つことができず、一定の

契約上の保険契約者との間で期待

される財務実績の共有が不可能で

あるリスクが含まる。

財務リスクに対するエクスポー

ジャーの発生源：

－　金融資産の公正価値またはそ

の将来キャッシュ・フローに

影響を与える市場リスク

－　信用リスク

－　支払期日到来時に保険契約者

に支払いができない事業体の

流動性リスク

財務リスクは、

－　(i)信用リスクの場合、経済資本およびカウンター

パーティが返済を怠った場合の損失額、(ii)市場リス

クの場合、経済資本、内部指標および主要な金融変数

の変動、ならびに(iii)流動性リスクの場合、ストレ

ス下の営業キャッシュ・フロー予想等の内部指標によ

り測定される。

－　受託権限の枠組みの中で個々に承認を受けた限度額内

で監視される。

－　明確で一貫性のある方針、原則および指針の概要を示

したリスク統制の枠組みを通じて管理される。かかる

管理には、商品設計、資産と負債の一致および配当率

の使用が含まれる。

保険リスク（後述の「保険リスク」を参照のこと。）
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リスク 発生源 リスクの測定、監視および管理

時間の経過とともに、保険金およ

び給付金を含む保険契約の費用が

保険料と受け取った投資収益の合

計額を上回る可能性があるリス

ク。

保険金および給付金の費用は、死

亡率および罹患率の経験値、失効

率および解約率等、多くの要因に

よって変動する。

保険リスクは、

－　生命保険契約負債および保険引受リスクに割り当てら

れた経済資本により測定される。

－　受託権限の枠組みの中で個々に承認を受けた限度額内

で監視される。

－　明確で一貫性のある方針、原則および指針の概要を示

したリスク統制の枠組みを通じて管理される。かかる

管理には、商品設計、引受け、再保険および保険金請

求処理手続の使用が含まれる。

 

信用リスク

信用リスクとは、顧客またはカウンターパーティが契約で定められた義務を履行できない場合の財務上の損

失リスクである。信用リスクは、主に、直接融資、貿易金融およびリース業務で発生するが、そのほか、保

証およびクレジット・デリバティブ等、その他一部の金融商品でも発生する。

信用リスク管理

2024年における主な展開

2024年においては、信用リスク管理の方針および実務に重大な変更はなかった。当行グループは、信用リス

ク副機能部門内でIFRS第９号「金融商品」の要件を引き続き適用している。

当行グループは、金利、インフレ、財政政策、金融政策、より広範な地政学的不確実性および紛争を含め、

マクロ経済的不確実性に関連するリスクを積極的に管理した。

詳細については、上述の「トップリスクおよび新興リスク」を参照のこと。

ガバナンスおよび構造

当行グループは、HSBCグループ全体の信用リスク管理および関連するIFRS第９号に基づくプロセスを整備し

ている。当行グループは、主要な市場における経済動向が特定の顧客、顧客セグメントまたはポートフォリ

オに及ぼす影響を今後も評価していく。信用状況が変化していることから、当行グループは、リスク選好度

または適切な場合は限度額および貸付期間の改訂等の軽減措置を講じている。加えて、当行グループは、個

人顧客の要件の範囲内での与信の条件、関係の質、現地の規制上の要件、市場における実務および当行グ

ループの現地市場におけるポジションを引き続き評価している。

信用リスク副機能部門

（監査済）

取締役会は、与信承認権限とともに、当該権限を再委任する権限を最高経営責任者に委任している。リスク

部門内の信用リスク副機能部門は、与信に関する方針およびリスク格付の枠組みの策定、信用リスク・エク

スポージャーに対する選好度に関する指針、独立検証の実施、信用リスクの客観的評価ならびにポートフォ

リオのパフォーマンスおよび管理の監視を含め、信用リスク管理のための主要な方針およびプロセスにつき

責任を負っている。

当行グループの信用リスク管理の主な目標は、次のとおりである。

－　HSBCグループ全体で、責任ある融資を行う堅実な企業文化および盤石なリスク方針・統制の枠組みを維

持する。

－　実際の状況下および一定のシナリオ下における当行グループのリスク選好の定義、実施および継続的再

評価にあたり、グローバル事業部門と連携し、場合によっては説明を求める。

－　信用リスク、そのコストおよび軽減措置に関して、独立性のある専門的な調査がなされるようにする。

主要なリスク管理プロセス
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IFRS第９号「金融商品」に基づくプロセス

IFRS第９号に基づくプロセスは、（i）モデリング、データおよび将来的経済指針、（ii）実施ならびに

（iii）ガバナンスという３つの主要分野で構成されている。

モデリング、データおよび将来的経済指針

HSBCグループは、様々な地域においてIFRS第９号に基づくモデリングおよびデータのプロセスを整備した。

同プロセスは、重要なモデル開発の独立検証を含め、内部モデル・リスク・ガバナンスの対象となってい

る。

当行グループは、公正で独立した世界経済シナリオを策定するため、一元化されたプロセスを整備してい

る。シナリオは、専任の中央チームによって地域ごとに個別に見直しおよび検証される。各四半期には、シ

ナリオおよび確率加重も、景況や現在の経済リスクおよび財務リスクとの整合性について見直しおよび検証

される。これらは、将来的経済指針グローバル事業減損委員会における上級経営陣による最終的な見直しお

よび承認を受ける。

実施

一元化された減損エンジンは、様々な顧客システム、金融システムおよびリスク・システムから収集され

た、多数の検証と強化の対象となるデータを用いて、ECLを算出している。可能な場合は、かかる検証および

プロセスは、全世界で同様の方法で一元的に行われる。

ガバナンス

経営陣検証委員会は、減損の結果を検証および承認することを目的として設置されている。地域経営陣検証

フォーラムは、信用リスク部門および財務部門の代表者によって構成されている。同フォーラムに必要な委

員は、ホールセール・クレジット責任者、市場リスク責任者およびウェルス・アンド・パーソナル・バンキ

ング・リスク責任者、ならびにグローバル事業部門の最高財務責任者および最高経理責任者である。

エクスポージャーの集中

（監査済）

信用リスクの集中は、多くのカウンターパーティもしくはエクスポージャーに経済的な類似性がある場合、

または当該カウンターパーティが類似の活動に従事しているか、同じ地域もしくは同じ業界で事業を展開し

ている場合で、それぞれが契約債務を履行する集合的な能力が、経済状況、政治状況その他の状況の変化に

よって、同様に影響を受ける場合に発生する。当行グループは、様々な統制や指標を用いて、当行グループ

のポートフォリオにおけるエクスポージャーが業界別、国別および顧客別に見て、過度に集中する事態を最

小限に抑えている。この中には、ポートフォリオ別およびカウンターパーティ別の限度額、承認、見直しに

よる管理のほか、ストレス・テストが含まれる。

金融商品の信用の質

（監査済）

当行グループのリスク格付システムは、当行グループが規制上の信用リスクに関する最低所要自己資本を計

算できるよう、HSBCグループが採用しているバーゼル規制の枠組みに基づいた内部格付手法を支援するもの

である。

５つの信用の質の分類には、法人顧客および個人顧客に割り当てられたより細かい各種内部信用格付等級

と、外部機関が負債証券に付与した外部格付が含まれる。

負債証券およびその他一部の金融商品の場合、外部格付は、関連する顧客リスク格付（以下「CRR」とい

う。）の外部信用等級のマッピングに基づき、５つの信用の質に分類されている。

ホールセール貸付
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10等級のCRRは、より細かい基礎となる23等級の債務者PDを要約したものである。法人顧客はいずれも、エク

スポージャーにつき採用されたバーゼルの手法の洗練性の程度に応じて、10等級または23等級を用いて格付

されている。

各CRR等級は外部格付等級と、発行体加重の累積デフォルト確率の平均による長期デフォルト確率を参照して

関連付けられている。内部格付等級と外部格付等級のかかるマッピングは単なる参考であり、その時々に

よって変化する場合がある。

リテール貸付

リテール貸付の信用の質は、12ヶ月間の特定時点における確率加重PDに基づいている。

信用の質の分類

 

政府機関発行の

負債証券および

短期証券

その他の負債証券

および短期証券

ホールセール貸付および

デリバティブ リテール貸付

 外部の信用格付 外部の信用格付 内部の信用格付

12ヶ月間の

バーゼル・

デフォルト確率（%） 内部の信用格付

12ヶ月間の特定時点に

おける確率加重デフォ

ルト確率（%）

質の分類
１、２

      

優 BBB以上 A-以上
CRR1からCRR2

１ 0 - 0.169 区分１および２
0.000 - 0.500

良

BBB

－からBB BBB+からBBB- CRR3 0.170 - 0.740 区分３ 0.501 - 1.500

可

BB-からBおよび

格付なし

BB+からBおよび

格付なし CRR4からCRR5 0.741 - 4.914 区分４および５ 1.501 - 20.000

要管理 B-からC B-からC CRR6からCRR8 4.915 - 99.999 区分６ 20.001 - 99.999

信用減損 デフォルト デフォルト CRR9からCRR10 100 区分７ 100

１　顧客リスク格付（以下「CRR」という。）。

２　12ヶ月間の特定時点における確率加重PD。

 

信用の質の分類の定義

－　「優」：金融債務を履行する能力が十分あり、デフォルト確率がわずかもしくは低く、か

つ／または予想損失が低いエクスポージャーを示す。

－　「良」：より密接な監視を必要とするものの、金融債務を履行する能力は良好であり、デ

フォルト・リスクが小さいエクスポージャーを示す。

－　「可」：より密接な監視を必要とするものの、金融債務を履行する能力は平均から適正であ

り、デフォルト・リスクが中程度のエクスポージャーを示す。

－　「要管理」：様々なレベルの特別な注意を必要とし、デフォルト・リスクが大きく懸念され

るエクスポージャーを示す。

－　「信用減損」：「第６－１　財務書類－財務諸表注記」の注記1.2(i)に記載されたとおりに

評価されたエクスポージャーをいう。
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猶予付貸付金

（監査済）

猶予措置は、債務の履行が困難なまたは困難になり得る債務者に対する譲歩である。

当行グループは、弁済期限の到来時に契約上の債務を履行する借り手の能力に著しい懸念があるため、契約

上の弁済条件を変更する場合、貸付金を猶予に分類している。当行グループの猶予の定義には、誓約放棄等

の支払いを伴わない譲歩が含まれる。

猶予措置に関する当行グループの方針の詳細については、「第６－１　財務書類－財務諸表注記」の注記1.2

(i)を参照のこと。

猶予付貸付金の信用の質

ホールセール貸付については、支払いを伴う猶予に関連する措置により債務が減額される場合、またはその

他の減損の兆候がある場合、当該貸付は、信用減損と分類されていない限り、信用減損に分類されることと

なる。ある顧客のファシリティは、変更がなされていない貸付金を含めいずれも、支払いを伴う猶予付貸付

金として特定された後、信用減損とみなされる。リテール貸付については、重大な支払いを伴う譲歩がなさ

れた場合、当該貸付は、信用減損に分類される。これとは別に、その他の信用減損の兆候がない限り、支払

いを伴わない猶予措置により、貸付が信用減損に分類されることはない。これらは、ホールセール貸付およ

びリテール貸付の双方で履行猶予貸付金に分類される。

ホールセール貸付およびリテール貸付の猶予付貸付金は、最低１年間にわたる観察を経て、将来のキャッ

シュ・フローの未弁済リスクが著しく減少し、その他の減損の兆候がないことを示す十分な証拠が得られる

まで、信用減損貸付金に分類される。信用減損とみなされない猶予付貸付金は、信用減損が適用されなく

なった日から最低２年間、引き続き猶予される。ホールセール貸付およびリテール貸付の場合、既に猶予付

に分類されている貸付金に係る猶予措置により、顧客は信用減損に分類される。

猶予付貸付金および予想信用損失の認識

（監査済）

猶予付貸付金の予想信用損失の評価では、この種の貸付金で通常発生する高い損失率が反映されているた

め、当該貸付金はステージ２およびステージ３に属する。高い損失率は、さらなる分類を要する無担保リ

テール貸付で顕著である。ホールセール貸付の場合、猶予付貸付金は通常、個別に評価される。信用リスク

格付は、減損評価に固有のものである。個別の減損評価おいては、将来の未弁済リスクが高いという猶予付

貸付金に特有の要素が考慮される。

減損評価

（監査済）

当行グループの貸付金および金融投資の減損に関する方針の詳細については、「第６－１　財務書類－財務

諸表注記」の注記1.2(i)を参照のこと。

貸付金の償却

（監査済）

IFRS第９号に基づき、金融資産から追加のキャッシュフローを回収する合理的な見込みがない場合、償却を

行わなければならない。

この原則は、回収プロセスにおける顧客管理の有効性を確保するために現地の方針で定義されている早期償

却を禁ずるものではない。

個人に貸し付けた無担保ファシリティは、クレジットカードを含め、一般的に延滞日数150日から210日の間

に償却される。標準的な期間は、契約上の延滞日数が180日となった月の末日までである。ただし、顧客に

とって不公正な成果を回避するため、顧客の義務を履行するためまたは規制当局の期待に応えるための例外

的な状況下では、期間をさらに延長することもできる。
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有担保ファシリティの場合、担保の差押え、和解による受取金の受領または担保の回収を行わないという決

定があった時点で償却が実行される。延滞による債務不履行が連続60ヶ月を超えてもこれらの資産が貸借対

照表に計上されている場合、回収の見込みが再評価される。

有担保資産および無担保資産の双方に対する回収活動は、償却後も継続される可能性がある。

延滞日数（以下「DPD」という。）180日で償却されない無担保エクスポージャーおよび60ヶ月以上も「不履

行」の状態にある有担保エクスポージャーは、適切なガバナンス・フォーラムを通じた追加の監視の対象と

なる。

2024年における信用リスク

2024年12月31日現在の銀行および顧客に対する貸付金の総額は、報告ベースで98十億ポンドであり、2023年

12月31日現在に比べ7.1十億ポンド増加した。これには、不利な外国為替の変動の総額2.4十億ポンドが含ま

れていた。外国為替の変動を除外すると、個人顧客に対する貸付金の総額は、7.5十億ポンド増加した。これ

は主に、HSBCプライベート・バンク（スイス）の買収によるものであった。法人顧客に対する貸付金の総額

は1.7十億ポンドの増加（うち、1.3十億ポンドはHSBCプライベート・バンク（スイス）の買収関連。）であ

り、銀行に対する貸付金の総額は0.3十億ポンドの増加であった。

外国為替の変動を除外すると、2024年12月31日現在の顧客に対する貸付金の総額に係るECL引当金は、2023年

12月31日現在に比べ201百万ポンド減少した。

これは、以下に掲げる要因によるものであった。

－　法人顧客に対する貸付金の207百万ポンドの減少（うち、28百万ポンドはステージ１およびステージ２に

よるもので、191百万ポンドはステージ３によるものであったが、購入または組成された信用減損金融資

産（POCI）の12百万ポンド増加により相殺された。）

－　個人顧客に対する貸付金の６百万ポンドの増加（うち、３百万ポンドの減少はステージ１およびステー

ジ２によるもので、９百万ポンドの増加はステージ３によるものであった。

2024年のECL費用は、回収金を含め、163百万ポンドであった。

信用リスクの概要

以下の開示は、IFRS第９号の減損要件が適用される金融商品の帳簿価額(総額ベース)／元本金額および関連

するECL引当金を示したものである。ELC引当金は、2023年12月31日現在の1,217百万ポンドから2024年12月31

日現在の925百万ポンドに減少した。

2024年12月31日現在のECL引当金は、償却原価で保有する資産に関するもの867百万ポンド（2023年：1,159百

万ポンド）、貸付金その他与信関連のコミットメントおよび金融保証に関するもの58百万ポンド（2023年：

58百万ポンド）、ならびに公正価値(以下「FVOCI」という。)で測定される負債証券に関するもの22百万ポン

ド（2023年：23百万ポンド）で構成されていた。

 

IFRS第９号の減損要件が適用される金融商品の概要
（監査済）

当行グループ

2024年12月31日現在 2023年12月31日現在

帳簿価額

(総額ベース)

／元本金額

百万ポンド

ECL引当金
１

百万ポンド

帳簿価額

(総額ベース)

／元本金額

百万ポンド

ECL引当金
１

百万ポンド

顧客に対する貸付金(償却原価で計上) 83,524 (858) 76,579 (1,088)

銀行に対する貸付金(償却原価で計上) 14,524 (3) 14,372 (1)

償却原価で測定されるその他の金融資産 237,475 (6) 273,728 (70)

- 現金および中央銀行預け金 119,184 - 110,618 -

- 売戻契約－非トレーディング目的 53,612 - 73,494 -

- 金融投資 12,226 - 8,861 -

- 売却目的で保有する資産
２ 2,591 (3) 21,796 (64)
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- 前払金、未収収益およびその他資産
３ 49,862 (3) 58,959 (6)

貸借対照表上の帳簿価額合計(総額ベース) 335,523 (867) 364,679 (1,159)

貸付金およびその他信用関連コミットメント 121,764 (49) 125,616 (42)

金融保証
４ 2,876 (9) 2,401 (16)

オフバランスシートの元本金額合計
５ 124,640 (58) 128,017 (58)

 460,163 (925) 492,696 (1,217)

 

 公正価値

 

百万ポンド

ECL引当金

(備忘項目)
6

百万ポンド

公正価値

 

百万ポンド

ECL引当金

(備忘項目)
６

百万ポンド

その他の包括利益を通じて公正価値(FVOCI)で測定される負

債証券
46,649 (22) 37,427 (23)

１　ECL合計額は、ECL合計額が金融資産の帳簿価額（総額ベース）を超えない限り、金融資産に係る損失引当金に認識される。ECL合計

額が金融資産の帳簿価額（総額ベース）を超えた場合、ELCは、引当金として認識される。

２　売却目的で保有する資産の帳簿価額（総額ベース）およびELC引当金の詳細については、後述の「売却目的で保有する資産」を参照

のこと。

３　IFRS第９号の減損要件が適用される金融商品のみを含む。「第６－１　財務書類」に記載の連結貸借対照表に表示される「前払

金、未収収益およびその他資産」は、現金担保および決済口座を含め、金融資産および非金融資産の双方で構成される。また、2023

年には個別に表示されていた「他行から回収中の項目」も含まれる。

４　IFRS第９号の減損要件が適用されない履行保証契約を除く。

５　契約が全額実行され、顧客が不履行に陥った場合を仮定したリスクにある最大額を表している。

６　FVOCIで測定される負債証券は、ECL引当金を備忘項目として、引き続き公正価値で測定される。ECLの変動は、「第６－１　財務書

類」に記載の連結損益計算書に表示される「予想信用損失およびその他の信用減損費用の変動」において認識される。

 

以下の表は、当行グループおよび当行の信用リスクのステージ別および業種別内訳、ならびに関連するECLカ

バレッジ比率の概要を示したものである。各ステージに計上される金融資産の特徴は、以下のとおりであ

る。

－　ステージ１：これらの金融資産は、減損しておらず、かつ、信用リスクも著しく増加していないが、

12ヶ月のECL引当金が認識されている。

－　ステージ２：最初の認識以降、これらの金融資産の信用リスクが著しく増加しており、全期間ECLも認識

されている。

－　ステージ３：減損の客観的証拠があり、したがって金融資産が債務不履行または信用減損とみなされて

おり、全期間ECLも認識されている。

－　購入または組成された信用減損金融資産（以下「POCI」という。）：発生した信用損失を反映するため

にみられた大幅な割引で購入または組成された金融資産であり、全期間ECLも認識されている。

 

2024年12月31日現在のステージ分布別信用リスク（FVOCIで測定される負債証券を除く。）および業種別の
ECLカバレッジ比率の概要
（監査済）

 

 帳簿価額(総額ベース)／元本金額
２

ECL引当金 ECLカバレッジ比率 %

 

当行グループ

ステージ

１

百万

ポンド

ステージ

２

百万

ポンド

ステージ

３

百万

ポンド

POCI

百万

ポンド

合計

百万

ポンド

ステー

ジ１

百万

ポンド

ステー

ジ２

百万

ポンド

ステー

ジ３

百万

ポンド

POCI

百万

ポンド

合計　

百万

ポンド

ステー

ジ１

%

ステー

ジ２

%

ステー

ジ３

%

POCI

%

合計

%

顧客に対する貸付

金(償却原価で

計上) 75,844 5,546 2,096 38 83,524 (56) (107) (677) (18) (858) 0.1 1.9 32.3 47.4 1.0

- 個人 18,733 955 259 - 19,947 (14) (19) (79) - (112) 0.1 2.0 30.5 - 0.6

- 企業および商業 41,386 4,375 1,628 38 47,427 (35) (85) (454) (18) (592) 0.1 1.9 27.9 47.4 1.2

- 銀行以外の金融

機関 15,725 216 209 - 16,150 (7) (3) (144) - (154) - 1.4 68.9 - 1.0

銀行に対する貸付

金(償却原価で

計上) 14,457 67 - - 14,524 (2) (1) - - (3) - 1.5 - - -
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償却原価で測定さ

れるその他の金

融資産 237,375 59 41 - 237,475 (4) - (2) - (6) - - 4.9 - -

貸付金その他信用

関連コミットメ

ント 116,787 4,812 162 3 121,764 (14) (24) (11) - (49) - 0.5 6.8 - -

- 個人 1,149 4 2 - 1,155 - - - - - - - - - -

- 企業および商業 58,281 3,775 146 3 62,205 (12) (22) (10) - (44) - 0.6 6.8 - 0.1

- 金融機関 57,357 1,033 14 - 58,404 (2) (2) (1) - (5) - 0.2 7.1 - -

金融保証
１

2,763 69 44 - 2,876 (2) (1) (6) - (9) 0.1 1.4 13.6 - 0.3

- 個人 130 1 - - 131 - - - - - - - - - -

- 企業および商業 1,288 43 43 - 1,374 (2) (1) (5) - (8) 0.2 2.3 11.6 - 0.6

- 金融機関 1,345 25 1 - 1,371 - - (1) - (1) - - 100.0 - 0.1

2024年12月31日現

在 447,226 10,553 2,343 41 460,163 (78) (133) (696) (18) (925) - 1.3 29.7 43.9 0.2

１　IFRS第９号の減損要件が適用されない履行保証契約を除く。

２　契約が全額実行され、顧客が不履行に陥った場合を仮定したリスクにある最大額を表している。

 

初期の段階で特定されない限り、すべての金融資産は、DPDが30日となりステージ１からステージ２に振り替

えられた時点で、信用リスクが著しく増加したとみなされる。以下の開示は、延滞日数が30日未満のものお

よび30日以上のものに区分された、ステージ２の金融資産の経年変化を示したものであり、よって経年変化

（延滞日数30日）によりステージ２に分類された金融資産およびより早い段階（延滞日数30日未満）でス

テージ２に分類された金融資産を示している。

 

ステージ２の延滞分析（2024年12月31日現在）

 

（監査済）

 

 

当行グループ

帳簿価額(総額ベース) ECL引当金 ECLカバレッジ比率 %

 

ステージ２
百万ポンド

うち：
延滞日数
１日から

29日
１､２

百万ポンド

うち：
延滞日数
30日

以上
１、２

百万ポンド
ステージ２
百万ポンド

うち：
延滞日数
１日から

29日
１､２

百万ポン
ド

うち：
延滞日数
30日

以上
１､２

百万ポンド
ステージ２

%

うち：
延滞日数
１日から

29日
１､２

%

うち：
延滞日数
30日

以上
１､２

%

顧客に対する貸付金

(償却原価で計上)：
5,546 81 48 (107) (3) (1) 1.9 3.7 2.1

 

- 個人

955 74 19 (19) (3) (1) 2.0 4.1 5.3  

- 企業および商業

4,375 6 28 (85) - - 1.9 - -  

- 銀行以外の金融機関

216 1 1 (3) - - 1.4 - -  

銀行に対する貸付金

(償却原価で計上)
67 - - (1) - - 1.5 - -

 

償却原価で測定される

その他の金融資産
59 - - - - - - - -

 

１　ステージ２における最新の勘定は、上記の金額で表示されない。

２　上記の延滞金額は契約に基づくものである。

 

2023年12月31日現在のステージ分布別信用リスク（FVOCIで測定される負債証券を除く。）および業種別の
ECLカバレッジ比率の概要（続き）
（監査済）

 帳簿価額(総額ベース)／元本金額
２

ECL引当金 ECLカバレッジ比率 %

当行グループ

ステー

ジ１

百万

ポンド

ステー

ジ２

百万

ポンド

ステー

ジ３

百万

ポンド

POCI

百万

ポンド

合計

百万

ポンド

ステー

ジ１

百万

ポンド

ステー

ジ２

百万

ポンド

ステー

ジ３

百万

ポンド

POCI

百万

ポンド

合計　

百万

ポンド

ステー

ジ１

%

ステー

ジ２

%

ステー

ジ３

%

POCI

%

合計

%

顧客に対する貸付

金(償却原価で計

上) 66,356 7,881 2,310 32 76,579 (75) (125) (882) (6) (1,088) 0.1 1.6 38.2 18.8 1.4
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- 個人 11,447 1,370 214 - 13,031 (20) (17) (71) - (108) 0.2 1.2 33.2 - 0.8

- 企業および商業 42,982 5,981 1,773 32 50,768 (48) (98) (673) (6) (825) 0.1 1.6 38.0 18.8 1.6

- 銀行以外の金融機

関 11,927 530 323 - 12,780 (7) (10) (138) - (155) 0.1 1.9 42.7 - 1.2

銀行に対する貸付金

(償却原価で計上) 14,256 116 - - 14,372 (1) - - - (1) - - - - -

償却原価で測定され

るその他の金融

資産 272,557 989 182 - 273,728 (5) (8) (57) - (70) - 0.8 31.3 - -

貸付金その他信用関

連コミットメント 118,242 7,197 174 3 125,616 (13) (21) (8) - (42) - 0.3 4.6 - -

- 個人 1,246 27 3 - 1,276 - - - - - - - - - -

- 企業および商業 58,225 4,815 155 3 63,198 (11) (17) (7) - (35) - 0.4 4.5 - 0.1

- 金融機関 58,771 2,355 16 - 61,142 (2) (4) (1) - (7) - 0.2 6.3 - -

金融保証
１

2,078 251 72 - 2,401 (2) (1) (13) - (16) 0.1 0.4 18.1 - 0.7

- 個人 32 2 - - 34 - - - - - - - - - -

- 企業および商業 1,057 68 71 - 1,196 (1) (1) (13) - (15) 0.1 1.5 18.3 - 1.3

- 金融機関 989 181 1 - 1,171 (1) - - - (1) 0.1 - - - 0.1

2023年12月31日現

在 473,489 16,434 2,738 35 492,696 (96) (155) (960) (6) (1,217) - 0.9 35.1 17.1 0.2

１　IFRS第９号の減損要件が適用されない履行保証契約を除く。

２　契約が全額実行され、顧客が不履行に陥った場合を仮定したリスクにある最大額を表している。

 

ステージ２の延滞分析（2023年12月31日現在）（続き）

 

（監査済）
 

 

当行グループ

帳簿価額(総額ベース) ECL引当金 ECLカバレッジ比率 %

 

ステージ２

百万ポンド

うち：

延滞日数

１日から

29日
１､２

百万ポンド

うち：

延滞日数30日

以上
１、２

百万ポンド

ステージ２

百万ポンド

うち：

延滞日数

１日から

29日
１､２

百万ポンド

うち：

延滞日数30日

以上
１､２

百万ポンド

ステージ２

%

うち：

延滞日数

１日から

29日
１､２

%

うち：

延滞日数30日

以上
１､２

%

顧客に対する貸付金(償却原

価で計上)： 7,881 234 298 (125) (4) (1) 1.6 1.7 0.3

 

- 個人 1,370 183 87 (17) (3) (1) 1.2 1.6 1.1

 

- 企業および商業 5,981 51 207 (98) (1) - 1.6 2.0 -

 

- 銀行以外の金融機関 530 - 4 (10) - - 1.9 - -

 

銀行に対する貸付金(償却原

価で計上) 116 - 10 - - - - - -

 

償却原価で測定されるその

他の金融資産 989 14 9 (8) - - 0.8 - -

 

１　ステージ２における最新の勘定は、上記の金額で表示されない。

２　上記の延滞金額は契約に基づくものである。

 

ステージ２の内訳

以下の表は、ステージ２の顧客および銀行に対する貸付金に係る帳簿価額(総額ベース)およびECL引当金の内

訳を示したものである。これにはまた、エクスポージャーがステージ２に分類された理由も記載されてお

り、よって2024年12月31日現在の信用リスクの大幅な増加として示されている。

定量的分類は、「第６－１　財務書類－財務諸表注記」の注記1.2に記載のとおり、リテール・エクスポー

ジャーおよびホールセール・エクスポージャーについて、適用のある報告日付デフォルト確率（以下「PD」

という。）測定値が所定の定量的閾値を超えた場合の帳簿価額（総額ベース）およびECL引当金を示してい

る。
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定性的分類は主に、顧客リスク格付（以下「CRR」という。）の悪化、要注意およびリテール業務に関する経

営陣の判断による調整について説明している。

信用リスクの大幅な増加に関する当行グループの現行の方針および環境の概要については、「第６－１　財

務書類－財務諸表注記」の注記1.2「重要性のある会計方針の要約」を参照のこと。

 

顧客および銀行に対する貸付金
１

 2024年12月31日現在

 帳簿価額(総額ベース) ECL引当金

 顧客に対する貸付金   顧客に対する貸付金   

 個人

企業および

商業

銀行以外の

金融機関

銀行に対する

貸付金

(償却原価で

計上)

 

ステージ２合

計 個人

企業および

商業

銀行以外の

金融機関

銀行に対する

貸付金

(償却原価で

計上)

 

ステージ２

合計

当行グループ

百万

ポンド

百万

ポンド

百万

ポンド

百万

ポンド

百万

ポンド

百万

ポンド

百万

ポンド

百万

ポンド

百万

ポンド

百万

ポンド

定量 776 2,135 126 64 3,101 (18) (37) (2) - (57)

定性 174 2,225 89 3 2,491 (1) (48) (1) (1) (51)

　うち、猶予 - 422 - - 422 - (3) - - (3)

延滞日数30日のバックス

トップ

5 15 1 - 21 - - - - -

ステージ２合計 955 4,375 216 67 5,613 (19) (85) (3) (1) (108)

ECL カ バレッジ比率

（％）

2.0 1.9 1.4 1.5 1.9      

           

 2023年12月31日現在

当行グループ           

定量 820 3,589 423 91 4,923 (12) (56) (8) - (76)

定性 547 2,186 103 15 2,851 (5) (42) (2) - (49)

　うち、猶予 3 260 1 - 264 - (2) - - (2)

延滞日数30日のバックス

トップ

3 206 4 10 223 - - - - -

ステージ２合計 1,370 5,981 530 116 7,997 (17) (98) (10) - (125)

ECL カ バレッジ比率

（％）

1.2 1.6 1.9 - 1.6      

１　信用リスクの大幅な増加を判断するための上記３つの基準のうち、１以上を残高が充足している場合、対応する帳簿価額（総額

ベース）およびECL引当金は、上記の分類の順に割り当てられる。

 

売却目的で保有する資産

（監査済）

2024年12月31日現在の最も重要な売却目的で保有する残高の大部分は、当行グループの南アフリカ事業およ

びドイツのプライベート・バンキング業務で発生した。

売却目的で保有する資産に関連する開示は、主に開示がこうした金融資産の測定と関連している場合、以下

の信用リスクに関する表に示される。

－　「信用リスクに対する最大エクスポージャー」

－　「12月31日現在の信用の質別の金融商品の分布」

貸借対照表上の再分類があったものの、損益計算書上の再分類は別途なかった。その結果、信用リスクに関

する開示で示された予想信用損失の増減に係る費用およびその他の信用減損費用には、「売却目的で保有す

る資産」として分類された金融資産に関連する費用が含まれている。

信用に関する開示で報告されているとおり、「貸付金その他の信用関連のコミットメント」、「金融保証」

および「その他の包括利益を通じて公正価値で測定される負債性金融商品」にも、「売却目的で保有する資

産」として分類された金融資産に関連するエクスポージャーおよび引当金が含まれている。
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償却原価で測定される顧客および銀行に対する貸付金
（監査済）

 総貸付金合計 ECL引当金

 百万ポンド 百万ポンド

報告数値 98,048 (861)

「売却目的で保有する資産」における報告数値 887 (3)

2024年12月31日現在 98,935 (864)

報告数値 90,951 (1,089)

「売却目的で保有する資産」における報告数値 21,512 (64)

2023年12月31日現在 112,463 (1,153)

 

2024年12月31日現在の当行グループの南アフリカ事業の総貸付金は、526百万ポンドであり、関連するECL引

当金は、3百万ポンドであった。ドイツのプライベート・バンキング業務の総貸付金は246百万ポンド、フラ

ンスの生命保険業務の総貸付金は115百万ポンドであり、いずれもECL引当金は少額であった。

売却目的で保有する貸付残高は、引き続き減損引当金控除後に償却原価で測定されることから、このような

帳簿価額（総額ベース）は、公正価値とは異なる可能性がある。

これらの貸付残高は、関連する処分グループの一部であり、それらのすべてが帳簿価額（総額ベース）およ

び売却費用控除後の公正価値のうち、いずれか低い方の値で測定されている。当該資産の帳簿価額（総額

ベース）と売却価格との差は、関連する売却グループに係る損益全体の一部である。

売却目的で保有に分類された銀行および顧客に対する貸付金の2024年12月31日現在の帳簿価額（総額ベー

ス）および公正価値の詳細については、「第６－１　財務書類－財務諸表注記」の注記34を参照のこと。

 

「売却目的で保有する資産」に報告された総貸付金ならびに顧客および銀行に対する貸付金ECL引当金
（監査済）

帳簿価格（総額ベース）

 

 

南アフリカ

百万ポンド

ドイツの

プライベート・

バンキング業務

百万ポンド

フランスの

生命保険業務

百万ポンド

合計

百万ポンド

償却原価で計上される顧客に対する貸付金 526 246 - 772

 - 個人 - 104 - 104

 - 企業および商業 467 15 - 482

 - 銀行以外の金融機関 59 127 - 186

償却原価で計上される銀行に対する貸付金 - - 115 115

2024年12月31日現在 526 246 115 887

ECL引当金   

償却原価で計上される顧客に対する貸付金 (3) - - (3)

 - 個人 - - - -

 - 企業および商業 (3) - - (3)

 - 銀行以外の金融機関 - - - -

償却原価で計上する銀行に対する貸付金 - - - -

2024年12月31日現在
１ (3) - - (3)

     

 

フランスの

個人向け銀行業務

百万ポンド

その他

百万ポンド  

合計

百万ポンド

償却原価で計上される顧客に対する貸付金 13,319 90 13,409

 - 個人 10,916 - 10,916

 - 企業および商業 2,362 - 2,362

 - 銀行以外の金融機関 41 90 131

償却原価で計上される銀行に対する貸付金 8,103 - 8,103

2023年12月31日現在 21,422 90 21,512

ELC引当金   
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償却原価で計上される顧客に対する貸付金 (64) - (64)

 - 個人 (61) - (61)

 - 企業および商業 (3) - (3)

 - 銀行以外の金融機関 - - -

償却原価で計上する銀行に対する貸付金 - - -

2023年12月31日現在 (64) - (64)

１　上記の表には、2024年１月１日付で完了したフランスの個人向け銀行業務の売却を含め、2024年中に完了した所分は含まれていな

い。詳細については、「第６－１　財務書類－財務諸表注記」の注記34において開示されている事業の処分を参照のこと。

 

以下の表では、売却目的で保有する資産および売却以外の目的で保有する資産から発生するECL費用の額を分

析している。

 

予想信用損失およびその他の信用減損の推移
（監査済）

 

2024年

百万ポンド

2023年

百万ポンド

以下の資産から発生したECL費用   

- 売却目的で保有する資産 - 5

- 売却以外の目的で保有する資産 163 164

12月31日現在 163 169

 

信用エクスポージャー

信用リスクに対する最大エクスポージャー

（監査済）

本項では、貸借対照表の項目およびそれらの相殺ならびに貸付金その他信用関連コミットメントに関する情

報を記載する。

 

「信用リスクに対する最大エクスポージャー」の表

以下の表は、保有する担保またはその他の信用補完（当該信用補完が相殺要件を満たしていない場合）を

考慮に入れる前の当行グループの最大エクスポージャーを示している。かかる表では、トレーディング資

産、公正価値評価の指定を受けたまたは強制的に損益を通じて公正価値で測定する金融資産、およびその

他の包括利益を通じた公正価値で評価される金融資産が除外されている。これは、それらの帳簿価額が信

用リスクに対する正味エクスポージャーを最もよく示しているためである。持分証券も信用リスクの対象

になっていないことから除外されている。貸借対照表に計上されている金融資産の場合、信用リスクに対

する最大エクスポージャーは、帳簿価額と等しくなり、ECL引当金控除の金額である。金融保証およびその

他の保証を供与した場合、保証の履行が請求された場合に当行グループが支払義務を負うこととなる最高

額が、最大エクスポージャーになる。貸付金その他信用関連コミットメントの場合、一般的には約定済与

信枠の全額が最大エクスポージャーになる。

表の相殺欄は、カウンターパーティが債務を履行しなかった場合に法的に強制可能な相殺権があることか

ら、信用リスク管理上、正味エクスポージャーで見ることになる金額に関する値である。しかし、通常の

状況では純額ベースで残高を決済する意向はないため、会計上、純額表示する要件を満たさない。オフバ

ランスシートの担保に対しては、相殺は行われていない。デリバティブの場合、相殺欄には現金やその他

の金融資産の形で受け入れた担保も算入される。
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その他の信用リスクの軽減措置

以下の「信用リスクに対する最大エクスポージャー」の表で相殺として開示されていないが、信用リスクに

対する最大エクスポージャーを削減するその他の手当がなされている。これには、居住用不動産、貸借対照

表上に計上されていない金融商品の形式で保有されている担保、および有価証券のショート・ポジション

等、債務者の特定の資産に対する担保設定が含まれている。加えて、連動型保険／投資契約の一部として保

有されている金融資産については、保険契約者が主に信用リスクを負担している。一部の貸付金およびデリ

バティブに係る担保の詳細については、「第６－１　財務書類－財務諸表注記」の注記28を参照のこと。

信用リスク軽減のために利用可能な担保は、後述の「担保およびその他の信用補完」に関する項で開示す

る。

 

信用リスクに対する最大エクスポージャー
（監査済）

 

 

当行グループ

2024年 2023年

最大エクスポー

ジャー

百万ポンド

相殺

百万ポンド

純額

百万ポンド

最大エクスポー

ジャー

百万ポンド

相殺

百万ポンド

純額

百万ポンド

顧客に対する貸付金（償却原価で計上） 82,666 (8,897) 73,769 75,491 (9,322) 66,169

- 個人 19,835 - 19,835 12,923 - 12,923

- 企業および商業 46,835 (7,942) 38,893 49,943 (8,570) 41,373

- 銀行以外の金融機関 15,996 (955) 15,041 12,625 (752) 11,873

銀行に対する貸付金（償却原価で計上） 14,521 - 14,521 14,371 (6) 14,365

その他の金融資産（償却原価で計上） 256,736 (4,082) 252,654 272,558 (15,283) 257,275

- 現金および中央銀行預け金 119,184 - 119,184 110,618 - 110,618

- 売戻契約－非トレーディング目的 53,612 (4,082) 49,530 73,494 (15,283) 58,211

- 金融投資 12,226 - 12,226 8,861 - 8,861

- 売却目的で保有する資産 21,606 - 21,606 20,368 - 20,368

- 前払金、未収収益およびその他の資産 50,108 - 50,108 59,217 - 59,217

デリバティブ 198,172 (195,301) 2,871 174,116 (173,718) 398

信用リスクに対する貸借対照表上の合計 552,095 (208,280) 343,815 536,536 (198,329) 338,207

オフバランス合計 150,262 - 150,262 153,695 - 153,695

- 金融保証およびその他の保証 22,305 - 22,305 21,908 - 21,908

- 貸付金その他信用関連コミットメント 127,957 - 127,957 131,787 - 131,787

12月31日現在 702,357 (208,280) 494,077 690,231 (198,329) 491,902

 

エクスポージャーの集中

当行グループは、多岐にわたる商品を取り揃えた多数の事業を有している。当行グループは、多くの市場に

おいて事業を展開しているが、当行グループのエクスポージャーの大部分は、英国およびフランスで発生し

ている。

以下には、下記の事項に関する分析の参照先を示す。

－　金融投資については、「第６－１　財務書類－財務諸表注記」の注記15を参照のこと。

－　トレーディング資産については、「第６－１　財務書類－財務諸表注記」の注記10を参照のこと。

－　デリバティブについては、後述の「ホールセール貸付－デリバティブ」および「第６－１　財務書類－

財務諸表注記」の注記14を参照のこと。

－　業種別貸付金、貸付業務を営む子会社の主要営業所の所在地別貸付金または貸付業務を営む支店の所在

地別貸付金については、後述の「ホールセール貸付」および「個人向け貸付」を参照のこと。
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金融商品の信用悪化

（監査済）

ステージ１、ステージ２およびステージ３（信用減損）の特定、取扱いおよび測定ならびにPOCI金融商品に

関する当行グループの現行の方針および実務の要約については、「第６－１　財務書類－財務諸表注記」の

注記1.2(i)に記載されている。

 

測定に関する不確実性およびECL推定値の感応度分析

ECLの認識および測定を行うにあたっては、判断および推定を要する。当行グループは、複数の経済シナリオ

を策定の上、こうした予測を、将来の信用損失を推定するために信用リスク・モデルに、公正なECLの推定を

決定するために確率加重の結果に、それぞれ適用している。

経営陣は、現在の経済環境を評価の上、最新の予測を見直し、適切な経済シナリオおよびそれらの加重を選

択する前に主要なリスクについて協議した。

中心シナリオは、最新のマクロ経済予測を反映するように構成されている。一方、周辺シナリオには、経済

リスクおよび地政学的リスクの顕在化が織り込まれている。

2024年第４四半期においては、米国の大統領選挙後に高まった政策の不確実性を反映し、コンセンサス予測

の遅延を克服するために、４つの経済シナリオが修正された。予想される関税およびその他の政策転換に関

する最新の見解に基づく調整要因をモデル化した上で、各経済シナリオに適用した。その効果は、当行グ

ループの主要市場における成長予測の下方修正であったが、インフレ率および金利への影響は一様ではな

かった。

経営陣の判断による調整は、モデル化されたECLが特定されたリスクおよび関連する不確実性を十分に反映し

ていない場合、または重大な後発事象を捕捉するために用いられている。

2024年12月31日現在の経営陣の判断による調整は、2023年12月31日現在に比べ全体的に減少した。これは、

モデル化された結果が2024年12月31日現在の主要なリスクをより反映したためである。

手法

2024年12月31日現在、最新の経済に対する期待を捉え、様々なリスクおよび潜在的な成果に対する経営陣の

見解を明確にするため、４つシナリオが用いられていた。各シナリオは、最新の経済予測および分布推定値

に基づき四半期ごとに更新されている。

上振れシナリオ、中心シナリオおよび下振れとシナリオいう３つのシナリオは、経済的成果の全範囲のコン

センサス予測、市場データおよび分布推定に基づいたものである。４つ目のシナリオである下振れ第２シナ

リオは、深刻な下振れリスクに関する経営陣の見解を示したものである。コンセンサス推定値は、シナリオ

変数を独自に拡張する際の条件変数として用いられている。

中心シナリオは「最も確率の高い」シナリオとみなされており、通常は最大の確率加重が割り当てられる。

これは、外部予測パネルの平均であるコンセンサス予測を用いて策定される。

周辺シナリオは、分布テールを示しており、その発生確率は低い。コンセンサス上振れシナリオおよびコン

センサス下振れシナリオは、経済的成果の全範囲に関するエコノミストの見解を捉えている、選択された市

場の予測確率分布を参照して策定される。これらのシナリオの後年には、予測が長期コンセンサス・トレン

ド予測に回帰している。トレンド予測への回帰がこれまで観察されたマクロ変数値の四半期変動を参照して

なされている。

第４のシナリオである下振れ第２シナリオは、深刻な下振れリスクに対する経営陣の見解を示している。こ

れは、コンセンサス・シナリオで捉えたものよりも極端な経済的結果を検討する世界的に一貫したナラティ

ブ主導型シナリオである。このシナリオにおいては、変数が設計によって長期トレンド予測に回帰すること

はなく、むしろ経済変数が過去のトレンドから恒久的に乖離した場合に、代替の均衡状態を探ることがあ

る。
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コンセンサス下振れシナリオおよびコンセンサス上振れシナリオはそれぞれ、10％の確率で一致するように

構成されている。下振れ第２シナリオは、５％の確率で調整されている。中心シナリオには、残りの75％の

確率が割り当てられている。この加重スキームは、大半の状況において公正なECLの見積りにとって適切とみ

なされている。ただし、経営陣は、経済見通しおよび予測が特に不確実であり、リスクが高まっていると判

断した場合、この確率ベースのシナリオ加重アプローチから逸脱する可能性がある。

2024年第４四半期の場合、当行グループは、コンセンサス予測および分布推定値が米国大統領選挙が世界経

済の見通しに及ぼす影響を適切に反映していないと仮定した。予測の遅延により、どのように関税が導入さ

れるかや経済政策が転換されるかについては不透明感が高まった。このため、シナリオは、記載の標準的手

法で策定され、政策転換を考慮した調整がなされた。調整は、モデル化された中心シナリオの更新に基づい

たものであり、具体的な関税率を含め、米国経済政策案に関する詳細な説明も盛り込んだ。次に、モデル化

された結果を中心シナリオに重ねたが、その結果、大部分の変数が変更された。影響を定量化するために調

整では、中心シナリオ予測の最初の２年で、当行グループの主要市場におけるGDP成長率をそれぞれ30ベーシ

ス・ポイントおよび50ベーシス・ポイント引き下げた。周辺シナリオも並行して調整された。

シナリオ調整では、シナリオ確率加重が変更されることはなく、引き続き当行グループの将来経済ガイダン

ス（以下「FEG」という。）の枠組みに沿ったものであった。政策の見通しに関する不確実性については、シ

ナリオで直接対処した。ばらつきと不確実性の指標は低水準で推移しているが、コンセンサス経済予測プロ

セスの遅れが反映されている可能性がある。

ECLを算出するために策定されたシナリオは、HSBCグループのトップリスクおよび新興リスクに沿ったもので

ある。

経済シナリオの概要

本項に記載の経済に関する仮定については、特にECLの計算を目的として、HSBCグループが外部の予測および

推定値を参照して策定したものである。

予測は、変更される可能性があり、依然として不確実性に左右されている。周辺シナリオは、主要な経済リ

スクや財務リスクの潜在的顕在化および経済変数の代替経路を捕捉するように設計されている。

当行グループの主要市場における中心シナリオでは、関税の引上げ等、予想される米国の経済政策および貿

易政策の転換による潜在的影響が織り込まれている。当行グループの主要市場における調整の全体的効果

は、コンセンサスと比較した場合のGDP成長率の低下、インフレの上昇および失業率予測の上昇である。これ

により、GDP成長率予測および失業率予測は、2023年第４四半期に比べ2024年第４四半期に悪化した。金融政

策に関連して当行グループの市場の多くで予想される金利動向は、市場先物に基づいている。金利に対する

期待は、利下げ幅が縮小される見通しから、2023年第４四半期に比べ高まった。

2024年末現在の経済見通しに対するリスクには、多数の重大な地政学的問題が含まれていた。当行グループ

の下振れシナリオでは、これらのリスクの顕在化による経済的影響は、商品・製品価格の上昇、インフレの

再加速、さらなる利上げ、世界的な景気後退によってもたらされた。

本書においてECLの計算に用いるシナリオは、以下のとおりである。

コンセンサス中心シナリオ

HSBCグループの中心シナリオでは、当行グループの主要市場の多くで成長が鈍化し、インフレ率および失業

率も上昇するという予測が反映されている。

2025年中にGDP成長率が低下するとの予測は、貿易の流れを阻害し、消費を縮小し、投資を遅延させる関税引

上げの想定される効果によるものである。このシナリオでは、米国が主要貿易相手国に関税を課すと仮定し

ている。関税の直接的影響として、貿易成長率は低下すると予想され、GDP成長率に重くのしかかる。関税ま

たはそのおそれは不確実性を高め、マインドを冷え込ませ、投資を減少させる。

インフレ率の上昇は、通貨下落によるものとみられる。予想されるインフレ率の上昇により、各国中央銀行

は、利下げを減速すると見込まれる。
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中心シナリオでは、世界のGDP成長率が2025年に2.5％になると予想され、世界GDPの平均成長率は、向こう５

年間における予想期間において2.6％になると予測されている。これは、パンデミック発生前５年間の平均成

長率である2.9％を下回るものである。

当行グループの中心シナリオの主な特徴は、以下のとおりである。

－　当行グループの主要市場の大部分におけるGDP成長率は、関税引上げおよび一部の経済国における根本的

な構造的脆弱性により、2025年および2026年に鈍化する。最も重大な経済活動の減速は、貿易で米国に

最も依存している市場で発生するとみられる。利上げおよび物価高騰は今後も、一部の消費者セグメン

トおよび法人セグメントの足枷になると見込まれる。

－　大部分の市場では、経済活動の鈍化に伴い、2025年に失業率が緩やかに上昇すると予想されるが、過去

の水準と比べてもなお低くなる見通しである。

－　賃金の伸びが緩やかになり、サービス価格の高騰は軽減されると予想されているものの、関税の結果、

インフレ率は当行グループの主要市場の一部で上昇すると見込まれる。ただし、インフレ率は今もな

お、各国中央銀行の2025年からの目標範囲内におおむね収まっている。

－　住宅市況は、英国およびフランスで価格上昇率が鈍化していることから、依然としてばらつきがある。

－　当行グループの主要市場の多くにおいて、商業用不動産業界の一部のセグメントでは困難な状況続くと

予想されている。特に、オフィス・セグメントにおける需要の構造的変化は、評価額を引き下げてき

た。

－　主要市場の政策金利は、2025年にさらに緩やかに引き下げられると予想される。長期的に政策金利は、

近年に比べ高水準を維持すると見込まれる。

－　ブレント原油価格は、予測期間中、１バレル当たり平均69米ドル前後になると予想される。

中心シナリオは、11月下旬時点で利用可能な予測を用いて策定され、2024年12月末まで継続的に見直しされ

た。HSBCのシナリオの枠組みに従い、75％の確率加重が英国およびフランスの中心シナリオに割当てられ

た。

以下の表は、コンセンサス中心シナリオにおける主要なマクロ経済変数を示している。

2025年から2029年までのコンセンサス中心シナリオ（2024年第４四半期現在）
 英国 フランス

GDP（年平均成長率、％）  

2025年 1.2 0.9

2026年 1.3 0.9

2027年 1.8 1.4

2028年 1.6 1.5

2029年 1.6 1.4

５年間平均
１ 1.5 1.2

失業率（％）  

2025年 4.9 7.5

2026年 4.7 7.3

2027年 4.5 7.2

2028年 4.3 7.0

2029年 4.3 7.0

５年間平均
１ 4.5 7.2

住宅価格（年平均上昇率、％）  

2025年 1.4 2.1

2026年 3.8 4.4

2027年 4.6 4.4

2028年 3.5 3.8

2029年 2.7 3.1

５年間平均
１ 3.2 3.6

インフレ率（年平均上昇率、％）  
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2025年 2.4 1.2

2026年 2.1 1.6

2027年 2.1 2.0

2028年 2.0 2.3

2029年 2.0 2.2

５年間平均
１ 2.1 1.9

中央銀行政策金利（年平均、％）  

2025年 4.2 2.1

2026年 3.9 1.8

2027年 3.8 2.0

2028年 3.7 2.0

2029年 3.7 2.1

５年間平均
１ 3.9 2.0

１　５年間平均は、2025年第１四半期から2029年第４四半期までの20四半期である予測期間を対象に算出された。

 

2024年から2028年までのコンセンサス中心シナリオ（2023年第４四半期現在）
 英国 フランス

GDP（年平均成長率、％）  

2024年 0.3 0.8

2025年 1.2 1.5

2026年 1.7 1.6

2027年 1.6 1.5

2028年 1.6 1.5

５年間平均
１ 1.3 1.4

失業率（％）  

2024年 4.7 7.5

2025年 4.6 7.3

2026年 4.3 7.0

2027年 4.2 6.8

2028年 4.2 6.8

５年間平均
１ 4.4 7.1

住宅価格（年平均上昇率、％）  

2024年 (5.5) (1.0)

2025年 0.1 2.4

2026年 3.5 4.0

2027年 3.0 4.4

2028年 3.0 4.0

５年間平均
１ 0.8 2.8

インフレ率（年平均上昇率、％）  

2024年 3.2 2.7

2025年 2.2 1.8

2026年 2.2 1.7

2027年 2.3 1.9

2028年 2.3 2.1

５年間平均
１ 2.4 2.0

中央銀行政策金利（年平均、％）  

2024年 5.0 3.6

2025年 4.3 2.8

2026年 3.9 2.6

2027年 3.8 2.6

2028年 3.7 2.7

５年間平均
１ 4.1 2.9

１　５年間平均は、2024年第１四半期から2028年第４四半期までの20四半期である予測期間を対象に算出された。
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コンセンサス上振れシナリオ

中心シナリオとは対照的に、コンセンサス上振れシナリオでは、短期的には経済活動が活発化し、その後長

期トレンド予測に収束すると仮定している。また、中心シナリオよりも急激なインフレ率の下落も織り込ん

でいる。

同シナリオは、上振れリスクの主要なテーマの多くと一致している。

それらには、関税の限定的な引上げの他、中央銀行がより迅速に利下げできるようにするインフレ率の急落

が含まれる。上振れシナリオはまた、ロシアとウクライナの戦争が急速な終結に向かっており、中東の緊張

も沈静化し、米中関係がより友好的に改善されていることから、地政学的緊張の緩和とも一致する。

以下の表は、コンセンサス上振れシナリオにおける主要なマクロ経済変数を示している。

 

2025年から2029年までのコンセンサス上振れシナリオ（2024年第４四半期現在）

 

 英国 フランス

GDP成長率（％、首期から最高値）
１ 11.3 （2029年第４四半期） 8.9 （2029年第４四半期）

失業率（％、最低値）
２ 3.5 （2026年第３四半期） 6.4 （2026年第４四半期）

住宅価格指数（％、首期から最高値）
１ 24.2 （2029年第４四半期） 22.8 （2029年第４四半期）

インフレ率（前年比変動率％、最低値）
３ 1.4 （2026年第１四半期） 0.1 （2025年第４四半期）

中央銀行政策金利（％、最低値）
２ 3.6 （2025年第４四半期） 1.4 （2025年第３四半期）

１　20四半期の予測期間中の最高値までの累積変動。

２　同シナリオで予測される失業率または政策金利の最低値。

３　同シナリオで予測されるインフレの前年比変動率（％）の最低値。

 

2024年から2028年までのコンセンサス上振れシナリオ（2023年第４四半期現在）
 英国 フランス

GDP成長率（％、首期から最高値）
１

10.8 （2028年第４四半期） 10.4 （2028年第４四半期）

失業率（％、最低値）
２

3.1 （2024年第４四半期） 6.2 （2025年第４四半期）

住宅価格指数（％、首期から最高値）
１

13.0 （2028年第４四半期） 19.6 （2028年第４四半期）

インフレ率（前年比変動率％、最低値）
３

1.3 （2025年第２四半期） 1.5 （2024年第３四半期）

中央銀行政策金利（％、最低値）
２

3.7 （2028年第３四半期） 2.6 （2026年第２四半期）

１　20四半期の予測期間中の最高値までの累積変動。

２　同シナリオで予測される失業率または政策金利の最低値。

３　同シナリオで予測されるインフレの前年比変動率（％）の最低値。

 

下振れシナリオ

下振れシナリオでは、多数の主要な経済リスクおよび財務リスクの高まりおよび顕在化について検討する。

これらには、関税率の大幅な引上げの他、主要なコモディティ市場および製品市場を混乱させ、インフレや

金利の上昇および世界的な景気後退を招く、地政学的緊張の高まりが含まれる。

地政学的環境は依然として不安定で複雑であるため、リスクには以下が含まれる。

－　関税を課した国が報復措置を受けることによる、保護主義政策の増加。これにより投資の減少、国際的

なサプライ・チェーンの複雑化および貿易の流れの阻害が発生する。

－　中東における紛争およびロシアとウクライナの戦争の規模拡大および長期化。これによりエネルギーお

よび食糧の供給がさらに混乱する。

－　景況感、世界の財の貿易および重要な技術のサプライ・チェーンに影響を及ぼし得る、米国と中国との

間に続く相違。
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インフレ上昇および利上げは、依然として主要なリスクである。関税が大幅に引き上げられ、地政学的緊張

が高まった場合、エネルギー価格および食料価格が高騰し、家計の予算および企業のコストに対する圧力が

増す可能性がある。インフレ上昇および労働力不足により賃金・価格スパイラルも発生し、家計の所得およ

び企業の利益をさらに圧迫する可能性がある。ひいては、各国中央銀行がこれに応じて利上げした場合、債

務不履行が増加し、不況となるリスクが高まる。

コンセンサス下振れシナリオ

コンセンサス下振れシナリオにおいては、経済活動が中心シナリオと比べ低迷している。同シナリオでは、

GDPは低下し、失業率は上昇し、資産価格が下落すると仮定している。同シナリオでは、中心シナリオの想定

を上回る関税の引上げとともに、サプライ・チェーンの制約の増加およびエネルギー価格の高騰によるイン

フレ上昇を招く地政学的緊張の高まりを仮定している。同シナリオはまた、中心シナリオを上回る金利の一

時的な上昇後、消費需要低迷の影響が支配的になり始め、コモディティ価格およびインフレが再び下落する

と仮定している。

以下の表は、コンセンサス下振れシナリオにおける主要なマクロ経済変数を示している。

 

2025年から2029年までのコンセンサス下振れシナリオ（2024年第４四半期現在）  

 英国 フランス

GDP成長率（％、首期から最低値）
１ (1.0) （2026年第４四半期） (0.6) （2026年第１四半期）

失業率（％、最高値）
２ 6.1 （2025年第４四半期） 8.3 （2025年第３四半期）

住宅価格指数（％、首期から最低値）
１ (4.5) （2026年第１四半期） (0.3) （2025年第１四半期）

インフレ率（前年比変動率％、最高値）
３ 3.4 （2025年第４四半期） 2.6 （2025年第３四半期）

中央銀行政策金利（％、最高値）
２ 5.0 （2025年第１四半期） 3.2 （2025年第１四半期）

１　20四半期の予測期間中の最低値までの累積変動。

２　同シナリオで予測される失業率または政策金利の最高値。

３　同シナリオで予測されるインフレの前年比変動率（％）の最高値。

 

2024年から2028年までのコンセンサス下振れシナリオ（2023年第４四半期現在）
 英国 フランス

GDP成長率（％、首期から最低値）
１

(1.0) （2025年第２四半期） (0.3) （2024年第２四半期）

失業率（％、最高値）
２

6.4 （2025年第１四半期） 8.5 （2024年第４四半期）

住宅価格指数（％、首期から最低値）
１

(12.0) （2025年第２四半期） (1.2) （2024年第３四半期）

インフレ率（前年比変動率％、最高値）
３

4.1 （2024年第１四半期） 3.8 （2024年第２四半期）

中央銀行政策金利（％、最高値）
２

5.7 （2024年第１四半期） 4.2 （2024年第１四半期）

１　20四半期の予測期間中の最低値までの累積変動。

２　同シナリオで予測される失業率または政策金利の最高値。

３　同シナリオで予測されるインフレの前年比変動率（％）の最高値。

 

下振れ第２シナリオ

下振れ第２シナリオは、世界的な大不況を仮定し、経済分布の裾部分に関する経営陣の見解を反映したもの

である。同シナリオは、世界的な関税の大幅な引上げ含め、複数のリスクの同時発生を織り込んでいる。製

品市場およびエネルギー市場における深刻な供給の混乱を招く地政学的危機の高まりも、仮定している。

同シナリオでは、インフレ率が急上昇し、中央銀行が金融政策をさらに引き締めたことで、消費者および企

業のマインドが冷え込む。ただし、景気後退が定着すれば、需要が落ち込み、主要なコモディティ価格が急

速に是正され、世界的な物価上昇率も低下するため、その勢いは短期間で収まると仮定している。

以下の表は、下振れ第２シナリオにおける主要なマクロ経済変数を示している。
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2025年から2029年までの下振れ第２シナリオ（2024年第４四半期現在）
 英国 フランス

GDP成長率（％、首期から最低値）
１ (9.1) （2026年第２四半期） (7.9) （2026年第２四半期）

失業率（％、最高値）
２ 8.4 （2026年第２四半期） 10.4 （2027年第１四半期）

住宅価格指数（％、首期から最低値）
１ (27.2) （2026年第４四半期） (14.0) （2027年第２四半期）

インフレ率（前年比変動率％、最高値）
３ 10.1 （2025年第２四半期） 7.6 （2025年第２四半期）

中央銀行政策金利（％、最高値）
２ 5.5 （2025年第１四半期） 4.2 （2025年第１四半期）

１　20四半期の予測期間中の最低値までの累積変動。

２　同シナリオで予測される失業率または政策金利の最高値。

３　同シナリオで予測されるインフレの前年比変動率（％）の最高値。

 

2024年から2028年までの下振れ第２シナリオ（2023年第４四半期現在）
 英国 フランス

GDP成長率（％、首期から最低値）
１

(8.8) （2025年第２四半期） (6.6) （2025年第１四半期）

失業率（％、最高値）
２

8.4 （2025年第２四半期） 10.2 （2025年第４四半期）

住宅価格指数（％、首期から最低値）
１

(30.2) （2025年第４四半期） (14.5) （2026年第２四半期）

インフレ率（前年比変動率％、最高値）
３

10.1 （2024年第２四半期） 8.6 （2024年第２四半期）

中央銀行政策金利（％、最高値）
２

6.0 （2024年第１四半期） 5.2 （2024年第１四半期）

１　20四半期の予測期間中の最低値までの累積変動。

２　同シナリオで予測される失業率または政策金利の最高値。

３　同シナリオで予測されるインフレの前年比変動率（％）の最高値。

 

シナリオ加重

シナリオ加重は、コンセンサス確率分布を参照して決定される確率に合わせて調整される。次に経営陣は、

調整が最新の事象よりも遅延しているまたは経済リスクおよび地政学的リスクの分布に関する経営陣の見解

を反映していないと評価した場合、加重の変更を選択することがある。シナリオおよび確率分布に関する経

営陣の見解は、コンセンサス・シナリオと内部および外部のリスク評価との関係を考慮したものである。

経済環境やリスクおよび不確実性の水準を評価するにあたり、経営陣は世界的要因および各国固有の要因の

双方の考慮してきた。

2024年第４四半期において不確実性をめぐる主な懸念事項は、以下に焦点を当てたものであった。

－　米国の輸入関税および世界的な二国間関税の引上げ、ならびに貿易および製造業のサプライ・チェーン

への影響。

－　経済成長および雇用に関する金融政策予測の変更の影響。

－　英国国家統計局において進行中の手法の更新による英国失業率の推定値および予測の不確実性。

－　異なる資産クラス間の評価額の上昇による資産価格の修正リスク。

これらの要因は重要であるが、経営陣は、関税に基づく調整後に、中心シナリオが最も起こり得る将来の経

済的結果を反映する一方で、周辺シナリオはより深刻なリスクの顕在化に対応して十分に調整されると評価

していた。

これにより、経営陣は、すべての主要市場において標準シナリオ確率調整の枠組みに従いシナリオ確率を割

り当てた。中心シナリオには、75％の確率加重が割り当てられた。コンセンサス上振れシナリオには10％の

加重、コンセンサス下振れシナリオには10％の加重、下振れ第２シナリオには５％の加重が割り当てられ

た。
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英国の場合、中心シナリオにおいては、関税がGDP成長率予測に及ぼす直接的影響はわずかであるが、貿易の

減少および世界経済成長率の低下により間接的な影響はより大きくなる。見通しも、2024-2025年度予算で発

表された措置および米国の金利上昇による影響が一部しか相殺されないため、依然として弱含みである。

フランスでは、先般の国内政治の不確実性が主な成長見通し押下げの要因となっており、他の欧州市場でも

同様に、米国の関税引上げに起因する悪影響を仮定している。

以下の表は、各シナリオに割り当てられた確率を示している。

 

シナリオ加重（％）
 標準加重 英国 フランス

2024年第４四半期  

上振れシナリオ 10 10 10

中心シナリオ 75 75 75

下振れシナリオ 10 10 10

下振れ第２シナリオ 5 5 5

2023年第４四半期

   

上振れシナリオ 10 10 10

中心シナリオ 75 75 75

下振れシナリオ 10 10 10

下振れ第２シナリオ 5 5 5

 

2024年12月31日現在、すべての市場のコンセンサス上振れシナリオおよびコンセンサス中心シナリオの加重

は合計で85％であり、2023年12月31日現在と同様であった。下振れシナリオに割り当てられた加重にも変更

はなかった。

重要な推定値および判断

IFRS第９号に基づくECLの計算では、2024年12月31日現在の重要な判断、仮定および推定を伴うものであっ

た。これらには、以下が含まれる。

－　常に変化する景況および経済リスクの分布を考慮した、経済シナリオの選択および構成。

－　同様に観察可能な過去の状況を信用リスク・モデルで捕捉できない場合における、これらのシナリオが

ECLに及ぼす経済的影響の推定。

経済シナリオをホールセール業務のECLの計算に反映させる方法

モデルは、ECL推定値に関する経済シナリオを反映させるために使用される。前述のとおり、過去の情報に基

づきモデル化された仮定および関連性は、それ自体で2024年に経験した状況における関連情報を生成するこ

とはできず、経営陣の判断による調整は、モデル化された結果を裏付けるためにも依然として必要であっ

た。

当行グループは、将来的経済指針をホールセール業務およびリテール業務の信用リスクに係るECLの計算に適

用するために、世界的に一貫性のある手法を開発した。これらの標準的アプローチについては後述するが、

経営陣の判断による調整については、2024年に経験した状況を反映したものを含め、それに続き説明する。

当行グループのホールセール・ポートフォリオの場合、デフォルト確率（以下「PD」という。）およびデ

フォルト時損失率（以下「LGD」という。）の期間構造を推定するために世界的な手法が使用されている。PD

の場合、当行グループは、ある国の特定の産業における将来的経済指針とデフォルト確率との相関関係を検

証する。一方LGDの計算では、当行グループは、特定の国および特定の産業における将来的経済指針と担保価

値および換金率との相関関係を検証する。PDおよびLGDは、各商品の全期間構造について推定される。

減損貸付金の場合、ECL引当金の見積りは、個々の借入人の状況に特有の内部将来予測シナリオの割引キャッ

シュ・フロー（以下「DCF」という。）の計算に基づいている。確率加重の出力値が適用され、借入人の重要

性および状況に応じて検討するシナリオの数は変更される。評価対象のケースに関連する場合、将来のシナ
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リオ指針がこれらのシナリオの一部として組み込まれる。LGDに基づく代理推定値とモデル化推定値は、重要

性の低い特定のケースに用いられる。

当行グループのリテール・ポートフォリオの場合、モデルは主に、過去の観察値およびデフォルト確率と担

保価値との相関関係に基づいている。

PDの場合、経済シナリオの影響は、デフォルト確率とマクロ経済変数との過去の関係を用いて、各ポート

フォリオでモデル化されている。これらは、経済反応モデルまたは内部変数、外部変数およびマクロ経済変

数を含むモデルのいずれかを用いてIFRS第９号に基づくECL推定値内に含まれている。マクロ経済がPDに及ぼ

す影響は、資産の残存償還期間に相当する期間についてモデル化されている。

一方、LGDの場合、影響は、国レベルでの住宅価格指数の予測を用いつつ、最新の予測担保価値に対応する

LGD期待値を適用した上で、資産の残存償還期間の将来の借入金比率（以下「LTV」という。）ポートフォリ

オを予測することにより、住宅ローン・ポートフォリオについてモデル化されている。

無担保リテール・ポートフォリオの場合、これまで観察された回収率は、損失を測定するために活用されて

いる。住宅ローンおよび無担保の双方の場合、限定的な数のポートフォリオで、下振れ第２シナリオに適用

されるマクロ経済依存型ストレスLGDが活用されている。

経営陣の判断による調整

IFRS第９号に基づく経営陣の判断による調整とは一般的に、引当金が報告日現在の信用リスク／予想信用損

失を十分に反映していないと経営陣が判断する場合における、顧客レベル、セグメント・レベルまたはポー

トフォリオ・レベルのいずれかにおけるモデル化されたECL引当金の短期的増減をいう。これらは、重大な不

確実性があり、経営陣による検証および精査の対象となるモデルおよび／または後発事象に反映されていな

いリスクまたは不確実性に関連することもある。

これには、モデルの入力値および出力値の精緻化、経営陣の判断に基づくECLの調整の使用、モデル化が困難

な影響の定量分析が含まれる。

信用リスクの大幅な増加が発生し、適切な場合は増加分をあるステージに割当てるか否かを判断する場合、

残高およびECL引当金の双方についての経営陣の判断による調整の効果が考慮される。これは、内部調整の枠

組みに沿ったものである。

経営陣の判断による調整は、（前述の「信用リスク管理」で詳述のとおり）IFRS第９号のガバナンス・プロ

セスに基づき検証される。検証およびそれに対する異議では、調整の論理的根拠および量に焦点を当ててお

り、重大な場合は第二の防衛線がさらに検証する。一部の経営陣の判断による調整については、かかる調整

が不要となり、ガバナンス・プロセスの一部とみなすという条件が内部の枠組みで設定される。こうした内

部ガバナンス・プロセスにより、経営陣の判断による調整を定期的に検証し、可能な場合は適宜、モデルの

調整または再開発を通じて経営陣の判断による調整への依存を下げることが可能となる。

経営陣の判断による調整要因は、経済環境および新たなリスクの出現により、進化し続けている。

経営陣の判断による調整に加え、プロセスの限界およびデータやモデルの欠陥に対処するためになされ、ECL

引当金の正確な推定値をECL合計の報告数値に組み込む上でガバナンスが十分に進歩している場合に、必要に

応じて新たなモデルの影響も含めることのできる「その他の調整」も存在する。

「経営陣の判断による調整」および「その他の調整」は、モデル化されたECL引当金の合計調整額を構成す

る。ホールセール・ポートフォリオの場合、不履行エクスポージャーは個別に評価され、非不履行ポート

フォリオについてのみ経営陣の判断による調整がなされる。

2024年12月31日現在のシナリオ加重したECL引当金（報告数値）の推定にあたり行われた経営陣の判断による

調整については、以下の表に示す。

2024年12月31日現在のECLに対する経営陣の判断による調整
１

 
リテール業務
百万ポンド

ホールセール業務
２

百万ポンド
合計

百万ポンド
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モデル化されたECL（A）
３ 125 154 279

銀行、国家、政府機関および低リスクのカウンターパーティ - - -

法人向け貸付の調整 - 25 25

インフレ関連の調整 - - -

その他の信用判断 9 (13) (4)

経営陣の判断による調整の合計額（B）
４ 9 12 21

その他の調整（C）
５ (15) - (15)

ECL最終値（A＋B＋C）
６ 119 166 285

 

2023年12月31日現在のECLに対する経営陣の判断による調整
１,７

 
リテール業務
百万ポンド

ホールセール業務
２

百万ポンド
合計

百万ポンド

モデル化されたECL（A）
３ 173 246 419

銀行、国家、政府機関および低リスクのカウンターパーティ - - -

法人向け貸付の調整 - 10 10

インフレ関連の調整 8 - 8

その他の信用判断 9 (63) (54)

経営陣の判断による調整の合計額（B）
４ 17 (53) (36)

その他の調整（C）
５ (14) - (14)

ECL最終値（A＋B＋C）
６ 176 193 369

１　表に示す経営陣の判断による調整は、ECL引当金の増加または（減少）それぞれを反映している。

２　ホールセール・ポートフォリオは、非不履行ポートフォリオ（ステージ１およびステージ２）の調整に対応している。

３　（A）は、調整前の確率加重ECL引当金をいう。

４　（B）は、ECL引当金が報告日現在の任意のポートフォリオの信用リスクまたは予想信用損失を十分に反映していないと経営陣がみ

なす場合になされる調整をいう。かかる調整は、モデルに反映されていないリスクもしくは不確実性、および／または後発事由に

関連していることがある。

５　（C）は、プロセスの限界およびデータまたはモデルの欠陥に対処するためになされるECL引当金の調整をいい、適切な場合には、

ECL引当金の正確な推定値をECL合計の報告数値に組み込むことができるよう、ガバナンスが十分に進展している新たなモデルの影

響も含めることができる。

６　当行グループの内部信用リスクのガバナンスに記載のとおり。

７　2023年12月31日には、フランスの個人向け銀行業務が含まれている。

 

2024年12月31日現在の経営陣の判断による調整は、ECL引当金の21百万ポンドの増加であった（2023年12月31

日現在：36百万ポンドの減少）。

2024年12月31日現在のホールセール業務に係る経営陣の判断による調整は、ECL引当金の12百万ポンドの増加

であった（2023年12月31日現在：53百万ポンドの減少。）。法人向け貸付に係る調整は、ドイツの自動車セ

クターおよび鉱工業セクターにおけるエクスポージャーの不確実性の高まりを反映してなされた。その他の

信用判断は、モデル化された出力が2024年12月31日現在の主要なリスクをより良く反映した結果としての通

常業務（BAU）調整の減少によるものであった。

2024年12月31日現在のリテール業務に係る経営陣の判断による調整は、ECL引当金の９百万ポンドの微増で

あった（2023年12月31日現在：17百万ポンドの増加。）。その他の調整は、2024年12月31日現在のECL引当金

の15百万ポンドの減少であった（2023年12月31日現在：14百万ポンドの減少。）。これらの調整は、モデル

の限界の他、モデル化された出力によって十分に補足できない将来のマクロ経済情勢に関連する各国固有の

リスクによるものである。

ECL推計値の経済シナリオ感応度分析

経営陣は、ECLガバナンス・プロセスの一環として、代わりに各シナリオに100％の加重を適用して、選択さ

れたポートフォリオにつき上述の各シナリオ下のECL引当金を再計算することにより、経済予測に対するECL

推定値の感応度を検証した。加重は、信用リスクの著しい増加の判断およびその結果としての引当金の測定

の双方に反映される。
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上振れシナリオおよび下振れシナリオにおいて算出されたECL引当金は、ECL推定値の上限と下限を示すと解

されるべきではない。異なる経済シナリオに基づき将来発生し得る債務不履行の影響は、貸借対照表の日付

現在の貸付金引当金を再計算することにより捕捉される。

100％の加重が割り当てられた場合、テール・リスク・シナリオを示す数値には特に高い推定不確実性があ

る。

ホールセール業務の信用リスク・エクスポージャーの場合、感応度分析では、不履行（ステージ３）債務者

に関連するECL引当金および金融商品が除外されている。ステージ３のECLの測定は、将来の経済シナリオに

比べ、債務者に固有の信用要因に対して比較的感応度が高く、よってマクロ経済要因の影響は、不履行債務

者の引当金を個別に評価する際に、必ずしも重要な検討事項とはならない。不履行債務者に対する貸付は、

ECL引当金の大部分を占めているとしても、ホールセール業務の貸付エクスポージャー全体の極わずかであ

る。ECLが感応する信用要因の範囲および特異性により、すべての不履行債務者で一貫した一連のリスクに対

する有意義な代替感応度分析を実施することはできない。

リテール業務の住宅ローン・エクスポージャーの場合、感応度分析では、不履行債務者に対する貸付のECL引

当金が含まれる。これは、リテール業務の場合、あらゆるステージの貸付金を含む有担保住宅ローン・ポー

トフォリオのECLが、マクロ経済変数に対して感応度が高いためである。

ホールセール業務およびリテール業務の感応度

ホールセール業務およびリテール業務の感応度に関する表は、100％加重の結果を示している。これらは、保

険事業保有のポートフォリオおよび小規模ポートフォリオを除外しているため、他の信用リスクの表に記載

の個人向け貸付および法人向け貸付を直接比較することはできない。ホールセール業務およびリテール業務

の分析の双方においては、下振れ第２シナリオおよび代替下振れシナリオの対象期間の結果も、当該期間の

終了時におけるコンセンサス・シナリオの異なるリスクを反映しているため、当期と直接比較することはで

きない。

ホールセール業務およびリテール業務の感応度分析では、各シナリオに適切な経営陣の判断による調整を含

めて記載されている。

リテール・ポートフォリオおよびホールセール・ポートフォリオの双方において、金融商品の帳簿価額（総

額ベース）は、各シナリオで同一である。よって、類似のリスク・プロファイルおよび商品特性を有するエ

クスポージャーの場合、感応度の影響は主に、マクロ経済の仮定の変更の結果である。

 

ホールセール業務の分析

IFRS第９号に基づく将来の経済状況に対するECL感応度
１、２、３

 
英国

百万ポンド
フランス

百万ポンド

2024年12月31日現在  

報告されたECL引当金 39 64

コンセンサス中心シナリオのECL引当金 35 63

コンセンサス上振れシナリオのECL引当金 24 55

コンセンサス下振れシナリオのECL引当金 49 76

下振れ第２シナリオのECL引当金 284 99

帳簿価額(報告数値) 139,207 145,484

 

IFRS第９号に基づく将来の経済状況に対するECL感応度

 
英国

百万ポンド
フランス

百万ポンド

2023年12月31日現在

報告されたECL引当金 67 78

コンセンサス中心シナリオのECL引当金 55 81

コンセンサス上振れシナリオのECL引当金 38 72

コンセンサス下振れシナリオのECL引当金 87 99

下振れ２シナリオのECL引当金 276 112

帳簿価額(報告数値) 144,215 142,389
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１　ECL引当金の感応度には、オフバランスシートの金融商品が含まれる。これらは、重大な測定に関する不確実性の影響を受ける。

２　上記すべてのシナリオの下で帳簿価額は高いがECLは低い、低信用リスク金融商品（FVOCIで測定される負債性金融商品等）を含

む。

３　不履行債務者を除く。非不履行および不履行のホールセール・ポートフォリオ・エクスポージャーの詳細な内訳については、後述

の「ホールセール貸付」を参照のこと。

 

リテール業務の分析

IFRS第９号に基づく将来の経済状況に対するECL感応度
１

 
英国

百万ポンド
フランス

百万ポンド

2024年12月31日現在  

ECL引当金（報告数値） 2 -

コンセンサス中心シナリオのECL引当金 2 -

コンセンサス上振れシナリオのECL引当金 2 -

コンセンサス下振れシナリオのECL引当金 2 -

下振れ第２シナリオのECL引当金 4 -

帳簿価額(報告数値、総額ベース) 1,979 -

 

IFRS第９号に基づく将来の経済状況に対するECL感応度
１

 

英国
百万ポンド

フランス
２

百万ポンド

2023年12月31日現在

ECL引当金（報告数値） 2 74

コンセンサス中心シナリオのECL引当金 2 74

コンセンサス上振れシナリオのECL引当金 2 72

コンセンサス下振れシナリオのECL引当金 3 75

下振れ第２シナリオのECL引当金 4 78

帳簿価額(報告数値、総額ベース) 1,925 17,187

１　ECL引当金の感応度では、余り複雑でないモデル手法を用いたポートフォリオが除外されている。
２　2023年12月31日現在の貸借対照表上では「顧客に対する貸付金」から「売却目的で保有する資産」に再分類された残
高およびECL引当金が含まれていた。これにはまた、リテール業務の感応度分析の算入原則に従い「顧客に対する貸付
金」において個人向け貸付として引き続き報告されている残高およびECL引当金も含まれていた。なお、フランスの個
人向け銀行業務の処分は、2024年１月１日に完了した。

 

帳簿価額(総額ベース)／元本金額ならびに銀行および顧客に対する貸付金（貸付コミットメントお

よび金融保証を含む。）引当金の変動の調整

以下の開示は、当行グループの帳簿価額(総額ベース)／元本金額ならびに銀行および顧客に対する貸付金

（貸付コミットメントおよび金融保証を含む。）引当金のステージ別の調整を示したものである。

加えて、当行グループの帳簿価額（総額ベース）ならびに銀行および顧客に対する貸付金の引当金のステー

ジ別の調整、ならびに当行グループの元本金額および貸付コミットメントおよび金融保証の引当金のステー

ジ別の調整ついては、予想信用損失開示（DECL）タスクフォースの第三次報告書における提言の採用を受け

て、本項に記載されている。

変動は四半期ごとに計算されるため、四半期間のステージの変動が完全に捕捉されている。変動が期首から

現在までの期間を対象に計算された場合、金融商品の期首ポジションおよび同期間終了日ポジションのみを

反映することとなる。

金融商品の移転は、ステージの移動が帳簿価額(総額ベース)／元本金額および関連するECL引当金に及ぼす影

響を示している。ステージの移動から生じるECLの再測定（正味ベース）は、例えば12ヶ月（ステージ１）の

ECL測定基準から全期間（ステージ２）のECL測定基準への変更等、こうした移動による増減を示している。

再測定（正味ベース）では、ステージが移動する金融商品の顧客リスク格付（CRR）／デフォルト確率（PD）

の変動が除外されている。これは、「リスク・パラメーターの変動－信用の質」の項目におけるその他の信

用の質の変動と併せて捕捉される。
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新規および追加の正味貸付金／返済額の変動は、当行グループの貸付ポートフォリオ内の数量の変動による

影響を示しており、「組成または購入された新規金融資産」、「認識中止された資産（最終返済額を含

む。）」および「リスク・パラメーターの変更－追加の貸付金／返済額」を含んでいる。

 

 
帳簿価額(総額ベース)／元本金額ならびに銀行および顧客に対する貸付金（貸付コミットメントおよび金融

保証
１
を含む。）引当金の変動の調整

（監査済）
 信用が減損していない 信用が減損している  

 ステージ１ ステージ２ ステージ３ POCI 合計

 

帳簿価額

(総額ベー

ス)／元本金額 ECL引当金

帳簿価額

(総額ベー

ス)／元本金額 ECL引当金

帳簿価額

(総額ベー

ス)／元本金額 ECL引当金

帳簿価額

(総額ベー

ス)／元本金額 ECL引当金

帳簿価額

(総額ベー

ス)／元本金額 ECL引当金

当行グループ

百万

ポンド

百万

ポンド

百万

ポンド

百万

ポンド

百万

ポンド

百万

ポンド

百万

ポンド

百万

ポンド

百万

ポンド

百万

ポンド

2024年１月１日現在 162,228 (91) 15,445 (147) 2,556 (903) 35 (6) 180,264 (1,147)

金融商品の移転 2,460 (42) (3,223) 47 763 (5) - - - -

- ステージ１からス

テージ２への移動 (7,440) 8 7,440 (8) - - - - - -

- ステージ２からス

テージ１への移動 10,182 (48) (10,182) 48 - - - - - -

- ステージ３への移

動 (390) 1 (649) 13 1,039 (14) - - - -

- ステージ３からの

移動 108 (3) 168 (6) (276) 9 - - - -

ステージの移動により

発生するECLの再測

定（正味ベース） - 29 - (22) - - - - - 7

新規または追加の貸

付／返済（正味ベー

ス） 10,816 7 (1,409) 3 (635) 322 6 (7) 8,778 325

リスク・パラメーター

の変更 - 信用の質 - 23 - (31) - (504) - (5) - (517)

ECLの計算に使用され

るモデルの変更 - (1) - 17 - - - - - 16

償却された資産 - - - - (257) 255 - - (257) 255

認識中止を招いた信用

関連の変更 - - - - - - - - - -

外国為替 (4,916) 2 (345) 2 (83) 24 - - (5,344) 28

その他
２ 6,588 (1) 26 (2) (42) 117 - - 6,572 114

2024年12月31日現在 177,176 (74) 10,494 (133) 2,302 (694) 41 (18) 190,013 (919)

当期の損益計算書上の

ECLの変動  58  (33)  (182)  (12)  (169)

回収          2

その他          13

当期の損益計算書上の

ECL合計の変動          (154)

 

帳簿価額(総額ベース)／元本金額ならびに銀行および顧客に対する貸付金（貸付コミットメントおよび金融

保証
１
を含む。）引当金の変動の調整（続き）

（監査済）

 

 

2024年12月31日現在

2024年12月31日に終了

した12ヶ月間

帳簿価額(総額ベース)

／元本金額

百万ポンド

 

ECL引当金

百万ポンド

ECL（費用）

／戻入れ

百万ポンド

上記のとおり 190,013 (919) (154)

償却原価で測定されるその他の金融資産 237,475 (6) (6)

非トレーディング目的の売戻契約上のコミットメント 32,675 - -

IFRS第９号の適用範囲外である履行その他の保証 (2)

IFRS第９号の減損要件が適用される金融商品の概要／連結損益計算書の概要 460,163 (925) (162)

FVOCIで測定される負債性金融商品 46,649 (22) (1)

当期のECL引当金合計／損益計算書上のECL合計の変動 N/A (947) (163)

１　IFRS第９号の減損要件が適用されない履行保証契約を除く。

２　HSBCグループのその他のグループ会社に関連するエクスポージャーの年度ごとの変動を含む。2024年12月31日現在、その額は

（0.77）十億ポンドであり、ECLのないステージ１として分類された。
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帳簿価額(総額ベース)／元本金額ならびに銀行および顧客に対する貸付金（貸付コミットメントおよび金融

保証
１
を含む。）引当金の変動の調整（続き）

（監査済）
 信用が減損していない 信用が減損している  

 ステージ１ ステージ２ ステージ３ POCI 合計

 

帳簿価額

(総額ベー

ス)／元本金額 ECL引当金

帳簿価額

(総額ベー

ス)／元本金額 ECL引当金

帳簿価額

(総額ベー

ス)／元本金額 ECL引当金

帳簿価額

(総額ベー

ス)／元本金額 ECL引当金

帳簿価額

(総額ベー

ス)／元本金額 ECL引当金

当行グループ

百万

ポンド

百万

ポンド

百万

ポンド

百万

ポンド

百万

ポンド

百万

ポンド

百万

ポンド

百万

ポンド

百万

ポンド

百万

ポンド

2023年１月１日現在 168,371 (71) 18,059 (200) 2,536 (962) 3 - 188,969 (1,233)

金融商品の移転 690 (56) (1,336) 89 646 (33) - - - -

- ステージ１からス

テージ２への移動 (14,106) 11 14,106 (11) - - - - - -

- ステージ２からス

テージ１への移動 15,023 (66) (15,023) 66 - - - - - -

- ステージ３への移

動 (247) - (551) 39 798 (39) - - - -

- ステージ３からの

移動 20 (1) 132 (5) (152) 6 - - - -

ステージの移動により

発生するECLの再測

定（正味ベース） - 48 - (26) - - - - - 22

新規または追加の貸

付／返済（正味ベー

ス） 4,626 (1) (1,916) 22 (442) 125 33 - 2,301 146

リスク・パラメーター

の変更 - 信用の質 - (1) - (28) - (305) - (6) - (340)

ECLの計算に使用され

るモデルの変更 - (3) - 18 - - - - - 15

償却された資産 - - - - (248) 246 - - (248) 246

認識中止を招いた信用

関連の変更C - - - - (94) 75 - - (94) 75

外国為替 (2,398) 2 (231) 2 (49) 17 - - (2,678) 21

その他
２ (9,061) (9) 869 (24) 207 (66) (1) - (7,986) (99)

2023年12月31日現在 162,228 (91) 15,445 (147) 2,556 (903) 35 (6) 180,264 (1,147)

当期の損益計算書上の

ECLの変動  43  (14)  (180)  (6)  (157)

回収          5

その他          (12)

当期の損益計算書上の

ECL合計の変動          (164)

 

帳簿価額(総額ベース)／元本金額ならびに銀行および顧客に対する貸付金（貸付コミットメントおよび金融

保証
１
を含む。）引当金の変動の調整（続き）

（監査済）

 

 

2023年12月31日現在

2023年12月31日に終了

した12ヶ月間

帳簿価額(総額ベー

ス)／元本金額

百万ポンド

 

ECL引当金

百万ポンド

 

ECL（費用）

／戻入れ

百万ポンド

上記のとおり 180,264 (1,147) (164)

償却原価で測定されるその他の金融資産 273,728 (70) -

非トレーディング目的の売戻契約上のコミットメント 38,704 - -

IFRS第９号の適用範囲外である履行その他の保証   (7)

IFRS第９号の減損要件が適用される金融商品の概要／連結損益計算書の概要 492,696 (1,217) (171)

FVOCIで測定される負債性金融商品 37,427 (23) 2

当期のECL引当金合計／損益計算書上のECL合計の変動 N/A (1,240) (169)

１　IFRS第９号の減損要件が適用されない履行保証契約を除く。

２　HSBCグループのその他のグループ会社に関連するエクスポージャーの年度ごとの変動を含む。2023年12月31日現在、その額は

（1.64）十億ポンドであり、ECLのないステージ１として分類された。

 

帳簿価額(総額ベース)ならびに銀行および顧客に対する貸付金引当金の変動の調整
（監査済）
 信用が減損していない 信用が減損している  

 ステージ１ ステージ２ ステージ３ POCI 合計

 

帳簿価額

(総額ベース) ECL引当金

帳簿価額

(総額ベース) ECL引当金

帳簿価額

(総額ベース) ECL引当金

帳簿価額

(総額ベース) ECL引当金

帳簿価額

(総額ベース) ECL引当金

当行グループ

百万

ポンド

百万

ポンド

百万

ポンド

百万

ポンド

百万

ポンド

百万

ポンド

百万

ポンド

百万

ポンド

百万

ポンド

百万

ポンド

2024年１月１日現在 80,612 (76) 7,997 (125) 2,310 (882) 32 (6) 90,951 (1,089)

金融商品の移転 579 (33) (1,402) 38 823 (5) - - - -

- ステージ１からス

テージ２への移動 (3,332) 7 3,332 (7) - - - - - -

- ステージ２からス

テージ１への移動 4,244 (38) (4,244) 38 - - - - - -
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- ステージ３への移

動 (365) 1 (571) 13 936 (14) - - - -

- ステージ３からの

移動 32 (3) 81 (6) (113) 9 - - - -

ステージの移動により

発生するECLの再測

定（正味ベース） - 22 - (17) - - - - - 5

新規または追加の貸

付／返済（正味ベー

ス） 4,724 11 (799) 7 (664) 308 6 (7) 3,267 319

リスク・パラメーター

の変更 - 信用の質 - 21 - (17) - (493) - (5) - (494)

ECLの計算に使用され

るモデルの変更 - (3) - 6 - - - - - 3

償却された資産 - - - - (257) 255 - - (257) 255

認識中止を招いた信用

関連の変更 - - - - - - - - - -

外国為替 (2,143) 2 (209) 2 (74) 23 - - (2,426) 27

その他
１ 6,529 (2) 26 (2) (42) 117 - - 6,513 113

2024年12月31日現在 90,301 (58) 5,613 (108) 2,096 (677) 38 (18) 98,048 (861)

当期の損益計算書上の

ECLの変動 - 51 - (21) - (185) - (12) - (167)

回収          2

その他          12

当期の損益計算書上の

ECL合計の変動          (153)

１　HSBCグループのその他のグループ会社に関連するエクスポージャーの年度ごとの変動を含む。2024年12月31日現在、その額は

(0.68)十億ポンドであり、ECLのないステージ１として分類された。

 

帳簿価額(総額ベース)ならびに銀行および顧客に対する貸付金引当金の変動の調整（続き）
（監査済）
 信用が減損していない 信用が減損している  

 ステージ１ ステージ２ ステージ３ POCI 合計

 

帳簿価額

(総額ベース) ECL引当金

帳簿価額

(総額ベース) ECL引当金

帳簿価額

(総額ベース) ECL引当金

帳簿価額

(総額ベース) ECL引当金

帳簿価額

(総額ベース) ECL引当金

当行グループ

百万

ポンド

百万

ポンド

百万

ポンド

百万

ポンド

百万

ポンド

百万

ポンド

百万

ポンド

百万

ポンド

百万

ポンド

百万

ポンド

2023年１月１日現在 80,347 (55) 8,230 (166) 2,289 (922) 3 - 90,869 (1,143)

金融商品の移転 (98) (42) (500) 78 598 (36) - - - -

- ステージ１からス

テージ２への移動 (7,192) 10 7,192 (10) - - - - - -

- ステージ２からス

テージ１への移動 7,301 (51) (7,301) 51 - - - - - -

- ステージ３への移

動 (226) - (465) 39 691 (39) - - - -

- ステージ３からの

移動 19 (1) 74 (2) (93) 3 - - - -

ステージの移動により

発生するECLの再測

定（正味ベース） - 36 - (22) - - - - - 14

新規または追加の貸

付／返済（正味ベー

ス） 3,230 (9) (923) 15 (401) 94 30 - 1,936 100

リスク・パラメーター

の変更 - 信用の質 - 1 - (10) - (289) - (6) - (304)

ECLの計算に使用され

るモデルの変更 - 2 - 4 - - - - - 6

償却された資産 - - - - (248) 246 - - (248) 246

認識中止を招いた信用

関連の変更 - - - - (94) 75 - - (94) 75

外国為替 (1,264) 1 (148) 1 (48) 17 - - (1,460) 19

その他
１ (1,603) (10) 1,338 (25) 214 (67) (1) - (52) (102)

2023年12月31日現在 80,612 (76) 7,997 (125) 2,310 (882) 32 (6) 90,951 (1,089)

当期の損益計算書上の

ECLの変動 - 30 - (13) - (195) - (6) - (184)

回収          5

その他          (20)

当期の損益計算書上の

ECL合計の変動          (199)

１　HSBCグループのその他のグループ会社に関連するエクスポージャーの年度ごとの変動を含む。2023年12月31日現在、その額は

(1.17)十億ポンドであり、ECLのないステージ１として分類された。

 

元本金額ならびに貸付コミットメントおよび金融保証の引当金の変動の調整
１

（監査済）
 信用が減損していない 信用が減損している  

 ステージ１ ステージ２ ステージ３ POCI 合計

 元本金額 ECL引当金 元本金額 ECL引当金 元本金額 ECL引当金 元本金額 ECL引当金 元本金額 ECL引当金

当行グループ

百万

ポンド

百万

ポンド

百万

ポンド

百万

ポンド

百万

ポンド

百万

ポンド

百万

ポンド

百万

ポンド

百万

ポンド

百万

ポンド

2024年１月１日現在 81,616 (15) 7,448 (22) 246 (21) 3 - 89,313 (58)
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金融商品の移転 1,881 (9) (1,821) 9 (60) - - - - -

- ステージ１からス

テージ２への移動 (4,108) 1 4,108 (1) - - - - - -

- ステージ２からス

テージ１への移動 5,938 (10) (5,938) 10 - - - - - -

- ステージ３への移

動 (25) - (78) - 103 - - - - -

- ステージ３からの

移動 76 - 87 - (163) - - - - -

ステージの移動により

発生するECLの再測

定（正味ベース） - 7 - (5) - - - - - 2

新規または追加の貸

付／返済（正味ベー

ス） 6,092 (4) (610) (4) 29 14 - - 5,511 6

リスク・パラメーター

の変更 - 信用の質 - 2 - (14) - (11) - - - (23)

ECLの計算に使用され

るモデルの変更 - 2 - 11 - - - - - 13

外国為替 (2,773) - (136) - (9) 1 - - (2,918) 1

その他
２ 59 1 - - - - - - 59 1

2024年12月31日現在 86,875 (16) 4,881 (25) 206 (17) 3 - 91,965 (58)

当期の損益計算書上の

ECLの変動 - 7 - (12) - 3 - - - (2)

回収          -

その他          1

当期の損益計算書上の

ECL合計の変動          (1)

１　IFRS第９号の減損要件が適用されない履行保証契約を除く。

２　HSBCグループのその他のグループ会社に関連するエクスポージャーの年度ごとの変動を含む。2024年12月31日現在、その額は

(0.10)十億ポンドであり、ECLのないステージ１として分類された。

 

元本金額ならびに貸付コミットメントおよび金融保証
１
の引当金の変動の調整

１

（監査済）
 信用が減損していない 信用が減損している  

 ステージ１ ステージ２ ステージ３ POCI 合計

 元本金額 ECL引当金 元本金額 ECL引当金 元本金額 ECL引当金 元本金額 ECL引当金 元本金額 ECL引当金

当行グループ

百万

ポンド

百万

ポンド

百万

ポンド

百万

ポンド

百万

ポンド

百万

ポンド

百万

ポンド

百万

ポンド

百万

ポンド

百万

ポンド

2023年１月１日現在 88,024 (16) 9,829 (34) 247 (40) - - 98,100 (90)

金融商品の移転 788 (14) (836) 11 48 3 - - - -

- ステージ１からス

テージ２への移動 (6,914) 1 6,914 (1) - - - - - -

- ステージ２からス

テージ１への移動 7,722 (15) (7,722) 15 - - - - - -

- ステージ３への移

動 (21) - (86) - 107 - - - - -

- ステージ３からの

移動 1 - 58 (3) (59) 3 - - - -

ステージの移動により

発生するECLの再測

定（正味ベース） - 12 - (4) - - - - - 8

新規または追加の貸

付／返済（正味ベー

ス） 1,396 8 (993) 7 (41) 31 3 - 365 46

リスク・パラメーター

の変更 - 信用の質 - (2) - (18) - (16) - - - (36)

ECLの計算に使用され

るモデルの変更 - (5) - 14 - - - - - 9

外国為替 (1,134) 1 (83) 1 (1) - - - (1,218) 2

その他
２ (7,458) 1 (469) 1 (7) 1 - - (7,934) 3

2023年12月31日現在 81,616 (15) 7,448 (22) 246 (21) 3 - 89,313 (58)

           

           

当期の損益計算書上の

ECLの変動 - 13 - (1) - 15 - - - 27

回収          -

その他          8

当期の損益計算書上の

ECL合計の変動          35

１　IFRS第９号の減損要件が適用されない履行保証契約を除く。

２　HSBCグループのその他のグループ会社に関連するエクスポージャーの年度ごとの変動を含む。2023年12月31日現在、その額は

(0.47)十億ポンドであり、ECLのないステージ１として分類された。
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信用の質

金融商品の信用の質

（監査済）

当行グループは、信用リスクにさらされているすべての金融商品の信用の質を評価している。金融商品の信

用の質は、デフォルト確率（PD）の特定の時点における評価である一方、ステージ１およびステージ２は、

大部分のポートフォリオの場合、最初に認識されてからの信用の質の相対的な悪化に基づいて決定される。

よって、信用が減損していない金融商品については、信用の質の評価とステージ１およびステージ２との間

に直接的な関係はないが、典型的には信用の質が低い層の方が、ステージ２において高い割合を示す。

以下の５つの信用の質の分類にはいずれも、ホールセール貸付および個人向け貸付に割り当てられた詳細な

各種内部信用格付等級、および外部機関による債券に対する外部格付が含まれている（前述の「信用の質の

分類」と題する表を参照のこと。）。

 

2024年12月31日現在の金融商品の信用の質別分布　
（監査済）
 帳簿価額(総額ベース)／元本金額   

当行グループ

優

百万ポンド

良

百万ポンド

可

百万ポンド

要管理

百万ポンド

信用減損

百万ポンド

合計

百万ポンド

ECL引当金／

その他の信用引

当金

百万ポンド

正味

百万ポンド

IFRS第９号の範囲内のECL  

顧客に対する貸付金(償却原価で計上) 41,588 17,843 19,698 2,261 2,134 83,524 (858) 82,666

－ 個人 16,984 1,433 1,209 62 259 19,947 (112) 19,835

－ 企業および商業 16,976 12,162 14,548 2,075 1,666 47,427 (592) 46,835

－ 銀行以外の金融機関 7,628 4,248 3,941 124 209 16,150 (154) 15,996

銀行に対する貸付金(償却原価で計上) 13,029 724 762 9 - 14,524 (3) 14,521

現金および中央銀行預け金 119,184 - - - - 119,184 - 119,184

売戻契約－非トレーディング目的 39,233 12,426 1,952 1 - 53,612 - 53,612

金融投資 11,236 - 990 - - 12,226 - 12,226

売却目的で保有する資産 1,933 363 278 - 17 2,591 (3) 2,588

その他資産 48,187 670 975 6 24 49,862 (3) 49,859

－ 裏書および支払承諾 69 - 1 - - 70 - 70

－ 未収収益その他 48,118 670 974 6 24 49,792 (3) 49,789

その他の包括利益を通じて公正価値で測定される

負債証券
１ 46,733 262 1,076 71 - 48,142 (22) 48,120

IFRS第９号の範囲外のELC  

トレーディング資産 31,137 9,983 8,075 1,723 32 50,950 - 50,950

公正価値評価の指定を受けた、または強制的に損

益を通じて公正価値で測定されるその他の金融

資産 606 1,854 928 1 - 3,389 - 3,389

デリバティブ 173,222 20,632 4,163 146 9 198,172 - 198,172

売却目的で保有する資産 2,406 - - - - 2,406 - 2,406

貸借対照表上の帳簿価額(総額ベース)合計 528,494 64,757 38,897 4,218 2,216 638,582 (889) 637,693

信用の質合計の割合（％） 82.8 10.1 6.1 0.7 0.3 100.0   

貸付金その他信用関連コミットメント 73,726 28,582 17,150 2,141 165 121,764 (49) 121,715

金融保証 1,348 794 660 30 44 2,876 (9) 2,867

範囲内：取消不能な貸付コミットメントおよび金

融保証
75,074 29,376 17,810 2,171 209 124,640 (58) 124,582

貸付金その他信用関連コミットメント 3,159 2,217 809 50 7 6,242 - 6,242

履行その他の保証 9,787 5,784 3,518 240 135 19,464 (26) 19,438

範囲外：取消可能な貸付コミットメントおよびそ

の他の非金融保証
12,946 8,001 4,327 290 142 25,706 (26) 25,680

１　本開示において、帳簿価額(総額ベース)は、損失引当金調整前の金融資産の償却原価として定義される。このため、上記のFVOCIで

測定される負債性金融商品の帳簿価額(総額ベース)は、公正価値ベース損益を除外しているため、貸借対照表とは一致しない。

 

 

2023年12月31日現在の金融商品の信用の質別分布（続き）
（監査済）
 帳簿価額(総額ベース)／元本金額   

当行グループ

優

百万ポンド

良

百万ポンド

可

百万ポンド

要管理

百万ポンド

信用減損

百万ポンド

合計

百万ポンド

ECL引当金／

その他の信用引

当金

百万ポンド

正味

百万ポンド

IFRS第９号の範囲内のECL  

顧客に対する貸付金(償却原価で計上) 32,567 18,634 19,627 3,409 2,342 76,579 (1,088) 75,491

－ 個人 8,702 2,612 1,388 115 214 13,031 (108) 12,923

－ 企業および商業 18,044 12,815 14,876 3,228 1,805 50,768 (825) 49,943
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－ 銀行以外の金融機関 5,821 3,207 3,363 66 323 12,780 (155) 12,625

銀行に対する貸付金(償却原価で計上) 13,247 415 710 - - 14,372 (1) 14,371

現金および中央銀行預け金 110,570 - 48 - - 110,618 - 110,618

売戻契約－非トレーディング目的 57,144 13,183 3,128 39 - 73,494 - 73,494

金融投資 8,840 - 21 - - 8,861 - 8,861

売却目的で保有する資産 19,461 1,232 852 95 156 21,796 (64) 21,732

その他資産 57,012 652 1,225 44 26 58,959 (6) 58,953

－ 裏書および支払承諾 224 6 20 - - 250 - 250

－ 未収収益その他 56,788 646 1,205 44 26 58,709 (6) 58,703

その他の包括利益を通じて公正価値で測定される

負債証券
１ 35,513 2,241 760 82 - 38,596 (23) 38,573

IFRS第９号の範囲外のECL  

トレーディング資産 34,923 8,555 6,378 820 - 50,676 - 50,676

公正価値評価の指定を受けた、または強制的に損

益を通じて公正価値で測定されるその他の金融

資産 2,439 965 1,536 5 - 4,945 - 4,945

デリバティブ 155,106 15,499 3,457 46 8 174,116 - 174,116

売却目的で保有する資産 101 - - - - 101 - 101

貸借対照表上の帳簿価額(総額ベース)合計 526,923 61,376 37,742 4,540 2,532 633,113 (1,182) 631,931

信用の質合計の割合（％） 83 10 6 1 0 100.0   

貸付金その他信用関連コミットメント 83,907 27,038 13,012 1,482 177 125,616 (42) 125,574

金融保証 1,270 530 503 26 72 2,401 (16) 2,385

範囲内：取消不能な貸付コミットメントおよび金

融保証 85,177 27,568 13,515 1,508 249 128,017 (58) 127,959

貸付金その他信用関連コミットメント 3,269 2,091 806 42 5 6,213 - 6,213

履行その他の保証 9,582 5,357 3,917 484 208 19,548 (25) 19,523

範囲外：取消可能な貸付コミットメントおよびそ

の他の非金融保証 12,851 7,448 4,723 526 213 25,761 (25) 25,736

１　本開示において、帳簿価額(総額ベース)は、損失引当金調整前の金融資産の償却原価として定義される。このため、上記のFVOCIで

測定される負債性金融商品の帳簿価額(総額ベース)は、公正価値ベース損益を除外しているため、貸借対照表とは一致しない。
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IFRS第９号の減損要件が適用される金融商品の信用の質別およびステージ別分布
（監査済）
 帳簿価額(総額ベース)／元本金額   

 優 良 可 要管理 信用減損 合計 ECL引当金 正味

当行グループ 百万ポンド 百万ポンド 百万ポンド 百万ポンド 百万ポンド 百万ポンド 百万ポンド 百万ポンド

顧客に対する貸付金（償却原価で計上） 41,588 17,843 19,698 2,261 2,134 83,524 (858) 82,666

- ステージ１ 41,150 17,227 16,555 912 - 75,844 (56) 75,788

- ステージ２ 438 616 3,143 1,349 - 5,546 (107) 5,439

- ステージ３ - - - - 2,096 2,096 (677) 1,419

- POCI - - - - 38 38 (18) 20

銀行に対する貸付金（償却原価で計上） 13,029 724 762 9 - 14,524 (3) 14,521

- ステージ１ 12,983 708 758 8 - 14,457 (2) 14,455

- ステージ２ 46 16 4 1 - 67 (1) 66

- ステージ３ - - - - - - - -

- POCI - - - - - - - -

償却原価で測定されるその他の金融資産 219,773 13,459 4,195 7 41 237,475 (6) 237,469

- ステージ１ 219,771 13,432 4,170 2 - 237,375 (4) 237,371

- ステージ２ 2 27 25 5 - 59 - 59

- ステージ３ - - - - 41 41 (2) 39

- POCI - - - - - - - -

貸付金その他信用関連コミットメント 73,726 28,582 17,150 2,141 165 121,764 (49) 121,715

- ステージ１ 73,328 26,774 15,172 1,513 - 116,787 (14) 116,773

- ステージ２ 398 1,808 1,978 628 - 4,812 (24) 4,788

- ステージ３ - - - - 162 162 (11) 151

- POCI - - - - 3 3 - 3

金融保証 1,348 794 660 30 44 2,876 (9) 2,867

- ステージ１ 1,348 785 626 4 - 2,763 (2) 2,761

- ステージ２ - 9 34 26 - 69 (1) 68

- ステージ３ - - - - 44 44 (6) 38

- POCI - - - - - - - -

2024年12月31日現在 349,464 61,402 42,465 4,448 2,384 460,163 (925) 459,238

FVOCIで測定される負債性金融商品
１

        

- ステージ１ 46,694 262 1,072 - - 48,028 (7) 48,021

- ステージ２ 39 - 4 71 - 114 (15) 99

- ステージ３ - - - - - - - -

- POCI - - - - - - - -

2024年12月31日現在 46,733 262 1,076 71 - 48,142 (22) 48,120

 
顧客に対する貸付金（償却原価で計上） 32,567 18,634 19,627 3,409 2,342 76,579 (1,088) 75,491

- ステージ１ 31,644 17,295 16,071 1,346 - 66,356 (75) 66,281

- ステージ２ 923 1,339 3,556 2,063 - 7,881 (125) 7,756

- ステージ３ - - - - 2,310 2,310 (882) 1,428

- POCI - - - - 32 32 (6) 26

銀行に対する貸付金（償却原価で計上） 13,247 415 710 - - 14,372 (1) 14,371

- ステージ１ 13,220 414 622 - - 14,256 (1) 14,255

- ステージ２ 27 1 88 - - 116 - 116

- ステージ３ - - - - - - - -

- POCI - - - - - - - -

償却原価で測定されるその他の金融資産 253,027 15,067 5,274 178 182 273,728 (70) 273,658

- ステージ１ 252,841 14,788 4,843 85 - 272,557 (5) 272,552

- ステージ２ 186 279 431 93 - 989 (8) 981

- ステージ３ - - - - 182 182 (57) 125

- POCI - - - - - - - -

貸付金その他信用関連コミットメント 83,907 27,038 13,012 1,482 177 125,616 (42) 125,574

- ステージ１ 81,341 25,083 10,962 856 - 118,242 (13) 118,229

- ステージ２ 2,566 1,955 2,050 626 - 7,197 (21) 7,176

- ステージ３ - - - - 174 174 (8) 166

- POCI - - - - 3 3 - 3

金融保証 1,270 530 503 26 72 2,401 (16) 2,385

- ステージ１ 1,269 483 322 4 - 2,078 (2) 2,076

- ステージ２ 1 47 181 22 - 251 (1) 250

- ステージ３ - - - - 72 72 (13) 59

- POCI - - - - - - - -

2023年12月31日現在 384,018 61,684 39,126 5,095 2,773 492,696 (1,217) 491,479

FVOCIで測定される負債性金融商品
１         

- ステージ１ 35,473 2,241 722 - - 38,436 (9) 38,427
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- ステージ２ 40 - 38 82 - 160 (14) 146

- ステージ３ - - - - - - - -

- POCI - - - - - - - -

2023年12月31日現在 35,513 2,241 760 82 - 38,596 (23) 38,573

１　本開示において、帳簿価額(総額ベース)は、損失引当金を調整する前の、金融資産の償却原価として定義される。このため、上記

のFVOCIで測定される負債証券の帳簿価額(総額ベース)は、公正価値ベースの損益を除外しているため、貸借対照表とは一致しな

い。

 

信用減損貸付金

（監査済）

当行グループは、関連する客観的な証拠、即ち主に以下の事項を検討することにより、金融商品の信用が損

なわれており、ステージ３であると判断している。

－　契約上の元本または利息のいずれかの支払いが90日を超えて延滞しているか否か。

－　借り手の資金状態に関連する経済的または法的理由により借り手に返済猶予が付与された場合等、借り

手が返済を行う可能性が低いというその他の兆候があるか否か。

－　その他貸付金が債務不履行に陥っているとみなされるか否か。返済の見込みがないことが早い段階で特

定されない場合において、エクスポージャーが90日の延滞である場合には、債務不履行が発生している

とみなされる。よって、ステージ３におけるすべての貸付金が債務不履行または信用毀損であるとみな

されるように、信用毀損および債務不履行の定義を可能な限り整合させている。

支払猶予貸付金

以下の表は、当行グループが保有する顧客に対する支払猶予貸付金の業種別およびステージ別の帳簿価額(総

額ベース)およびECL引当金を示したものである。

なお、当行グループの猶予に関する現行の方針および実務の概要は、前述の「信用リスク管理」に記載され

ている。

 

顧客に対する支払猶予貸付金(償却原価で計上)のステージ別内訳

 

非不履行

支払猶予貸付金 不履行支払猶予貸付金 支払猶予貸付金合計

 

当行グループ

ステージ２

百万ポンド

ステージ３

百万ポンド

POCI

百万ポンド

合計

百万ポンド

 

帳簿価額(総額ベース)     

 

個人 78 111 - 189

 

- 第１順位住宅ローン 50 105 - 155

 

- 住宅用不動産の保証付貸付金 26 4 - 30

 

- その他の個人向け有担保貸付 - 1 - 1

 

- クレジットカード 1 - - 1

 

- その他の個人向け無担保貸付 1 1 - 2

 

ホールセール 1,122 1,114 34 2,270

 

- 企業および商業 1,118 1,111 34 2,263

 

- 銀行以外の金融機関 4 3 - 7

 

2024年12月31日現在 1,200 1,225 34 2,459
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ECL引当金     

 

個人 (4) (36) - (40)

 

- 第１順位住宅ローン (3) (35) - (38)

 

- 住宅用不動産の保証付貸付金 (1) (1) - (2)

 

- その他の個人向け有担保貸付 - - - -

 

- クレジットカード - - - -

 

- その他の個人向け無担保貸付 - - - -

 

ホールセール (25) (316) (18) (359)

 

- 企業および商業 (25) (316) (18) (359)

 

- 銀行以外の金融機関 - - - -

 

2024年12月31日現在 (29) (352) (18) (399)

 

 

当行グループ     

 

帳簿価額(総額ベース)

    

 

個人 88 127 - 215

 

- 第１順位住宅ローン 66 120 - 186

 

- 住宅用不動産の保証付貸付金 19 6 - 25

 

- その他の個人向け有担保貸付 1 - - 1

 

- クレジットカード 1 - - 1

 

- その他の個人向け無担保貸付 1 1 - 2

 

ホールセール 1,545 788 24 2,357

 

- 企業および商業 1,510 778 24 2,312

 

- 銀行以外の金融機関 35 10 - 45

 

2023年12月31日現在 1,633 915 24 2,572

 

ECL引当金     

 

個人 (4) (39) - (43)

 

- 第１順位住宅ローン (4) (39) - (43)

 

- 住宅用不動産の保証付貸付金 - - - -

 

- その他の個人向け有担保貸付 - - - -

 

- クレジットカード - - - -
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- その他の個人向け無担保貸付 - - - -

 

ホールセール (15) (267) (6) (288)

 

- 企業および商業 (14) (263) (6) (283)

 

- 銀行以外の金融機関 (1) (4) - (5)

 

2023年12月31日現在 (19) (306) (6) (331)

 

ホールセール貸付

本項では、ホールセール貸付金に関する追加的な開示情報を示す。また、ホールセール業務の銀行および顧

客に対する貸付金で観察された変動をもたらす主要国、業種および顧客分類の詳細も記載する。

さらには、銀行および顧客に対する貸付金の総額、貸付金その他信用関連コミットメントおよび金融保証に

ついて示す主要国のデータとともに、ステージ別の詳細情報も提供している。

以下の表は、当行グループの銀行および顧客に対するホールセール貸付金の帳簿価額（総額ベース）および

ECL引当金の業種別およびステージ別の内訳を示したものである。

カウンターパーティまたはエクスポージャーは、類似の経済特性を示す場合または類似の業務に従事する場

合に分類されるため、契約上の義務を履行する集団的能力が景況、政況またはその他の状況の変化により一

律に影響を受けることになる。このため、業種の分類は、他の金融規制報告に適用される欧州共同体産業分

類（Nomenclature des Activités Économiques dans la Communauté Européenne）（以下「NACE」とい

う。）に準拠していない。
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ホールセール貸付の銀行および顧客に対する貸付金合計のステージ別分布
 帳簿価額(総額ベース) ECL引当金

 ステージ１ ステージ２ ステージ３ POCI 合計 ステージ１ ステージ２ ステージ３ POCI 合計
 百万ポンド 百万ポンド 百万ポンド 百万ポンド 百万ポンド 百万ポンド 百万ポンド 百万ポンド 百万ポンド 百万ポンド

企業および商業 41,386 4,375 1,628 38 47,427 (35) (85) (454) (18) (592)

- 農業、林業および水産
業 178 44 17 - 239 - (1) (4) - (5)

- 鉱業および採石業 785 1 203 - 989 (1) - - - (1)

- 製造業 8,649 711 254 - 9,614 (7) (25) (61) - (93)

- 電気、ガス、蒸気およ
び空調供給

 

1,060

 

103

 

50

 

-

 

1,213

 

(1)

 

(2)

 

(1)

 

-

 

(4)

- 上下水道、廃棄物
処理および修復

 

262

 

40

 

-

 

-

 

302

 

-

 

-

 

-

 

-

 

-

- 建設業および不動産
業 4,003 426 194 34 4,657 (5) (13) (30) (18) (66)

- 自動車および二輪車の
卸売、小売および修理

 

7,549

 

645

 

193

 

1

 

8,388

 

(3)

 

(6)

 

(85)

 

-

 

(94)

- 運送および保管 2,071 833 206 - 3,110 (1) (5) (152) - (158)

- 宿所営業および外食業 792 14 15 - 821 (3) - (4) - (7)

- 出版、音響映像お
よび放送

 

2,622

 

166

 

13

 

-

 

2,801

 

(1)

 

(2)

 

(4)

 

-

 

(7)

- 専門、科学および技術

 

4,972

 

662

 

261

 

3

 

5,898

 

(5)

 

(15)

 

(56)

 

-

 

(76)

- 事務サービスおよびサ
ポート・サービス 4,588 397 174 - 5,159 (5) (4) (51) - (60)

- 行政、軍事および社会
保障

 

3

 

-

 

-

 

-

 

3

 

-

 

-

 

-

 

-

 

-

- 教育 20 7 - - 27 - - - - -

- ヘルスケア 44 15 4 - 63 - - (2) - (2)

- 芸術、エンターテイメ
ントおよび娯楽 162 7 1 - 170 (1) - - - (1)

- その他のサービス 1,648 194 2 - 1,844 (1) (2) (1) - (4)

- 世帯活動 - - - - - - - - - -

- 域外の組織および機関
の活動

 

-

 

-

 

-

 

-

 

-

 

-

 

-

 

-

 

-

 

-

- 政府 1,963 99 41 - 2,103 (1) - (3) - (4)

- 資産担保証券 15 11 - - 26 - (10) - - (10)

銀行以外の金融機関 15,725 216 209 - 16,150 (7) (3) (144) - (154)

銀行に対する貸付金 14,457 67 - - 14,524 (2) (1) - - (3)

2024年12月31日現在 71,568 4,658 1,837 38 78,101 (44) (89) (598) (18) (749)

地理別  

英国 35,755 851 529 37 37,172 (10) (21) (309) (18) (358)

フランス 24,593 2,602 899 1 28,095 (21) (31) (159) - (211)

その他の国
１ 11,220 1,205 409 - 12,834 (13) (37) (130) - (180)

2024年12月31日現在 71,568 4,658 1,837 38 78,101 (44) (89) (598) (18) (749)

１　その他の国には、2023年において個別に表示されていたHSBCドイツ支店が含まれる。

 

ホールセール貸付の貸付金その他信用関連コミットメントおよび金融保証合計のステージ別分布
１

 
 
 

元本金額 ECL引当金

ステージ１

百万ポンド

ステージ２

百万ポンド

ステージ３

百万ポンド

POCI

百万ポンド

合計

百万ポンド

ステージ１

百万ポンド

ステージ２

百万ポンド

ステージ３

百万ポンド

POCI

百万ポンド

合計

百万ポンド

企業および商業 59,569 3,818 189 3 63,579 (14) (23) (15) - (52)

金融機関 58,702 1,058 15 - 59,775 (2) (2) (2) - (6)

2024年12月31日現在 118,271 4,876 204 3 123,354 (16) (25) (17) - (58)

地理別  

英国 31,941 1,829 29 3 33,802 (6) (12) (5) - (23)

フランス 74,201 1,954 56 - 76,211 (4) (4) (9) - (17)

その他の国
２ 12,129 1,093 119 - 13,341 (6) (9) (3) - (18)

2024年12月31日現在 118,271 4,876 204 3 123,354 (16) (25) (17) - (58)

１　IFRS第９号の減損要件が適用されない履行保証契約を除く。

２　その他の国には、2023において個別に表示されていたHSBCドイツ支店が含まれる。

 

ホールセール貸付の銀行および顧客に対する貸付金合計のステージ別分布（続き）
 
 帳簿価額(総額ベース) ECL引当金
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 ステージ１ ステージ２ ステージ３ POCI 合計 ステージ１ ステージ２ ステージ３ POCI 合計
 百万ポンド 百万ポンド 百万ポンド 百万ポンド 百万ポンド 百万ポンド 百万ポンド 百万ポンド 百万ポンド 百万ポンド

企業および商業 42,982 5,981 1,773 32 50,768 (48) (98) (673) (6) (825)

- 農業、林業および水産業 299 7 28 - 334 (1) - (9) - (10)

- 鉱業および採石業 584 157 162 - 903 (1) (3) - - (4)

- 製造業 8,267 1,465 348 - 10,080 (6) (17) (123) - (146)

- 電気、ガス、蒸気および
空調供給 1,254 98 69 - 1,421 (2) (1) (6) - (9)

- 上下水道、廃棄物処
理および修復 359 42 5 - 406 - - (4) - (4)

- 建設業 4,470 464 192 26 5,152 (11) (11) (55) (6) (83)

- 自動車および二輪車の卸
売、小売および修理 9,118 689 186 1 9,994 (5) (6) (107) - (118)

- 運送および保管 2,085 969 151 - 3,205 (2) (7) (101) - (110)

- 宿所営業および外食業 758 174 38 - 970 (2) (5) (11) - (18)

- 出版、音響映像およ
び放送 3,400 262 28 - 3,690 (3) (15) (16) - (34)

- 専門、科学および技術 4,841 844 322 5 6,012 (6) (12) (157) - (175)

- 事務サービスおよびサ
ポート・サービス 5,032 358 115 - 5,505 (6) (7) (56) - (69)

- 行政、軍事および社会保
障 4 - - - 4 - - - - -

- 教育 23 3 1 - 27 - - - - -

- ヘルスケア 91 4 5 - 100 - - (2) - (2)

- 芸術、エンターテイメン
トおよび娯楽 61 36 3 - 100 - (1) (1) - (2)

- その他のサービス 1,196 289 70 - 1,555 (3) (2) (23) - (28)

- 世帯活動 1 - - - 1 - - - - -

域外の組織および団体の活動 1 - - - 1 - - - - -

- 政府 1,123 109 50 - 1,282 - - (2) - (2)

- 資産担保証券 15 11 - - 26 - (11) - - (11)

銀行以外の金融機関 11,927 530 323 - 12,780 (7) (10) (138) - (155)

銀行に対する貸付金 14,256 116 - - 14,372 (1) - - - (1)

2023年12月31日現在 69,165 6,627 2,096 32 77,920 (56) (108) (811) (6) (981)

地理別  

英国 32,334 2,229 648 25 35,236 (11) (45) (258) (6) (320)

フランス 24,264 2,669 1,148 6 28,087 (27) (40) (447) - (514)

その他の国
１ 12,567 1,729 300 1 14,597 (18) (23) (106) - (147)

2023年12月31日現在 69,165 6,627 2,096 32 77,920 (56) (108) (811) (6) (981)

１　その他の国には、2023年において個別に表示されていたHSBCドイツ支店が含まれる。

 

貸付金その他信用関連コミットメントおよび金融保証
１
に係るホールセール貸付金合計のステージ分布別内

訳（続き）

 
 
 

元本金額 ECL引当金

ステージ１

百万ポンド

ステージ２

百万ポンド

ステージ３

百万ポンド

POCI

百万ポンド

合計

百万ポンド

ステージ１

百万ポンド

ステージ２

百万ポンド

ステージ３

百万ポンド

POCI

百万ポンド

合計

百万ポンド

企業および商業 59,282 4,883 226 3 64,394 (12) (18) (20) - (50)

金融機関 59,760 2,536 17 - 62,313 (3) (4) (1) - (8)

2023年12月31日現在 119,042 7,419 243 3 126,707 (15) (22) (21) - (58)

地理別  

欧州 119,042 7,419 243 3 126,707 (15) (22) (21) - (58)

- うち：英国 27,612 4,704 13 3 32,332 (5) (14) (1) - (20)

- うち：フランス 81,739 1,405 77 - 83,221 (5) (3) (7) - (15)

１　IFRS第９号の減損要件が適用されない履行保証契約を除く。

担保およびその他の信用補完

（監査済）

担保は信用リスクの重要な軽減策になり得るものの、当行グループの実務では、主として担保およびその他

の信用補完に依存するのではなく、顧客の自身のキャッシュ・フロー財源に基づき債務を履行する能力に基

づいて貸付を行っている。顧客の状況および商品の種類によっては、担保またはその他の信用補完の差入れ

を受けることなく与信枠を提供することがある。それ以外の貸付の場合、与信判断および利率の決定にあた
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り、担保が取得され、検討される。債務不履行の場合、当行グループは、返済原資として担保を利用するこ

とができる。

その形態次第ではあるが、担保は、信用リスク・エクスポージャーを軽減する重要な金融上の効果を持ち得

る。十分な担保がある場合、予想信用損失は認識されない。これに該当するのは、売戻取引および一部の顧

客に対する借入金比率（以下「LTV比率」という。）が極めて低い貸付金である。

信用リスク担保は、不動産または金融商品等、借り手の特定の資産に対する担保権の設定を含むこともあ

る。その他の信用リスク担保としては、有価証券のショートポジションの他、保険契約者がリスクを主に負

担する連動型保険／投資契約の一部として保有される金融資産が挙げられる。加えて、第二順位担保権、そ

の他の抵当権および無担保保証等のその他の種類の担保および信用補完を用いることによってもリスクを管

理することができる。保証は通常、法人および輸出信用機関から差し入れられる。法人は一般的に、親会

社・子会社関係の一部として保証を差し入れ、多数の信用格付等級をカバーしている。輸出信用機関は通

常、投資適格である。

信用リスク担保の中には、ポートフォリオ管理上、戦略的に用いられているものもある。単一銘柄の集中

は、グローバル・バンキング部門およびコーポレート・バンキング部門が管理するポートフォリオで発生す

る一方、グローバル・バンキング部門のみがその規模のためにポートフォリオ・レベルで信用リスク担保を

用いる必要がある。グローバル・バンキング部門全体で、リスクの限度額および利用、満期プロファイルな

らびにリスクの質を積極的に監視および管理している。このプロセスは、規模が大きく、より複雑な、地理

的に分布した顧客層のリスク選好度を設定する上で重要となる。リスク管理の主な形態は、今後もエクス

ポージャーの発生時に貸付の意思決定プロセスを通じてなされることとなるが、グローバル・バンキング部

門は、集中の管理およびリスクの軽減のために、ローン債権の売却およびクレジット・デフォルト・スワッ

プ（以下「CDS」とう。）によるヘッジも活用している。

こうした取引については、グローバル・バンキング部門のポートフォリオ管理専門チームが責任を負ってい

る。ヘッジ取引は、合意された信用パラメーターの範囲内で執行され、市場リスク限度額および堅固なガバ

ナンス体制に服する。該当する場合には、カウンターパーティとしての中央清算機関と直接、CDS取引を行

う。それ以外の場合、CDS取引で保護を提供するカウンターパーティに対する当行グループのエクスポー

ジャーは、主に信用格付の高い銀行間で分散されている。

CDS取引のリスク担保は、ポートフォリオ・レベルで保有されており、予想信用損失の計算に含まれていな

い。CDS取引のリスク担保は、以下の表においても報告されていない。

貸付金に設定された担保

保有する担保は、その他法人向け、商業向けおよび金融機関（銀行以外）向けの貸付につき分析されてい

る。以下の表には、未実行与信枠を中心に、貸借対照表に計上されていない貸付コミットメントが含まれ

る。

以下の表において測定されている担保は、現金および市場性のある金融商品に設定された担保権で構成され

る。同表の数値は、公開市場における予想市場価格を示しており、現金化された実際の価値は市況に次第で

ある。予想回収費用については、担保の調整を行っていない。市場性のある有価証券は、公正価値で測定さ

れている。

無担保保証および顧客の事業資産に設定された浮動担保権等、その他の種類の担保は、以下の表において測

定されていない。こうしたリスク担保には価値があり、破産権が付与されることも多い一方、それらの譲渡

性は十分に明らかでないため、開示上、価値が割り当てられていない。

表示されたLTV比率は、貸付金と個別かつ一意的に各信用枠を裏付けする担保とを直接関連付けることにより

計算されている。全資産担保の形式で担保資産に対して複数の貸付に係る担保権が具体的または一般的に設

定されている場合、担保の価値は、当該担保権で保護されている貸付金で按分される。

信用減損貸付金の場合、担保の価値は、認識された減損引当金と直接比較することができない。LTV比率の数

値は、調整されることなく公開市場における価額を用いており、現金化された実際の価値は市況に次第であ
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る。減損引当金については、後述の｢第６－１　財務書類－財務諸表注記｣の注記12において詳述のとおり、

その他のキャッシュ・フローを考慮し、担保現金化費用のため担保価値を調整することにより、異なる基準

で計算している。

その他法人向け、商業向けおよび金融機関（銀行以外）向け貸付金

その他法人向け、商業向けおよび金融機関（銀行以外）向けの貸付金については、当行グループの貸付金残

高の大半を保有する国に焦点を当てて、以下の表において分析している。その他法人向けおよび商業向け貸

付業務の場合、担保価値は、元本の返済能力との間に強い相関関係を有していない。

債務者の一般的な信用実績が低下し、副次的な返済原資に依存することが必要となり、その予測されるパ

フォーマンスを査定しなければならなくなった際に、通常、担保価値が更新される。

 

ホールセール貸付 - その他法人向け、商業向けおよび金融機関（銀行以外）向け貸付金（貸付コミットメ

ントを含む。）の主要国／地域の担保レベル別（およびステージ別）の内訳
（監査済）
 帳簿価額（総額ベース）／元本金額 ECLカバレッジ比率

 

ステージ1

百万

ポンド

ステージ2

百万

ポンド

ステージ3

百万

ポンド

POCI

百万

ポンド

合計

百万

ポンド

ステージ1

%

ステージ2

%

ステージ3

%

POCI

%

合計

%

無担保 125,338 7,660 1,254 4 134,256 - 1.0 42.8 - 0.5

LTV比率別に全額担保 11,789 762 109 - 12,660 0.1 1.2 10.1 - 0.2

- 50%以下 5,211 289 17 - 5,517 0.1 1.4 23.5 - 0.2

- 51%から75% 2,298 143 13 - 2,454 - 0.7 30.8 - 0.2

- 76%から90% 1,139 34 3 - 1,176 0.1 2.9 33.3 - 0.3

- 91%から100% 3,141 296 76 - 3,513 - 1.0 2.6 - 0.2

部分担保 (A)：LTV ＞ 100% 4,056 755 469 - 5,280 - 1.9 6.8 - 0.9

- Aの担保価値 3,230 419 147 - 3,796      

2024年12月31日現在の合計 141,183 9,177 1,832 4 152,196 - 1.1 31.7 - 0.5

うち：英国           

無担保 47,979 2,314 544 3 50,840 - 1.3 56.4 - 0.7

LTV比率別に全額担保 4,838 169 3 - 5,010 - 0.6 66.7 - 0.1

- 50%以下 1,521 79 - - 1,600 - 1.3 - - 0.1

- 51%から75% 894 88 1 - 983 - - - - -

- 76%から90% 502 - - - 502 - - - - -

- 91%から100% 1,921 2 2 - 1,925 - - 100.0 - 0.1

部分担保(B)：LTV ＞ 100% 113 2 4 - 119 - - 25.0 - 0.8

- Bの担保価値 76 - 1 - 77      

2024年12月31日現在の英国の合計 52,930 2,485 551 3 55,969 - 1.2 56.3 - 0.6

うち：フランス           

無担保 58,509 3,513 322 1 62,345 - 0.8 38.2 - 0.3

LTV比率別に全額担保 3,430 171 83 - 3,684 0.1 0.6 2.4 - 0.1

- 50%以下 1,904 107 3 - 2,014 0.1 0.9 - - 0.1

- 51%から75% 1,037 44 4 - 1,085 0.1 - 25.0 - 0.2

- 76%から90% 238 15 2 - 255 - - 50.0 - 0.4

- 91%から100% 251 5 74 - 330 - - - - -

部分担保(C)：LTV ＞ 100% 2,858 643 406 - 3,907 - 0.3 5.2 - 0.6

- Cの担保価値 2,239 394 111 - 2,744      

2024年12月31日現在のフランスの

合計 64,797 4,327 811 1 69,936 - 0.7 18.0 - 0.3

  

 

ホールセール貸付 - その他法人向け、商業向けおよび金融機関（銀行以外）向け貸付金（貸付コミットメ

ントを含む。）の主要国／地域の担保レベル別（およびステージ別）の内訳（続き）
（監査済）

 

帳簿価額（総額ベース）／元本金額 ECLカバレッジ比率

ステージ1 ステージ2 ステージ3 POCI 合計 ステージ1 ステージ2 ステージ3 POCI 合計

百万

ポンド

百万

ポンド

百万

ポンド

百万

ポンド

百万

ポンド % % % % %

無担保 115,898 10,983 1,617 6 128,504 - 1.0 43.8 - 0.7

LTV比率別に全額担保 8,709 908 101 - 9,718 0.1 1.2 23.8 - 0.4

- 50%以下 2,221 342 41 - 2,604 0.2 1.5 24.4 - 0.7

- 51%から75% 1,830 196 29 - 2,055 0.1 1.0 20.7 - 0.4

- 76%から90% 336 149 13 - 498 - 0.7 38.5 - 1.2

- 91%から100% 4,322 221 18 - 4,561 - 1.8 22.2 - 0.2

部分担保 (A)：LTV ＞ 100% 3,709 821 404 1 4,935 0.1 0.5 12.1 - 1.1
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- Aの担保価値 2,963 595 135 1 3,694      

2023年12月31日現在の合計 128,316 12,712 2,122 7 143,157 - 1.0 36.8 - 0.7

うち：英国           

無担保 42,157 5,901 622 - 48,680 - 0.9 38.7 - 0.6

LTV比率別に全額担保 4,464 168 11 - 4,643 - - 27.3 - 0.1

- 50%以下 654 119 6 - 779 - - 16.7 - 0.1

- 51%から75% 1,031 47 3 - 1,081 - - - - -

- 76%から90% 33 - 2 - 35 - - 100.0 - 5.7

- 91%から100% 2,746 2 - - 2,748 - - - - -

部分担保(B)：LTV ＞ 100% 229 19 7 - 255 - - 42.9 - 1.2

- Bの担保価値 150 - 2 - 152      

2023年12月31日現在の英国の合計 46,850 6,088 640 - 53,578 - 0.9 38.6 - 0.6

うち：フランス           

無担保 59,349 2,634 715 6 62,704 - 1.1 53.8 - 0.7

LTV比率別に全額担保 2,110 341 26 - 2,477 0.1 1.2 15.4 - 0.4

- 50%以下 1,047 146 12 - 1,205 0.1 0.7 16.7 - 0.3

- 51%から75% 614 115 4 - 733 0.2 0.9 25.0 - 0.4

- 76%から90% 87 19 8 - 114 - - 12.5 - 0.9

- 91%から100% 362 61 2 - 425 - 3.3 50.0 - 0.7

部分担保(C)：LTV ＞ 100% 3,038 787 390 1 4,216 - 0.4 10.0 - 1.0

- Cの担保価値 2,418 583 129 1 3,131      

2023年12月31日現在のフランスの合計 64,497 3,762 1,131 7 69,397 - 1.0 37.8 - 0.7

 

その他の信用リスク・エクスポージャー

有担保貸付に加えて、その他の信用補完を採用しつつ、金融資産から発生する信用リスクを軽減するための

方法も利用している。これらについては、以下に詳述する。

－　政府、銀行およびその他の金融機関が発行する一部の有価証券は、当該資産を対象とした政府保証に

よって提供される追加的信用補完の利益を享受する。

－　銀行およびその他の金融機関が発行する負債証券には、金融資産プールが裏付資産となる資産担保証券

（以下「ABS」という。）およびそれに類似する金融商品が含まれる。ABSに伴う信用リスクは、クレ

ジット・デフォルト・スワップ（以下「CDS」という。）によるプロテクションの購入を通じて軽減され

る。

－　トレーディング貸付金は主に、その性質上、担保が設定される売戻取引および借株で構成されている。

－　現金担保は、証拠金要件を充足するために差し入れられる。現金担保は、カウンターパーティが債務不

履行となった場合、関連する負債と相殺されることになるため、差し入れられた現金担保に係る信用リ

スクは限定的である。

当行グループがかかる取決めに基づき売却または再差入れを認めている差入れを受けた担保については、｢第

６－１　財務書類－財務諸表注記｣の注記16に記載されている。

当行グループの信用リスクへの最大エクスポージャーは、差し入れられた金融保証および類似の契約、なら

びに貸付金その他信用関連コミットメントである。取決め条件次第では、保証の実行が要求される場合や、

貸出コミットメントが実行された後に債務不履行となった場合に、当行グループは追加的な信用リスク軽減

策を使用する可能性がある。

これらの措置に関する詳細については、｢第６－１　財務書類－財務諸表注記｣の注記30を参照のこと。

デリバティブ

当行グループは、自らがカウンターパーティ信用リスクにさらされる取引を行っている。カウンターパー

ティ信用リスクは、取引におけるカウンターパーティが、当該取引を十分に決済する前に債務不履行に陥っ

た場合の財務的損失のリスクである。このリスクは主に店頭（以下「OTC」という。）デリバティブおよび証

券担保融資取引から発生し、トレーディング勘定と非トレーディング勘定の両方について計算される。取引

の価値は、金利、為替レートまたは資産価格等の市場要素を参照することによって変動する。

デリバティブ取引からのカウンターパーティ・リスクは、デリバティブのポジションの公正価値を報告する

際に考慮に入れられる。この公正価値の修正は、信用評価調整（以下「CVA」という。）と呼ばれる。
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CVAの分析については、｢第６－１　財務書類－財務諸表注記｣の注記11を参照のこと。

国際スワップ・デリバティブ協会（以下「ISDA」という。）のマスター・アグリーメントは、当行グループ

がデリバティブ取引の契約書として推奨する契約である。デリバティブ取引の当事者は、ISDAマスター・ア

グリーメントと同時にクレジット・サポート・アネックス（以下「CSA」という。）を締結するのが一般的

で、当行グループもCSAを締結する実務を推奨している。CSAに基づき、残存するポジションに内在するカウ

ンターパーティ・リスクを軽減するために、担保が当事者間で移転される。当行グループがCSAを締結してい

るカウンターパーティの大半は、金融機関顧客である。

当行グループは、店頭デリバティブ契約に係るカウンターパーティ・エクスポージャーを、カウンターパー

ティとの担保契約およびネッティング契約を利用して管理している。現在、当行グループは一般的な店頭デ

リバティブのカウンターパーティに対するエクスポージャーを信用市場で活発には管理していないが、一定

の状況では個別のエクスポージャーを管理することもある。

当行グループは、担保の種類について厳格な方針の制約を課してきたが、その結果、金額ベースでの受入ま

たは差入担保の大部分は現金であり、流動性が高く、質も高い。

担保方針の範囲外で承認を必要とする担保の種類については、マーケッツ部門、法務部門およびリスク部門

の上級代表者で構成される委員会の承認を要する。

なお、カウンターパーティがデフォルトになった場合に法的に執行可能な相殺権、およびデリバティブで差

し入れられた担保の詳細については、「第６－１　財務書類－財務諸表注記」の注記28を参照のこと。

次へ
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個人向け貸付

本項では、個人向け貸付金に関する追加的開示情報を示す。また、個人顧客向け貸付金の総額で観察された

変動の原因となる国および商品の詳細についても記載する。

さらに商品に関する詳細情報も、顧客に対する貸付金の総額、貸付金その他信用関連コミットメントおよび

金融保証についての地理的データとともに、ステージ別に示している。

 

個人向け貸付の顧客に対する貸付金(償却原価で計上)合計のステージ別分布
 
 

帳簿価額(総額ベース) ECL引当金

ステージ１ ステージ２ ステージ３ 合計 ステージ１ ステージ２ ステージ３ 合計
百万ポンド 百万ポンド 百万ポンド 百万ポンド 百万ポンド 百万ポンド 百万ポンド 百万ポンド

ポートフォリオ別  

第１順位住宅ローン 6,725 770 188 7,683 (5) (16) (62) (83)

- うち：利息限定支払型ローン
（相殺額を含む。）

777 193 35 1,005 - - (10) (10)

- アフォーダブル・ローン
（ARMを含む。）

195 5 - 200 - (1) - (1)

その他の個人向け貸付 12,008 185 71 12,264 (9) (3) (17) (29)

- 住宅用不動産に係る保証付ローン 5,080 137 14 5,231 (1) (2) (2) (5)

- その他の個人向け有担保貸付 6,662 41 47 6,750 (6) - (8) (14)

- クレジットカード 121 4 1 126 (1) (1) - (2)

- その他の個人向け無担保貸付 114 2 8 124 (1) - (7) (8)

- 自動車ローン 31 1 1 33 - - - -

2024年12月31日現在 18,733 955 259 19,947 (14) (19) (79) (112)

地理別  

英国
１ 5,359 586 32 5,977 (6) (1) (4) (11)

フランス 5,381 143 39 5,563 (1) (2) (16) (19)

スイス 4,502 40 42 4,584 (4) - (9) (13)

その他の国 3,491 186 146 3,823 (3) (16) (50) (69)

2024年12月31日現在 18,733 955 259 19,947 (14) (19) (79) (112)

１　主にチャンネル諸島およびマン島の第１順位住宅ローンが含まれる。

 

個人向け貸付の貸付金その他信用関連コミットメントおよび金融保証
１
の合計のステージ別分布

 

 

 

元本金額 ECL引当金

ステージ１

百万ポンド

ステージ２

百万ポンド

ステージ３

百万ポンド

合計

百万ポンド

ステージ１

百万ポンド

ステージ２

百万ポンド

ステージ３

百万ポンド

合計

百万ポンド

英国 422 2 2 426 - - - -

フランス 4 - - 4 - - - -

スイス 438 - - 438 - - - -

その他の国 415 3 - 418 - - - -

2024年12月31日現在 1,279 5 2 1,286 - - - -

１　IFRS第９号の減損要件が適用されない履行保証契約を除く。

 

個人向け貸付の顧客に対する貸付金(償却原価で計上)合計のステージ別分布（続き）
 
 

帳簿価額(総額ベース) ECL引当金

ステージ１ ステージ２ ステージ３ 合計 ステージ１ ステージ２ ステージ３ 合計
百万ポンド 百万ポンド 百万ポンド 百万ポンド 百万ポンド 百万ポンド 百万ポンド 百万ポンド

ポートフォリオ別  

第１順位住宅ローン 4,915 1,029 193 6,137 (14) (15) (63) (92)

- うち：利息限定支払型ローン（相殺額を含
む。） 820 292 27 1,139 - (1) (11) (12)

- アフォーダブル・ローン（ARMを含む。） 221 4 - 225 (1) (1) - (2)

その他の個人向け貸付 6,532 341 21 6,894 (6) (2) (8) (16)

- 住宅用不動産に係る保証付ローン 5,497 314 11 5,822 - - - -

- その他の個人向け有担保貸付 756 19 1 776 (1) - - (1)

- クレジットカード 121 4 1 126 (2) (1) (1) (4)

- その他の個人向け無担保貸付 129 3 8 140 (3) (1) (7) (11)

- 自動車ローン 29 1 - 30 - - - -

2023年12月31日現在 11,447 1,370 214 13,031 (20) (17) (71) (108)

地理別  

英国
１ 1,810 818 13 2,641 (2) (2) (3) (7)

フランス 5,811 356 37 6,204 - (1) (15) (16)
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その他の国
２ 3,826 196 164 4,186 (18) (14) (53) (85)

2023年12月31日現在 11,447 1,370 214 13,031 (20) (17) (71) (108)

１　主にチャンネル諸島およびマン島の第１順位住宅ローンが含まれる。

２　その他の国には、2023年においては別途表示されていたHSBCドイツ支店が含まれる。

 

個人向け貸付の貸付金その他信用関連コミットメントおよび金融保証
１
の合計のステージ別分布（続き）

 

 

 

元本金額 ECL引当金

ステージ１

百万ポンド

ステージ２

百万ポンド

ステージ３

百万ポンド

合計

百万ポンド

ステージ１

百万ポンド

ステージ２

百万ポンド

ステージ３

百万ポンド

合計

百万ポンド

英国 330 2 2 334 - - - -

フランス 517 24 1 542 - - - -

その他の国 431 3 - 434 - - - -

2023年12月31日現在 1,278 29 3 1,310 - - - -

１　IFRS第９号の減損要件が適用されない履行保証契約を除く。

 

貸付金の担保

以下の表は、当行グループが特定の資産に対して保有する固定担保で、借り手が契約上の債務を履行しない

際に当行グループが債務充足のために当該担保を実行した実績を有し、かつ実行することが可能であり、ま

た、当該担保が現金でありまたは確立された市場で売却することにより現金化が可能な担保であるものの価

値を数値化したものである。

担保評価には、担保の入手および売却に関する調整は含まれず、特に、無担保または部分的担保として表示

された貸付金は、他の形態の信用緩和の恩恵も受ける場合がある。

 

個人向け貸付：住宅ローン（貸付コミットメントを含む。）の主要国／地域における担保レベル別およびス
テージ別内訳
（監査済）
 帳簿価額（総額ベース）／元本金額 ECLカバレッジ比率

 ステージ１ ステージ２ ステージ３ 合計 ステージ１ ステージ２ ステージ３ 合計

 百万ポンド 百万ポンド 百万ポンド 百万ポンド % % % %

LTV比率別に全額担保 6,858 759 137 7,754 0.1 1.7 21.9 0.6

- 50%以下 2,869 403 57 3,329 - 1.0 14.0 0.4

- 51%から70% 2,885 257 49 3,191 0.1 1.6 20.4 0.5

- 71%から80% 796 59 9 864 0.1 3.4 33.3 0.7

- 81%から90% 261 29 11 301 - 6.9 36.4 2.0

- 91%から100% 47 11 11 69 - 9.1 45.5 8.7

部分担保 (A)：LTV ＞ 100% 32 12 51 95 - 25.0 64.7 37.9

- Aの担保価値 23 11 29 63     

2024年12月31日現在の合計 6,890 771 188 7,849 0.1 2.1 33.5 1.1

うち：英国         

LTV比率別に全額担保 2,703 585 27 3,315 - - 11.1 0.1

- 50%以下 1,025 311 13 1,349 - - 7.7 0.1

- 51%から70% 1,040 209 13 1,262 - - 15.4 0.2

- 71%から80% 440 44 1 485 - - 10.9 -

- 81%から90% 173 18 - 191 - - - -

- 91%から100% 25 3 - 28 - - - -

部分担保 (A)：LTV ＞ 100% 5 - - 5 - - - -

- Bの担保価値 1 - - 1     

2024年12月31日現在の英国の合計 2,708 585 27 3,320 - - 11.1 0.1

うち：フランス         

LTV比率別に全額担保 273 4 6 283 - 3.3 13.3 0.4

- 50%以下 107 1 4 112 - 2.5 - 0.1

- 51%から70% 125 1 2 128 - 4.5 27.5 0.5

- 71%から80% 26 2 - 28 - 2.5 - -

- 81%から90% 12 - - 12 - - - -

- 91%から100% 3 - - 3 - - - -

部分担保 (A)：LTV ＞ 100% 5 - 12 17 - - 66.7 47.1

- Cの担保価値 5 - - 5     

2024年12月31日現在のフランスの合計 278 4 18 300 - - 44.4 2.7

うち：スイス         
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LTV比率別に全額担保 1,165 - 4 1,169 0.1 - 50.0 0.3

- 50%以下 400 - 4 404 - - 50.0 0.5

- 51%から70% 703 - - 703 - - - 0.1

- 71%から80% 62 - - 62 - - - -

- 81%から90% - - - - - - - -

- 91%から100% - - - - - - - -

部分担保 (A)：LTV ＞ 100% - - - - - - - -

- Dの担保価値 - - - -     

2024年12月31日現在のスイスの合計 1,165 - 4 1,169 0.1 - 50.0 0.3

 

個人向け貸付：住宅ローン（貸付コミットメントを含む。）の主要国／地域における担保レベル別およびス
テージ別内訳（続き）
（監査済）
 帳簿価額（総額ベース）／元本金額 ECLカバレッジ比率

 

ステージ１ ステージ２ ステージ３ 合計 ステージ１ ステージ２ ステージ３ 合計

百万ポンド 百万ポンド 百万ポンド 百万ポンド % % % %

LTV比率別に全額担保 5,019 1,011 125 6,155 0.3 1.2 22.4 0.9

- 50%以下 2,320 448 59 2,827 0.2 0.9 15.3 0.6

- 51%から70% 1,753 352 28 2,133 0.2 1.1 21.4 0.7

- 71%から80% 594 121 11 726 0.5 1.7 27.3 1.1

- 81%から90% 271 59 15 345 0.7 1.7 33.3 2.3

- 91%から100% 81 31 12 124 1.2 3.2 41.7 5.6

部分担保 (A)：LTV ＞ 100% 77 19 68 164 - 15.8 52.9 23.8

- Aの担保価値 33 16 54 103     

2023年12月31日現在の合計 5,096 1,030 193 6,319 0.3 1.5 33.2 1.5

うち：英国         

LTV比率別に全額担保 1,752 814 10 2,576 - - 10.0 -

- 50%以下 863 354 9 1,226 - - 11.1 0.1

- 51%から70% 559 295 1 855 - - - -

- 71%から80% 179 96 - 275 - - - -

- 81%から90% 102 48 - 150 - - - -

- 91%から100% 49 21 - 70 - - - -

部分担保 (B)：LTV ＞ 100% 9 1 - 10 - - - -

- Bの担保価値 3 1 - 4     

2023年12月31日現在の英国の合計 1,761 815 10 2,586 - - 10.0 -

うち：フランス         

全額担保 280 36 6 322 - - 16.7 0.3

- 50%以下 108 17 5 130 - - - -

- 51%から70% 126 15 - 141 - - - -

- 71%から80% 30 3 - 33 - - - -

- 81%から90% 14 1 - 15 - - - -

- 91%から100% 2 - 1 3 - - 100.0 33.3

部分担保 (C)：LTV ＞ 100% 4 - 14 18 - - 64.3 50.0

- Cの担保価値 4 - 14 18     

2023年12月31日現在のフランスの合計 284 36 20 340 - - 50.0 2.9

 

トレジャリー・リスク

概要

トレジャリー・リスクとは、金融債務の履行および規制上の要件の充足に十分な資本、流動性または資金調

達源を有していないリスクをいい、年金リスクおよび保険リスクとともに、構造的為替エクスポージャー、

取引関連為替エクスポージャーおよび市場金利の変動により当行グループの利益または資本に悪影響を及ぼ

すリスクも含まれる。

トレジャリー・リスクは、顧客の行動、経営陣の意思決定または外部環境に起因するそれぞれの源泉および

リスク・プロファイルの変化により発生する。

アプローチおよび方針

（監査済）
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当行グループのトレジャリー・リスク管理の目的は、当行グループの事業戦略を下支えし、規制上の要件お

よびストレス・テスト関連の要件を充足するために、適切な水準の資本リスク、流動性リスク、資金調達リ

スク、外国為替リスクおよび市場リスクを維持することにある。

当行グループのトレジャリー・リスク管理のアプローチは、当行グループの戦略上および組織上の要請によ

り推進されており、規制環境、経済環境およびビジネス環境を考慮している。当行グループは、常に規制上

の要件を充足するために、当行グループの事業に内在するリスクのための支援をしつつ、当行グループの戦

略に沿って投資するための強固な資本基盤および流動性基盤を維持することを目指している。

当行グループの方針は、リスク管理の枠組みによって支えられている。リスク管理の枠組みには、内部目的

および規制目的双方のためのリスク評価に沿った多数の指標が組み込まれている。かかるリスクには、銀行

勘定上の信用リスク、市場リスク、オペレーショナル・リスク、年金リスク、構造的為替リスク、取引関連

為替リスクおよび金利リスクが含まれる。

トレジャリー・リスク管理

2024年における主な展開

－　当行グループは、2024年１月にフランスの個人向け銀行業務の売却を完了した。

－　リスクの軽減は、2024年も引き続き当行グループの確定給付型年金制度の焦点であり、当行グループは

年金制度の受託者と協力して、2024年中に多数のリスク軽減戦略を推進した。リスク軽減戦略には、当

行グループの小規模年金制度の１つでの給与計算および事務管理を保険会社に移管することや、将来の

市場変動に対する保護の強化による資産をより低リスク投資戦略に移行することが含まれる。

－　当行は、規制上の報告強化および金融健全化政策の変更実施を含め、規制当局に対するコミットメント

の実現に向けた取組みを継続している。当行グループは、バーゼル3.1の実施を2027年１月１日まで延期

するという英国健全性監督機構（PRA）の発表を受けて、バーゼル3.1の影響を引き続き評価している。

－　当行グループは、HSBCグループが推奨する破綻処理戦略や、イングランド銀行（以下「BoE」という。）

の破綻処理可能性評価の枠組み（以下「RAF」という。）をはじめとする規制当局の期待に沿って、当行

グループの再建・破綻処理能力の向上で大幅な進展を遂げた。

－　当行グループは、構造的ヘッジの平均期間を延長することで、銀行業務の正味受取利息をさらに安定化

させた。

ガバナンスおよび構造

最高リスク責任者は、あらゆるトレジャリー・リスクに関する説明責任を負うリスクの管理人である。一

方、最高財務責任者は、地域業績・報奨責任者と共同で管理責任を負う年金リスク以外のあらゆるトレジャ

リー・リスクに対するリスク管理責任者である。

銀行勘定内の資本リスク、流動性リスクおよび金利リスク、構造的外国為替リスクおよび取引関連外国為替

リスクについては、執行委員会およびリスク委員会が責任を負っている。トレジャリー部門は、資産負債管

理委員会（ALCO）および現地のALCOの支援とともに、トレジャリー・リスク管理部門の監視のもとに、継続

してこれらのリスクを積極的に管理している。

年金リスクについては、年金リスク管理委員会が監視している。

資本リスク、流動性リスクおよび資金調達リスクの管理プロセス

評価およびリスク選好

当行グループの資本管理のアプローチは、グローバル資本リスク方針およびそれを支える破綻処理計画およ

びストレス・テストの枠組みに基づいている。同方針には、CET１、総資本、適格債務最低基準（以下

「MREL」という。）およびレバレッジ比率を含め、当行グループが主要な資本リスク選好度を決定する方法

が定められている。内部自己資本十分性評価プロセス（以下「ICAAP」という。）は、当行グループの資本ポ

ジションの評価であり、当行グループのビジネス・モデル、戦略、リスクのプロファイルおよび管理、履行
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および計画、資本に対するリスクならびにストレス・テストから予想される結果に基づいた、規制上および

内部の資金源ならびに要件の双方をまとめたものである。当行グループの自己資本十分性評価は、リスクの

評価によって決定される。かかるリスクには、銀行勘定における信用リスク、市場リスク、オペレーショナ

ル・リスク、年金リスク、保険リスク、構造的外国為替リスクおよび金利リスクの他、当行グループのリス

クが含まれる。気候リスクもICAAPの一部とみなされており、当行グループは、当行グループのアプローチの

策定を継続している。当行グループのICAAPは、資本リスク選好度および目標比率の決定を支援するととも

に、規制当局が所要自己資本を評価および決定できるよう支援している。子会社は、独自のリスク選好度お

よび目標比率を決定するために現地の規制制度を考慮しながら、グローバル・ガイダンスに沿ってICAAPを整

備している。

エイチエスビーシー・ホールディングス・ピーエルシーは、自己資本および非自己資本を含め、当行グルー

プのMRELを提供している。これらの投資の資金源は、エイチエスビーシー・ホールディングス・ピーエル

シー自体の自己資本およびMRELの適格債務である。MRELには、銀行が破産した場合の損失吸収また資本増強

のために、償却または資本源への転換が可能な自己の資金および負債が含まれる。HSBCグループの現行の構

造およびビジネス・モデルに従い、HSBCグループは、欧州破綻処理グループ（当社はその一部。）、アジア

破綻処理グループおよび米国破綻処理グループという３つの破綻処理グループを設置している。

当行グループは、経営陣が当行グループのリスク管理の枠組みに沿って、ガバナンス体制を通じてグルー

プ・レベルおよびグループ会社レベルで流動性・資金調達リスクを監督できるようにすることを目指してい

る。当行グループは、世界的に一貫した方針、手順および報告基準に従って流動性・資金調達リスクを管理

している。

当行グループは、内部最低要件および適用のある規制上の要件を常に充足する義務を負っている。当該要件

は、当行グループが適切な一連の期間内（日中を含む。）に流動性リスクを特定、測定、管理および監視す

るための戦略、方針、プロセスおよびシステムの整備を確実にする内部流動性十分性評価プロセス（以下

「ILAAP」という。）を通じて評価されている。ILAAPにより、リスク選好度の設定に関する情報も得られ

る。ILAAPは、当行グループの流動性および資金調達を効果的に管理する能力も評価している。かかる指標

は、現地で設定および管理されるが、HSBCグループの方針および統制の手法および適用の一貫性を確保する

ため、グローバルに検証され、それらの問題点が提起される。

計画および履行

資本およびRWAに関する計画は、取締役会が承認する年次財源計画の一部である。資本およびRWAの予測は、

資産負債管理委員会（ALCO）に月次で提出され、資本およびRWAは同計画に照らして監視および管理される。

世界的な資本分配の原則については、HSBCグループ最高財務責任者がHSBCグループ資本管理会議の支援を受

けながら責任を負う。これは、資本管理を取り扱う専門会議であり、エイチエスビーシー・ホールディング

ス・ピーエルシーのALCOに報告している。

内部ガバナンス・プロセスを通じて当行グループは、投資および資本の配分に関する決定の規律を強化し、

投資収益が経営陣の目標に達するようにすることを目指している。HSBCグループは、当行グループの戦略の

実施を支援しつつ、規制上および経済上の資本ニーズに応えるために、財源を事業部門およびグループ会社

に配分している。当行グループは、平均有形自己資本利益率（ＲｏＴＥ）指標および関連する経済的利益指

標を用いて事業収益を評価および管理している。

資金調達および流動性に関する計画もまた、年次財源計画の一部である。取締役会レベルの選好度指標は、

内部流動性指標とともに、流動性カバレッジ比率（LCR）および安定調達比率（NSFR）である。加えて、当行

グループは、法人預金者集中限度、日中流動性、将来的資金調達評価およびその他の主要な指標等、適切な

資金調達・流動性プロファイルを管理するための各種指標を用いている。

資本および流動性に対するリスク

ストレス・テストの枠組みの範囲外で、当行グループのRWA、資本および／または流動性ポジションに影響を

及ぼし得るその他のリスクが特定されることもある。下振れシナリオおよび上振れシナリオは、当行グルー

プの経営目標に照らして評価されており、必要に応じて軽減措置が講じられる。当行グループは、将来的な
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規制の動向を注意深く監視し、かかる改正が当行グループの資本および流動性の要件に及ぼす影響（特に、

英国によるバーゼルⅢの改革（以下「バーゼル3.1」という。）の未実施の措置の実施に関連する影響。）を

継続して評価している。

規制の動向

英国健全性監督機構（PRA）は、2024年９月12日付で英国におけるバーゼル3.1の実施に関するルールのほぼ

完成版の第２部を公表した。2025年１月17日にもPRAは、米国での実施をより明確にするため、施行日を2027

年１月１日に変更した。リスク加重資産（RWA）のアウトプット・フロアは現在、３年間の経過措置の対象と

なっており、完全施行日は現在も2030年１月１日となっている。当行グループは、PRAがより有益なほぼ完成

版のルールを先般公表したことや、米国での動向および関連する実施の課題（データ提供を含む。）等、

バーゼル3.1の基準が当行グループの資本に及ぼす影響を引き続き評価している。

規制上の報告のプロセスおよび統制

当行グループは、全世界の規制上の報告プロセスの強化および持続可能性の向上を目的とした包括的な取組

みを進めている。この多面的なプログラムには、データ、一貫性および統制の強化が含まれている。これ

は、今後もHSBCの経営陣および規制当局にとって最重要課題である。

同プログラム継続中であっても、当行グループは、推奨された変更を実施し、プロセス全体の統制を引き続

き強化していることから、CET１比率、LCRおよびNSFR等、当行グループの規制上の比率の一部がさらなる影

響を受ける可能性がある。

ストレス・テストおよび再建計画

当行グループは、世界的な経済後退またはシステム障害等、内部および外部の衝撃に耐えるために必要な資

本および流動性について経営陣に報告するため、ストレス・テストを用いている。ストレス・テストの結果

は、リスク軽減措置に関する情報提供、具体的な株式分配および再建・破綻処理の計画を通じた全世界の業

績の入力、分析で資本、流動性および／または収益が目標値に達成しなかったことが示された場合の事業計

画の再評価にも用いられている。

各種内部ストレス・テストに加え、当行グループは、英国健全性監督機構（PRA）およびイングランド銀行

（BoE）による監督ストレス・テストの対象にもなっている。当行グループの子会社も、欧州銀行監督機構

（EBA）および欧州中央銀行（ECB）によるものも含め、監督ストレス・テストの対象となる可能性がある。

規制当局のストレス・テストおよび当行グループの内部ストレス・テストの結果は、ICAAPおよびILAAPを通

じて当行グループの所要内部自己資本および内部流動性要件を評価する際に用いられている。PRAをはじめと

する規制当局が実施したストレス・テストの結果は、規制上の最低比率およびバッファーの設定に関する情

報も提供している。

当行グループは、資本バッファーもしくは流動性バッファーの違反となり得る各種ストレス・シナリオで経

営陣が選択する可能性のある措置の候補を定めた、当行グループおよびその主要グループ会社の再建計画を

整備している。同再建計画には、当行グループが安定した実行可能なポジションに再建して、企業特有のス

トレスまたはシステミックな市場規模の問題のいずれかによる失敗の可能性を低下させる上で支えとなる枠

組みおよびガバナンスの取決めも定められている。当行グループの再建計画には、ポジションが悪化し、リ

スク選好度および規制上の最低水準の未達のおそれがある場合、ストレス・シナリオにおいて経営陣が講じ

ることを検討する措置の詳細も記載されている。これは、当行グループがストレス環境下でも、財務ポジ

ションを安定化させ、財務損失から再建できるようにするためのものである。

当行をはじめとするHSBCグループは、再建不能になり、規制当局による破綻処理が必要となる万一の事象に

対応するための能力、リソースおよび取決めも有している。2024年８月にHSBCグループおよびBoEは、BoEの

破綻処理実行可能性評価の枠組み（RAF）に照らしたHSBCグループの進捗状況を公開した。BoEは、HSBCが破

綻処理可能性の強化で大きな進展を遂げたことを認めた。
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概して、当行グループの再建・破綻処理計画は、HSBCグループの財政および業務の安定化を図る上で役立

つ。HSBCは、再建・破綻処理能力を維持および強化するための継続的改善プログラムを整備しており、引き

続きBoEの期待およびRAFの要件を充足できるようになっている。

銀行勘定の金利リスクの測定プロセス

評価およびリスク選好

銀行勘定の金利リスク（以下「IRRBB」という。）とは、銀行勘定ポジションに影響を及ぼす、市場金利の変

動または予想される顧客向け商品の金利再設定による収益または資本への悪影響のリスクをいう。同リスク

は、当行グループの非取引資産・負債、具体的には貸付金および預金の他、トレーディング目的で保有され

ていない金融商品またはトレーディング目的で保有するポジションをヘッジするために保有されていない金

融商品のいずれかにより発生する。

当行グループのグローバルIRRBBリスク管理の枠組みは、IRRBBの主な源泉のすべてを方針および枠組みで特

定、測定、管理および監視できるように設計されている。

当行グループの銀行勘定の金利リスクは、収益の安定化と価値感応度の創出との均衡を適切に管理できるよ

う、経済的価値および利益に基づく指標を組み合わせて測定および管理されている。これらの指標は、以下

を含め、リスク選好度に照らした全体的な監視を支援するために、銀行勘定全体でIRRBBリスクを測定してい

る。

－　銀行業務正味受取利息（以下「BNII」という。）の感応度

－　株式資本の経済価値（以下「EVE」という。）の感応度

銀行業務正味受取利息（BNII）の感応度

BNIIの感応度は、12ヶ月間の金利の変動により銀行勘定から生じる利益に対するリスクを貸借対照表の静的

ローリング仮定を用いて捕捉している。

貸借対照表の静的ローリング仮定は、IRRBB管理対策の焦点がトレジャリー部門内で管理可能なリスクに当て

られるようにするために用いられている。その特筆すべき例外は、特定の満期のない利付預金の金利の感応

度に関連するものであり、当行グループは、対応する金利ショックが発生している期間の金利シナリオにお

ける潜在的なマージンの拡大または縮小を捉えることができるよう、これに動的仮定を適用している。

株式資本の経済価値の感応度

株式資本の経済価値（EVE）は、償還に伴い保有証券が減少するランオフ・バランスシートに基づき、当行グ

ループの銀行勘定の資産および負債（株式資本を除く。）の現在価値を測定するものである。一方、EVEの感

応度は、安定性および価格感応度のために調整済みの満期のない預金の想定期間プロファイルを含め、金利

の変動によるEVEへの影響を測定するものである。これは、当行グループの内部リスク指標、規制当局のルー

ル（監督上の外れ値テストを含む。）および第三の柱に関する外部情報開示の一環として測定および報告さ

れている。

 

その他のリスク

構造的外国為替エクスポージャー

構造的外国為替エクスポージャーは、外国業務における投資した資本または純資産から発生する。外国業務

は、届出会社のものと異なる通貨で事業活動を行っている場合の子会社、関連会社、合弁会社または支店と

して定義付けられている。事業体の機能通貨兼報告通貨は通常、その事業体が事業を営む主たる経済環境の

通貨である。

構造的エクスポージャーの為替差額は、その他の包括利益（以下「OCI」という。）で認識される。当行グ

ループは、連結財務諸表上の表示通貨として英国ポンドを用いている。
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このため、当行グループの連結貸借対照表は、英国ポンドと基盤となる外国業務のその他の機能通貨のすべ

てとの為替差額の影響を受ける。

当行グループの構造的外国為替エクスポージャーは、実務的な場合は、最も制約のある自己資本比率が為替

レートの変動の影響からおおむね保護されているようにするという主たる目的を持って管理されている。資

本効率性の理由から、当行グループは、構造的外国為替ポジションを管理するために、エイチエスビー

シー・ホールディングス・ピーエルシーで保有される純投資ヘッジに依拠している。

取引関連為替エクスポージャー

取引関連為替リスクは、主にグループ会社の報告通貨以外の通貨建てで損益またはその他包括利益を通じた

公正価値（FVOCI）準備金が発生する銀行勘定における日々の取引から発生する。損益を通じて発生する取引

関連為替エクスポージャーは、時期の差またはその他の理由により発生する限定的な残りの為替エクスポー

ジャーを除き、定期的にマーケッツ・アンド・セキュリティーズ・サービス業務に移転される。その他包括

利益（OCI）準備金を通じて発生する取引関連為替エクスポージャーについては、承認された選好度の範囲内

でマーケッツ・トレジャリー部門において管理される。

非トレーディング・バリュー・アット・リスク

非トレーディング・ポートフォリオは、主に個人向け銀行業務および法人向け銀行業務の資産および負債、

その他包括利益を通じた公正価値（FVOCI）または償却原価で測定される金融投資、償却原価で測定される負

債証券、ならびに保険業務で発生するエクスポージャーの金利管理から生じるポジションで構成されてい

る。

以下の表は、非トレーディング市場リスクが存在する主な事業分野、ならびにエクスポージャーを監視およ

び制限するために用いる市場リスク対策をまとめたものである。

非トレーディング・リスク

リスクの種類
・　金利

・　信用スプレッド

リスク対策 バリュー・アット・リスク | 感応度 | ストレス・テスト

 

非トレーディング・ポートフォリオのバリュー・アット・リスク（以下「VaR」という。）は、特定の期間に

わたる所定の信頼性水準での市場金利および価格の変動の結果としての潜在的損失を推定するための手法で

ある。VaRの使用は、リスクの全体像をとらえるための非トレーディング・ポートフォリオの市場リスク管理

に組み込まれており、リスク感応度分析を補完している。

当行グループのモデルは主に、以下の要因を織り込んだ過去のシミュレーションに基づいている。

－　金利、信用スプレッドおよび関連するボラティリティを参照して算出した過去の市場金利および価格。

－　過去２年間のデータを参照して算出された潜在的な市場変動。

－　信頼性水準を99％、保有期間を10日間とした計算。

VaRは、リスクに対する貴重な指針ではあるが、非トレーディング・ポートフォリオの場合には、以下のよう

な限界があることを認識した上で用いられている。

－　将来の市場変動を推定するための代替として過去のデータを用いる場合、潜在的な市場事象（特に、性

質上、異常な事象。）のすべてが網羅されていない可能性がある。モデルは過去500営業日で調整されて

いるため、市況の変化に対して瞬時に調整されない。

－　非トレーディング勘定のリスク管理目的で保有期間10日間を用いる場合、エクスポージャーが示される

に過ぎず、ポジションのヘッジまたは清算に必要な期間は示されない。

－　定義により信頼性水準99％を用いる場合、この信頼性水準を超過して発生し得る損失は考慮されない。
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非トレーディング・ポートフォリオのVaRには、トレジャリー部門が管理するポートフォリオで保有される非

トレーディング目的の金融商品が含まれる。

非トレーディング・ポートフォリオ

非トレーディング・ポートフォリオのバリュー・アット・リスク

（監査済）

2024年の非トレーディング・ポートフォリオのバリュー・アット・リスク（VaR）は、マーケッツ・トレジャ

リー部門および資産負債・資本管理勘定のポジションから発生する銀行勘定内の金利リスクによるもので

あった。2024年における非トレーディング・ポートフォリオのVaRは、平均で120.7百万ポンドであり、最高

値は2024年第２四半期の216.3百万ポンド、最低値は2024年第３四半期の54.8百万ポンドであった。

市場は、各国中央銀行の利下げの速度を遅延させた地政学的事象、長引くインフレおよび経済成長に対する

懸念により、2024年を通じて乱高下が続いた。非トレーディング・ポートフォリオのVaRは、2024年上半期に

上昇傾向となった。これは、インフレ率データにより利下げ循環が遅延したため利回りが上昇したことや、

マーケッツ・トレジャリー部門がG３諸国（米国、日本およびドイツ）の国債保有をアウトライト・ポジショ

ンで増加させたことによるものであり、非トレーディング・ポートフォリオのVaRは最高額の216.3百万ポン

ドに達した。しかしながら、景況予測が改善し、各国中央銀行も初の利下げに踏み切ったことで、2024年第

３四半期には利回りが低下して、マーケッツ・トレジャリー部門のポジションも減少したことから、VaRは最

低額の54.8百万ポンドに減少した。2024年末にかけては、財政および政治の動向により国債利回りが再び上

昇し、アウトライト・ポジションが再び増加したことから、VaRは133.7百万ポンドで期末を迎えた。

 

 

2024年における当行グループの非トレーディング・ポートフォリオのVaRは、以下の表のとおりである。

 

非トレーディング・ポートフォリオのVaR、信頼性水準99％、保有期間10日
（監査済）

 

金利(IR)

百万ポンド

信用スプレッド

(CS)

百万ポンド

ポートフォリオ

の分散化
１

百万ポンド

 

合計
２

百万ポンド

2024年12月31日現在の残高 101.0 41.1 (8.4) 133.7

平均 114.4 38.0 (31.6) 120.7

最高 202.3 57.7  216.3

最低 41.5 29.1  54.8

     

2023年12月31日現在の残高
３ 101.1 23.9 (21.5) 103.5

平均 91.0 26.1 (25.5) 91.6
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最高 126.5 42.0  118.3

最低 45.8 19.3  53.4

１　ポートフォリオの分散化とは、異なる種類のリスクが含まれているポートフォリオを保有することによる市場リスクの分散効果で

ある。これは、非体系的な市場リスクの減少を表す。非体系的な市場リスクとは、例えば、金利、株式、外国為替等、多種多様な種

類のリスクを一つのポートフォリオの中で一緒に組み合わせた場合に発生するリスクである。これは、個別リスク種類別VaRの合計

と組み合わせたVaRの合計の差額として測定される。マイナスの数字は、ポートフォリオの分散化のメリットを表す。リスクの種類

が異なれば、最高値の日も異なるため、そのような測定値についてポートフォリオの分散化のメリットを計算する意味はない。

２　分散化効果があるため、VaRの合計は、すべての種類のリスクを足した値とは等しくならない。

３　2024年第１四半期より、当行グループは、トレーディング・ポートフォリオよりも非トレーディング・ポートフォリオの管理でさ

らに長期間の平均保有日数をより良く反映する目的で、保有期間を１日ではなく10日として非トレーディング・ポートフォリオの

VaRを測定するための手法に変更した。これにより2023年12月31日現在の比較データは、スカラー方式を用いて保有期間を10日とし

て修正再表示された。その結果、修正再表示された数値は、これまでの保有期間を１日として報告されていた数値の約３倍となっ

た。

 

年金リスク管理プロセス

HSBCグループは、将来の年金給付金を確定拠出制度に基づいてHSBCグループの欧州業務の多くから給付して

いる。しかしながら、欧州で給付する将来の確定給付年金も存在する。

年金制度については、現地受認者が現地の法律上の要件に従って運用している。最大規模の年金制度は、ス

イス連邦法に基づき規制対象となっているHSBCスイス年金制度である。

確定拠出年金制度において、HSBCグループがなすべき拠出は知られているが、最終的な年金給付は、典型的

には従業員が行う投資の選択により達成される投資収益によって異なる。

確定拠出制度により発生するHSBCグループに対する市場リスクは低いが、HSBCグループは依然としてオペ

レーショナル・リスクおよびレピュテーション・リスクにさらされている。

確定給付年金制度における年金支給の水準は知られている。したがって、HSBCグループがすべき拠出の水準

は、以下を含めた各種リスクにより変化する。

－　投資収益が、予想年金給付金を給付するのに必要な額に満たない場合。

－　企業破綻を招く経済環境が広がり、（株式および債券の双方の）資産価値の評価損が発生した場合。

－　金利またはインフレ率の変動が原因で、年金債務の額が増加した場合。

－　制度加入者の寿命が予想よりも伸びた場合（長寿リスク）。

年金リスクは、上記の要因による潜在的変数を織り込んだ経済資本モデルを用いて評価する。

当該変数が年金資産および年金負債の双方に及ぼす影響は、200年に一度の確率を仮定したストレス・テスト

を用いて評価する。シナリオ分析およびその他のストレス・テストもまた、年金リスク管理の支援のため用

いられている。

確定給付制度に係る給付金の原資を確保するため、原資を提供するグループ会社（および場合によっては従

業員）は、保険数理士の助言に従い、該当する場合は年金制度の受託者と協議の上、定期的に拠出してい

る。かかる拠出金は通常、掛金を支払っている加入者の将来勤務に対して発生する給付金の費用に見合う十

分な原資を確保できるよう設定される。しかしながら、年金資産が既存の年金負債の補填に不十分であると

みられる場合、拠出金の増加が必要となる。拠出割合は通常、年金制度により毎年または３年に一度、改定

される。

確定給付年金制度では、資産が年金制度の負債を下回るリスクを制限できるよう設計された様々な投資対象

に、これらの拠出金を投資する。かかる投資から発生する予想収益の変動により、将来の拠出要件も変更す

る可能性がある。このような長期目標を達成するために、資産クラスの間で確定給付年金資産を割り当てる

全般的な割当目標が設定される。加えて、許容された資産クラスにはいずれも、株式市場指数、不動産評価

指数または負債特性等、独自の指標がある。かかる指標は、少なくとも３年から５年に一度、または現地の

法律もしくは状況により必要な場合はより頻繁に見直しされる。こうしたプロセスでは通常、広範な資産お

よび債務の検証も行われる。

EDINET提出書類

エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシー(E22630)

有価証券報告書

117/473



 

2024年の資本リスク

自己資本の概要

自己資本十分性指標

  

2024年12月31日現在

 

2023年12月31日現在

リスク加重資産（RWA）（百万ポンド）   

信用リスク 61,456 61,983

カウンターパーティ信用リスク 18,228 17,066

市場リスク 18,519 15,525

オペレーショナル・リスク 14,048 12,875

RWA合計 112,251 107,449

自己資本（経過措置ベース）（百万ポンド）   

普通株式等Tier１（CET１）資本 21,896 19,230

Tier１資本 25,828 23,124

資本合計 41,306 37,131

自己資本比率（経過措置ベース）（%）   

普通株式等Tier１ 19.5 17.9

Tier１合計 23.0 21.5

資本比率合計 36.8 34.6

レバレッジ比率(段階的適用完了ベース)   

Tier１資本（百万ポンド） 25,828 23,124

レバレッジ比率エクスポージャー測定値合計(百万ポンド) 468,557 455,852

レバレッジ比率（%） 5.5 5.1

 

EU規則および指令（テクニカル基準を含む。）という用語は、該当する場合、2018年欧州連合（離脱）法に

基づき英国法に内国法化され、英国法に基づきその後改正された英国の該当規則および／または指令という

用語に読み替えられるものとする。

上記表の資本に関する数値および比率は、自己資本要求規則・指令、CRRⅡ規則および英国健全性監督機構

（PRA）のルールブック（以下「CRRⅡ」という。）の規制上の要件に従い計算されている。

レバレッジ比率は、自己資本のエンド・ポイント定義およびIFRS第９号の規制上の経過措置を用いて計算さ

れている。

自己資本

自己資本の開示
(監査済)

参照*  

2024年12月
31日現在
百万ポンド

2023年12月
31日現在
百万ポンド

 普通株式等Tier１(CET１)資本：証券および準備金^   

1 資本証券および関連資本剰余金勘定 4,379 1,801

 － 普通株式 4,379 1,801

2
利益剰余金

１ 24,328 23,969

3
累積されたその他包括利益(およびその他準備金)

１ (6,448) (6,083)

5 少数持分(連結CET１において許容される金額) 89 77

5a 独立に見直される中間純利益(予測可能な損金または配当控除後) 716 742

6 規制上の調整前の普通株式等Tier１資本 23,064 20,506

28 普通株式等Tier１に対する規制上の調整合計額 (1,168) (1,276)

29 普通株式等Tier１資本 21,896 19,230

36 規制上の調整前のその他Tier１資本 3,932 3,941

43 その他Tier１資本に対する規制上の調整合計 - (47)

44 その他Tier１資本 3,932 3,894

45 Tier１資本 25,828 23,124
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51 規制上の調整前のTier２資本 15,835 14,403

57 Tier２資本に対する規制上の調整合計額 (357) (396)

58 Tier２資本 15,478 14,007

59 資本合計 41,306 37,131

*　テンプレートに規定される項目のうち、適用があり、かつ、値のあるものを示している。

^　数値はIFRS第９号経過措置に基づく。2024年12月31日現在、IFRS第９号普通株式等Tier１への足戻しおよび関連する税金は、重要で

ないため適用されていない。

１　当行グループは、「利益剰余金」を第２行、「累積されたその他包括利益(およびその他準備金)」を第３行にそれぞれ別途表示す

るため、株主資本の構成要素間の分類を変更した。比較数値はこれに応じて調整されている。

 

2024年12月31日現在、当行グループの普通株式等Tier１（CET１）資本比率は、2023年12月31日現在の17.9％

から19.5％に上昇した。当行グループのCET１資本比率の上昇の主な要因は、以下のとおりである。

－　新規の株式発行および（配当金控除後の）利益を通じた資本創出による2.8パーセント・ポイントの上

昇。

－　特に外国為替、証券金融取引および法人向け貸付におけるバランスシート・エクスポージャーの増加を

主たる要因としたRWAの増加による（0.9）パーセント・ポイントの低下。

－　不利な外国為替の変動およびその他の自己資金の変動による（0.3）パーセント・ポイントの低下。

2024年中、当行グループは、ストレス・テストに関連するものを含め、PRAの自己資本比率規制を遵守した。

 

リスク加重資産

主要な要因別のリスク加重資産（RWA）の変動

 

RWA合計

百万ポンド

2024年１月１日現在のRWA 107,449

資産の規模 4,019

資産の質 231

モデルの更新 764

手法および方針 111

買収、処分および譲渡 778

外国為替の変動 (1,101)

RWAの変動合計 4,802

2024年12月31日現在のRWA 112,251

 

RWAは、当期中に4.8十億ポンド増加した。外貨換算差異（1.1）十億ポンドを除外すると、主に以下の要因に

よりRWAは5.9十億ポンド増加した。

資産の規模

資産の規模は、主に以下の要因により4.0十億ポンド増加した。

－　外国為替エクスポージャーの増加およびポジションの増加に起因する追加のリスク・チャージによる市

場リスクRWAの2.2十億ポンドの増加。

－　オペレーショナル・リスクの年次再計算における平均収益の増加によるオペレーショナル・リスクRWAの

1.0十億ポンドの増加。

－　現金エクスポージャーおよび証券金融取引ポートフォリオの増加によるカウンターパーティ信用リスク

RWAの0.7十億ポンドの増加。

－　法人向け貸付エクスポージャーおよびソブリン・エクスポージャーの増加による信用リスクの0.1十億ポ

ンドの増加。

資産の質
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RWAの0.2十億ポンドの増加は主に、当行グループのポートフォリオ・ミックスの変更によるものであった。

モデルの更新

RWAの0.8十億ポンドの増加は主に、金融機関に対するエクスポージャーのデフォルト確率（以下「PD」とい

う。）モデルにおける不履行の定義の変更によるものであった。

手法および方針

RWAの0.1十億ポンドの増加は主に、市場リスクにおける証券化ポジションの手法の更新によるものであっ

た。

買収および処分

RWAの0.8十億ポンドの増加は、HSBCプライベート・バンク（スイス）エスエーの買収によるものであった

が、フランスの個人向け貸付業務の売却により一部相殺された。

レバレッジ比率

2024年12月31日現在の当行グループのレバレッジ比率は5.5％であり、2023年12月31日現在の5.1％に比べ上

昇した。普通株式等Tier１資本の増加により、レバレッジ比率は0.6パーセント・ポイント上昇した。これ

は、バランスシートの増加に起因するレバレッジ・エクスポージャーの増加による0.2パーセント・ポイント

の低下により相殺された。

2024年12月31日現在の当行グループの英国最低レバレッジ比率要件は3.25％であり、これは0.40％のカウン

タシクリカル・レバレッジ比率バッファーにより補完された。レバレッジ比率は、Tier１資本で表される

が、これらのバッファーは1.9十億ポンドの普通株式等Tier１資本の価値に換算される。当行グループは、

2024年を通じて上記のレバレッジ要件を過達していた。

 

レバレッジ比率
 2024年12月31日現在

十億ポンド

2023年12月31日現在

十億ポンド

Tier１資本 25,828 23,124

レバレッジ比率エクスポージャーの合計 468,557 455,852

 % %

レバレッジ比率 5.5 5.1

 

第三の柱の開示要件

バーゼル規制の枠組みの第三の柱は、市場規律に関連しており、リスク、資本および管理に関する広範な情

報を開示することを義務付けることで、金融機関の透明性を高めることを目指している。

 

2024年の流動性・資金調達リスク

流動性指標

2024年12月31日現在、当行グループの主要グループ会社はいずれも、規制上必要な流動性および資金調達の

最低水準を超過していた。各グループ会社は、現地および規制上の要件遵守に十分な無担保流動資産を保有

している。グループ会社はいずれも、十分で安定した資金調達プロファイルも維持し、安定調達比率

（NSFR）やその他の適切な指標を用いて評価されている。

規制上の指標に加え、当行グループは、流動性・資金調達プロファイルを管理するための幅広い一連の指標

も使用している。
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流動性カバレッジ比率

流動性カバレッジ比率（LCR）の目的は、銀行が30暦日間の流動性ストレス・シナリオで必要な流動性を満た

すのに十分な、処分上の制約を受けない適格流動性資産（HQLA）を保有できるようにすることである。HQLA

は、現金または市場において価値の損失が殆どもしくは全くなく現金化できる資産で構成される。

 

流動性カバレッジ比率
１

  

 2024年12月31日現在

%

2023年12月31日現在

%

エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシー 148 148

 

安定調達比率

安定調達比率（以下「NSFR」という。）は、必要な安定調達額に対して十分で安定的な資金調達額を維持す

ることを金融機関に求めており、銀行の長期資金調達プロファイル（１年超の期間内の資金調達）を反映し

たものである。

 

安定調達比率
１

 2024年12月31日現在

%

2023年12月31日現在

%

エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシー 115 116

 

LCRにおける通貨の不一致

当行グループの内部流動性・資金調達リスク管理の枠組みに基づき、グループ会社はいずれも、重要な通貨

のLCRを監視する義務を負っている。外国為替スワップ市場がストレス下にあると仮定した場合に、流出した

資金を充足できるよう限度額が設定されている。この継続的な監視は、当行グループの内部の枠組みに沿っ

た通貨エクスポージャーの全体的な管理に役立っている。

預金者の集中および長期貸付満期の集中

LCRおよびNSFRの両指標は、各預金者セグメント内の預金者ポートフォリオに基づいて、ストレス下の資金流

出を仮定している。預金基盤が十分に分散しているという点でかかる仮定の妥当性を確保するために、預金

者の集中の監視が継続的に行われている。

上記に加えて、グループ会社は、特定の期間におけるその時点の満期構成により、ホールセール市場の相手

方の長期貸付満期の集中に過度にさらされることのないよう、長期貸付満期集中指標を監視している。

流動資産

以下の表は、流動資産に分類され、LCR指標の計算に使用される資産の加重流動性価値を示している。これ

は、流動性資産に関する規制上の定義を用いた、財務報告日現在の無担保流動性資産のストックを反映して

いる。

 

流動資産

 

2024年12月31日現在の

流動性推定値

百万ポンド

2023年12月31日現在の

流動性推定値

百万ポンド

エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシー   

レベル１ 108,284 88,678

レベル２a 6,881 8,699

レベル２b 4,812 6,051
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１　上記の表に示すLCR比率およびNSFR比率は、平均値に基づいている。LCRは、過去12ヶ月間の平均値である。一方、NSFRは、過四半

期の平均値である。前期の数値は、一貫性のため修正再表示された。

 

資金調達源

当行グループの主な資金調達源は、顧客からの当座預金、買戻取引（レポ取引）およびホールセール証券で

ある。当行グループは、顧客預金の補完、規制上の義務履行および通貨ミックス、満期プロファイルまたは

当行グループの負債の所在の変更を目的として、有担保または無担保のホールセール証券を発行している。

以下の「資金の調達源」および「資金の使途」の表は、当行グループの連結貸借対照表に計上されている資

金調達の方法に対する見解を示したものである。事実、主要なグループ会社はいずれも、流動性・資金調達

リスクを単体ベースで管理することを義務付けられている。

以下の表は、主に営業活動から生じる資産と主に営業活動を支える資金調達源に基づいて、当行グループの

連結貸借対照表を分析している。営業活動から生じたものではない資産と負債は、正味の資金調整源または

資金の運用として表示されている。
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当行グループの資金の調達源および使途

 

2024年

百万ポンド

2023年

百万ポンド  

2024年

百万ポンド

2023年

百万ポンド

調達源    使途   

顧客からの預金 242,303 222,941  顧客に対する貸付金 82,666 75,491

銀行からの預金 26,515 22,943  銀行に対する貸付金 14,521 14,371

買戻契約－非トレーディング目的 40,384 53,416  売戻契約－非トレーディング目的 53,612 73,494

発行済負債証券 19,461 13,443  
現金担保、証拠金、決済勘定および他
行から回収中の項目 45,707 54,268

現金担保、証拠金、決済勘定および他
行への送金中の項目 44,569 55,210  売却目的資産 21,606 20,368

売却目的で保有する処分グループの負

債 23,110 20,684  トレーディング資産 116,042 100,696

劣後債務 16,908 14,920  － 売戻契約 9,275 8,510

公正価値評価の指定を受けた金融負債 37,443 32,545  － 借株契約 4,474 8,713

保険契約負債 3,424 20,595  － その他のトレーディング資産 102,293 83,473

トレーディング負債 42,633 42,276  金融投資 52,216 46,368

－ 買戻契約 12,468 7,929  現金および中央銀行預け金 119,184 110,618

－ 借株契約 2,568 2,190  

その他貸借対照表に計上されている資

産 221,776 207,296

－ その他のトレーディング負債 27,597 32,157  12月31日現在 727,330 702,970

資本合計 27,053 24,505     

その他貸借対照表に計上されている負

債 203,527 179,492     

12月31日現在 727,330 702,970     

 

約定済貸出枠に起因する偶発的流動性リスク

当行グループは、顧客に対して約定済貸出枠を提供している。かかる約定済貸出枠には、法人顧客に対する

予備枠、および当行グループがスポンサーを務めるコンデュイットに対する約定済バックストップ・ファシ

リティーが含まれる。コンデュイットまたは外部顧客に提供されたコミットメントの未使用分はいずれも、

適用される規則に従い、流動性カバレッジ比率（LCR）および安定調達比率（NSFR）の計算上、織り込まれ

る。

これにより、ストレス・シナリオ下において、顧客または当行グループがスポンサーを務めるコンデュイッ

トのいずれかによるかかる約定済貸出枠の利用増加に伴い発生した追加的な資金流出に起因する流動性リス

クが、当行グループの流動性ポジションおよび資金調達ポジションに適切に反映されている。

顧客に対するコミットメントに関連して、以下の表は、上位５件の個別ファシリティと最大のマーケット・

セクターにおける未使用のコミットメント残高の水準を示している。

 

偶発的流動性リスクの限度額構造に基づき監視された12月31日現在の当行グループの契約上のエクス
ポージャー

 

2024年

十億ポンド

2023年

十億ポンド

コンデュイットへのコミットメント   

マルチセラー・コンデュイット
1

  

－ 与信枠の合計 1.9 3.6

－ 最大の個別与信枠 0.2 0.2

証券投資コンデュイット－与信枠の合計 0.8 1.0

顧客へのコミットメント   

－ 上位５件
２ 4.2 3.5

－ 最大のマーケット・セクター
３ 14.1 14.4

１　リージェンシー部門のマルチセラー・コンデュイットに関連するエクスポージャー。同コンデュイットは、顧客に起因する資産の

分散型プールで担保された債券を発行することにより、当行グループの顧客に資金を提供している。
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２　顧客に対する約定済流動性ファシリティ上位５件の未使用残高を示す（ただし、コンデュイット向けを除く。）。

３　最大のマーケット・セクターに対する約定済流動性ファシリティすべての合計の未使用残高を示す（ただし、コンデュイット向け

を除く。）。

 

処分上の制約を受ける資産および担保管理

資産が既存の負債に対して担保に供された結果、当行グループが資金調達を確保し、担保要求に応えるため

に当該資産を利用することができなくなり、または当行グループの資金調達の必要性を減らすために当該資

産を売却することができない場合、当該資産は処分上の制約を受ける資産と定義される。担保は、流動性お

よび資金調達の管理アプローチに従い、グループ会社ごとに管理されている。各グループ会社が保有する利

用可能な担保は、単一の共通担保プールとして管理されており、各グループ会社は、かかる担保プール内の

利用可能な担保の活用を最適化することに努めている。本開示の目的は、将来的に必要になり得る資金調達

および担保要求に応えるために活用し得る、利用可能でかつ処分上の制約のない資産の理解を深めることに

ある。本開示は、債権者の債権満足に利用し得る資産の特定、または破綻もしくは倒産があった場合に債権

者が利用し得る資産の予測を意図としたものではない。

 

将来的に必要となり得る資金調達および担保ニーズに対応するために利用可能な資産の概要
（オンバランスおよびオフバランス）

 

2024年

百万ポンド

2023年

百万ポンド

12月31日現在のオンバランス資産の合計 727,330 702,970

減算：   

－ 売戻契約／借株契約の受取勘定およびデリバティブ資産 (265,533) (264,834)

－ 担保として供することのできないその他資産 (27,827) (59,134)

12月31日現在の資金調達や担保ニーズに対応するために利用可能なオンバランス資産の合計 433,970 379,002

加算：オフバランス資産   

－ 売戻契約／借株契約／デリバティブに関連して受け取り、売却または転質が可能な担保の公正価値 229,236 224,836

将来の資金調達や担保ニーズに対応するために利用可能な資産の合計 663,206 603,838

減算：   

－ 担保に供しているオンバランス資産 (110,418) (97,077)

－ 売戻契約／借株契約／デリバティブに関連して受け取ったオフバランス担保の転質 (172,606) (175,100)

12月31日現在の資金調達や担保ニーズに対応するために利用可能な資産 380,182 331,661

 

2024年における銀行勘定の金利リスク

銀行業務の正味受取利息の感応度

銀行業務の正味受取利息（NII）の感応度は、金利ショックに対する銀行業務の正味受取利息の感応度を分析

したものである。これまでは当行グループのアニュアル・レポート・アンド・アカウンツ2023において示し

ていたこの指標には、トレーディング勘定資産に資金を提供している銀行勘定の負債から生じる感応度や、

HSBCグループ全体の現金管理を最適化するためのバニラ外国為替スワップにおける為替の影響が含まれてい

る。よって、銀行業務の正味受取利息の感応度は、これまで開示されていた正味受取利息の感応度よりも包

括的な指標であり、金利の変動による影響を直接受けるHSBCグループの銀行業務の収益を見積もることを意

図した代替的業績指標としての銀行業務の正味受取利息の表示に沿ったものである。

表示した感応度は、貸借対照表は静的であり（具体的には、当座預金から定期預金への移行を想定しな

い。）およびグローバル・トレジャリー部門は経営上の措置を講じないと仮定した、基本ケースの銀行業務

の正味受取利息の仮説シミュレーションを示している。これはまた、金利の行動化、仮想的な管理金利商品

の価格設定の仮定、住宅ローンの期限前償還、預金の安定性の影響も織り込んでいる。感応度の計算上、年

金、保険エクスポージャーおよび当行グループの関連会社持分は除外されている。

ダウン・ショックの場合に実施される感応度分析には、市場金利フロアのみならず、一部のホールセール業

務の資産および負債も含まれていない。ただし、契約である場合またはマイナス金利が適用されない場合の

預金および顧客への貸付金については、フロアが維持されている。
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市場金利や政策金利が変動した場合、かかる変動が顧客に転嫁される程度は、市場金利の吸収レベル、規制

上または契約上の枠組みおよび競争環境等の様々な要因に左右される。市場間の比較可能性を高めるため、

当行グループは、開示準備の基盤を簡素化し、一定の利付預金については主要なグループ会社で50％転嫁す

るという仮定を採用してきた。当行グループの資産転嫁の仮定は、契約上の合意または確立された市場慣行

におおむね沿ったものであり、その結果、金利変動の相当部分は通常、転嫁される。

金利が即座に100ベーシス・ポイント上昇した場合、予想される銀行業務の正味受取利息は52百万ポンド増加

する。一方、金利が即座に100ベーシス・ポイント低下した場合、予想される銀行業務の正味受取利息は52百

万ポンド減少する。

2024年12月31日現在の12ヶ月間の銀行業務の正味受取利息の感応度は、2023年12月31日現在と比べ、プラス

100ベーシス・ポイントのパラレル・ショックで44百万ポンド減少し、マイナス100ベーシス・ポイントのパ

ラレル・ショックで44百万ポンド減少した。正味受取利息の感応度が減少した主な要因は、当行グループの

戦略に沿った安定化措置の増加である。

 

イールド・カーブの即座の変動に対する銀行業務の正味受取利息の感応度
 

 

+100bps パラレル -100bps パラレル -100bps パラレル

百万ポンド 百万ポンド 百万ポンド 百万ポンド

１年(2025年１月から2025年12月) ２年(2026年１月から2026年12月) ３年(2027年1月から2027年12月)

2024年12月31日現在の貸
借対照表に基づくもの 52 (52) (44) (110)

    

 １年(2024年１月から2024年12月) ２年(2025年１月から2025年12月) ３年(2026年１月から2026年12月)

2023年12月31日現在の貸
借対照表に基づくもの

 

96 (96) (142) (214)

 

市場リスク

概要

市場リスクとは、外国為替相場、コモディティ価格、金利、信用スプレッドおよび株価等の市場要因の変動

によって、当行グループの収益またはポートフォリオ評価額が減少するリスクをいう。

市場リスクに対するエクスポージャーは、２つのポートフォリオに分かれている。

トレーディング・ポートフォリオは、マーケット・メーキングから生じるポジションおよび顧客由来のポジ

ションの保護預かりで構成されている。

マーケッツ・トレジャリー部門を含む非トレーディング・ポートフォリオは、当行グループのリテール・バ

ンキングおよびコマーシャル・バンキングの資産および負債の金利マネジメント、回収および売却目的保有

（以下「HTCS」という。）の指定を受けた金融投資、ならびに当行グループの保険業務から生じたエクス

ポージャーに主に起因するポジションで構成されている。

2024年における主な展開

2024年においては、市場リスク管理のための方針および実務に重大な変更はなかった。

市場リスクのガバナンス

（監査済）

以下の図は、トレーディング市場リスクが発生している主な事業部門、ならびにエクスポージャーの監視お

よび制限に用いる市場リスク指標をまとめたものである。

 

リスクの種類 トレーディング・リスク
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－外国為替およびコモディティ

－金利

－信用スプレッド

－株式

リスク対策 バリュー・アット・リスク | 感応度 | ストレス・テスト

 

当行グループは、適切な場合、トレーディング・ポートフォリオに、類似したリスクの管理方針および測定

手法を用いている。当行グループの目標は、リスクからのリターンを最適化するために、当行グループの確

立したリスク選好度に沿った市場プロファイルを維持しつつ、市場リスク・エクスポージャーを管理および

統制することである。

市場リスクは、当行グループの最高リスク責任者によって承認された限度額を通じて管理・統制されてい

る。これらの限度額は、事業分野全体わたり当行グループおよびその子会社に配分される。HSBCグループの

VaR合計の大半分およびトレーディングVaRのほぼすべては、GBMで発生している。主要なグループ各社にも、

市場リスク・エクスポージャーを限度額と照合しながら日次で測定、監視および報告する責任を負う、独自

の市場リスク管理・統制副機能部門が設けられている。取引可能リスク機能部門は、各拠点で承認された許

容商品の取引に係る統制とともに、新商品の承認プロセス完了後の統制も行っている。トレーディング・リ

スク機能部門はまた、複雑なデリバティブ商品の取引を、適切な水準の商品知識および強固な統制システム

を有する事業所に限定している。

市場リスク指標

市場リスク・エクスポージャーの監視および制限

当行グループの目標は、当行グループのリスク選好度に沿った市場プロファイルを維持しつつ、市場リス

ク・エクスポージャーを管理および統制することである。

当行グループでは、市場リスク・エクスポージャーの監視および制限のため、感応度分析、VaRおよびストレ

ス・テストを含む多岐にわたるツールを用いている。

感応度分析

感応度分析は、利回りの１ベーシス・ポイントの変動による影響等、金利、外国為替レート、信用スプレッ

ドおよび株価を含む個別の市場要因の変動が、特定の商品またはポートフォリオに及ぼす影響を測定するも

のである。当行グループは、リスクの種類ごとに市場リスクのポジションを監視するために感応度指標を用

いている。感応度制限は、ポートフォリオ、商品およびリスクの種類ごとに設定されるが、どの程度の制限

にするのかを決定するには、市場の厚みも重要な要因の一つとされる。

バリュー・アット・リスク（VaR）

VaRとは、特定の期間と所与の信頼水準において、市場レートや価格が変動した結果として、リスク・ポジ

ションで発生する潜在的損失を見積る手法である。VaRの使用は市場リスク管理に統合され、当行グループが

トレーディング・ポジションのエクスポージャーをどのように自己資本に反映するかとは無関係に、すべて

のトレーディング・ポジションについて計算される。承認された内部モデルがない場合は、当行グループは

エクスポージャーを自己資本に反映するための適切な現地の規則を使用する。

トレーディング・ポートフォリオのVaRモデルは、その大部分をヒストリカル・シミュレーションに基づいて

いる。VaRは保有期間を１日として99％の信頼水準で計算される。当行グループは、VaRを明示的に計算しな

い場合は、ストレス・テスト等の代替的なツールを使用する。

VaRモデルは、様々な市場の間および様々なレートの間（金利、為替レート等）の相互関係を踏まえ、市場の

レートや価格に関する過去の一連の記録に基づき、妥当な将来のシナリオを導き出すというものである。モ

デルには、選択性が対象のエクスポージャーに及ぼす影響も組み込まれる。

用いられるヒストリカル・シミュレーション・モデルは、次の特徴を持っている。

EDINET提出書類

エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシー(E22630)

有価証券報告書

126/473



－　過去の市場レートと価格は、外国為替レートとコモディティ価格、金利、株価および関連するボラティ

リティを参照して計算される。

－　VaRで用いられる潜在的市場変動は、過去２年間のデータを参照して計算される。

－　VaR指標は99％の信頼水準で、１日の保有期間を使用して計算される。

VaRモデルの性質上、対象ポジションに何らの変化がなくとも、観察される市場のボラティリティが上昇する

と、VaRも上昇する可能性が最も高い。

VaRモデルの限界

VaRはリスクに対する有益な指針になるが、例えば以下のような限界があることを前提として常にVaRを見る

必要がある。

－　将来の事象を見積るために過去のデータを用いることは、潜在的なすべての事象（特に実際には極端な

事象）を網羅できないおそれがある。

－　保有期間を設けることは、その間に全ポジションを清算できる、あるいはリスクを相殺できるという想

定である。これは、全ポジションを完全に清算またはヘッジするのに保有期間では足りない可能性があ

る場合、流動性がかなり低い場合に発生する市場リスクを完全に反映しないことがある。

－　定義により信頼性水準を99％とする場合、この信頼性水準を上回って発生する可能性のある損失を考慮

していないことを意味する。

－　VaRは、終業時点のエクスポージャーの残高に基づいて算出されるため、必ずしも日中のエクスポー

ジャーを反映していない。

リスク・ノット・インVaRの枠組み

VaRの中で完全に対応できないその他のベーシス・リスクは、当行グループのリスク・ノット・インVaR（以

下「RNIV」という。）の計算によって補完され、当行グループの自己資本の枠組みに組み込まれる。

リスク要因は定期的に検証された上で、可能な場合は直接VaRモデルに組み入れられるか、またはVaRに基づ

くRNIV手法もしくはRNIVの枠組み内のストレス・テスト手法により、数値化される。VaRに基づくRNIVの結果

は、VaRの計算に含まれる。VaRに基づくRNIV手法で考慮されたリスク要因については、ストレス下のVaRに基

づくRNIVも計算される。

ストレス型RNIVには、取引条件付きデリバティブに係るリスクを把握するための同取引の資本コストならび

にペグ通貨および厳重管理通貨に係るリスクを把握するためのペグ制解除リスク指標が含まれる。

ストレス・テスト

ストレス・テストは、かなり極端ではあるが発生する可能性のある事象、または一連の金融上の変数の変動

が、ポートフォリオの価値に及ぼし得る影響を評価するために、当行グループの市場リスク管理ツールに組

み込まれた重要な手続である。このようなシナリオにおいては、損失はVaRモデルで予測される損失をはるか

に上回る可能性がある。

ストレス・テストは、法人レベル、地域レベルおよびHSBCグループ全体のレベルで実施している。HSBCグ

ループ内のすべての地域で、一貫性をもって、標準的な一連のシナリオが用いられている。各レベルの関連

事象や市場の動向を把握するためには、それに適したシナリオが作られる。当行グループで発生し得るスト

レス時の損失に関するリスク選好度が設定され、限度額を参照しながら監視される。

確定している損失があるという前提に基づいて、市場リスク・リバース・ストレス・テストが実施される。

ストレス・テスト・プロセスにより、当該損失を招くシナリオが特定される。リバース・ストレス・テスト

を実施する根拠は、通常の業務状況を越え、他への波及や金融システムにも影響を及ぼしかねないシナリオ

を理解するためである。
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ストレス下のVaRおよびストレス・テストは、リバース・ストレス・テストおよびギャップ・リスクの管理と

ともには、当行グループのリスク選好が限定的であるVaRを超過する｢テール・リスク｣についての洞察を経営

陣に提示するものである。

トレーディング・ポートフォリオ

バックテスト

当行グループは、実績損益および仮想損益に対するVaR指標のバックテストを実施して、当行グループのVaR

モデルの正確性を定期的に検証している。仮想損益からは、費用、手数料および日計り取引からの収益等、

モデルに組み込まれていない項目が除外されている。仮想損益は、ある取引日の終了時から翌取引日の終了

時までの間、ポジションが一定に保持されたならば実現される損益を反映している。この損益の測定値は、

リスクの動的なヘッジ方法と一致しないため、必ずしも実際の業績を示すものではない。仮想損失のバック

テストの例外件数は、多数のその他の指標とともに、モデルのパフォーマンスを測るためおよびVaRモデルの

内部監視の強化が必要か否かを検討するために使用される。当行グループは、HSBCグループのグループ会社

の所定の階層レベルで当行グループのVaRのバックテストを実施している。

確定給付型年金制度

年金債務が、算定可能なキャッシュ・フローを生み出す資産と完全に一致しない限り、当行グループの確定

給付型年金制度でも市場リスクが発生する。追加情報については、上記の年金リスク管理プロセスに関する

項を参照のこと。

2024年における市場リスク

2024年は、11月の米国大統領選挙を中心に、政治面で多忙な年であった。中東での紛争およびロシアとウク

ライナの戦争が続く中、地政学も引き続き注目された。主要な中央銀行は2024年に金融緩和サイクルを開始

し、米国連邦準備制度理事会は、９月より政策金利を１％引き下げ、欧州中央銀行（ECB）および欧州のその

他の中央銀行の一部も６月より利下げを実施した。対照的に、日本銀行は翌日物金利を引き上げ、長期にわ

たるマイナス金利を解除し、３月にはイールドカーブ・コントロールを中止した。

2024年を通じて国債利回りは、第３四半期中を除き、全般的に上昇傾向にあった。これは主に、インフレ率

の乱高下および中央銀行の期待の変化によるものであった。欧州では、地方議会選挙後にフランスの財政政

策をめぐる不確実性が高まったことから、フランスおよびドイツ間のイールド・スプレッドが拡大した。世

界株式は、好調な企業収益とテクノロジー・セクターにおける良好な地合いに支えられて、米国および欧州

において過去最高値を何度も更新した。世界市場は、日本国債の利回り上昇、米国での景気後退懸念および

株式市場の評価額により、８月における短期間の乱高下から回復した。外国為替市場では、大部分の先進国

通貨や新興国通貨に対するドル高基調が続いた。ユーロは米ドルと等価に近づく一方、日本円は数十年ぶり

の安値まで下落した。信用市場は、８月にスプレッドが大幅に拡大したものの、投資適格債のスプレッドに

比べハイイールド債の信用スプレッドの縮小が顕著となり、１年を通じて好調に推移した。

トレーディング・ポートフォリオ

トレーディング・ポートフォリオのバリュー・アット・リスク

（監査済）

トレーディング・ポートフォリオのVaRは、主にマーケッツ・セキュリティーズ・サービシーズ業務で発生し

ている。同業務におけるトレーディング・ポートフォリオのVaRは、2023年12月31日現在の25.4百万ポンドに

対して、2024年12月31日現在では21.8百万ポンドであった。トレーディング・ポートフォリオのVaRは、主に

金利に対するトレーディング勘定の感応度により、２月に37.2百万ポンドでピークに達した。2024年を通じ

てVaRは著しく変動し、2024年上半期には比較的高い水準で始まり、各国中央銀行が金融緩和サイクルを開始

した第４四半期には減少した。
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2024年における当行グループのトレーディング・ポートフォリオのVaRは、以下の表のとおりである。

 

トレーディング・ポートフォリオのバリュー・アット・リスク、信頼水準99％、保有期間１日
（監査済）

 

外国為替(FX)

および

コモディティ

百万ポンド

 

金利(IR)

百万ポンド

 

 

株式(EQ)

百万ポンド

信用スプレッド

(CS)

百万ポンド

 

ポートフォリオ

の分散化
１

百万ポンド

 

 

合計
２

百万ポンド

2024年12月31日現在の残高 6.9 11.2 12.6 4.6 (13.5) 21.8

平均 8.3 17.5 10.4 6.5 (16.5) 26.2

最高 14.8 27.8 13.4 9.3  37.2

最低 4.2 7.8 8.1 4.1  18.5

       

2023年12月31日現在の残高 6.2 20.1 11.0 5.2 (17.0) 25.4

平均 11.4 25.8 10.0 9.2 (24.1) 32.3

最高 17.2 50.2 14.7 12.7  55.4

最低 5.6 13.8 7.8 5.2  19.0

１　ポートフォリオの分散化とは、異なる種類のリスクが含まれているポートフォリオを保有することによる市場リスクの分散効果で

ある。これは、非体系的な市場リスクの減少を表す。非体系的な市場リスクとは、例えば、金利、株式、外国為替等、多種多様な種

類のリスクを一つのポートフォリオの中で一緒に組み合わせた場合に発生するリスクである。これは、個別リスク種類別VaRの合計

と組み合わせたVaRの合計の差額として測定される。マイナスの数字は、ポートフォリオの分散化のメリットを表す。リスクの種類

が異なれば、最高値の日も異なるため、そのような測定値についてポートフォリオの分散化のメリットを計算する意味はない。

２　分散化効果があるため、VaRの合計は、すべての種類のリスクを足した値とは等しくならない。また、VaRに基づくRNIVも含まれ

る。

 

バックテスト

2024年において当行には、バックテストの仮想損益および実質損益に対する例外が発生しなかった。

 

気候リスク

概要

当行グループの気候リスクに対するアプローチでは、以下の２つの主な気候リスク要因を特定している。

－　ハリケーン、洪水、気象パターンの慢性的で緩やかな変化または海面上昇等の異常気象の頻度および深

刻さの高まりにより発生する物理的リスク。

－　政府の政策変更、法律の改正、テクノロジー、市場の需要および利害関係者の期待の変化、作為または

不作為による評判への影響等の温室効果ガス実質ゼロ経済への移行プロセスにより発生する移行リス

ク。
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加えて、当行グループは、レピュテーション・リスク、規制コンプライアンス・リスクおよび訴訟リスクと

いう形で顕在化する可能性が最も高い以下の気候リスク関連のテーマ別課題も特定した。

－　当行に影響を及ぼす、HSBCグループが温室効果ガス実質ゼロに向けた抱負を履行できないリスク、また

は温室効果ガス実質ゼロに関連する外部の期待に応えられないリスクから生じる温室効果ガス実質ゼロ

調整リスク。

－　善意または悪意の別を問わず、持続可能性について不正確な、不明確な、誤解を招くまたは根拠のない

主張を利害関係者に行う行為から生じるグリーンウォッシュ（うわべだけの環境保護）リスク

アプローチ

当行グループは、気候変動による物理的影響および温室効果ガス実質ゼロ経済に向けた移行が、企業、投資

家および金融システムにとって重大な財務リスクになり得ることを認識している。当行は、顧客との関係を

通じて直接的または間接的に気候リスクの影響を受け、その結果、財務的影響および非財務的影響が生じる

可能性がある。

当行グループの気候リスクに対するアプローチは、当行グループの業務、財務成績、安定性および評判に影

響を及ぼし得る重大な気候リスクを効果的に管理することを目指している。これは、規制当局の進化する期

待で決定される。

当行グループは、最も影響のある業種、ポートフォリオおよびカウンターパーティを優先順位付けすること

により、当行グループの事業全体での気候リスク対応力の開発で、引き続きHSBCグループと連携しており、

これが長期的な相互プロセスであることを認識している。これには、対象範囲を拡大し、より成熟したデー

タ、気候分析、枠組みおよびツールを組み込み、新興産業における最善の慣行と気候リスク規則に対応しつ

つ、どのように気候リスクが引き続き現実世界で進化していくのかを反映し、HSBCグループが気候リスク要

因を事業部門全体で戦略的計画、取引および意思決定に定着させていく方法を改善することが含まれる。

当行グループの気候リスクに対するアプローチは、HSBCグループ全体のリスク管理の枠組みや、当行グルー

プがリスクを特定、評価および管理する方法を定めた３つの防衛線モデルに沿ったものである。３つの防衛

線の枠組みの詳細については、前述の「３つの防衛線」を参照のこと。

以下の表は、気候リスク要因の概要およびHSBCグループの気候リスクに対するアプローチの範囲内で検討さ

れているテーマ別の課題を示したものである。

 

気候リスク - リスク要因 詳細 潜在的影響 期間

物理的リスク 急性 業務の中断を引き起こす気候事象の頻度および

深刻度の上昇。

 

 

 

- 不動産または標準的資産の価値の

低下。

- 家計の所得および財産の減少。

- 法務費用およびコンプライアンス

費用の増加。

- 世間の監視の目の強化。

- 収益性の低下。

- 資産の運用成績の低下。

短期

中期

長期

慢性 気候パターンの長期的な変化（例えば、継続的

な気温上昇、海面上昇、季節風の変化または慢

性的な熱波。）。

移行リスク 政策および法律 商品およびサービスに対する義務化および規

制、低炭素代替品に対する政策的支援。気候の

影響で損失および損害を被った当事者が提起す

る訴訟。

技術 既存製品から低排出製品への転換。

最終需要（市場） 個人および法人からの消費需要の変化。

評判 気候関連対策の実施または未実施に対する利害

関係者の意識変化に伴う、監視の目の強化。

 

気候リスク - テーマ別課題
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温室効果ガス実質ゼロの整合リ

スク

温室効果ガス実質ゼロの抱負リスク 主要な利害関係者の期待、最新の化学に対する理解および商業上の目的

に沿ってHSBCグループの温室効果ガス実質ゼロの抱負やより広範な事業

戦略を設定または採用しないことで発生。

 温室効果ガス実質ゼロの執行リスク 不十分もしくは非効果的な対策を講じたこと、顧客、サプライヤーおよ

びその他の利害関係者の行為、またはその他の外部要因により、HSBCグ

ループの温室効果ガス実質ゼロの抱負に応えられないことで発生。

 温室効果ガス実質ゼロの報告リスク データ、手法およびモデルの限界により、排出量の基準値および目標値

や、それらに照らした実績を正確に報告しないことで発生。

グリーンウォッシュ・リスク 企業 HSBCグループの持続可能性に関するコミットメントおよび目標や、添え

等に照らした実績の報告について、不正確な、不明瞭な、誤解を招くま

た根拠のない主張をすることで発生。

 商品 持続可能性の目標、特性、影響または特徴を明記した、顧客に提供する

商品またはサービスについて、不正確な、不明瞭な、誤解を招くまた根

拠のない主張をすることで発生。

 顧客 顧客の持続可能性に関連するコミットメントやその実績が虚偽である場

合またはHSBCグループの独自のコミットメントに沿っていない場合にお

けるHSBCグループの顧客との関係または取引の結果、不正確な、不明瞭

な、誤解を招くまた根拠のない主張をすることで発生。

 

HSBCグループの年次グローバル気候リスク重大性評価は、気候リスクがどのように当行のリスク分類全体に

影響を及ぼすかを理解する上で役立つ。同評価では、短期（2026年まで）、中期（2027年から2023年まで）

および長期（2036年から2050年まで）について検討している。

同評価に加え、当行グループはまた、新興リスク報告およびシナリオ分析においても気候リスクを検討して

いる（詳細については、前述の「トップリスクおよび新興リスク」を参照のこと。）

以下の表は、気候リスクがHSBCグループの主なリスクに及ぼし得る影響の要約を示したものである。

 

気候変動要因 信用リスク 取引可能リスク レピュテーショ

ン・リスク
１

規制コンプライア

ンス・リスク
１

レジリエンス・

リスク

その他の財務リス

クおよび非財務リ

スクの種類

物理的リスク ◆ ◆   ◆ ◆

移行リスク ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆

１　当行グループの気候リスクに対するアプローチでは、HSBCの温室効果ガス実質ゼロの整合リスクやグリーンウォッシュ・リスクと

いったテーマ別課題も特定している。これらは、レピュテーション・リスク、規制コンプライアンス・リスクおよび訴訟リスクとい

う形で顕在化する可能性が最も高い。

 

気候リスクの管理

2024年における主な展開

当行グループの気候リスク・プログラムは、気候リスク管理能力の開発を引き続き支援している。以下は、

2024年における主な動向を要約したものである。

－　HSBCグループは、ポートフォリオ・ステアリング能力の開発と収益評価を通じて、ホールセール業務の

ポートフォリオにおける温室効果ガス実質ゼロ整合リスクの管理アプローチの強化を開始した。

－　当行は、HSBCグループと連携し、信用リスク、市場リスクおよびオペレーショナル・リスクに焦点を当

て、気候変動が資本に及ぼす影響の評価に対するHSBCグループのアプローチを強化している。

－　当行グループは、（例えば、発電セクターおよび公益事業セクターの）入力データおよびモデルの改善

を通じたものを含め、HSBCグループと連携して内部気候シナリオ分析を強化した。

－　HSBCグループは、グリーンウォッシュ・リスクを管理および軽減するためのアプローチを強化した。
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－　HSBCグループは、気候リスクに関する配慮を信用リスク評価にさらに組み込むために、広報担当管理職

を対象とした気候リスク・ガイドラインを策定した。

HSBCグループは進展を遂げているが、HSBCグループの気候関連リスクに対するエクスポージャーを測定する

ための追加的な指標およびツールの開発の必要性等、さらなる作業が残っている。

ガバナンスおよび構造

HSBCグループ取締役会は、ESG戦略の全般的責任を負っており、アプローチの策定、執行および関連する報告

で上級経営陣を監督している。

当行の最高リスク責任者は、当行の気候リスク・プログラムにつき全体的な説明責任を負う英国上級管理職

体制のもと、気候リスク管理を担当する上級管理職であるという点で、当行はHSBCグループと連携してい

る。

HSBCグループのESG委員会は、ESGに関する戦略、方針、重要なコミットメントおよび外部開示を監督してき

た。同委員会の共同委員長は、グループ最高執行責任者およびグループ最高持続可能性責任者である。

専門の環境リスク運営会議は、HSBCグループの環境リスクおよびグリーンウォッシュ・リスクを監視してい

る。

欧州レピュテーション・リスク委員会は、当行（またはHSBCグループ）全体に影響を及ぼす重大なレピュ

テーション・リスク関連の事項につき提言および助言している。

欧州環境リスク・フォーラム（旧称：環境リスク監督フォーラム）は、当行の環境リスクおよびグリーン

ウォッシュ・リスクを監視している。

HSBCグループのリスク管理委員会およびグループ・リスク委員会は、当行に設置されている同様のリスク管

理委員会を通じて、気候リスク・プロファイルに関する定期最新情報および当行グループの気候リスク・プ

ログラムの進捗状況の報告を受けている。

リスク選好度

HSBCグループと連携して、当行グループの気候リスク選好度は、当行のリスク選好ステートメントの一部を

構成しており、事業が温室効果ガス実質ゼロに向けた抱負を効果的かつ持続的に実現できるよう支援してい

る。

当行グループの気候リスク選好ステートメントついては、取締役会が承認および監督している。気候リスク

指標については、当行のリスク管理委員会（RMM）および当行のリスク委員会が監視のために四半期ごとに報

告を受けている。

方針、手順および統制

当行は、HSBCグループと連携して、組織の多くの分野で気候リスクを方針、手順および統制に引き続き組み

込んでおり、当行グループの気候リスク管理能力が時間の経過とともに成熟するのに伴い、それらの更新を

継続していく。

課題

主な課題は、以下のとおりである。

－　気候関連の報告に必要な様々な内部および外部のデータ源およびデータ構造が、データ正確性リスクお

よびデータ信頼性リスクをもたしている。

－　顧客資産およびサプライ・チェーンに関するデータの限界ならびに手法の差が、当行グループの物理的

リスクを正確に評価する能力を妨げている。

－　業界全体の顧客の排出量と移行計画に関するデータの格差および手法の格差が、移行リスクを正確に評

価する当行グループの能力を制限している。
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－　温室効果ガス実質ゼロ調整リスクの管理の限界は、既知および未知の要因によるものであり、これらに

は、データの正確性と信頼姓の限界、新興の手法および意思決定をより的確に伝えるための新たなツー

ルの開発の必要性が含まれる。

 

レジリエンス・リスク

概要

レジリエンス・リスクとは、実行、引渡、物理的なセキュリティまたは安全に関連する事象により、継続的

かつ重大な業務の混乱が発生し、顧客、関連会社およびカウンターパーティに対して重要なサービスを提供

できないリスクをいう。レジリエンス・リスクは、プロセス、従業員、システムまたは外部事象に支障また

は不備がある場合に発生する。

2024年における主な展開

2024年中、当行グループは、地政学、規制および技術の変化に対応しつつ、レジリエンス・リスクの管理を

強化するための取組みを多数実施した。

－　当行グループは、顧客がサービスの混乱により影響を受けることを引き続き認識の上、サービスの混乱

に緊急に対応し、最小限の遅延の範囲内で復旧することを目指した。当行グループは、再発防止のため

事後検証プロセスの実施を継続した。当行グループの業務上のレジリエンス能力をさらに強化するため

に投資が必要であると判断した場合、当行グループは、顧客および規制当局の期待に引き続き応えられ

るよう、結果を当行グループの財務計画に反映させている。

－　当行グループは、その従業員および業務に及ぼし得る潜在的影響のため、ロシアとウクライナの戦争お

よび中東での紛争等の地政学的事象により影響を受けた市場を引き続き監視した。

－　当行グループは、経営陣が意思決定および選好度設定において非財務リスクに焦点を当てることのでき

るよう、分析、アクセスし易いリスクや管理に関する情報および指標を提供した。

当行グループは、重大なリスクと戦略的成長分野への取組みを優先し、このニーズに合わせて立地戦略を調

整している。当行グループはまた、物理的な拠点がない法域では、最高リスク責任者の支援を含め、監督と

管理を遠隔で提供している。

ガバナンスおよび構造

エンタープライズ・リスク管理のターゲット運用モデルは、リスク管理の監視を強化しつつ、簡素化された

非財務リスク構造の一部としての効果的に運用することにより、レジリエンス・リスクに関する世界的に一

貫した見解を提供するものである。

当行グループは、第三者リスク、テクノロジーおよびサイバーセキュリティ・リスク、取引処理リスク、事

業中断およびインシデント・リスク、データ・リスク、変更実行リスク、施設利用、安全およびセキュリ

ティ・リスクに関連する７種類の準リスク全体にわたりレジリエンス・リスクを検証している。

レジリエンス・リスクのリスク選好度および主要な上申先は、欧州最高リスク責任者が議長を務める当行グ

ループのリスク管理委員会（RMM）およびリスク委員会であり、さらにHSBCグループのリスク管理委員会およ

びHSBCグループのリスク委員会にも上申される。

主要なリスク管理プロセス

オペレーショナル・レジリエンスとは、顧客および市場の影響を最小化しつつ、業務の混乱を予知および防

止する能力、かかる混乱に対して適応および対応する能力、ならびにかかる混乱から回復および学習する能

力をいう。レジリエンスは、当行グループが合意された水準内で重要な業務サービスを提供し続けることが

できるか否かを評価することにより決定される。これは、徹底検証および統制テスト等の日常的な監督とと

もに、定期的および継続的な保証を通じて達成される。その結果、リスク担当者による事業に関する問題の

提起がなされることもある。さらなる課題は、少なくとも年４回提出される正式なガバナンスに関するリス

ク担当者意見書という形でも提起される。当行グループとしても、自らすべての混乱を防止できないことを
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認めるものの、重要な業務サービスの対応戦略および復旧戦略を継続的に向上させるため、投資を優先しな

ければならない。

業務継続

当行グループは、ロシアとウクライナの戦争および中東での紛争をはじめとする地政学的情勢を引き続き監

視しており、状況により必要となった場合は、引き続き事業継続性を確保できるよう措置を講じる用意があ

る。これまでのところ、当行グループのサービスに重大な混乱はなかったが、周辺市場の事業部門および機

能部門は、潜在的影響を最小化するためにそれぞれ計画および対応を継続的に見直している。

 

サイバーセキュリティ・リスク

概要

サイバー・インシデントの脅威は、金融業界および他の業界と同様、当行グループの組織にとって依然とし

て懸念事項となっている。サイバー脅威が進化を続けていることから、当行グループの業務を保護すること

ができない場合、当行グループの顧客や業務の混乱または財務的損失や機密データの喪失を招くおそれがあ

り、他のリスクの中でもこれは、当行グループの顧客や評判に悪影響を及ぼしかねない。

当行グループは、進行中の地政学的事象やサイバー脅威の環境変化の監視を続けており、顧客に対する影響

を軽減するために積極的な対策を講じてきた。

当行グループは、サイバー脅威を防止、検知および軽減する上で役立つ事業および技術の統制に投資してい

る。当行グループのサイバーセキュリティ統制は「多層防御」アプローチに従ったものであり、複数のセ

キュリティ階層を用いて、当行グループを取り巻く環境の複雑性を認識している。24時間体制のセキュリ

ティ・オペレーション・センターの能力を通じて攻撃を検知し、対応する当行グループの能力は、攻撃によ

る影響を軽減することを意図したものである。

当行グループは、内部および外部のサイバー情報を積極的に収集および分析し、最も一般的な攻撃の種類お

よびその潜在的結果についての脅威のレベルを継続的に評価する、サイバー・インテリジェンス＆脅威分析

チームを設置している。当行グループは、世界中の他の金融機関や政府機関とともに、調査に関する技術的

専門知識を共有することも含め、より広範なサイバー・インテリジェンス・コミュニティにも積極的に参加

している。

2024年における主な展開

当行グループは、当行グループの事業サービスのみならず、より広範な金融業界に影響を及ぼすサイバー攻

撃の脅威を軽減するための取組みで、サプライヤー、金融インフラ機関、規制当局およびその他従来とは異

なる第三者をはじめとする第三者と引き続き協力してきた。当行グループは、サプライヤー等の第三者との

関係におけるサイバーセキュリティ脅威に関連するリスクを評価、特定および管理するため、第三者のセ

キュリティ・リスク管理プロセスを導入している。同プロセスには、当行グループの基準および要件に照ら

して第三者のサイバーセキュリティ・プログラムを評価する、リスクに基づくサイバーセキュリティ・

デューデリジェンス検証が含まれる。

2024年に当行グループは、不正アクセス、セキュリティの脆弱性の悪用、データ流出、第三者によるセキュ

リティ漏洩および高度なマルウエアの可能性および影響を軽減することを目的として、サイバー防御をさら

に強化しつつ、サイバーセキュリティ能力も向上させるための継続的改善プログラムを継続した。これらの

防御は、高度な標的型脅威や悪意のある行為の特定に役立つち積極的データ分析アプローチに基づき構築さ

れている。主な焦点分野の一つは、巧妙なサイバー攻撃を容易にするために悪用されるおそれのあるAIの利

用増加である。当行グループは、AIの利用増加に関連する潜在的なサイバーセキュリティ・リスクを管理す

るためのガバナンス・プロセスを強化している。
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ガバナンスおよび構造

当行グループは、サイバーセキュリティ能力および優先事項に対する監督および取組みを実施できるよう、

企業リスク管理の枠組みに沿った３つの防衛線モデルを運用している。第一の防衛線において、当行グルー

プは、グローバル事業部門およびグローバル機能部門内にサイバー・リスクの特定および管理につき説明責

任を負うリスク責任者を配置している。リスク責任者は、サイバーセキュリティ・コントロール責任者と協

力の上、当行グループのリスク選好度に従い適切なリスク処理を行っている。当行グループの統制は、当行

グループの方針に従い実行されるように設計されており、これを見直し、異議を唱えるのは、第二の防衛線

を代表するリスク管理責任者である。リスク管理責任者は、第三の防衛線であるグローバル内部監査機能部

門により独立して保証されている。

HSBCグループ全体のサイバーセキュリティ・リスクの評価や管理を主導および調整しているのは、グローバ

ル最高情報セキュリティ責任者であり、地域レベルおよび事業部門レベルの最高情報セキュリティ責任者が

これを支援している。欧州および英国を担当する当行グループの地域最高情報セキュリティ責任者は、金融

サービス、セキュリティおよびレジリエンスのみならず、戦略、ガバナンス、リスク管理および規制コンプ

ライアンスでも豊富な経験を有している。インシデントが発生した場合、グローバル最高情報セキュリティ

責任者とそれを補佐する該当する情報セキュリティ責任者は、当行グループのセキュリティ・オペレーショ

ン・チームから連絡を受け、当行グループのサイバーセキュリティ・インシデント対応プロトコルに従って

対処している。

主要なリスク管理プロセス

当行グループは、組織が効果的な監視および統制で十分に管理されるよう設計された、堅固な一連のサイ

バーセキュリティに関する方針、手続および主要な管理を整備してきた。これには、従業員、請負業者およ

び第三者を対象とした情報セキュリティ責任の明確化の他、サイバー事象の特定、調査、軽減および報告の

ための標準的手順が含まれるが、これらに限定されない。

主要なパフォーマンス指標、管理の効果およびその他重大なサイバー事象等のサイバーセキュリティに関連

する事項は、取締役会およびリスク管理委員会をはじめとする各種経営リスク管理委員会のみならず、グ

ローバル事業部門、グローバル機能部門および各地域全体にも定期的に提起される。これは、当行グループ

のサイバーセキュリティ・ポジションに対する継続的な認識と管理を促進するために行われている。

当行グループのサイバーセキュリティ能力については、独立した第三者が米国国立標準技術研究所（NIST）

発表の基準に照らして定期的に評価しており、当行グループは定期的なテストへの参加で規制当局にも積極

的に協力している。加えて、HSBCグループも、サイバー脅威に対する脆弱性の特定およびセキュリティ回復

力のテストに役立つ侵入テストおよび脅威主導型侵入テストの支援で、外部の独立した第三者を起用してい

る。

サイバーに関する研修および意識向上

当行グループは、サイバーセキュリティ脅威に対する保護で従業員が果たす重要な役割を理解している。当

行グループの目的は、当行グループの組織および顧客データの安全性を確保するために必要な適切なツール

および対応策を各従業員に提供することである。当行グループは、当行グループ内の上級幹部（取締役会を

含む。）からIT開発者や最前線の従業員に至るまで、全従業員を対象としたサイバーセキュリティに関する

研修を実施して、意識向上を図っており、サイバー・リスクにさらされる可能性が高いと判断された従業員

を対象とした、的を絞った研修も実施している。

当行グループは、全従業員を対象に、在宅でのオンラインの安全性、ソーシャル・メディアの安全性、安全

なハイブリッド型勤務、サイバー事象およびその対応等をテーマとした年次のサイバー啓発月間を展開して

いる。当行グループの専任のサイバーセキュリティ研修・周知徹底チームは、オンライン詐欺を発見および

防止する方法に関する幅広い教育およびガイダンスを顧客および従業員の双方に提供している。
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規制コンプライアンス・リスク

概要

規制コンプライアンス・リスクとは、顧客およびその他のカウンターパーティに対する義務の違反、不適切

な市場行動（不正取引を含む。）、ならびに関連する金融サービス規則基準の違反に関連するリスクをい

う。規制コンプライアンス・リスクは、関連する法律、規範、規則および規制の不遵守により発生し、市場

または顧客にとって不利な結果が生じたときに顕在化する可能性があり、その結果、当行グループの事業が

罰金または罰則の対象になり、その評判が毀損するおそれもある。当行グループは、法の原則または行動要

件の動向（金融業界の一部におけるかかる動向が他の金融機関にも適用されると解釈され、法的手続または

規制上の手続につながる可能性があるというリスクに関連するものを含む。）を常に把握することを目指し

ている。

2024年における主な展開

規制に関連するホライズン・スキャニング機能やマッピング機能は、規制上の義務の追跡可能性向上を支援

するために、リスク管理システムとの接続性を強化することに重点を置いて進化し続けている。気候リスク

は、規制コンプライアンスの方針およびプロセスに組み込まれるとともに、効果的に気候リスク（特にグ

リーンウォッシュ・リスク。）に配慮するため、商品ガバナンスの枠組みおよび統制も強化された。

当行グループは、英国における消費者義務の結果の管理および監視を向上させるため、プロセス、枠組みお

よびガバナンスの能力を強化してきた。また、終了した商品に係る消費者義務に基づく追加の要件は、2024

年7月に発効した。

ガバナンスおよび構造

欧州では、最高コンプライアンス責任者がグループ規制コンプライアンス責任者に報告しており、同地域の

すべての規制コンプライアンス・チームおよび金融犯罪コンプライアンス・チームにつき責任を負ってい

る。規制コンプライアンス・チームおよび金融犯罪チームは協業しながら、当行グループがコンダクトに関

連する良い成果を達成し、欧州地域のリスク機能部門と協力してコンプライアンス・リスクに関する課題で

全社的な支援を提供するためにも、関連するすべての利害関係者と連携している。

主要なリスク管理プロセス

欧州規制コンプライアンス機能部門は、規制コンプライアンス・リスクの管理指針を示すための方針、基準

およびリスク選好度の設定を担当している。同機能部門はまた、かかるリスクを軽減するための枠組みおよ

び支援プロセスも策定している。同機能部門は、必要な場合は規制コンプライアンス・リスクの特定、評価

および軽減を支援するため、監視および検証を実施する他、各国の最高コンプライアンス責任者およびコン

プライアンス担当チームに対して問題も提起している。規制コンプライアンス・リスクの方針は定期的に見

直しされている。方針および手続に基づき、実際の規制違反またはそのおそれについては、速やかに特定

し、上位者に報告しなければならない。関連する報告可能な事象は、適切な場合、当行のリスク管理委員会

（RMM）およびHSBCグループのリスク委員会に報告される。

企業行動

当行グループの目的志向のコンダクトに対するアプローチは、正しいことを行い、顧客および事業を展開す

る市場のために当行グループが有する影響力に焦点を当てられるよう、当行グループを導くためのものであ

る。これは、当行グループのパーパスおよび価値観で補完されており、業務遂行のために有しているより正

式な方針およびツールとともに、当行グループの目標達成および当行グループの戦略実行のための明確な方

向性を提供している。

規制当局および政府

当行グループは、バーチャル会議や対面会議を通じて、個別にまたは業界団体を通じて共同で答申すること

により、強固な関係を促進するために規制当局および政府と積極的に連携している。
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金融犯罪リスク

概要

金融犯罪リスクとは、HSBCグループの商品およびサービスが犯罪行為に悪用されるリスクをいう。これに

は、詐欺、贈収賄、腐敗行為、脱税、制裁および輸出制限の違反および回避、マネーロンダリング、テロリ

ストへの資金供与ならびに大量破壊兵器拡散金融が含まれる。金融犯罪リスクは、顧客、第三者および従業

員が関与する日常的な銀行業務から発生する。

2024年における主な展開

当行グループは、金融犯罪リスク管理の枠組みの効果を定期的に検証している。これには、制裁コンプライ

アンス・リスクおよび輸出規制リスクの複雑性およびダイナミックな性質の継続的な検討も含まれる。当行

グループは、制裁回避を制限するために用いる手段を含め、ロシアに課されてきた金融制裁および貿易制限

に引き続き対応した。

当行グループは、以下を含め、複数の主要な金融犯罪リスク管理の取組みで引き続き進展を遂げている。

－　バミューダ、フランスおよびマルタ等に所在する追加的なグループ会社およびグローバル事業部門にお

ける顧客口座監視のためのインテリジェンス主導型の動的リスク評価（以下「DRA」という。）機能の導

入。

－　欧州中央銀行（ECB）に対するコミットメントを履行するための、マルタ、ポーランド、スペインおよび

アイルランドへのコルレス銀行業務監視ソリューションおよびグローバル・ソーシャル・ネットワーク

分析（以下「GSNA」という。）の導入。

－　急速に進化する複雑なグローバル決済環境に対応した強化、およびデジタル資産およびデジタル通貨に

関する戦略の更新。

－　詐欺行為の取締強化、および技術開発への投資および監視の継続。

－　HSBCを経由したロシアおよびベラルーシとの直接的な活動を制限するための事業リスク選好度の更新。

－　当行グループのロシアに対するエクスポージャーをさらに減少させることとなった、2024年５月におけ

る有限責任会社のHSBCバンク（アールアール）の売却完了。

ガバナンスおよび構造

金融犯罪機能部門の構造については、2024年においても実質的に変更はなかった。地域金融犯罪責任者およ

び当行のマネーロンダリング報告担当役員は、引き続き欧州最高コンプライアンス責任者に報告しており、

当行のリスク管理委員会は、金融犯罪に関連する事項を引き続き監視している。

主要なリスク管理プロセス

当行グループは、犯罪行為に関与しているとみられる個人または団体と故意に取引することを容認しない所

存である。当行グループは、HSBCグループの全社員に対し、金融犯罪を防止および検知するための効果的な

システムおよび統制を維持する役割を果たすよう義務付けている。当行グループは、犯罪行為の疑いまたは

統制の枠組みの脆弱性を特定したとみなした場合、適切な軽減措置を講じていく。

当行グループは、顧客、株主、従業員および事業を展開する地域社会はもとより、当行が全面的に依拠する

金融システムの完全性を保護するために正しい行為であるため、金融犯罪リスクを管理している。当行グ

ループは、同一の政策目標が法令で成文化されている厳しく規制された業界で業務を行っている。

当行グループは、当行グループが当行で事業を展開しているすべての市場の法令を遵守し、一貫して高い金

融犯罪基準を適用することに尽力している。これらの市場の法令間に大きな違いがある場合、当行は、現地

法の優位性を認識しつつも、最も高い基準を適用する方針である。

当行グループは、犯罪行為の阻止および検知のために運用統制能力および技術ソリューションの強化に引き

続き投資している。当行グループは、金融犯罪リスクの分類管理ライブラリーもさらに充実させ、技術導入
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を通じた監視能力の強化も図ってきた。当行グループは、より的を絞った指標を策定し、ガバナンスおよび

報告の強化にも引き続き努めた。

当行グループは、金融犯罪リスクの管理で、幅広い業界および公共部門との連携に努める所存である。2024

年において当行グループは、グローバル金融犯罪の枠組みの全体的な効果を高めるための措置や、リスクに

基づいたアプローチを推進するための措置に引き続き重視した。ウォルフスバーグ・グループ等の業界団体

との連携を通じて、当行グループは、法規制改革活動について進言するとともに、世界基準設定機関である

金融アクション・タスク・フォースの取組みを支援した。当行グループは、金融犯罪リスク管理の枠組みが

犯罪行為の検知および阻止でより効果的な成果をもたらす方法に焦点を当てた協議文書に対する回答書の作

成に貢献することで、かかる支援を行った。加えて、当行グループは、リスクに基づいた監督、決済の透明

化、詐欺リスクの管理および金融インクルージョンの推進に加え、林業犯罪、野生生物売買および人身売買

の撲滅に関連する多数の公共イベントにも参加した。

金融システムの保護

当行グループは、金融犯罪の撲滅とともに、当行グループの組織および顧客、そして当行グループがサービ

スを提供する地域社会に対する金融犯罪の影響の軽減に向けた取組みを継続している。金融犯罪には、詐

欺、贈収賄、腐敗行為、脱税、制裁および輸出制限の違反および回避、マネーロンダリング、テロリストに

対する資金提供、大量破壊兵器拡散金融が含まれる。

当行グループは、顧客、株主、従業員および当行グループが事業を展開する地域社会や、当行グループが全

面的に依拠している金融システムの健全性の保護にとって正しいことであるという理由で、金融犯罪リスク

を管理している。当行グループは、すべてのグローバル事業部門およびグローバル機能部門のみならず、当

行グループが事業を展開するすべての国および法域に適用可能な金融犯罪リスク管理の枠組みを構築した。

当行取締役が監督する金融犯罪リスク管理の枠組みは、世界的に適用法令を遵守できるように設計した当行

グループのグローバル金融犯罪ポリシーによって支えられている。全従業員を対象とした年次必須研修が実

施されている他、的を絞った追加的な研修も特定の従業員を対象として用意されている。当行グループは、

定期的なリスク評価も実施し、進化する金融犯罪の脅威に対処するために必要な点を特定するとともに、当

行グループの金融犯罪リスク管理プログラムの監視およびテストも実施している。

当行グループは、新たなテクノロジーに対する投資を継続し、詐欺行為の監視能力および取引審査管理を強

化するとともに、検知能力の正確性および時間短縮を向上させるための機械学習の応用にも投資している。

これらの新たなテクノロジーは、異常な活動に効果的に対応する能力を強化し、リスク評価の精度を高める

ことになろう。

贈収賄および腐敗行為の防止

当行グループのグローバル金融犯罪ポリシーでは、すべての活動が、（i）贈賄または腐敗の意図なく、

（ii）合理性および透明性を確保して、（iii）豪華であるまたは取引関係上、不釣り合いであるとみなされ

ることなく、（iv）ビジネス上の根拠とともに適切に文書化して、（v）適切なレベルの上長からの承認を受

けた上で行われることを義務化している。2024年には、贈収賄または腐敗行為に関連して当行グループまた

はその従業員に対して提起された判決済みまたは係属中の訴訟はなかった。グローバル金融犯罪ポリシーで

は、当行グループが贈収賄または腐敗行為を行っている顧客および第三者のリスクを特定および軽減するこ

とも義務化されている。その他の統制の中でも、当行グループは、顧客が贈収賄または腐敗行為に関与する

リスクまたは贈収賄または腐敗行為を実行するためにHSBCの商品やサービスを悪用するリスクを特定および

軽減する目的で、リスクに基づくアプローチに従いリスク評価、デューデリジェンスおよび継続的な監視を

用いている。
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モデル・リスク

概要

モデル・リスクとは、不適切に設計、導入もしくは使用されたモデル、または期待および予測に沿って機能

しないモデルの使用により、不適切または不正確なビジネス上の意思決定を行うリスクをいう。

モデル・リスクは、事業上の意思決定にモデルの信頼性が含まれる場合に何時でも、財務面および非財務面

の双方で発生する。

2024年における主な展開

2024年において当行グループは、モデル・リスク管理（以下「MRM」という。）に関する規制上の要件が変更

されたことを受け、当行グループのモデル・リスク管理プロセスの改善を継続した。

当行グループは、以下の分野においてリスク管理を強化した。

－　当行グループは、英国健全性監督機構（PRA）のSS第1／23号の要件を充足するため、モデル・リスク管

理の枠組みを更新し、モデル環境全体でかかる変更を実施するための作業プログラムが進行している。

－　当行グループは、全モデルの重要性および複雑性を評価し、モデル・レベルで必要な監視レベルを引き

上げる新たな階層を割り当てることで、モデル階層の見直しを完了した。

－　当行グループは、決定論的定量法に関連するリスクを統制および管理するための新たな枠組みを導入し

た。決定論的定量法は、複雑で重要な計算ツールであり、技術的にはモデルではないが、同様のリスク

が存在する。

－　当行グループが提出した多数のモデルに関する英国健全性監督機構（PRA）および欧州中央銀行（ECB）

からのフィードバックに従い、当行グループは、内部格付手法（以下「IRB」という。）、内部モデル・

アプローチ（以下「IMA」という。）および内部モデル手法（以下「IMM」という。）のモデルの再開発

を引き続き優先した。これは、モデルの入力値として使用されるデータの質を向上することに主に焦点

を当てた、IRB改革、バーゼル3.1およびトレーディング勘定の抜本的見直しプログラムの一環である。

－　当行グループは、新たな生成AI技術が広く使用されるようになったことを考慮して、モデルの独立検証

の枠組みを改善した。

－　当行グループは、事業部門および機能部門と密接に協力して、AI技術および機械学習（以下「ML」とい

う。）技術がもたらし得る様々なリスクを管理するためのガバナンスの枠組みを策定した。

－　当行グループは、気候リスクに関連する作業プログラムで事業部門の支援を継続した。

ガバナンスおよび構造

当行グループの最高リスク責任者が議長を務める当行グループのモデル・リスク委員会は、モデル・リスク

を監視している。同委員会は、事業部門およびリスク機能部門の上級幹部およびリスク責任者で構成されて

おり、モデルに関する懸念事項および主要なモデル・リスク指標に焦点を当てている。

主要なリスク管理プロセス

当行グループは、回帰、シミュレーション、サンプリング、機械学習および一連のビジネス・アプリケー

ションの判断スコアカードを含め、様々なモデル化手法を用いている。その活動の一例としては、顧客の選

択、商品の価格設定、金融犯罪取引の監視、信用力の評価および財務報告が挙げられる。当行のモデル・リ

スクの管理責任については、当行グループのリスク管理委員会（RMM）から当行グループの最高リスク責任者

が委員長を務める当行グループのモデル・リスク委員会に委任されている。同委員会は、当行グループのモ

デル・リスクの方針および手続を定期的に見直し、モデル・リスク管理機能部門が提供する各種モデル・リ

スク管理ライブラリーに基づき包括的かつ効果的に統制するよう第一の防衛線に義務付けている。

モデル・リスク管理機能部門はまた、上級経営陣に対して定期的にリスク管理情報、リスク選好指標、トッ

プリスクおよび新興リスクを活用してモデル・リスクについて報告している。
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当行グループは、モデル・リスクの適切な理解および負担が事業部門および機能部門において定着するよう

に、モデル監督委員会の構造を含め、かかるプロセスの効果について定期的に報告している。

 

保険引受業務リスク

概要

当行グループの保険引受業務における主なリスクは、市場リスク、特に金利リスク、株式リスク、信用リス

ク、保険引受リスクである。これらのリスクは、保険業務の財務成績および資本ポジションに直接的影響を

及ぼす。

HSBCグループの保険事業

当行グループは、支店、保険営業担当者、直接販売網および第三者代理店等の各種販売網を通じて保険商品

を販売している。売上げの大部分は、主に当行グループが銀行取引関係を有する顧客向けの保険商品を提供

する統合されたバンカシュアランス・モデルを通じたものであるが、デジタルを通じた販売の割合も増加し

ている。

当行が引き受ける保険商品の場合、売上げの大部分は、貯蓄型生命保険契約、ユニバーサル生命保険契約お

よび補償保険契約によるものである。

当行グループでは、事業規模およびリスク選好度の評価に基づき、これらの保険商品をHSBCグループの子会

社が引き受けることにしている。保険の引受けを手掛けることで、引受利益と投資利益の一部をHSBCグルー

プに留めることにより、保険契約の引受けに伴うリスクおよび報酬が当行グループに留保されることにな

る。

効果的な保険引受業者としてのリスク選好度または事業規模が十分でない場合、当行グループは、当行グ

ループの顧客に保険商品を提供するため、外部の大手保険会社数社と提携する。このような取決めは、一般

的に当行グループの独占的戦略パートナーと共同で行われ、当行グループは、手数料、報酬および利益取り

分を受け取る。当行グループは、当行グループが事業を展開する地域のすべてで保険商品を販売している。

保険商品は、すべてのグローバル事業部門を通じて販売されるが、主にWPBが中心となって、当行グループの

支店および直接販売網を通じて販売している。

保険引受業務のリスク管理

2024年における主な展開

保険引受子会社は、HSBCグループのリスク管理の枠組みに従っている。加えて、保険契約のリスク管理に関

する特定の方針および実務も整備されており、2024年中にそれらの重大な変更はなかった。2024年中には、

金利、株式市場、信用市場および外国為替で引き続き市場のボラティリティが観察された。これは主に、地

政学的要因および広がるインフレ懸念によるものであった。

なお、フランスの保険業務の売却計画に関する覚書に署名したとHSBCが2024年12月20日付で発表したことに

伴い、2024年12月31日現在の貸借対照表上、フランス事業は売却目的保有として報告されている。詳細につ

いては、「第６－１　財務書類－財務諸表注記」の注記34を参照のこと。

ガバナンス

(監査済)

保険引受リスクは、３つの防衛線モデル等、当行グループのリスク選好度およびリスク管理の枠組みに沿っ

た規定のリスク選好度に従って管理されている。ガバナンスの枠組みの詳細については、前述の「リスク管

理の枠組み」を参照のこと。HSBCグループの保険リスク管理委員会は、統制の枠組みを全世界的に監督して

おり、保険事業に関連するリスク項目に関する説明責任をウェルス・アンド・パーソナル・バンキング

（WPB）のリスク管理委員会に対して負っている。
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保険業務内のリスクの監視については、保険リスク・チームが実施している。当行のリスク管理機能部門

は、それぞれの専門分野において保険リスク・チームを支援している。

ストレス・テストおよびシナリオ・テスト

（監査済）

ストレス・テストは、保険事業にとってリスク管理の枠組みの重要な一部を構成する。当行グループは、現

地単位およびHSBCグループ全体で実施される規制上のストレス・テストや、各国保険当局実施のストレス・

テストに参加している。こうしたストレス・テストの結果およびかかるリスクを軽減するための経営陣の行

動計画の妥当性については、当行の内部自己資本十分性評価プロセス（ICAAP）および重要なグループ会社の

すべてが作成する規制上のリスクおよびソルベンシーの自己評価（ORSA）で検討される。

主な種類のリスクの管理および軽減措置

市場リスク

（監査済）

当行グループのすべての保険引受子会社には、投資が認められている投資商品および保持可能な市場リスク

の最大値を定めた市場リスクの指令および限度額がある。これらの子会社は、引き受ける契約の性質に応じ

て、以下に記載する技法等の一部または全部を用いることによって、市場リスクを管理している。

－　有配当型商品については、当行グループが保険契約者に対する債務を管理するためにボーナス率を調整

することができる。その効果は、保険契約者が市場リスクの相当部分を負うことである。

－　当行グループは、資産ポートフォリオが、予想負債キャッシュ・フローを支えるように構築されている

資産・負債マッチングを用いている。当行グループは、資産の質、分散化、キャッシュ・フローの適合

化、流動性、ボラティリティおよび目標投資収益を考慮したアプローチを用いて、当行グループの資産

を管理している。当行グループは、様々な将来のシナリオが金融資産および関連する負債の価値に及ぼ

す影響を評価するためのモデルを用いており、資産負債管理委員会（ALCO）は、負債を支えるために最

適な資産保有ストラクチャーの構築方法の決定において、その結果を採用している。

－　当行グループは、不利な市場変動に対する保護のためにデリバティブおよびその他の金融商品を活用し

ている。

－　当行グループは、保険契約者と株主との間で投資収益の配分を変更する等、市場リスクを軽減するため

新商品を設計している。

信用リスク

（監査済）

当行グループの保険引受子会社では、投資ポートフォリオの信用リスク・エクスポージャー、質およびパ

フォーマンスを考慮した、運用がみとめられる範囲の信用リスクの指令および限度額が設定されている。当

行グループによる発行会社およびカウンターパーティの信用力の評価は主に、国際的に認められている信用

格付およびその他の公開情報に基づいている。

信用スプレッドの感応度およびデフォルト確率を用いて、投資の信用エクスポージャーのストレス・テスト

が実施されている。

当行グループは、信用リスクの管理および監視のために多数のツールを用いている。これには、将来的に減

損のリスクがある投資または投資ポートフォリオにおいてカウンターパーティの集中が高い場合を中心とし

た、現時点で信用上の懸念がある投資対象のウォッチ・リストが記載された信用レポートが含まれる。信用

スプレッド・リスクに対する感応度は、定期的に評価および監視されている。
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資本・流動性リスク

（監査済）

当行グループの保険引受子会社の資本リスクは、さらされているリスクを支える財務能力に基づき当行グ

ループの内部自己資本十分性評価プロセス（ICAAP）において評価される。一方、自己資本十分性は、当行グ

ループの経済資本ベースと該当する現地の保険規制ベースの双方で評価される。

リスク選好バッファーは、通常の業務におけるボラティリティおよび極端であるが起こり得るストレス事象

を考慮に入れて、業務が債務支払可能な状態を維持できる様に設定されている。

流動性リスクは、保険業務にとって重大性が低く、キャッシュフロー・マッチング、十分な資金源の維持、

深化した流動的な市場での信用の質の高い投資、投資の集中の監視および適切な場合は制限、ならびに約定

済みの条件付借入ファシリティの設定により管理されている。

保険引受子会社は、流動性リスクに関する四半期報告およびさらされている流動性リスクの年次検証を完了

している。

保険引受リスク

（監査済）

当行グループの保険引受子会社は、保険引受リスクを管理および軽減するために、主に以下の枠組みおよび

プロセスを活用している。

－　新商品発売または商品変更の正式な承認手続。

－　新規保険契約に関連するリスクに対応するための新規保険契約の保険料の妥当性に関する初期評価およ

び継続的評価を義務付ける商品価格設定および利益性の枠組み。

－　顧客引受の枠組み。

－　リスク選好度の範囲内でリスクを維持しつつ、ボラティリティを軽減し、資本効率性を向上させるため

にリスクを第三者再保険会社に譲渡する再保険。

－　各グループ会社の財務報告委員会および保険数理検証委員会による、IFRS第17号の報告に基づく手法お

よび仮定の監視。

 

2024年における保険引受業務リスク

測定

以下の表は、契約種類別の資産および負債の構成を示している。

 

契約種類別保険引受子会社貸借対照表
（監査済）

 

直接連動有配
当性生命保険
およびDPF型投

資契約
１
その他の生命保

険契約
２

その他の

契約
３

株主資産
および
負債 合計

2024年12月31日現在 百万ポンド 百万ポンド 百万ポンド 百万ポンド 百万ポンド

金融資産 3,749 48 1,026 421 5,244

- 公正価値評価の指定を受けた、または強制的に損益を通

じて公正価値で測定される金融資産
3,223 32 1,018 365 4,638

- デリバティブ 5 - - - 5

- 償却原価で計上する金融投資 - - - 1 1

- その他の包括利益を通じて公正価値評価で測定される金

融投資

- - - - -

- その他の金融資産
４ 521 16 8 55 600

保険契約資産 - 38 - - 38

再保険契約資産 - 132 - - 132
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その他の資産および投資不動産
５ 18,229 1 - 1,176 19,406

2024年12月31日現在の資産合計 21,978 219 1,026 1,597 24,820

公正価値評価の指定を受けた投資契約に基づく負債 - - 1,078 - 1,078

保険契約負債 3,165 259 - - 3,424

再保険契約負債 - 38 - - 38

繰延税金 - - - 9 9

その他の負債
５ 17,355 32 - 1,761 19,148

2024年12月31日現在の負債合計 20,520 329 1,078 1,770 23,697

2024年12月31日現在の資本合計 - - - 1,123 1,123

2024年12月31日現在の負債および資本の合計 20,520 329 1,078 2,893 24,820

  

金融資産 21,284 101 942 1,331 23,658

- 公正価値評価の指定を受けた、または強制的に損益を通

じて公正価値で測定される金融資産

 

13,101

 

78

 

935

 

776

 

14,890

- デリバティブ 92 - - 5 97

- 償却原価で計上する金融投資 218 - - 14 232

- その他の包括利益を通じて公正価値で測定される金融投

資 6,947 - - 452 7,399

- その他の金融資産
４

926 23 7 84 1,040

保険契約資産 - 41 - - 41

再保険契約資産 - 145 - - 145

その他の資産および投資不動産 748 75 - 82 905

2023年12月31日現在の資産合計 22,032 362 942 1,413 24,749

公正価値評価の指定を受けた投資契約に基づく負債 - - 1,002 - 1,002

保険契約負債 20,289 306 - - 20,595

再保険契約負債 - 33 - - 33

繰延税金 - - - 2 2

その他の負債 - - - 1,966 1,966

2023年12月31日現在の負債合計 20,289 339 1,002 1,968 23,598

2023年12月31日現在の資本合計 - - - 1,151 1,151

2023年12月31日現在の負債および資本の合計 20,289 339 1,002 3,119 24,749

１　「直接連動有配当性生命保険およびDPF型投資契約」は、直接連動有配当性生命保険および裁量権のある有配当性投資契約であり、

実質的に変動手数料アプローチ測定モデルに基づき測定される。

２　「生命契約その他」は、一般測定モデルに基づき測定され、これには主に所得補償契約および再保険契約が含まれる。再保険契約

は主に、直接連動有配当性生命保険およびDPF型投資契約よりも多様化のメリットを提供するものである。

３　「その他の契約」には、HSBCグループが著しい保険リスクを負担することのない投資契約も含まれる。

４　「その他の金融資産」は主に、銀行に対する貸付金、現金および他の非保険法人との間の会社間残高で構成される。

５　2024年12月31日現在で売却目的で保有するフランスの保険業務の分類に関連して、「その他の資産および投資不動産」には19,309

百万ポンド、「その他の負債」には18,668百万ポンドが含まれる。詳細については、「第６－１　財務書類－財務諸表注記」を参照

のこと。

 

主なリスクの種類

市場リスク

（監査済）

概要およびエクスポージャー

市場リスクとは、当行の資本または収益に影響を及ぼす市場要因が変化するリスクである。市場要因には、

金利、株式、成長資産、信用スプレッドおよび外国為替レートが含まれる。

当行グループのエクスポージャーは、交付した契約の種類により異なる。当行グループの最も重要な生命保

険商品は、有配当性契約である。かかる商品には通常、保険契約者が投資した額に対するある種の元本保証

または利益保証が付与されており、保険基金の全般的な運用成績により可能な場合は、これらにボーナスが

追加される。有配当性でない契約の場合、何らかの形式の保証が存在する場合もあるが、当行グループが保

険契約者間でリスクを共有する能力は低下することとなる。これらの貯蓄商品を支える資金は主に債券に投

資されるが、より高いリターンの可能性を顧客に提供するため、場合によってはその一部が他の資産クラス

に割り当てられる。
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これらの商品により、当行は、資産運用益の変動リスクにさらされている。これは、当行グループの投資パ

フォーマンスに関する経済上の利益に影響を及ぼす可能性がある。加えて、一部のシナリオでは、資産運用

益が保険契約者の金融保証の履行に不十分となることもある。この場合、当行グループが不足分を補填しな

ければならない。大規模なグループ会社の場合、かかる保証費用に対しては、確率論的モデルに基づき計算

される金額が引き当てられる。かかる保証費用は一般的に重要ではなく、保険履行キャッシュフローの一部

を構成する。

ユニット連動型契約の場合、市場リスクを実質的に負担するのは保険契約者であるが、受取手数料は連動す

る資産の市場価値と関連するため、一部の市場リスク・エクスポージャーは通常残る。

感応度

以下の表は、2024年における選択された金利、株式価格および成長資産に関するシナリオの変更により合理

的に発生し得る効果が、当行グループの保険引受子会社の契約上のサービス・マージン（CSM）、税引後当期

純利益および自己資本に及ぼす影響を示したものである。

これらの感応度は、現行のIFRS会計基準に従い策定されており、実務上、その他の変数が相関する可能性の

あることを認識の上、かかる変数は一定に保ちつつ、一度に１つの前提条件を変更している。すべての保険

契約およびアンダーライン投資はそれぞれの機能通貨建てであり、為替相場の変動による重大なエクスポー

ジャーはない。

保証費用および施行され得るヘッジ戦略の影響もあり、契約上のサービス・マージン、税引後当期純利益お

よび自己資本合計とリスク要因とは非線形関係にある。このため、開示された結果から推定して、異なる度

合いのストレスに対する感応度を測定するべきではない。同様の理由から、ストレスの影響も必ずしも上方

と下方とでは対称ではない。感応度は、市場環境の変動影響を軽減する可能性のある経営管理上の対応の影

響を考慮する前で表示されている。

なお、感応度情報および重要変数を得るために使用される方法は、前期から変更されていない。

また、以下の感応度には、売却目的保有に分類されたフランスの保険業務が含まれている。詳細について

は、「第６－１　財務書類－財務諸表注記」の注記34を参照のこと。

 

当行グループの保険引受子会社の市場リスク要因に対する感応度

（監査済） 2024年 2023年

契約上のサー

ビス・マージ

ン（CSM）への

影響

百万ポンド

 

 

税引後当期純

利益への影響
１

百万ポンド

 

 

自己資本合計

への影響

百万ポンド

契約上のサービ

ス・マージン

（CSM）への影

響

百万ポンド

 

税引後当期純

利益への影響
１

百万ポンド

 

 

自己資本合計

への影響

百万ポンド

イールドカーブが100ベーシス・ポ

イント上方に平行移動 50 6 (19) 5 1 (25)

イールドカーブが100ベーシス・ポ

イント下方に平行移動 (113) (13) 12 (59) (8) 18

信用スプレッドが100ベーシス・ポ

イント上方に平行移動 (17) (4) (29) (34) (3) (30)

信用スプレッドが100ベーシス・ポ

イント下方に平行移動 8 4 28 36 4 31

成長資産が10%増加
２

64 21 21 65 32 32

成長資産が10%減少
２

(63) (22) (22) (64) (32) (32)

１　各年度の「税引後当期純利益への影響」。

２　「成長資産」は主に、株式および投資不動産で構成されており、成長資産の公正価値の変動は、当行グループの保険引受子会社に

とって市場リスクとなる。
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信用リスク

（監査済）

概要およびエクスポージャー

信用リスクとは、顧客またはカウンターパーティが契約上の債務を履行できない場合に財務上損失を被るリ

スクをいう。当行グループの保険引受会社にとっての信用リスクは、次の２つの主なリスクで発生する。

－　契約者および株主のためのリターン生成の目的で保険料を投資した後の、信用スプレッドのボラティリ

ティおよび負債証券のカウンターパーティによる債務不履行に関連するリスク

－　保険リスクを移転した後の再保険のカウンターパーティによる不履行および保険金の補償不履行のリス

ク

貸借対照表の日付現在のこれらの項目の残高については、前述の「契約種類別保険引受子会社貸借対照表」

と題された表に記載されている。

再保険会社が負担する保険契約上の負債に関する信用の質は、エクスポージャーのいずれについてもにつき

延滞も、減損も生じていないもの（2023年：０）として、「可」以上（前述の「信用の質の分類の定義」に

おいて定義される。）と評価されている。

ユニット連動型負債の裏付資産の信用リスクの大部分を負っているは保険契約者であるため、当行グループ

のエクスポージャーは主に、非連動型保険契約および投資契約に基づく負債、ならびに株主の資金に関連し

ている。かかる金融資産の信用の質については、前述の「金融商品の信用の質別分布」と題された表に記載

されている。

信用スプレッドの変動に関連するリスクは、負債証券を満期まで保有すること、および信用スプレッドの経

験を保険契約者とある程度共有することで、大幅に軽減される。

流動性リスク

（監査済）

概要およびエクスポージャー

流動性リスクとは、保険業務において、支払能力を有しつつも、支払期限到来時に債務を履行するために利

用可能な資金源を十分に有していないか、過大な費用を負担した場合にのみ当該債務を履行できることをい

う。流動性リスクは、有配当型商品の保険契約者と共同で負担することができる。

その他の保険契約負債の残存期間については、「第６－１　財務書類－財務諸表注記」の注記4に記載されて

いる。

2024年12月31日現在、売却目的保有に分類されているフランスの保険業務の契約負債（詳細については「第

６－１　財務書類－財務諸表注記」の注記34を参照のこと。）を除外した、請求払い保険契約負債の金額に

ついては、以下に商品グループ別で示す。

 

請求払い金額
（監査済）
 2024年 2023年

 請求払い金額

契約の

帳簿価額 請求払い金額

契約の

帳簿価額

 百万ポンド 百万ポンド 百万ポンド 百万ポンド

直接連動有配当性生命保険およびDPF型投資契約 3,154 3,165 17,880 20,289

その他の生命保険契約 - 259 - 306

12月31日現在 3,154 3,424 17,880 20,595

 

保険引受リスク
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概要およびエクスポージャー

保険引受リスクとは、保険引受指標（非経済的仮定）の時期または額のいずれかにおける不利な事象を通じ

て損失が発生するリスクをいう。これらの指標には、死亡率、罹患率、寿命、契約解約率および費用率が含

まれる。

当行グループが直面する主要なリスクは、時間の経過に伴い、保険金請求および保険給付等の契約費用とな

り、保険料および受取投資収益の合計額を超過する可能性がある。

保険引受リスク・プロファイルおよび関連するエクスポージャーは、2023年12月31日現在で確認されたもの

とおおむね同水準であった。

感応度

以下の表は、当行グループの全保険引受子会社において、非経済的仮定において合理的に予測可能な変化に

対する契約上のサービス・マージン（CSM）、当期純利益および自己資本合計の感応度を示している。

これらの感応度は、現行のIFRS会計基準に従い策定された。

保険解約率に対する感応度は、引き受けた契約の種類に左右される。保険解約率の上昇は通常、解約された

保険により将来の利益を失うため、CSM（および予想将来利益）に悪影響を及ぼす。しかし、保険解約手数料

があるため、契約の解約が収益にプラスの影響を与えることもある。当行グループは、フランスにおける保

険解約率の変動に対して最も感応度が高い。

死亡率リスクおよび罹患率リスクは通常、生命保険契約に関連している。2024年中に当行グループは、合理

的に予測可能な変化に合わせて死亡率および罹患率に対する感応度を10％から５％に修正し、これに従い比

較数値を修正再表示した。死亡率および罹患率の上昇が利益に及ぼす影響は、引き受けた業種によって異な

る。

経費率リスクは、割当られた保険契約管理費用の変動に対するエクスポージャーである。費用の増加分を保

険契約者に転嫁できない範囲で、経費率の上昇は、当行グループの収益に悪影響を及ぼすことになる。この

リスクは一般的に、小規模なグループ会社の場合、最大になる。

保険引受リスク要因の変更による影響は、契約が義務負担を伴うものでない限り、主にCSM内で吸収される

（なお、契約が義務負担を伴う場合、当期純利益に直接影響する。）。変更がCSMに及ぼす影響は、関連する

保険契約の予想対象期間中の当期純利益に戻入れされる。

以下の感応度には、2024年12月31日現在で売却目的保有に分類されているフランスの保険業務が含まれてい

る。詳細については、「第６－１　財務書類－財務諸表注記」の注記34を参照のこと。

 

当行グループの保険引受子会社の保険引受リスク要因に対する感応度
１

（監査済）

 2024年12月31日現在

契約上のサービス・マー

ジン（CSM）への影響

百万ポンド

税引後当期純利益

への影響
２

百万ポンド

税引後当期純利益

への影響

百万ポンド

保険解約率の10%上昇 (52) (5) (5)

保険解約率の10%低下 57 5 5

死亡率および/または罹患率の５%上昇 (14) - -

死亡率および/または罹患率の５%低下 15 1 1

費用率の10%上昇 (28) (3) (3)

費用率の10%低下 28 3 3

 

 

2023年12月31日現在

保険解約率の10%上昇 (55) (8) (8)
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保険解約率の10%低下 58 7 7

死亡率および/または罹患率の５%上昇

３

(14) (3) (3)

死亡率および/または罹患率の５%低下

３

15 2 2

費用率の10%上昇 (27) (3) (3)

費用率の10%低下 27 3 3

１　感応度の影響は、リスク軽減として保有されている再保険の影響を考慮する後に提示されたものである。

２　各年度の「税引後当期純利益への影響」。

３　2024年中に死亡率および罹患率に対する感応度は10％から５％に修正され、これに従い比較数値も修正再表示された。
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４【経営者による財政状態、経営成績およびキャッシュ・フローの状況の分析】

本項に含まれている将来の見通しに関する記述は、本書提出日現在の当行グループの考え、見通し、目的、

予想および見積りに基づいている。

 

主要業績評価指数

取締役会は、一連の財務評価および非財務評価または主要業績評価指数（KPI）を用い、当行グループにおけ

る戦略実践の達成度を追跡している。達成度は、HSBCグループの戦略上の優先課題、業務計画目標および過

去の業績との比較により評価される。当行グループは、戦略目標を踏まえてKPIを定期的に見直しており、

KPIがHSBCグループの戦略および戦略上の優先課題に一層沿うよう、新しい評価や調整を加えた評価を採用す

ることもある。

 

財務上の主要業績評価指数 2024年 2023年

税引前当期純利益／(損失) (百万ポンド) 2,068 2,152

費用率(％) 70.4 68.5

平均有形自己資本利益率(％) 4.6 7.3

普通株式等Tier１資本比率(％) 19.5 17.9

 

2024年の税引前当期純利益は、2023年から84百万ポンド減の2,068百万ポンドであった。この減少は、フラン

スの個人向け銀行業務ならびにアルメニアおよびロシアにおける当行グループ事業体の処分に係る特別項

目、またプライベート・バンク・ガーンジー支店の売却に関して昨年度に一回限り計上された利益の影響に

よるものである。ただ、この減少は、HSBCグループ内からのHSBCプライベート・バンク（ルクセンブルク）

エスエー（PBLU）、HSBCプライベート・バンク(スイス)エスエー（PBRS）（プライベート・バンク・ガーン

ジー支店を含む。）およびHSBCバンク・バミューダ・リミテッド（HBBM）の買収で構成される当行グループ

の法人再編の好影響により、一部相殺された。さらに、関連会社からの増収および増益を反映して、税引前

当期純利益は増加した。

2024年の収益7,473百万ポンドは、2023年に比べ33百万ポンド減少したが、収益の減少は、事業体処分の影響

によるものであった。2023年の収益には、フランスの個人向け銀行業務を売却目的所有として再分類した

（2024年に売却された。）ことによる156百万ポンドの利益の影響が含まれている。やはり2024年に売却され

たロシアおよびアルメニアの子会社売却に伴い、損失が発生した。

これらの減収は、当行グループ内からの事業体買収を含む当行グループ法人再編の影響により一部相殺され

たが、その影響にはPBLU、PBRS（プライベート・バンク・ガーンジー支店を含む。）およびHBBMの買収に伴

う収益の増加が含まれていた。なお、これらの増加は、2023年にはプライベート・バンク・ガーンジー支店

のPBRSへの譲渡に関する285百万ポンドの利益が含まれていたことから、2023年からの収益の減少により一部

総殺された。

また、マーケッツ・アンド・セキュリティーズ・サービス（MSS）の収益は増加したが、グローバル・ペイメ

ンツ・ソリューション（GPS）の収益の減少により一部相殺された。

予想信用損失およびその他の信用減損費用（以下「ECL」という。）は、2023年より６百万ポンド少ない163

百万ポンドの正味の費用であった。いずれの年も、ECLは主にステージ３の費用で構成されていた。

営業費用は118百万ポンド増加した。この増加は、PBLU、PBRS（プライベート・バンク・ガーンジー支店を含

む。）およびHBBMの買収に伴う費用の増加を反映していた。また、当行グループの成長戦略を支援するため

の戦略的投資および規制プログラムのために支出されたテクノロジー費用も増加した。これらの増加は、フ

ランスの個人向け銀行業務の売却に伴う費用の減少、2024年の英国銀行賦課金の引下げおよび単一破綻処理

基金(以下「SRF」という。)賦課金の引下げによって一部相殺された。
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費用率は70.4％と2023年に比べ1.9パーセント・ポイント上昇したが、これは収益の減少および営業費用の増

加によりもたらされた。また、主に上述の要因により、収益は0.4％減少し、営業費用は２％増加した。

平均有形自己資本利益率（以下「RoTE」という。）は、減損したのれんおよびその他の無形資産を除外する

ことで普通株主に帰属する利益を調整した上で、当期ののれんおよび無形資産を控除後の平均有形株主資本

で除して計算される。報告数値の調整および報告ベースの自己資本からは、非支配持分に帰属する金額が除

外されている。

当行グループは、当行グループの業績を評価する方法としてRoTEを提示しており、これは当行グループの資

本ポジションと密接に関連している。

RoTEは、2023年の7.3％から2024年には4.6％に減少した。これは、税金費用の増加によるもので、2024年に

は358百万ポンド増加した。

CET１資本比率は、普通株式等Tier１資本のRWA合計に対する比率を表す。CET１資本は、株主資本および関連

する非支配持分の合計から、規制上の控除および調整項目を差し引いた金額で構成される、最も質の高い資

本の形である。

当行グループは、事業の発展を支えるためおよび常に規制上の所要自己資本を満たすため、強力な資本基盤

を維持するよう努めている。

2024年のCET１資本比率は19.5％であり、主に利益および株式発行を通じた資本創出による資本の増加により

2023年から1.6％上昇したが、RWAの増加により一部相殺されている。

 

財務以外の主要業績評価指数

当行グループは、顧客サービスの満足度、従業員のエンゲージメント、多様性および持続可能性等を含む顧

客、人員、文化および価値観に焦点を当てた、一連の財務以外の主要業績評価指数も監視した。

顧客サービスおよび顧客満足度の詳細については、以下を参照のこと。他の非財務KPIについては、下記「第

５－３　コーポレート・ガバナンスの状況等」を参照のこと。

顧客サービス、受賞および顧客満足度

2024年、当行グループの業務は、素晴らしい顧客体験の提供に引き続き取り組み、顧客のニーズに応えるた

めの提案の向上に向けた努力を継続した。

マーケッツ・アンド・セキュリティーズ・サービス（MSS）

2024年にMSSは、ユーロマネー・アワード・フォー・エクセレンスでの「英国の法人向け最優秀銀行（UK

Best Bank for Corporates）」および「トランザクション・サービスにおける西欧の最優秀銀行（Western

Europe's Best Bank for Transaction Services）」の受賞を含め、数々の賞を受賞した。（FXに関する）リ

スク・アワーズでは「最優秀ブローカー賞（Best Prime Broker）」を受賞し、2024年SRPアワードでは、

HSBCオートコーラブル・リロード（HSBC EMEA）がディール・オブ・ザ・イヤーに選ばれた他、2024年の

Extel調査では欧州先進国の「マルチ・アセット・リサーチ、英国（大型株）総合ブローカー（Multi Asset

Research, UK (large cap) Overall Broker）」部門で第１位を獲得した。

グローバル・バンキング（GB）

ユーロマネー・アワード・フォー・エクセレンスにおいて、HSBCヨーロッパは「英国の最優秀銀行（UK's

Best Bank）」および「英国の法人向け最優秀銀行（UK's Best Bank for Corporates）」に選ばれた。ま

た、当行グループは、ユーロマネー・キャッシュ・マネジメント調査において、フランスにおけるキャッ

シュ・マネジメント・プロダクト＆テクノロジー部門、英国における顧客サービス部門および西欧における

法人カード部門において、「最優秀銀行（Best Bank）」に選ばれた。

コマーシャル・バンキング（CMB）
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CMBは、当行グループのソリューションおよび販売網が顧客のデジタル・ニーズに関連および適合するよう支

援するため、顧客のサービス水準に関する幾つかの運用指標を測定しつつ、顧客から直接フィードバックを

収集した。欧州全域の顧客を対象としたパリでの一元化勘定モデルにより、当行グループは、一貫した合理

化された水準のサービスを通じて顧客を地域的にカバーし、管理することが可能となった。これにより、当

行グループの広報担当マネージャーは、共通のツールキットを活用して顧客をサポートし、カバーすること

ができた。

HSBCは、ソリューション、テクノロジーおよび顧客サービスの開発努力を続けてきた証として、欧州の４つ

の市場で「マーケット・リーダー（Market Leader）」および「貿易金融の最優秀サービス賞（Best in

Service for Trade Finance）」を受賞した。HSBCはまた、ユーロマネーの「トランザクション・サービスに

おける西欧の最優秀銀行（Western Europe's Best bank for transaction services）」にも選ばれている

が、これは、グローバル・ペイメンツ・ソリューション（GPS）およびグローバル・トレード・ソリューショ

ン（GTS）双方の戦略がHSBCの顧客に対して、より効果的な事業運営を行うためのツールをどのように提供し

たかを示す一助となっている。

ウェルス・アンド・パーソナル・バンキング（WPB）

WPBは、支店、お客様センターおよびデジタル・チャネル等の様々なチャネルによる顧客サービスを対象とし

た、ネット・プロモーター・スコアとして知られる多数の満足度指標を通じて顧客体験を監視した。その一

例は、オンラインおよびモバイル双方での顧客とのやりとりをデジタルで測定するiNPS（Interactions Net

Promoter Score）である。チャネル諸島およびマン島の事業は島内向け業務と国際的な海外居住者向け業務

でそれぞれ採点を受けた。島内向け業務はオンラインでは33.5点と計画を3.5点下回り、モバイルでは目標37

点に対し43.7点であった。海外居住者向け業務の提案は、オンラインでは目標15点に対し15.3点であった。

さらに、ジャーニー・ネット・プロモーター・スコア（以下「jNPS」という。）は、カスタマー・ジャー

ニーを確認するために使用される顧客体験指標だが、決済が33点と目標を７点下回り、定期預金は61点と目

標を11点上回った。当行グループは、顧客からのフィードバックの重要性を認識しており、より個人に合っ

た適切なサービスを引き続き提供するため、顧客についての理解をさらに深めるよう、洞察力の強化を図っ

た。

 

経済的背景と見通し

英国

低成長の中でインフレ率は緩やかに改善

2024年上半期に経済成長は回復したものの、下半期には英国の経済活動は大きく停滞し、第３四半期にはGDP

成長率がゼロ、第４四半期には0.1％となった（出所：イギリス国家統計局（ONS））。家計所得はインフレ

調整後の水準で増加しており、イングランド銀行の金利は徐々に引き下げられているため、経済を幾分下支

えしていると考えられる。しかしながら、消費者心理および景況感は依然として低迷している。これは、一

部には、英国政府の2024年予算で発表された財政政策変更の影響と最近の低成長率から生産性がどの程度回

復できるかについての不確実性を反映している。また、世界的な貿易政策に生じ得る変化をめぐる不確実性

も、英国の経済見通しに影響を及ぼしている。

とはいえ、ここ数ヶ月間でインフレの背景はさらなる落ち着きを見せてきている。消費者物価上昇率は、

2022年10月の11.1％をピークに、2024年初頭は4.0％となり、2.5％で2024年を終えた（出所：ONS）。かかる

消費者物価上昇率の低下は、むしろ、物価圧力の重要な指標であるサービス価格上昇率の緩やかな低下を反

映したものである。とはいえ、賃金の数字は、依然として人件費への圧力が続いていることを示しており、

2024年11月に終了する３ヶ月間の平均定期給与上昇率は5.6％と高水準を維持した（出所：ONS）。

過去のインフレ率の低下により、イングランド銀行（以下「BoE」という。）の緩やかな利下げへの扉が開か

れた。2021年から2023年にかけて銀行金利を0.1％から5.25％に引き上げた金融政策委員会（以下「MPC」と

いう。）は、2024年８月以降、３回にわたり金利を引き下げ、金利は現在4.50％となっている。BoEの金融政
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策委員会は、2025年２月の政策声明において、銀行金利をさらにどの程度、いつ引き下げるかの決定にあ

たっては「慎重」を要すると述べた。

ユーロ圏

追加利下げ観測の中、業績は様々

ユーロ圏の経済活動は2024年末に落ち込み、GDP成長率は第３四半期の0.4％から第４四半期にはゼロと減速

した（出典：ユーロスタット）。しかしながら、地域によって異なった成長傾向が見られる。例えば、第４

四半期においてドイツ経済は、工業生産の低迷による顕著な逆風もあり0.2％縮小した。一方、スペイン経済

は、堅調なサービス部門需要の継続と労働人口の増加を反映して0.8％の成長率となった。このような違いに

もかかわらず、インフレ率および金利の低下に支えられ、個人消費が共通の成長ドライバーとなる可能性が

ある。とはいえ、設備投資および輸出の見通しは、世界貿易環境の不確実性を一部反映し、より控えめなも

のとなっている。

インフレに関しては、ユーロスタットの「速報」予想によれば、2022年10月に過去最高の10.6％に達した

ユーロ圏の年間消費者物価上昇率は、１月には年率2.5％となった。インフレの背景はかなり改善されたもの

の、消費者物価上昇率は依然として欧州中央銀行（ECB）の目標である２％をわずかに上回っている。さら

に、ユーロスタットの「速報」予想によれば、過去の商品価格のディスインフレは現在は止まっているが、

１月のサービス価格の年間上昇率は3.9％と高水準を維持している。

しかしながら、一部のインフレ圧力が持続している中でさえ、購買担当者景況指数（以下「PMI」という。）

調査を含む多くの企業調査では、経済活動の成長率はほぼ、または完全にゼロであることを示しており、成

長見通しには重大な懸念を伴う。そのような中で、ECBは2024年から2025年初頭にかけて政策金利を引き下

げ、主要預金金利はピーク時の4.00％から2.75％に引き下げられた。ECB当局者は、金利をさらに引き下げる

意向を示しているが、特定の道筋を「あらかじめ約束」したわけではない。

 

財務結果の要約

代替業績指標の使用

当行グループの経営成績は、「第６　経理の状況」に詳述の国際財務報告基準（以下「IFRS会計基準」とい

う。）に従って作成されている。

業績測定にあたり、当行グループは、同期比を歪める要因を排除する財務指標を使用している。これらは、

代替業績指数とみなされる。これらは、代替業績指数とみなされる。代替業績指標はいずれも、使用される

場合、最も類似した報告財務指標について記載され、調整される。グローバル事業部門のセグメント別実績

は、「作成の基礎」で詳述のIFRS第８号「事業セグメント」に従い、後述の｢第６－１　財務書類－財務諸表

注記｣の注記９「セグメント別分析」に記載されている。

 

連結損益計算書の要約   

 2024年

百万ポンド

2023年

百万ポンド

正味受取利息 985 2,151

正味受取手数料 1,275 1,229

公正価値で測定される金融商品からの純収益 5,998 4,784

金融投資による損失控除後純利益 22 (84)

売却目的保有資産に認識された(損失)／利益
１ (100) 296

保険金融(費用)／収益 (984) (1,184)

保険サービス実績 171 124

その他営業収益 106 190

正味営業収益（予想信用損失およびその他の信用減損費用の変動控除前）
２ 7,473 7,506

予想信用損失およびその他の信用減損費用の変動 (163) (169)
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正味営業収益 7,310 7,337

営業費用合計 (5,260) (5,142)

営業利益／(損失) 2,050 2,195

関連会社およびジョイント・ベンチャーにおける利益／(損失)持分 18 (43)

税引前当期純利益／(損失) 2,068 2,152

税金(費用)／税額控除 (785) (427)

当期純利益／(損失) 1,283 1,725

親会社に帰属する当期純利益／(損失) 1,253 1,703

非支配持分に帰属する当期純利益 30 22

１　フランスの個人向け銀行業務の売却に関連して、当行グループは、売却が不確実となったことから、1.7十億ポンドの減損損失の戻

入れを行った。その後2023年第４四半期には、同業務を売却目的保有に再分類したため、当行グループは1.5十億ポンドの減損損失

を認識した。

２　正味営業収益（予想信用損失およびその他の信用減損費用の変動控除前）は、収益とも称される。

 

業績（報告ベース）

税引前当期純利益は2,068百万ポンドであり、2023年に比べ84百万ポンド減少した。かかる減少は、フランス

の個人向け銀行業務およびアルメニアとロシアに所在するグループ会社の処分に関連して一回限り計上され

た項目の影響や、前年度に計上されたプライベート・バンク ガーンジー支店の売却益が再計上されなかった

ことによるものであった。かかる減少は、HSBCグループ内からのHSBCプライベート・バンク（ルクセンブル

ク）エスアー（PBLU）、HSBCプライベート・バンク（スイス）エスエー（PBRS）（プライベート・バンク

ガーンジー支店を含む。）およびHSBCバンク・バミューダ・リミテッド（HBBM）の買収で構成される、グ

ループ会社の再編によるプラスの影響により一部相殺された。これらを除外すると、当期税引前利益は、増

収および関連会社からの利益増加を反映して増加した。

2024年の収益は、2023年に比べ33百万ポンド減少した。これは、グループ会社の処分およびグループ会社の

再編の影響を反映したものであるが、HSBCグループ内からの企業買収および業績により一部相殺された。

処分の影響により、収益は458百万ポンド減少した。かかる減少には、フランスの個人向け銀行業務の売却お

よびアルメニアとロシアの事業の売却に伴う減収少が含まれていた。かかる減収には、フランスの個人向け

銀行業務を売却目的保有に分類したことに関連して2023年に計上された156百万ポンドの利益の影響に加え、

ロシアとアルメニアに所在する子会社の売却に関連して2024年に計上された損失も含まれていた。

グループ会社の再編の影響により、収益は303百万ポンド増加した。これには、PBLU、PBRS（プライベート・

バンク ガーンジー支店を含む。）およびHBBMの買収に伴う2024年における増収が含まれていた。かかる増加

は、2023年にプライベート・バンク ガーンジー支店のPBRSへの譲渡による285百万ポンドの利益が含まれて

いたことによる減収により一部相殺された。

上記の項目に加えて、株式業務および証券金融業務を中心にマーケッツ・アンド・セキュリティーズ・サー

ビス（MSS）においても収益が増加した。かかる増加は、グローバル決済ソリューションズ（GPS）業務にお

ける減収により一部相殺された。

2024年のECLは163百万ポンドであり、2023年に比べ６百万ポンド減少した。両年度においてELCは主に、ス

テージ３における費用で構成されていた。

営業費用は5,260百万ポンドであり、2023年に比べ118百万ポンド増加した。かかる増加は主に、PBLU、PBRS

（プライベート・バンク ガーンジー支店を含む。）およびHBBMの買収費用の増加（391百万ポンド）を反映

したものであった。かかる増加は、フランスの個人向け銀行業務の売却に伴う費用減少（221百万ポンド減）

により一部相殺された。

正味受取利息（以下「NII」という。）は、2023年に比べ1,166百万ポンド（54％）減少した。これには、ト

レーディング収益が発生するマーケッツ・アンド・セキュリティーズ・サービス（MSS）のマーケッツ業務に

おける資金調達に関連する資金調達費用の増加による、コーポレート・センターにおける正味受取利息の減

少が含まれていた。かかる資金調達費用は、正味トレーディング資産の増加を反映して1,072百万ポンド増加

した。これを除外すると、NIIは94百万ポンド減少した。これは、フランスの個人向け貸付金残高ポートフォ
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リオに対する資金調達費用の増加によるコーポレート・センターにおけるNIIの減少（171百万ポンド減）

や、利益率の低下を反映したGPS業務を中心としたコマーシャル・バンキング（CMB）におけるNIIの減少

（151百万ポンド減）を反映したものであった。NIIは、新たな戦略的ヘッジ、商品ミックスおよび金利再設

定の影響を反映した利益率の低下によりGPS業務を中心にグローバル・バンキング（GB）においても減少した

（98百万ポンド減）が、残高の増加により一部相殺された。NIIはまた、顧客需要の減退により、クレジッ

ト・アンド・レンディング（G＆L）業務でも減少した。かかる減少は、金利上昇の影響による証券金融業務

での増加および残高増加によるコモディティ業務での増加を含め、コーポレート・センターからの中央資金

に係るNII配分の増加を反映して、MSSにおける増加（358百万ポンド増）により相殺された。

正味受取手数料は、2023年に比べ46百万ポンド（４％）増加した。PBRSの買収によるウェルス・アンド・

パーソナル・バンキング（WPB）での増加（76百万ポンド増）は、フランスの個人向け銀行業務の売却により

一部相殺された。また、受取手数料は、市場活動の活発化を反映して投資銀行業務（30百万ポンド増）を中

心にグローバル・バンキング（47百万ポンド増）のみならず、継続的な戦略的成長に向けた取組みによりGPS

業務（16百万ポンド増）でも増加した。加えて、CMBにおいても正味受取手数料は、主にHBBMの買収により増

加した（15百万ポンド増）。かかる増加は、事業成長を反映した仲介費用および手形交換所手数料の増加等

によるMSSでの正味受取利息の減少（108百万ポンド減）により一部相殺された。

公正価値で測定される金融商品からの純収益は、2023年に比べ1,214百万ポンド（25％）増加した。かかる増

加は主に、関連する資金調達費用が正味受取利息に計上されるMSSでのトレーディング活動に関連していた

（1,088百万ポンド増）。加えて、公正価値で測定される金融商品からの純利益はCMBで増加した（93百万ポ

ンド増）。これには、ビザの優先株式の売却益が含まれていた。かかる増加は、WPBにおける減少（58百万ポ

ンド減）により一部相殺された。WPBにおいては、保険契約者が投資リスクの一部または全部を負担する金融

資産担保保険契約からの収益の減少による保険引受の減少（222百万ポンド減）が含まれていた。こうした不

利な変動の結果、保険契約者が関連資産の運用成績に参加する程度を反映して、保険契約者に対する負債も

それに応じて変動した。かかる相殺効果のある変動は、「保険金融収益／(費用)に計上されている。WPBにお

ける減少は、フランスの個人向け銀行業務の売却、PBLU、PBRSおよびHBBMの買収（併せて105百万ポンド）な

らびにビザの優先株式の売却益（54百万ポンド）に伴う増加により一部相殺された。

2024年の金融投資による損失控除後純利益は22百万ポンドであり、2023年の84百万ポンドの損失に比べ106百

万ポンド増加した。2023年における損失は主に、マーケッツ・トレジャリー部門におけるその他包括利益を

通じた公正価値（以下「FVOCI」という。）で保有される債券の処分損によるものであった。

売却目的保有資産に認識された（損失）／利益は(100)百万ポンドであり、2023年に比べ396百万ポンド減少

した。かかる減少は主に、2024年に156百万ポンドで売却されたフランスの個人向け銀行業務の売却に関連し

て2023年に計上された売却益が再計上されなかったことによるものであった。かかる減少は、ロシアに所在

する子会社の売却に関連してこれまで計上されてきた159百万ポンドの損失の2023年における戻入れも反映し

ていた。また、2024年に当行グループは、アルメニアに所在する子会社の処分損68百万ポンドも計上した。

保険金融(費用)／収益は、(984)百万ポンドの費用から(1,184)百万ポンドの費用に減少したことで、200百万

ポンド減少した。かかる減少は主に、WPBにおける保険引受業務で発生した。これは、原資産に対する投資収

益率の低下、ひいては保険契約者に対する負債の価値への影響を反映したものであった。これは、「公正価

値で測定される金融商品からの純利益」と反比例に変動する。

保険サービス実績は、有利な市場の変動により、47百万ポンド（38％）増加した。

その他営業収益は106百万ポンドであり、2023年に比べ84百万ポンド（44％）減少した。かかる減少は主に、

プライベート・バンキング ガーンジー支店のPBRSへの移転による利益285百万ポンドで構成される2023年に

計上された項目が再計上されなかったことによるものであったが、ロシアにおける資産回収可能性に影響を

及ぼす制限を反映した引当金186百万ポンドにより一部相殺された。

加えて、2024年には、主にアルメニアとロシアに所在するグループ会社の売却に関連する正味為替換算差損

44百万ポンドも含まれていた。これは、HSBCグループ内の他のグループ会社からのグループ会社間費用回収

の増加により一部相殺された。
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2024年の予想信用損失（ECL）は163百万ポンドであり、2023年に比べ６百万ポンド減少した。2024年のECLに

は、ステージ３の費用およびステージ１に関連する正味戻入れが含まれていた。

営業費用合計は、118百万ポンド（２％）増加した。2024年に費用が増加したのは、グループ会社の再編

（391百万ポンド増）およびイングランド銀行による新たな税金の導入（16百万ポンド増）の他、2023年に計

上された過去の使用価値減損の戻入れ（52百万ポンド）が再計上されなかったことによるものであった。か

かる増加は、フランスの個人向け銀行業務の売却に関連する費用節約（221百万ポンド減）、英国銀行税金費

用（33百万ポンド減）および単一破綻処理基金（SRF）の拠出金減少（99百万ポンド減）により一部相殺され

た。加えて、残りの営業費用の増加は、当行グループの成長に向けた取組みを支援するための継続的な戦略

的投資および規制プログラムに対する支出を反映したテクノロジー費用の増加によるものであった。

関連会社およびジョイント・ベンチャーにおける利益／(損失)持分については、主に2023年における関連会

社への投資の減損により、18百万ポンドの利益であり、2023年に比べ61百万ポンド増加した。

2024年の税金費用は785百万ポンドであり、実効税率（以下「ETR」）は2023年の19.8％に対し38.0％であっ

た。2024年において実効税率が38.0％に上昇したのは、過年度に発生していたフランスにおける税務上の欠

損金に係る繰延税金の一部が認識中止となったことや、2024年に発生したフランスにおける税務上の欠損金

に係る繰延税金が認識されなかったこと（7.1％）に加え、特に英国における前年度に係る費用（7.1％）に

よるものであった。これらの項目を除外すると、2024年の税率は23.8％であった。

2023年の実効税率が19.8％に低下したのは、HSBCライフ（英国）における前年の超過費用に係る繰延税金資

産の認識（3.8％）およびガーンジー支店のPBRSへの譲渡により発生した非課税利益（3.4%）によるもので

あったが、英国や欧州における控除不能な銀行税費用（3.6％）および過年度に係る費用（2.7％）により上

昇した。これらの項目を除外すると、2024年の税率は20.7％であった。

 

グローバル事業部門別の報告ベースの業績分析

マーケッツ・アンド・セキュリティーズ・サービス（MSS）

税引前当期純利益は121百万ポンドであり、2023年の税引前当期純損失利益144百万ポンドに比べ265百万ポン

ド増加した。これは、増収によるものであった。

収益は、新規顧客の獲得や機関投資家顧客との資金調達機会等の有機的成長により、証券金融業務（226百万

ポンド増）を中心に263百万ポンド（13％）増加した。2023年における取引高の低下およびボラティリティの

低下による商品全体の成績悪化とは対照的に、2024年においては、市場センチメントの正常化や、ウェルス

商品に対する高い需要を反映して、株式業務で収益が増加した（151百万ポンド増）。一方、2023年において

は、取引高の低迷やボラティリティの低下により、すべての商品で低調な業績であった。かかる増加は、市

場ボラティリティの低下および市場の圧縮によるグローバル外国為替業務における減収（60百万ポンド減）

や、平均残高の減少、顧客の撤退および金利再設定の影響による証券サービス業務における減収（49百万ポ

ンド減）により相殺された。

営業費用は、前年とほぼ同水準であった（３百万ポンド（０％）増）。

グローバル・バンキング（GB）

税引前当期純利益は1,122百万ポンドであり、主に2024年におけるECLの取崩しを反映して、2023年に比べ134

百万ポンド増加した。

収益は、11百万ポンド（１％）減少した。これには、当行によるHSBCグループのバミューダ事業の買収によ

るプラスの影響（43百万ポンド増）が含まれていた。これを除外すると、収益は、新たな戦略的ヘッジ、商

品ミックスおよび金利再設定の影響を反映した利益率の低下により、GPS業務（71百万ポンド減）を中心に54

百万ポンド減少したが、受取手数料および残高の増加が継続したことにより一部相殺された。収益はまた、

顧客需要の減退が続いていることを反映して、C&L業務でも減少した（55百万ポンド減）。かかる減少は、世

界の資本市場の回復に支えられた市場活動の活発化に伴う投資銀行業務における増収（36百万ポンド増）に
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より一部相殺された。加えて、構造的ヘッジが高金利に移行したことによる恩恵を受け、コーポレート・セ

ンターからの中央資金に係るNIIの配分が増加した。

ECLについては、66百万ポンドの正味取崩しがあり、2023年の正味費用に比べ157百万ポンド減少した。2024

年における正味取崩しは主に、ステージ３単体の取崩しの他、ステージ１およびステージ２のECLを併せた正

味取崩しによるものだった。

営業費用は、主に戦略的投資の影響を反映したテクノロジー費用の増加により、2023年に比べ12百万ポンド

（１％）増加したが、法務・訴訟費用の減少（58百万ポンド減）によりおおむね相殺された。

グローバル・バンキング・アンド・マーケッツ他

税引前当期純損失は（215）百万ポンドであり、2023年に比べ51百万ポンド改善した。その主な要因は、増収

であったが、営業費用の増加により一部相殺された。

収益は、94百万ポンド増加した。その主な要因は、2023年において計上された再ポジショニング活動の処分

損が再計上されなかったことを反映したマーケッツ・トレジャリー部門から分配された利益の増加（75百万

ポンド増）や、評価益の増加に起因するプリンシパル・インベストメント業務での増収（21百万ポンド増）

によるものであった。

営業費用は、2023年に比べ40百万ポンド増加した。これは、償却や減損に関連して2023年に計上された費用

が再計上されなかったこと、および2023年において退職手当引当金が取り崩されたことを反映したもので

あった。2024年の費用には、戦略的取組みに関連する追加費用、研究費の増加およびテクノロジー費用の増

加が含まれていた。かかる増加は、2023年においては過年度に係る調整額が含まれていたことに起因する英

国銀行税の減少により一部相殺された。

コマーシャル・バンキング（CMB）

税引前当期純利益は743百万ポンドであり、2023年に比べ257百万ポンド減少した。これは主に、ECLおよび営

業費用の増加よるものであった。

収益は、2023年に比べ28百万ポンド（２％）減少した。収益の増加は、HSBCグループのバミューダ事業の買

収（90百万ポンド増）を反映したものであった。収益はまた、ビザの優先株式の売却益（39百万ポンド）も

反映して増加した。かかる増加は、金利の再設定および商品ミックスの変更を反映した利益率の低下による

GPS業務での減収（158百万ポンド減）による相殺を上回った。これは、クロスボーダー決済や金利設定から

の受取手数料の継続的な増加に加え、その他の商品における増収により一部相殺された。

ECLは、主にステージ３の費用増加により、2023年に比べ143百万ポンド増加した。

営業費用は、新たな機能や取引高の増加を支援するためのテクノロジー費用の増加、および新たに買収した

企業から発生した費用の増加により、2023年に比べ86百万ポンド増加した。

ウェルス・アンド・パーソナル・バンキング（WPB）

2024年の税引前当期純利益は653百万ポンドであり、2023年の457百万ポンドに比べ196百万ポンド増加した。

かかる増加は、フランスの個人向け銀行業務の売却（113百万ポンド増）や、HSBCグループ内からのPBLU、

PBRS（プライベート・バンク ガーンジー支店を含む。）およびHBBMの買収（併せて88百万ポンド増）を反映

したものであった。

収益は、162百万ポンド増加した。主にフランスの個人向け銀行業務の売却を反映したグループ会社の処分に

よる減収（281百万ポンド減）は、HSBCグループ内からの企業買収による増収（PBLU、PBRSおよびHBBMを併せ

て431百万ポンドの増収）による相殺を上回った。加えて、好調な市場パフォーマンスによる英国生命保険税

費用（38百万ポンド増）およびビザの優先株式の売却益（54百万ポンド）による収益の増加は、フランスの

保険業務における不利な市場変動（33百万ポンド減）、フランスの保険業務の売却計画に関連する損失（15

百万ポンド）およびマージン圧縮に起因するチャネル諸島における減収（11百万ポンド減）により一部相殺

された。

ECLについては、2023年の12百万ポンドの正味取崩しに対し、７百万ポンドの正味取崩しがあった。
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営業費用は、39百万ポンド減少した。これは、フランスの個人向け銀行業務の売却（376百万ポンド減）を反

映したものであるが、HSBCグループ内からの企業買収（PBLU、PBRSおよびHBBMを併せて342百万ポンドの費用

増加により一部相殺された。費用は、テクノロジー費用の増加により個人向け銀行業務においても増加（21

百万ポンド増）したが、保険業務における費用の減少（11百万ポンド）により相殺された。

コーポレート・センター

2024年の税引前当期純損失は(356)百万ポンドであり、2023年における117百万ポンドの税引前当期純利益と

は対照的であった。これは主に、減収および営業費用の増加によるものであった。

収益は、513百万ポンド減少した。これには、フランスの個人向け銀行業務の売却完了に伴いWPBからコーポ

レート・センターに移管された個人向け貸付金残高ポートフォリオに関連する減収99百万ポンドが含まれて

いた。レガシー・ポートフォリオに関連する62百万ポンドの評価損もあった。収益はまた、欧州における当

行グループの事業再編の影響も反映して減少した。これには、ロシア事業の売却完了に関連する損失増加

（2023年に比べ31百万ポンド増）、アルメニア所在の子会社の売却損（36百万ポンド）およびプライベー

ト・バンク ガーンジー支店のPBRSへの譲渡に関連して2023年に発生した利益（285百万ポンド）が含まれて

いた。かかる減少は、23百万ポンドの付加価値税の還付に関連する受取利息により一部相殺された。

ECLは、主に個人向け貸付金残高ポートフォリオにおける損失により、2023年に比べ５百万ポンド増加した。

営業費用は、主にフランスの個人向け銀行業務の売却に伴い2024年に個人向け貸付金残高ポートフォリオで

発生した費用により、16百万ポンド増加した。

関連会社およびジョイント・ベンチャーにおける利益／（損失）持分については、18百万ポンドの利益であ

り、主に関連会社への投資の減損による2023年の43百万ポンドの損失に比べ61百万ポンド増加した。

 

配当金

当行の株主に帰属する連結当期純利益（報告ベース）は、1,253百万ポンドであった。

2024年に当行は、普通株式の配当金312百万ポンドおよびその他Tier１（AT）債のクーポン払い223百万ポン

ドを親会社に支払った。

業績の詳細については、後述の｢第６－１　財務書類｣の連結損益計算書を参照のこと。

 

財政状態に関する分析

12月31日現在における連結貸借対照表の要約

 2024年

百万ポンド

2023年

百万ポンド

資産合計 727,330 702,970

- 現金および中央銀行預け金 119,184 110,618

- トレーディング資産 116,042 100,696

- 公正価値評価の指定を受けた、または強制的に損益を通じて公正価値で測定

される金融資産

9,417 19,068

- デリバティブ 198,172 174,116

- 銀行に対する貸付金 14,521 14,371

- 顧客に対する貸付金 82,666 75,491

- 売戻契約 － 非トレーディング目的 53,612 73,494

- 金融投資 52,216 46,368

- 売却目的で保有する資産 21,606 20,368

- その他資産 59,894 68,380

負債合計 700,277 678,465

- 銀行からの預金 26,515 22,943

- 顧客からの預金 242,303 222,941

- 買戻契約 － 非トレーディング目的 40,384 53,416
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- トレーディング負債 42,633 42,276

- 公正価値評価の指定を受けた金融負債 37,443 32,545

- デリバティブ 197,082 171,474

- 発行済負債証券 19,461 13,443

- 保険契約負債 3,424 20,595

- 売却目的で保有する処分対象グループの負債 23,110 20,684

- その他負債 67,922 78,148

資本合計 27,053 24,505

株主資本合計 26,895 24,359

非支配持分 158 146

 

資産合計は24.4十億ポンドであり、2023年12月31日現在に比べ3.5％増加した。顧客からの預金に対する顧客

に対する貸付金の比率は引き続き低く35％未満であり、当行グループは強固で流動性の高い貸借対照表を維

持した。

当行グループは、気候リスクが当行グループの貸借対照表に及ぼす影響を評価しており、2024年12月31日に

終了した年度の財務諸表に重大な影響はなかったと結論付けている。

資産

現金および中央銀行預け金は、8.6十億ポンド（7.7％）増加した。

トレーディング資産は、15.3十億ポンド（15.2％）増加した。これは、2024年におけるプライム事業の証券

金融業務およびグローバル債券市場（以下「GDM」という。）業務の成長によるものであった。

公正価値評価の指定を受けた金融資産は、フランスの生命保険業務の売却計画（11.6十億ポンド）により、

9.7億ポンド（50.6％）減少した。

デリバティブ資産は、2024年下半期にボラティリティが高まった市況の変化により、24.1十億ポンド

（13.8％）増加した。

顧客に対する貸付金は、主に2024年２月におけるHSBCグループからのPBRSの買収により、7.2十億ポンド

（9.5％）増加した。

売戻契約－非トレーディング目的は、主に市況の変化により19.9十億ポンド（27.1％）減少した。また、証

券金融業務におけるプライム事業に向けたポートフォリオのリバランスを実施するという事業上の決定も、

減少の一因となった。

金融投資は、5.8十億ポンド（12.6％）増加した。これは、イールド・カーブの上昇による恩恵を享受しつ

つ、正味受取利息に係るヘッジ活動を強化することを目的とした、負債証券、国債およびその他の適格債券

の買入によるものであった。かかる増加は、その他包括利益を通じて公正価値で保有される負債性金融商品

と償却原価で保有する金融商品の双方にわたるものであった。

売却目的保有資産は、1.2十億ポンド（6.1％）増加した。これは、フランスの生命保険業務（19.3十億ポン

ド）、ドイツのプライベート・バンキング業務（1.8十億ポンド）および南アフリカ事業（0.5十億ポンド）

の売却目的保有への再分類を反映したものであった。2023年においては、フランスの個人向け銀行業務が売

却目的保有に分類されていた。

負債

顧客からの預金は19.4十億ポンド（8.7％）増加した。これには、PBRSの買収（14.2十億ポンド）が含まれて

いたが、ドイツのプライベート・バンキング業務および南アフリカ事業の売却目的保有への再分類による

（4.3）十億ポンドの減少により一部相殺された。残りの増加は、顧客預金の増加および安定した資金調達の

増加を目的とした当行グループの資金調達戦略と一致している。

トレーディング負債および公正価値評価の指定を受けた金融負債の合計は、仕組債の発行増加により、5.3十

億ポンド（7.0％）増加した。

発行済負債証券は、当行グループの資金調達戦略に沿って6.0十億ポンド（44.8％）増加した。
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買戻契約 － 非トレーディング目的は、市場活動の結果による売戻取引の減少を反映して、13.0十億ポンド

（24.4％）減少した。かかる減少は、MSSの事業成長に向けた資金調達のために買戻取引が活用されたことを

反映した非トレーディング目的の売戻取引の減少を下回っている。

デリバティブ負債は25.6十億ポンド（14.9％）増加した。これは、根底にあるリスクがおおむね一致してい

ることから、デリバティブ資産とも合致している。

保険契約負債は17.2十億ポンド（83.4％）減少した。その主な要因は、フランスの生命保険業務の売却目的

保有への再分類であった。

株主資本

株主資本合計は、2024年第１四半期におけるPBRSの買収およびHSBCコンチネンタル・ヨーロッパ（HBCE）へ

の普通株式等Tier１資本の投入を支援するための資本剰余金の2.6十億ポンドの増加を含め、2023年に比べ

2.5十億ポンド（10.4％）増加した。

 

純利息マージン

純利息マージンは、損益計算書において報告された正味受取利息を有利子資産平均残高で除することにより

算出される。平均残高は、当行グループの銀行業務の主要分野の日平均に基づいており、その他では月平均

またはそれよりも低い頻度の平均が使用されている。

 

正味受取利息

 2024年 2023年

 百万ポンド 百万ポンド

受取利息 19,414 17,782

支払利息
１ (18,429) (15,631)

正味受取利息 985 2,151

有利子資産平均残高 372,966 388,644

 % %

総利息利回り
２ 5.20 4.55

控除：未支払利息総額
２ (5.16) (4.60)

純金利スプレッド
３ 0.04 (0.05)

純利息マージン
４ 0.26 0.55

１　支払利息には、マーケット業務の資金調達費用が含まれており、これは「正味受取利息」に報告されており、同額の相殺収益が

「トレーディング目的で保有するまたは公正価値ベースで管理される金融商品からの正味収益」に計上される。

２　総利回りとは、有利子資産平均残高（以下「AIEA」という。）について発生した年換算ベースの平均利率をいう。未払利息総額と

は、平均有利負債の割合としての平均年換算利息費用をいう。

３　純金利スプレッドとは、AIEAについて発生した年換算ベースの平均利率（償却されたプレミアムおよび貸付手数料控除後）と、有

利子負債平均残高について支払った年換算ベースの平均利率の差異をいう。

４　純利息マージンとは、正味受取利息のAIEAに対する年換算ベースの割合である。
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資産の種類別受取利息の要約

 2024年 2023年

 

平均残高

百万ポンド

受取利息

百万ポンド

利回り
１

％

平均残高

百万ポンド

受取利息

百万ポンド

利回り
１

％

短期資金および銀行に対する貸付金 118,687 4,700 3.96 139,997 4,993 3.57

顧客に対する貸付金 86,152 4,532 5.26 88,161 4,076 4.62

売戻契約 － 非トレーディング目的
２ 66,444 5,840 8.79 71,974 4,691 6.52

金融投資 55,324 2,364 4.27 41,178 1,509 3.66

その他の有利子資産 46,359 1,959 4.23 47,334 2,426 5.13

有利子資産合計 372,966 19,395 5.20 388,644 17,695 4.55

１　利息利回りの計算上、損益計算書において支払利息として認識された資産のマイナス金利が含まれる。

２　買戻契約および売戻契約の平均残高には、相殺の基準を満たす純額が含まれており、その結果、報告される正味残高は減少し、利

回りの上昇および資金コストの増加となる。

 

資産の種類別受取利息の要約

 

2024年 2023年

平均残高

百万ポンド

受取利息

百万ポンド
利回り

１

％

平均残高

百万ポンド

受取利息

百万ポンド
利回り

１

％

英国     

短期資金および銀行に対する貸付金 80,217 3,358 4.19 80,824 3,068 3.80

顧客に対する貸付金 34,221 2,167 6.33 35,346 2,024 5.73

売戻契約 － 非トレーディング目的
２ 44,158 4,066 9.21 55,226 3,303 5.98

金融投資 34,700 1,681 4.84 24,790 1,046 4.22

その他の有利子資産 30,197 1,348 4.46 30,602 1,719 5.62

有利子資産合計 223,493 12,620 5.65 226,788 11,160 4.92

 

英国以外   

短期資金および銀行に対する貸付金 72,267 2,727 3.77 91,210 3,218 3.53

顧客に対する貸付金 51,934 2,564 4.94 52,817 2,170 4.11

売戻契約 － 非トレーディング目的
２ 27,923 2,271 8.13 22,082 1,376 6.23

金融投資 26,905 1,011 3.76 21,349 670 3.14

その他の有利子資産 14,033 659 4.70 19,273 748 3.88

有利子資産合計 193,062 9,232 4.78 206,731 8,182 3.96

 

地域間の排除   

有利子資産合計 (43,589) (2,457) 5.64 (44,875) (1,647) 3.67

１　利回りの計算上、損益計算書において支払利息として認識された資産のマイナス金利が含まれる。

２　買戻契約および売戻契約の平均残高には、相殺の基準を満たす純額が含まれており、その結果、報告される正味残高は減少し、利

回りの上昇および資金コストの増加となる。

 

負債および株主資本の種類別支払利息の要約

 2024年 2023年

 

平均残高

百万ポンド

支払利息

百万ポンド

コスト
１

％

平均残高

百万ポンド

支払利息

百万ポンド

コスト
１

％

銀行からの預金 25,854 1,076 4.16 23,512 911 3.87

顧客からの預金 201,908 8,449 4.18 185,731 6,893 3.71

買戻契約 － 非トレーディング目的
２ 48,710 4,923 10.11 45,337 3,518 7.76

発行済負債証券 － 非トレーディング目的 37,313 1,984 5.32 30,627 1,534 5.01

その他の有利子負債 42,796 1,978 4.62 52,560 2,688 5.11

有利子負債合計 356,581 18,410 5.16 337,767 15,544 4.60

１　未払利息の計算上、損益計算書において受取利息として認識された負債のマイナス金利が含まれる。
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２　買戻契約および売戻契約の平均残高には、相殺の基準を満たす純額が含まれており、その結果、報告される正味残高は減少し、利

回りの上昇および資金コストの増加となる。

 

株主資本および負債の種類別支払利息の要約

 

2024年 2023年

平均残高

百万ポンド

支払利息

百万ポンド

コスト
１

％

平均残高

百万ポンド

支払利息

百万ポンド

コスト
１

％

英国   

銀行からの預金 17,022 971 5.70 15,240 962 6.31

顧客からの預金 139,592 5,942 4.26 122,143 4,533 3.71

買戻契約 － 非トレーディング目的
２ 38,970 3,721 9.55 39,807 2,619 6.58

発行済負債証券 － 非トレーディング目的 27,755 1,549 5.58 21,829 1,254 5.74

その他の有利子負債 30,409 1,388 4.56 34,234 1,985 5.80

有利子負債合計 253,748 13,571 5.35 233,253 11,353 4.87

 

英国以外   

銀行からの預金 37,528 1,568 4.18 38,815 1,357 3.50

顧客からの預金 62,332 2,514 4.03 63,604 2,200 3.46

買戻契約 － 非トレーディング目的
２ 15,478 1,675 10.82 10,614 925 8.71

発行済負債証券 － 非トレーディング目的 17,216 856 4.97 15,190 560 3.69

その他の有利子負債 14,779 634 4.29 20,656 739 3.58

有利子負債合計 147,333 7,247 4.92 148,879 5,781 3.88

 

地域間の排除   

有利子負債合計 (44,500) (2,408) 5.41 (44,365) (1,590) 3.58

１　未払利息の計算上、損益計算書において受取利息として認識された負債のマイナス金利が含まれる。

２　買戻契約および売戻契約の平均残高には、相殺の基準を満たす純額が含まれており、その結果、報告される正味残高は減少し、利

回りの上昇および資金コストの増加となる。

 

純利息マージン
１

 

2024年

％

2023年

％

英国 (0.44) (0.10)

英国以外 1.02 1.16

12月31日現在 0.26 0.55

１　純利息マージンは、正味受取利息を平均有利子資産で除して算出される。

 

平均資産合計の分布

 

2024年

％

2023年

％

英国 69.4 68.0

英国以外 39.9 41.8

地域間の排除 (9.3) (9.8)

12月31日現在 100.0 100.0

平均資産合計 731,551 736,503

 

 

以下の表は、2023年と比較した2024年の受取利息および支払利息の増減を増減額および金利に割り当てたも

のである。当行グループは、金利の差異を分離し、増減額および金利／増減額の双方を増減額に割り当て

た。
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受取利息

  2023年と比較した

2024年における増加／(減少)

 

2024年 増減額 金利 2023年

百万ポンド 百万ポンド 百万ポンド 百万ポンド

短期資金および銀行に対する貸付金 4,700 (761) 468 4,993

顧客に対する貸付金 4,532 (93) 549 4,076

売戻契約 － 非トレーディング目的 5,840 (361) 1,510 4,691

金融投資 2,364 519 336 1,509

その他の有利子資産 1,959 (50) (417) 2,426

受取利息合計 19,395 (714) 2,414 17,695

 

英国

    

短期資金および銀行に対する貸付金 3,358 (23) 313 3,068

顧客に対する貸付金 2,167 (64) 207 2,024

売戻契約 － 非トレーディング目的 4,066 (662) 1,425 3,303

金融投資 1,681 418 217 1,046

その他の有利子資産 1,348 (23) (348) 1,719

受取利息合計 12,620 (162) 1,622 11,160

 

英国以外

    

短期資金および銀行に対する貸付金 2,727 (669) 178 3,218

顧客に対する貸付金 2,564 (36) 430 2,170

売戻契約 － 非トレーディング目的 2,271 364 531 1,376

金融投資 1,011 174 167 670

その他の有利子資産 659 (203) 114 748

受取利息合計 9,232 (541) 1,591 8,182

 

地域間の排除

    

受取利息合計 (2,457) 47 (857) (1,647)

 

支払利息

  2023年と比較した

2024年における増加／(減少)

 

 2024年 増減額 金利 2023年

 百万ポンド 百万ポンド 百万ポンド 百万ポンド

銀行からの預金 1,076 91 74 911

顧客からの預金 8,449 600 956 6,893

買戻契約 － 非トレーディング目的 4,923 262 1,143 3,518

発行済負債証券 － 非トレーディング目的 1,984 335 115 1,534

その他の有利子負債 1,978 (499) (211) 2,688

支払利息合計 18,410 866 2,000 15,544

 

英国

    

銀行からの預金 971 112 (103) 962

顧客からの預金 5,942 647 762 4,533

買戻契約 － 非トレーディング目的 3,721 (55) 1,157 2,619

発行済負債証券 － 非トレーディング目的 1,549 340 (45) 1,254

その他の有利子負債 1,388 (222) (375) 1,985

支払利息合計 13,571 997 1,221 11,353

 

英国以外

    

銀行からの預金 1,568 (45) 256 1,357

顧客からの預金 2,514 (44) 358 2,200

買戻契約 － 非トレーディング目的 1,675 424 326 925

発行済負債証券 － 非トレーディング目的 856 75 221 560
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その他の有利子負債 634 (210) 105 739

支払利息合計 7,247 (60) 1,526 5,781

 

地域間の排除

    

支払利息合計 (2,408) (5) (813) (1,590)

 

 

貸付満期および金利感応度分析

貸付満期および金利感応度の分析では、返済が契約上の返済に基づき行われると予想される貸付金（貸借対

照表上、銀行に対する貸付金および顧客に対する貸付金に示したもの。）について示している。売却目的で

保有する資産に再分類された貸付金は、回収が個々の契約上の返済条件ではなく、翌12ヶ月以内に売却益か

らなされると予想されるため、含まれていない。貸付の種類別の契約上の返済に基づく貸付満期および金利

感応度の分析は、以下のとおりである。

 2024年12月31日

現在

百万ポンド

2023年12月31日

現在

百万ポンド

満期１年以内   

銀行に対する貸付金 13,861 14,039

顧客に対する貸付金 41,486 35,584

 55,347 49,623

満期１年超５年以内   

銀行に対する貸付金 449 245

顧客に対する貸付金 28,569 27,146

 29,018 27,391

銀行に対する貸付金の金利感応度   

固定金利 236 159

変動金利 213 86

 449 245

顧客に対する貸付金の金利感応度   

固定金利 8,229 8,711

変動金利 20,340 18,435

 28,569 27,146

満期５年超15年以内   

銀行に対する貸付金 213 88

顧客に対する貸付金 7,643 7,770

 7,856 7,858

銀行に対する貸付金の金利感応度   

固定金利 213 88

変動金利 - -

 213 88

顧客に対する貸付金の金利感応度   

固定金利 4,945 5,409

変動金利 2,698 2,361

 7,643 7,770

満期15年超   

銀行に対する貸付金 - -

顧客に対する貸付金 5,825 6,079

 5,825 6,079

顧客に対する貸付金の金利感応度   

固定金利 3,213 3,659

変動金利 2,612 2,420

 5,825 6,079
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預金

以下の表は、銀行預金、顧客預金、譲渡性預金（以下「CD」という。）およびその他の金融市場商品（貸借

対照表上、「発行済負債証券」に計上されているもの。）とともに、過去２年間の各年にそれらにつき支払

われた平均金利についてとりまとめたものである。平均預金額の地理的分析は、預金が記録されているオ

フィスの所在地に基づいており、HSBCグループのグループ会社に預金された残高は含まれていない。

 

銀行からの預金

 

2024年 2023年

平均残高

百万ポンド

平均金利
１

％

平均残高

百万ポンド

平均金利
１

％

合計 25,904  23,790  

- 要求払預金等 - 無利子 4,819 - 5,112 -

- 要求払預金 - 有利子 14,386 4.8 13,501 4.0

- 定期預金 6,414 3.9 4,919 4.0

- その他 285 4.6 258 8.0

英国 18,857  16,845  

- 要求払預金等 - 無利子 4,741 - 5,004 -

- 要求払預金 - 有利子 9,855 4.2 9,943 3.9

- 定期預金 4,261 4.8 1,898 4.0

- その他 - - - -

英国以外 7,047  6,945  

- 要求払預金等 - 無利子 78 - 108 -

- 要求払預金 - 有利子 4,531 6.1 3,558 4.2

- 定期預金 2,153 2.1 3,021 3.9

- その他 285 4.6 258 8.0

 

顧客からの預金

 

2024年 2023年

平均残高

百万ポンド

平均金利
１

％

平均残高

百万ポンド

平均金利
１

％

合計 233,144  227,043  

- 要求払預金等 - 無利子 38,790 - 48,074 -

- 要求払預金 - 有利子 128,613 4.2 125,569 3.8

- 貯蓄預金 38,371 3.3 33,607 2.9

- 定期預金 27,370 5.1 18,222 4.4

- その他 - - 1,571 4.3

英国 141,360  128,537  

- 要求払預金等 - 無利子 9,153 - 13,055 -

- 要求払預金 - 有利子 86,149 4.4 81,339 4.0

- 貯蓄預金 23,127 2.9 20,501 2.4

- 定期預金 22,931 5.0 13,642 4.6

- その他 - - - -

英国以外 91,784  98,506  

- 要求払預金等 - 無利子 29,637 - 35,019 -

- 要求払預金 - 有利子 42,464 3.9 44,230 3.3

- 貯蓄預金 15,244 4.0 13,106 3.7

- 定期預金 4,439 5.5 4,580 4.1

- その他 - - 1,571 4.3

１　平均金利の計算上、損益計算書において受取利息として認識された負債のマイナス金利が含まれる。
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平均貸付金の正味償却額

以下の表は、銀行および顧客に対する貸付金の正味償却額を示したものである。

貸付金合計に係る信用損失引当金については、「３　事業等のリスク」の「2024年12月31日現在のステージ

分布別信用リスク（FVOCIで測定される負債証券を除く。）および業種別のECLカバレッジ比率の概要」に表

示されている。

 

平均貸付金の正味償却額

 

2024年 2023年

％ ％

銀行に対する貸付金 0.00 0.00

顧客に対する貸付金 0.29 0.27

 

無保険預金および無保険定期預金の推定値

HSBCグループは、当行グループが事業を展開する多くの国で顧客に預金サービスを提供しており、このため

様々な国および州の預金保険制度に服している。無保険預金は、当行グループの主たる管轄規制当局である

英国健全性監督機構に対する流動性報告の要件に固有の手法および前提条件を用いて推定値べースで示され

ている。

預金の付保状態は、現地の規制の範囲で有効な個々の保険限度額に基づき決定される。

2024年12月31日現在の無保険預金額は287十億ポンド（2023年12月31日現在：271十億ポンド）であった。

無保険定期預金とは、引出前に契約上の満期要件の適用を受ける無保険預金をいう。預金額は、契約上の満

期までの残余期間別に示されており、契約上の要件が即座に充足される翌日物預金については除外されてい

る。

 

無保険定期預金の満期分析

2024年12月31日現在

３ヶ月以内

百万ポンド

３ヶ月超

６ヶ月以内

百万ポンド

６ヶ月超

12ヶ月以内

百万ポンド

12ヶ月超

百万ポンド

合計

百万ポンド

無保険定期預金 67,119 6,472 3,434 19,845 96,870

2023年12月31日現在      

無保険定期預金 54,164 3,428 2,286 17,730 77,608

 

投資負債証券の加重平均利回り

 

1年以内

１年超

５年以内

５年超

10年以内 10年超

利回り

％

利回り

％

利回り

％

利回り

％

その他包括利益を通じて公正価値で測定される負債証券  

米国財務省債 0.3 2.2 1.5 -

米国政府機関債 - 4.9 - 3.2

英国政府債 4.0 3.5 2.4 2.5

その他の政府債 0.6 2.3 1.4 1.6

資産担保証券 3.4 1.0 5.6 3.5

社債その他の証券 1.3 2.6 2.7 1.9

 

償却原価で測定される負債証券  

米国財務省債 0.1 2.0 3.9 -

米国政府機関債 0.7 0.7 0.5 -
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英国政府債 - 0.8 3.9 -

その他の政府債 1.3 1.7 - -

資産担保証券 - - - -

社債その他の証券 0.3 1.8 1.9 -

 

資産担保証券（以下「ABS」という。）の満期分布は、契約上の満期日に基づき上記の表に示されている。各

満期到来期間の加重平均利回りは、2024年12月31日に終了した年度の年換算済受取利息を同日現在の負債証

券の帳簿価額で除して計算される。利回りには、関連するデリバティブの影響は含まれていない。

代替業績指標の調整

平均普通株主資本利益率および平均有形株主資本利益率

平均普通株主資本利益率（以下「RoE」という。）は、親会社の普通株主に帰属する利益（以下「報告利益」

という。）を、期中の平均普通株主資本（以下「報告株主資本」という。）で除して得られる。報告利益お

よび報告株主資本の調整では、非支配持分ならびに優先株式および資本性金融商品の保有者に帰属する額は

除外される。

平均有形株主資本利益率（以下「RoTE」という。）は、（税引後の）のれんおよびその他の無形資産の減損

につき、報告利益を調整した上で、のれんおよび無形資産につき調整後の期中の平均報告株主資本で除して

得られる。

当行グループは、資本ポジションと密接に関連する当行グループの業績を評価する方法として、RoEに加え

RoTEも提示する。

 

平均普通株主資本利益率および平均有形株主資本利益率

 

2024年12月31日

に終了した年度

百万ポンド

2023年12月31日に

終了した年度

百万ポンド

利益／(損失)   

親会社の普通株主に帰属する利益／(損失)
１、２

980 1,489

普通株主に帰属する利益／(損失)（その他無形資産減損を除く。） 980 1,489

株主資本   

平均株主資本合計 25,571 24,180

平均的な優先株式およびその他資本性金融商品の影響 (3,928) (3,930)

平均普通株主資本 21,643 20,250

その他の調整（税引後） (276) 33

平均有形株主資本 21,367 20,283

 % %

利益率   

平均普通株主資本利益率 4.5 7.4

平均有形株主資本利益率 4.6 7.3

１　2024年の実効税率は38％であった（2023年：19.8％）。これは、様々な法域において損益が混在していることを反映したものであ

り、2023年に計上したフランスにおける税務上の欠損金に係る繰延税金124百万ポンドの認識中止および源泉徴収税費用により上昇

しており、第二の柱であるグローバル・ミニマム課税ルールにより発生した50百万ポンドの税金費用も含まれている。詳細について

は、｢第６－１　財務書類－財務諸表注記｣の「法人税」を参照のこと。

２　親会社の普通株主に帰属する利益には、永久劣後条件付転換証券につき優先株主に支払われるクーポン払いおよびその他外貨換算

差異が含まれていない。
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５【重要な契約等】

後述の｢第６－１　財務書類－財務諸表注記｣の注記34「売却目的保有資産および売却目的で保有する処分グ

ループの負債」を参照のこと。

 

６【研究開発活動】

通常業務として、各事業部門は新製品や新サービスを開発している。
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第４【設備の状況】

 

１【設備投資等の概要】

無形資産

2024年12月31日現在で当行グループが認識したのれんおよびその他の無形資産の総額は303百万ポンドであっ

た（2023年12月31日現在は203百万ポンド）。

　

有形資産

2024年12月31日現在で当行グループが認識した有形固定資産の合計額は176百万ポンドであった（2023年12月

31日現在は819百万ポンド）。

2024年12月31日現在、HSBCグループは世界各地の約3,205拠点で事業を行っている。うち約516ヶ所はヨー

ロッパ、約1,330ヶ所はアジア、約54ヶ所は北米、約994ヶ所は中南米、約311ヶ所は中東および北アフリカに

位置している。これらの資産の純内法・賃貸面積（NIA）は、約27.1百万平方フィート（2024年６月現在は約

28.7百万平方フィート）であった。

　

その他資産

詳細については、｢第６－１　財務書類－財務諸表注記｣の注記20「のれんおよび無形資産」ならびに注記21

「前払金、未収収益およびその他資産」を参照のこと。

 

２【主要な設備の状況】

上記｢１　設備投資等の概要｣を参照のこと。

 

３【設備の新設、除却等の計画】

2025年度においては、通常の業務において使用されているものを除き、特別な設備投資は予定されていな

い。
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第５【提出会社の状況】

 

１【株式等の状況】

(１)【株式の総数等】

①【株式の総数】

 

ポンド
 

2024年12月31日現在

 

種類の名称 授権株数(株) 発行済株式総数(株)

額面１ポンド普通株式 － 796,969,115

2006年英国会社法（第10条および第542条）により、授権株式という概念は消滅している。

 

米ドル    

種類の名称 授権株数(株) 発行済株式総数(株)

額面0.01米ドル非累積型第

三ドル建て優先株式
－ 35,000,000

2006年英国会社法（第10条および第542条）により、授権株式という概念は消滅している。

 

②【発行済株式】

 

ポンド

2024年12月31日現在

 

 

記名・無記名の別及び

額面・無額面の別
種　類 発行数(株)

上場金融商品取引所名

又は登録認可金融商品

取引業協会名

内容

記名式額面株式

１株当たりの額面金額１ポンド
普通株式 796,969,115 該当なし （注１）

計 － 796,969,115 －  

(注１)　各種類株式１株につき１議決権を有する。

 

米ドル

記名・無記名の別及び

額面・無額面の別
種　類 発行数(株)

上場金融商品取引所名

又は登録認可金融商品

取引業協会名

内容

記名式額面株式

１株当たりの額面金額0.01米ドル

第三ドル建て

優先株式
35,000,000 該当なし

（注１）

(注２)

計 － 35,000,000 －  

(注１)　各種類株式１株につき１議決権を有する。

(注２)　第三ドル建て優先株式は、第三ドル建て優先株式の相互間で同順位とし、その他第三ドル建て優先株式と同順位である旨表示

されている一切の株式と同順位とする。これらの株式は、通常定款に定める権利を有し、通常定款に定める制限を付されるも

のとする。また、これらの株式は取締役会が当該株式の割当前に付したその他の（通常定款に定める権利と矛盾しない）権利

を有するものとする。通常定款に基づき取締役会が第三ドル建て優先株式に付する権利を決定する権能を有している場合、取

締役会が決定する権利は、その時点で割当または発行されている第三ドル建て優先株式に付されている権利と同等であること

を要しない。第三ドル建て優先株式は、１以上の個別シリーズとして発行することができ、その場合、各シリーズの分類・識

別は取締役会が決定する方法で行うものとし、かかる決定または分類・識別を行うために通常定款を変更することは要しな

い。

 

EDINET提出書類

エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシー(E22630)

有価証券報告書

168/473



(２)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項なし。

 

(３)【発行済株式総数及び資本金の推移】

額面１ポンド普通株式

 発行済株式総数 資本金

年月日 増減数(株) 残高(株)
増減額

(百万ポンド)

残高

(百万ポンド)

2022年９月15日
（注１） １ 796,969,112 1,851 22,951

2023年10月２日
（注１） １ 796,969,113 1,408 24,359

2024年２月１日
（注１） １ 796,969,114 974 25,333

2024年12月18日
（注１） １ 796,969,115 1,562 26,895

(注１)　エイチエスビーシー・ホールディングス・ピーエルシーによる資本出資として同社に対して１株が発行された。

 

(４)【所有者別状況】

当行の発行済普通株式資本は、エイチエスビーシー・ホールディングス・ピーエルシーが100％保有

している。

 

(５)【大株主の状況】

2024年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式総数に対する

所有株式数の割合(％)

エイチエスビーシー・
ホールディングス・
ピーエルシー

連合王国E14 5HQロンドン

市

カナダ・スクエア８

額面１ポンド普通株式

796,969,115
100.00

 

２【配当政策】

2024年における当行株主に帰属する連結利益の報告額は、1,253百万ポンドであった。

2024年に当行は、普通株式にかかる配当金312百万ポンドおよびその他Tier１（AT）債のクーポン払い223

百万ポンドを親会社に支払った。

業績については、「第６－１　財務書類」の連結損益計算書に後述されている。

 

３【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(１)【コーポレート・ガバナンスの概要】

取締役会

主な責任

取締役会会長率いる取締役会は、とりわけ、以下につき責任を負う。

－　当行の長期的成功の促進ならびに株主およびその他の利害関係者への持続可能な価値の提供

－　リスクの評価および管理を可能にする堅実かつ効果的な枠組みの中での、当行の起業家精神

－　当行の戦略およびリスク選好ステートメントの策定（当行のリスク・プロファイルの監視および経営

陣の戦略実行の監督を含む。）
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－　健全な統制およびリスク管理システムの維持ならびに法令および規制義務の準拠のための手続の設定

およびその有効性の検証

－　戦略目標（重要取引を含む。）達成のための資金計画および財源計画の承認および検証

非執行取締役の役割は、戦略に関する提案の作成を支援し、経営陣の責任を問い、執行取締役がその責任

を適切に遂行するようにする一方、建設的な問題提起を行う企業文化を促進することである。また、合意

された目標や目的を達成する際の経営陣の業務の遂行をレビューする。取締役会会長は、各取締役会の会

合後およびそれ以外の方法（必要に応じて）で、執行取締役の出席のない会合を非執行取締役と定期的に

開く。

取締役の業務運営

取締役会は、2024年中に四半期ごとに開催された。さらに戦略および「より深く掘り下げる」開発に関す

る会合が３回予定された。また、とりわけ内部流動性充実度評価プロセスおよび内部自己資本充実度評価

プロセスのPRA（英国健全性監督機構）への提出、2024年再建計画の承認、直接子会社であるHSBCコンチ

ネンタル・ヨーロッパ（HBCE）によるドイツにおけるプライベート・バンキング事業売却の承認、財源計

画の承認を円滑に進めるために、また従業員調査結果および企業文化の指標を検証するために、さらに３

回の会合が開催された。取締役会の議題は、定期会合に先立って、会社秘書役と密接に連携の上、取締役

会会長が合意している。議題は、将来計画および取締役会の監督または承認を要する追加的な緊急事案か

らなっている。

最高リスク責任者、法律顧問および会社秘書役は、通常、取締役会の会合に出席し、その他のシニア・エ

グゼクティブは各人の対象分野の専門知識および見識を提供するべく、必要に応じて出席する。

当期中の取締役会の活動

2024年中に取締役会は、欧州における承認された戦略の実行および当行の変革プログラムの執行継続の監

督に重点を置いた。また取締役会は、財務その他の戦略目標、重要な経営課題、新たに発生したリスク、

事業展開および当行の主要利害関係者との関係性に対する実績を検討した。

銀行の業務の重要な側面について「より深く掘り下げる」ことが幅広い分野に対して行われた。かかる分

野には、個人向け事業部門、ESG（環境・社会・ガバナンス）、持続可能性、テクノロジー、サイバー・

セキュリティ、人工知能、再建・破綻処理、市場動向およびエネルギーの移行状況が含まれていた。当期

を通じて、取締役会は経営陣から、とりわけ規制プログラムの実施、テクノロジー、ESG、業務およびレ

ジリエンスならびに人や企業文化、人材の最新情報を定期的に受け取った。

当期中、取締役会は、変革・オペレーショナルレジリエンス・テクノロジー委員会（以下「TRT」とい

う。）、監査委員会およびリスク委員会への付託事項（以下「ToR」という。）の変更を承認した。最も

重要な変更は、内部統制に関する監査委員会の責任範囲の拡大に関するもので、2025年１月１日から有効

となった。これにより、監査委員会は、財務報告に係る内部統制の監督における経験を反映して、より広

範な内部統制環境に関する全般的な監督責任を負うほか、2024年英国コーポレート・ガバナンス・コード

に基づく重要な統制の有効性に関する宣言を行うというHSBCグループが今後負担することとなる責任を支

援することになる。

取締役会委員会

取締役会は、一定の監査、リスク、報酬、指名およびガバナンスに係る事項の監視を取締役会委員会に委

任している。最高経営責任者が委員長を務める執行委員会を除き、各取締役会委員会は、非執行取締役が

委員長を務め、取締役会が承認したそれぞれの付託事項に応じて具体的な議題を取り上げる権限を与えら

れている。執行委員会を除き、非執行取締役のみが取締役会委員会の構成員である。各非執行取締役会委

員会の委員長は、前回の取締役会会議以降に行われた委員会の活動について取締役会に報告を行う。

取締役会および取締役会委員会の実績

取締役会は、取締役会および取締役会委員会の有効性を定期的にレビューすることの重要性およびこれに

よりもたらされる利益を了知している。2024年中の実績に関するレビューは、当行の会社秘書役によって
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進められたが、これには取締役会委員会の委員および第三者たる常任出席者が回答した質問書ならびに取

締役会のレビューのための取締役との一連の個別インタビューが含まれていた。全般的に、取締役会およ

び取締役会委員会の職務内容は高評価であり、経営幹部との連携は積極的かつ建設的であることが強調さ

れたフィードバックが得られた。取締役会の構成およびスキル、ステークホルダー（利害関係者）エン

ゲージメント、経営陣の報告および説明の質、取締役および経営陣のエンゲージメントおよび対話、なら

びに取締役会の優先事項を含む数々の分野について、それぞれ検証された。取締役会にはその結果および

提言が報告され、各取締役会委員会および取締役会に対する実行計画が提出された。かかる計画は2024年

中にすべて実行された。

取締役会およびその委員会の付託事項の年次報告は、コーポレート・ガバナンスおよび事務局部門によっ

て円滑に進められた。これにより、2024年中に取締役会およびその委員会がそれぞれの付託事項に準拠し

ていたとの結論に達した。執行取締役は、毎年受け取る変動給の水準の決定時に参考となる業績評価の対

象にもなる。

本書提出日現在、主な取締役会委員会は、次のとおりである。

監査委員会

主な責任

監査委員会は取締役会に対する説明責任を負い、財務報告関連事項、関連する内部統制および当行の内部

監査機能に関して監督するという、経営執行ではない責任を取締役会に対して負っている。

当期中に監査委員会が負った主な責任には、以下が含まれる。

－　財務報告関連事項（財務報告の重要な構成要素としての規制報告事項を含む。）の監督

－　内部財務統制システムの有効性の検証

－　外部監査人との関係性の検証および監視

－　内部監査業務の監視およびその機能の有効性、実績、リソース、独立性および状態の監視および評価

監査委員会には、当行の内部告発制度の監督責任があり、現在実施されている内部告発制度に関連した事

項について定期的に最新情報を受け取っている。

当期中の監査委員会の活動

当期中に監査委員会が検討した重要事項として、重要な会計判断、規制報告事項、内部財務報告統制シス

テムの有効性、当行の財源および資本、外部監査人である英国PwCの独立性、報酬および実績ならびに当

行および当行子会社に関して内部監査により特定された重要課題に係る最新情報が挙げられる。

監査委員会は、当行の主要な子会社の監査委員会委員長、外部監査人から、監査の進捗状況および監査結

果ならびに当行およびその子会社の税務、法務および規制上の立場について、最新情報を受領した。

当期中、監査委員会は、当行の2002年米国サーベインス・オクスレー法（以下「SOX法」という。）遵守

を監督した。

規制上の報告

規制上の報告は、過去数年にわたり監査委員会にとって重要な優先事項であり、引き続き2025年も優先事

項となる。監査委員会は、規制当局の期待に合致するよう規制上の報告の質および信頼性に取り組む作業

計画を監督することに注力している。

経営陣は、2023年に始まったPRAのスキルド・パーソン・レビューを含め、HSBC特有の外部レビューの状

況に関する最新情報を提供し、当行の保証作業の増加から特定された問題点およびテーマならびに規制上

の報告における注目点について議論した。監査委員会は、問題が持続的に減少し他の主要プログラムとの

依存関係が十分に理解されていることを確認するために、改善計画について経営陣に異議を唱えた。

監査委員会の業務運営
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監査委員会は、当期中に７回の定期会合を開催し、最高財務責任者、内部監査責任者、外部監査人代表者

とそれぞれ別々に経営陣の出席のない会合を開いた。

監査委員会は当行の上級財務職および内部監査職ならびに外部監査人とともに定期的に会合を開催し、と

りわけ当行の財務報告、監査の検討の性質および範囲、財務報告に関する内部統制制度の有効性および財

務部門の変革プログラムの監視について検討する。

最高財務責任者、会計監査役、最高リスク責任者、内部監査責任者および会社秘書役は第三者として監査

委員会の会合に通常出席し、各人の対象分野の専門知識および見識を提供する。その他の上級経営陣は、

監査委員会の会合に招かれ、定期的に出席した。外部監査人は監査委員会の予定されていたすべての会合

に出席した。

監査委員会は引き続き、通年の定期報告を通じて当行の重要子会社および重要子会社の監査委員会に積極

的に関与した。2024年中、監査委員会およびリスク委員会の両委員長は、重要子会社の監査委員会および

リスク委員会委員長と、ESG、規制上の報告および内部統制を含む重要事項を対象とした会合を２回開催

した。

監査委員会委員長は、グループ監査委員会（以下「GAC」という。）の委員長と定期的に会合し、HSBCグ

ループ内の連携維持を支え、重要事項に関する判断に対する理解を深める。さらに、監査委員会委員長

は、関連する話題に関するGACの会合に随時招かれる。GAC委員長は2024年11月に監査委員会に出席した。

監査委員会は、独立非執行取締役４名で構成されている。監査委員会の現在の構成員は、アンドリュー・

ライト（委員長）、エリック・ストラッツ、大村由紀子およびパトリック・クラクソンである。

監査委員会（以下「監査委員会」という。）において2024年12月31日に終了した事業年度に検討された重要

な会計上の判断および関連事項には、以下の項目が含まれる。

主な分野 講じられた措置

半期および年次の報告 監査委員会は、米国での20-F様式および6-K様式の提出書類を含めた、半期および

年次の報告に関連する重要な事項の検討を行った。

処分 監査委員会は、フランスでの保険事業、ドイツでのプライベート・バンキング事

業および南アフリカでの事業の処分計画の財務および会計に与える影響を検討し

た。特に売却目的保有資産の認識のタイミング、かかる資産の再測定および損失

の発生ならびに2024年12月31日に終了した事業年度に生じた重大な影響に関連し

た判断について検討した。

予想信用損失（以下

「ECL」という。）

監査委員会は、リスクおよび不確実性に配慮して、ECL（特に複数の経済シナリオ

およびモデル化後の調整）に関連した重要な判断を検討した。

金融商品の評価 監査委員会は、金融商品の公正価値決定に含まれた主な評価指標および判断の検

討を行った。

継続企業の前提 監査委員会は、現在のおよび潜在的な財務状況に関連する幅広い情報を検討した

（収益性、キャッシュ・フロー、流動性および資本の予測を含む。）。

子会社への投資の減損 監査委員会は、子会社への投資の減損に関する経営陣の定期評価を検討し、

キャッシュ・フロー予測および長期的な成長率に対する感応度ならびに割引率の

仮定に特に注意を払った。

法的手続および規制上

の事項に関する引当て

の適切性

監査委員会は、法的手続および規制事項（当局および競争法上の法執行機関によ

る調査を含む。）に関連する引当金および偶発債務の認識ならびに測定の存在に

関する報告を経営陣から受けた。

規制上の報告 監査委員会は、統制環境および業務運営モデルを強化する経営陣の措置を検討し

た。監査委員会はまた、規制上の報告の重要な側面についての進行中の独立した

外部レビューに関する最新情報を検討した。
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管理 監査委員会は、当期を通じて継続的に財務報告の管理環境を検討し、講じられた

是正措置および行われた強化対策について検証し、意見した。これには、作業プ

ログラムが当期中に完全には終わらなかった場合の統制緩和に関する確認が含ま

れる。2024年は、再編措置の組込み、環境・社会・ガバナンス（以下「ESG」とい

う。）の報告要件のための将来設計、および作業に関する規制上の報告プログラ

ムに特に焦点が当てられた。

税務 監査委員会は、繰延税金資産および繰延税金負債（特に、繰延税金資産および源

泉徴収税に関するもの）の認識、測定、計上および開示についての経営陣の判断

について検討した。

環境・社会・ガバナン

ス（以下「ESG」とい

う。）報告

監査委員会は、英国および海外でのESG報告の規制上の展開について検討し、欧州

連合内の当行子会社による開示について最新情報を受け取った。

 

リスク委員会

主な責任

リスク委員会は取締役会に対し説明責任を負い、リスクに関連する事項および当行に影響を及ぼすリスクに

ついて、経営執行ではない監督責任を全般的に負う。

当期中にリスク委員会が負った主な責任には、以下が含まれる。

－　リスク管理報告書に対して独立した意見を述べ、リスク選好およびリスク許容度に関する事項について

取締役会へ助言すること。

－　重要な規制上の提出物を検討し、取締役会に提言すること。

－　財務リスクおよび非財務リスク等、リスクに関するすべての事項を監視し、取締役会へ助言すること。

－　当行のストレス・テストの枠組み、ガバナンスおよび関連する内部統制が堅固であることを検討し、意

見を述べ、満足すること。

－　当行のリスク管理の枠組みおよび内部統制制度（監査委員会が監視する内部財務統制を除く。）の有効

性を検討すること。

－　要求に応じて、HSBCホールディングス・ピーエルシーのリスク委員会に対して書類または確証を提供す

ること。

当期中のリスク委員会の活動

リスク委員会が当期中に検討した重要事項には、資本および流動性リスク、リテールおよびホールセールの

信用リスク、取引および財務リスク、金融犯罪および不正リスク、地政学的リスク、モデル・リスク管理、

規制遵守リスク、人的および気候関連リスク、ならびにレジリエンス・リスクの観点から行う財務リスクお

よび非財務リスクに対する当行の取組み等が挙げられる。

またリスク委員会は、主要な規制プロセス（当行の内部自己資本充実度評価プロセス（以下「ICAAP」とい

う。）および内部流動性充実度評価プロセス（以下「ILAAP」という。)、再建および破綻処理計画、当期中

に実施されたストレス・テストの結果、ならびに当行の資本、流動性および資金調達計画を含む。）を検証

し、これについて経営陣に対し意見した。

当行にとって重要なリスク分野について「より深く掘り下げる」ことは、ESG、新興リスク、モデル・リスク

およびリスク・リターン・プロファイルの分野を対象として、当期を通じて行われた。リスク委員会はま

た、バーゼル3.1およびHSBCプライベート・バンク（スイス）エスエーによる当行のリスク・プロファイルへ

の潜在的影響をそれぞれ検討した。

オペレーショナル・レジリエンスおよびテクノロジー・リスク関連事項等の分野についての検討および討議

において適切に連動するよう、リスク委員会にはTRT（変革・オペレーショナルレジリエンス・テクノロジー
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委員会）から当期中四半期ごとに最新情報が提供された。２名の非執行取締役がTRTおよびリスク委員会を兼

務しており、リスク委員会委員長は四半期ごとにTRTの会合に招かれ、両委員会の連携をより確実にしてい

る。

 

リスク委員会の業務運営

リスク委員会は当期中に７回の定期会合を開催し、リスク委員会が当行の特定のリスク分野をより深く掘り

下げることができるようにワークショップを２回開催した。最高リスク責任者、最高財務責任者、最高コン

プライアンス責任者、エンタープライズ・リスク管理の地域担当責任者および内部監査責任者は第三者とし

てリスク委員会に通常出席し、各人の対象分野の専門知識および見識を提供する。リスク委員会の委員長お

よび構成員は、定期会合の後に最高リスク責任者およびその他の経営陣と非公開の会合を行う。

リスク委員会は現在および将来のリスク問題を検討し、意見を述べ、地域の上級ビジネスリーダーを少なく

とも年に１回、リスク委員会の会合に招いて、機能的リーダーおよび地域リーダーとともに３つの防衛線す

べてについて一体となって取り組む。

リスク委員会の委員長および構成員は当行の上級財務、リスク、内部監査およびコンプライアンスの各経営

陣ならびに外部監査人と定期的に会合を開き、特定のリスク事項および優先事項、リスク報告および内部監

査報告ならびにコンプライアンス業務の有効性について検討し、討議する。リスク委員会の委員長は定期的

に委員会秘書と会合を持ち、リスク委員会がそのガバナンスに関する責任を果たしていることを確認する。

2024年中、リスク委員会は引き続き、当行の重要子会社および重要子会社のリスク委員会と積極的に関わ

り、年間を通じて各委員会の委員長から定期的に報告を受けた。リスク委員会の委員長は、主要な子会社の

会合およびHSBCグループ主導の会合に数回出席し、重要課題の連結性、上へのまたは下への情報伝達の促進

を支援した。

リスク委員会は、４名の独立非執行取締で構成されている。リスク委員会の現構成員は、エリック・スト

ラッツ（委員長）、ジュリエット・エリス、アンドリュー・ライトおよびルイス・オドナルドである。

 

変革・オペレーショナルレジリエンス・テクノロジー委員会

主な責任

変革・オペレーショナルレジリエンス・テクノロジー委員会は、取締役会およびリスク委員会に対し当行の

変革戦略、オペレーショナル・レジリエンスならびに情報技術（以下「IT」という。）のガバナンスおよび

監視に関連した各々の責任について補佐するために設立された。同委員会は取締役会およびリスク委員会に

対し、各会合で議論された事項の概観を提示する四半期報告書を提出する。さらに、取締役会およびリスク

委員会にとってそれぞれがその責任を考慮する必要があると思料される事項（サイバー・セキュリティに関

連する事項を含む。）を上申する。当期中、HSBCグループ子会社に対する説明責任の枠組み（以下「SAF」と

いう。）の要求に応じて、取締役会の提言に基づき、変革・オペレーショナルレジリエンス・テクノロジー

委員会は、一層その権限内の事項に取り組み、より詳細な監視を行うことができるよう、HSBCグループ指

名・コーポレート・ガバナンス委員会から2025年第１四半期までの委員会の継続の承認を得た。

変革・オペレーショナルレジリエンス・テクノロジー委員会の主な責任には、以下が含まれる。

－　主要な内部規制およびその他の戦略的変革プログラムで構成される欧州事業体変革ポートフォリオの検

証。これには、リスクを管理し設定された目標に対する進捗を監視するため経営陣が採った措置が含ま

れる。

－　当行が採用したビジネス戦略に連動しおよびサポートする世界的および地域のテクノロジー戦略の検

証。
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－　オペレーショナル・レジリエンスの目標の執行およびその成果について監視し、経営陣に意見を述べる

こと。

 

当期中の変革・オペレーショナルレジリエンス・テクノロジー委員会の活動

変革・オペレーショナルレジリエンス・テクノロジー委員会が当期中に検討した重要事項には、欧州のテク

ノロジー戦略およびガバナンス、個々のリスクおよび集団的なリスクを評価するための定量化可能な測定基

準および指標に対するテクノロジー・パフォーマンス、テクノロジーの構造、サイバー・セキュリティおよ

びオペレーショナル・レジリエンス（重要なITシステムその他のビジネス・サービスのオペレーショナル・

レジリエンスを含む。）、ならびに主要なIT変更プログラムの検討および監視が含まれていた。同委員会

は、当行のためのレジリエンス・リスクおよび内部統制環境（テクノロジー、サイバー・セキュリティおよ

び変更実施によるリスクを含むがこれらに限定されない。）の管理に関するオペレーショナル・リスクおよ

びレジリエンス・リスクについての意見を第二の防衛線から四半期ごとに受領した。同委員会はまた、サー

ドパーティ・マネジメント、データ・リスクおよびその軽減策、ならびに主要変更プログラムに関する進

捗、関連リスクおよびガバナンスについて検証し、経営陣に意見を述べた。当期を通じて、変革・オペレー

ショナルレジリエンス・テクノロジー委員会は、人工知能、敏捷性に富んだ働き方、価値の流れ、事業の継

続性および事故管理に関する最新情報を経営陣から入手した。

変革・オペレーショナルレジリエンス・テクノロジー委員会の業務運営

変革・オペレーショナルレジリエンス・テクノロジー委員会の定期会合は、2024年中に５回開催された。

最高執行責任者、最高情報責任者、内部監査責任者、エンタープライズ・リスク管理の地域担当責任者、

チーフ・オブ・スタッフでもある変革およびデジタル事業サービス責任者およびチーフ・オブ・スタッフ

（欧州CEO）でもある戦略および計画立案責任者は、第三者として変革・オペレーショナルレジリエンス・テ

クノロジー委員会の会合に通常出席し、各人の専門分野の専門知識および見識を提供する。取締役会会長お

よびリスク委員会委員長は任意の出席者であり、各自の判断で会合に出席する。

現在の構成員は、ジュリエット・エリス（委員長）、ノーマ・ドーブ‐エドウィンおよびルイス・オドナル

ドである。

 

指名・報酬・ガバナンス委員会

主な責任

指名・報酬・ガバナンス委員会は、以下に責任を負う。

－　取締役会による取締役および取締役会委員会構成員候補の選任ならびにその承認のための取締役および

取締役会委員会構成員候補の特定および指名のプロセスの主導。

－　当行の子会社の一定の取締役および管理職への選任の承認（子会社の取締役会の非執行取締役に支払う

べき報酬の案の承認を含む。）。

－　HSBCグループ取締役の報酬方針の実施および運用ならびに当行シニア・エグゼクティブの報酬の監督

（PRAのCRD Vの目的上の重要なリスクテイカーの特定を含む。）。

－　取締役会のためにコーポレート・ガバナンスの枠組みを検討し、当行の規模、多様性および戦略に適し

ているか考慮すること。

－　SAFの準拠の検討。

 

当期中の指名・報酬・ガバナンス委員会の活動

当期中、指名・報酬・ガバナンス委員会は継続して、取締役会の構成、後任者計画、スキル、経験および多

様性がSAFを含む最善の慣行および適用される方針に従っているかを検討した。かかる検討を補助するため
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に、取締役のスキル・マトリックスが利用された。2025年１月、非執行取締役として、HSBCホールディング

ス・ピーエルシーの非執行取締役であるアン・ゴッドビーヒアが取締役に選任されたことで、HSBCグループ

の結合性が高まった。

当期を通じた取締役および取締役会委員会構成員の交代に関する情報については、下記「第５－３　（２）

役員の状況」を参照のこと。

SAFの準拠の監視において、指名・報酬・ガバナンス委員会は、取締役会の構成および当行のすべての重要子

会社のための承継計画を検討したとともに、それらがSAFの原則および規定に完全に準拠しているかを検討し

た。

当期中のその他の活動としては、HSBCグループの報酬の枠組み（変動給と固定給の配分および当行のリスク

選好、事業戦略、企業文化および価値と報酬の連動を含む。）および長期的に見た利益の観点からの当行お

よび子会社のための報酬の重要課題の検討が挙げられる。

指名・報酬・ガバナンス委員会は、地域全体の年俸のレビュー結果を検討し、関連する子会社および規制で

求められる事項の最新情報を定期的に受け取った。

 

指名・報酬・ガバナンス委員会の業務運営

指名・報酬・ガバナンス委員会は、2024年中に６回の定期会合を開いた。

指名・報酬・ガバナンス委員会の会合には人事責任者および成績・報奨責任者も定期的に出席し、各人の専

門分野に関する専門知識および見識を提供する。その他のシニア・エグゼクティブも同委員会が検討する特

定の事項のために定期的に出席する。

指名・報酬・ガバナンス委員会は４名の非執行取締役で構成されている。現構成員は、スティーブン・オコ

ナー（委員長）、ジュリエット・エリス、エリック・ストラッツおよびアンドリュー・ライトである。

 

執行委員会

執行委員会は取締役会の委員会であり、正式な委譲に基づき、当行の経営および日々の運営に対して全面的

な執行責任を負う。執行委員会は、当行の戦略執行を監督するにつき取締役会に対して説明責任を負う。

執行委員会の目的は、当行最高経営責任者が、当行および子会社の経営に関して職務を遂行し、権能、権限

および裁量権を行使する際に補佐することである。執行委員会は定期的に会合を開催し、最高経営責任者が

委員長を務める。

執行委員会は、当行の各種事業部門全体の業績の監視、当行の財務実績の検討、コスト管理および当行の資

金調達計画の将来予測の作成および実施の監督に責任を負う。さらに執行委員会は、スナップショット・ア

ンケートの結果、人材、後任者計画および慰留等の人事についての最新情報を受け取った。当期中、テクノ

ロジー、地政学、ESGおよび持続可能性に関する事項の最新情報も受け取った。

2024年中に執行委員会は、当行の業務運営の日々の監視のほか、欧州全体での当行の変革戦略および企業再

建に引き続き重点を置いた。

 

内部統制

取締役会は、内部統制およびリスク管理の健全なシステムの維持、ならびに法令および規制義務の準拠のた

めに有効な手続の設定および運用について責任を負う。取締役会は、当行が戦略目標達成のために受け入れ

る意思を有するリスクの合計水準および種類を決定する。

この要件を満たし、FCAハンドブックおよびPRAハンドブックに基づく義務を履行するため、重大な虚偽表

示、誤謬、欠損または不正がないことの合理的な確証を示すための手続が定められている。かかる手続は、

当行グループ内において効果的な内部統制を提供し、英国財務報告評議会が2014年に発行した取締役向けガ
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イダンス（および関連するその後の公表文書）、内部統制および関連する財務事業報告に沿うように策定さ

れており、当年度を通して、かつ2024年次報告書および財務書類の発行日である2025年２月19日まで実施さ

れている。

リスク管理および内部統制に関する主な手続は、以下のとおりである。

－　HSBCブック：2024年、HSBCブックは、HSBCグループのグローバル方針文書に代わるものとしてHSBC文書

の最上位に位置づけられた。HSBCブックは、HSBCグループのリスク管理体制の基盤となる重要な原則、

方針および手続を支えるものであり、当行グループのパーパス、熱意、戦略および価値観を周知し、結

びつけ、これにより、当行グループがリスク文化およびリスク管理手法に沿った責任ある決断を下し、

常に正しいことを行い、顧客や同僚を公平に扱うための指針となっている。

－　リスク管理の枠組み（以下「RMF」という。）：RMFは、HSBCブックを支えている。また、当行グループ

が重大なリスクを管理する際に用いる重要な原則および慣行の概要をまとめている。これはあらゆる種

類のリスクに適用され、当行グループが活動中に受け入れ、被るリスクの特定、評価、管理および報告

における一貫した手法をサポートする。

－　取締役会が設定した限度内の権限の委譲：取締役会に留保された一定事項の条件に服し、最高経営責任

者は、当行の日常業務を管理する上での権限の範囲および権能を委譲されており、かかる権限の範囲お

よび権能を再委譲する権利を含む。関係する各執行役は、自らが責任を負う事業または機能の日常業務

を管理する上での権限を有する。かかる個人には、重大な監督責任の明確かつ適切な分担の維持および

事業または機能に適した統制システムの確立および維持の監視が求められる。

－　権限委譲の枠組みが実施され、HSBCグループの権限委譲の管理体制を提供している。これらの権限委譲

は、調達契約のような特定の契約書および書面の承認、署名、執行に使用できる。権限委譲の枠組みは

取締役会決議を通じて採択され、毎年見直しが行われる。権限委譲の枠組みでカバーされない事項は、

事業または機能に適した明確な管理システムとともに、個別の取締役会決議、委任状または関連する

HSBCグループのポリシーで定めることができる。

－　信用エクスポージャーおよび市場リスク・エクスポージャーを取る権限は、当行グループ会社のライ

ン・マネジメントの範囲内で委譲されている。しかしながら、よりリスクの高い特性を有する特定の与

信の申込みについては、適切なグローバル機能部門の同意が必要である。信用および市場リスクは、子

会社レベルで測定および報告され、当行グループ全体のリスク集中分析のために合算される。

－　リスクの検出およびモニタリング：当行グループが直面する重大なリスクであってRMFに定められるもの

の種類を検出、評価、統制および監視するシステムや手続が定められている。当行グループのリスク測

定および報告制度は、重要なリスクが、十分な根拠に基づく意思決定を支えるために必要なすべての属

性で捕捉されること、当該属性が正確に評価されることならびに当該リスクが成功裏に管理および軽減

されるために適時の情報提供がなされることを確保するよう、策定されている。

－　市場の状況や慣習の変化：市場の状況や慣習または顧客行動の変化から生じ、当行グループの損失リス

クを高めかねない、または評判を損ないかねない新たなリスクを検出するため、プロセスが定められて

いる。当行グループは、主要リスクと新興リスクのための枠組みを採用しており、これにより、現在の

リスクと将来的なリスクのすべてをカバーし、その実現を阻止しまたはこれらの影響を制限する措置を

適切と考える範囲で取ることを可能としている。

－　当行グループは、当行グループ事業のすべての部分を支えるITシステムおよび重要な業務（第三者が提

供するものを含む。）の信頼性および回復力への投資に引き続き取り組んでいる。当行グループは、当

行グループの顧客、関連会社およびカウンターパーティを保護し、評判上および規制上影響をもたらす

可能性のある業務の混乱を最小限に抑えるよう、かかる投資を行っている。これらの脅威を防御するた
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めのアプローチとして、当行グループは、データ損失を含む問題を適時に検出、管理、回復するための

事業および技術管理に投資している。

－　当行グループは、早期警戒指標、リスク選好の慎重かつ積極的なリスク管理、取締役会およびその他の

主要な利害関係者との定期的なコミュニケーションの確保等の手段を通じ、経営判断に用いられるデー

タの質および適時性に引き続き重点を置いている。

－　リスク管理の責任：３つの防衛線モデルの一環として、すべての従業員は、自己の役割の範囲内にある

リスクを特定し管理する責任を負う。かかるモデルは、管理責任ならびにリスク管理および統制環境に

対する責任を明確にするための活動基準のモデルである。３つの防衛線の詳細については、上記「第３

－３　事業等のリスク」を参照のこと。

－　取締役会は、内部告発者の懸念を把握して対応するための当行グループの方針および手続の実施監督を

監査委員会に委任し、内部告発者に関する秘密保持、保護および公正な取扱いの確保ならびに当該方針

の運用から生じる報告書の受領を行うとともに、独立調査のための取決めの実施を確保している。

－　戦略計画：HSBCグループの全体的な戦略の枠組みの範囲内で、グローバル事業部門、グローバル機能部

門および地域向けの戦略計画が作成されている。当行はまた、資金調達計画を作成し、採択している。

この計画は、当行が戦略の実行にあたって負担する意思があるリスクの種類と数量を表示しているリス

ク選好度の詳細な分析情報に基づくもので、重要な事業上の取組みおよびこれらの取組みから予想され

る財務的影響を提示している。

当行グループのリスク管理および内部統制の有効性は、取締役会、リスク委員会および監査委員会によって

定期的に検証されている。

2024年、当行は引き続き、オペレーショナル・レジリエンスならびに重大なリスクおよび新興リスクに重点

を置き、エンドツーエンド型リスクおよび統制評価プロセスの強化を進めた。リスク委員会（変革・オペ

レーショナルレジリエンス・テクノロジー委員会がこれを支援する。）および監査委員会は、経営幹部が引

き続き当行グループの統制の枠組みの運用を通じて特定した欠陥や弱点に対し必要な是正措置を確実に実行

するようにした。

 

財務報告に関する内部統制

当行は2002年サーベインス・オクスレー法第404条に準拠し2024年12月31日現在の財務報告に関する内部統制

の有効性を評価しなければならないため、リスク管理および内部統制システムの検証のためのトレッドウェ

イ委員会支援組織委員会（以下「COSO」という。）の2013年公表の枠組みの原則を採用して、サーベイン

ス・オクスレー法第404条の要件を充足している。

リスク管理および内部統制システムの快適性の実現のための主なメカニズムは、リスク管理の統制の有効性

評価ならびにリスク管理およびリスク・ガバナンスに係る様々なフォーラムの場を通じた問題の定期的な報

告を通じて達成されている。

財務報告に係るリスク管理および内部統制に関する主要な手続は、以下のとおりである。

－　企業レベルの統制（以下「ELC」という。）：ELCは、企業全体に広範な影響力を有する明確な一連の内

部統制であり、COSOの枠組みの原則に合致している。ELCには、当行の価値観および倫理観、効果的な

リスク管理の推進、取締役会および非執行委員会が行う包括的なガバナンス等、統制環境に関する統制

が含まれる。ELCの設計および運用上の有効性は、継続して毎年評価される。問題点が当行グループに

とって重大である場合には、監査委員会のほか、必要に応じて他の委員会およびフォーラムに対し通知

される。

－　プロセス・レベルでの取引統制：財務上の虚偽記載リスクを軽減するプロセス・レベルでの重要な統制

は、リスクに関する枠組みに従って特定、記録および監視される。これには、統制にまつわる問題（そ
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の是正を通じてアクション・プランの追跡が行われる。）の特定および評価が含まれる。リスク管理に

対する当行グループのアプローチの詳細については、上記「第３－３　事業等のリスク」を参照のこ

と。監査委員会は、エンドツーエンド型の業務プロセスの効果的な監視を改善するためにHSBCグループ

が行っている活動についての定期的な最新情報を継続的に受領しており、経営陣は、自動化技術の活用

等を通じて、主要な統制を強化する機会を引き続き特定している。

－　財務報告の統制：当行グループの財務報告プロセスは、会計方針書および報告書様式を用いることで統

制されており、各報告期間末の前に、当行グループ内の全報告主体に向けて報告要件に関する詳しい指

示およびガイダンスを発表することにより支えられている。各報告企業からの財務情報の提出は、子会

社およびグループ・レベルで責任を有する財務責任者による証明と、分析的なレビュー手続によって支

えられている。

－　外部報告フォーラムは、正確性および完全性について当行による財務報告の開示を検証する。開示の完

全性は、財務報告の厳格な分析的検証および適切な会計記録の維持を補佐する当行グループの財務機能

部門およびリスク管理機能部門内の構造およびプロセスにより下支えされている。

－　開示委員会：最高財務責任者を委員長とする開示委員会は、EUの市場阻害行為規制（以下「EU MAR」と

いう。）（2018年EU離脱法により英国の国内法の一部を構成しており、その後の改正を含め、以下「UK

MAR」という。）、英国の上場規則、目論見書規制規則ならびに英国金融行為規制機構の開示ガイダン

スおよび透明性規則、ニューヨーク証券取引所規則（Listed Company Manual）、米国証券法およびSEC

規則、ならびに当行の金融商品が上場している市場および取引所の上場規則および開示規則（その時々

に適用されるその他の要件を含む。）を含む関連法令に基づく義務を当行が遂行するよう支援する。か

かる支援において開示委員会は、新たな事象または状況を開示すべきかどうかを、かかる開示の形式お

よび時期を含め判断し、当行グループによる過去および将来の一定の重要な開示を検証する権限を有す

る。開示委員会は、最高財務責任者、最高リスク責任者、法律顧問、会社秘書役および確定利付投資家

向けIR責任者（HSBCホールディングス・ピーエルシー）を含む上級経営陣により構成されている。財務

報告および適切な会計記録の維持の厳密な分析の検証を支える財務、リスクおよびコンプライアンス分

野内の構造およびプロセスが開示の完全性を支えている。サーベインス・オクスレー法の要件にあると

おり、最高経営責任者および最高財務責任者は当行グループの開示統制および手続が2024年年次報告書

および財務書類の対象である当期末現在有効であることを認定した。当行グループの財務報告における

リスク管理および内部統制のシステムの有効性の年次検証は、COSOの2013年枠組みを参考に実施され

た。実施された検証に基づき、最高経営責任者および最高財務責任者は、2024年12月31日に終了した事

業年度について、財務報告における当行グループの内部統制は有効であったとの結論に達した。

－　子会社による証明：主要な重要子会社のそれぞれの監査委員会、リスク委員会および報酬委員会が、グ

ループ監査委員会およびグループ・リスク委員会に対しては毎年および半期ごとに、指名・報酬・ガバ

ナンス委員会に対しては毎年、証明書を交付し、特に、以下の事項について確認をする。

-監査-　　当該子会社の財務書類が当行グループの方針に準拠して作成され、当該子会社の財政状態を

公正に表示しており、かつ、継続事業の前提を基礎としてなされたか。

-リスク-　当該子会社のリスク委員会は、RMFと整合および合致する監督活動を行っているか。

-報酬-　　当該子会社の報酬委員会は、HSBCグループのグループ報酬方針の実施と運用を監督する義務

を履行しているか。

 

2024年中に取締役会は、通常業務に関する正式な取締役会会合を４回開催した。その他の議題として特に、

戦略、業績および財務成績、リスク、規制・法務に関する事項、人事、文化およびガバナンスについて審議
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された。加えて、取締役会は戦略および「ディープダイブ」型の検討のための会合３回が予定された。取締

役の出席状況については、以下のとおりである。

 

取締役 取締役会本会への出席率

スティーブン・オコナー 100%

コリン・ベル 100%

カヴィータ・マタニ 100%

パトリック・クラクソン 100%

ノーマ・ドーブ-エドウィン 75%

ジュリエット・エリス 100%

キャスリン・ガーニー 100%

ルイス・オドナルド 100%

大村由紀子 100%

アナベル・スプリング 100%

エリック・ストラッツ博士 100%

アンドリュー・ライト 100%

 

 

(２)【役員の状況】

①取締役およびシニア・エグゼクティブの主要略歴ならびにその各々による当行株式の保有数

本書提出日現在において、当行の取締役（各々の勤務地は、E14 5HQロンドン市カナダ・スクエア８)、各々

のHSBCグループに関連する職務およびHSBCグループにとって重要性をもつ各々の主要な外部活動(ある場合)

は以下のとおりである（男性６名、女性７名－女性の比率：54％）。

 

氏名 役職名 生年月日 主要略歴 任期*

所有株式

の種類

及び数
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スティーブン・

オコナー
取締役会議長 1961年12月

2018年５月に取締役に選任。

2018年８月より取締役会議長。

HSBCコンチネンタル・ヨーロッパ

（以下「HBCE」という。）の非執

行取締役および副会長およびHBCE

指名委員会委員。またクアンタイ

ル・グループ・リミテッドおよび

同社子会社であるクアンタイル・

テクノロジーズ・リミテッドの会

長。フィナンシャル・マーケッ

ツ・スタンダーズ・ボードの非執

行取締役も務める。ロンドンおい

てニューヨークにおける25年超の

投資銀行業務の経験を有する。

過去には、ロンドン証券取引所グ

ループの上級独立非執行取締役、

リスク委員会委員長ならびに監査

委員会および指名委員会委員、国

際スワップ・デリバティブズ協会

（ISDA）の理事長、モルガン・ス

タンレーのマネージング・ディレ

クターおよびフィクスト・インカ

ム業務管理委員会委員を歴任。

３年 ０

マイケル・ロバー

ツ

執行取締役兼最

高経営責任者
1960年11月

2025年１月に、当行の最高経営責

任者およびコーポレート・アン

ド・インスティテューショナル・

バンキングの最高経営責任者に選

任。また、HSBC Latin America

Holdings (UK) Limitedの議長も

務める。

それ以前は、2024年12月までHSBC

の米国および米州の最高経営責任

者を務めた。入社以前は、シティ

グループでの30年以上のキャリア

の中で様々な上級職を歴任し、直

近ではコーポレート・バンキング

およびキャピタル・マネジメント

部門のグローバル責任者および

チーフレンディングオフィサーを

務めた。

自動

更新

契約

０
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カヴィータ・

マタニ

執行取締役兼

最高財務責任者
1970年９月

2023年11月に取締役に選任。

当行およびコーポレート・アン

ド・インスティテューショナル・

バンキングの最高財務責任者。

金融業界25年以上の経験を有し、

銀行業に関する幅広い戦略的知識

を有する。シティグループから

HSBCに入社。シティグループで

は、直近では、シティ企業財務部

で資産負債管理責任者を務めてい

た。シティグループでは、グロー

バル法人向け・投資銀行業務部の

最高財務責任者、グローバル財務

計画・分析責任者、インベス

ター・リレーション部の取締役等

の要職を歴任。2006年のシティグ

ループ入社前は、メリルリンチお

よびモルガンスタンレーで重要な

役職に就いていた。プラグ・パウ

ダー・インクの非執行取締役でも

あり、多数のニューヨーク市所在

の慈善団体で活動している。

自動

更新

契約

０

パトリック・

クラクソン

独立非執行

取締役
1964年４月

2022年９月に取締役に選任。

過去には、バークレイズ・キャピ

タル（現バークレイズ・コーポ

レート・アンド・インベストメン

ト・バンクの最高経営責任者）最

高財務責任者、最高執行責任者お

よび最高経営責任者を務めた。ま

た、バークレイズ・キャピタルの

経営・変革・構造改革責任者や欧

州中東アフリカ地域の最高経営責

任者、最高執行責任者、最高財務

責任者およびリスク責任者等、

バークレイズでは幾つかの非執行

職を歴任した。1986年から1996年

にかけて、PwCロンドンの監査お

よび財務業務アドバイザリー・

チームに在籍していた。

３年 ０
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ノーマ・

ドーブ-エドウィ

ン

独立非執行

取締役
1966年２月

2021年10月に取締役に選任。

現在、ロールス・ロイス・ピーエ

ルシーの暫定グループ・チーフ・

デジタル＆インフォーメーション

オフィサーおよびポッド・ポイン

ト・グループ・ホールディング

ス・ピーエルシーの非執行取締役

であり、デジタル＆データ・スク

エアード・リミテッドの取締役も

務めている。

過去には、テムズ・ウォーターの

最高デジタル情報責任者、ナショ

ナル・グリッド・ピーエルシーの

ESO最高情報責任者、プレイシ

ズ・フォア・ピープルのグループ

最高データ情報責任者や、ブリ

ティッシュ・アメリカン・タバ

コ・ピーエルシーのグローバル・

データ・サービシズ責任者を含め

た数々の役職を歴任している。

３年 ０

ジュリエット・

エリス

独立非執行

取締役
1966年４月

2021年１月に取締役に選任。

過去には、モルガン・スタンレー

で欧州業務責任者兼グローバル共

有サービス・銀行業務責任者、お

よびその他の上級管理職を歴任し

た。2007年より前は、ゴールドマ

ン・サックス・インターナショナ

ルで上級職を務めていた。

３年 ０
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アン・ゴッドビー

ヒア

独立非執行

取締役
1955年４月

2025年１月に取締役に選任。

エイチエスビーシー・ホールディ

ングス・ピーエルシーの上級独立

非執行取締役、グループ監査委員

会委員グループ報酬委員会委員お

よび指名/コーポレート・ガバナ

ンス委員会委員を兼任している。

ステランティス・エヌブイの非執

行取締役および監査委員会委員長

の他、シェル・ピーエルシーの非

執行取締役および監査リスク委員

会委員長も務める。30年以上にわ

たる金融業界での豊富な経験を有

し、その職歴は、保険、リテー

ル、プライベート・バンキングお

よびウェルス・マネジメントに及

ぶ。

過去には、2003年から2007年まで

スイス・リーの最高財務責任者、

2008年から2009年まで国有化直後

のノーザン・ロック銀行の暫定最

高財務責任者を務めた。また、プ

ルデンシャルピーエルシー、ブリ

ティッシュ・アメリカン・タバ

コ・ピーエルシー、UBS AG、UBS

グループ AGの非執行取締役を務

め、リオ・ティント・ピーエル

シーおよびリオ・ティント・リミ

テッドの上級独立非執行取締役を

歴任した。

３年 ０
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キャスリン・

ガーニー

独立非執行

取締役
1968年９月

2023年３月に取締役に選任。

HSBCの国際ウェルス・アンド

・プレミア・バンキング業務担当

のゼネラル・カウンセルを務め

る。

それ以前は、2020年２月から2024

年までの期間、HSBCのグループ最

高経営責任者補佐を務めていた。

弁護士であり、法曹界および金融

界で20年超のキャリアを有する。

ロンドンのシティで事務弁護士の

訓練を受け実務を経験した。ロン

ドン以外に北京、香港、およびス

イスでの勤務経験がある。

１年 ０

ルイス・

オドナルド

独立非執行

取締役
1965年12月

2023年２月に取締役に選任。

現在、世界リスク管理専門家協会

(GARP)の理事会理事および市民相

談局の顧問を務める。また、2022

年には、リスク・アドバイザリー

業務を営むアーボアル・リスク・

アドバイザーズを設立し、現在も

共同創業者である。ドーチェス

ター・セーリング・クラブの理事

でもある。

過去には、野村ホールディングス

株式会社のグローバル最高リスク

責任者および執行役員会委員をは

じめ、野村の様々な子会社の取締

役を歴任。

３年 ０
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大村由紀子
独立非執行

取締役
1955年７月

2018年５月に取締役に選任。

プライベート・インフラストラク

チャー・ディベロプメント・グ

ループ・リミテッド（PIDG）の議

長を務める。また、アシュアド・

ギャランティ・リミテッドの非執

行取締役、西本ホールディングス

株式会社の監査等委員会委員およ

び重要鉱物基金の諮問委員会委員

を務めている。官民金融セクター

において40年超の国際的な専門職

経験を有しており、JPモルガン、

リーマン・ブラザーズ、UBSおよ

びドレスナー銀行の上級職を務め

ている。

また当行取締役会の消費者義務推

進担当として取締役会会長および

最高経営責任者を支え、消費者の

反応についての取締役レベルでの

定期的な意見交換を奨励してい

る。過去には、PIDGの子会社であ

るGuarantCo Limitedの会長、国

際農業開発基金の事務次官および

COO／副総裁ならびに世界銀行グ

ループの多数国間投資保証機関の

エグゼクティブ・バイス・プレジ

デントおよび長官（CEO）を歴

任。

３年 ０
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エリック・

ストラッツ博士

独立非執行

取締役
1964年12月

2016年10月に取締役に選任。

HBCE取締役およびHBCEリスク委員

会委員。このほか、グローバル・

ブルー・グループ・ホールディン

グ・アーゲーの取締役兼財務監査

委員会委員長ならびにルクセンブ

ルク・インベストメント・カンパ

ニー261エス・アー・エール・エ

ルの諮問委員会委員兼監査・リス

ク委員会委員長も務める。

過去には、パートナーズ・グルー

プ・ホールディング・アーゲーの

副会長、主席独立取締役およびリ

スク・監査委員会委員長、コメル

ツバンク・グループの最高財務責

任者、ボストン・コンサルティン

グ・グループのパートナー兼取締

役ならびにMediobanca Banca di

Credito Finanziario SpAの非執

行取締役を歴任。

３年 ０

アンドリュー・

ライト

独立非執行

取締役
1960年５月

2018年５月に取締役に選任。

これ以前は、2012年５月から2019

年６月までの間、英国皇太子およ

びコーンウォール公爵夫人担当の

出納役を務める。過去には、ユー

ビーエス・エイ・ジーの投資銀行

グローバル最高財務責任者、リー

マン・ブラザーズの欧州・中東地

域における最高財務責任者ならび

にドイツ銀行のプライベート・ク

ライアント部門およびアセット・

マネジメント部門の最高財務責任

者を歴任。

３年 ０
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ディアドレ・

ハニガン

独立非執行

取締役
1960年10月

2025年３月に取締役に選任。

HBCE取締役会の非執行取締役、

HBCE監査委員会委員長およびHBCE

リスク委員会の委員。また、

ニューアイルランド・アシュアラ

ンス・カンパニー・ピーエルシー

の独立非執行取締役および投資委

員会委員長を務め、ダブリンシ

ティ大学教育トラスト理事会議長

を務める。

2017年から2022年６月30日まで、

アライド・アイリッシュ・グルー

プ・ピーエルシー （以下「AIB」

という。）)のグループ最高リス

ク責任者および経営管理チームの

一員であった。２年間最高リスク

責任者を務めたナショナル・トレ

ジャリー・マネジメント・エー

ジェンシーより、AIBに入社し

た。過去には、GEキャピタルにて

多くの上級国際リスク管理職を経

験し、さらにアイルランド銀行の

戦略およびリスク管理を主とする

上級職を歴任した。それ以前は、

AIBとラボバンクのリテール・ア

ンド・コーポレート・バンキング

を務めた。　

ユニバーシティ・カレッジ・ダブ

リンの経営学修士号を取得。ま

た、公認会計士および経営者協会

のチャータード・ディレクターで

ある。

３年 ０

*　すべての取締役は、年次株主総会において選任または再任の対象となる。

 

②取締役の報酬

当行取締役の2024年の報酬の詳細は、会社法に従い、下記｢第６－１　財務書類－財務諸表注記｣の注記５｢従

業員報酬および給付－役員報酬｣で開示されている。

非執行取締役は、当行と役務提供契約を締結しておらず、任命書（レター・オブ・アポイントメント）に基

づき従事している。非執行取締役の任命書（レター・オブ・アポイントメント）においては、支払われるべ

き報酬または失職に係る支払いのほか、支払義務が生じることはない。

 

（３）【監査の状況】
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①監査役監査の状況

上記｢第５－３　（１）コーポレート・ガバナンスの概要－監査委員会｣を参照のこと。

 

②内部監査の状況

当行の内部監査は、当行の最終親会社であるHSBCホールディングス・ピーエルシーのレベルで実施される。

よって、以下の項では、HSBCホールディングス・ピーエルシーが運営する内部監査機能部門について記載さ

れている。

グローバル内部監査機能部門の主要な役割は、価値を創造し、守り、維持する組織の力を強化できるよう取

締役会および経営陣を支援することである。グローバル内部監査は、最も重要なリスク分野を優先的に、

HSBCグループのガバナンス、リスク管理および統制の枠組みならびにプロセスに係る設計と運用の有効性に

ついて独立的でリスクに基づく客観的な保証を与えることで、これを実行している。グローバル内部監査

が、HSBCグループのあらゆる部分に関する客観的な監査を提供する能力を有するためには、日常のライン・

マネジメントに係る責任からの独立性が不可欠である。グローバル内部監査は、監査に係る選定、範囲、手

続、頻度、時期または内部監査報告書の内容に関する事項を含め、組織内のどの要素からも干渉を受けるこ

とはない。HSBCグループの内部監査責任者は、GACの委員長に対して報告を行っており、両者の間で頻繁にか

つ定期的に会合を開いている。さらに、2024年にはグローバル内部監査上級経営陣およびGACのメンバーとの

間で、監査分野ならびにグローバル内部監査が特定した既存および新興リスクの知識および認識向上を目的

とした交流が、引き続き強化された。グローバル内部監査は、内部監査人協会の必須のガイダンスを遵守し

ている。

過年度と同様に、2025年の監査計画プロセスには、HSBCグループを代表する監査組織全体の統制環境に内在

するリスクおよび強度の評価が含まれる。かかる評価の結果は、特定されたテーマが年次計画において確実

に対処されるよう、リスク分類ごとにリスク・テーマのトップダウン分析と組み合わされる。監査は、手続

と統制、リスク管理の枠組み、重大な変化に対する取組みについての業務監査および機能監査ならびに規制

当局による監査、調査および特別検証を合わせることによって達成される。規制に焦点を置いた業務の継続

的な重要性にくわえ、引き続き2025年の監査対象のリスクに係る主要なテーマ分類となるのは、戦略、ガバ

ナンスおよび企業文化、金融犯罪、行動およびコンプライアンス、財務上の回復力ならびにオペレーショナ

ル・レジリエンスであった。主要なリスクに係るテーマに関する四半期ごとの継続監視評価がテーマ別報告

および計画のアップデートの基盤となり、最終的には2026年の計画手続を推進することになる。

グローバル内部監査は、HSBCグループの再編を反映させるために監査対象領域およびリスク評価を更新し
た。その結果、2025年年次監査計画には監査が追加され、HSBCグループの再編から生じるリスクを反映させ
るべく焦点が定め直された。HSBCグループの再編の他に、2025年のグローバル内部監査の新規の対象分野ま
たは強化された対象分野として、HSBCグループの戦略、規制の変更を含む重要な変化への取組み、重要な規
制上の義務、コンプライアンス、マネーロンダリング防止及び制裁違反、行動ならびに内部および外部の不
正行為、信用リスク管理、財務予測、規制報告、企業規模のリスク管理、オペレーショナル・レジリエン
ス、財務報告評議会コーポレート・ガバナンス部会への重要な統制に関する報告、モデル・リスク管理、
データ管理、テクノロジー・レジリエンスおよびサイバー・セキュリティ、インシデントおよびエスカレー
ション管理が挙げられる。さらに、グローバル内部監査は、行動にHSBCのパーパス、アンビション、戦略お
よびバリューが反映されている程度を評価するための企業文化監査のプログラムを継続する。年次監査計画
および重要な計画のアップデートは、HSBCグループの構造およびリスク・プロファイルにおける変化に対応
するよう行われ、GACの承認を受けている。

監査業務の結果は、HSBCグループ全体のガバナンス、リスク管理および統制の枠組みならびにプロセスの評

価とともに、適宜、GAC、グループ・リスク委員会ならびに各地域の監査およびリスク委員会に報告される。

かかる報告では、監査業務および継続的な監視の結果を通じて特定された重要なテーマに重点が置かれる。

これには事業および規制上の動向ならびに新興リスクおよび潜在リスクに関する独立した見解とともに、監

査対象および年次監査計画の必須の変更点の詳細が含まれる。GACへの定期的な内部監査報告、内部監査グ

ループ責任者とのプライベートセッション、グローバル・プロフェッショナル・プラクティスの年次評価お

よび四半期ごとの品質保証アップデートに基づき、GACは、グローバル内部監査機能の有効性およびその資源

の適切性に満足している。2024年12月、グローバル内部監査の外部品質評価審査がGACに報告されたが、GAC

はこれにより、グローバル内部監査は、HSBCグループ全体で高く評価されている独立した保証の提供者であ
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り、内部監査人協会（IIA）の基準および倫理規範を含む2017年国際専門職的実施の国際フレームワーク（以

下「IPPF」という。）におおむね合致していると結論づけた。「おおむね合致している」とは、達成可能な

最高の格付であり、その機能があらゆる重要な側面においてIIA基準の要件に合致していることを意味する。

また、グローバル内部監査は、国際公認投資アナリスト（CIIA）の金融サービスにおける内部監査に関する

行動規範の要求事項もおおむね満たしている。

経営幹部は、グローバル内部監査によって提起された事項の対処について責任を負うが、かかる対処は適切

かつ合意された期限内に行わなければならない。この確認は、リスクに基づいて問題解決について検証する

グローバル内部監査に提供されなければならない。

グローバル内部監査は、HSBCグループの外部監査人であるPwCと緊密に連携している。外部監査人は、グロー

バル内部監査の業務および結果について報告を受け、すべての内部監査報告書とその裏付けとなる記録を自

由に入手できる。

 

③会計監査の状況

(ⅰ)監査人に係る事項

プライスウォーターハウスクーパース・エルエルピー（以下「PwC」という。）が当行の外部監査人を務め

る。PwCは、その任を継続する意思を示し、取締役会は、PwCが当行の監査人として再任されることを推奨し

た。PwCを当行の監査人として再任し、その報酬を決定する権限を監査委員会に付与する議案が、年次株主総

会に付議され、可決された。

監査人の名称

プライスウォーターハウスクーパース・エルエルピー

継続監査期間

2015年３月31日より

業務を執行した公認会計士の氏名

ローレンス・ウィルキンソン

監査業務に係る補助者の構成

監査チームは、慣習上妥当な補助者の構成を有している。

(ⅱ)監査人の選定理由

2013年８月２日に、当行の最終親会社であるHSBCホールディングス・ピーエルシーは、2015年12月31日に終

了する事業年度の監査人として、PwCを選定する予定であることを発表し、当該発表後、競争入札プロセスが

実施された。これに従い、HSBCホールディングス・ピーエルシーがPwCを2015年１月１日付で選任した後、当

行の監査人も2015年３月31日に変更された。PwCは、引き続きその職務を継続する意思があることを表明して

おり、取締役会は、PwCを当行の監査人として再任することを推奨している。PwCを当行の監査人として再任

すること、および監査委員会に報酬額を決定する権限を与えることを提案する決議案が、次回の年次株主総

会に提出される。

(ⅲ)監査人の選定方針

GACは、HSBCグループの外部監査人であるPwCとの関係性を監視する一義的な責任を有している。

PwCは、特定の財務報告上の判断、サステナビリティに関する報告および全体的な統制環境について、経営陣

に対し妥協のない説明を求め、GACに対し健全な独立性を持った助言を提供して、10回目の監査を完了した。

上級監査パートナーは、PwCの独立性を維持することを目的とした2024年度の監査パートナーの定期的ロー

テーションの一環として同職に就任したマシュー・ファルコナーが務めている。GACでは、年次監査に係る外

部監査人の方針および戦略を検討し、統制環境の監督を含む監査に関する最新情報を受領した。
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GACは、財務報告評議会の監査委員会および外部監査に関する最低基準のすべての要件を検討し、2024年中、

関連する場合にはすべての要件が遵守されていたと結論づけた。

GACは、重要性、リスク評価および監査の範囲を含めたPwCの外部監査手法を検討した。PwCは監査の質および

有効性を向上させるために取り入れたその手法の変更点を強調した。PwCの計画は、標準化、一元化および技

術の利用を通じて、PwCおよびGACが監査の質に重点を置くことを支援するものである。

2022年に実施された監査の入札プロセスの一環として行われた取組みのうち、とりわけHSBCの監査へのデジ

タル・ソリューションの利用拡大計画に関連する取組みを実施した後で、PwCはGACに対して、HSBCグループ

の会計監査の一環としてデジタル監査ツールをどのように活用しているかを実証した。PwCは引き続き、HSBC

グループの法定監査の効率性、堅牢性および質を向上させるため、さらなるテクノロジー活用の機会を模索

する。

外部監査プロセスの有効性

GACは、PwCのHSBCグループの外部監査人としての有効性を、全体的な監査プロセス、その有効性およびアウ

トプットの質に重点を置いたアンケート調査を用いて評価した。

さらに、GAC委員長、一定の主要子会社の監査委員会委員長およびグループ執行委員会構成員は上級監査パー

トナーと会合し、アンケート調査の結果について話し合い、PwCの監査チームとのやり取りについての詳細な

フィードバックを提供した。

審査を通じて確認された主な強みは、独立した立場からの妥協のない説明の要求、監査チームについての知

識、HSBCグループの事業および関連リスクに対する十分な理解であり、これらは監査の過程を通じて示され

た。また審査では、経営陣とのコミュニケーションおよび調整に関する事項や計画の立案等、改善すべき点

もいくつか指摘された。

GACは、監査の質の指数全体にわたるパフォーマンスについて、PwCおよび経営陣から定期的に最新情報を受

け取っているが、これにより進行中および新たな問題がより広く可視化される。

当期中に、外部監査人の従業員または前従業員の雇用に関する方針への違反はなかった。主席監査パート

ナーは、当期を通じ、GACの全会合に出席した。また、GACの委員長は、一年を通じて、上級監査パートナー

およびそのチームと定期的に連絡を取り合う。

当期中、GACは、PwCの中国事務所に対する罰金および６ヶ月間の業務停止処分が、PwC英国のHSBCグループの

監査人としての業務履行能力に与える影響について検討した。GACは、PwCのグローバル・リーダーシップ・

チームから、制裁に至った問題がHSBCグループに影響を及ぼすことはなく、PwCが再発防止に向けて適切な措

置を講じているとの保証を得た。GACは、2025年３月中に予定されている業務停止処分の解除が行われるまで

監視を続ける。

独立性および客観性

GACはまた、自ら特定しまたはPwCにより報告された、独立性に対する潜在的な脅威を評価した。GACは、受け

た報告に基づきPwCは独立性を有すると判断し、PwCは、職業倫理規範ならびに適用可能な規則および規制に

従い、2024年度に係るその独立性に関する確認書をGACに対して提出した。

GACは、自らが財務諸表について、大企業市場調査のための法定監査業務(競争入札プロセスの強制使用及び

監査委員会の責任)に関する2014年令の規定を遵守していることを確認している。

GACによるPwCの監査人としての再任推奨後、HSBCホールディングス・ピーエルシーの2024年年次株主総会に

おいて株主は関連法案を可決した。同時に、株主は、2024年12月31日に終了した事業年度のPwCの監査報酬を

決定する権限をGACに付与し、監査報酬は2024年７月のGACの会議で承認された。

 

(ⅳ)監査報酬の内容等

下記｢第６－１　財務書類－財務諸表注記｣の注記６｢監査人報酬｣を参照のこと。
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（４）【役員の報酬等】

該当なし。

 

（５）【株式の保有状況】

該当なし。
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第６【経理の状況】

 

a.　本書に財務書類として記載のエイチエスビーシー・バンク・ピーエルシーおよびその子会社(当行グルー

プ)の邦文の財務諸表(邦文の財務諸表)は、本書記載の2024年12月31日に終了した事業年度の原文の財務

諸表(原文の財務諸表)を翻訳したものである。本書記載の原文の財務諸表は、当行グループの連結財務

諸表およびエイチエスビーシー・バンク・ピーエルシー(当行)の個別財務諸表で構成されている。当行

グループの連結財務諸表および当行の個別財務諸表は、英国で採用されている国際会計基準および 2006

年会社法の要件に準拠しており、また欧州連合で適用される規則（EC）No 1606/2002 に従って採用され

た国際財務報告基準も適用している。これらの財務諸表は、IASBが公表した国際財務報告基準（IFRS解

釈指針委員会が公表した解釈指針を含む。）にも準拠して作成されているが、これは英国が採用した

IFRS会計基準、EUが採用したIFRS会計基準およびIASBが公表したIFRS会計基準との間に、当行グループ

への適用期間について適用される差異がないためである。2024年12月31日に終了する年度に適用され、

これらの連結財務諸表および個別財務諸表に影響を与える未承認の基準はなかった。当行は、グループ

財務諸表とともに親会社の財務諸表を公表するにあたり、2006年会社法第408（3）条の免除規定を利用

し、これらの財務諸表の一部を構成する個別損益計算書および関連する注記を表示していない。当行グ

ループの財務諸表の日本における開示については、｢財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規

則｣(昭和38年大蔵省令第59号)第328条第１項の規定が適用されている。

　　なお、英国と日本との会計処理の原則および手続ならびに表示方法の相違点については、｢４ 英国（英

国が採用しているIFRS）と日本との会計原則および会計慣行の相違｣に記載されている。

 

b.　原文の財務諸表は、英国における独立監査人であるプライスウォーターハウスクーパース　エルエル

ピーの監査を受けており、2025年２月18日付の監査報告書の原文および訳文は本書に掲載されている。

 

プライスウォーターハウスクーパース　エルエルピーは外国監査法人等(公認会計士法(昭和23年法律第

103号)第１条の３第７項に規定される外国監査法人等をいう。) であり、本有価証券報告書に金融商品

取引法第193条の２第１項第１号に規定される監査証明に相当すると認められる証明に係る独立監査人の

監査報告書を添付している。

 

c.　邦文の財務諸表には、原文の財務諸表中のポンド表示の金額のうち主要なものについて円換算額が併記

されている。日本円への換算には、2025年３月７日現在の株式会社三菱UFJ銀行の対顧客電信直物売買相

場の仲値、１ポンド＝190. 79円の為替レートが使用されている。日本円に換算された金額は、百万円単

位で四捨五入されているため、合計欄の数値は必ずしも総数と一致しない。なお、円表示額は単に便宜

上の表示のためだけのものであり、ポンドの金額が上記のレートで円と交換できるか、交換できたとい

うことを意味するものではない。

 

d.　日本円への換算および｢２ 主な資産・負債及び収支の内容｣から｢４ 英国と日本との会計原則および会計

慣行の相違｣までの事項は原文の財務諸表には記載されておらず、当該事項における原文の財務諸表への

参照事項を除き、上記b.の監査の対象になっていない。
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１【財務書類】

① 連結損益計算書

 

   12月31日に終了した事業年度

   2024年  2023年  2022年

 
注

記
＊

 百万ポン

ド
 百万円  

百万ポン

ド
 百万円  

百万ポン

ド
 百万円

正味受取利息   985  187,928  2,151  410,389  1,904  363,264

－受取利息
1,2   19,414  3,703,997  17,782  3,392,628  6,535  1,246,813

－支払利息
3   (18,429)  (3,516,069)  (15,631)  (2,982,238)  (4,631)  (883,548)

正味受取手数料 2  1,275  243,257  1,229  234,481  1,295  247,073

－受取手数料   2,758  526,199  2,594  494,909  2,593  494,718

－支払手数料   (1,483)  (282,942)  (1,365)  (260,428)  (1,298)  (247,645)

トレーディング目

的で保有または

公正価値ベース

で管理する金融

商品からの純収

益

3

 

4,726  901,674  3,395  647,732  2,875  548,521

損益を通じて公正

価値で測定する

保険事業の資産

および負債（関

連デリバティブ

を含む）からの

純収益／（費

用）

3

 

857  163,507  1,168  222,843  (1,370)  (261,382)

長期負債および関

連デリバティブ

の公正価値の変

動

 

 

2  382  (63)  (12,020)  102  19,461

強制的に損益を通

じて公正価値で

測定するその他

の金融商品の公

正価値の変動

 

 

413  78,796  284  54,184  143  27,283

金融投資による純

収益／（損失）
 
 

22  4,197  (84)  (16,026)  (60)  (11,447)

売却目的保有資産

について認識さ

れた（損失）／

利益4

 

 

(100)  (19,079)  296  56,474  (1,947)  (371,468)

保険金融（費

用）／収益
4
 

(984)  (187,737)  (1,184)  (225,895)  1,106  211,014

保険サービス損益 4  171  32,625  124  23,658  121  23,086

－保険収益   398  75,934  379  72,309  361  68,875
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－保険サービス費

用
 
 

(227)  (43,309)  (255)  (48,651)  (240)  (45,790)

その他営業収益   106  20,224  190  36,250  135  25,757

正味営業収益

（予想信用損失

およびその他の

信用減損費用の

変動考慮前）
5

 

 

7,473  1,425,774  7,506  1,432,070  4,304  821,160

予想信用損失およ

びその他の信用

減損費用の変動

 

 

(163)  (31,099)  (169)  (32,244)  (222)  (42,355)
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正味営業収益   7,310  1,394,675  7,337  1,399,826  4,082  778,805

営業費用合計   -5,260  (1,003,555)  (5,142)  (981,042)  (5,251)  (1,001,838)

－従業員報酬および

給付
5
 

-1,672  (319,001)  (1,706)  (325,488)  (1,698)  (323,961)

－一般管理費   -3,440  (656,318)  (3,375)  (643,916)  (3,425)  (653,456)

－有形固定資産およ

び使用権資産の減

価償却および減損

 

 

-71  (13,546)  (45)  (8,586)  (103)  (19,651)

－無形資産の償却お

よび減損
 
 

-77  (14,691)  (16)  (3,053)  (25)  (4,770)

営業利益／（損失）   2,050  391,120  2,195  418,784  (1,169)  (223,034)

関連会社およびジョ

イント・ベン

チャーにおける利

益／（損失）持分

17

 

18  3,434  (43)  (8,204)  (30)  (5,724)

税引前当期純利益／

（損失）
 
 

2,068  394,554  2,152  410,580  (1,199)  (228,757)

法人税（費用）／控

除
7

 
-785  (149,770)  (427)  (81,467)  646  123,250

当期純利益／（損

失）
 

 
1,283  244,784  1,725  329,113  (553)  (105,507)

親会社に帰属する当

期純利益／（損

失）

 

 

1,253  239,060  1,703  324,915  (563)  (107,415)

非支配持分に帰属す

る当期純利益
 
 

30  5,724  22  4,197  10  1,908

 

＊本財務諸表注記については、126ページ（訳注：ページは原文のページ数である）を参照のこと。

1 受取利息には、償却原価で測定する金融資産について認識された利息17,467百万ポンド（2023年：16,484百万ポン

ド、2022年：5,512百万ポンド）、金融負債について認識された負の利息９百万ポンド（2023年：42百万ポンド、

2022年：422百万ポンド）、およびその他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産について認識された利息

1,944百万ポンド（2023年：1,256百万ポンド、2022年：601百万ポンド）が含まれている。これには、減損金融資産

について認識された利息97百万ポンド（2023年：117百万ポンド、2022年：59百万ポンド）が含まれている。

2 実効金利法を用いて計算された利息収益は、償却原価またはその他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資

産について認識された利息で構成されている。

3 支払利息には、トレーディング目的で保有する、または公正価値評価の指定を受けた、もしくは強制的に公正価値

で測定する金融負債に係る利息を除く、金融負債に係る利息17,195百万ポンド（2023年：14,226百万ポンド、2022

年：3,740百万ポンド）が含まれている。

4 フランスのリテール・バンキング事業の売却に関して、当行グループは当該事業を売却目的保有に当初分類する際

に2022年第３四半期に減損損失1.7十億ポンドを認識した。2023年第１四半期に、売却の確実性が低くなったため、

減損損失1.7十億ポンドを戻し入れた。その後、2023年第４四半期に当該事業を売却目的に再分類するにあたり、減

損損失1.5十億ポンドを認識した。

5 正味営業収益（予想信用損失およびその他の信用減損費用の変動考慮前）は、収益とも言及される。
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② 連結包括利益計算書

 

  12月31日に終了した事業年度

  2024年  2023年  2022年

 
 百万ポン

ド
 

百万円
 百万ポン

ド
 

百万円  
百万ポン
ド

 百万円

当期純利益／（損失）  1,283  244,784  1,725  329,113  (553)  (105,507)

その他の包括利益／(損失)             

特定の条件下で損益計算書
にその後再分類される項
目:

 
  　    　    　

その他の包括利益を通じて
公正価値で測定する負債
性金融商品

 
144  27,474  439  83,757  (1,886)  (359,830)

－公正価値に係る利益／
（損失）

 
197  37,586  495  94,441  (2,631)  (501,968)

－処分時に損益計算書に
振り替えられる公正価
値に係る（利益）／損
失

 

(28)  (5,342)  93  17,743  59  11,257

－損益計算書に認識する
予想信用損失／（損失
回収額）

 
1  191  (2)  (382)  6  1,145

－法人税  (26)  (4,961)  (147)  (28,046)  680  129,737

キャッシュ・フロー・ヘッ
ジ

 103  19,651  663  126,494  (943)  (179,915)

－公正価値に係る（損
失）／利益

 
(396)  (75,553)  614  117,145  (1,418)  (270,540)

－損益計算書へ再分類さ
れた

公正価値に係る損失

 
538  102,645  301  57,428  127  24,230

－法人税  (39)  (7,441)  (252)  (48,079)  348  66,395

保険契約による金融（費
用）／収益

 (108)  (20,605)  (298)  (56,855)  1,408  268,632

－法人税引前  (146)  (27,855)  (402)  (76,698)  1,898  362,119

－法人税  38  7,250  104  19,842  (490)  (93,487)

換算差額  (491)  (93,678)  (302)  (57,619)  672  128,211

損益計算書にその後再分類
されない項目:

            

確定給付資産／負債の再測
定

 (2)  (382)  (2)  (382)  38  7,250

－法人税引前  (6)  (1,145)  (20)  (3,816)  56  10,684

－法人税  4  763  18  3,434  (18)  (3,434)

その他の包括利益を通じた
公正価値評価の指定を受
けた資本性金融商品

 
(2)  (382)  (1)  (191)  -  -

－公正価値に係る利益／
（損失）

 
13  2,480  (1)  (191)  -  -

－法人税  (15)  (2,862)  -  -  -  -

当初認識時に公正価値評
価の指定を受けた金融負
債の自己信用リスクの変
化に起因する公正価値の
変動

 

(40)  (7,632)  (132)  (25,184)  329  62,770

－公正価値に係る（損
失）／利益

 
(55)  (10,493)  (179)  (34,151)  462  88,145

－法人税  15  2,862  47  8,967  (133)  (25,375)

当期その他の包括（損
失）／利益（税引後）

 (396)  (75,553)  367  70,020  (382)  (72,882)

当期包括利益／（損失）合
計

 887  169,231  2,092  399,133  (935)  (178,389)
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以下に帰属するもの：             

－親会社株主  863  164,652  2,070  394,935  (947)  (180,678)

－非支配持分  24  4,579  22  4,197  12  2,289
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③ 連結貸借対照表

 

  2024年12月31日現在  2023年12月31日現在

 注記
＊ 百万ポンド  百万円  百万ポンド  百万円

資産         

現金および中央銀行預け金  119,184  22,739,115  110,618  21,104,808

トレーディング資産 10 116,042  22,139,653  100,696  19,211,790

公正価値評価の指定を受け
た、または強制的に損益を
通じて公正価値で測定する
金融資産

13 9,417  1,796,669  19,068  3,637,984

デリバティブ 14 198,172  37,809,236  174,116  33,219,592

銀行に対する貸付金  14,521  2,770,462  14,371  2,741,843

顧客に対する貸付金  82,666  15,771,846  75,491  14,402,928

売戻契約－非トレーディング
目的

 53,612  10,228,633  73,494  14,021,920

金融投資 15 52,216  9,962,291  46,368  8,846,551

売却目的保有資産
1 34 21,606  4,122,209  20,368  3,886,011

前払金、未収収益およびその

他資産
2 21 56,950  10,865,491  65,749  12,544,252

当期税金資産  1,043  198,994  485  92,533

関連会社およびジョイント・
ベンチャーにおける持分

17 703  134,125  665  126,875

のれんおよび無形資産 20 303  57,809  203  38,730

繰延税金資産 7 895  170,757  1,278  243,830

資産合計  727,330  138,767,291  702,970  134,119,646

負債および資本         

負債         

銀行からの預金  26,515  5,058,797  22,943  4,377,295

顧客からの預金  242,303  46,228,989  222,941  42,534,913

買戻契約－非トレーディング
目的

 40,384  7,704,863  53,416  10,191,239

トレーディング負債 22 42,633  8,133,950  42,276  8,065,838

公正価値評価の指定を受けた
金融負債

23 37,443  7,143,750  32,545  6,209,261

デリバティブ 14 197,082  37,601,275  171,474  32,715,524

発行済負債証券  19,461  3,712,964  13,443  2,564,790

売却目的で保有する処分グ

ループの負債
1 34 23,110  4,409,157  20,684  3,946,300

未払費用、繰延収益およびそ

の他負債
2 24 50,484  9,631,842  62,560  11,935,822

当期未払税金  250  47,698  272  51,895

保険契約負債 4 3,424  653,265  20,595  3,929,320

引当金 25 275  52,467  390  74,408

繰延税金負債 7 5  954  6  1,145

劣後債務 26 16,908  3,225,877  14,920  2,846,587

負債合計  700,277  133,605,849  678,465  129,444,337

資本         

株主資本合計  26,895  5,131,297  24,359  4,647,454

－払込済株式資本 29 797  152,060  797  152,060
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－資本剰余金勘定 29 3,582  683,410  1,004  191,553

－その他資本性金融商品 29 3,921  748,088  3,930  749,805

－利益剰余金  25,040  4,777,382  24,724  4,717,092

－その他準備金  (6,445)  (1,229,642)  (6,096)  (1,163,056)

非支配持分  158  30,145  146  27,855

資本合計  27,053  5,161,442  24,505  4,675,309

負債および資本合計  727,330  138,767,291  702,970  134,119,646

1 当行グループのより広範な欧州事業再編の一部として売却目的保有に分類された事業が含まれている。193ページ

（訳注：ページは原文のページ数である）の注記34「売却目的保有資産および売却目的で保有する処分グループの負

債」を参照のこと。

2 2023年において、「他行から回収中の項目」（2,114百万ポンド）は貸借対照表上に表示されていたが、現在は2024

年の年次報告書および財務諸表において「前払金、未収収益およびその他資産」に報告されている。同様に、「他行

へ送金中の項目」（2,116百万ポンド）は、現在「未払費用、繰延収益およびその他負債」に表示されている。

＊本財務諸表注記については、126ページ（訳注：ページは原文のページ数である）を参照のこと。

 

126ページから195ページの添付の注記および21ページから104ページ（訳注：ページは原文のページ数である。）の

「取締役報告書」の監査済セクションは、これらの財務諸表の不可欠な一部を構成するものである。

 

本財務諸表は、2025年２月18日に取締役会により承認され、以下の人物が代表して署名した。

 

カヴィタ・マタニ、取締役
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④ 連結株主資本変動計算書

 
 12月31日に終了した事業年度

       その他準備金       

 

払込済

株式資本

および資

本剰余金  

その他

資本性

金融商品  

利益

剰余金  

FVOCIで

測定する

金融資産

準備金  

キャッ

シュ・

フロー・

ヘッジ

準備金  

為替

準備金  

グループ

再編準備

金

(「GRR」)

5  

保険金融

準備金
1

 

株主資本

合計  

非支配

持分  

資本

合計

 百万ポンド

2024年１月１日現在 1,801  3,930  24,724  (868) (330) 2,178  (7,692) 616  24,359  146  24,505

当期純利益 －  －  1,253  －  －  －  －  －  1,253  30  1,283

その他の包括（損

失）／利益（税引

後）

－  －  (40) 176  103  (493) －  (136)

 

(390)  (6)  (396)

－その他の包括利益を

通じて公正価値で測

定する負債性金融商

品　

－  －  －  143  －  －  －  －

 

143  1  144

－その他の包括利益を

通じた公正価値評価

の指定を受けた資本

性金融商品

－  －  －  (2) －  －  －  －

 

(2) －  (2)

－キャッシュ・フ

ロー・ヘッジ
－  －  －  －  103  －  －  －

 
103  －  103

－確定給付資産／負債

の再測定
－  －  (2) －  －  －  －  －

 
(2) －  (2)

－公正価値評価の指定

を受けた金融負債の

自己信用リスクの変

化に起因する公正価

値の変動
2

－  －  (40) －  －  －  －  －

 

(40) －  (40)

－在外営業活動体の処

分時に損益計算書に

振り替えられた為替

換算差額

－  －  －  －  －  49  －  －

 

49  －  49

－その他の包括利益に

認識された保険金融

費用

－  －  －  －  －  －  －  (108)

 

(108) －  (108)

－換算差額 －  －  2  35  －  (542) －  (28) (533) (7) (540)

当期包括利益／（損

失）合計
－  －  1,213  176  103  (493) －  (136)

 
863  24  887

当期における資本証券

発行額
4 2,578  204  －  －  －  －  －  －

 
2,782  －  2,782

有価証券の償還 －  (213) －  －  －  －  －  －  (213) －  (213)

親会社への配当金支払

額
3

－  －  (535) －  －  －  －  －
 

(535) (11) (546)

持分決済型の株式報酬

の正味影響額
－  －  (6) －  －  －  －  －

 
(6) －  (6)

企業結合における変更

およびその他の変動

額
6

－  －  (356) －  －  1  －  －

 

(355) (1) (356)

2024年12月31日現在 4,379  3,921  25,040  (692) (227) 1,686  (7,692) 480  26,895  158  27,053

EDINET提出書類

エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシー(E22630)

有価証券報告書
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 12月31日に終了した事業年度

       その他準備金       

 

払込済

株式資本お

よび資本剰

余金  

その他

資本性

金融商品  

利益

剰余金  

FVOCIで

測定する金

融資産準備

金  

キャッ

シュ・

フロー・

ヘッジ

準備金  

為替

準備金  

グループ再編

準備金

(「GRR」)
5
 

保険金融

準備金
1

 

株主資本

合計  

非支配

持分  

資本

合計

 百万円

2024年１月１日現

在
343,613  749,805  4,717,092  (165,606)  (62,961)  415,541  (1,467,557)  117,527  4,647,454  27,855  4,675,309

当期純利益 －  －  239,060  －  －  －  －  －  239,060  5,724  244,784

その他の包括（損

失）／利益（税

引後）

－  －  (7,632)  33,579  19,651  (94,059)  －  (25,947)  (74,408)  (1,145)  (75,553)

－その他の包括利

益を通じて公正

価値で測定する

負債性金融商

品　

－  －  －  27,283  －  －  －  －  27,283  191  27,474

－その他の包括利

益を通じた公正

価値評価の指定

を受けた資本性

金融商品

－  －  －  (382)  －  －  －  －  (382)  －  (382)

－キャッシュ・フ

ロー・ヘッジ
－  －  －  －  19,651  －  －  －  19,651  －  19,651

－確定給付資産／

負債の再測定
－  －  (382)  －  －  －  －  －  (382)  －  (382)

－公正価値評価の

指定を受けた金

融負債の自己信

用リスクの変化

に起因する公正

価値の変動
2

－  －  (7,632)  －  －  －  －  －  (7,632)  －  (7,632)

－在外営業活動体

の処分時に損益

計算書に振り替

えられた為替換

算差額

－  －  － －  －  9,349  －  －  9,349  －  9,349

－その他の包括利

益に認識された

保険金融費用

－  －  －  －  －  －  －  (20,605)  (20,605)  －  (20,605)

－換算差額 －  －  382  6,678  － (103,408)  －  (5,342)  (101,691)  (1,336)  (103,027)

当期包括利益／

（損失）合計
－  －  231,428  33,579  19,651  (94,059)  －  (25,947)  164,652  4,579  169,231

当期における資本

証券発行額
4

491,857  38,921  －  －  －  －  －  －  530,778  －  530,778

有価証券の償還 －  (40,638)  －  －  －  －  －  －  (40,638)  －  (40,638)

親会社への配当金

支払額
3

－  －  (102,073)  －  －  －  －  －  (102,073)  (2,099)  (104,171)

持分決済型の株式

報酬の正味影響

額

－  －  (1,145)  －  －  －  －  －  (1,145)  －  (1,145)

企業結合における

変更およびその

他の変動額
6

－  －  (67,921)  － － 191  －  －  (67,730)  (191)  (67,921)

2024年12月31日現

在
835,469  748,088  4,777,382  (132,027)  (43,309)  321,672  (1,467,557)  91,579  5,131,297  30,145  5,161,442

 

EDINET提出書類

エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシー(E22630)

有価証券報告書

202/473



 
 12月31日に終了した事業年度

       その他準備金       

 

払込済

株式資本

および資

本剰余金  

その他

資本性

金融商品  

利益

剰余金  

FVOCIで

測定する

金融資産

準備金  

キャッ

シュ・

フロー・

ヘッジ

準備金  

為替

準備金  

グループ

再編準備

金

(「GRR」)

5  

保険金融

準備金
1

 

株主資本

合計  

非支配

持分  

資本

合計

 百万ポンド

2023年１月１日現在 1,217  3,930  24,368  (278) (950) 1,613  (7,692) 894  23,102  131  23,233

当期純利益 －  －  1,703  －  －  －  －  －  1,703  22  1,725

その他の包括利益／

（損失）（税引後）
－  －  (134) 422  661  (294) －  (288)

 
367  －  367

－その他の包括利益を

通じて公正価値で

測定する負債性金

融商品　

－  －  －  437  －  －  －  －

 

437  2  439

－その他の包括利益を

通じた公正価値評

価の指定を受けた

資本性金融商品

－  －  －  (1) －  －  －  －

 

(1) －  (1)

－キャッシュ・フ

ロー・ヘッジ
－  －  －  －  663  －  －  －

 
663  －  663

－確定給付資産／負債

の再測定
－  －  (2) －  －  －  －  －

 
(2) －  (2)

－公正価値評価の指定

を受けた金融負債

の自己信用リスク

の変化に起因する

公正価値の変動
2

－  －  (132) －  －  －  －  －

 

(132) －  (132)

－その他の包括利益に

認識された保険金

融費用

－  －  －  －  －  －  －  (298)

 

(298) －  (298)

－換算差額 －  －  －  (14) (2) (294) －  10  (300) (2) (302)

当期包括利益／（損

失）合計
－  －  1,569  422  661  (294) －  (288)

 
2,070  22  2,092

当期における資本証券

発行額
584  －  －  －  －  －  －  －

 
584  －  584

親会社への配当金支払

額
3

－  －  (961) －  －  －  －  －
 

(961) (7) (968)

持分決済型の株式報酬

の正味影響額
－  －  (18) －  －  －  －  －

 
(18) －  (18)

企業結合における変更

およびその他の変動

額

－  －  (234) (1,012) (41) 859  －  10

 

(418) －  (418)

2023年12月31日現在 1,801  3,930  24,724  (868) (330) 2,178  (7,692) 616  24,359  146  24,505

 

 
12月31日に終了した事業年度

       その他準備金       

 

払込済

株式資本お

よび資本剰

余金  

その他

資本性

金融商品  

利益

剰余金  

FVOCIで

測定する金

融資産準備

金  

キャッ

シュ・

フロー・

ヘッジ

準備金  

為替

準備金  

グループ再編

準備金

(「GRR」)
5
 

保険金融

準備金
1

 

株主資本

合計  

非支配

持分  

資本

合計

 百万円

2023年１月１日現在 232,191  749,805  4,649,171  (53,040)  (181,251)  307,744  (1,467,557)  170,566  4,407,631  24,993  4,432,624

当期純利益 －  －  324,915  －  －  －  －  －  324,915  4,197  329,113

その他の包括利益／

（損失）（税引

後）

－  －  (25,566)  80,513  126,112  (56,092)  －  (54,948)  70,020  －  70,020

－その他の包括利

益を通じて公正

価値で測定する

負債性金融商

品　

－  －  －  83,375  －  －  －  －  83,375  382  83,757

EDINET提出書類

エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシー(E22630)

有価証券報告書

203/473



－その他の包括利

益を通じた公正

価値評価の指定

を受けた資本性

金融商品

－  －  －  (191)  －  －  －  －  (191)  －  (191)

－キャッシュ・フ

ロー・ヘッジ
－  －  －  －  126,494  －  －  －  126,494  －  126,494

－確定給付資産／

負債の再測定
－  －  (382)  －  －  －  －  －  (382)  －  (382)

－公正価値評価の

指定を受けた金

融負債の自己信

用リスクの変化

に起因する公正

価値の変動
2

－  －  (25,184)  －  －  －  －  －  (25,184)  －  (25,184)

－その他の包括利

益に認識された

保険金融費用

－  －  －  －  －  －  －  (56,855)  (56,855)  －  (56,855)

－換算差額 －  －  －  (2,671)  (382)  (56,092)  －  1,908  (57,237)  (382)  (57,619)

当期包括利益／（損

失）合計
－  －  299,350  80,513  126,112  (56,092)  －  (54,948)  394,935  4,197  399,133

当期における資本証

券発行額
111,421  －  －  －  －  －  －  －  111,421  －  111,421

親会社への配当金支

払額
3

－  －  (183,349)  －  －  －  －  －  (183,349)  (1,336)  (184,685)

持分決済型の株式報

酬の正味影響額
－  －  (3,434)  －  －  －  －  －  (3,434)  －  (3,434)

企業結合における変

更およびその他

の変動額

－  －  (44,645)  (193,079)  (7,822)  163,889  －  1,908  (79,750)  －  (79,750)

2023年12月31日現在 343,613  749,805  4,717,092  (165,606)  (62,961)  415,541  (1,467,557)  117,527  4,647,454  27,855  4,675,309

 

EDINET提出書類

エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシー(E22630)

有価証券報告書

204/473



 
 12月31日に終了した事業年度

       その他準備金        

 

払込済

株式資本

および資

本剰余金  

その他

資本性

金融商品  

利益

剰余金  

FVOCIで

測定する

金融資産

準備金  

キャッ

シュ・

フロー・

ヘッジ

準備金  

為替

準備金  

グループ

再編準備

金

(「GRR」)

5  

保険金融

準備金
1

 

株主資本

合計  

非支配

持分  

資本

合計

 

 百万ポンド  
2022年１月１日現在 797  3,722  24,157  1,603  (7) 948  (7,692) (514) 23,014  131  23,145  
当期純損失 －  －  (563) －  －  －  －  －  (563) 10  (553) 
その他の包括（損

失）／利益（税引

後）

－  －  367  (1,881) (943) 665  －  1,408  (384) 2  (382) 

－その他の包括利益を

通じて公正価値で

測定する負債性金

融商品

－  －  －  (1,881) －  －  －  －  (1,881) (5) (1,886) 

－キャッシュ・フ

ロー・ヘッジ
－  －  －  －  (943) －  －  －  (943) －  (943) 

－確定給付資産／負債

の再測定
－  －  38  －  －  －  －  －  38  －  38  

－公正価値評価の指定

を受けた金融負債

の自己信用リスク

の変化に起因する

公正価値の変動
2

－  －  329  －  －  －  －  －  329  －  329  

－その他の包括利益に

認識された保険金

融収益

－  －  －  －  －  －  －  1,408  1,408  －  1,408  

－換算差額 －  －  －  －  －  665  －  －  665  7  672  
当期包括（損失）／利

益合計
－  －  (196) (1,881) (943) 665  －  1,408  (947) 12  (935) 

当期における資本証券

発行額
420  208  －  －  －  －  －  －  628  －  628  

親会社への配当金支払

額
3

－  －  (1,052) －  －  －  －  －  (1,052) (2) (1,054) 

持分決済型の株式報酬

の正味影響額
－  －  5  －  －  －  －  －  5  －  5  

資本拠出
7 －  －  1,465  －  －  －  －  －  1,465  －  1,465  

企業結合における変更

およびその他の変

動額

－  －  (11) －  －  －  －  －  (11) (10) (21) 

2022年12月31日現在 1,217  3,930  24,368  (278) (950) 1,613  (7,692) 894  23,102  131  23,233  

 

EDINET提出書類

エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシー(E22630)

有価証券報告書
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 12月31日に終了した事業年度

       その他準備金       

 

払込済

株式資本お

よび資本剰

余金  

その他

資本性

金融商品  

利益

剰余金  

FVOCIで

測定する金融

資産準備金  

キャッ

シュ・

フロー・

ヘッジ

準備金  

為替

準備金  

グループ再編

準備金

(「GRR」)
5
 

保険金融

準備金
1

 

株主資本

合計  

非支配

持分  

資本

合計

 百万円

2022年１月１日現在 152,060  710,120  4,608,914  305,836  (1,336)  180,869  (1,467,557)  (98,066)  4,390,841  24,993  4,415,835

当期純損失 －  －  (107,415)  －  －  －  －  －  (107,415)  1,908  (105,507)

その他の包括（損

失）／利益（税引

後）

－  －  70,020  (358,876)  (179,915)  126,875  －  268,632  (73,263)  382  (72,882)

－その他の包括利益

を通じて公正価値

で測定する負債性

金融商品

－  －  －  (358,876)  －  －  －  －  (358,876)  (954)  (359,830)

－キャッシュ・フ

ロー・ヘッジ
－  －  －  －  (179,915)  －  －  －  (179,915)  －  (179,915)

－確定給付資産／負

債の再測定
－  －  7,250  －  －  －  －  －  7,250  －  7,250

－公正価値評価の指

定を受けた金融負

債の自己信用リス

クの変化に起因す

る公正価値の変動

2

－  －  62,770  －  －  －  －  －  62,770  －  62,770

－その他の包括利益

に認識された保険

金融収益

－  －  －  －  －  －  －  268,632  268,632  －  268,632

－換算差額 －  －  －  －  －  126,875  －  －  126,875  1,336  128,211

当期包括（損失）／

利益合計
－  －  (37,395)  (358,876)  (179,915)  126,875  －  268,632  (180,678)  2,289  (178,389)

当期における資本証

券発行額
80,132  39,684  －  －  －  －  －  －  119,816  －  119,816

親会社への配当金支

払額
3

－  －  (200,711)  －  －  －  －  －  (200,711)  (382)  (201,093)

持分決済型の株式報

酬の正味影響額
－  －  954  －  －  －  －  －  954  －  954

資本拠出
7 －  －  279,507  －  －  －  －  －  279,507  －  279,507

企業結合における変

更およびその他の

変動額

－  －  (2,099)  －  － －  － －  (2,099)  (1,908)  (4,007)

2022年12月31日現在 232,191  749,805  4,649,171  (53,040)  (181,251)  307,744  (1,467,557)  170,566  4,407,631  24,993  4,432,624

 
1 保険金融準備金は、当行グループのフランスにおける保険事業に関するその他の包括利益オプションの導入による影響を反映してい

る。これらの契約の裏付ける基礎となる資産はその他の包括利益を通じて公正価値で測定される。当該オプションでは、基礎となる

項目について損益を通じて認識される利益または費用に対応する金額のみが金融収益または費用に含まれ、その結果、損益計算書の

会計上のミスマッチが解消されることになる。これらの保険契約に関する金融収益または費用の残額はその他の包括利益（「OCI」）

に認識される。

2 公正価値評価の指定を受けた金融負債の自己信用リスクの変化に起因する公正価値の変動累計額は、70百万ポンドの利益（2023年：

151百万ポンドの利益、2022年：292百万ポンドの利益）であった。

3 親会社への配当金には、普通株式資本に係る配当金312百万ポンド（2023年：750百万ポンド、2022年：850百万ポンド）、およびその

他Tier１金融商品に係るクーポンの支払い223百万ポンド（2023年：211百万ポンド、2022年：202百万ポンド）が含まれている。

4 2024年において、エイチエスビーシー・ホールディングス・ピーエルシーに対するCET１株式の発行額は2,578百万ポンドであり、

2024年２月のHSBCプライベート・バンク（スイス）エスエー（「PBRS」）の取得に係る資金調達に関連する1,132百万ポンドを含む。

5 グループ再編準備金（「GRR」）は会計上の準備金であり、リングフェンス規制の履行により生じたものである。

6 企業結合における変更には、エイチエスビーシー・ホールディングス・ピーエルシーによるPBRSの取得が含まれている。

7 エイチエスビーシー・ホールディングス・ピーエルシーは、2022年11月に、エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシーに対して1.5

十億ポンドのCET１資本を投入した。その後、HSBバンク・マルタ・ピーエルシーおよびHSBCトリンカウス・アンド・ブルクハルト・

ゲーエムベーハーの取得に関する資金のためにHSBCコンチネンタル・ヨーロッパに資本を投入した。
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⑤ 連結キャッシュ・フロー計算書

 

  12月31日に終了した事業年度

  2024年  2023年  2022年

 
 百万ポン

ド
 百万円  

百万ポン

ド
 百万円  

百万ポン

ド
 百万円

税引前当期純利益／（損

失）

 
2,068  394,554  2,152  410,580  (1,199)  (228,757)

非現金項目の調整             

減価償却、償却および

減損

 
148  28,237  61  11,638  128  24,421

投資活動による純損

失／（利益）
1

 
83  15,836  (66)  (12,592)  2,002  381,962

関連会社およびジョイン

ト・ベンチャーにおける

（利益）／損失持分

 

(18)  (3,434)  43  8,204  30  5,724

予想信用損失（回収額控

除前）およびその他の信

用減損費用の変動

 

165  31,480  161  30,717  253  48,270

年金を含む引当金  78  14,882  132  25,184  192  36,632

株式報酬費用  61  11,638  58  11,066  46  8,776

税引前当期純（利益）／

損失に含まれるその他非

現金項目

 

(180)  (34,342)  (165)  (31,480)  (16)  (3,053)

換算差額の消去
2  4,883  931,628  4,426  844,437  (6,761)  (1,289,931)

営業資産および営業負

債の変動

 
(1,479)  (282,178)  (3,172)  (605,186)  37,515  7,157,487

－正味トレーディング有

価証券およびデリバティ

ブの変動

 

(13,266)  (2,531,020)  (15,528)  (2,962,587)  (6,213)  (1,185,378)

－銀行および顧客に対す

る貸付金の変動

 
(455)  (86,809)  4,245  809,904  (2,717)  (518,376)

－売戻契約の変動－非

トレーディング目

的

 

9,341  1,782,169  (13,531)  (2,581,579)  6,251  1,192,628

－公正価値評価の指定を

受けた、または強制的に

公正価値で測定する金融

資産の変動

 

(1,954)  (372,804)  (3,296)  (628,844)  2,729  520,666

－その他資産の変動  4,734  903,200  (5,707)  (1,088,839)  (7,359)  (1,404,024)

－銀行および顧客から

の預金の変動

 
14,113  2,692,619  7,548  1,440,083  19,835  3,784,320

－買戻契約の変動－非

トレーディング目

的

 

(13,813)  (2,635,382)  20,516  3,914,248  5,641  1,076,246

－発行済負債証券の変

動

 
6,018  1,148,174  6,175  1,178,128  (1,060)  (202,237)

－公正価値評価の指定を

受けた金融負債の変動

 
4,937  941,930  4,042  771,173  (1,827)  (348,573)

－その他負債の変動  (10,026)  (1,912,861)  (7,506)  (1,432,070)  21,393  4,081,570

－関連会社からの受取

配当金

 
-  -  15  2,862  7  1,336
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－確定給付制度に対す

る拠出額

 
(20)  (3,816)  (5)  (954)  (10)  (1,908)

－法人税（支払）／還

付額

 
(1,088)  (207,580)  (140)  (26,711)  845  161,218

営業活動による純資金  5,809  1,108,299  3,630  692,568  32,190  6,141,530

－金融投資の購入  (32,587)  (6,217,274)  (26,586)  (5,072,343)  (13,227)  (2,523,579)

－金融投資の売却および満

期による収入

 
23,272  4,440,065  15,497  2,956,673  20,490  3,909,287

－有形固定資産の購入およ

び売却による正味キャッ

シュ・フロー

 

(16)  (3,053)  (31)  (5,914)  (20)  (3,816)

－無形資産に対する投資純

額

 
(149)  (28,428)  (125)  (23,849)  (28)  (5,342)

－関連会社に対する投資な

らびに事業および子会社

の買収による純資金支出
3

 

(955)  (182,204)  (1,161)  (221,507)  (29)  (5,533)

－子会社、事業、関連会社

およびジョイント・ベン

チャーの処分による正味

キャッシュ・フロー
4

 

(8,631)  (1,646,708)  (394)  (75,171)  －  －

投資活動による純資金  (19,066)  (3,637,602)  (12,800)  (2,442,112)  7,186  1,371,017

－普通株式資本およびその

他資本性金融商品の発行

 
2,782  530,778  584  111,421  628  119,816

－その他資本性金融商品の

償還

 
(213)  (40,638)  －  －  －  －

－劣後借入資本発行
5  2,777  529,824  3,246  619,304  3,111  593,548

－劣後借入資本返済
5  (474)  (90,434)  (2,693)  (513,797)  (2,248)  (428,896)

－親会社への配当金  (535)  (102,073)  (961)  (183,349)  (1,052)  (200,711)

－親会社からの資金受取額  －  －  －  －  1,465  279,507

－非支配持分への配当金支

払額

 
(11)  (2,099)  (7)  (1,336)  (2)  (382)

財務活動による純資金  4,326  825,358  169  32,244  1,902  362,883

現金および現金同等物の正

味増加

 
(8,931)  (1,703,945)  (9,001)  (1,717,301)  41,278  7,875,430

現金および現金同等物－１

月１日現在

 
177,037  33,776,889  189,907  36,232,357  140,923  26,886,699

現金および現金同等物に

係る換算差額

 
(5,178)  (987,911)  (3,869)  (738,167)  7,706  1,470,228

現金および現金同等物－12

月31日現在
6

 
162,928  31,085,033  177,037  33,776,889  189,907  36,232,357

現金および現金同等物の内

訳

 
  　    　    　

－現金および中央銀行預け

金

 
119,184  22,739,115  110,618  21,104,808  131,433  25,076,102

－銀行に対する貸付金
（１ヶ月以内）

 
13,285  2,534,645  12,970  2,474,546  13,801  2,633,093

－銀行との売戻契約（１ヶ

月以内）

 
15,908  3,035,087  28,704  5,476,436  23,182  4,422,894

－短期国債、その他手形お

よび預金証書（３ヶ月未

満）

 

143  27,283  144  27,474  294  56,092
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－現金担保、純決済勘定お

よび他行から回収中／他行

へ送金中の項目

 

12,783  2,438,869  16,323  3,114,265  19,272  3,676,905

－売却目的保有現金および

現金同等物
7

 
1,625  310,034  8,278  1,579,360  1,925  367,271

現金および現金同等物

－12月31日現在
6

 
162,928  31,085,033  177,037  33,776,889  189,907  36,232,357

 

1 残高には、当行グループのより広範な欧州事業再編の一環として売却目的保有に分類された事業の処分に係る損失

が含まれている。

2 期首残高と期末残高との為替変動を消去して平均レートにするための調整。詳細を特定するには合理的でない費用

が発生することとなるため、調整は項目ごとに行われるものではない。

3 2024年において、エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシーは、941百万ポンド（純額）でPBRSをHSBCプライベー

ト・バンキング・ホールディングス（スイス）エスエー（「PBSU」）から取得し、2023年において、エイチエスビー

シー・バンク・ピーエルシーは、990百万ポンドでHBBMをエイチエスビーシー・オーバーシーズ・ホールディングス

（UK）リミテッド（「HOHU」）から取得し、HBCEは、170百万ポンドでPBLUを取得した。

4 2024年１月におけるフランスの当行グループのリテール・バンキング事業売却による(8.6)十億ポンドの純資金支

出、および2023年におけるHBCEギリシャ支店の資産の売却に係る(667)百万ポンドの純資金支出が含まれている。

5 当期における劣後債務の変動は、連結キャッシュ・フロー計算書に示されているとおり有価証券の発行2,777百万ポ

ンド（2023年：3,246百万ポンド 、2022年：3,111百万ポンド）および返済(474)百万ポンド（2023年：(2,693)百万

ポンド、2022年：(2,248)百万ポンド）によるキャッシュ・フローに起因している。当期における非現金の変動に

は、為替換算差（損）／益 (445)百万ポンド（2023年：(420)百万ポンド、2022年：711百万ポンド）および公正価値

に係る（損失）／利益(45)百万ポンド（2023年：62百万ポンド、2022年：(427)百万ポンド）が含まれている。

6 2024年12月31日現在、通貨交換およびその他の制限を含むさまざまな制限により当行グループが利用できない現金

および現金同等物は、19,884百万ポンド（2023年：26,554百万ポンド、2022年：23,395百万ポンド）である。

7 現金および中央銀行預け金1,511百万ポンド（2023年：177百万ポンド、2022年：1,562百万ポンド）、銀行に対する

貸付金（１ヶ月以内）114百万ポンド（2023年：8,103百万ポンド、2022年：114百万ポンド）、銀行との売戻契約

（１ヶ月以内）ゼロ（2023年：ゼロ、2022年：208百万ポンド）を含み、残りのゼロ（2023年：(2)百万ポンド、2022

年：41百万ポンド）はその他の現金および現金同等物に関連している。

 

利息受取額は22,160百万ポンド（2023年：19,288百万ポンド、2022年：7,668百万ポンド）、利息支払額は

20,978百万ポンド（2023年：17,267百万ポンド、2022年：5,284百万ポンド）、受取配当金は887百万ポンド

（2023年：522百万ポンド、2022年：431百万ポンド）であった。
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⑥ 当行貸借対照表

 

   12月31日現在

   2024年  2023年

 注記
*  百万ポンド  百万円  百万ポンド  百万円

資産          

現金および中央銀行預け金   78,250  14,929,318  61,128  11,662,611

トレーディング資産 10  97,241  18,552,610  85,766  16,363,295

公正価値評価の指定を受けた、または強
制的に損益を通じて公正価値で測定す
る金融資産

13  3,660  698,291  3,181  606,903

デリバティブ 14  183,658  35,040,110  153,765  29,336,824

銀行に対する貸付金   12,730  2,428,757  11,670  2,226,519

顧客に対する貸付金   30,916  5,898,464  32,443  6,189,800

売戻契約－非トレーディング目的   34,394  6,562,031  56,973  10,869,879

金融投資 15  34,250  6,534,558  28,391  5,416,719

売却目的資産
1   527  100,546  160  30,526

前払金、未収収益およびその他資産
2 21  44,036  8,401,628  49,277  9,401,559

当期税金資産   604  115,237  39  7,441

子会社への投資 18  13,247  2,527,395  11,627  2,218,315

のれんおよび無形資産 20  134  25,566  88  16,790

繰延税金資産 7  335  63,915  391  74,599

資産合計   533,982  101,878,426  494,899  94,421,780

負債および資本          

負債          

銀行からの預金   19,355  3,692,740  18,775  3,582,082

顧客からの預金   142,122  27,115,456  133,373  25,446,235

買戻契約－非トレーディング目的   34,545  6,590,841  48,842  9,318,565

トレーディング負債 22  29,143  5,560,193  24,932  4,756,776

公正価値評価の指定を受けた金融負債 23  28,486  5,434,844  23,446  4,473,262

デリバティブ 14  183,745  35,056,709  152,799  29,152,521

発行済負債証券   12,668  2,416,928  7,353  1,402,879

売却目的で保有する処分グループの負債   2,667  508,837  －  －

未払費用、繰延収益およびその他負債
2 24  38,427  7,331,487  46,759  8,921,150

当期未払税金   41  7,822  77  14,691

引当金 25  110  20,987  176  33,579

繰延税金負債 7  2  382  1  191

劣後債務 26  16,874  3,219,390  14,658  2,796,600

負債合計   508,185  96,956,616  471,191  89,898,531

資本          

株主資本合計   25,797  4,921,810  23,708  4,523,249

－払込済株式資本 29  797  152,060  797  152,060

－資本剰余金勘定 29  3,582  683,410  1,004  191,553

－その他資本性金融商品 29  3,921  748,088  3,930  749,805

－利益剰余金   23,001  4,388,361  23,499  4,483,374

－その他準備金   (5,504) (1,050,108)  (5,522) (1,053,542)
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資本合計   25,797  4,921,810  23,708  4,523,249

負債および資本合計   533,982  101,878,426  494,899  94,421,780

 

＊本財務諸表注記については、126ページ（訳注：ページは原文のページ数である）を参照のこと。

1 2024年の残高には、南アフリカにおける事業の売却計画が含まれている。

2 2023年において、「他行から回収中の項目」（1,877百万ポンド）は貸借対照表上に表示されていたが、現在は2024

年の年次報告書および財務諸表において「前払金、未収収益およびその他資産」に報告されている。同様に、「他行

へ送金中の項目」（1,837百万ポンド）は、現在「未払費用、繰延収益およびその他負債」に表示されている。

 

税引後当期純利益は61百万ポンド（2023年：887百万ポンド）である。

 

126ページから195ページの添付の注記および21ページから104ページ（訳注：ページは原文のページ数である。）の

「取締役報告書」の監査済セクションは、これらの財務諸表の不可欠な一部を構成するものである。

 

本財務諸表は、2025年２月18日に取締役会により承認され、以下の人物が代表して署名した。

 

カヴィタ・マタニ、取締役
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⑦ 当行株主資本変動計算書

 

 12月31日に終了した事業年度

       その他準備金   

 

払込済

株式資本お

よび資本剰

余金  

その他

資本性

金融商品  

利益

剰余金  

FVOCIで

測定する

金融資産

準備金  

キャッ

シュ・

フロー・

ヘッジ

準備金  

為替

準備金  

グループ

再編

準備金

(「GRR」）
3
 

株主資本

合計

 百万ポンド

2024年１月１日現在 1,801  3,930  23,499  (86)  (276) 88  (5,248) 23,708

当期純利益 －  －  61  －  －  －  －  61

その他の包括（損失）／利益（税引後） －  －  (21) (6) 31  (6) －  (2)

－その他の包括利益を通じて公正価値で

測定する負債性金融商品
－  －  －  5  －  －  －  5

－その他の包括利益を通じた公正価値評

価の指定を受けた資本性金融商品
－  －  －  (12) －  －  －  (12)

－キャッシュ・フロー・ヘッジ －  －  －  －  31  －  －  31

－公正価値評価の指定を受けた金融負債

の自己信用リスクの変化に起因する公

正価値の変動
1

－  －  (24) －  －  －  －  (24)

－確定給付資産／負債の再測定 －  －  3  －  －  －  －  3

－換算差額 －  －  －  1  －  (6) －  (5)

当期包括利益／（損失）合計 －  －  40  (6) 31  (6) －  59

当期における資本証券発行額 2,578  204  －  －  －  －  －  2,782

親会社への配当金
2 －  －  (535) －  －  －  －  (535)

有価証券の償還 －  (213) －  －  －  －  －  (213)

持分決済型の株式報酬の正味影響額 －  －  (6) －  －  －  －  (6)

企業結合における変更およびその他の変

動額
－  －  3  (1) －  －  －  2

2024年12月31日現在 4,379  3,921  23,001   (93) (245) 82  (5,248) 25,797
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 12月31日に終了した事業年度

       その他準備金   

 

払込済

株式資本お

よび資本剰

余金  

その他

資本性

金融商品  

利益

剰余金  

FVOCIで

測定する

金融資産

準備金  

キャッ

シュ・

フロー・

ヘッジ

準備金  

為替

準備金  

グループ

再編

準備金

(「GRR」）
3
 

株主資本

合計

 百万円

2024年１月１日現在 343,613  749,805  4,483,374  (16,408)  (52,658) 16,790  (1,001,266) 4,523,249

当期純利益 －  －  11,638  －  －  －  －  11,638

その他の包括（損失）／利益（税引

後）
－  －  (4,007) (1,145) 5,914  (1,145) －  (382)

－その他の包括利益を通じて公正価値

で測定する負債性金融商品
－  －  －  954  －  －  －  954

－その他の包括利益を通じた公正価値

評価の指定を受けた資本性金融商品
－  －  －  (2,289) －  －  －  (2,289)

－キャッシュ・フロー・ヘッジ －  －  －  －  5,914  －  －  5,914

－公正価値評価の指定を受けた金融負

債の自己信用リスクの変化に起因す

る公正価値の変動
1

－  －  (4,579) －  －  －  －  (4,579)

－確定給付資産／負債の再測定 －  －  572  －  －  －  －  572

－換算差額 －  －  －  191  －  (1,145) －  (954)

当期包括利益／（損失）合計 －  －  7,632  (1,145) 5,914  (1,145) －  11,257

当期における資本証券発行額 491,857  38,921  －  －  －  －  －  530,778

親会社への配当金
2 －  －  (102,073) －  －  －  －  (102,073)

有価証券の償還 －  (40,638) － －  －  －  －  (40,638)

持分決済型の株式報酬の正味影響額 －  －  (1,145) －  －  －  －  (1,145)

企業結合における変更およびその他の

変動額
－  －  572  (191) －  －  －  382

2024年12月31日現在 835,469  748,088  4,388,361  (17,743) (46,744) 15,645  (1,001,266) 4,921,810
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 12月31日に終了した事業年度

       その他準備金   

 

払込済

株式資本お

よび資本剰

余金  

その他

資本性

金融商品  

利益

剰余金  

FVOCIで

測定する

金融資産

準備金  

キャッ

シュ・

フロー・

ヘッジ

準備金  

為替

準備金  

グループ

再編

準備金

(「GRR」）
3
 

株主資本

合計

 百万ポンド

2023年１月１日現在 1,217  3,930  23,655  (122)  (796) 93  (5,248) 22,729

当期純利益 －  －  887  －  －  －  －  887

その他の包括利益／（損失）（税引後） －  －  (63) 65  516  (30) －  488

－その他の包括利益を通じて公正価値で

測定する負債性金融商品
－  －  －  67  －  －  －  67

－キャッシュ・フロー・ヘッジ －  －  －  －  516  －  －  516

－公正価値評価の指定を受けた金融負債

の自己信用リスクの変化に起因する公

正価値の変動
1

－  －  (80) －  －  －  －  (80)

－確定給付資産／負債の再測定 －  －  17  －  －  －  －  17

－換算差額 －  －  －  (2) －  (30) －  (32)

当期包括利益／（損失）合計 －  －  824  65  516  (30) －  1,375

当期における資本証券発行額 584  －  －  －  －  －  －  584

親会社への配当金
2 －  －  (961) －  －  －  －  (961)

持分決済型の株式報酬の正味影響額 －  －  (18) －  －  －  －  (18)

企業結合における変更およびその他の変

動額
－  －  (1) (29) 4  25  －  (1)

2023年12月31日現在 1,801  3,930  23,499   (86) (276) 88  (5,248) 23,708
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 12月31日に終了した事業年度

       その他準備金   

 

払込済

株式資本お

よび資本剰

余金  

その他

資本性

金融商品  

利益

剰余金  

FVOCIで

測定する

金融資産

準備金  

キャッ

シュ・

フロー・

ヘッジ

準備金  

為替

準備金  

グループ

再編

準備金

(「GRR」）
3
 

株主資本

合計

 百万円

2023年１月１日現在 232,191  749,805  4,513,137  (23,276)  (151,869) 17,743  (1,001,266) 4,336,466

当期純利益 －  －  169,231  －  －  －  －  169,231

その他の包括利益／（損失）（税引

後）
－  －  (12,020) 12,401  98,448  (5,724) －  93,106

－その他の包括利益を通じて公正価値

で測定する負債性金融商品
－  －  －  12,783  －  －  －  12,783

－キャッシュ・フロー・ヘッジ －  －  －  －  98,448  －  －  98,448

－公正価値評価の指定を受けた金融負

債の自己信用リスクの変化に起因す

る公正価値の変動
1

－  －  (15,263) －  －  －  －  (15,263)

－確定給付資産／負債の再測定 －  －  3,243  －  －  －  －  3,243

－換算差額 －  －  －  (382) －  (5,724) －  (6,105)

当期包括利益／（損失）合計 －  －  157,211  12,401  98,448  (5,724) －  262,336

当期における資本証券発行額 111,421  －  －  －  －  －  －  111,421

親会社への配当金
2 －  －  (183,349) －  －  －  －  (183,349)

持分決済型の株式報酬の正味影響額 －  －  (3,434) －  －  －  －  (3,434)

企業結合における変更およびその他の

変動額
－  －  (191) (5,533) 763  4,770  －  (191)

2023年12月31日現在 343,613  749,805  4,483,374  (16,408) (52,658) 16,790  (1,001,266) 4,523,249

 

1 公正価値評価の指定を受けた金融負債の自己信用リスクの変化に起因する公正価値の変動累計額は、11百万ポンドの利益（2023年：

42百万ポンドの利益）であった。

2 親会社への配当金には、普通株式資本に係る配当金312百万ポンド（2023年：750百万ポンド）、およびその他Tier１資本商品に係る

クーポンの支払い223百万ポンド（2023年：211百万ポンド）が含まれている。

3 グループ再編準備金（「GRR」）は会計処理上の準備金であり、リングフェンス規制の履行により生じたものである。
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⑧ 当行キャッシュ・フロー計算書

 

  12月31日に終了した事業年度  

  2024年  2023年

  百万ポンド  百万円  百万ポンド  百万円

税引前当期純利益  428  81,658  1,063  202,810

非現金項目の調整         

減価償却、償却および減損  37  7,059  4  763

投資活動による純損失
1  962  183,540  80  15,263

予想信用損失（回収額控除前）およ

びその他の信用減損費用の変動

 
85  16,217  37  7,059

年金を含む引当金  54  10,303  110  20,987

株式報酬費用  37  7,059  45  8,586

税引前当期純利益に含まれるその他非

現金項目

 
(117)  (22,322) (127) (24,230)

換算差額の消去
2  1,776  338,843  2,650  505,594

営業資産および営業負債の変動  5,547  1,058,312  (5,098)  (972,647)

－正味トレーディング有価証券および

デリバティブの変動

 
(6,131) (1,169,733) (16,033) (3,058,936)

－銀行および顧客に対する貸付金の変

動

 
567  108,178  (1,405)  (268,060)

－売戻契約の変動－非トレーディ

ング目的

 
10,182  1,942,624  (8,040)  (1,533,952)

－公正価値評価の指定を受けた、また

は強制的に公正価値で測定する金融

資産の変動

 

(477)  (91,007) (1,632)  (311,369)

－その他資産の変動  526  100,356  (6,509)  (1,241,852)

－銀行および顧客からの預金の変

動

 
11,861  2,262,960  5,989  1,142,641

－買戻契約の変動－非トレーディング

目的

 
(14,297)  (2,727,725) 19,204  3,663,931

－発行済負債証券の変動  5,315  1,014,049  2,697  514,561

－公正価値評価の指定を受けた金融負

債の変動

 
4,997  953,378  3,946  752,857

－その他負債の変動  (6,093)  (1,162,483) (3,554) (678,068)

－確定給付制度に対する拠出額  (9)  (1,717) (5)  (954)

－法人税（支払）／還付額  (894)  (170,566) 244  46,553

営業活動による純資金  8,809  1,680,669  (1,236)  (235,816)

－金融投資の購入  (18,618)  (3,552,128) (19,798)  (3,777,260)

－金融投資の売却および満期による収

入

 
13,526  2,580,626  11,115  2,120,631

－有形固定資産の購入および売却によ

る正味キャッシュ・フロー

 
(2)  (382) (6)  (1,145)

－無形資産に対する投資純額  (77)  (14,691) (76)  (14,500)

－関連会社に対する投資ならびに事業

および子会社の買収による純資金支出

3, 4

 

(2,582)  (492,620) (990)  (188,882)

－子会社、事業、関連会社およびジョ

イント・ベンチャーの処分による正味

キャッシュ・フロー

 

－  －  268  51,132

投資活動による純資金  (7,753) (1,479,195) (9,487)  (1,810,025)

－普通株式資本およびその他資本性金

融商品の発行

 
2,782  530,778  584  111,421
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－その他資本性金融商品の償還  (213) (40,638) －  －

－劣後借入資本発行
5  2,777  529,824  3,246  619,304

－劣後借入資本返済
5  (257)  (49,033) (2,685)  (512,271)

－親会社への配当金  (535)  (102,073) (961)  (183,349)

財務活動による純資金  4,554  868,858  184  35,105

現金および現金同等物の正味増加／

（減少）

 
5,610  1,070,332  (10,539)  (2,010,736)

現金および現金同等物－１月１日現在  102,417  19,540,139  115,310  21,999,995

現金および現金同等物に係る換算差

額

 
(2,150)  (410,199)  (2,354) (449,120)

現金および現金同等物－12月31日現在  105,877  20,200,273  102,417  19,540,139

現金および現金同等物の内訳：         

－現金および中央銀行預け金  78,250  14,929,318  61,128  11,662,611

－銀行に対する貸付金（１ヶ月以内）  10,539  2,010,736  9,922  1,893,018

－銀行との売戻契約（１ヶ月以内）  7,398  1,411,464  19,795  3,776,688

－現金担保、純決済勘定および他行か

ら回収中／他行へ送金中の項目

 
9,690  1,848,755  11,572  2,207,822

現金および現金同等物－12月31日
現在

 
105,877  20,200,273  102,417  19,540,139

 

1 2024年には、パリ支店において計上されたHBCEにおける子会社に対する投資の減損916百万ポンドの影響が含まれ

る。

2 期首残高と期末残高との為替変動を消去して平均レートにするための調整。詳細を特定するには合理的でない費用

が発生することとなるため、調整は項目ごとに行われるものではない。

3 HBCEにおける子会社に対する追加投資1,450百万ポンド（2023年：ゼロ）を含む。

4 2024年において、エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシーは、1,132百万ポンドでPBRSをPBSUから取得し、2023

年において、エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシーは、990百万ポンドでHBBMをHOHUから取得した。

5 当期における劣後債務の変動は、当行キャッシュ・フロー計算書に示されているとおり、有価証券の発行2,777百万

ポンド（2023年：3,246百万ポンド）、および返済(257)百万ポンド（2023年：(2,685) 百万ポンド）によるキャッ

シュ・フローに起因している。当期における非現金項目の変動には、為替換算差損(434)百万ポンド（2023年：(415)

百万ポンド）および公正価値に係る利益144百万ポンド（2023年：62百万ポンド）が含まれている。

 

利息受取額は14,994百万ポンド（2023年：13,005百万ポンド）、利息支払額は15,388百万ポンド（2023

年：12,934百万ポンド）、受取配当金は1,314百万ポンド（2023年：629百万ポンド）であった。
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財務諸表注記

 

1 作成の基礎および重要性がある会計方針

1.1　作成の基礎

(a) 国際財務報告基準への準拠

エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシー(「当行」)およびその子会社（あわせて「当行グルー

プ」）の連結財務諸表および当行の個別財務諸表は、英国で採用されている国際会計基準および2006年

会社法の規定に準拠している。また、欧州連合（「EU」）において適用されているように、規制（EC）

第1606/2002号に従って採用されている国際財務報告基準も適用している。また、表示期間における国

際財務報告基準（「IFRS会計基準」）との差異は存在しないことから、これらの財務諸表は国際会計基

準審議会が公表したIFRS会計基準（IFRS解釈指針委員会が公表した解釈指針を含む）にも準拠して作成

されている。2024年12月31日に終了した事業年度に有効となり、連結財務諸表および個別財務諸表に影

響を及ぼす未承認の基準はなかった。

 

2024年12月31日に終了した事業年度において適用されたIFRS会計基準

本財務諸表に影響を及ぼした新基準、基準への改訂または解釈指針はなかった。会計方針は継続性を

もって適用されている。

 

(b) 今後適用される基準

IFRS会計基準の軽微な改訂

国際会計基準審議会（「IASB」）は、2025年１月１日より有効となるIFRS会計基準の軽微な改訂を多

数公表している。当行グループは、適用した際に当行グループの連結財務諸表および当行の個別財務諸

表に及ぼす影響は軽微であると予想している。

 

その他の改訂および新たなIFRS会計基準

IFRS第９号「金融商品」およびIFRS第７号「金融商品：開示」

2024年５月、IASBはIFRS第９号「金融商品」およびIFRS第７号「金融商品：開示」の改訂を公表し

た。この改訂は、2026年１月１日以降に開始する事業年度から適用される。この改訂では、電子決済シ

ステムを使用した場合に特定の金融負債をいつ決済したとみなすことができるかについてのガイダンス

に加え、ESG関連の偶発事象から生じるものを含む契約上のキャッシュ・フローの時期または金額の変

動をもたらす契約条件を有する金融資産および一定のノンリコース条項を有する金融資産の分類につい

ての定めをさらに明確化している。当行グループは、潜在的な影響の評価を行っているところである。

 

IFRS第18号「財務諸表における表示および開示」

2024年４月、IASBはIFRS第18号「財務諸表における表示および開示」を公表した。この会計基準は、

2027年１月１日以降に開始する事業年度から適用される。この新会計基準は、財務諸表利用者に企業の

財務業績に関してより透明性と比較可能性が高い情報を提供することを目的としている。IFRS第18号

は、IAS第１号「財務諸表の表示」に代わる会計基準ではあるものの、当該IFRS会計基準から多くの要

求事項を変更することなく引き継いでいる。さらに、純損益計算書の構成、経営者が定義する業績指

標、財務情報の集約および分解に関する３点の新しい要求事項が加わっている。

IFRS第18号により、認識の要件や測定の基礎が変更されることはないものの、財務諸表（特に、損益

計算書、および比較的程度は低いが、キャッシュ・フロー計算書）における情報の表示に影響が及ぶ可
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能性がある。当行グループは現在、より詳細な適用計画を策定する前に、影響およびデータの準備状況

を評価中である。

 

(c) 外貨換算

当行の機能通貨は、当行グループの連結財務諸表の表示通貨と同様の英国ポンドである。

外貨での取引は、取引日の為替レートで計上されている。外貨建ての資産および負債は期末日の為替

レートで換算されているが、取得原価で評価されている非貨幣性資産および負債は、当初の取引日の為

替レートを用いて換算される。換算差額は、関連する項目の損益が認識される項目に応じてその他の包

括利益または損益計算書に含められる。

連結財務諸表上、機能通貨が英国ポンドではない支店、子会社、ジョイント・ベンチャーおよび関連

会社の資産および負債は、貸借対照表日の為替レートで当行グループの表示通貨に換算され、それらの

業績は、報告期間の平均為替レートで英国ポンドに換算される。その際に生じる換算差額は、その他の

包括利益に認識される。在外営業活動体の処分時に、過年度にその他の包括利益に認識されていた換算

差額は損益計算書に再分類される。

 

(d) 情報の表示

IFRS会計基準により要求されている一部の開示は、2024年年次報告書の監査済セクションに以下のと

おり記載されている。

・金融商品および保険契約に関連するリスクの性質および範囲に関する開示は、21ページから93ペー

ジ（訳注：原文のページ数である）の「取締役報告書：リスク」に記載されている。

・「自己資本」に関する開示は、77ページ（訳注：原文のページ数である）の「取締役報告書：資本

リスク（2024年）」に記載されている。

・当行グループの財務諸表とともに親会社の財務諸表を公表するにあたり、当行は2006年会社法第408

条(3)の免除規定を利用し、個別の損益計算書および関連する注記を表示していない。

 

(e) 重要な見積りおよび判断

財務情報の作成にあたっては、将来の状況に関する見積りおよび判断が要求される。以下のセクショ

ン1.2において「重要な見積りおよび判断」として強調している項目の認識または測定には固有の不確

実性および高度な主観性があることから、翌事業年度の結果が経営陣の見積りに基づいたものと異なる

可能性がある。その結果、当財務諸表の目的で経営陣が至った見積りおよび判断と大きく異なる可能性

がある。経営陣により選択された当行グループの会計方針のうち、重要な見積りおよび判断を含むもの

は、会計方針が適用されている項目の重要性ならびに高度な判断および見積りに伴う不確実性を反映し

ている。

経営陣は、エイチエスビーシーの財政状態および経営成績における気候関連リスクの影響を検討し

た。気候変動の影響は不確実性の要因のひとつであるが、2024年12月31日現在における短期から中期的

な物理的リスク、移行リスクおよびその他の気候関連リスクから、当行グループの重要な判断および見

積りが重大な影響を受けるとは考えていない。特に、経営陣は、使用価値の計算に関連する判断および

見積りにおいて、既知であり観察可能な気候関連リスクの潜在的な影響を考慮した。

 

(f) 継続企業

当財務諸表は、継続企業を前提に作成されており、取締役は当行グループおよび当行は予見可能な将

来において事業を継続するための資源を十分に有していることを確信している。この評価にあたり、取

締役は、将来の収益予測、キャッシュ・フロー、自己資本要件および資本の源泉を含めた現在および将

来に関する広範な情報を考慮している。
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これらの検討には、不安定なインフレ、急速に変化する金利ならびに継続中のロシア・ウクライナ戦

争、中東における紛争および米中間の緊張によるサプライチェーンの混乱を受けたマクロ経済環境の不

確実性を反映したストレス・シナリオを含んでいる。また、これらの検討では気候変動を含むその他の

最上位かつ新たに発生したリスク、加えて、収益性、資本および流動性への関連影響も考慮した。

 

1.2　重要性のある会計方針の要約

(a) 連結および関連する方針

子会社への投資

議決権により支配されている事業体の場合、当行グループは、経営機関の決議に必要な議決権を直接

的または間接的に保有する場合に連結する。それ以外の場合、支配の評価は、変動リターンに対するエ

クスポージャー、関連活動を指示するパワー、および代理人もしくは主たる当事者としてのパワーを有

しているかなど、より複雑な他の要素の判断が求められる。

企業結合は、取得法を用いて会計処理されている。非支配持分の金額は、公正価値または被取得企業

の識別可能純資産の非支配持分割合相当額のいずれかによって測定される。この選択は企業結合ごとに

行われる。

当行の子会社への投資は、減損損失控除後の取得原価で計上されている。

減損の兆候がある場合、資金生成単位の回収可能額と帳簿価額を比較して減損テストを行う。

 

重要な見積りおよび判断

子会社への投資は、投資の減損可能性の兆候がある場合に減損テストを行う。減損テストは、投資の

将来キャッシュ・フローに関する経営陣の最善の見積りを反映した使用価値および当該キャッシュ・フ

ローの割引に用いられた利率の見積りが含まれ、それぞれ以下のような不確実な要素の影響を受ける。

判断 見積り

・予想キャッシュ・フローの正確性は、不

安定な市況における高い不確実性に左

右される。このような状況が存在する

と判断された場合、経営陣は、減損の

兆候がある際の減損に関する再テスト

を年に一度以上行う。これにより、

キャッシュ・フロー予測の基礎となる

仮定には、現在の市況および将来の事

業見通しに関する経営陣の最善の見積

りが確実に反映されるようにしてい

る。

・各投資の将来キャッシュ・フローは、詳細な予測が可能な期間

の見積キャッシュ・フローの影響を受ける。また、その後の

長期的かつ持続可能なキャッシュ・フローのパターンに関す

る仮定の影響を受ける。予測値は、実績や検証可能な経済

データと比較されるが、予測値には、評価時の将来の事業見

通しに関する経営陣の見解が反映される。

・将来予想キャッシュ・フローを割り引くために使用される利率

は、投資に割り当てられる資本コストに基づいており、投資の

評価に重大な影響を及ぼす可能性がある。資本コストの比率は

通常、資本資産評価モデルおよびマーケット・インプライド資

本コストによって導き出され、このモデルは該当する国のリス

ク・フリー金利や評価対象である事業のリスクに関するプレミ

アムを含むさまざまな財務・経済変数を反映するインプットを

組み入れている。これらの変数は経営陣の管理の及ばない外部

の市場金利および経済状況の変動にさらされている。

・子会社における減損の見積りに使用される重要な仮定は注記18

に記載されている。

 

当行グループがスポンサーとなっている仕組事業体

ある事業体について、継続的な関与に加え、その事業体の設立、または事業体の目的とする取引を

成立させるよう仕組取引の関連取引相手をまとめる上で、当行グループが主要な役割を果たす場合に

は、当行グループは当該事業体のスポンサーとみなされる。通常、事業体への関与が単に管理上のも

のである場合、当行グループはスポンサーとみなされない。

 

関連会社および共同支配の取決めにおける持分
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共同支配の取決めとは、当行グループが１つ以上の当事者と共同支配を行う投資である。当行グルー

プの権利と義務に応じて、共同支配の取決めはジョイント・オペレーションまたはジョイント・ベン

チャーのいずれかに分類されている。

当行グループが重要な影響力を有する事業体への投資で、子会社にも共同支配の取決めにも該当しな

いものを、関連会社として分類している。

当行グループは、ジョイント・オペレーションにおける資産、負債および損益に対する持分を認識し

ている。関連会社およびジョイント・ベンチャーへの投資は、持分法で認識されている。ジョイント・

ベンチャーおよび関連会社の損益および剰余金に対する当行グループの持分は、12月31日までについて

作成した財務諸表、または財務諸表が利用可能となる日付から12月31日の間に発生した重要な取引また

は事象を調整した比例配分額に基づき、当行グループの連結財務諸表に含められている。

関連会社およびジョイント・ベンチャーへの投資は、各報告日に評価し、投資の減損可能性の兆候が

ある場合に、当該投資の回収可能額と帳簿価額を比較して減損テストを行う。ジョイント・ベンチャー

および関連会社の持分の取得により生じるのれんは、個別減損テストは行われないが、投資の帳簿価額

の一部として評価される。

 

(b) 収益および費用

営業収益

受取利息および支払利息

トレーディング目的保有に分類された金融商品、または公正価値評価の指定を受けた金融商品を除く

すべての金融商品の受取利息および支払利息は、実効金利法を用いて、損益計算書上の「受取利息」お

よび「支払利息」に認識される。ただし、その例外として、資金調達目的で当行グループが発行し、会

計上の不一致を削減するために公正価値オプションの指定を受けた負債証券およびそれらの発行済負債

証券とともに管理されているデリバティブに対する利息は、支払利息に含められている。

信用減損が生じている金融資産に対する利息は、償却原価の額（すなわち、ECL引当金控除後の資産

の帳簿価額総額）に実効金利を適用することにより認識される。

 

受取利息および支払利息以外の収益および費用

当行グループは、一定期間にわたり提供されるサービスからの受取手数料（口座サービス手数料、

カード手数料等）、または一時点において特定の取引（仲介サービス、輸入／輸出サービス等）を実行

する際の受取手数料を稼得している。特定のファンドの運用手数料およびパフォーマンス・フィーを除

き、その他すべての手数料は固定価格である。ファンドの運用手数料およびパフォーマンス・フィー

は、顧客ポートフォリオの規模およびファンド・マネージャーとしてのHSBCのパフォーマンスに応じて

変動する可能性がある。変動手数料は、すべての不確実性が解消された時点で認識される。受取手数料

は、通常、支払条件に重大な金融要素が含まれない短期契約から稼得される。

当行グループは、仲介サービスを除き、顧客との契約では大半の場合、本人として行動している。仲

介取引においては、ほとんどの場合、当行グループは当該取引における代理人として行動し、その取決

めに関わる他の当事者に支払う手数料を差し引いた仲介手数料収入を認識する。

当行グループは、一時点における取引ベースの取決めで稼得した手数料は、当行グループが顧客に

サービスを完全に提供した時点で認識している。一定期間にわたるサービスの提供が契約上要求されて

いる場合、受取手数料は取決めの存続期間にわたって体系的に認識される。

当行グループが、口座サービス・パッケージに含まれるものなど、区別不能な複数の履行義務を含む

サービス・パッケージを提供する場合、約束されたサービスは単一の履行義務として扱われる。サービ

ス・パッケージに区別可能な履行義務が含まれている場合、取引価格は、独立見積販売価格に基づき各

履行義務に配分される。
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受取配当金は、配当を受け取る権利が確定した際に認識される。

損益を通じて公正価値で測定する金融商品からの純収益／（費用）には、以下の項目が含まれる。

・「トレーディング目的で保有または公正価値ベースで管理する金融商品からの純収益」：この項目

はトレーディング純収益から成り、トレーディング純収益は、トレーディング目的で保有されている

金融資産および金融負債ならびに公正価値ベースで管理するその他金融商品の公正価値の変動による

すべての損益、ならびに関連する受取利息、支払利息および受取配当金を含むが、公正価値ベースで

管理する負債の信用リスクの変動による影響は除かれる。この項目には、損益を通じて公正価値で測

定する金融資産および負債とともに管理されているデリバティブの公正価値の変動によるすべての損

益も含まれている。

・「損益を通じて公正価値で測定する保険事業の資産および負債（関連デリバティブを含む）からの

純収益／（費用）」：この項目には、損益を通じて公正価値で測定する金融資産および負債ならびに

それらの金融資産および負債とともに管理されているその他のトレーディング・デリバティブと区別

して識別が可能なデリバティブの公正価値の変動によるすべての利得および損失が、関連する受取利

息、支払利息および配当金とともに含まれる。

・「指定を受けた負債性金融商品および関連デリバティブの公正価値の変動」：負債性金融商品に係

る利息支払額および関連デリバティブに係る金利キャッシュ・フローは、そうすることで会計上の不

一致が削減される場合に、支払利息に表示されている。

・「強制的に損益を通じて公正価値で測定するその他の金融商品の公正価値の変動」：この項目に

は、「元本および利息の支払のみ」（「SPPI」）の要件を満たしていない金融商品に係る利息が含ま

れる。詳細は下記(d)を参照のこと。

保険サービス損益および保険金融収益／（費用）に関する会計方針は、注記1.2(j)に開示されてい

る。

 

(c) 金融商品の評価

すべての金融商品は当初は公正価値で認識される。公正価値とは、測定日時点で、市場参加者間の秩

序ある取引において、資産を売却するために受け取るであろう価格、または負債を移転するために支払

うであろう価格である。金融商品の当初認識時の公正価値は、取引価格（すなわち、支払対価または受

取対価の公正価値）である。しかし、その公正価値が活発な市場における市場価格もしくは観察可能な

市場から得られるデータのみを用いる評価手法に基づいている金融商品について、取引価格と公正価値

との間に差異がある場合、当行グループは当該差額を取引開始時のトレーディング損益（「初日の損

益」）として認識する。それ以外のあらゆる場合において、初日の損益はすべて繰延べられ、取引の満

期または終了時点、評価インプットが観察可能となる時点、あるいは当行グループが相殺取引を締結す

る時点まで、取引期間にわたって損益計算書に認識される。

金融商品の公正価値は、一般に個別の金融商品ごとに測定されている。ただし、当行グループが市場

リスクまたは信用リスクに対する正味エクスポージャーに基づき金融資産および金融負債グループを管

理している場合、金融商品グループの公正価値は純額で測定されるが、IFRSの相殺基準を満たす場合を

除き、基礎となる金融資産および金融負債は財務諸表において個別に表示される。金融商品は、注記11

「公正価値で計上された金融商品の公正価値」に記載されている公正価値ヒエラルキーの３つのレベル

のいずれかに分類される。

 

重要な見積りおよび判断

評価手法の大半は観察可能な市場データのみを使用する。しかし、一部の金融商品は、観察不能な１

つ以上の重要な市場インプットを用いた評価手法に基づいて分類されており、これらの公正価値の測定

は、より判断を伴ったものとなる。

判断 見積り
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・ある金融商品の金融商品の評価額の５％超が観察不能なイ

ンプットによって測定されていると経営陣が考える場合、

その金融商品全体が重要な観察不能なインプットを用いて

評価されているものとして分類される。

・このような状況における「観察不能」とは、独立した第三

者間取引で起こり得る価格を決定するための現行市場から

のデータがほとんどない、または皆無であることを意味す

る。通常、公正価値の決定の基礎となるデータが皆無であ

ることを意味するものではない（例えば、コンセンサスプ

ライスのデータが使用される場合がある）。

・当行グループのレベル３金融商品の公正価値

の算定に合理的に可能な代替的仮定を適用

したことによる影響の感応度に関する詳細

は、注記11に記載されている。

 

 (d) 償却原価で測定される金融商品

契約上のキャッシュ・フローを回収するために保有されており、元本および利息の支払のみである

キャッシュ・フローを特定の日に生じさせる契約条件を含む金融資産は、償却原価で測定される。こう

した金融資産には、銀行および顧客に対する貸付金の大半、ならびに一部の負債証券が含まれる。ま

た、ほとんどの金融負債は、償却原価で測定される。当行グループは、償却原価で測定される通常の金

融商品を、取引日基準会計を用いて会計処理している。これら金融資産の当初認識時の帳簿価額には、

直接帰属する取引費用が含まれている。

当行グループは一定期間について定められた契約条件により貸付を行う旨の契約を締結する場合があ

る。貸付コミットメントから生じる貸付金が組成後の短期間のうちに売却されることが予想される場

合、当該貸付コミットメントはデリバティブとして計上される。当行グループが貸付金の保有を意図し

ている場合、貸付コミットメントは下記の減損の計算に含められる。

金融資産は、その管理のための事業モデルが変更される場合にのみ再分類される。こうした変更は頻

繁には行われないと予想されるが、外部または内部の変化の結果として上級経営陣によって決定され、

事業運営にとって重要であり、外部関係者に実証できなければならない。再分類は、事業モデルの変更

後の最初の報告期間の開始日から将来に向かって適用される。金融資産が償却原価で測定するカテゴ

リーからその他の包括利益を通じて公正価値で測定するカテゴリーに再分類される場合、その公正価値

は再分類の日において測定される。以前の償却原価と公正価値との差異から生じた損益は、その他の包

括利益に認識される。実効金利および予想信用損失の測定は、再分類によって調整されない。

 

非トレーディング目的の売戻契約、買戻契約および類似契約

事前に決められた価格で買い戻すことを条件に売却される負債証券(「レポ」)は貸借対照表に引き続

き計上され、受取対価は負債に計上される。売り戻すことを条件に購入される有価証券(「リバース・

レポ」)は貸借対照表に認識されることはなく、当初の支払対価に関する資産が計上される。非トレー

ディング目的のレポおよびリバース・レポは、償却原価で測定される。売却価格と買戻価格の差額また

は購入価格と売戻価格の差額は、利息として会計処理されて契約期間にわたり正味受取利息として認識

される。

リバース・レポ契約またはレポ契約と経済的に同等の契約（同一の契約相手とのトータル・リター

ン・スワップと合わせて実行された負債証券の売却または購入）は、リバース・レポ契約またはレポ契

約と同様に会計処理され、リバース・レポ契約またはレポ契約と合わせて表示される。

 

(e) その他の包括利益を通じた公正価値で測定される金融資産

契約上のキャッシュ・フローの回収と売却の両方によって達成される事業モデルにおいて管理され、

元本および利息の支払のみであるキャッシュ・フローを特定の日に生じさせる契約条件を含む金融資産

は、その他の包括利益を通じた公正価値（「FVOCI」）で測定される。これらは主に負債証券から成

る。これらは取引日、すなわちHSBCが購入に関する契約を締結した日に認識され、一般的に当該資産が

売却された場合または償還された場合に認識が中止される。その後、公正価値による再評価が行われ、

公正価値の変動（減損、受取利息および為替差損益に関連する変動を除く）は当該資産が売却されるま
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でその他の包括利益に認識される。その他の包括利益に認識されていた損益の累計額は、売却時に「金

融投資による純収益」として損益計算書に認識される。FVOCIで測定された金融資産は下記の減損の計

算に含められ、減損は損益に認識される。

 

(f) 公正価値で測定され、公正価値の変動がその他の包括利益に表示される持分証券

公正価値の変動がその他の包括利益に表示される持分証券は、HSBCが投資利益の創出以外の目的で投

資を保有する、事業促進やその他類似の投資である。こうした投資からの配当金は損益に認識される。

これらの持分証券の認識の中止に係る損益は、損益に振り替えられない。そうでない場合は、持分証券

は損益を通じた公正価値で測定される。

 

(g) 損益を通じた公正価値評価の指定を受けた金融商品

トレーディング目的以外の金融商品は、下記の基準のうちの１つ以上を満たしている場合にこの区分

に分類され、取引開始時に取消不能な形で指定される。

・指定を行うことにより会計上の不一致が解消、あるいは大幅に削減される場合。

・金融資産と負債のグループ、または金融負債グループについて、文書化されたリスク管理または投資

戦略に従って公正価値に基づいて管理および業績評価が行われている場合。

・１つ以上の密接な関係にない組込デリバティブが金融負債に含まれている場合。

指定を受けた金融資産は、HSBCが相手先と契約上の取決めを行った日（通常は取引日）に認識され、

通常、キャッシュ・フローに対する権利が失効または移転した日に認識が中止される。指定を受けた金

融負債は、HSBCが相手先と契約上の取決めを行った日（通常は決済日）に認識され、通常、消滅した日

に認識が中止される。その後の公正価値の変動は損益計算書の「トレーディング目的で保有または公正

価値ベースで管理する金融商品からの純収益」または「損益を通じて公正価値で測定する保険事業の資

産および負債（関連デリバティブを含む）からの純収益／（費用）」あるいは「指定を受けた負債およ

び関連するデリバティブの公正価値の変動」に認識される。ただし、当該負債の信用リスクの変動によ

る影響は、その取扱いによって損益に会計上の不一致が生じない、または会計上の不一致が拡大しない

限り、「その他の包括利益」に表示される。

上記の基準のもとでHSBCが指定する主な金融商品の種類は、以下のとおりである。

・会計上の不一致を削減するために指定を受けた資金調達目的の負債証券：特定の発行済固定金利負債

証券の金利および／または為替エクスポージャーは、文書化されたリスク管理戦略の一環として特定の

スワップの金利および／または為替エクスポージャーに適合している。

・ユニット連動型および非ユニット連動型投資契約に基づく金融資産および金融負債：HSBCが他の当事

者から重大な保険リスクを引き受けていない契約は、裁量権付有配当性（「DPF」）投資契約を除いて

は保険契約としては分類されず、金融負債として会計処理されている。保険子会社が発行した連動型お

よび特定の非連動型投資契約に基づく顧客に対する負債は、連動型ファンドに保有されている資産の公

正価値に基づき決定されるか、あるいは評価モデルによって決定される。関連する金融資産および負債

は、公正価値ベースで管理され、経営陣に報告される。金融資産および関連する負債に公正価値評価の

指定を行うことにより、それらの公正価値の変動を損益計算書に計上し、同一行に表示することができ

る。

・預金およびデリバティブの両要素を含む金融負債：これらの金融負債は公正価値ベースで管理され、

そのパフォーマンスが評価される。

 

(h) デリバティブ

デリバティブは、株式、金利またはその他指数等の基礎項目の価格から価値を導き出す金融商品であ

る。デリバティブは、公正価値で当初認識され、その後、損益を通じて公正価値で評価される。デリバ
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ティブは、公正価値が正の場合は資産に、負の場合は負債に分類される。これには、独立してデリバ

ティブの定義を満たしている場合に主契約から分離される、金融負債における組込デリバティブが含ま

れる。

デリバティブが、HSBC発行の公正価値評価の指定を受けた負債証券と合わせて管理され、そうするこ

とで会計上の不一致が削減される場合、契約上の利息は発行済負債の未払利息と合わせて「支払利息」

に計上される。

 

ヘッジ会計

デリバティブが公正価値評価の指定を受けた関係の一部ではないが、リスク管理目的で保有されて

おり、文書化およびヘッジの有効性に関して要求される基準を満たしている場合には、会計上のヘッ

ジ関係に指定される。当行グループは、ヘッジ対象リスクに応じて、公正価値ヘッジ、キャッシュ・

フロー・ヘッジ、あるいは在外営業活動体の純投資ヘッジに、これらのデリバティブを利用するか、

または認められる場合には、他のデリバティブ以外のヘッジ手段を利用している。

 

公正価値ヘッジ

公正価値ヘッジ会計により、デリバティブおよびその他のヘッジ手段に係る損益の計上に変更は生じ

ないが、ヘッジ会計を適用しなければ損益計算上では認識されないヘッジ対象リスクに起因するヘッジ

対象資産または負債の公正価値の変動が認識されることになる。ヘッジ関係がヘッジ会計基準を満たさ

なくなった場合、ヘッジ会計は中止され、実効金利法が用いられるヘッジ対象の帳簿価額に対する累積

調整額は再計算された実効金利に基づいて損益計算書に償却計上される。ただし、ヘッジ対象の認識が

中止された場合は直ちに損益計算書に認識される。

 

キャッシュ・フロー・ヘッジ

ヘッジ手段に係る損益変動の有効部分は、その他の包括利益に認識され、キャッシュ・フロー・ヘッ

ジ関係の一部であるデリバティブ・ヘッジ手段の公正価値の変動の非有効部分は、直ちに損益計算書の

「トレーディング目的で保有または公正価値ベースで管理する金融商品からの純収益」に認識される。

その他の包括利益に認識された累積損益はヘッジ対象が損益に影響を及ぼす期間と同一の期間に損益計

算書に振り替えられる。ヘッジ関係が終了した、または部分的に終了した場合、その時点のその他の包

括利益に認識された累積損益は、予定取引が損益計算書に認識されるまで資本の部に引き続き計上され

る。予定取引が発生する見込みがなくなった場合は、過年度にその他の包括利益に認識されていた累積

損益は直ちに損益計算書に振り替えられる。

 

ヘッジ会計の適用が認められないデリバティブ

非適格ヘッジはヘッジ会計が適用されなかった資産および負債の経済的ヘッジとして締結されたデリ

バティブである。

 

(i) 償却原価またはFVOCIで測定する金融資産の減損

予想信用損失（「ECL」）は、銀行および顧客に対する貸付金、非トレーディング目的の売戻契約、

償却原価で保有されるその他の金融資産、FVOCIで測定する負債性金融商品、ならびに一部の貸付コ

ミットメントおよび金融保証契約に対して認識される。当初認識時、翌12ヶ月間（または残存期間が

12ヶ月未満の場合はそれより短い期間）に発生する可能性のある債務不履行事象から生じるECL

（「12ヶ月ECL」）に対する評価性引当金（または一部の貸付コミットメントおよび金融保証の場合は

負債性引当金）が計上される。信用リスクが著しく増加した場合、金融商品の予想残存期間にわたり可

能性のあるすべての債務不履行事象から生じるECL（「残存期間ECL」）に対して評価性引当金（または

コミットメントおよび金融保証の場合は負債性引当金）が計上される。12ヶ月ECLが認識された金融資

EDINET提出書類

エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシー(E22630)

有価証券報告書

225/473



産は「ステージ１」とみなされ、信用リスクが著しく増加しているとみなされる金融資産は「ステージ

２」となる。さらに、減損の客観的証拠が存在しており債務不履行の状態にあるとみなされる、または

信用減損が生じている金融資産は「ステージ３」となる。購入または組成された信用減損している金融

資産（「POCI」）は、下記のとおり会計処理が異なる。

 

信用減損が生じている（ステージ３）

当行グループは、金融商品が信用減損しており、ステージ３にあることを、関連する客観的証拠を検

討して決定する。この客観的証拠とは、主に、元本または利息の契約上の支払いが90日超延滞してい

る、借り手の財政状態に関連する経済的もしくは法的な理由により、借り手に譲歩が付与されていると

いった、借り手による支払可能性が低いことを示唆するその他の兆候がある、貸付金が債務不履行（デ

フォルト）とみなされているというような状況を指す。

上記のような支払可能性が低い証拠が早い段階で識別されなかった場合は、エクスポージャーが90日

延滞した時点で支払可能性が低くなったとみなされる。したがって、信用減損とデフォルトの定義は、

可能な限り整合しており、ステージ３はデフォルトまたは信用減損とみなされるすべての貸付金を表し

ている。

受取利息は、償却原価の額（すなわち、ECL引当金控除後の帳簿価額総額）に実効金利を適用するこ

とにより認識される。

 

償却

金融資産（および関連する減損引当金）は、元本を回収できる見込みがほとんどない場合、通常、そ

の一部または全額を償却する。また担保付貸付金の場合には担保の処分代金を受領後に償却される。

担保の正味処分可能価額が決定され、さらなる回収の合理的な見込みがない状況においては、より早

い段階で償却される場合がある。

 

一時猶予

貸付金は、借り手の財政上の困難により当行グループが契約条件を変更した場合に、一時猶予された

と識別され、正常債権または不良債権として分類される。一時猶予された不良債権はステージ３であ

り、適用される信用リスク方針に規定されているように、是正基準（例えば、当該貸付金がデフォルト

状態でなくなり、12ヶ月間デフォルトを示す他の兆候がない場合）を満たすまで不良債権に分類され

る。一時猶予の取決め時に契約条件を変更したことで償却した金額を戻し入れることはできない。

当行グループは、リテール・ポートフォリオに適用するデフォルトの定義に関するEBAガイドライン

を適用している。これは、主に一時猶予（またはその是正）により信用減損の状態にある貸付金の信用

リスクの方針および当行グループの報告に影響している。さらなる詳細は、32ページ（訳注：原文の

ページ数である）の「契約条件緩和貸付金」に記載されている。

一時猶予された正常債権は当初ステージ２であり、適用される是正基準（例えば、当該貸付金が引き

続きデフォルト状態になく、少なくとも24ヶ月間デフォルトを示す他の兆候がない場合）を満たすまで

引き続き一時猶予貸付金に分類される。この時点で、当該貸付金は、報告日現在のデフォルト・リスク

（変更後の契約条件に基づく）と当初認識時のデフォルト・リスク（変更前の当初の契約条件に基づ

く）との比較により決定されステージ１またはステージ２のいずれかとなる。

一時猶予された貸付金は、既存の契約が解除され、新しい契約が実質的に異なる条件で締結される場

合、または既存の契約条件が変更され、当該一時猶予貸付金が実質的に異なる金融商品となる場合に認

識が中止される。こうした状況において認識中止後に発生した新たな貸付金は、通常POCIに分類され、

引き続き一時猶予貸付金として開示される。
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一時猶予貸付金以外の貸付金の条件変更

一時猶予として識別されない貸付金の条件変更は、コマーシャル・リストラクチャリングであるとみ

なされる。コマーシャル・リストラクチャリングにより、当初の契約に基づくキャッシュ・フローに対

するHSBCの権利が失効するような変更（既存の契約条件の修正または新たな貸付契約の発行のどちらに

より合法化されているかを問わない）が生じた場合、古い貸付金は認識が中止され、新しい貸付金が公

正価値で認識される。コマーシャル・リストラクチャリングが市場金利で行われ、支払関連の譲歩が付

与されていない場合、キャッシュ・フローに対する権利は通常、失効したものとみなされる。一部の信

用リスクがより高いホールセール貸付金の条件変更は、個別にまたは組み合わせて著しく異なる金融商

品になると判断される契約条件の変更を考慮して、認識中止について評価される。借り手に特化してい

ない強制的かつ一般的なオファーによる貸付金の条件変更（例えば市場全体での顧客救済プログラム）

は、通常、認識の中止にはつながらないが、それらの貸付金のステージ別の配分は、当行グループの

ECLの減損方針に基づき、すべての入手可能かつ裏付けとなり得る情報を考慮して決定される。これら

の金融商品に対して行われた変更が、経済的に同等で金利指標改革により要求されているものである場

合は、当該金融商品の帳簿価額の認識の中止または変更とならずに、金利指標における変更を反映する

ための実効金利のアップデートが要求される。

 

信用リスクの著しい増加（ステージ２）

金融商品の残存期間にわたるデフォルト発生リスクの変化を考慮して、当初認識時からの信用リスク

の著しい増加が発生しているか否かの評価が各報告期間末に実施される。

この評価は、過去の事象、現在の状況および将来の経済状況に関する情報を含め、合理的かつ裏付け

可能な情報を考慮して、報告日時点のデフォルト発生リスクを当初認識時のリスクと明示的または黙示

的に比較するものである。この評価は偏りがなく、確率で加重されており、関連する範囲において、

ECLの測定時に使用した情報と一致する将来予測的な情報を使用する。信用リスクの分析は多元的であ

る。特定の要因が他の要因と比較して関連性があるか否か、および他の要因と比較した特定の要因の

ウェイトの判断は、商品の種類、金融商品および借り手の特性、ならびに地域によって異なる。そのた

め、何が信用リスクの著しい増加とみなされるかを決定する一連の基準を提供することは不可能であ

り、これらの基準は融資の種類によって異なり、特にリテールとホールセールでは異なる。ただし、

もっと早い段階で識別されない限り、すべての金融資産は、30日延滞した時点で信用リスクが著しく増

加したとみなされる。加えて、個別に評価されたホールセール貸付金（通常は企業および商業顧客に対

するもの）のうち、要注意先や破綻懸念先のリストに含まれているものは、ステージ２に含まれる。

ホールセール・ポートフォリオについては、債務者の顧客リスク格付け（「CRR」）、マクロ経済状

況の予測および信用度の移行確率といった幅広い情報を包含する、残存期間にわたるデフォルト確率

(「PD」)を用いて、定量的比較によりデフォルト・リスクを評価する。組成時のCRRが3.3以下の場合、

信用リスクの著しい増加は、組成時に見積られた残存期間にわたる平均PDと、報告日現在の同様の見積

りとを比較することによって測定される。重要性の定量的測定は、組成時の信用の質に応じて以下のと

おり異なる。

組成時のCRR 重要性のトリガー（PDの増加幅）

0.1－1.2 15bps

2.1－3.3 30bps

 

CRRが3.3を超えており、減損していない場合は、組成時のPDが２倍になった時点で信用リスクが著し

く増加したと考えられる。PDの変化の重要性には、過去の信用度の変遷および外部市場金利の相対的変

動を参考にした、専門家による信用リスク判断が織り込まれた。

IFRS第９号の適用前に組成された貸付金の場合、組成時のPDに、将来のマクロ経済状況の予測を反映

するための調整は含まれていない。これは、それらの状況は事後的に検証しなければ得ることができな

いためである。このデータがない場合は、スルー・ザ・サイクルのPDとスルー・ザ・サイクル移動確率

が金融商品の基礎となるモデリング・アプローチおよび組成時のCRRと整合していると仮定して、組成
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時のPDの近似値を算出しなければならない。こうした貸付金については、下表に記載されているよう

に、CRRの悪化に基づく閾値を追加することにより、定量的な比較が補完される。

組成時のCRR
追加の重要性基準－ステージ２以上への重要な信用悪化を識別するため

に必要なCRR格付けの悪化ノッチ数

0.1 ５ノッチ

1.1－4.2 ４ノッチ

4.3－5.1 ３ノッチ

5.2－7.1 ２ノッチ

7.2－8.2 １ノッチ

8.3 ０ノッチ

 

CRRの23段階のレーティングについての詳細は、32ページ（訳注：原文のページ数である）に記載さ

れている。

リテール・ポートフォリオのデフォルト・リスクは、顧客に関する入手可能な情報をすべて組み入れ

た内部モデルから算出された、報告日現在の12ヶ月PDを用いて評価される。このPDは、12ヶ月を超える

期間のマクロ経済予測の影響を調整したものであり、残存期間PDの測定尺度の合理的な近似値であると

考えられる。リテールのエクスポージャーはまず、通常は国別、商品別およびブランド別に、同種の

ポートフォリオに分類される。各ポートフォリオにおいて、ステージ２の勘定は、調整後の12ヶ月PD

が、当該ポートフォリオにおける貸付金が30日延滞となる前の12ヶ月平均PDよりも大きい勘定と定義さ

れる。専門家による信用リスクの判断によれば、それ以前の信用リスクの増加で重要なものはないとい

うことである。そのため、このポートフォリオ固有の閾値は、PDが、当初の予想どおりのパフォーマン

スを示す貸付金から期待されるPDよりも高く、かつ、組成時に許容されていたであろうPDよりも高い貸

付金を識別する。したがって、これは、組成時のPDと報告日現在のPDとの比較に近い。

追加データが利用可能となると、相対的アプローチをさらに活用できるようにするために、引き続き

特定のポートフォリオに関するリテール振替基準アプローチの精緻化を行う。これらの向上により、セ

グメントごとの組成時ポートフォリオに基づいて、残存期間PDと比較可能な組成時の存続期間PDを比較

することによる信用リスクの著しい増大の評価において、より多くの組成関連データを活用できる。

 

減損しておらず信用リスクの著しい増加もない（ステージ１）

ステージ１にとどまっている金融商品に対しては、翌12ヶ月間に発生する可能性のある債務不履行事

象から生じるECL（「12ヶ月ECL」）が認識される。

 

購入または組成された信用減損金融資産

発生した信用損失を反映して大幅な割引により購入または組成された金融資産は、POCIとみなされ

る。この母集団には、多くの場合、一時猶予貸付金の認識中止を受けて新たに認識された金融商品が含

まれている。POCI貸付金に関する残存期間ECLの変動額は、残存期間ECLが当初認識時の見積キャッ

シュ・フローに含まれているECLの額よりも少ない場合であっても、POCI貸付金の認識が中止されるま

で損益に認識される。

 

ステージ間の移動

金融資産（POCIを除く）は、当初認識以降の信用リスクの相対的な増加に応じて、異なるカテゴリー

間を移動する。金融商品は、上記の評価に基づき、当初認識時から信用リスクが著しく増加したとみな

されなくなった場合、ステージ２から移動する。一時猶予されている不良貸付金の場合、こうした金融

商品は、上記のように信用減損の証拠をもはや示さなくなり、是正基準を満たした場合にステージ３か

ら移動する。
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ECLの測定

信用リスクの評価およびECLの見積りは偏りがなく、確率で加重されており、報告日現在入手可能な

評価に関連する情報（過去の事象、現在の状況ならびに将来の事象および経済状況に関する報告日現在

において合理的かつ裏付け可能な情報を含む）をすべて組み入れている。さらに、ECLの見積りは貨幣

の時間的価値を考慮する必要があり、また気候関連リスク等、その他の要因を検討する。

HSBCは通常、デフォルト確率（「PD」）、デフォルト時損失率（「LGD」）およびデフォルト時エク

スポージャー（「EAD」）という３つの主な要素を使用してECLを算出している。

12ヶ月ECLは、12ヶ月PD、LGDおよびEADを掛け合わせて算出される。残存期間ECLは、代わりに残存期

間PDを用いて算出される。12ヶ月PDおよび残存期間PDはそれぞれ、翌12ヶ月間および金融商品の満期ま

での残存期間にデフォルトが発生する確率を表している。

EADは、貸借対照表日から債務不履行事象までの元本および利息の返済と約定済与信枠の予想実行額

とを考慮した、デフォルト時の予想残高を表している。LGDは、他の属性の中でもとりわけ、実現が予

想される時点の担保価値の軽減効果と貨幣の時間的価値を考慮に入れた、デフォルトが発生した場合の

EADに対する予測損失を表している。
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HSBCは、内部格付け手法（IRB）フレームワークを可能な限り活用しているが、下表に記載されてい

るIFRS第９号の異なる要件を満たすための補正を行っている。

モデル 自己資本規制 IFRS第９号

PD ・景気循環全体を通じた長期平均PDを表す

（モーゲージ・ポートフォリオの長期平均

の計算については、PRAの要求に則りポイ

ント・イン・タイムとスルー・ザ・サイク

ルの両極端の間に位置するハイブリッド・

アプローチが使用される）

・すべてのポートフォリオについて、90日以

上延滞のバックストップが設けられている

（内部規程に沿った低い支払可能性の

（「UTP」）基準を含む）

・ソブリン・キャップの影響を受ける場合が

ある

・複数の将来予測的なマクロ経済シナリオの

影響について補正された、現在のポート

フォリオの質およびパフォーマンスを表す

・すべてのポートフォリオについて、90日以

上延滞のバックストップが設けられている

（内部規程に沿ったUTP基準を含む）

EAD ・現在の残高を下回ってはならない ・期限付商品の償却が行われる

・リボルビング商品について将来の実行額を

把握する

LGD ・景気後退時のLGD（起こり得る深刻な景気

後退の期間に発生すると当行グループが予

想する損失と整合）

・過去データの不足により景気後退時のLGD

過小評価リスクを軽減するため、規制上の

フロアが適用される場合がある

・適切な指標（最低９％）を用いて割り引か

れている

・すべての回収コストが含まれている

・最近のポートフォリオのパフォーマンス・

データに基づくLGD（担保価値の変動な

ど、将来の経済状況により予想される影響

を織り込んでいる）

・フロアが設定されていない。当初実効金利

を用いて割り引かれている

・担保の売却に伴うコストおよび特定の第三

者コストのみが含まれる

その他  ・債務不履行発生時より貸借対照表日まで割

り引かれる

 

12ヶ月PDについてはIRBのモデルを可能な限り補正しているが、残存期間PDは期間構造を用いて12ヶ

月PDを予測することにより決定している。ホールセールの手法の場合、残存期間PDには、信用度の変

遷、すなわち、残存期間にわたる顧客のCRRバンド間の移動も考慮されている。

ホールセールのステージ３のECLは、割引キャッシュ・フロー（「DCF」）手法を用いて個別に決定さ

れる。予想将来キャッシュ・フローは、将来の回収額および利息の予想将来受領額に関する合理的かつ

裏付け可能な仮定と予測を反映した、報告日現在の見積りに基づいている。

残高の回収に、担保の実現を含める可能性が高い場合は、実現が予想される時点における担保の見積

公正価値（当該担保の取得および売却に係るコストを控除後）に基づく担保が考慮される。

キャッシュ・フローは、当初実効金利の合理的な近似値で割り引かれる。重要性が高いケースでは、

４つの異なるシナリオにおけるキャッシュ・フローが確率加重されるが、その際、債務者の状態、HSBC

が通常のケースで適用する経済シナリオと、債権処理戦略が成功する可能性または管財人による管理が

必要となる可能性についての判断が参照される。個別の評価が行われる重要性が低いケースでは、異な

る経済シナリオや債権処理戦略の影響により、可能性は低いが発生する可能性がある結果により生じる

損失を把握するために調整された最も可能性の高い結果に基づきECLの計算が行われる。特定の重要性

が低いケースでは、当行は、さまざまな経済シナリオを織り込んだ、ECL評価にLGDに基づくモデル化さ

れたアプローチを使用する可能性がある。

 

ECLの測定対象期間

ECLは、金融資産の当初認識時から測定される。ECLの測定時に考慮する最長期間（12ヶ月ECLまたは

残存期間ECL）は、HSBCが信用リスクにさらされる契約上の最長期間である。ただし、金融商品に実行

済および未実行の両方のコミットメントが含まれており、かつ返済を要求し未実行コミットメントを解

約する契約上の能力が信用リスクに対するHSBCのエクスポージャーを契約上の通知期間に限定するもの
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ではない場合、考慮される最長期間が契約期間によって決まることはない。代わりに、ECLは、HSBC

が、信用リスク管理活動によって軽減されない信用リスクにさらされ続ける期間にわたって測定され

る。これは、小口当座貸越およびクレジットカードに適用され、その期間は、ステージ２のエクスポー

ジャーが債務不履行になるまで、または正常勘定としてクローズするまでに要する平均時間であり、

ポートフォリオごとに決定され、２年から６年の範囲にわたっている。さらに、これらの与信枠につい

ては、ECLを貸付コミットメントの要素と金融資産の要素とに分けて識別することはできない。その結

果、ECLの合計が金融資産の損失引当金として認識される。ただし、ECLの合計が金融資産の帳簿価額総

額を上回る場合、ECLは引当金として認識される。ホールセールの当座貸越与信枠の場合、信用リスク

管理活動は年に一度よりも頻繁に行われる。

 

将来予測的な経済インプット

HSBCは、外部予測の分布を参照して決定した将来の経済状況に関するHSBCの見解を表す複数の将来予

測的なグローバル経済シナリオを適用する。このアプローチは、ほとんどの経済環境において、偏りが

ない予測損失を計算するのに十分であると考えられる。特定の経済環境においては、さらなる分析が必

要となることがあり、結果として、偏りがない見積りに十分な、起こり得る経済的成果の範囲を反映す

るために、追加のシナリオまたは調整につながる場合がある。詳細な手法は、42ページ（訳注：原文の

ページ数である）の「ECLの見積りに関する測定の不確実性および感応度分析」に開示されている。

 

重要な見積りおよび判断

IFRS第９号に基づく当行グループのECLの計算では、多くの判断、仮定および見積りを行うことが求

められる。最も重要なものは以下のとおりである。

判断 見積り

・信用リスクの著しい増加とみなされるものの定義

・モデルが現在および将来の経済状況にどのように反応する

かに関する合理的で裏付けのある判断を含む、算定を裏

付けるPD、LGDおよびEADのモデルの選択および補正

・偏りがない予想損失を算定するために十分かつ適切に加重

された経済予測が織り込まれているかどうかの判断を含

む、モデルのインプットおよび経済予測の選択

・最新の事象、モデルおよびデータの限界および欠陥、なら

びに専門家の与信判断を説明するための経営陣の判断に

よる調整

・特定のホールセール信用減損貸付金について適用される回

収戦略の選択

・42ページ（訳注：原文のページ数である）か

ら監査済と記されている「ECLの見積りに関

する測定の不確実性および感応度分析」のセ

クションには、ECLの決定にあたり使用され

た仮定が記載されており、異なる経済的仮定

に異なる加重を適用した結果に対する感応度

を提供している。

 

(j) 保険契約

特定の不確実な将来事象により不利な影響を受けた場合に他の当事者を補償する契約により、当行グ

ループが当該当事者から重要な保険リスクを引き受けている場合、当該契約は保険契約として分類され

る。保険契約によっては金融リスクも移転する場合があるが、保険リスクに重要性がある場合には、保

険契約として会計処理される。また、当行グループは裁量権付有配当性（「DPF」）型の投資契約を発

行しており、IFRS第17号「保険契約」に基づき、これも保険契約として会計処理されている。

 

保険契約の集約

一括して管理され、類似するリスクにさらされている個別の保険契約は、一つのポートフォリオと

して識別される。一括して管理される契約は通常、同一の商品グループに属し、類似する価格設定の

枠組みまたは類似する商品管理の対象であり、さらに同一の法人によって発行されるなど類似する特

性を有している。契約が複数のリスクにさらされている場合、当該契約のリスクの特徴が類似してい

るかどうかを評価するためには主要なリスクが用いられる。各ポートフォリオはさらに、契約の予想

される収益性により分類される。ポートフォリオは、収益性により、（ⅰ）当初認識時に不利である
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契約、（ⅱ）当初認識時に、その後不利になる重要な可能性がない契約、および（ⅲ）残りの契約に

分類される。これらの収益性グループは次に発行日により分けられ、当行グループが移行日後に発行

する大半の契約は、暦ベースでの四半期コホートに分類される。複数通貨の契約グループについて

は、当行グループは、その契約グループを単一通貨建てとみなしている。

保険契約負債の測定は、当初認識時に設定された保険契約グループに基づいて行われ、履行キャッ

シュ・フローおよび未稼得利益を表すCSMを含む。当行グループの会計方針は、年初来ベースで測定

に使用される見積りを更新することである。

 

履行キャッシュ・フロー

履行キャッシュ・フローは以下で構成される。

将来キャッシュ・フローの最善の見積り

当行グループの各契約に関する契約の境界線におけるキャッシュ・フローには、保険料から回収さ

れると予想される金額ならびに保険金、給付および費用の支払いが含まれ、当行グループの統計学的

および営業実績に加え、当行グループの実績データが信用に足るほど十分な規模でない場合に使用す

る外部の死亡データに基づいて、偏りのない方法でさまざまなシナリオと仮定を用いて予測される。

 

将来キャッシュ・フローに関連した貨幣の時間的価値および金融リスクに関する調整

予想現在価値を算定するため、将来キャッシュ・フローの見積りは貨幣の時間価値（すなわち、割

引）および金融リスクを反映するように調整される。当行グループは通常、オプションおよび保証付

き商品の見積りにおいて確率論的モデル手法を利用する。

所与の予想将来キャッシュ・フローに適用される割引率を決定するために、ボトムアップ・アプ

ローチが使用される。これはリスク・フリー・イールドおよび非流動性プレミアムの合計として算出

される。市場に厚み、流動性および透明性があるとみなされる場合、リスク・フリー・イールドは観

察可能な市場データに基づいて算定される。情報が入手できない場合は、適切なリスク・フリー・

イールドを算定するために経営陣の判断が適用される。非流動性プレミアムは、関連する保険契約の

流動性特性を反映する。

 

非金融リスクに関するリスク調整

このリスク調整は、非金融リスクから生じる将来キャッシュ・フローの金額および時期に関する不

確実性について求められる補填を反映する。これは、１年間にわたる75パーセンタイル・レベルのス

トレスとして計算される。このストレスのレベルは、外部の規制ストレスおよび内部の経済資本スト

レスを参照して決定される。

当行グループにおける主要な保険契約会社については、１年間の75パーセンタイル・レベルのストレ

スは、すべての将来の年度にわたるリスクの最終的な見通しに基づく60パーセンタイル（2023年：60

パーセンタイル）に対応する。

当行グループは、リスク調整の変動を、保険サービス損益（保険収益および保険サービス費用で構成

される）と保険金融収益または費用とに分解していない。すべての変動は保険サービス損益に含まれ

る。

 

測定モデル

変動手数料アプローチ（「VFA」）測定モデルは、当行グループが発行する契約の大半に使用されて

おり、当該モデルは、開始時に以下の適格基準を満たした場合に強制される。
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-  保険契約者が基礎となる項目の明確に識別されたプールの持分に参加することを契約条件で定め

ている。

-  基礎となる項目に対する公正価値リターンの相当な部分を保険契約者に支払うと当行グループが

予想している。相当な持分とは、リターンの大半であると当行グループは考えている。

-  保険契約者に支払う金額の変動の相当な部分が、基礎となる項目の公正価値の変動に応じて変動

すると当行グループが予想している。相当な部分とは、すべてのシナリオの現在価値の確率加重

平均に対する変動の大半の割合であると当行グループは考えている。

VFAに基づき測定される一部の契約については、その他包括利益（「OCI」）オプションが用いられ

る。OCIオプションは、当行グループが保有する基礎となる項目が損益を通じて公正価値で会計処理さ

れない場合に適用される。このオプションでは、基礎となる項目について損益に認識される収益または

費用に対応する金額のみが当該保険契約の金融収益または費用に含まれるため、会計上のミスマッチが

解消されることになる。発行済み当該保険契約の期中の金融収益または費用の残額は、OCIに認識され

る。また、特定の要件を満たす金融商品に対する多くの経済的相殺に、リスク軽減オプションが用いら

れる。

残りの発行済み契約および保有する再保険契約は、一般測定モデル（「GMM」）に基づき会計処理さ

れる。

 

CSMおよびカバー単位

CSMは未稼得利益であり、契約グループに収益性がある場合、当初認識時において収益または費用が

発生しない。CSMは、将来のサービスに関連した履行キャッシュ・フローの変動（例：死亡率や特定の

病気の死亡率を含む非経済的仮定の変動）について、その後の各報告期間に調整される。不利な契約グ

ループの当初認識および契約グループが当初認識後に不利になる場合、直ちに損失が保険サービス費用

に認識される。

VFAを用いて測定される契約グループについては、基礎となる項目に対する当行グループの持分の変

動ならびに経済的な実績および経済的仮定の変動によりCSMが調整され、一方、GMMではこれらの変動は

CSMの調整は行われず、発生時に損益に認識される。ただし、VFA契約に対するリスク軽減オプションで

は、履行キャッシュ・フローの変動および金融商品が軽減する基礎となる項目に係る公正価値リターン

に対する当行グループの持分の変動はCSMで調整されず、損益に認識される。リスクを軽減する金融商

品は主として保有再保険契約である。

CSMは、契約グループのカバー単位に基づき、提供される保険契約サービスを反映するように規則的

に保険収益に認識される。カバー単位は、給付の量および契約の予想カバー期間によって決まる。

当行グループは、提供する給付の量を以下のとおり識別する。

- 保険カバーの場合：減分調整を考慮後の各期間における保険契約者の予想保険給付純額に基づく。

保険契約者の保険給付純額とは、保険金額からファンドの価値または解約返戻金を差し引いた金

額である。

- 投資サービス（投資リターン・サービスと投資関連サービスの両方を含む）の場合：保険契約者に

対するファシリティへのアクセス提供を反映した一定の測定基準に基づく。

保険カバーと投資サービスの両方を提供する契約の場合、カバー単位は、各サービスの将来キャッ

シュ・アウトフローの予想現在価値に応じて加重される。

 

保険サービス損益

保険収益は、当行グループがカバーおよびその他の保険契約サービス（投資要素を除く）の提供と引

き換えに受け取る権利を得ると予想する対価を反映する。保険サービス費用は、発生保険金およびその
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他の発生保険サービス費用（投資要素を除く）、ならびに不利な契約グループに係る損失および当該損

失の戻入れで構成される。

 

保険金融収益および費用

保険金融収益または費用は、貨幣の時間的価値、金融リスクおよびその変動の影響から生じる保険契

約グループの帳簿価額の変動で構成される。VFA契約の場合、基礎となる項目の公正価値の変動（追加

および払戻しを除く）は、保険金融収益または費用に認識される。

 

(k) 従業員報酬および給付

株式報酬

当行グループは、従業員によるサービスの提供に対する報酬として、当行グループの従業員との間で

持分決済型および現金決済型株式報酬契約を締結している。

従業員が報奨に係るサービスの提供を法的付与日より前に開始し、かつ契約条件について両者が理解

を共有している場合、これらの制度の権利確定期間は法的付与日より前に開始する可能性がある。費用

は、従業員が当該報奨に係るサービスの提供を開始した時点で認識される。

権利確定条件以外の条件が権利確定期間中に満たされなかった場合は権利が失効し、損益計算書にお

いて直ちに認識される権利確定の早期化として会計処理される。従業員が権利確定条件を満たさなかっ

た場合は、失効として会計処理されるのではなく、権利確定予定の報奨数が反映されるように当該報奨

に係る費用認識額が調整される。

 

退職後給付制度

当行グループは、確定給付制度、確定拠出制度および退職後給付制度を含む多数の年金制度を有して

いる。

確定拠出制度の支払額は、従業員がサービスを提供した時点で費用として計上される。

確定給付年金債務は、予想単位積増方式を用いて算定される。損益計算書に計上される正味費用は、

主に勤務費用および正味確定給付資産または負債に係る正味利息で構成され、営業費用に表示されてい

る。

正味確定給付資産または負債の再測定は、数理計算上の損益、制度資産運用益（利息を除く）および

資産上限額による影響（該当する場合、利息を除く）により構成され、直ちにその他の包括利益に認識

される。正味確定給付資産または負債は、資産上限額テストを実施したうえで、確定給付債務の現在価

値から制度資産の公正価値を控除したものを表している。当該テストでは、確定給付制度の正味剰余金

は、払戻および制度への将来の拠出額に対する減額の現在価値に制限されている。

その他の退職後制度から生じた債務に関する費用は、確定給付年金制度と同様の基準により会計処理

されている。

 

(l) 法人税

法人税は、当期税金および繰延税金より構成されている。法人税はその他の包括利益または資本に直

接認識される項目に関連する場合、当該関係項目が表示される計算書に計上されるが、それ以外は損益

計算書に計上される。

当期税金は、当事業年度の課税所得に対して支払われることが予定されている税金であり、過年度に

関して支払われる税金に対する調整を行っている。当行グループは、税務当局に対する予想支払額に基

づき、発生する可能性のある当期税金負債を計上している。追加的に生じる税源浸食濫用防止税に関連

する支払いは、発生した期間の税金費用に反映される。
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繰延税金は貸借対照表上の資産および負債の帳簿価額と税務上の資産および負債の金額の一時差異に

対して認識される。繰延税金は、資産が実現される、あるいは負債が決済される年度に適用が見込まれ

る税率を用いて算定される。

将来課税所得の可能性および十分性の評価にあたり、当行グループは、気候変動関連を含む長期予想

における固有リスクおよび該当する場合には最近の税務上の欠損金の要因を考慮して、繰延税金資産の

認識を裏付ける証拠の入手可能性を検討する。また、既存の将来加算一時差異の将来的な解消および企

業再編を含むタックス・プラニング戦略も考慮する。

当期税金および繰延税金は、期末日に有効または実質的に有効な税率および税法に基づいて算定され

る。

 

重要な見積りおよび判断

繰延税金資産の認識は判断および見積りに左右される。

判断 見積り

・繰延税金資産を裏付ける個別の判断は、注記７に記

載されている。

・繰延税金資産の認識は、詳細な予想が入手可能で

ある期間の将来キャッシュ・フロー予測の見積

り、ならびに将来課税所得の予想の基礎となり、

予想回収期間および税務上の欠損金・税額控除の

利用パターンに影響を及ぼすその後のキャッ

シュ・フローの長期パターンに関する仮定の影響

を受ける。

 

当行グループは、翌事業年度における繰延税金資産の帳簿価額に対する重大な調整に関する重要なリ

スクがあるとは考えていないが、これは本質的に判断を伴う分野であるとみている。

 

(m) 引当金、偶発債務および保証

引当金

引当金は、過去の事象から生じた現在の法的債務または推定的債務を決済するために経済的便益が流

出する可能性があり、その金額を合理的に見積ることができる場合に認識される。

 

重要な見積りおよび判断

引当金の認識および測定では、当行グループに多くの判断、仮定および見積りを行うことが求められ

る。最も重要なものは以下のとおりである。

判断 見積り

・現在の債務の有無の決定。訴訟引当金、および類似の債務

の評価については、専門家の助言を取り入れている。

・法的手続きおよび規制に関する引当金は、通常その他の種

類の引当金よりも高度な判断が求められる。訴訟が初期

段階の場合には、現在の債務の有無、発生可能性の見積

り、および流出する可能性のある金額の見積りの決定に

関して高度な不確実性が存在するため、会計的な判断が

困難となる可能性がある。当該事象の進展に伴って、経

営陣および法務アドバイザーは、引当金を認識すべきか

否かを継続的に評価し、必要に応じて以前の見積りの見

直しを行っている。段階が進むに連れ、一連の起こり得

る結果がより明確になることによって、見積りを行うこ

とは通常容易になる。

・法的手続きおよび規制に関する引当金は、継

続して、見積りに使用される仮定に依存し

て大きく変動する可能性がある。係争中の

訴訟案件、捜査または審理に関して起こり

得る結果は、より広範囲となる可能性があ

る。その結果、個別案件に関して起こり得

る結果の範囲を定量化することは、多くの

場合実務上困難である。また、この種の引

当金について、かかる案件の性質および状

況がさまざまであること、ならびに不確実

性が広範囲にわたるため、起こり得る結果

の範囲を全体として有意性をもって定量化

することも実務上困難である。

 

偶発債務、契約債務および保証
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偶発債務

担保として供されている特定の保証および信用状を含む偶発債務ならびに法的手続きおよび規制事項

に関する偶発債務は、財務諸表では認識されないものの、決済の可能性が低い場合を除いて開示され

る。

 

金融保証契約

保険契約に分類されない金融保証契約に基づく負債は、当初は公正価値にて、通常、受取った手数料

または未収手数料の現在価値で計上される。

 

(n) 非金融資産の減損

開発中のソフトウェアは、少なくとも年１回減損テストが行われる。その他の非金融資産は、有形固

定資産、無形資産（のれんを除く）および使用権資産である。これらの資産は、個別資産レベルで減損

の兆候がある場合には、個別資産レベルで減損テストが行われるか、または、個別資産レベルで回収可

能額がない資産については、CGUレベルで減損テストが行われる。さらに、そのレベルで減損の兆候が

ある場合には、CGUレベルでも減損テストが行われる。この目的上、CGUは、グローバル事業によって区

分される主な事業法人とみなされる。

減損テストでは、非金融資産またはCGUの帳簿価額とその回収可能額（公正価値から処分費用を控除

した金額、または使用価値のいずれか高い方）を比較する。CGUの帳簿価額は、その資産および負債の

帳簿価額より構成され、それに直接帰属する非金融資産および合理的かつ一貫した基準で配分可能な非

金融資産を含む。個別のCGUに配分できない非金融資産は、適切なCGUのグルーピングにより減損テスト

が行われる。CGUの回収可能額は、公正価値からCGUの処分費用を控除した金額（該当する場合、独立し

た有資格鑑定人によって決定される）と使用価値（適切なインプットに基づいて算定される）のいずれ

か高い方である。CGUの回収可能額が帳簿価額を下回る場合、減損は非金融資産の比例配分可能な範囲

で割り当てられ、減損損失が損益計算書に認識されるが、その際には、非金融資産の帳簿価額を個々の

回収可能額またはゼロのいずれか高い方の金額まで減じることによって行なわれる。減損は、CGUにあ

る金融資産には配分されない。

非金融資産に関して過年度に認識された減損損失は、回収可能額を決定する際に使用される見積りに

変更があった場合、戻し入れされる。減損損失は、非金融資産の帳簿価額が過年度に減損損失が認識さ

れなかった場合に算定されたであろう金額（償却または減価償却控除後）を超えない範囲まで戻し入れ

される。

 

(o)売却目的で保有する非流動資産および処分グループ

HSBCは、非流動資産または処分グループ（資産および負債を含む）を、継続的使用ではなく主に売却

によってその帳簿価額が回収される場合に、売却目的保有に分類する。売却目的保有に分類するには、

非流動資産または処分グループは、当該資産（または処分グループ）の売却に関する通常かつ慣習的な

条件のみに従って、現在の状態で直ちに売却可能でなければならず、売却の可能性が非常に高くなけれ

ばならない。売却の可能性が非常に高いと言えるためには、適切な地位の経営陣が、当該資産（または

処分グループ）の売却計画を確約している必要があり、買手を探し計画を完了するための積極的なプロ

グラムに着手していなければならない。さらに、当該資産（または処分グループ）を売却する積極的な

売り込みは、現在の公正価値との関係において合理的な価格でなければならない。また、売却は分類日

から１年以内に完了した売却としての要件を満たすことが見込まれているべきであり、計画を完了する

ために必要な活動により、計画に重大な変更が行われる、または計画が撤回される可能性が低いことが

示されなければならない。

売却目的保有資産および処分グループは、IFRS第５号の測定規定の範囲外の資産および負債を除き、

帳簿価額と売却費用控除後の公正価値のいずれか低い方で測定される。非流動資産（または処分グルー

プ）の帳簿価額が売却費用控除後の公正価値よりも高い場合、当該資産または処分グループの当初また
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は事後の売却費用控除後の公正価値までの評価減について、減損損失が認識される。かかる減損損失

は、まず測定についてIFRS第５号の範囲に含まれる非流動資産に対して配分される。これにより、最初

に当該処分グループに配分されたのれんの帳簿価額が減額され、次に当該処分グループの各資産の帳簿

価額に基づく比例配分により、処分グループのその他の非流動資産の帳簿価額が減額される。その後、

測定についてIFRS第５号の範囲に含まれる非流動資産の帳簿価額を超過する減損損失が、処分グループ

の合計資産に対して認識される。

 

次へ
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2 正味受取手数料

商品別正味受取手数料

  2024年   2023年  2022年

商品別正味受取手数料  百万ポンド

運用ファンド  457  408  420

仲介手数料収入  406  327  354

口座サービス  334  339  302

信用枠  301  278  235

引受  291  239  171

グローバル・カストディ  171  190  203

送金  113  114  101

証券その他（貸株を含む）  95  95  81

コーポレート・ファイナンス  80  45  124

貸付金実行（早期返済手数料を除く）  68  44  38

その他  442  515  564

受取手数料  2,758  2,594  2,593

控除：支払手数料  (1,483)  (1,365)  (1,298)

正味受取手数料  1,275  1,229  1,295

 

グローバル事業別正味受取手数料

 
 

MSS  GB  GBMその他  CMB  WPB  

コーポレー

ト・センター  合計

  百万ポンド  百万ポンド  百万ポンド  百万ポンド  百万ポンド  百万ポンド  百万ポンド

2024年12月31日に終了した

事業年度

    
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

受取手数料  1,277  954  140  452  568  (633) 2,758

控除：支払手数料  (1,606) (237) (100)  (29)  (143) 632  (1,483)

正味受取手数料／（費用）  (329) 717  40  423  425  (1) 1,275

2023年12月31日に終了した

事業年度

    
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

受取手数料  1,275  847  131  427  556  (642) 2,594

控除：支払手数料  (1,496) (177) (102)  (19)  (207) 636  (1,365)

正味受取手数料／（費用）  (221) 670  29  408  349  (6) 1,229

2022年12月31日に終了した

事業年度

    
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

受取手数料  1,301  817  69  425  580  (599)  2,593

控除：支払手数料  (1,439)  (173)  (55)  (25)  (199)  593  (1,298)

正味受取手数料／（費用）  (138)  644  14  400  381  (6)  1,295

 

正味受取手数料には、損益を通じて公正価値で評価されない金融資産に関する受取手数料（実効金利

の計算に含まれている金額を除く。）801百万ポンド（2023年：842百万ポンド、2022年：778百万ポン

ド）、損益を通じて公正価値で評価されない金融負債に関する支払手数料（実効金利の計算に含まれて

いる金額を除く。）249百万ポンド（2023年：247百万ポンド、2022年：229百万ポンド）、信託および

その他の受託活動に関連する受取手数料675百万ポンド（2023年：654百万ポンド、2022年：673百万ポ

ンド）、ならびに信託およびその他の受託活動に関連する支払手数料94百万ポンド（2023年：83百万ポ

ンド、2022年：69百万ポンド）が含まれている。

EDINET提出書類

エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシー(E22630)

有価証券報告書

238/473



 

3 損益を通じて公正価値で測定する金融商品からの純収益

 2024年   2023年   2022年

 百万ポンド

以下による純収益：      

トレーディング活動（正味） 5,107  4,569  (2,840)

公正価値ベースで管理するその他金融商品 (381)  (1,174)  5,715

トレーディング目的で保有または公正価値ベースで管理す

る金融商品からの純収益
4,726  3,395  2,875

保険契約および投資契約に基づく負債を履行するために保

有

する金融資産

956  1,231  (1,429)

投資契約に基づく顧客に対する負債 (99)  (63)  59

損益を通じて公正価値で測定する保険事業の資産および負

債（関連デリバティブを含む）からの純収益／(費用)
857  1,168  (1,370)
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4  保険事業

下表は、当期に認識された保険収益および費用合計の分析を示している。

 

保険サービス損益

 
2024年12月31日に終了した事業年度  2023年12月31日に終了した事業年度

 

直接連動

有配当生

命保険お

よびDPF

型の投資

契約
1

 

その他の

生命保険

契約
2

 合計  

直接連動

有配当生

命保険お

よびDPF

型の投資

契約
1

 

その他の

生命保険

契約
2

 合計

 百万ポンド

保険収益            

残存カバーに係る負

債の変動に関す

る金額

215  171  386  183  188  371

－提供したサービス

について認識した

契約上のサービ

ス・マージン

70  38  108  77  43  120

－消滅したリスクに

関する非金融リス

クに係るリスク調

整の変動

9  6  15  6  6  12

－予想発生保険金お

よびその他の保険

サービス費用

136  127  263  100  139  239

－その他 －  －  －  －  －  －

保険獲得キャッ

シュ・フローの回

収

3  9  12  2  6  8

保険収益合計 218  180  398  185  194  379

保険サービス費用            

発生保険金およびそ

の他の保険サービ

ス費用

(91)  (131)  (222)  (88)  (120)  (208)

不利な契約に係る損

失および損失の戻

入れ

4  (5)  (1)  (8)  (7)  (15)

保険獲得キャッ

シュ・フローの償

却

(3)  (9)  (12)  (2)  (6)  (8)

発生保険金に係る負

債の調整
－  8  8  －  (24)  (24)

保険サービス費用合

計
(90)  (137)  (227)  (98)  (157)  (255)

保険サービス損益合

計
128  43  171  87  37  124

 

1 「直接連動有配当生命保険およびDPF型の投資契約」は、大半が変動手数料アプローチ測定モデルのもとで測定さ

れる。

2 「その他の生命保険契約」は一般測定モデルのもとで測定される。
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純投資リターン

 
2024年12月31日に終了した事業年度  2023年12月31日に終了した事業年度

 

直接連動

有配当生

命保険お

よびDPF型

の投資契

約  

その他

の生命

保険契

約  合計  

直接連動

有配当生

命保険お

よびDPF型

の投資契

約  

その他

の生命

保険契

約  合計

 百万ポンド

投資リターン            

損益に認識される

金額
1 969  2  971  1,246  17  1,263

OCIに認識される金

額
2 147  －  147  404  －  404

投資リターン合計

（備忘項目）
1,116  2  1,118  1,650  17  1,667

純金融（費用）／

収益
           

直接連動有配当契

約の基礎となる項

目の公正価値の変

動

(1,122)  －  (1,122)  (1,585)  －  (1,585)

リスク軽減オプ

ションの影響
(11)  －  (11)  －  －  －

発生利息 －  1  1  －  2  2

金利およびその他

の金融面の仮定の

変更による影響

－  －  －  －  1  1

現在の率による見

積りの変更の測定

および当初認識時

の率によるCSMの

調整による影響

－  2  2  －  (4)  (4)

保険契約による純

金融（費用）／収

益合計

(1,133)  3  (1,130)  (1,585)  (1)  (1,586)

内訳：            

損益に認識される

金額
(987)  3  (984)  (1,183)  (1)  (1,184)

OCIに認識される金

額
(146)  －  (146)  (402)  －  (402)

純投資リターン合

計
(17)  5  (12)  65  16  81

内訳：            

損益に認識される

金額
(18)  5  (13)  63  16  79

OCIに認識される金

額
1  －  1  2  －  2

 

1 当行グループの「損益を通じて公正価値で測定する保険事業の資産および負債（関連デリバティブを含む）からの純

収益／(費用)」の利益合計857百万ポンド（2023年：1,168百万ポンドの利益）には、保険契約を裏付ける資産および

負債に係るリターン807百万ポンド（2023年：1,082百万ポンドの利益）および株主資産に係るリターン50百万ポンド

（2023年：86百万ポンドの利益）が含まれている。投資リターン971百万ポンド（2023年：1,263百万ポンドの利益）

には、「損益を通じて公正価値で測定する保険事業の資産および負債（関連デリバティブを含む）からの純収益／

(費用)」に報告された保険負債を裏付ける基礎となる資産に係る利益807百万ポンド（2023年：1,082百万ポンドの損

失）、「正味受取利息」に報告された利益166百万ポンド（2023年：187百万ポンドの利益）、および「その他営業収

益」に報告された損失２百万ポンド（2023年：６百万ポンドの損失）が含まれている。
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2 「OCIに認識される金額」は、公正価値に係る利益147百万ポンド（2023年：407百万ポンドの利益）および予想信用

（損失回収額）／損失ゼロ（2023年：３百万ポンドの損失）で構成されている。当行グループの包括利益計算書にお

ける「その他の包括利益を通じて公正価値で測定する負債性金融商品 - 公正価値に係る利益／（損失）」の利益144

百万ポンド（2023年：439百万ポンドの利益）には、OCIに認識された保険投資収益の利益147百万ポンド（2023年：

407百万ポンド）が含まれており、「その他の包括利益を通じて公正価値で測定する負債性金融商品 - 損益計算書に

認識する予想信用損失／（損失回収額）」の損失１百万ポンド（2023年：２百万ポンドの損失回収額）には、OCIに

認識される保険予想信用損失／（損失回収額）ゼロ（2023年：３百万ポンドの損失）が含まれている。

 

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産に関するその他の包括利益に含まれる金額の調

整 - 修正遡及適用アプローチに基づき測定する契約

 2024年  2023年

 百万ポンド  百万ポンド

１月１日現在残高 (526)  (808)

公正価値の純変動 (120)  363

損益に振り替えられる純額 2  (5)

関連法人税 30  (93)

外国為替およびその他 27  17

12月31日現在残高 (587)  (526)
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保険契約の帳簿価額の変動 - 残存カバーおよび発生保険金別分析

 2024年12月31日終了した事業年度

 
直接連動有配当生命保険および

DPF型の投資契約  その他の生命保険契約   

 
残存カバーに

係る負債      

残存カバーに

係る負債   

 

   

 
損失要素

を除く  損失要素  

発生

保険金  合計  

損失要素を

除く  損失要素  

発生

保険金  合計  合計

 百万ポンド

資産期首残高 －  －  －  －  (54) 4  9  (41) (41)

負債期首残高 20,274  13  2  20,289  152  12  142  306  20,595

2024年１月１日現在期首残

高の純額
20,274  13  2  20,289  98  16  151  265  20,554

連結損益計算書および包括

利益計算書における変動
                 

保険収益                  

公正価値アプローチに基づ

く契約
(30) －  －  (30)  (71) －  －  (71)  (101)

修正遡及適用アプローチに

基づく契約
1

(110) －  －  (110)  (14) －  －  (14)  (124)

その他の契約
2 (78) －  －  (78)  (95) －  －  (95)  (173)

保険収益合計 (218) －  －  (218)  (180) －  －  (180)  (398)

保険サービス費用                  

発生保険金およびその他の

保険サービス費用
－  －  91  91  －  (1) 132  131  222

保険獲得キャッシュ・フ

ローの償却
3  －  －  3  9  －  －  9  12

不利な契約に係る損失およ

び損失の戻入れ
－  (4)  －  (4) －  5  －  5  1

発生保険契約に係る負債の

調整
－  －  －  －  －  －  (8) (8)  (8)

保険サービス費用／（収

益）合計
3  (4)  91  90  9  4  124  137  227

投資要素 (1,817) －  1,817  －  (4) －  4  －  －

保険サービス損益 (2,032) (4)  1,908  (128) (175) 4  128  (43) (171)

保険契約による純金融費

用／（収益）
3

1,133  －  －  1,133  (3) －  －  (3) 1,130

為替レートの変動による影

響
(766) －  －  (766) (3) －  (3) (6) (772)

連結損益計算書および包括

利益計算書における変動

合計

(1,665) (4)  1,908  239  (181) 4  125  (52) 187

キャッシュ・フロー                  

受取保険料 2,053  －  －  2,053  196  －  －  196  2,249

保険金およびその他の保険

サービス費用支払額
(22) －  (1,907) (1,929) －  －  (131) (131) (2,060)

保険獲得キャッシュ・フ

ロー
(19) －  －  (19) (25) －  －  (25) (44)

キャッシュ・フロー合計 2,012  －  (1,907) 105  171  －  (131) 40  145

その他の変動
4 (17,463) (5)  －  (17,468) (6) (1) (25) (32) (17,500)

2024年12月31日現在期末残

高の純額
3,158  4  3  3,165  82  19  120  221  3,386

資産期末残高 －  －  －  －  (57) 9  10  (38) (38)

負債期末残高 3,158  4  3  3,165  139  10  110  259  3,424

2024年12月31日現在期末残

高の純額
3,158  4  3  3,165  82  19  120  221  3,386
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 2023年12月31日終了した事業年度

 
直接連動有配当生命保険および

DPF型の投資契約  その他の生命保険契約   

 
残存カバーに

係る負債    

残存カバーに

係る負債

 

   

 
損失要素

を除く  損失要素  

発生

保険金  合計  

損失要素を

除く  損失要素  

発生

保険金  合計  合計

 百万ポンド

資産期首残高 －  －  －  －  (49) －  6  (43) (43)

負債期首残高 19,712  5  2  19,719  146  10  129  285  20,004

2023年１月１日現在期首残

高の純額
19,712  5  2  19,719  97  10  135  242  19,961

連結損益計算書および包括

利益計算書における変動
                 

保険収益                  

公正価値アプローチに基づ

く契約
(11) －  －  (11)  (78) －  －  (78)  (89)

修正遡及適用アプローチに

基づく契約
1

(119) －  －  (119)  (17) －  －  (17)  (136)

その他の契約
2 (55) －  －  (55)  (99) －  －  (99)  (154)

保険収益合計 (185) －  －  (185)  (194) －  －  (194)  (379)

保険サービス費用                  

発生保険金およびその他の

保険サービス費用
－  (1) 89  88  －  (1) 121  120  208

保険獲得キャッシュ・フ

ローの償却
2  －  －  2  6  －  －  6  8

不利な契約に係る損失およ

び損失の戻入れ
－  8  －  8  －  7  －  7  15

発生保険契約に係る負債の

調整
－  －  －  －  －  －  24  24  24

保険サービス費用合計 2  7  89  98  6  6  145  157  255

投資要素 (1,879) －  1,879  －  (3) －  3  －  －

保険サービス損益 (2,062) 7  1,968  (87) (191) 6  148  (37) (124)

保険契約による純金融費用

3
1,585  －  －  1,585  －  －  1  1  1,586

為替レートの変動による影

響
(371) －  －  (371) (1) －  －  (1) (372)

連結損益計算書および包括

利益計算書における変動

合計

(848) 7  1,968  1,127  (192) 6  149  (37) 1,090

キャッシュ・フロー                  

受取保険料 1,471  －  －  1,471  218  －  －  218  1,689

保険金およびその他の保険

サービス費用支払額
(51) －  (1,968) (2,019) －  －  (116) (116) (2,135)

保険獲得キャッシュ・フ

ロー
(15) －    (15) (28) －    (28) (43)

キャッシュ・フロー合計 1,405  －  (1,968) (563) 190  －  (116) 74  (489)

その他の変動 5  1  －  6  3  －  (17) (14) (8)

2023年12月31日現在期末残

高の純額
20,274  13  2  20,289  98  16  151  265  20,554

資産期末残高 －  －  －  －  (54) 4  9  (41) (41)

負債期末残高 20,274  13  2  20,289  152  12  142  306  20,595

2023年12月31日現在期末残

高の純額
20,274  13  2  20,289  98  16  151  265  20,554

 

1 IFRS第17号への移行にあたり、当行は早くても2019年以降に獲得した新契約に完全遡及適用アプローチを適用した。完全遡及適用アプローチの適用が

実務的でない場合、当行は主に修正遡及適用アプローチを適用した。

2 「その他の契約」は、契約開始からIFRS第17号を適用して測定されるその他の契約である。これには、移行時に完全遡及適用アプローチに基づき測定

される契約および移行後に開始した契約が含まれる。

3 「保険契約による純金融費用／（収益）」の費用1,130百万ポンド（2023年：1,586百万ポンドの費用）は、損益計算書に認識された費用984百万ポン

ド（2023年：1,184百万ポンドの費用）およびその他の包括利益に認識された費用146百万ポンド（2023年：402百万ポンドの費用）で構成されている。

4 「その他の変動」の保険契約の減少17,500百万ポンドには、2024年12月31日現在におけるフランスの保険事業の売却目的保有への分類に関する17,387

百万ポンドが含まれている。さらなる詳細は、193ページ（訳注：原文のページ数である）に記載されている。
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保険契約の帳簿価額の変動 - 測定要素別分析

 2024年12月31日終了した事業年度

 
直接連動有配当生命保険および

DPF型の投資契約  その他の生命保険契約   

   契約上のサービス・マージン      契約上のサービス・マージン     

 

将来

キャッ

シュ・フ

ローの現

在価値お

よびリス

ク調整の

見積り  

公正価値

アプロー

チに基づ

く契約  

修正遡及

適用アプ

ローチに

基づく

契約
1
 

その他の

契約
2
 合計  

将来

キャッ

シュ・フ

ローの現

在価値お

よびリス

ク調整の

見積り  

公正価値

アプロー

チに基づ

く契約  

修正遡及

適用アプ

ローチに

基づく

契約
1
 

その他の

契約
2

 

合計  合計

 百万ポンド

資産期首残高 －  －  －  －  －  (63) 4  －  18  (41)  (41)

負債期首残高 19,517  10  561  201  20,289  153  106  15  32  306  20,595

2024年１月１日現

在期首残高の純

額

19,517  10  561  201  20,289  90  110  15  50

 

265  20,554

連結損益計算書お

よび包括利益計

算書における変

動

                 

 

   

現在のサービスに

関する変動
                 

 
   

提供したサービス

について認識さ

れる契約上の

サービス・マー

ジン

－  (7) (47)  (16) (70) －  (17)  (4)  (17)

 

(38)  (108)

消滅したリスクに

関する非金融リ

スクに係るリス

ク調整の変動

(9) －  －  －  (9) (6) －  －  －

 

(6)  (15)

実績調整 (45) －  －  －  (45) 4  －  －  －  4  (41)

将来のサービスに

関する変動
                 

 
   

当期に当初認識し

た契約
(44) －  －  45  1  (23) －  －  24

 
1  2

契約上のサービ

ス・マージンを

調整する見積り

の変更

12  10  (3)  (19) －  4  1  6  (11)

 

－  －

不利な契約に係る

損失および損失

の戻入れをもた

らす見積りの変

更

(5) －  －  －  (5) 4  －  －  －

 

4  (1)

過去のサービスに

関する変動
                 

 
   

発生保険金に係る

負債の調整
－  －  －  －  －  (8) －  －  －

 
(8) (8)

保険サービス損益 (91) 3  (50)  10  (128) (25) (16) 2  (4) (43) (171)

保険契約による純

金融費用／（収

益）
3

1,133  －  －  －  1,133  (6) 2  －  1

 

(3) 1,130

為替レートの変動

による影響
(736) －  (23)  (7) (766) 1  (5) (1) (1)

 
(6) (772)

連結損益計算書お

よび包括利益計

算書における変

動合計

306  3  (73)  3  239  (30) (19) 1  (4)

 

(52) 187

キャッシュ・フ

ロー
                 

 
   

受取保険料 2,053  －  －  －  2,053  196  －  －  －  196  2,249
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保険金、その他の

保険サービス費

用支払額および

その他のキャッ

シュ・フロー

(1,929) －  －  －  (1,929) (131) －  －  －

 

(131) (2,060)

保険獲得キャッ

シュ・フロー
(19) －  －  －  (19) (25) －  －  －

 
(25) (44)

キャッシュ・フ

ロー合計
105  －  －  －  105  40  －  －  －

 
40  145

その他の変動
4 (16,815) (4)  (488) (161) (17,468) (4) －  (16) (12) (32) (17,500)

2024年12月31日現

在正味期末残高
3,113  9  －  43  3,165  96  91  －  34

 
221  3,386

資産期末残高 －  －  －  －  －  (60) 4  －  18  (38) (38)

負債期末残高 3,113  9  －  43  3,165  156  87  －  16  259  3,424

2024年12月31日現

在期末残高の純

額

3,113  9  －  43  3,165  96  91  －  34

 

221  3,386
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 2023年12月31日終了した事業年度

 
直接連動有配当生命保険および

DPF型の投資契約  その他の生命保険契約   

   契約上のサービス・マージン      契約上のサービス・マージン     

 

将来

キャッ

シュ・フ

ローの現

在価値お

よびリス

ク調整の

見積り  

公正価値

アプロー

チに基づ

く契約  

修正遡及

適用アプ

ローチに

基づく

契約
1
 

その他の

契約
2
 合計  

将来

キャッ

シュ・フ

ローの現

在価値お

よびリス

ク調整の

見積り  

公正価値

アプロー

チに基づ

く契約  

修正遡及

適用アプ

ローチに

基づく

契約
1
 

その他の

契約
2

 

合計  合計

 百万ポンド

資産期首残高 －  －  －  －  －  (76) 6  －  27  (43)  (43)

負債期首残高 18,771  29  657  262  19,719  134  114  15  22  285  20,004

2023年１月１日現在

期首残高の純額
18,771  29  657  262  19,719  58  120  15  49

 
242  19,961

連結損益計算書およ

び包括利益計算

書における変動

                 

 

   

現在のサービスに関

する変動
                 

 
   

提供したサービスに

ついて認識され

る契約上のサー

ビス・マージン

－  (3) (57)  (17) (77) －  (19)  (5)  (19)

 

(43)  (120)

消滅したリスクに関

する非金融リス

クに係るリスク

調整の変動

(6) －  －  －  (6) (6) －  －  －

 

(6)  (12)

実績調整 (12) －  －  －  (12) (19) －  －  －  (19)  (31)

将来のサービスに関

する変動
                 

 
   

当期に当初認識した

契約
(48) －  －  48  －  (24) －  －  25

 
1  1

契約上のサービス・

マージンを調整

する見積りの変

更

133  (16)  (26)  (91) －  (1) 9  5  (13)

 

－  －

不利な契約に係る損

失および損失の

戻入れをもたら

す見積りの変更

8  －  －  －  8  6  －  －  －

 

6  14

過去のサービスに関

する変動
                 

 
   

発生保険金に係る負

債の調整
－  －  －  －  －  24  －  －  －

 
24  24

保険サービス損益 75  (19)  (83)  (60) (87) (20) (10) －  (7) (37) (124)

保険契約による純金

融費用
3

1,585  －  －  －  1,585  (1) 1  －  1

 

1  1,586

為替レートの変動に

よる影響
(352) －  (14)  (5) (371) －  (1) －  －

 
(1) (372)

連結損益計算書およ

び包括利益計算

書における変動

合計

1,308  (19)  (97)  (65) 1,127  (21) (10) －  (6)

 

(37) 1,090

キャッシュ・フロー                      

受取保険料 1,471  －  －  －  1,471  218  －  －  －  218  1,689

保険金、その他の保

険サービス費用

支払額およびそ

の他のキャッ

シュ・フロー

(2,019) －  －  －  (2,019) (116) －  －  －

 

(116) (2,135)

保険獲得キャッ

シュ・フロー
(15) －  －  －  (15) (28) －  －  －

 
(28) (43)

キャッシュ・フロー

合計
(563) －  －  －  (563) 74  －  －  －

 
74  (489)

その他の変動 1  －  1  4  6  (21) －  －  7  (14) (8)
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2023年12月31日現在

正味期末残高
19,517  10  561  201  20,289  90  110  15  50

 
265  20,554

資産期末残高 －  －  －  －  －  (63) 4  －  18  (41) (41)

負債期末残高 19,517  10  561  201  20,289  153  106  15  32  306  20,595

2023年12月31日現在

期末残高の純額
19,517  10  561  201  20,289  90  110  15  50

 
265  20,554

 

1 FRS第17号への移行にあたり、当行は早くても2019年以降に獲得した新契約に完全遡及適用アプローチを適用した。完全遡及適用アプローチの適用が実

務的でない場合、当行は主に修正遡及適用アプローチを適用した。

2 「その他の契約」は、契約開始からIFRS第17号を適用して測定される契約である。これには、移行時に完全遡及適用アプローチに基づき測定される契

約および移行後に開始した契約が含まれる。

3 「保険契約による純金融（収益）／費用」の費用1,130百万ポンド（2023年：1,586百万ポンドの費用）は、損益計算書に認識された費用984百万ポン

ド（2023年：1,184百万ポンドの費用）およびその他の包括利益に認識された費用146百万ポンド（2023年：402百万ポンドの費用）で構成されている。

4 「その他の変動」の保険契約の減少17,500百万ポンドには、2024年12月31日現在におけるフランスの保険事業の売却目的保有への分類に関する17,387

百万ポンドが含まれている。さらなる詳細は、193ページ（訳注：原文のページ数である）に記載されている。

 

当期に当初認識した契約の影響

 
2024年12月31日に終了した事業年度  2023年12月31日に終了した事業年度

 発行した収益

性のある契約  

発行した不

利な契約  合計  

発行した収

益性のある

契約  

発行した不

利な契約  合計

 百万ポンド

直接連動有配当生命保

険およびDPF型の投

資契約

           

キャッシュ・アウトフ

ローの現在価値の

見積り

1,543  27  1,570  1,169  15  1,184

－保険獲得キャッ

シュ・フロー
13  －  13  10  －  10

－保険金およびその他

の保険サービス費用
1,530  27  1,557  1,159  15  1,174

キャッシュ・インフ

ローの現在価値の見

積り

(1,594)  (26)  (1,620)  (1,222)  (15)  (1,237)

非金融リスクに係るリ

スク調整
6  －  6  5  －  5

契約上のサービス・

マージン
45  －  45  48  －  48

当初認識時に認識した

（損失）
－  (1)  (1)  －  －  －

その他の生命保険契約            

キャッシュ・アウトフ

ローの現在価値の見

積り

122  4  126  129  9  138

－保険獲得キャッ

シュ・フロー
24  －  24  1  －  1

－保険金およびその他

の保険サービス費用
98  4  102  128  9  137

キャッシュ・インフ

ローの現在価値の見

積り

(152)  (3)  (155)  (161)  (8)  (169)

非金融リスクに係るリ

スク調整
6  －  6  7  －  7

契約上のサービス・

マージン
24  －  24  25  －  25

当初認識時に認識した

（損失）
－  (1)  (1)  －  (1)  (1)
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保険契約負債の予想将来キャッシュ・フローの現在価値および契約上のサービス・マージン

 １年未満  １－２年  ２－３年  ３－４年  ４－５年  ５－10年  10－20年  20年超  合計

 百万ポンド

2024年                  

保険負債の将来キャッ

シュ・フロー
1

                 

直接連動有配当生命保険お

よびDPF型の投資契約
71  65  91  86  91  409  664  1,626  3,103

その他の生命保険契約 64  －  (4)  (6) (6) (21) 19  87  133

12月31日現在の保険負債の

将来キャッシュ・フロー
135  65  87  80  85  388  683  1,713  3,236

残存契約上のサービス・

マージン
1

                 

直接連動有配当生命保険お

よびDPF型の投資契約
9  4  4  3  3  12  11  6  52

その他の生命保険契約 18  15  13  12  10  31  22  4  125

12月31日現在の残存契約上

のサービス・マージン
27  19  17  15  13  43  33  10  177

2023年                  

保険負債の将来キャッ

シュ・フロー
                 

直接連動有配当生命保険お

よびDPF型の投資契約
614  660  648  612  555  1,809  (15) 14,536  19,419

その他の生命保険契約 33  －  (4)  (5) (4) 13  28  59  120

12月31日現在の保険負債の

将来キャッシュ・フロー
647  660  644  607  551  1,822  13  14,595  19,539

残存契約上のサービス・

マージン
                 

直接連動有配当生命保険お

よびDPF型の投資契約
66  62  59  55  51  204  208  67  772

その他の生命保険契約 28  24  19  16  14  42  29  3  175

12月31日現在の残存契約上

のサービス・マージン
1

94  86  78  71  65  246  237  70  947

 

1 2024年12月31日現在の「保険負債の将来キャッシュ・フロー」および「残存契約上のサービス・マージン」は、2024年12月31日現在で売却目的保有に

分類されたフランスの保険事業を除外している。さらなる詳細は、193ページ（訳注：原文のページ数である）に記載されている。

 

割引率

予想将来キャッシュ・フローに適用される割引率は、134ページ（訳注：原文のページ数である）の

注記1.2（j）「重要性のある会計方針の要約 - 保険契約」に記載されているとおり、ボトムアップ・

アプローチによって決定される。当行グループの最も重要な保険契約子会社において使用される割引率

の混合平均は以下のとおりである。

 
HSBCライフ（UK）リミ

テッド
 

HSBCアシュアランス・

ヴィー（フランス）

 ポンド  ユーロ

2024年12月13日現在    

10年割引率（％） 4.07  2.97

20年割引率（％） 4.30  2,95

2023年12月13日現在    

10年割引率（％） 3.28  2.96

20年割引率（％） 3.43  2,97
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5 従業員報酬および給付

  2024年  2023年  2022年

  百万ポンド  百万ポンド  百万ポンド

賃金および給与  1,345  1,344  1,365

社会保障費用  240  294  278

その他の年金費用
1  87  68  55

12月31日に終了した事業年度  1,672  1,706  1,698

 

1 確定拠出年金制度に対する事業主拠出額52百万ポンド（2023年：52百万ポンド、2022年：42百万ポンド）を含む。

 

当事業年度における当行グループの平均雇用人員数(グローバル事業部門別)
1, 2

 2024年  2023年  2022年

 人  人  人

MSS 3,555  3,954  3,722

GB 1,988  2,125  2,155

GBMその他 97  27  81

CMB 2,496  2,536  2,748

WPB 3,291  6,119  6,484

コーポレート・センター 29  48  215

12月31日に終了した事業年度 11,456  14,809  15,405

 

1 コーポレート・センターの平均人員数は、各グローバル事業部門に請求される金額に基づき各事業に配分されてい

る。

2 平均雇用人員数は、当行グループとサービス契約を締結している人員数を表す。

 

株式報酬

賃金および給与は、以下のとおり、株式報酬契約の影響を含み、そのうち、61百万ポンドが持分決済

型であった（2023年：58百万ポンド、2022年：45百万ポンド）。

 2024年  2023年  2022年

 百万ポンド  百万ポンド  百万ポンド

制限付株式報奨 61  58  45

貯蓄型およびその他の株式報奨オプション制度 1  1  1

12月31日に終了した事業年度 62  59  46
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HSBC株式報奨

報奨 方針

繰延株式報奨（株式で支給される年次

インセンティブ報酬、長期インセン

ティブ(「LTI」)報奨を含む）

・12月31日に終了する対象期間の業績評価を用いて、付与される報奨額が決定

される。

・繰延報奨については通常、従業員が権利確定期間にわたり雇用されているこ

とが必要であり、通常は付与日後の業績を条件としない。これらの報奨の例

外はLTI報奨であり、LTI報奨は業績を条件とする。

・繰延株式報奨は通常３年、４年、５年または７年間にわたり権利が確定す

る。

・権利確定した株式は権利確定後の継続雇用条件の対象となることがある。

・報奨は、取消規定およびクローバック条項の対象となる。

海外従業員株式購入制度

（「シェアマッチ」）

 

 

・この制度は2013年に香港で最初に導入され、現在は30の地域の従業員が加

入している。

・株式は、750ポンドまたはその現地通貨相当額を上限として、四半期ごとに

市場で購入されている。

・マッチング報奨として、３株購入するごとに１株が無料で付与される。

・マッチング報奨は、最長２年９ヶ月の間、勤務を継続し、購入した株式を保

有していることを前提として権利が確定する。

 

HSBC株式報奨の変動

  2024年  2023年

  
株式数

（千株）
 

株式数

（千株）

制限付株式報奨－１月１日現在残高  19,205  20,454

当事業年度中における増加
1  11,114  10,998

当事業年度における引渡
1  (11,646)  (11,864)

当事業年度における権利失効  (259)  (383)

制限付株式報奨－12月31日現在残高  18,414  19,205

付与された報奨の加重平均公正価値（ポンド）  4.92  4.74

 

1 エイチエスビーシー・ホールディングス・ピーエルシーの他の子会社から、またはそれら他の子会社へと移管

された複数の株式オプション制度を含む。

 

HSBC株式オプション制度

主要制度 方針

貯蓄型株式オプション制度

（「シェアセーブ」）

 

・2014年より、英国制度の適格従業員は月額500ポンドを上限として積立を行

うことが可能で、株式を取得するためにその積立を利用することを選択でき

る。

・これらは通常、３年または５年契約の開始日から３年目または５年目の応当

日から６ヶ月間行使可能である。

・行使価格は、申込案内日の直前の日の市場価格に対して20％（2023年：

20％）割り引いた価格に設定される。
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公正価値の計算

株式オプションの公正価値は、ブラック－ショールズ・モデルを用いて算定されている。株式報奨の

公正価値は、付与日現在の株式価格に基づく。

 

HSBC株式オプション制度における変動

 貯蓄型株式オプション制度

 オプション数

（千個）  

WAEP
1

（ポンド）

2024年１月１日現在残高 4,339  3.51

当事業年度中における付与
2 525  5.82

当事業年度中における権利行使 (987)  2.92

当事業年度中における行使期限切れ (19)  3.78

当事業年度における権利失効 (218)  4.08

2024年12月31日現在残高 3,640  3.97

加重平均残存契約期間（年数） 2.13   

    

2023年１月１日現在残高 5,782  2.91

当事業年度中における付与
2 1,348  4.57

当事業年度中における権利行使 (2,428)  2.72

当事業年度中における行使期限切れ (38)  4.73

当事業年度における権利失効 (325)  2.94

2023年12月31日現在残高 4,339  3.51

加重平均残存契約期間（年数） 2.37   

 

1 加重平均行使価格

2 エイチエスビーシー・ホールディングス・ピーエルシーの他の子会社から、またはそれら他の子会社へと移管

された複数の株式オプション制度を含む。

 

退職後給付制度

当行グループはヨーロッパ各地において当行グループの従業員向けに多数の年金制度を運営してい

る。一部は確定給付制度で、そのうち、HSBCスイス年金制度は当行グループにおいて最も重要である。

当行グループの貸借対照表には、各制度の貸借対照表日現在の制度資産の公正価値と制度負債の割引

価値との差額である正味剰余金または欠損金が含まれている。剰余金は、将来の拠出額の減額または制

度からの将来の潜在的な払戻を通じて回収可能な範囲のみが認識される。当行グループは、剰余金が回

収可能か否かを評価する際に、受託者などの第三者の権利とともに、将来の払戻または将来の拠出額の

減額を受けることができる現行の権利を考慮している。

 

HSBCスイス年金制度（HSBCプライベート・バンク（スイス）年金制度）
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HSBCスイス年金制度は、IFRSにおける確定給付制度である。死亡、障害、または退職の場合に給付が

支払われる。退職給付は、従業員によるの選択に応じて年金給付、一時金またはその組合せにより支払

われる。当制度は、選出された従業員の代表者および指定された事業主の代表者で構成される独立した

共同年金委員会によって監督されており、同委員会は当制度の運営に関して受託責任を負っている。当

制度の資産は当行グループの資産とは分別して保管されている。

投資の戦略的目的は、財政状態の安定を維持しながら、可能な限り継続して、時間の経過とともに価

値の増加を達成することである。この目的上、基金は主として債券および株式（スイスおよび外国）な

らびにオルタナティブ投資および不動産ファンドに投資する。全体として、高度な分散を重視してい

る。

基金の資産は、規制上の従業員および事業主による拠出ならびに投資リターンによるものである。

当制度は、有資格のアクチュアリーによって年一回以上、または現地の実務および規制に従って見直

される。確定給付債務および関連する純期間年金費用の計算に用いられる数理計算上の仮定は、それら

が所在する国の経済状況に応じて変化する。2024年12月31日現在における当該制度の確定給付債務の最

新の測定は、エーオン・スイス・リミテッドにより、予想単位積増方式を用いて行われた。次回の測定

の適用日は、2025年12月31日である。

 

HSBCジャーマニー年金制度（HSBCトリンカウス・アンド・ブルクハルト年金制度）

HSBCジャーマニー年金制度は、最終給与に基づく制度であり、事前に定義された給付発生および利益

を乗じた従業員の勤務期間に基づいて算定される。年金は、特定の年金給付、一時金またはその組合せ

であり、給付期日が到来すると支払われる。当制度は、当該制度の運営に関して受託責任を負っている

独立した受託会社によって監督されている。当制度の資産は当行グループの資産とは分別して保管され

ている。

投資の戦略的目的は、可能な限り継続して、時間の経過とともに価値の増加を達成することである。

この目的上、基金は主として国債、社債、投資ファンド、株式に投資する。また、主に先進地域に投資

する。全体として、高度な分散を重視している。

年金債務の資金を提供するための制度資産が創設され、信託契約(「CTA」)により分別されている。

HSBCトリンカウス・ファンモーグンストルハンダーe.V.およびトリンカウス・ミッターベイテルハン

ダーe.V.が受託者の役割を担う。受託者の構成員は、当行従業員である。

当行は、確定給付金に定期的に外部から総合的に資金供給することを目指している。CTAに対して拠

出を配分する義務はない。当行は、確定給付への資金提供に必要とされない資産に対する権利がある。

現時点では、当該制度資産への追加を想定していない。

収益は、定款に従って、例えば年金支給または再投資にのみ使用することができる。同様に、定款に

従った引き出しのみ行うことができる。

2024年12月31日現在における当該制度の確定給付債務の最新の測定は、ウィリス・タワーズ・ワトソ

ン・ゲーエムベーハーのハンス-ピーター・キッセルマン（ドイツ・アクチュアリー会（DAV）会員）お

よびヘルガ・バーダーにより、予想単位積増方式を用いて行われた。次回の測定の適用日は、2025年12

月31日である。

 

確定給付制度に関連して貸借対照表上で認識された正味資産／（負債）

  

制度資産の

公正価値  

確定給付債務の

現在価値  合計

  
百万ポンド

確定給付年金制度
 

910  (967)  (57)

確定給付医療制度
 

－  (41)  (41)

EDINET提出書類

エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシー(E22630)

有価証券報告書

253/473



2024年12月31日現在
 

910  (1,008)  (98)

従業員給付債務合計（「未払費用、繰延収益

およびその他負債」内）

 
    (172)

従業員給付資産合計（「前払金、未収収益

およびその他資産」内）

 
    74

 
 

     

確定給付年金制度
 

459  (479)  (20)

確定給付医療制度
 

－  (46)  (46)

2023年12月31日現在
 

459  (525)  (66)

従業員給付債務合計（「未払費用、繰延収益

およびその他負債」内）

 
    (117)

従業員給付資産合計（「前払金、未収収益

およびその他資産」内）

 
    51
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確定給付年金制度

確定給付年金制度に基づく正味資産／（負債）

 制度資産の公正価値
 

確定給付債務の現在価値  
正味確定給付

資産／（負債）

 

主要な

年金制

度

  

 主要な

年金制

度

  

 主要な

年金制

度

  

 

HSBC

スイス

年金制

度
1

 HSBC

ジャーマ

ニー年金

制度
2
 

その他

の

制度

 HSBC

スイス

年金制

度
1

 

HSBC

ジャーマ

ニー年金

制度
2
 

その他

の

制度

 HSBC

スイス

年金制

度
1

 

HSBC

ジャーマ

ニー年金

制度
2
 

その他

の

制度

 百万ポンド

2024年１月１

日現在
－

 
337  122

 
－  (304)  (175)

 
－  33  (53)

勤務費用 －
 

－  (1)
 

(14)  (5)  (7)
 

(14)  (5)  (8)

－当期勤務費

用
－

 
－  －

 
(14)  (5)  (7)

 
(14)  (5)  (7)

－過去勤務に

よる利益
－

 
－  (1)

 
－  －  －

 
－  －  (1)

正味確定給付

資産／（負

債）におけ

る純利息収

益／（費

用）

5

 

7  5

 

(6)  (9)  (6)  (1)  (2)  (1)

その他の包括

利益におい

て認識され

た再測定の

影響

36

 

(1)  (15)

 

(43)  7  8  (7)  6  (7)

－制度資産の

収益（利息

収益を除

く）

36  (1)  (15)  －  －  －  36  (1)  (15)

－数理上の

（損失）／

利益　財務

上の仮定

－  －  －  (27)  7  11  (27)  7  11

－数理上の損

失　人口統

計上の仮定

－  －  －  －  －  (2)  －  －  (2)

－数理上の損

失　実績上

の仮定

－  －  －  (16)  －  (1)  (16)  －  (1)

－その他の増

減
－  －  －  －  －  －  －  －  －

換算差額 (11)  (16)  (1)  12  14  3  1  (2)  2

支払給付 (41)  －  (6)  41  12  12  －  12  6

その他の変動

3,4,5
486  －  4  (520)  5  8  (34)  5  12

2024年12月31

日現在
475  327  108  (530)  (280)  (157)  (55)  47  (49)
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 制度資産の公正価値
 

確定給付債務の現在価値  
正味確定給付

資産／（負債）

 

主要な

年金制

度

  

 主要な

年金制

度

  

 主要な

年金制

度

  

 

HSBC

スイス

年金制

度
1

 HSBC

ジャーマ

ニー年金

制度
2
 

その他

の

制度

 HSBC

スイス

年金制

度
1
 

HSBC

ジャーマ

ニー年金

制度
2
 

その他

の

制度

 HSBC

スイス

年金制

度
1
 

HSBC

ジャーマ

ニー年金

制度
2
 

その他

の

制度

 百万ポンド

2023年１月１

日現在
－  405  129  －  (357)  (174)  －  48  (45)

勤務費用 －  －  －  －  (7)  (5)  －  (7)  (5)

－当期勤務費

用
－  －  －  －  (8)  (6)  －  (8)  (6)

－過去勤務に

よる利益
－  －  －  －  1  1  －  1  1

正味確定給付

資産／（負

債）における

純利息収益／

（費用）

－  11  6  －  (9)  (9)  －  2  (3)

その他の包括

利益において

認識された再

測定の影響

－  6  (6)  －  (29)  1  －  (23)  (5)

－制度資産の

収益（利息

収益を除

く）

－  6  (6)  －  －  －  －  6  (6)

－数理上の利

益　財務上

の仮定

－  －  －  －  (29)  (8)  －  (29)  (8)

－数理上の損

失　人口統

計上の仮定

－  －  －  －  －  2  －  －  2

－数理上の損

失　実績上

の仮定

－  －  －  －  －  7  －  －  7

－その他の増

減
－  －  －  －  －  －  －  －  －

換算差額 －  (8)  －  －  7  1  －  (1)  1

支払給付 －  －  (7)  －  12  15  －  12  8

その他の変動

3,6
－  (77)  －  －  79  (4)  －  2  (4)

2023年12月31

日現在
－  337  122  －  (304)  (175)  －  33  (53)

 

1 HSBCスイス年金制度は当行グループにおいて重要な制度とみなされるため、当制度が開示されている。

2 2023年においてHSBCジャーマニー年金制度は当行グループにおいて重要な制度とみなされていたため、当制度お

よびその比較数値が開示されている。

3 その他の変動には、当行グループの拠出額、従業員の拠出額、制度が支払った管理費用および税金が含まれる。

4 HSBCスイス年金制度のその他の変動には、2024年２月１日に取得した年金資産／確定給付債務の公正価値が含ま

れる。
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5 HSBCジャーマニー年金制度のその他の変動には、ドイツのプライベート・バンキング事業の予定される売却の一

環としての確定給付債務の売却目的で保有する負債への振替えが含まれる。

6 HSBCジャーマニー年金制度のその他の変動には、生涯労働時間口座（Lebensarbeitszeitkonto; LAZK）制度の長

期従業員給付への振替えが含まれている。

 

HSBCスイスは、規制上定められているとおり、事業主拠出を行う予定である。2025年の予想される事

業主拠出額は12百万ポンドである。HSBCジャーマニーは、2025年においてHSBCジャーマニー年金制度へ

の拠出を予定していない。今後５年間の各年に、およびその後の５年間の合計で制度から離職者および

非現役の対象者（退職者、遺族配偶者、障害者等）に支払われると予想される給付額は、以下のとおり

である。

 

制度から支払われると予想される給付額

 
2025年  2026年  2027年  2028年  2029年  

2030年～

2034年

 百万ポンド

HSBCスイス年金制度
1 26  26  26  25  26  124

HSBCジャーマニー年金制度

2
13  11  12  11  12  68

 

1 HSBCスイス年金制度について、適用されている開示の仮定に基づく確定給付債務の期間は、14.9年（2023年：

13.3年）である。

2 HSBCジャーマニー年金制度について、適用されている開示の仮定に基づく確定給付債務の期間は、13.5年（2023

年：14.2年）である。

 

資産クラス別制度資産の公正価値

 2024年

 HSBCスイス年金制度  HSBCジャーマニー年金制度

 

価値  

活発な市

場の公表

市場価格  

活発な

市場の

公表市

場価格

なし  

うち、

HSBC  価値  

活発な市

場の公表

市場価格  

活発な市

場の公表

市場価格

なし  

うち、

HSBC

 百万ポンド

制度資産の公正価値 473  430  45  －  327  314  13  －

－株式 130  130  －  －  2  2  －  －

－固定利付債券 233  233  －  －  214  214  －  －

－指数連動債券 －  －  －  －  7  7  －  －

－その他の債券 －  －  －  －  －  －  －  －

－不動産 58  58  －  －  3  －  3  －

－合同投資ファンド －  －  －  －  －  －  －  －

－その他 54  9  45  －  101  91  10  －
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 2023年

 HSBCスイス年金制度  HSBCジャーマニー年金制度

 

価値  

活発な市

場の公表

市場価格  

活発な市

場の公表

市場価格

なし  

うち、

HSBC  価値  

活発な市

場の公表

市場価格  

活発な市

場の公表

市場価格

なし  

うち、

HSBC

 百万ポンド

制度資産の公正価値 －  －  －  －  337  312  25  －

－株式 －  －  －  －  3  3  －  －

－固定利付債券 －  －  －  －  196  196  －  －

－指数連動債券 －  －  －  －  6  6  －  －

－その他の債券 －  －  －  －  －  －  －  －

－不動産 －  －  －  －  3  －  3  －

－合同投資ファンド －  －  －  －  －  －  －  －

－その他 －  －  －  －  129  107  22  －

 

1 HSBCスイス年金制度は2024年２月１日に取得されている。

 

退職後確定給付年金制度の主な数理計算上の財務に関する仮定

当行グループは、確定給付債務と満期が一致している優良な負債性金融商品（AA格付または同等）の

現在の平均利回りに基づき、当制度の現地のアクチュアリーと相談の上で債務に適用する割引率を決定

している。

 

重要な数理計算上の仮定

 
 

HSBCスイス年金制度  HSBCジャーマニー年金制度

 
 
割引率  

インフレ

率
 
年金の

増加率
 昇給率  割引率  

インフレ

率

 年金の

増加率
 昇給率

 
 

％

2024年12月31

日現在

 
0.85  1.00  －  1.60  3.41  2.25  2.25  3.75

2023年12月31

日現在

 
－  －  －  －  3.17  2.25  2.25  2.25

 

1 HSBCスイス年金制度は2024年２月１日に取得されている。
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死亡表および60歳における平均余命

   HSBCスイス年金制度
1

 死亡表  

現在の男性加入者

の60歳における平均余命：  

現在の女性加入者

の60歳における平均余命：

 60歳  40歳  60歳  40歳

  

2024年12月31日現在 LPP2020
3  26.9  29.1  28.9  30.9

2023年12月31日現在 LPP2020
3  0  0  0  0

 

   HSBCジャーマニー年金制度

 死亡表  

現在の男性加入者

の60歳における平均余命：  

現在の女性加入者

の60歳における平均余命：

 60歳  40歳  60歳  40歳

  

2024年12月31日現在 RT 2018G
2  25.7  28.7  29.3  31.6

2023年12月31日現在 RT 2018G
2  25.4  28.3  29.1  31.3

 

1 HSBCスイス年金制度は2024年２月１日に取得されている。

2 ヒューベック表：RT 2018G。これは、ドイツで職域年金制度について一般に認められ、使用されている死亡表で

あり、将来の死亡率の改善および給付が高い年金受給者ほど死亡率がより低いことを考慮している。

3 LPP2020は、スイスで職域年金制度について一般に認められ、使用されている死亡表であり、将来の死亡率の改

善および給付が高い年金受給者ほど死亡率がより低いことを考慮している。
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重要な仮定の変更による影響

  HSBCスイス年金制度債務
1

  増加による財務上の影響
 

減少による財務上の影響

  2024年  2023年  2022年  2024年  2023年  2022年

  百万ポンド

割引率 - 0.25％の増加／減少  (19)  －  －  21  －  －

インフレ率 - 0.25％の増加／

減少
 2  －  －  (2)  －  －

年金給付および繰延年金 -

0.25％の増加／減少
 13  －  －  (12)  －  －

給与 - 0.25％の増加／減少  2  －  －  (2)  －  －

死亡率の変動 - １年の増加  16  －  －  N/A  －  －

 

  HSBCジャーマニー年金制度債務

  増加による財務上の影響
 

減少による財務上の影響

  2024年  2023年  2022年  2024年  2023年  2022年

  百万ポンド

割引率 - 0.25％の増加／減少  (8)  (9)  (7)  8  9  8

インフレ率 - 0.25％の増加／

減少
 6  7  7  (6)  (6)  (5)

年金給付および繰延年金 -

0.25％の増加／減少
 5  6  5  (5)  (6)  (5)

給与 - 0.25％の増加／減少  1  1  1  (1)  (1)  (1)

死亡率の変動 - １年の増加  8  9  10  N/A  N/A  N/A

 

1 HSBCスイス年金制度は2024年２月１日に取得されている。

 

上記の感応度分析は、他のすべての仮定を一定に保ちながら、ある仮定の変更に基づいている。実務

上、そうなる可能性は低く、仮定の一部の変更は相関する場合がある。重要な数理計算上の仮定に対す

る確定給付債務の感応度を計算する際、貸借対照表に認識される確定給付資産の算定時と同じ手法（報

告期間末において予想単位積増方式で計算された確定給付債務の現在価値）が適用されている。感応度

分析の策定に用いられた仮定の手法および種類は、過年度から変更されていない。
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取締役報酬

2006年会社法（2008年規則410号により改訂）に準拠して算定された当行の取締役報酬の合計は、以

下のとおりである。

  2024年  2023年  2022年

  千ポンド  千ポンド  千ポンド

手当
1  1,425  1,427  1,410

給与およびその他の報酬
2  3,182  2,792  2,294

年次インセンティブ
3  1,206  1,163  979

長期インセンティブ
4  1,732  1,193  779

12月31日に終了した事業年度  7,545  6,575  5,462

 

1 非執行取締役に支払われた手当。

2 給与およびその他の報酬の数値には固定手当が含まれている。

3 執行取締役に対する任意の年次インセンティブは、個人および会社の業績に基づいており、当行の親会社であ

るエイチエスビーシー・ホールディングス・ピーエルシーの報酬委員会によって決定される。執行取締役に付

与されるインセンティブ報奨は、現金およびエイチエスビーシー・ホールディングス・ピーエルシーの株式で

付与される。表示されている合計額は、現金602,958ポンド（2023年：581,561ポンド）および株式602,958ポン

ド（2023年：581,561ポンド）で構成されており、2024年度の業績に関して付与される年次インセンティブの前

払分である。

4 表示されている金額は、繰延現金566,033ポンド（2023年：493,868ポンド）および繰延株式1,165,574ポンド

（2023年：699,652ポンド）で構成されている。これらの金額は、報奨のうち、これら報奨に付された権利確定

条件が2024年度に実質的に満たされた場合に権利が確定する部分に関連している。繰延現金および株式報奨の

権利確定期間の合計は４年以上であるが、報奨日の第１回目、第２回目、第３回目および第４回目の各応当日

において25％の権利が確定する。繰延株式報奨は権利確定の際に少なくとも６ヶ月間保有するという条件が付

される。両制度の詳細については、エイチエスビーシー・ホールディングス・ピーエルシーの取締役報酬報告

書の中に含まれている。2011年HSBC株式制度に基づく、勤務条件が付された報奨の費用は、これらの報奨の公

正価値をもとに算定された金額が、報奨の対象となる勤務期間にわたって毎年認識される。

 

当事業年度中にエイチエスビーシー・ホールディングス・ピーエルシーの普通株式に関する株式オプ

ションを行使した取締役はいなかった。

取締役のマネー・パーチェス制度において、適格勤務に関する退職給付が発生した取締役はいなかっ

た（2023年：ゼロ）。

さらに、旧取締役との非積立型退職給付契約に基づき2024年度に403,922ポンド（2023年：410,403ポ

ンド）が支払われた。2024年12月31日現在、旧取締役に対する非積立型年金債務に関する引当金は、

3,506,170ポンド（2023年：3,811,422ポンド）であった。
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これらの総額のうち、以下の金額は最高額の報酬を受け取った取締役（「最高報酬取締役」）に対し

て支払われたものである。

  2024年  2023年  2022年

  千ポンド  千ポンド  千ポンド

給与およびその他の報酬  1,638  1,641  1,641

年次インセンティブ
1  673  1,074  859

長期インセンティブ
2  1,404  990  677

12月31日に終了した事業年度  3,715  3,705  3,177

 

1 最高報酬取締役に付与される報奨は、現金およびエイチエスビーシー・ホールディングス・ピーエルシーの株

式で付与された。表示されている金額は、現金336,560ポンド（2023年：537,040ポンド）および株式336,560ポ

ンド（2023年：537,040ポンド）で構成されている。

2 表示されている金額は、繰延現金437,126ポンド（2023年：408,439ポンド）、および繰延株式967,230ポンド

（2023年：581,165ポンド）で構成されている。これらの金額は、報奨のうち、これら報奨に付された権利確定

条件が2024年度にほぼ満たされた場合に権利が確定する部分に関連している。繰延現金および株式報奨の権利

確定期間の合計は４年以上であるが、報奨日の第１回目、第２回目、第３回目および第４回目の各応当日にお

いて25％の権利が確定する。株式報奨は権利確定の際に６ヶ月間保有するという条件が付される。

 

最高報酬取締役の当事業年度の勤務に関して、当行によって行われた年金拠出はなかった（2023年：

0ポンド）。

 

6 監査人報酬

  2024年  2023年  2022年

  百万ポンド  百万ポンド  百万ポンド

PwCに対する支払監査報酬  15.4  13.1  11.3

その他の支払監査報酬  0.6  0.6  0.7

12月31日に終了した事業年度  16.0  13.7  12.0

 

PwCに対する当行グループの支払報酬

  2024年  2023年  2022年

  百万ポンド  百万ポンド  百万ポンド

当行の法定監査に対する支払報酬
1,5  6.0  5.3  5.5

当行グループに提供されたその他のサービスに対す

る報酬

 
17.8  17.5  15.6

－当行グループ子会社の監査
2  9.4  7.8  5.8

－監査関連の保証サービス
3  4.4  5.2  5.3

－その他の保証サービス
4  4.0  4.5  4.5

12月31日に終了した事業年度  23.8  22.8  21.1

 

1 当行グループの連結財務諸表および当行の個別財務諸表の法定監査に関するPwCに対する支払報酬である。当行

子会社の法定監査に関する支払報酬はここには含まれておらず、「当行グループに提供されたその他のサービ

スに対する報酬」に含まれている。

2 当行子会社の法定監査に対するPwCへの支払報酬を含む。

3 期中レビューを含む、法定ならびに規制上の報告に関する保証サービスおよびその他サービスを含む。

4 コンフォート・レターを含む、主に第三者のエンドユーザーのために作成され、第三者のエンドユーザーが利

用する、受託会社の内部統制についての保証報告書に関する認められたサービスが含まれている。
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5 PwCに対する2024年の監査報酬支払額には、2023年財務諸表の確定後の過年度調整が含まれる。

 

上記に加えて、エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシーに関連した第三者によりPwCに支払われ

る見積報酬額は、総額0.5百万ポンドである。これらのケースでは、エイチエスビーシー・バンク・

ピーエルシーは契約当事者と関連があったため、PwCの選任に関与していた可能性がある。これらの報

酬は、エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシーから借り入れている企業の財政状態のレビューなど

のサービスから発生している。

当行に対する非監査サービスに関する支払報酬は、当該報酬が当行グループ連結ベースで開示されて

いるため、個別には開示されていない。

 

7  法人税

法人税費用

 

  2024年
 

2023年
 

2022年

  百万ポンド
 

百万ポンド
 

百万ポンド

当期税金  497  386  (283)

－当期  387  359  (243)

－過年度に関する調整  110  27  (40)

繰延税金  288  41  (363)

－一時差異の発生および解消  272  25  (529)

－税率の変更の影響  －  －  33

－過年度に関する調整  16  16  133

12月31日に終了した事業年度
1  785  427  (646)

 

1 損益計算書に計上された金額に加えて、61百万ポンドの税金費用（2023年：334百万ポンドの税金費用、2022

年：393百万ポンドの税額控除）が直接資本に計上された。

 

当行グループの利益は、その利益が生じる国によって異なる税率で課税される。2024年度において主

に適用されている税率は、英国およびフランスなどである。当行および当行の銀行子会社に適用されて

いる英国の税率は、税率28％（2023年：27.75％）となり、その内訳は25％の法人税率と英国内の銀行

業務利益に対する３％の追加税であった。フランスにおいて適用される税率は26％（2023年：26％）で

ある。その他海外子会社および海外支店は、業務を展開している国における適切な税率を用いて税金を

計上した。

2023年７月に、当行の最終的な親会社であるエイチエスビーシー・ホールディングス・ピーエルシー

の管轄地である英国において、2024年１月１日より発効する、税源侵食と利益移転（「BEPS」）に関す

る経済協力開発機構（「OECD」）の包括的枠組みの「第２の柱」グローバル・ミニマム課税モデル・

ルール（「当ルール」）を導入する法律が成立した。当該ルールでは、OECDの第２の柱モデル・ルール

に規定される原則に基づき計算したある管轄地における当行グループの事業に関する実効税率が15％を

下回る場合に、トップアップ税金負債が発生する。適格国内最低トップアップ税（「QDMTT」）が適用

される管轄地に関して発生する追加の税金は、当該管轄地の課税当局に支払われる。QDMTTがない場

合、結果として生じる税金は当行の最終的な親会社であるエイチエスビーシー・ホールディングス・

ピーエルシーによって英国の課税当局に支払われる。2025年１月１日よりバミューダおよびチャンネル

諸島において新たな法人税ルールが適用され、これらの管轄地において実効税率15％で現地の税金負債

が発生すると予想されている。
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2024年において、法定税率が低いために、４つの管轄地、特にジャージーおよびバミューダに関して

トップアップ税金負債が発生すると予想されている。
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税率調整表

損益計算書上の法人税費用は、すべての利益が英国法人税率で課税された場合の法人税費用とは以下

のとおり異なる。

 

  2024年
 

2023年
 

2022年

  百万ポンド ％  百万ポンド ％  
百万ポン

ド
 ％

税引前当期純利益／（損失）  2,068    2,152    (1,199)   

法人税費用             

英国法人税率による税金  516  25.0  506  23.5  (228)  19.0

海外における利益に対する異なる税率

での課税の影響
 (116)  (5.6)  (20)  (0.9)  (75)  6.3

英国銀行業に対する追加税  5  0.2  5  0.2  (47)  3.9

2024年度に法人税費用を増加させる項目：             

- 未認識繰延税金の変動  149   7.2  (81)  (3.8)  (268)  22.4

- 過年度に関する調整  147  7.1  58  2,7  93  (7.8)

- 事業処分に係る損失（利益）  60  2.9  (74)  (3.4)  －  －

- 地方税および海外源泉税  56  2.7  19  0.9  4  (0.3)

- 英国および欧州銀行税  45  2.2  78  3.6  50  (4.2)

- 罰科金に関する引当金  12  0.6  23  1.1  3  (0.3)

- その他  4  0.2  25  1.2  (5)  0.4

2024年度に法人税費用を減少させる項

目：
            

- AT１クーポンの支払いに関する控除  (64)  (3.1)  (60)  (2.8)  (55)  4.6

- 不確実な税務ポジション引当金の変動  (20)  (1.0)  (11)  (0.5)  (110)  9.2

- 関連会社およびジョイント・ベン

チャーの（利益）／損失による影響
 (7)  (0.3)  5  0.2  5  (0.4)

- 非課税所得および利益  (2)  (1.0)  (21)  (1.0)  (93)  7.8

- 売却目的保有に関する調整の影響  －  －  (25)  (1.2)  47  (3.9)

- 税率変更の影響  －  －  －  －  33  (2.8)

12月31日に終了した事業年度  785  38.0  427  19.8  (646)  53.9

 

当事業年度の実効税率は、38.0％（2023年：19.8％、2022年：53.9％）であった。2024年度の実効税

率38.0％は、異なる管轄地における利益と損失の構成を反映しており、フランスにおける税務上の欠損

金に係る繰延税金の認識中止、特に英国における過年度に関する費用、事業処分に係る損失および源泉

税に関する費用により増加している。

2023年度の実効税率19.8％は、HSBCライフ（UK）における過年度の超過費用に関する繰延税金資産の

認識およびガンジー支店のPBRSへの譲渡により生じた非課税利益により減少し、英国および欧州におけ

る損金不算入の銀行税費用ならびに過年度に関する費用によって増加している。

税法はあいまいで、その適用には当局間でも議論になり得るようなある程度の判断が必要であるた

め、税金に関する会計処理には一定の見積りが伴う。負債は、起こり得る結果に関する最善の見積りに

基づき、外部からの助言も適宜考慮して認識されている。当行グループは、重要な負債が引当額を超え
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て発生することはないと予想している。当期税金資産には、EUに所在する会社から過年度に受領した配

当金に関して英国歳入関税局（HMRC）から回収可能な税金の見積額が含まれている。この問題の最終的

な解決には訴訟が伴うが、訴訟の結果は不確実である。

 

繰延税金資産および負債の変動

 

キャッ

シュ・フ

ロー・ヘッ

ジ
 

 

貸付金の

減損

引当金  

有形

固定資産  

FVOCI

投資

 
税務上の

欠損金による

控除
2

 

その他
1
 合計

 百万ポンド

資産  138  59  191  329  601  204  1,522

負債 －  －  －  (197)  －  (53)  (250)

2024年１月１日現在 138  59  191  132  601  151  1,272

損益計算書 －  (15)  (44)  (40)  (145)  (44)  (288)

その他の包括利益 (39)  －  －  (23)  －  4  (58)

外国為替およびその

他の調整
(2)  (2)  1  7  (14)  (26)  (36)

2024年12月31日現在 97  42  148  76  442  85  890

資産
3 97  42  148  76  442  131  936

負債
3 －  －  －  －  －  (46)  (46)

              

資産 391  60  227  474  628  151  1,931

負債 －  －  －  (351)  －  －  (351)

2023年１月１日現在 391  60  227  123  628  151  1,580

損益計算書 －  (4)  (36)  44  (17)  (28)  (41)

その他の包括利益 (252)  －  －  (43)  －  65  (230)

外国為替およびその

他の調整
(1)  3  －  8  (10)  (37)  (37)

2023年12月31日現在 138  59  191  132  601  151  1,272

資産
3 138  59  191  329  601  204  1,522

負債
3 －  －  －  (197)  －  (53)  (250)

 

1 その他の繰延税金資産および負債は、株式報酬、費用に関する引当金、およびその他の一時差異に関連している。

2 税務上の欠損金に関して認識された繰延税金資産は、主にフランス（414百万ポンド）、エイチエスビーシー・バンク・ピー

エルシーのニューヨーク支店の米国州税（16百万ポンド）、およびスイス（11百万ポンド）の税務上の欠損金に関連してお

り、いずれも将来の利益予測によって裏付けられている。

3 各国の残高を相殺後、財務諸表に開示された残高は、繰延税金資産895百万ポンド（2023年：1,278百万ポンド）および繰延税

金負債５百万ポンド（2023年：６百万ポンド）である。

 

経営陣は、既存の将来加算一時差異の解消、過去の業績および将来の業績予想を考慮して、当行およ

び当行グループの繰延税金資産を回収できる将来課税所得の見込みを評価している。2024年度におい

て、過年度に発生したフランスにおける税務上の欠損金に係る繰延税金124百万ポンドの認識が中止さ

れており、2024年度に発生したフランスにおける税務上の欠損金に関して認識された繰延税金はなかっ

た。これは当該金額の認識を裏付ける将来課税所得の十分な証拠があるとは経営陣が評価しなかったた

めである。

当行グループの繰延税金資産純額890百万ポンド（2023年：1,272百万ポンド）には、英国における繰

延税金資産純額347百万ポンド（2023年：441百万ポンド）、およびフランスにおける繰延税金資産純額

391百万ポンド（2023年：693百万ポンド）（実質的に12年以内に回収が予想される税務上の欠損金に関

する414百万ポンド（2023年：566百万ポンド）を含む）が含まれる。

経営陣は、当行グループが当該年度にフランスの税務上の欠損金を計上したが、上記の証拠は認識さ

れているフランスの繰延税金資産を裏付けるのに十分であるということに満足している。英国の繰延税

金資産は、HSBCの英国税金グループ全体に関する将来の利益予想によって裏付けられる。これには、エ
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イチエスビーシー・バンク・ピーエルシー・グループの一部でない多くの企業、特にエイチエスビー

シー・ユーケー・バンク・ピーエルシーおよびその子会社が含まれる。

 

当行

 

退職給付  

有形

固定資産  FVOCI  

キャッ

シュ・フ

ロー・

ヘッジ

 税務上の

欠損金

による控除
2  その他

1
 合計

 百万ポンド

資産
2 9  191  43  117  28  3  391

負債
2 -  -  -  -  -  (1)  (1)

2024年１月１日現在 9  191  43  117  28  2  390

損益計算書 (4)  (32)  -  -  (12)  (2)  (50)

その他の包括利益 5  -  (12)  (14)  -  14  (7)

外国為替およびその他の調

整
-  -  (1)  -  -  1  -

2024年12月31日現在 10  159  30  103  16  15  333

資産
3 10  159  30  103  16  17  335

負債
3 -  -  -  -  -  (2)  (2)

              

資産 14  231  75  318  28  (58)  608

負債 -  -  -  -  -  -  -

2023年１月１日現在 14  231  75  318  28  (58)  608

損益計算書 (15)  (40)  -  -  -  38  (17)

その他の包括利益 10  -  (32)  (201)  -  22  (201)

外国為替およびその他の調

整
-  -  -  -  -  -  -

2023年12月31日現在 9  191  43  117  28  2  390

資産
3 9  191  43  117  28  3  391

負債
3 -  -  -  -  -  (1)  (1)

 

1 その他の繰延税金資産および負債は、自己負債の公正価値、貸付金の減損引当金および株式報酬に関連している。

2 損失に関して認識された繰延税金資産は、当行のニューヨーク支店の米国州税上の欠損金に関連しており、将来の利益予測に

よって裏付けられている。

3 各国の残高を相殺後、決算書に開示された残高は、繰延税金資産335百万ポンド（2023年：391百万ポンド）および繰延税金負

債２百万ポンド（2023年：１百万ポンド）である。

 

未認識の繰延税金

当行グループ

貸借対照表上に繰延税金資産が認識されていない一時差異、税務上の繰越欠損金および税額控除の金

額は2,117百万ポンド（2023年：673百万ポンド）であった。これらの金額には、エイチエスビーシー・

バンク・ピーエルシーのニューヨーク支店において発生した税務上の繰越欠損金、税額控除および一時

差異1,496百万ポンド（2023年：668百万ポンド）、ならびに認識を裏付ける将来課税所得の証拠が不十

分なフランスの税務上の欠損金に関する566百万ポンド（2023年：ゼロ）が含まれる。未認識繰越欠損

金53百万ポンドは10年より前に期限を迎え、残りの未認識繰越欠損金は10年より後に期限を迎えるか無

期限である。

当行

貸借対照表上に繰延税金資産が認識されていない一時差異、税務上の繰越欠損金および税額控除の金

額は1,496百万ポンド（2023年：668百万ポンド）であった。これらの金額には、エイチエスビーシー・

バンク・ピーエルシーのニューヨーク支店において発生した税務上の繰越欠損金、税額控除および一時

差異が1,496百万ポンド（2023年：668百万ポンド）含まれている。未認識繰越欠損金は10年より後に期

限を迎えるか無期限である。
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エイチエスビーシー・バンク・ピーエルが送金またはその他の実現の時期をコントロールでき、予測

可能な将来において送金または実現の可能性が高くない場合、当行グループの子会社および支店に対す

る投資に関して繰延税金は認識されない。子会社および支店に対する投資により生じた未認識の繰延税

金負債に関する一時差異合計は4.0十億ポンド（2023年：3.7十億ポンド）であり、対応する未認識の繰

延税金負債は31百万ポンド（2023年：27百万ポンド）であった。
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8  配当金

親会社に対する配当金

 2024年  2023年  2022年

 
１株当たり

ポンド

 百万

ポンド

 １株当たり

ポンド

 百万

ポンド

 １株当たり

ポンド

 百万

ポンド

普通株式に係る配当金            

当事業年度に関するもの            

－第一次中間配当金 0.124  99  －  －  －  －

－第一次特別配当金 －  －  0.941  750  1.067  850

－第二次中間配当金 0.126  100  －  －  －  －

－第三次中間配当金 0.142  113  －  －  －  －

合計 0.392  312  0.941  750  1.067  850

資本に分類される優先株式に係

る配当金
           

当行の非累積第三次米ドル優先

株式に関する配当金
0.001  －  0.001  －  0.001  －

資本に分類される資本証券に係

るクーポン支払額合計
－  223  －  211  －  202

親会社に対する配当金 －  535  －  961  －  1,052

 

資本に分類される資本証券に係るクーポン支払額合計

  2024年  2023年  2022年

 
最初の

償還可能日
百万ポンド

 
百万ポンド

 
百万ポンド

永久劣後その他Tier 1金融商品       

2015年永久劣後再設定可能その他Tier 1金融

商品
2020年12月 82

 
85

 
87

2016年永久劣後再設定可能その他Tier 1金融

商品
2022年１月 11

 
12

 
11

2018年永久劣後再設定可能その他Tier 1金融

商品
2023年３月 38

 
28

 
28

2018年永久劣後再設定可能その他Tier 1金融

商品
2023年３月 16

 
10

 
10

2019年永久劣後再設定可能その他Tier 1金融

商品
2024年11月 24

 
24

 
24

2019年永久劣後再設定可能その他Tier 1金融

商品
2024年11月 7

 
15

 
8

2019年永久劣後再設定可能その他Tier 1金融

商品
2024年12月 20

 
19

 
20

2019年永久劣後再設定可能その他Tier 1金融

商品
2025年１月 9

 
9
 

8

2022年永久劣後再設定可能その他Tier 1金融

商品
2027年３月 16

 
9
 

6

合計  223  211  202

 

 

次へ
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9 セグメント別分析

チーフ・エグゼクティブは、当行グループの報告セグメントを特定する目的上、報告期間において最

高経営意思決定者（「CODM」）とみなされた。再編は2025年１月１日より初めて効力が発生したため、

2024年のセグメント別報告には影響がない。

当行グループの業務は密接に統合されているため、データの表示には、収益および費用の特定の項目

の内部配分が含まれる。これらの配分には、グローバル事業に有意に割り当てることができる範囲にお

いて、特定の支援サービスおよび部署の費用が含まれている。こうした配分は体系的かつ一貫性のある

基準で行われているが、必然的にある程度の主観性を伴う。事業に配分されていない費用は、コーポ

レート・センターに含まれている。

該当する場合、表示されている収益および費用の金額には、セグメント間資金調達ならびにグループ

会社間および事業部門間の取引が含まれている。こうした取引はすべて独立企業間条件に従って実施さ

れている。セグメント資産および負債、収益および費用は当行グループの会計方針に従って測定され

る。分担費用は、実際の振替に基づいて各セグメントに計上される。グローバル事業に関するグループ

内相殺項目は、コーポレート・センターに表示されている。

各報告セグメントの収益源である商品およびサービスの種類は、６ページ（訳注：原文のページ数で

ある）の「戦略レポート - 当行グループのグローバル事業」で説明されている。
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事業セグメント別：

税引前当期純利益／（損失）

 2024年

 

MSS  GB  GBMその他  CMB  WPB  

コーポレー

ト・セン

ター  合計

 百万ポンド

正味営業収益／（費用）（ECLおよ

びその他の信用減損費用の変動考

慮前）
1

2,259  2,081  107  1,718  1,501  (193) 7,473

 －うち：正味受取／（支払）利息 570  1,332  (55) 1,180  956  (2,998)  985

ECLおよびその他の信用減損費用の

変動
(4) 66  －  (226) 7  (6)  (163)

正味営業収益／（費用） 2,255  2,147  107  1,492  1,508  (199)  7,310

営業費用合計 (2,134) (1,025) (322) (749) (855)  (175)  (5,260)

営業利益／（損失） 121 1,122  (215) 743  653  (374)  2,050

関連会社およびジョイント・ベン

チャーにおける利益持分
－  －  －  －  －  18  18

税引前利益／（損失） 121 1,122  (215) 743  653  (356)  2,068

 ％

経費率 94.5  49.3  n/a  43.6  57.0    70.4

 

 2023年

 

MSS  GB  GBMその他  CMB  WPB  

コーポレー

ト・セン

ター  合計

 百万ポンド

正味営業収益（ECLおよびその他の

信用減損費用の変動考慮前）
1 1,996  2,092  13  1,746  1,339  320  7,506

 －うち：正味受取／（支払）利息 212  1,430  (13) 1,331  946  (1,755)  2,151

ECLおよびその他の信用減損費用の

変動
(9) (91) 3  (83) 12  (1)  (169)

正味営業収益 1,987  2,001  16  1,663  1,351  319  7,337

営業費用合計 (2,131) (1,013) (282) (663) (894)  (159)  (5,142)

営業利益／（損失） (144) 988  (266) 1,000  457  160  2,195

関連会社およびジョイント・ベン

チャーにおける損失持分
－  －  －  －  －  (43)  (43)

税引前利益／（損失） (144) 988  (266) 1,000  457  117  2,152

 ％

経費率 106.8  48.4  n/a  38.0  66.8    68.5
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 2022年

 MSS  GB  GBMその他  CMB  WPB  

コーポレー

ト・セン

ター
 合計

 百万ポンド

正味営業収益／（費用）（ECLおよ

びその他の信用減損費用の変動考

慮前）
1

2,446  1,571  (108) 1,433  (432) (606) 4,304

 －うち：正味受取／（支払）利息 (54) 903  (16) 925  710  (564)  1,904

ECLおよびその他の信用減損費用の

変動
(1) (153) (1) (54) (7)  (6)  (222)

正味営業収益／（費用） 2,445  1,418  (109) 1,379  (439)  (612)  4,082

営業費用合計 (1,936) (932) (406) (663) (834)  (480)  (5,251)

営業利益／（損失） 509  486  (515) 716  (1,273)  (1,092)  (1,169)

関連会社およびジョイント・ベン

チャーにおける損失持分
－  －  (2) －  －  (28)  (30)

税引前利益／（損失） 509  486  (517) 716  (1,273)  (1,120)  (1,199)

 ％

経費率 79.1  59.3  n/a  46.3  n/a    122.0

 

1　正味営業収益（予想信用損失およびその他の信用減損費用の変動考慮前）は、収益ともいう。これには、コーポレート・セ

ンターにおいて消去されているセグメント間収益63百万ポンド（2023年：62百万ポンド、2022年：108百万ポンド）が含まれ

ている。

 

外部の正味営業収益は、業績報告または資金貸出の責任を負う支店の所在地に基づいて、各国に割り

当てられる。

 2024年  2023年  2022年

 百万ポンド  百万ポンド  百万ポンド

外部の正味営業収益／（費用）（国別） 7,473  7,506  4,304

－英国 3,618  3,609  3,068

－フランス 1,280  1,819  (70)

－ドイツ 836  836  732

－その他の国 1,739  1,242  574

 

事業別貸借対照表

 
MSS  GB  GBMその他  CMB  WPB  

コーポレー

ト・セン

ター  合計

 百万ポンド

2024年12月31日              

顧客に対する貸付金 3,131  33,224  136  24,297  16,293  5,585  82,666

顧客からの預金 48,885  80,920  7,646  63,967  40,852  33  242,303

2023年12月31日              

顧客に対する貸付金 2,718  34,723  67  24,226  13,666  91  75,491

顧客からの預金 41,102  85,303  9,434  58,620  28,337  145  222,941

　

10 トレーディング資産
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  当行グループ  当行

  2024年  2023年  2024年  2023年

  百万ポンド  百万ポンド

短期国債およびその他適格手形  5,379  4,808  4,360  4,353

負債証券  29,805  27,724  17,553  16,071

持分証券  65,092  50,020  59,884  47,498

トレーディング証券  100,276  82,552  81,797  67,922

銀行に対する貸付金
1  2,957  5,094  2,902  5,060

顧客に対する貸付金
1  12,809  13,050  12,542  12,784

12月31日現在  116,042  100,696  97,241  85,766

 

1 銀行および顧客に対する貸付金は、売戻取引、借株およびその他の勘定を含む。

 

11 公正価値で計上された金融商品の公正価値

管理の枠組み

公正価値は、リスクを取る立場から独立した部門による決定または検証が行われることを確保するよ

う設計された管理の枠組みの適用を受ける。

公正価値が外部の相場価格またはモデルにインプットする観察可能な価格を参照して決定される金融

商品はすべて、独立した価格決定または検証が行われる。活発に取引されていない市場では、当行グ

ループは金融商品の公正価値を検証するにあたって代替的なマーケット情報を入手する。関連性および

信頼性が高いと考えられる情報ほど重視される。この点について、とりわけ以下の要素が考慮される。

・価格が真正な取引価格または取引可能価格であると見込まれる程度

・金融商品間の類似性の程度

・異なる情報源間の一貫性の程度

・データを入手するために価格提供者が行ったプロセス

・市場データに関連する日から期末日までの経過期間

・データの入手方法

評価モデルを用いて決定された公正価値についての管理の枠組みは、該当する場合、（ⅰ）評価モデ

ルのロジック、（ⅱ）評価モデルへのインプット、（ⅲ）評価モデル以外で必要な調整、および、可能

であれば（ⅳ）モデルからのアウトプットについての、独立した支援部門による開発または検証を含

む。評価モデルは、使用可能となる前に精査および調整プロセスを経ており、継続的に外部の市場デー

タに対して調整される。

 

公正価値で測定される金融負債

特定の状況において、当行グループは、特定の金融商品の活発な市場における市場価格に基づいて、

発行済負債を公正価値で計上する。市場価格が入手できない場合、これらの発行済負債は評価技法を用

いて評価され、そのインプットは当該金融商品の活発に取引されていない市場における市場価格に基づ

くか、または類似する金融商品の活発な市場における市場価格と比較することによって見積られる。い

ずれの場合でも、公正価値は、当行グループの負債に適した信用スプレッドを適用することによる影響

を含んでいる。
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発行済仕組債および特定のその他複合金融商品は、公正価値で測定され、トレーディング負債に計上

されている。これらの金融商品に適用されているスプレッドは、当行グループが仕組債を発行した時点

におけるスプレッドから導かれている。

 

公正価値ヒエラルキー

金融資産および負債の公正価値は以下に従ってヒエラルキーが決定される。

・レベル１－市場価格を用いた評価技法：HSBCが測定日現在アクセス可能な活発な市場における同一

商品の市場価格を有する金融商品

・レベル２－観察可能なインプットを用いた評価技法：活発な市場における類似商品の市場価格また

は活発に取引されていない市場における同一商品または類似商品の市場価格を有する金融商品、

およびすべての重要なインプットが観察可能であるモデルを用いて評価された金融商品

・レベル３－重要な観察不能なインプットによる評価技法：１つ以上の重要なインプットが観察不能

である評価技法を用いて評価された金融商品
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公正価値で計上された金融商品および評価基準

  2024年  2023年

当行グループ  レベル１  レベル２  レベル３  合計  レベル１  レベル２  レベル３  合計

  百万ポンド  百万ポンド

12月31日現在の

継続的な公正価値の

測定  

        

   

 

   

資産                 

トレーディング資産  87,915  24,557  3,570  116,042  72,164  26,482  2,050  100,696

公正価値評価の指定

を受けた、または

強制的に損益を通

じて公正価値で測

定する金融資産

 4,615  3,720  1,082  9,417  7,008  9,178  2,882  19,068

デリバティブ  1,219  195,071  1,882  198,172  428  171,865  1,823  174,116

金融投資  31,769  7,142  1,079  39,990  25,857  10,743  907  37,507

負債                 

トレーディング負債  24,713  17,296  624  42,633  29,791  12,233  252  42,276

公正価値評価の指定

を受けた金融負債
 1,078  33,403  2,962  37,443  992  27,595  3,958  32,545

デリバティブ  745  193,982  2,355  197,082  994  168,145  2,335  171,474

 

下表は、IFRS第５号に従って売却目的保有に分類されている売却目的保有資産および負債処分グルー

プの負債の公正価値のレベル別分類を示している。詳細については、注記34を参照のこと。

 

公正価値で計上された金融商品および評価基準 － 売却目的で保有する資産および負債

  2024年  2023年

当行グループ  
レベル１

 

レベル２

 

レベル３

 

合計

 レベル

１  レベル２  レベル３  合計

  百万ポンド  百万ポンド

12月31日現在の

継続的な公正価値の測

定  

        

   

 

   

資産                 

トレーディング資産  －  －  －  －  －  －  －  －

公正価値評価の指定を

受けた、または強制

的に損益を通じて公

正価値で測定する金

融資産

 2,365  7,189  2,053  11,607  －  －  38  38

デリバティブ  －  29  －  29  －  －  －  －

金融投資  2,113  4,261  402  6,776  －  －  25  25

負債                 

トレーディング負債  －  －  －  －         

公正価値評価の指定を

受けた金融負債
 －  104  －  104  －  1,858  －  1,858

デリバティブ  －  15  －  15  －  5  －  5
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公正価値で計上された金融商品および評価基準

 

  2024年  2023年

当行  レベル１  レベル２  レベル３  合計  レベル１  レベル２  レベル３  合計

  百万ポンド  百万ポンド

12月31日現在の

継続的な公正価値の

測定                 

資産                 

トレーディング資産  70,108  23,700  3,433  97,241  58,152  25,772  1,842  85,766

公正価値評価の指定

を受けた、または

強制的に損益を通

じて公正価値で測

定する金融資産

 171  3,390  99  3,660  206  2,910  65  3,181

デリバティブ  687  181,048  1,923  183,658  152  151,661  1,952  153,765

金融投資  17,812  2,150  71  20,033  15,074  1,233  55  16,362

負債                 

トレーディング負債  11,315  17,204  624  29,143  13,177  11,503  252  24,932

公正価値評価の指定

を受けた金融負債
 －  26,754  1,732  28,486  －  20,811  2,635  23,446

デリバティブ  155  181,235  2,355  183,745  601  149,850  2,348  152,799

 

レベル１の公正価値とレベル２の公正価値の間の振替

 資産  負債

 

金融投資  

トレーディ

ング資産  

公正価値

評価の指定

または強制

的に損益を

通じて公正

価値で測定  

デリバ

ティブ  

トレーディ

ング負債  

公正価値

評価の指定  

デリバ

ティブ

 百万ポンド  百万ポンド

2024年12月31日現在              

レベル１からレベル２への振替 10  320  －  －  84  －  －

レベル２からレベル１への振替 30  577  －  －  54  －  －

              

2023年12月31日現在              

レベル１からレベル２への振替 26  252  －  －  4  －  －

レベル２からレベル１への振替 121  408  －  －  41  －  －

 

公正価値ヒエラルキーのレベル間の振替は、各四半期の報告期間末に発生するとみなしている。振替

は主に、価格透明性および観察可能性の評価の変更に起因する。

 

公正価値調整

公正価値調整は、市場参加者が考慮するであろう、主要な商品評価モデルに組み込まれていない追加

的な要因を考慮する。調整は、主要な評価システムにおけるものを含む、モデル・インフラストラク

チャーを用いて計算される。当行グループは、公正価値調整を「リスク関連」または「モデル関連」の

いずれに分類する。これらの調整の大半はMSSに関連している。公正価値調整の金額の変動は、他の関連

する損益への影響によって補われる可能性があるため、これらの変動は必ずしも損益計算書における損
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益の対応する変動につながるものではない。例えば、モデルが改善されたことにより、公正価値調整が

必要なくなるような場合がある。同様に、公正価値調整は、関連するポジションが解消される場合に減

少するが、これは損益につながらないことがある。

 

公正価値調整

  2024年  2023年

  MSS  コーポレート  MSS  コーポレート

  百万ポンド  百万ポンド

調整の種類         

リスク関連  321  29  327  32

－ビッド－オファー  151  2  155  －

－不確実性  55  3  42  2

－信用評価調整  53  21  61  27

－負債評価調整  (9)  －  (20)  －

－資金調達公正価値調整  71  3  89  3

－その他  －  －  －  －

モデル関連  29  －  41  －

－モデルの限界  29  －  41  －

－その他  －  －  －  －

取引開始時の利益（初日の損益

準備金）
 58  －  54  －

12月31日現在  408  29  422  32

 

 

ビッド－オファー

IFRS第13号「公正価値測定」は、公正価値を最もよく表すビッド－オファー・スプレッドの範囲内で

の価格を使用するよう求めている。評価モデルは通常、仲値を導き出す。ビッド－オファー調整は、実

質的にすべての残存する正味ポートフォリオ市場リスクが、利用可能なヘッジ手段を用いて、あるいは

実際のポジションを処分または解消することにより手仕舞された場合に発生するコストの範囲を反映し

ている。

 

不確実性

特定のモデルのインプットは市場データから容易に決定できない場合があり、かつ／またはモデルの

選択自体がより主観的である場合がある。これらの状況において、市場参加者が不確実なパラメーター

および／またはモデルの仮定について評価モデルに用いられる数値よりも保守的な数値を採用する可能

性を反映するために、調整が必要となることがある。

 

信用および負債評価調整

信用評価調整（「CVA」）は、契約相手方が債務不履行に陥り、当行グループが当該取引の市場価値

の全額を受け取ることができない可能性を反映させるために店頭（「OTC」）デリバティブ契約の評価

に対して行われる調整である。
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負債評価調整（「DVA」）は、HSBCが債務不履行に陥り、当該取引の市場価値の全額を支払うことが

できない可能性を反映させるためにOTCデリバティブ契約の評価に対して行われる調整である。

HSBCは、グループ各社ごとに、またグループ各社の契約相手ごとに、各社のエクスポージャーに対す

る個別のCVAおよびDVAを計算している。中央決済機関を除き、第三者であるすべての契約相手方がCVA

およびDVAの計算に含められており、これらの調整はHSBCグループ会社間で相殺されていない。

HSBCは、CVAを、契約相手方に対するHSBCの正の予想エクスポージャーに対してHSBCの非デフォルト

を条件とした契約相手方のデフォルト（債務不履行）確率（「PD」）を適用し、その結果にデフォルト

時の予測損失を乗じることによって算定している。

これに対して、HSBCはDVAを、HSBCに対する契約相手方の正の予想エクスポージャーに対して契約相

手方の非デフォルトを条件としたHSBCのPDを適用し、その結果にデフォルト時の比例的な予測損失を乗

じることによって算定している。どちらの計算も、潜在的なエクスポージャーの期間にわたって実施さ

れる。

ほとんどの商品について、HSBCでは、ポートフォリオの期間中におけるさまざまな潜在的エクスポー

ジャーを取り込んだシミュレーション法を用いて、契約相手方に対して予想される正のエクスポー

ジャーを算定している。当該シミュレーション法には、契約相手方とのネッティング契約および担保契

約等の信用補完が含まれている。当該手法は、一般に「誤方向リスク」を考慮していない。誤方向リス

クは、CVA前のデリバティブの潜在的価値が契約相手方のPDと正の相関がある場合に生じる。重要な誤

方向リスクが存在する場合、評価におけるこのリスクを反映するために取引ごとの個別のアプローチが

適用される。

 

資金調達公正価値調整(「FFVA」)

資金調達公正価値調整(「FFVA」)は、OTCデリバティブ・ポートフォリオの無担保部分の予想将来資

金調達エクスポージャーに対し将来の市場での資金調達スプレッドを適用することで算出される。予想

将来資金調達エクスポージャーは、利用できる場合シミュレーション手法で算出され、HSBCまたは契約

相手方の債務不履行など、エクスポージャーを終了させる事象について調整される。FFVAおよびDVA

は、独立して算出される。

 

モデルの限界

ポートフォリオ評価のために使用されるモデルは、現在および将来の重要な市場特性のすべてを捉え

ているわけではない簡略化された一連の仮定に基づいている場合がある。この場合、モデルの限界に関

する調整が行われる。

 

取引開始時の利益（初日の損益準備金）

取引開始時の利益に関する調整は、評価モデルによって見積られた公正価値が１つ以上の重要な観察

不能なインプットに基づいている場合に行われる。取引開始時の利益に関する調整の会計処理について

は注記１に記載されている。

 

公正価値評価の基礎

重要な観察不能なインプットによる評価技法を使用して公正価値で測定されている金融商品－レベル３

  資産  負債

当行グループ  金融投資  

トレーディン

グ目的保有  

公正価値

評価の指定

または強制

的に損益を

通じて公正

価値で測定  

デリバ

ティブ  合計  
トレーディン

グ目的保有  

公正価値

評価の指定  
デリバ

ティブ  合計

  百万ポンド  百万ポンド
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戦略的投資を含めた

プライベート・エクイ

ティ

 108  1  1,069  －  1,178  －  1  －  1

アセット・バック証券  68  145  －  －  213  －  －  －  －

仕組債  －  －  －  －  －  －  2,958  －  2,958

デリバティブ  －  －  －  1,882  1,882  －  －  2,355  2,355

その他のポートフォリオ  903  3,424  13  －  4,340  624  3  －  627

2024年12月31日現在  1,079  3,570  1,082  1,882  7,613  624  2,962  2,355  5,941

                   

戦略的投資を含めた

プライベート・エクイ

ティ

 66  1  2,656  －  2,723  8  1  －  9

アセット・バック証券  160  97  6  －  263  －  －  －  －

仕組債  －  －  －  －  －  －  3,490  －  3,490

デリバティブ  －  －  －  1,823  1,823  －  －  2,335  2,335

その他のポートフォリオ  681  1,952  220  －  2,853  244  467  －  711

2023年12月31日現在
1  907  2,050  2,882  1,823  7,662  252  3,958  2,335  6,545
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  資産  負債

当行  金融投資  

トレーディン

グ目的保有  

公正価値

評価の指定

または強制

的に損益を

通じて公正

価値で測定  

デリバ

ティブ  合計  
トレーディン

グ目的保有  
公正価値

評価の指定  
デリバ

ティブ  合計

  百万ポンド  百万ポンド

                   

戦略的投資を含めた

プライベート・エクイティ
 55  －  99  －  154  －  －  －  －

アセット・バック証券  －  145  －  －  145  －  －  －  －

仕組債  －  1  －  －  1  －  1,732  －  1,732

デリバティブ  －  －  －  1,923  1,923  －  －  2,352  2,352

その他のポートフォリオ  16  3,287  －  －  3,303  624  －  3  627

2024年12月31日現在  71  3,433  99  1,923  5,526  624  1,732  2,355  4,711

                   

戦略的投資を含めた

プライベート・エクイティ
 55  －  65  －  120  8  －  －  8

アセット・バック証券  －  97  －  －  97  －  －  －  －

仕組債  －  －  －  －  －  －  2,635  －  2,635

デリバティブ  －  －  －  1,952  1,952  －  －  2,343  2,343

その他のポートフォリオ  －  1,745  －  －  1,745  244  －  5  249

2023年12月31日現在  55  1,842  65  1,952  3,914  252  2,635  2,348  5,235

                   

 

レベル３の金融商品は、現行事業および旧来の事業の双方に存在する。証券化目的のローン、一部の

デリバティブおよびほぼすべてのレベル３のアセット・バック証券は、旧来のポジションである。HSBC

はこれらのポジションを保有する能力を有している。

 

戦略的投資を含めたプライベート・エクイティ

投資の公正価値は、投資対象会社の財政状態および経営成績、リスク・プロファイル、見通しならび

にその他の要素の分析に基づいて、あるいは、活発な市場における類似した会社の市場評価を参照する

かもしくは類似した会社が所有者を変更した時点の価格を参照することによって、または公表されてい

る純資産価値（「NAV」）から見積られる。必要に応じて、公正価値に関する最善の見積りを得るために

ファンドのNAVに調整が行われる。

 

アセット・バック証券

これらの証券の公正価値を決定するために市場価格が通常用いられているが、入手可能な限られた市

場データの信頼性を実証するため、また市場価格に対する調整が必要か否かを特定するためには評価モ

デルが用いられる。住宅モーゲージ・バック証券などの一部のABSの評価では、期限前償還率、担保の種

類に基づく債務不履行率および損失の規模、ならびに業績に関連した前提条件を適宜考慮した業界標準

モデルを用いている。評価のアウトプットは、一貫性について、類似する性質をもつ証券の観察可能な

データと比較される。

 

仕組債

レベル３の仕組債の公正価値は、基礎となる負債証券の公正価値から導き出される。組込デリバティ

ブの公正価値の決定については、下記のデリバティブに関するパラグラフで説明されている。これらの

仕組債は主に、HSBCが発行し、契約相手方に特定の持分証券およびその他のポートフォリオの業績と連

動した利益を提供する株式連動債で構成されている。観察不能なパラメーターには、長期株式ボラティ

リティ、ならびに株価間、金利および為替レート間の相関関係等がある。
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デリバティブ

OTCデリバティブの評価モデルは、「無裁定」原則に基づいて、予想将来キャッシュ・フローの現在

価値を算定する。多くの一般デリバティブ商品に関して利用されるモデル・アプローチは、業界で標準

的に用いられているものである。より複雑なデリバティブ商品の場合は、実務上の相違が一部見られ

る。評価モデルへのインプットは、可能な場合には常に、取引所、ディーラー、ブローカー、またはコ

ンセンサスプライスのプロバイダーから得られる価格を含む、観察可能な市場データから決定される。

特定のインプットは、市場では直接的に観察されない場合があるが、モデル調整手順を経た観察可能な

価格から決定されるか、あるいは実績データまたはその他の情報源から見積ることができる。
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公正価値ヒエラルキーのレベル３における公正価値測定に関する調整

レベル３金融商品の変動

 資産  負債

当行グループ 金融投資  

トレーディ

ング資産  

公正価値

評価の指定

または強制

的に損益を

通じて公正

価値で測定  

デリバ

ティブ  

トレーディ

ング負債  

公正価値

評価の指定  

デリバ

ティブ

 百万ポンド  百万ポンド

              

2024年１月１日現在 907  2,050  2,882  1,823  252  3,958  2,335

損益に認識された資産に係る利益／（損失）合計お

よび負債に係る利益／（損失）合計
－  182  13  767  226  (1,818)  654

－トレーディング目的保有または公正価値ベースで

管理する金融商品からの純収益
－  182  －  767  226  (1,818)  654

－損益を通じて公正価値で測定する保険事業の資産

および負債（関連デリバティブを含む）からの純

損失

－  －  (35)  －  －  －  －

－強制的に損益を通じて公正価値で測定するその他

の金融商品の公正価値の変動
－  －  48  －  －  －  －

－その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金

融投資による純収益
－  －  －  －  －  －  －

その他の包括利益（「OCI」）に認識された損益合計
1

(25)  3  (84)  (4)  －  (64)  (1)

－金融投資：公正価値に係る損益 7  －  －  －  －  －  －

－換算差額 (32)  3  (84)  (4)  －  (64)  (1)

購入 1,027  2,488  447  －  723  －  －

発行 －  －  －  －  －  2,677  －

売却 (72)  (1,049)  (409)  －  (234)  －  －

決済
2 (588)  (335)  (1,785)  (610)  (406)  (602)  (330)

振替（出）
3 (204)  (277)  (17)  (683)  (29)  (2,172)  (1,075)

振替（入）
3 34  508  35  589  92  983  772

2024年12月31日現在 1,079  3,570  1,082  1,882  624  2,962  2,355

2024年12月31日時点で保有していた資産および負債

に関して損益に認識された未実現利益／（損失）
－  (39)  23  (1,548)  (5)  (88)  (622)

－トレーディング費用（正味受取利息を除く） －  (39)  －  (1,548)  (5)  －  (622)

－公正価値評価の指定を受けたその他の金融商品か

らの純収益／（費用）
－  －  23  －  －  (88)  －

              

              

2023年１月１日現在 1,447  2,738  3,318  1,737  415  2,461  2,478

損益に認識された資産に係る利益／（損失）合計お

よび負債に係る（利益）／損失合計
(1)  189  8  851  (268)  60  1,008

－トレーディング目的保有または公正価値ベースで

管理する金融商品からの純収益
－  189  －  851  (268)  －  1,008

－損益を通じて公正価値で測定する保険事業の資産

および負債（関連デリバティブを含む）からの純

収益

－  －  －  －  －  －  －

－強制的に損益を通じて公正価値で測定するその他

の金融商品の公正価値の変動
－  －  8  －  －  60  －

－その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金

融投資による純収益
(1)  －  －  －  －  －  －

その他の包括利益（「OCI」）に認識された利益／

（損失）合計
1 (1)  (28)  (92)  (2)  －  (8)  (5)

－金融投資：公正価値に係る利益／（損失） 29  －  －  －  －  －  －

－換算差額 (30)  (28)  (92)  (2)  －  (8)  (5)

購入 51  1,004  305  －  233  －  －

発行 －  1  －  －  2  3,005  －

売却 (213)  (1,675)  (484)  －  (253)  (2)  －

決済 (38)  (79)  (72)  (1,009)  138  (1,169)  (1,295)

振替（出） (451)  (561)  (120)  (233)  (30)  (660)  (339)

振替（入） 113  461  19  479  15  271  488

2023年12月31日現在 907  2,050  2,882  1,823  252  3,958  2,335

2023年12月31日時点で保有していた資産および負債

に関して損益に認識された未実現（損失）／利益
－  －  (75)  520  －  (217)  (823)

－トレーディング収益／（費用）（正味受取利息を

除く）
－  －  －  520  －  －  (823)

－公正価値評価の指定を受けたその他の金融商品か

らの純収益
－  －  (75)  －  －  (217)  －

 
 

1 当期の「金融投資：公正価値に係る利益／（損失）」および連結包括利益計算書の「換算差額」に含まれている。

2 当行グループのフランスにおける生命保険事業の資産を売却目的保有資産に分類したことによる2.5十億ポンドの減少を含む。

3 エクイティ仕組債の観察可能性評価の向上に関する振替（出）1.4十億ポンドおよび振替（入）0.8十億ポンドを含む。
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公正価値ヒエラルキーのレベル間の振替は、各四半期の報告期間末に発生するとみなしている。振替

は主に、価格透明性および観察可能性の評価の変更に起因する。

 
 資産  負債

当行 金融投資  

トレーディ

ング資産  

公正価値

評価の指定

または強制

的に損益を

通じて公正

価値で測定  

デリバ

ティブ  

トレーディ

ング負債  

公正価値

評価の指定  

デリバ

ティブ

 百万ポンド  百万ポンド

              

2024年１月１日現在 55  1,842  65  1,952  252  2,635  2,348

損益に認識された資産に係る利益／（損失）合計お

よび負債に係る（利益）／損失合計
－  183  39  757  226  (1,930)  656

－トレーディング目的保有または公正価値ベースで

管理する金融商品からの純収益
－  183  －  757  226  (1,930)  656

－強制的に損益を通じて公正価値で測定するその他

の金融商品の公正価値の変動
－  －  39  －  －  －  －

－その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金

融投資による純収益
－  －  －  －  －  －  －

その他の包括利益（「OCI」）に認識された利益／

（損失）合計
1 －  11  (1)  －  －  －  4

－金融投資：公正価値に係る利益／（損失） －  －  －  －  －  －  －

－換算差額 －  11  (1)  －  －  －  4

購入 6  2,479  －  －  723  －  －

発行 －  －  －  －  －  2,020  －

売却 －  (1,024)  (73)  －  (234)  －  －

決済 －  (325)  69  (627)  (406)  (85)  (298)

振替（出）
2 －  (240)  －  (716)  (29)  (1,538)  (1,101)

振替（入）
2 10  507  －  557  92  630  746

2024年12月31日現在 71  3,433  99  1,923  624  1,732  2,355

2024年12月31日時点で保有していた資産および負債

に関して損益に認識された未実現利益／（損失）
－  (38) －  (1,558)  (5)  (77)  (668)

－トレーディング費用（正味受取利息を除く） －  (38) －  (1,558)  (5)  －  (668)

－公正価値評価の指定を受けたその他の金融商品か

らの純費用
－  －  －  －  －  (77)  －

              

2023年１月１日現在 71  2,159  272  1,899  403  1,850  1,737

損益に認識された資産に係る利益／（損失）合計およ

び負債に係る（利益）／損失合計
－  192  22  1,025  (271)  13  1,222

－トレーディング目的保有または公正価値ベースで

管理する金融商品からの純収益
－  192  －  1,025  (271)  －  1,222

－強制的に損益を通じて公正価値で測定するその他

の金融商品の公正価値の変動
－  －  22  －  －  13  －

－その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金

融投資による純収益
－  －  －  －  －  －  －

その他の包括利益（「OCI」）に認識された利益／

（損失）合計
1 －  (18)  (7)  －  －  －  －

－金融投資：公正価値に係る利益／（損失） －  －  －  －  －  －  －

－換算差額 －  (18)  (7)  －  －  －  －

購入 －  930  －  －  233  －  －

発行 －  －  －  －  －  2,548  －

売却 －  (1,280)  (154)  －  (252)  －  －

決済 (1)  (72)  (69)  (1,192)  154  (1,580)  (746)

振替（出） (15)  (490)  －  (287)  (30)  (449)  (400)

振替（入） －  421  1  507  15  253  535

2023年12月31日現在 55  1,842  65  1,952  252  2,635  2,348

2023年12月31日時点で保有していた資産および負債

に関して損益に認識された未実現利益／（損失）
－  －  (1)  511  －  (180)  (818)

－トレーディング収益／（費用）（正味受取利息を

除く）
－  －  －  511  －  －  (818)

－公正価値評価の指定を受けたその他の金融商品か

らの純費用
－  －  (1)  －  －  (180)  －

 
 

1 当期の「金融投資：公正価値に係る利益／（損失）」および連結包括利益計算書の「換算差額」に含まれている。

2 エクイティ仕組債の観察可能性評価の向上に関する振替（出）1.3十億ポンドおよび振替（入）0.6十億ポンドを含む。

 

公正価値ヒエラルキーのレベル間の振替は、各四半期の報告期間末に発生するとみなしている。振替

は通常、価格透明性および観察可能性の評価の変更に起因する。
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合理的に可能な代替に対する重要な観察不能な仮定の変動による影響

合理的に可能な代替的仮定に対するレベル３公正価値の感応度

  2024年  2023年

  
利益または損失

に反映  OCIに反映  

利益または損失

に反映  OCIに反映

当行グループ  
有利な

変動

 不利な

変動

 有利な

変動
 
不利な

変動

 有利な

変動

 不利な

変動

 有利な

変動
 
不利な

変動

  百万ポンド  百万ポンド  百万ポンド  百万ポンド

デリバティブ、トレーディング資産

およびトレーディング負債
1  348  (197) －  －  478  (225) －  －

公正価値評価の指定または強制的に

損益を通じて公正価値で測定
 319  (115) －  －  193  (194) －  －

金融投資  17  (16) 13  (15) 10  (9) 23  (25)

12月31日に終了した年度  684  (328) 13  (15) 681  (428) 23  (25)

   
 

 
 

   
 

 
 

 
 

   

当行   
 

 
 

   
 

 
 

 
 

   

デリバティブ、トレーディング資産

およびトレーディング負債
1  354  (202) －  －  478  (225) －  －

公正価値評価の指定または強制的に

損益を通じて公正価値で測定
 135  (23) －  －  11  (11) －  －

金融投資  1  －  6  (6) 1  －  6  (6)

12月31日に終了した年度  490  (225) 6  (6) 490  (236) 6  (6)

 

1 デリバティブ、トレーディング資産およびトレーディング負債は、これらの金融商品のリスク管理方法を反映させるために１つの

カテゴリーとして表示されている。

 

合理的に可能な代替的仮定に対するレベル３公正価値の感応度（商品種類別）

  2024年  2023年

  
利益または損失

に反映

 
OCIに反映

 利益または損失

に反映

 
OCIに反映

  
有利な

変動

 不利な

変動

 有利な

変動
 
不利な

変動

 有利な

変動

 不利な

変動

 有利な

変動
 
不利な

変動

  百万ポンド
 

百万ポンド
 

百万ポンド
 

百万ポンド

戦略的投資を含めたプライベー

ト・エクイティ
 310  (106)  10  (10)  182  (184)  6  (6)

アセット・バック証券  37  (27)  1  (1)  28  (16)  2  (2)

仕組債  9  (9)  －  －  5  (5)  －  －

デリバティブ  143  (104)  －  －  237  (182)  －  －

その他のポートフォリオ  185  (82)  2  (4)  229  (41)  15  (17)

合計  684  (328)  13  (15)  681  (428)  23  (25)

 

特定のプライベート・エクイティ・ポジションに関する感応度分析は、過去実績の観察に対する依存

を減らし、現在の評価の不確実性に焦点を絞るために強化されており、結果として、有利な感応度にお

ける増加につながった。

感応度分析は、95％信頼区間を適用した場合に対応する公正価値の幅を測定することを目的としてい

る。感応度分析の際には、採用した評価技法の内容、ならびに観察可能な代替指標や実績データの入手

可能性および信頼性を考慮に入れる。

金融商品の公正価値が複数の観察不能な仮定による影響を受ける場合、上記の表は、仮定の独立した

変動による最も有利または不利な変動を反映する。
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レベル３金融商品への主要な観察不能なインプット

レベル３評価における主要な観察不能なインプットの定量的情報

 公正価値      2024年  2023年

 資産  負債  

評価技法

 主要な

観察不能な

インプット

 

インプットの

全範囲  

インプットの

全範囲

 百万ポンド    下位  上位  下位  上位

戦略的投資を含めた

プライベート・エクイティ
1

1,178  1
 
価格－純資産価

値

 現在価値／費用  0  9  脚注２参照

アセット・バック証券 213  －             

－債務担保ローン／証券
78  －

 
マーケット・

プロキシ

 価格  0  97  －  94

－その他ABS
135  －

 
マーケット・

プロキシ

 価格  0  248    220

仕組債 －  2,958             

－株式連動債
   

 
モデル－オプショ

ン・モデル

 株式ボラティリ

ティ

 9％  49％  6％  154％

 －  2,546    株式相関  15％  100％  35％  100％

－為替連動債 －  16
 
モデル－オプショ

ン・モデル

 為替ボラティリ

ティ

 3％  17％  1％  18％

－その他の仕組債 －  396             

デリバティブ 1,882  2,355             

金利デリバティブ： 879  905             

－証券化スワップ 156  149
 

モ デ ル － 割 引

キャッシュ・フ

ロー

 期限前償還率  5％  10％  5％  10％

－長期スワップション 57  61
 
モデル－オプショ

ン・モデル

 金利ボラティリ

ティ

 9％  21％  11％  34％

－その他の金利デリバ

ティブ

666  695
 
           

為替デリバティブ： 192  216             

－為替オプション 166  191
 
モデル－オプショ

ン・モデル

 為替ボラティリ

ティ

 1％  26％  3％  31％

－その他の為替デリバ

ティブ

26  25
 
           

株式デリバティブ： 507  490             

－長期個別株式オプション 115  114
 
モデル－オプショ

ン・モデル

 株式ボラティリ

ティ

 7％  66％  7％  87％

－その他の株式デリバ

ティブ

392  376
 
           

クレジット・デリバティブ： 302  744             

－トータル・リターン・

スワップ
278  675

 
マーケット・

プロキシ

 価格  0  104  0  104

－その他のクレジッ

ト・デリバティブ

24  69
 
           

その他デリバティブ 2  －             

その他ポートフォリオ 4,340  627             

－社債
1,929  22

 
マーケット・

プロキシ

 価格  0  105  0  104

－買戻契約

1,284  591

 

モデル－割引

キャッシュ・フ

ロー

 金利曲線  0％  26％  3％  8％

－その他
2 1,127  14             

12月31日現在 7,613  5,941             

 

1 戦略的投資を含めたプライベート・エクイティは、プライベート・エクイティ、プライベート・クレジットおよびプライ

ベート・エクイティ・ファンドを含んでおり、主に保険事業の一環として戦略的投資を目的として保有されている。プライ

ベート・エクイティ・ポジションに関する分析は、現在、提示されている主要な観察不能なインプットの範囲によって拡充さ

れている。

2 「その他」は、貸付金および預金、シンジケート・ローンならびにインフラ・デット等のさまざまな保有資産を含んでい

る。

 

戦略的投資を含めたプライベート・エクイティ

保有する「プライベート・エクイティ」には、プライベート・エクイティ投資およびリミテッド・

パートナーシップとして保有されるプライベート・エクイティ・ファンドが含まれる。主要な観察不能

インプットは、国際資本評価ガイドラインに沿った評価技法を用いて決定された、基礎となるポジショ

ンの現在の価値である。表示されているインプットは、異なるエクスポージャー・タイプにわたって標

準化された適切な範囲のインプットである。
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期限前償還率

期限前償還率は、ローン・ポートフォリオが期限前に返済されると予想される将来の速度に関する尺

度である。期限前償還率は、ローン・ポートフォリオの内容と将来の市況に対する予想によって変動

し、観察可能な証券価格のプロキシから推定された期限前償還率、現在および過去の期限前償還率およ

びマクロ経済モデルといったさまざまな根拠に基づいて見積られることがある。

 

マーケット・プロキシ

マーケット・プロキシ価格は、特定の市場価格は入手不能であるが、共通した特徴を持つ商品から証

拠が得られるような商品に使用される。特定のプロキシの識別が可能な場合もあるが、より一般的に

は、現在の市場価格に影響する要素および影響の仕方の理解に役立つような、幅広い商品にわたる証拠

が使用される。

 

ボラティリティ

ボラティリティは、予測される市場価格の将来変動の尺度である。ボラティリティは、基準となる参

照市場価格、またオプションの行使価格および満期によって変動する。

特定のボラティリティ、特に長期間のものは、観察不能であり、観察可能なデータにより見積りが行

われる。観察不能なボラティリティの範囲は、市場価格を参照することによるボラティリティのイン

プットにおける変動幅を反映している。こういった極端なボラティリティを示す例がHSBCのポートフォ

リオに生じることは比較的に稀であるため、中核範囲は全範囲よりもかなり狭くなる。

 

相関

相関は２つの市場価格間における関連性の尺度であり、マイナス１から１の間の数値で表される。相

関は、ペイアウトが複数の市場価格に依拠するような、より複雑な商品の評価に使用される。相関がイ

ンプットになっているさまざまな商品があり、その結果、さまざまな同一資産相関やクロス・アセット

相関が使用されている。一般に、同一資産相関の範囲はクロス・アセット相関よりも小さくなる。

観察不能な相関は、コンセンサス価格サービス、HSBCの取引価格、プロキシ相関および過去の価格相

関の検証を含むさまざまな証拠を基に見積られる。表に示されている観察不能な相関の範囲は、市場価

格の組み合わせによる相関のインプットがさまざまであることを反映している。

 

信用スプレッド

信用スプレッドとは、信用の質が低い場合の引受の際に市場が求める、ベンチマーク金利を上回るプ

レミアムである。割引キャッシュ・フロー・モデルにおいて信用スプレッドは将来キャッシュ・フロー

に適用される割引率を増加させ、したがって、資産価値を減少させる。信用スプレッドは市場価格から

推計されることがあり、流動性のより低い市場においては観察不能であることがある。

 

主要な観察不能インプット間の相関関係

レベル３金融商品への主要な観察不能なインプットは相互に独立しない場合がある。上述のとおり、

市場変数は相関する場合がある。この相関は一般的には、異なる市場におけるマクロ経済またはその他

の事象に対する反応傾向を反映している。さらに、市場変数がHSBCのポートフォリオに与える影響は、

各変数に関するHSBCの正味リスクポジションに左右される。
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12 公正価値以外の方法により計上されている金融商品の公正価値

公正価値以外の方法により計上されている金融商品の公正価値と評価基準

    公正価値

当行グループ  帳簿価額  

市場価格
（レベル１）  

観察可能な

インプット
（レベル２）  

重要な

観察不能な

インプット
（レベル３）  合計

  百万ポンド

2024年12月31日現在           

資産           

銀行に対する貸付金  14,521  －  14,523  －  14,523

顧客に対する貸付金
1  82,666  －  －  81,752  81,752

売戻契約－非トレーディング
目的

 53,612  －  53,614  －  53,614

金融投資－償却原価  12,226  10,980  1,196  －  12,176

負債           

銀行からの預金  26,515  －  26,518  －  26,518

顧客からの預金  242,303  －  242,320  －  242,320

買戻契約－非トレーディング
目的

 40,384  －  40,385  －  40,385

発行済負債証券  19,461  －  19,330  142  19,472

劣後債務  16,908  －  17,267  －  17,267

           

2023年12月31日現在           

資産           

銀行に対する貸付金  14,371  －  14,371  －  14,371

顧客に対する貸付金  75,491  －  －  74,904  74,904

売戻契約－非トレーディング
目的

 73,494  －  73,494  －  73,494

金融投資－償却原価  8,861  7,173  1,660  4  8,837

負債           

銀行からの預金  22,943  －  22,950  －  22,950

顧客からの預金  222,941  －  223,067  －  223,067

買戻契約－非トレーディング
目的

 53,416  －  53,416  －  53,416

発行済負債証券  13,443  －  13,320  138  13,458

劣後債務  14,920  －  15,219  －  15,219

 

1 フランスにおけるリテール・バンキング業務の売却後に維持されるフランスの住宅ローンおよびその他のローンのポート

フォリオを含んでおり、その帳簿価額は5.5十億ポンド（2023年：6.2十億ポンド）である。当行グループは、2025年１月１日

より当該ポートフォリオを回収および売却のために保有する事業モデルに再分類しており、2025年度の第１四半期より将来に

向かって当該ポートフォリオをその他の包括利益を通じて公正価値で測定する。当行グループは、これらの金融商品の再測定

にあたり、推定0.8十億ポンドの公正価値に係る税引前損失をその他の包括利益に認識する予定である。この貸付金ポート

フォリオの評価は、資金調達コストや顧客関係の価値を含む、企業および取引固有の要因により、売却された場合、大幅に異

なる可能性がある（詳細については、注記34を参照のこと）。
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公正価値以外の方法により計上されている金融商品の公正価値と評価基準の抜粋－売却目的保有資産お

よび処分グループ

    公正価値

  帳簿価額  

市場価格
（レベル１）  

観察可能な

インプット
（レベル２）  

重要な

観察不能な

インプット
（レベル３）  合計

  百万ポンド

2024年12月31日現在           

資産           

銀行に対する貸付金  115  －  115  －  115

顧客に対する貸付金  769  －  －  771  771

負債           

顧客からの預金  4,288  －  4,288  －  4,288

発行済負債証券  －  －  －  －  －

           

2023年12月31日現在           

資産           

銀行に対する貸付金  8,103  －  8,103  －  8,103

顧客に対する貸付金  13,345  －  －  12,902  12,902

負債           

顧客からの預金  17,587  －  17,587  －  17,587

発行済負債証券  1,080  －  1,066  －  1,066
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公正価値以外の方法により計上されている金融商品の公正価値と評価基準

    公正価値

当行  帳簿価額  

市場価格
（レベル１）  

観察可能な

インプット
（レベル２）  

重要な

観察不能な

インプット
（レベル３）  合計

  百万ポンド

2024年12月31日現在           

資産           

銀行に対する貸付金  12,730  －  12,778  －  12,778

顧客に対する貸付金  30,916  －  －  30,897  30,897

売戻契約－非トレーディン
グ目的

 34,394  －  34,394  －  34,394

金融投資－償却原価  14,217  7,695  6,521  －  14,216

負債           

銀行からの預金  19,355  －  19,355  －  19,355

顧客からの預金  142,122  －  142,122  －  142,122

買戻契約－非トレーディン
グ目的

 34,545  －  34,545  －  34,545

発行済負債証券  12,668  －  12,683  －  12,683

劣後債務  16,874  －  17,291  －  17,291

           

2023年12月31日現在           

資産           

銀行に対する貸付金  11,670  －  11,688  －  11,688

顧客に対する貸付金  32,443  －  －  32,359  32,359

売戻契約－非トレーディン
グ目的

 56,973  －  56,973  －  56,973

金融投資－償却原価  12,029  5,738  6,328  －  12,066

負債           

銀行からの預金  18,775  －  18,796  －  18,796

顧客からの預金  133,373  －  133,373  －  133,373

買戻契約－非トレーディン
グ目的

 48,842  －  48,842  －  48,842

発行済負債証券  7,353  －  7,372  －  7,372

劣後債務  14,658  －  15,015  －  15,015

 

公正価値で計上されていないその他の金融商品は、通常その性質上短期であり、頻繁に現行の市場

レートに合わせて金利更改が行われる。したがって、そのような金融商品の帳簿価額は公正価値の合理

的な近似値である。これには、償却原価で測定される現金および中央銀行預け金を含む。

 

評価

公正価値は、測定日時点で市場参加者間の秩序ある取引において、資産を売却するため受け取るであ

ろう価格、または負債を移転するために支払うであろう価格に関する見積りである。これは、金融商品

の予想有効期間にわたりそのキャッシュ・フローから起因する理論上の経済価値とは異なる可能性があ

る。観察可能な市場価格が入手できない場合の公正価値の決定における当行の評価方法および仮定は、

他の企業の評価方法および仮定と異なる可能性がある。

 

銀行および顧客に対する貸付金

銀行および顧客に対する貸付金の公正価値を決定するために、貸付金は可能な限り分離して、類似し

た特性のポートフォリオに分類している。公正価値は、入手可能な場合は観察可能な市場取引に基づい

ている。入手不能な場合、公正価値は様々な仮定のインプットを組み込んだ評価モデルを利用して見積
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られる。これらの仮定には以下のものを含む可能性がある。店頭トレーディング活動を反映した第三者

ブローカーによる価値見積り。予想される顧客の期限前償還率の考慮し、これらの貸付金を評価する際

に市場参加者が使用するであろう仮定と整合しているとHSBCが考える仮定を利用する将来予測的な割引

キャッシュ・フロー・モデル。類似する貸付金に対する最近の組成時の価格設定。観察されたプライマ

リーおよびセカンダリー取引を含む他の市場参加者によるトレーディング・インプット。当行グループ

は適時、貸付金プールの公正価値を測定するために第三者の評価専門家を関与させる可能性がある。

貸付金の公正価値は、期末日における予想信用損失および市場参加者による貸付期間にわたる信用損

失予測の見積りならびに組成時と期末日の間のリプライシングによる公正価値への影響を反映してい

る。信用減損が生じている貸付金の公正価値は、回収が期待される期間にわたって将来キャッシュ・フ

ローを割り引いて見積られる。

 

金融投資

上場金融投資の公正価値は、市場買値を用いて決定される。非上場金融投資の公正価値は、同等の上

場証券の価格および将来の収益動向を考慮した評価技法を用いて決定される。

 

銀行および顧客からの預金

要求払預金の公正価値は、帳簿価額に近似している。長期預金の公正価値は、割引キャッシュ・フ

ローを用いて、同様の残存期間を持つ預金に提示される現在の利率を適用して見積られる。

 

発行済負債証券および劣後債務

発行済負債証券および劣後債務の公正価値は可能であれば期末日現在の市場価格を用いて、あるいは

類似する金融商品の市場価格を参照して決定される。

 

買戻契約および売戻契約－非トレーディング目的

非トレーディング目的で保有される買戻契約および売戻契約の公正価値は帳簿価額に近似している。

これは、残高が通常短期決済されるためである。

 

13 公正価値評価の指定を受けた、または強制的に損益を通じて公正価値で測定する金融資産

  当行グループ  当行

  2024年  2023年  2024年  2023年

  

公正価値
評価の指定
および強制的に
公正価値で測定  

公正価値
評価の指定
および強制的に
公正価値で測定

 公正価値
評価の指定
および強制的に
公正価値で測定  

公正価値
評価の指定
および強制的に
公正価値で測定

  百万ポンド  百万ポンド

証券  5,739  16,027  209  162

－負債証券、短期国債およびその

他適格債券
 515  2,131  106  97

－持分証券  5,224  13,896  103  65

銀行および顧客に対する貸付金  2,874  2,814  3,080  2,791

その他  804  227  371  228

12月31日現在  9,417  19,068  3,660  3,181

 

14 デリバティブ

デリバティブの商品契約種類別の契約上の想定元本および公正価値

 契約上の想定元本  公正価値－資産  公正価値－負債  
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当行グループ

トレー

ディング  ヘッジ  

トレー

ディング  ヘッジ  合計  

トレー

ディング  ヘッジ  合計
 

 百万ポンド  百万ポンド  百万ポンド  

為替 8,561,853  2,450  97,566  164  97,730  (94,941) (15) (94,956)

金利 10,366,996  88,154  147,830  1,223  149,053  (147,073) (1,254) (148,327)

株式 625,520  －  14,002  －  14,002  (16,466) －  (16,466)

クレジット 104,660  －  1,408  －  1,408  (1,516) －  (1,516)

コモディティおよびその

他
93,617  －  2,457  －  2,457  (2,295) －  (2,295)

相殺（注記28）         (66,478)     66,478

2024年12月31日現在 19,752,646  90,604  263,263  1,387  198,172  (262,291) (1,269) (197,082)

                

為替 6,601,151  1,799  68,197  62  68,259  (66,691) (17) (66,708)

金利 9,113,678  75,080  154,860  856  155,716  (151,077) (1,116) (152,193)

株式 543,083  －  11,503  －  11,503  (13,937) －  (13,937)

クレジット 115,062  －  1,099  －  1,099  (1,356) －  (1,356)

コモディティおよびその

他
76,435  －  1,584  －  1,584  (1,325) －  (1,325)

相殺（注記28）         (64,045)     64,045

2023年12月31日現在 16,449,409  76,879  237,243  918  174,116  (234,386) (1,133) (171,474)

 

トレーディング目的で保有されるデリバティブおよび適格なヘッジ会計において指定されたデリバ

ティブの契約上の想定元本は、期末日における取引残高の名目価値を示すものであり、リスクの金額を

表すものではない。
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 契約上の想定元本  公正価値－資産  公正価値－負債

当行

トレー

ディング  ヘッジ  

トレー

ディング  ヘッジ  合計  

トレー

ディング  ヘッジ  合計

 百万ポンド  百万ポンド  百万ポンド

為替 8,585,852  2,234  98,063  157  98,220  (95,596) (15)  (95,611)

金利 7,519,533  53,013  121,219  1,072  122,291  (121,509) (1,164)  (122,673)

株式 526,998  －  13,494  －  13,494  (15,894) －  (15,894)

クレジット 102,885  －  1,401  －  1,401  (1,477) －  (1,477)

コモディティおよびその

他
92,703  －  2,458  －  2,458  (2,296) －  (2,296)

相殺         (54,206)      54,206

2024年12月31日現在 16,827,971  55,247  236,635  1,229  183,658  (236,772) (1,179) (183,745)

                

為替 6,529,223  1,791  67,809  62  67,871  (66,018)  (17)  (66,035)

金利 6,726,879  47,943  118,308  728  119,036  (116,658)  (1,051)  (117,709)

株式 483,877  －  11,312  －  11,312  (13,532)  －  (13,532)

クレジット 112,436  －  1,090  －  1,090  (1,328)  －  (1,328)

コモディティおよびその

他
75,871  －  1,584  －  1,584  (1,323)  －  (1,323)

相殺         (47,128)      47,128

2023年12月31日現在 13,928,286  49,734  200,103  790  153,765  (198,859)  (1,068)  (152,799)

 

デリバティブの利用

当行グループは主に、顧客のためのリスク・マネジメント・ソリューションの策定、顧客の事業から

生じるリスクのポートフォリオの管理ならびに当行グループ自身のリスクの管理およびヘッジという３

つの目的でデリバティブ取引活動に従事している。

 

トレーディング・デリバティブ

当行グループのデリバティブ取引の大部分は販売およびトレーディング活動に関連している。販売活

動は、顧客が既存のリスクまたは予想されるリスクの引受け、移転、変更または軽減ができるようなデ

リバティブ商品の組成および販売を含む。トレーディング活動には、値付けおよびリスク管理が含まれ

る。値付けは、スプレッドおよび取引高に基づき収益を生み出す目的で別の市場参加者に対して買い呼

び値および売り呼び値を提示するものである。

リスク管理活動は、顧客マージンの確保を主な目的として顧客取引から生じるリスクを管理するため

に行われる。トレーディング目的保有に分類されているその他デリバティブには、非適格ヘッジ・デリ

バティブが含まれる。

子会社と締結する当行グループの実質的にすべてのデリバティブは、公正価値評価の指定を受けた金

融負債とともに管理されている。

 

観察不能なインプットを用いるモデルにより評価されるデリバティブ

当初認識時の公正価値（取引価格）と、当初認識後の測定に用いられた評価技法が当初認識時に適用

されたとしたら導出されたであろう価値との差額から、その後の減少額を控除した金額は以下のとおり

である。

 

重要な観察不能なインプットを用いるモデルにより評価されるデリバティブの未償却残高

  当行グループ  当行
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  2024年  2023年  2024年  2023年

  百万ポンド  百万ポンド

１月１日現在の未償却残高  54  64  50  56

新規取引に関する繰延額  98  103  98  96

期中の損益計算書認識額：  (93)  (113)  (91)  (102)

－償却  (53)  (60)  (51)  (51)

－観察不能なインプットが観察

可能になった後
 (15)  (6)  (15)  (6)

－満期、解約またはデリバティ

ブの相殺
 (25)  (47)  (25)  (45)

－ヘッジされたリスク  －  －  －  －

換算差額およびその他  (1)  －  (1)  －

12月31日現在未償却残高
1  58  54  56  50

 

1 この金額は未だ連結損益計算書には認識されていない。

 

ヘッジ会計デリバティブ

当行グループはヘッジ会計を適用し、金利リスクおよび為替リスクを管理している。これらのリスク

がどのように発生し、当行グループがどのように管理しているかは、「取締役報告書：リスク」により

詳細が記載されている。

 

ヘッジされたリスク要素

HSBCは、公正価値ヘッジまたはキャッシュ・フロー・ヘッジにおける特定の金利または為替リスク要

素として、金融商品または金融商品グループのキャッシュ・フローの一部を指定している。指定された

リスクおよび指定部分は契約で明示されているか、そうでない場合は、独立して識別可能な金融商品の

要素で信頼性をもって測定可能である。リスクフリー金利またはベンチマーク金利は、通常、独立して

識別可能かつ信頼性をもって測定可能とされる。ただし、金利指標改革のフェーズ２の移行では、当初

指定時に独立して識別できなかった代替指標金利は、当初指定日から24ヶ月以内に要件を満たすとHSBC

が合理的に予想する場合に限り、ヘッジ対象リスクとして指定される。指定されたリスク要素は、ヘッ

ジ対象の公正価値またはキャッシュ・フロー全体の変動の相当部分を占める。

 

公正価値ヘッジ

当行グループは、保有および発行済負債証券を含む、損益を通じた公正価値で測定されない一部の固

定金利金融商品の市場金利の変動による公正価値の変動に対するエクスポージャーを管理するために固

定金利を変動金利にするスワップを締結している。

 

ヘッジ手段（ヘッジされたリスク別）

  ヘッジ手段

    帳簿価額     

当行グループ  想定元本
1  資産  負債  

貸借対照表上の
表示

 公正価値の変動
2

ヘッジされたリスク  百万ポンド    百万ポンド

金利
3  34,493  1,196  (1,249)  デリバティブ  208

2024年12月31日現在  34,493  1,196  (1,249)    208

金利
3  32,750  849  (1,078)  デリバティブ  (359)

2023年12月31日現在  32,750  849  (1,078)    (359)
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1 適格なヘッジ会計関係にあると指定されたデリバティブの契約上の想定元本の額は、期末日における取引残高の名目価値を示すも

のであり、リスクの金額を示すものではない。

2 有効性テストに使用され、いかなる要素も除外しないヘッジ手段のすべての公正価値の変動で構成される。

3 ヘッジされたリスク「金利」は、インフレ・リスクを含む。
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ヘッジ対象（ヘッジされたリスク別）

  ヘッジ対象  非有効部分

  帳簿価額  
帳簿価額に含まれる公正

価値ヘッジ調整累計額
2         

当行グループ  資産  負債  資産  負債  
貸借対照表上

の表示
 
公正価値の変

動
1  

損益に

認識
 
損益計算書上

の表示

ヘッジされたリスク  百万ポンド    百万ポンド   

金利
3

 24,848  －  (224)  －  

その他の包

括利益を通

じて公正価

値で測定す

る金融資産

 (81)  

15

 

トレーディン

グ目的で保有

または公正価

値ベースで管

理する金融商

品からの純収

益

 412  －   (7)  －  
顧客に対す

る貸付金
 12   

 －  －  －  －  
リバース・

レポ
 －   

 －  333  －  12  
発行済負債

証券
 2   

 －   7,383  －  (392)  

劣後債務お

よび銀行か

らの預金
4
 (126)   

2024年12月31日現在  25,260  7,716  (231)  (380)    (193) 15   

 
  ヘッジ対象  非有効部分

  帳簿価額  
帳簿価額に含まれる公正

価値ヘッジ調整累計額
2         

当行グループ  資産  負債  資産  負債  
貸借対照表上

の表示
 
公正価値の変

動
1  

損益に

認識
 
損益計算書上

の表示

ヘッジされたリスク  百万ポンド    百万ポンド   

金利
3

 22,540  －  (179)  －  

その他の包

括利益を通

じて公正価

値で測定す

る金融資産

 672  

21

 

トレーディン

グ目的で保有

または公正価

値ベースで管

理する金融商

品からの純収

益

 650  －   (17)  －  
顧客に対す

る貸付金
 19   

 －  －  －  －  
リバース・

レポ
 12   

 －  1,320  －  (155)  
発行済負債

証券
 (51)   

 －   6,414  －  (369)  

劣後債務お

よび銀行か

らの預金
4
 (272)   

2023年12月31日現在  23,190  7,734  (196)  (524)    380  21   

 

1 有効性評価に使用され、リスク要素となりうる指定を受けたヘッジされたリスクに帰属する額で構成される。

2 ヘッジ損益の調整が中止されたヘッジ対象の財政状態計算書に残る公正価値ヘッジ調整累計額は、「その他の包括利益を通じて公

正価値で測定する金融資産」が(15)百万ポンド（2023年：(3)百万ポンド）、「銀行による預金」がゼロポンド（2023年：ゼロポン

ド）、「劣後債務」が(54)百万ポンド（2023年：ゼロポンド）および「発行済負債証券」が７百万ポンド（2023年：７百万ポン

ド）であった。

3 ヘッジされたリスク「金利」は、インフレ・リスクを含む。
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4 ダイナミック以外の公正価値ヘッジの想定元本は6,574百万ポンド（2023年：6,755百万ポンド）であり、うち加重平均満期日は

2026年６月、加重平均スワップ金利は0.39％（2023年：0.39％）である。これらのヘッジのうち6,574百万ポンド（2023年：6,755

百万ポンド）はHSBCグループ内部のものであり、HSBCホールディングスと当行グループ間の内部資金調達で構成されている。

 

ヘッジ手段（ヘッジされたリスク別）

  ヘッジ手段

    帳簿価額     

当行  想定元本
1  資産  負債  

貸借対照表上の
表示

 公正価値の変動
2

ヘッジされたリスク  百万ポンド    百万ポンド

金利
3  21,400  1,045  (1,161)  デリバティブ  287

2024年12月31日現在  21,400  1,045  (1,161)    287

       

ヘッジされたリスク  百万ポンド    百万ポンド

金利
3  22,455  724  (1,033)  デリバティブ  (34)

2023年12月31日現在  22,455  724  (1,033)    (34)

 

1 適格なヘッジ会計関係にあると指定されたデリバティブの契約上の想定元本の額は、期末日における取引残高の名目価値を示すも

のであり、リスクの金額を示すものではない。

2 有効性テストに使用され、いかなる要素も除外しないヘッジ手段のすべての公正価値の変動で構成される。

3 ヘッジされたリスク「金利」は、インフレ・リスクを含む。
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ヘッジ対象（ヘッジされたリスク別）

  ヘッジ対象  非有効部分

  帳簿価額  
帳簿価額に含まれる公正

価値ヘッジ調整累計額
2         

当行  資産  負債  資産  負債  
貸借対照表上

の表示
 
公正価値の

変動
1  損益に認識  

損益計算書上

の表示

ヘッジされたリスク  百万ポンド    百万ポンド   

金利
3

 12,312  －  (172)  －  

その他の包

括利益を通

じて公正価

値で測定す

る金融資産

 (149)  

18

 

トレーディン

グ目的で保有

または公正価

値ベースで管

理する金融商

品からの純収

益

 53  －  (1)  －  
顧客に対す

る貸付金
 1   

         

回収目的保

有（償却原

価）

 －   

 －  －  －  －  
リバース・

レポ
 －   

 －  305  －  15  
発行済負債

証券
 2   

 －  7,383  －  (392)  

劣後債務お

よび銀行か

らの預金
4
 (123)   

2024年12月31日現在  12,365  7,688  (173)  (377)    (269)  18   

 

  ヘッジ対象  非有効部分

  帳簿価額  
帳簿価額に含まれる公正

価値ヘッジ調整累計額
2         

当行  資産  負債  資産  負債  
貸借対照表上

の表示
 
公正価値の

変動
1  損益に認識  

損益計算書上の

表示

ヘッジされたリスク  百万ポンド    百万ポンド   

金利
3

 13,352  －  (36)  －  

その他の包

括利益を通

じて公正価

値で測定す

る金融資産

 383  

28

 

トレーディング

目的で保有また

は公正価値ベー

スで管理する金

融商品からの純

収益

 71  －  (2)  －  
顧客に対す

る貸付金
 2   

 －  －  －  －  
リバース・

レポ
 －   

 －  1,292  －  (150)  
発行済負債

証券
 (51)   

 －  6,414  －  (369)  

劣後債務お

よび銀行か

らの預金
4
 (272)   

2023年12月31日現在  13,423  7,706  (38)  (519)    62  28   

 

1 有効性評価に使用され、リスク要素となりうる指定を受けたヘッジされたリスクに帰属する額で構成される。

2 ヘッジ損益の調整が中止されたヘッジ対象の財政状態計算書に残る公正価値ヘッジ調整累計額は、「その他の包括利益を通じて公

正価値で測定する金融資産」が(3)百万ポンド（2023年：(3)百万ポンド）、「銀行による預金」がゼロポンド（2023年：ゼロポン

ド）、「劣後債務」が(54)百万ポンド（2023年：ゼロポンド）および「発行済負債証券」が10百万ポンド（2023年：11百万ポン

ド）であった。

3 ヘッジされたリスク「金利」は、インフレ・リスクを含む。
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4 ダイナミック以外の公正価値ヘッジの想定元本は6,574百万ポンド（2023年：6,755百万ポンド）であり、うち加重平均満期日は

2026年６月、加重平均スワップ金利は0.39％（2023年：0.39％）である。これらのヘッジはHSBCグループ内部のものであり、HSBC

ホールディングスと当行グループ間の内部資金調達で構成されている。

 

キャッシュ・フロー・ヘッジ

当行グループのキャッシュ・フロー・ヘッジ手段は主に金利スワップおよび通貨スワップにより構成

されており、市場金利および外国通貨ベースの変動により生じる非トレーディング資産および負債から

の将来の金利キャッシュ・フローの変動リスクを管理するために使用されている。

当行グループは、発行済みまたは将来発行が予定されている非トレーディング資産および負債（当該

商品のローリングを含む）で変動金利の負担を補完しているポートフォリオの金利リスク・エクスポー

ジャーに対してはマクロ・キャッシュ・フロー・ヘッジを適用している。金融資産および負債の各ポー

トフォリオについて、契約条件や、期限前償還および債務不履行の見積りを含むその他関連要因に基づ

き、元本および金利からの将来キャッシュ・フローの金額およびタイミングが予測されている。すべて

のポートフォリオからの元本残高および金利キャッシュ・フローの両方を表するキャッシュ・フローの

総額を使用して有効性と非有効性が決定される。マクロ・キャッシュ・フロー・ヘッジはダイナミッ

ク・ヘッジとみなされる。

当行グループはまた、為替市場レートの変動による外貨建て金融資産および負債に係る将来キャッ

シュ・フローの変動を通貨スワップでヘッジしており、これらはダイナミック・ヘッジとみなされる。

ヘッジ手段（ヘッジされたリスク別）
4

  ヘッジ手段  ヘッジ対象  非有効部分

    帳簿価額           

当行グループ  想定元本
1  資産  負債  

貸借対照表上

の表示
 
公正価値の

変動
2  

公正価値

の変動
3  

損益に

認識
 
損益計算書上の

表示

ヘッジされたリスク 百万ポンド    百万ポンド   

為替  2,450  164  (15)  

デリバティブ

 177  177  －  

トレーディン

グ目的で保有

または公正価

値ベースで管

理する金融商

品からの純収

益

金利  53,661  27  (5)   (566)  (573)  7  

2024年12月31日現在 56,111  191  (20)    (389)  (396)  7   

                 

為替  1,799  62  (17)  

デリバティブ

 109  109  －  

トレーディン

グ目的で保有

または公正価

値ベースで管

理する金融商

品からの純収

益

金利  42,332  7  (38)   522  505  17  

2023年12月31日現在 44,131  69  (55)    631  614  17   
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  ヘッジ手段  ヘッジ対象  非有効部分

    帳簿価額           

当行  想定元本
1  資産  負債  

貸借対照表上

の表示
 
公正価値の

変動
2  

公正価値

の変動
3  

損益に

認識
 
損益計算書上の

表示

ヘッジされたリスク 百万ポンド    百万ポンド   

為替  2,234  157  (15)  

デリバティブ

 177  177  －  

トレーディン

グ目的で保有

または公正価

値ベースで管

理する金融商

品からの純収

益

金利  31,613  27  (3)   (482)  (481)  (1)  

2024年12月31日現在 33,847  184  (18)    (305)  (304)  (1)   

                 

為替  1,791  62  (17)  

デリバティブ

 108  108  －  

トレーディン

グ目的で保有

または公正価

値ベースで管

理する金融商

品からの純収

益

金利  25,488  4  (18)   310  310  －  

2023年12月31日現在 27,279  66  (35)    418  418  －   

 

1 適格なヘッジ会計関係にあると指定されたデリバティブの契約上の想定元本の額は、期末日における取引残高の名目価値を示すも

のであり、リスクの金額を示すものではない。

2 有効性テストに使用され、いかなる要素も除外しないヘッジ手段のすべての公正価値の変動で構成される。

3 有効性評価に使用され、リスク要素となりうる指定を受けたヘッジされたリスクに帰属する額で構成される。

4 上表の金額は、主に当行のエクスポージャーを表している。
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ヘッジの非有効部分は、ヘッジ対象とヘッジ手段の期間差異および公正価値がゼロではない金融商品

を使用したヘッジを含むベーシスリスクから生じる可能性があるが、これらに限定されない。

 

資本に関する調整およびリスク種類別のその他の包括利益の分析

  金利  為替

  百万ポンド  百万ポンド

2024年１月１日現在のキャッシュ・フロー・ヘッジ準備金  (305)  (25)

公正価値に係る（損失）／利益  (573)  177

以下に関してキャッシュ・フロー・ヘッジ準備金から損益計

算書に再分類された公正価値に係る損失／（利益）：

 
   

－利益または損失に影響を及ぼしたヘッジ対象  695  (159)

法人税  (39)  －

その他  2  －

2024年12月31日現在のキャッシュ・フロー・ヘッジ準備金  (220)  (7)

 

  金利  為替

  百万ポンド  百万ポンド

2023年１月１日現在のキャッシュ・フロー・ヘッジ準備金  (901)  (49)

公正価値に係る利益  505  109

以下に関してキャッシュ・フロー・ヘッジ準備金から損益計

算書に再分類された公正価値に係る損失／（利益）：

 
   

－利益または損失に影響を及ぼしたヘッジ対象  382  (83)

法人税  (252)  －

その他  (39)  (2)

2023年12月31日現在のキャッシュ・フロー・ヘッジ準備金  (305)  (25)

 

 

次へ
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15 金融投資

金融投資の帳簿価額

  当行グループ  当行

  2024年  2023年  2024年  2023年

  百万ポンド  百万ポンド

その他の包括利益を通じて公正価値

で測定する金融投資
 39,990  37,507  20,033  16,362

－短期国債およびその他適格債券  3,826  1,469  2,496  540

－負債証券  35,709  35,618  17,482  15,767

－持分証券  119  80  55  55

－その他の金融商品
1  337  340  －  －

償却原価で測定する負債性金融商品  12,226  8,861  14,217  12,029

－短期国債およびその他適格債券  －  723  －  719

－負債証券
2  12,226  8,138  14,217  11,310

12月31日現在  52,216  46,368  34,250  28,391

 

1　「その他の金融商品」は貸付金で構成される。

2　当行の負債証券6.5十億ポンド（2023年：5.7十億ポンド）は、単一破綻処理委員会の「自己資本および適格債務最低基準」に関

する要件に準拠するためにHSBCコンチネンタル・ヨーロッパが発行した非優先シニア債務に関連している。
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その他の包括利益を通じて公正価値で測定する資本性金融商品

  期末時点で保有していた金融商品

  公正価値  認識した配当金

  百万ポンド

資本性金融商品の種類     

事業促進  64  1

中央機関から要求される投資  13  －

その他  41  1

2024年12月31日現在  118  2

     

事業促進  68  1

中央機関から要求される投資  12  －

その他  －  －

2023年12月31日現在  80  1

 

EDINET提出書類

エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシー(E22630)

有価証券報告書

302/473



16 担保資産、受入担保および譲渡資産

担保資産
1

担保として供された金融資産

  当行グループ  当行

  2024年  2023年  2024年  2023年

  百万ポンド  百万ポンド

短期国債およびその他の適格証券  1,269  1,252  108  720

銀行に対する貸付金  5,500  3,800  5,500  3,800

顧客に対する貸付金  1,753  3,861  －  －

負債証券  17,723  21,060  10,983  10,539

持分証券  42,189  27,610  42,004  27,096

現金担保  41,179  39,266  31,662  29,836

その他  805  228  371  228

12月31日現在担保資産  110,418  97,077  90,628  72,219

契約相手方が売却または再担保を行う権利を有する担保金融資産

  当行グループ  当行

  2024年  2023年  2024年  2023年

  百万ポンド  百万ポンド

トレーディング資産  56,664  44,072  49,093  35,168

金融投資  2,120  2,606  1,587  902

12月31日現在  58,784  46,678  50,680  36,070

 

担保として供された資産には、売却目的保有資産を除き、80ページ（訳注：原文のページ数である）

の開示情報において担保に供されている資産として区分された資産すべてが含まれる。

負債を担保するために供された資産の価値は、担保として利用された資産の帳簿価額よりも大きい場

合がある。例えば、証券化およびカバード・ボンドにおいて、発行債務に超過担保を加えた金額が、担

保として利用可能な資産プールの帳簿価額よりも小さいケースがこれに該当する。また、決済勘定にお

ける負債を担保すべく、すべての資産に対して浮動担保を有するカストディアンまたは決済代理人に資

産が供されている場合もこれに該当する。

これらの取引は、関連する場合、標準の証券貸借、買戻契約およびデリバティブ取引に係る証拠金の

預託を含む、担保付取引に対する通常の取引条件に基づいて行われている。当行グループは、デリバ

ティブ取引に関連して現金および非現金担保の双方を提供している。

受入担保
1

主に標準の証券貸付、売戻契約およびデリバティブ取引に係る証拠金の預託に関連して、債務不履行

がなくても、当行グループに売却または再担保が認められている担保として受け入れた資産の公正価値

は、229,236百万ポンド（2023年：224,836百万ポンド）（当行については、2024年：195,638百万ポン

ド、2023年：191,832百万ポンド）であった。当行グループが売却または再担保を行った担保の公正価

値は、172,606百万ポンド（2023年：175,100百万ポンド）（当行については、2024年：153,025百万ポ

ンド、2023年：147,131百万ポンド）であった。
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当行グループは、同等の証券を返還する義務がある。これらの取引は、一般の証券貸付、売戻契約お

よびデリバティブ取引に係る証拠金の預託に対する通常の取引条件に基づいて行われている。

譲渡資産
1

担保資産には、認識の中止要件を満たさない第三者への譲渡、特に買戻契約で取引相手先に担保とし

て保有される負債証券および証券貸付契約で貸付けられている持分証券といった担保付借入、ならびに

持分証券と負債証券のスワップに係るものが含まれる。担保付借入の場合、譲渡された担保資産は引き

続き全額が認識され、当行グループが譲渡資産を将来の日に固定額で買戻す義務を反映した関連負債も

また貸借対照表に認識される。

有価証券のスワップの場合、譲渡された資産は引き続きその全額が認識される。受け入れた非現金担

保は貸借対照表に認識されないため、関連負債はない。当行グループは、取引期間中に譲渡資産を利

用、売却または担保とすることができず、これらの担保資産の金利リスクおよび信用リスクに引き続き

さらされる。契約相手方の遡求権は譲渡資産に限定されない。

 

全部の認識の中止に適格でない譲渡金融資産および関連負債

  帳簿価額

当行グループ  譲渡資産  関連負債

  百万ポンド

2024年12月31日現在     

買戻契約  14,206  13,992

証券貸付契約  44,578  5,150

     

2023年12月31日現在     

買戻契約  16,215  16,114

証券貸付契約  30,463  3,707

 
 

  帳簿価額

当行  譲渡資産  関連負債

  百万ポンド

2024年12月31日現在     

買戻契約  6,174  6,174

証券貸付契約  44,506  5,236

     

2023年12月31日現在     

買戻契約  5,968  5,968

証券貸付契約  30,102  3,748

1　売却目的保有に分類される資産を除く。

 

17 関連会社およびジョイント・ベンチャーにおける持分

当行グループおよび当行の主要な関連会社

ビジネス・グロース・ファンド・グループ・ピーエルシー（「BGF」）は当行グループの主要な関連

会社である。BGFは、英国における中小規模の成長企業に投資を提供するために2011年に設立された独立

EDINET提出書類

エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシー(E22630)

有価証券報告書

304/473



企業である。BGFは、英国の主要な銀行グループのうちの５つ、すなわちバークレイズ、HSBC、ロイズ、

RBSおよびスタンダード・チャータードの出資を受けている。当行グループは、2024年12月31日現在、

BGFの株主資本において24.62％の持分を保有していた。BGFの利益／（損失）持分は27百万ポンド（2023

年：(６)百万ポンド、2022年：(22)百万ポンド）、BGFにおける持分の帳簿価額は678百万ポンド（2023

年：652百万ポンド、2022年：673百万ポンド）であった。

 

ジョイント・ベンチャーにおける持分

すべての関連会社の一覧は197ページ（訳注：原文のページ数である。）に記載されている。

 

 

次へ
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18 子会社に対する投資

エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシーの主要な子会社
1

 
2024年12月31日現在

 

設立または登録国

  

株主資本における

当行の持分

％  

株式のクラス

 

HSBCインベストメント・バンク・ホール

ディングス・リミテッド

イングランドおよ

びウェールズ
 100.00  普通１ポンド

HSBCライフ（英国）リミテッド
イングランドおよ

びウェールズ
 100.00  普通１ポンド

HSBCプライベート・バンク（スイス）エス

エー
2 スイス  100.00  普通１000スイス・フラン

HSBCバンク・バミューダ・リミテッド
1 バミューダ  100.00  普通１バミューダ・ドル

HSBCコンチネンタル・ヨーロッパ フランス  99.99  アクシオン株式５ユーロ

HSBCアシュアランス・ヴィ（フランス） フランス  99.99  アクシオン株式287.5ユーロ

HSBCバンク・マルタ・ピーエルシー マルタ  70.03  普通0.3ユーロ

1　主要な子会社は、直接的または中間持株会社を通して間接的に保有されている。2023年度以降既存の主要な子会社に対する

HSBCの株式保有割合に重要な変更はない。

2　2024年度において、エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシーはHSBCプライベート・バンク（スイス）エスエー

（「PBRS」）をHSBCプライベート・バンキング・ホールディングス（スイス）エスエー（「PBSU」）から買収した。

上記の子会社はすべて12月31日を期末とする財務諸表を作成している。2006年会社法第409条により

要求されている当行グループの全子会社に関する詳細情報は、注記36に記載されている。事業を行う主

要国は設立国と同じである。

 

子会社に対する投資の減損テスト

毎報告期間末に、当行は子会社に対する投資について減損の兆候の有無を再検討している。帳簿価額

が当該投資の回収可能価額を上回っている場合、減損が認識される。回収可能価額は、IAS第36号の規定

に準拠して、当該投資の処分コスト控除後の公正価値と使用価値（「VIU」）のいずれか高い金額とな

る。VIUは、当該投資についての経営者によるキャッシュ・フロー予測を割り引くことにより算定され

る。キャッシュ・フローは、子会社の拘束力のある資本要件に基づいたフリー・キャッシュ・フロー

（「FCF」）を表している。

当行グループは、IAS第36号の規定に準拠して、VIU算出において多くの仮定を用いた。

・将来キャッシュ・フローの見積りにおける経営陣の判断：各投資についてのキャッシュ・フロー予

測は、直近の承認済計画に基づいて行われ、これには、最低資本要件およびコア資本要件を考慮し、

合理的に起こりうる不確実性を組み入れた子会社の資本要件に基づく配分可能な予想資本が含まれ

る。2024年12月31日の減損テストについては、当行グループの内部計画の期間に合わせて2029年度末

までのキャッシュ・フロー予測が考慮された。当行グループのキャッシュ・フロー予測は、当行グ

ループの持続可能な商品ならびに事業モデルに関連する既知で観察可能な気候関連オポチュニティお

よび費用を含んでいる。

・長期成長率：法人は長期的な視点に立つため、フリー・キャッシュ・フローの永続的な推定には、

長期成長率を用いている。成長率は、投資対象が運営されている国または領土の長期インフレを反映

している。

・割引率：キャッシュ・フローを割り引くために使用されるレートは各投資に割り当てられる資本コ

ストに基づいている。資本コストは資本資産評価モデル（「CAPM」）および資本のマーケット・イン
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プライド・コストを用いて導き出される。CAPMは、リスク・フリー金利や評価対象である事業の固有

リスクを反映するためのプレミアムを含む金融・経済変数を反映した多数のインプットによって決定

されるが、これらの変数は経済変数の市場評価および経営陣の判断に基づいている。また各投資の割

引率は、投資対象が運営されている国または領土のインフレ率を反映することで精緻化されている。

さらに投資の減損テストにおいて、経営陣は、内部で作成したCAPMを用いて導き出された割引率を外

部の情報源から得た、類似する市場で行われている事業の資本コスト比率と比較することにより、か

かるプロセスを補完している。気候リスクによる影響は、割引率および資産価格において観察可能な

範囲で含まれる。

2024年度において、HSBCコンチネンタル・ヨーロッパに対して1.5十億ポンドの追加的投資が行われ

た。さらに、子会社、すなわち、HSBCコンチネンタル・ヨーロッパへの投資に関連して実施された減損

テストの結果、0.9十億ポンドの減損が2024年度第４四半期に認識された。これは、VIUの見積りに用い

られるモデルにおけるインプットおよび仮定のアップデート、ならびに、予想フリー・キャッシュ・フ

ローの減少によるものであった。これは、フランスの生命保険事業であるHSBCアシュアランス・ヴィ

（フランス）を売却目的に分類したこと、およびユーロ圏の金利の低下により生じている。2023年度に

おいて、子会社への投資の減損はない。

2024年２月、HSBCバンク・ピーエルシーは、PBSUからPBRSを買収し、1,132百万ポンド投資した。

減損テストの結果

投資  帳簿価額  使用価値  割引率  長期成長率  余裕分

HSBCコンチネンタル・

ヨーロッパ
 百万ユーロ  百万ユーロ  ％  ％  百万ユーロ

2024年12月31日現在
1  11,558  10,886  9.53  1.87  (672)

2023年12月31日現在  10,117  11,668  9.17  1.79  1,551

1　2024年度の帳簿価額には、2024年度第４四半期に認識された0.9十億ポンドの減損が含まれていない。

VIU計算における主要な仮定の感応度

2024年12月31日現在、HSBCコンチネンタル・ヨーロッパへの投資は、回収可能額を裏付ける主要な仮

定の合理的に起こり得る変動の影響を受ける。

合理的に起こり得る仮定の変動の見積りにあたり、経営陣は、モデルへの各インプットについて入手

可能な証拠を検討した。それには、外部の観察可能な割引率の範囲、過去の予想に対する実績、および

キャッシュ・フローの基礎となる主要な仮定に付随するリスクが含まれる。

下表は、HSBCコンチネンタル・ヨーロッパのモデルに対する最も感応度の高いインプットの基礎とな

る主要な仮定の要約、それぞれの主要リスク、仮定の合理的に起こり得る変動の詳細を示しており、経

営陣の意見では、VIUの変動が生じる可能性がある。

 

主要な仮定の合理的に起こり得る変動

  インプット  主要な仮定  関連リスク  合理的に起こり得る変動

投資         

HSBCコンチネンタ

ル・ヨーロッパ
 

フリー・キャッ

シュ・フロー予

測

・金利水準および利回り曲

線

・収益およびコストに

関連した戦略的行動

の未達

・FCF予測が10％減少

  
 ・市場での競合他社の位置

づけ

・   

  

割引率 ・使用する割引率が事業プ

ロファイルに適した市場

利率の合理的な見積りで

ある

・使用する割引率が事

業に適していないと

示唆する外的証拠が

現れる

・割引率が１％上昇

 

主要な仮定の合理的に起こりうる変動に対するVIUの感応度
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（百万ポンド）  2024年12月31日現在  2023年12月31日現在

HSBCコンチネンタル・ヨーロッパ     

VIU  10,886  11,668

VIUへの影響     

割引率の100ベーシス・ポイント下落－単独変数
1  1,103  1,494

割引率の100ベーシス・ポイント上昇－単独変数
1  (858)  (1,140)

予想収益率の100ベーシス・ポイント下落－単独変数
1  (1,015)  (442)

1　 HSBCバンク・ピーエルシーの回収可能金額は、基礎となる子会社の回収金額の合計である。したがって、子会社一社の単

独変数感応度分析は変数の変動の影響合計を表さない可能性がある。
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19 仕組事業体

当行グループは主に、金融資産の証券化、導管会社および投資ファンドを通じ、当行グループまたは

第三者のいずれかによって設立された連結および非連結の仕組事業体の双方に関与している。

 

連結仕組事業体

当行グループの連結仕組事業体の資産合計（事業体の種類別）

  
導管会社  証券化  

HSBCが

運営するファンド

 

その他  合計

  百万ポンド

2024年12月31日現在  1,882  168  4,159  248  6,457

2023年12月31日現在  2,809  180  4,272
 

398  7,659

 

導管会社

当行グループは、証券投資導管会社（「SIC」）およびマルチ・セラー導管会社という２種類の導管

会社を設立し、運営している。

証券投資導管会社

SICは、個々の案件に応じた投資機会を促進するために信用格付けの高いアセット・バック証券

（「ABS」）を購入している。

2024年12月31日現在、当行の主要なSICであるソリティアは0.6十億ポンド（2023年：0.8十億ポン

ド）のABSを保有していた。ソリティアは現在、当行グループに対して発行したコマーシャル・ペー

パー（「CP」）によってその調達資金の全額を賄っている。2024年12月31日現在、当行グループは0.8

十億ポンド（2023年：1.0十億ポンド）のCPを保有していた。

 

マルチ・セラー導管会社

当行グループのマルチ・セラー導管会社は、機動性の高い市場ベースの資金調達源へのアクセスを顧

客に提供する目的で設立された。当行グループは現在、マルチ・セラー導管会社に提供された取引別の

流動性信用枠と同額のリスクを負担しており、その額は2024年12月31日現在で3.0十億ポンド（2023年：

4.2十億ポンド）に達している。取引別の信用補完を通じて、当行グループではなく当該資産のオリジ

ネーターによりファースト・ロス・プロテクションが提供されている。ロス・プロテクション層は、プ

ログラム全体の信用補完の形で当行グループが提供している。
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証券化

当行グループは、仕組事業体を利用して、資産組成および資本効率のための資金調達源の分散化を目

的として当行グループが組成した顧客貸付金を証券化している。当該貸付金はHSBCによって現金または

合成的に仕組事業体に譲渡され、仕組事業体は投資家に対して負債証券を発行する。合成証券化を利用

する場合、資産のローン・ポートフォリオに伴う信用リスクはローン・ポートフォリオの金融保証を通

じて仕組事業体に譲渡される。

 

HSBCが運営するファンド

当行グループは、他のHSBCの企業と共に多数のマネー・マーケット・ファンドおよび非マネー・マー

ケット・ファンドを設立している。当行グループが、投資マネージャーの役割において代理人ではなく

主たる当事者として活動しているとみなされる場合に、当行グループはこれらのファンドを支配してい

る。

 

その他

当行グループはまた、通常の業務過程において、当行グループが仕組事業体を支配しているアセッ

ト・ファイナンスおよび仕組ファイナンス取引を含む多数の取引を実行している。加えて当行グループ

は、第三者が運営するファンドの多くに当事者として関与し、当該ファンドを支配しているとみなされ

ている。

 

非連結の仕組事業体

「非連結の仕組事業体」という用語は、当行グループが支配していないすべての仕組事業体を指す。

当行グループは、顧客取引を促進するために、また特定の投資機会のために通常の業務過程において非

連結の仕組事業体と取引を実行している。
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非連結の仕組事業体に対する当行グループの持分の内容および関連するリスク

 

 

証券化

 

HSBCが運営す

るファンド  

HSBC

以外が運営す

るファンド  その他  合計

事業体の資産価額合計

（百万ポンド）
          

0～400  1  128  934  11  1,074

400～1,500  －  39  711  1  751

1,500～4,000  －  17  264  －  281

4,000～20,000  －  17  119  －  136

20,000超  －  1  14  －  15

2024年12月31日現在の事業体数  1  202  2,042  12  2,257

 

 
 百万ポンド

非連結の仕組事業体に対する

当行グループの持分に関す

る資産合計

 43  6,159  3,810  721  10,733

－トレーディング資産  －  1  38  －  39

－損益を通じた公正価値評価

の指定を受けた、または強

制的に公正価値で測定する

金融資産

 －  2,942  1,514  －  4,456

－顧客に対する貸付金  43  －  547  311  901

－金融投資  －  5  －  －  5

－売却目的保有資産  －  3,211  1,711  －  4,922

－その他資産  －  －  －  410  410

非連結の仕組事業体に対する

当行グループの持分に関す

る負債合計

 －  6  －  －  6

その他のオフバランス処理さ

れているコミットメント
 13  －  556  －  569

2024年12月31日現在の当行グ

ループの最大エクスポー

ジャー

 56  6,153  4,366  721  11,296
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証券化

 HSBCが運営

するファン

ド
1

 

HSBC

以外が運営す

るファンド
1
 その他  合計

事業体の資産価額合計

（百万ポンド）
          

0～400  1  154  977  13  1,145

400～1,500  1  50  874  1  926

1,500～4,000  －  34  329  －  363

4,000～20,000  －  20  149  －  169

20,000超  －  1  8  －  9

2023年12月31日現在の事業体数  2  259  2,337  14  2,612

 

  百万ポンド

非連結の仕組事業体に対する

当行グループの持分に関す

る資産合計

 128  5,808  3,793  878  10,607

－トレーディング資産  －  1  10  －  11

－損益を通じた公正価値評価

の指定を受けた、または強

制的に公正価値で測定する

金融資産

 －  5,802  3,296  －  9,098

－顧客に対する貸付金  128  －  487  471  1,086

－金融投資  －  5  －  －  5

－売却目的保有資産  －  －  －  －  －

－その他資産  －  －  －  407  407

非連結の仕組事業体に対する

当行グループの持分に関す

る負債合計

 －  5  －  －  5

その他のオフバランス処理さ

れているコミットメント
 27  －  514  －  541

2023年12月31日現在の当行グ

ループの最大エクスポー

ジャー

 155  5,803  4,307  878  11,143

 

非連結の仕組事業体に対する当行グループの持分による損失に対する最大エクスポージャーは、損失

が発生する可能性にかかわらず、当行グループがこれらの事業体に関与する結果として生じる可能性の

ある最大損失額を示している。

・ コミットメント、保証および売建クレジット・デフォルト・スワップについては、損失に対する最大

エクスポージャーは想定元本の将来の潜在的損失額である。

・ 非連結の仕組事業体に対する投資の留保および購入ならびに貸付金については、損失に対する最大エ

クスポージャーは報告日現在の当該持分の帳簿価額である。

損失に対する最大エクスポージャーは、当行グループの損失に対するエクスポージャーを軽減するた

めにHSBCが締結したヘッジおよび担保契約の影響を考慮する前の総額で表示されている。
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証券化

当行グループは、非連結の証券化ビークルが発行する債券を保有することで当該ビークルに対する持

分を保有している。加えて当行グループは、第三者による仕組事業体が発行したABSに投資している。

 

HSBCが運営するファンド

当行グループは、他のHSBCの企業と共に顧客に投資機会を提供するためにマネー・マーケット・ファ

ンドおよび非マネー・マーケット投資ファンドを設立し、運営している。当行グループはファンド・マ

ネージャーとして、運用している資産に基づき、運用手数料およびパフォーマンス・フィーを受け取る

権利を有する場合がある。当行グループはまた、これらのファンドのユニットを保有する場合もある。

 

HSBC以外が運営するファンド

当行グループは、事業を促進させ顧客のニーズに対応するために、第三者が運営するファンドのユ

ニットを購入し保有している。

 

その他

当行グループは、通常の業務過程において仕組事業体を設立しているが、これには、公的および民間

部門のインフラストラクチャーに関するプロジェクトに資金提供を行うことを目的とした顧客向けのス

トラクチャード・クレジット取引ならびにアセット・ファイナンスおよび仕組金融取引がある。

上記に開示した関与に加えて、当行グループは仕組事業体とデリバティブ契約、売戻契約および借株

契約を締結している。当該関与は、第三者取引およびリスク・マネジメント・ソリューションを促進さ

せる目的で通常の業務において発生する。

 

当行グループがスポンサーとなっている仕組事業体

2024年度および2023年度中、当行グループがスポンサーとなっている事業体に譲渡した資産および当

該事業体から受け取った収益の金額は重要でなかった。
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20 のれんおよび無形資産

  当行グループ  当行

  2024年  2023年  2024年  2023年

  百万ポンド  百万ポンド

のれん  －  －  2  2

その他の無形資産
1  303  203  132  86

12月31日現在  303  203  134  88

 

1　当行グループのその他の無形資産には、正味帳簿価額296百万ポンド（2023年：198百万ポンド）の内部開発されたソフトウェア

が含まれている。2024年度中の内部開発されたソフトウェアの資産計上は、145百万ポンド（2023年：120百万ポンド）、減損額

は、４百万ポンド（2023年：減損の戻入れ(78)百万ポンド）であり、償却額は、71百万ポンド（2023年：91百万ポンド）であっ

た。

 

21 前払金、未収収益およびその他資産

  当行グループ  当行

  2024年  2023年  2024年  2023年

  百万ポンド  百万ポンド

現金担保および差入マージン  41,027  39,125  31,662  29,835

決済勘定および他行から回収中の項目  4,680  15,142  4,196  11,819

金地金  5,612  4,393  5,428  4,390

前払金および未収収益  2,426  2,521  1,485  1,556

有形固定資産  176  819  10  11

使用権資産  146  167  25  30

従業員給付資産（注記５）  74  51  20  10

その他勘定  2,809  3,531  1,210  1,626

12月31日現在  56,950  65,749  44,036  49,277

 

前払金、未収収益およびその他資産には、50,003百万ポンド（2023年：59,095百万ポンド）の金融資

産が含まれるが、その過半は償却原価で測定される。
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22 トレーディング負債

  当行グループ  当行

  2024年  2023年  2024年  2023年

  百万ポンド  百万ポンド

銀行からの預金
1  8,529  5,313  8,669  5,387

顧客からの預金
1  6,531  4,955  6,530  4,955

その他の発行済負債証券  59  21  59  21

その他負債－正味売りポジション  27,514  31,987  13,885  14,569

12月31日現在  42,633  42,276  29,143  24,932

 

1 「銀行からの預金」および「顧客からの預金」は、レポ、貸株およびその他の金額を含む。

 

23 公正価値評価の指定を受けた金融負債

  当行グループ  当行

  2024年
 

2023年
 

2024年
 

2023年

  百万ポンド
 

百万ポンド

銀行および顧客からの預金  5,127  5,555  5,079  5,542

投資契約に基づく顧客に対する負

債
 1,078  1,002  －  －

発行済負債証券  30,432  25,194  22,601  17,110

劣後債務（注記26）  806  794  806  794

12月31日現在  37,443  32,545  28,486  23,446

 

当行グループ

公正価値評価の指定を受けた金融負債の帳簿価額は、契約上の満期金額を3,111百万ポンド下回って

（2023年：2,407百万ポンド下回って）いた。また、信用リスクの変化に起因する公正価値の累積変動

額は70百万ポンドの利益（2023年：151百万ポンドの利益）であった。

当行

公正価値評価の指定を受けた金融負債の帳簿価額は、契約上の満期金額を2,817百万ポンド下回って

（2023年：1,974百万ポンド下回って）いた。また、信用リスクの変化に起因する公正価値の累積変動

額は11百万ポンドの利益（2023年：42百万ポンドの利益）であった。
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24 未払費用、繰延収益およびその他負債

  当行グループ  当行

  2024年  2023年  2024年  2023年

  百万ポンド  百万ポンド

現金担保および受入マージン  39,676  43,305  30,922  31,920

決済勘定および他行へ送金中の項目  4,893  11,905  4,480  11,698

未払費用および繰延収益  2,662  2,603  1,628  1,633

当行グループが連結したファンドの投

資家

に対する債務

 －  1,158  －  －

リース負債  196  227  30  36

従業員給付負債（注記５）  172  117  51  48

再保険契約負債  39  33  －  －

HSBCホールディングスに対する株式に

基づく報酬負債
 118  107  80  77

裏書および支払承諾  69  236  68  227

その他負債  2,659  2,869  1,168  1,120

12月31日現在  50,484  62,560  38,427  46,759

 

未払費用、繰延収益およびその他負債に含まれる金融負債は、当行グループについては49,767百万ポ

ンド（2023年：61,921百万ポンド）、当行については38,173百万ポンド（2023年：46,513百万ポンド）

であり、これらの過半は償却原価で測定される。
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25 引当金

当行グループ 再編費用  

法的手続き

および

規制事項  顧客補償  

その他の

引当金  合計

 百万ポンド

引当金（契約債務を除く）          

2024年１月１日現在 76  104  9  118  307

繰入額 8  46  3  37  94

取崩額 (41)  (94)  (3)  (46)  (184)

戻入額 (19)  (7)  (2)  (26)  (54)

換算差額およびその他の変動 3  1  －  24  28

2024年12月31日現在 27  50  7  107  191

          

契約債務
1          

2024年１月１日現在         83

予想信用損失引当金の変動純額

およびその他の変動
        1

2024年12月31日現在         84

引当金合計          

2023年12月31日現在         390

2024年12月31日現在         275
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再編費用  

法的手続き

および

規制事項  顧客補償  

その他の

引当金  合計

 百万ポンド

引当金（契約債務を除く）          

2023年１月１日現在 126  77  13  103  319

繰入額 27  99  3  62  191

取崩額 (43)  (54)  (3)  (25)  (125)

戻入額 (28)  (16)  (3)  (29)  (76)

換算差額およびその他の変動 (6)  (2)  (1)  7  (2)

2023年12月31日現在 76  104  9  118  307

          

契約債務
1          

2023年１月１日現在         105

予想信用損失引当金の変動純額

およびその他の変動
        (22)

2023年12月31日現在         83

引当金合計          

2022年12月31日現在         424

2023年12月31日現在         390
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当行 再編費用  

法的手続き

および

規制事項  顧客補償  

その他の

引当金  合計

 百万ポンド

引当金（契約債務を除く）          

2024年１月１日現在 9  95  5  35  144

繰入額 5  43  2  17  67

取崩額 (3)  (91)  (2)  －  (96)

戻入額 (4)  (3)  (2)  (13)  (22)

換算差額およびその他の変動 －  (1)  －  (7)  (8)

2024年12月31日現在 7  43  3  32  85

          

契約債務
1          

2024年１月１日現在         32

予想信用損失引当金の変動純額

およびその他の変動
        (7)

2024年12月31日現在         25

引当金合計          

2023年12月31日現在         176

2024年12月31日現在         110
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当行 再編費用  

法的手続き

および

規制事項  顧客補償  

その他の

引当金  合計

 百万ポンド

引当金（契約債務を除く）          

2023年１月１日現在 17  57  8  35  117

繰入額 11  95  2  16  124

取崩額 (12)  (51)  (2)  (5)  (70)

戻入額 (7)  (1)  (2)  (11)  (21)

換算差額およびその他の変動 －  (5)  (1)  －  (6)

2023年12月31日現在 9  95  5  35  144

          

契約債務
1          

2023年１月１日現在         50

予想信用損失引当金の変動純額

およびその他の変動
        (18)

2023年12月31日現在         32

引当金合計          

2022年12月31日現在         167

2023年12月31日現在         176

 

1 契約債務引当金には、オフバランスシートの貸付コミットメントおよび保証が含まれており、これらについては、IFRS第９号

における予想信用損失が引き当てられている。予想信用損失引当金の増減分析については、49ページ（訳注：原文のページ数
である。）の表「貸付コミットメントならびに金融保証を含む銀行および顧客に対する貸付金の帳簿/名目価額総額および引当

金の変動の調整」に詳細が開示されている。

 

顧客救済措置

顧客救済措置とは、規制の遵守や顧客の公正な取り扱いができなかったことによる損失または損害に

ついて、顧客へ補填を行うHSBCの活動のことである。顧客救済措置は、顧客の苦情および／または業界

での営業実務の発展に対応して、HSBCにより開始されることが多く、必ずしも規制当局からの働きかけ

によって開始されるものではない。

 

再編費用

これら引当金は、義務が存在する場合の見積り再編費用（退職手当を含む）で構成されている。当期

中の繰入額は、当行グループ内で作成された正式な再編計画に関連している。

 

法的手続きおよび規制事項

法的手続きおよび規制事項に関する詳細については、注記32に説明されている。法的手続きには、

HSBC傘下会社に対して提起された民事訴訟、調停または裁判手続き（申立てまたは反訴のいずれか）も

しくは示談が成立しない場合、訴訟、調停または裁判手続きにつながる可能性のある民事上の紛争が含

まれる。規制事項とは、違反しているとされる行為に関連して規制当局または取締機関が実施した調

査、レビューおよびその他の措置またはそれらの措置への対応を示している。
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26 劣後債務

劣後債務

  当行グループ  当行

  2024年  2023年
 

2024年  2023年

  百万ポンド
 

百万ポンド

償却原価  16,908  14,920  16,874  14,658

-　劣後債務  16,208  14,220  16,874  14,658

-　優先株式  700  700  －  －

公正価値評価の指定を受けたもの（注記

23）
 806  794  806  794

-　劣後債務  806  794  806  794

12月31日現在  17,714  15,714  17,680  15,452

 

劣後債務は、優先債よりも優先順位が低く、通常HSBCの資本基盤に考慮される。資本証券は、PRAへ

の事前通知および、関係する場合には現地の銀行規制当局の同意をもって、HSBCによる期限前償還を行

うことができる。初回の償還可能日に償還されない場合には、表面金利は、再設定されるか、関連する

市場金利に基づく変動金利に変更される場合がある。変動利付債を除く劣後債務については、最大

7.650％の固定金利が付される。

以下で開示された貸借対照表計上額はIFRSに基づく表示であり、規制上の自己資本への影響額を反映

したものではない。これは、発行費用、規制上の償却および規制上の適用限度額を含めていることによ

る。
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当行グループの劣後債務

   帳簿価額

   2024年  2023年

  百万ポンド  百万ポンド

当行が保証するその他Tier 1金融商品     

700百万ポンド

 エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシー非累

積ステップ・アップ条項付永久優先証券、金利

5.844％、満期2048年
1,5,6

 583  605

       

Tier 2金融商品     

1,500百万ユー

ロ

 エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシー変動

金利劣後ローン、満期2032年
 1,239  1,299

300百万米ドル
 エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシー劣後

債、金利7.65％、満期2025年
2  142  136

750百万米ドル
 エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシー劣後

ローン、金利4.19％、満期2027年
 589  571

200百万ポンド
 エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシー変動

金利劣後ローン、満期2028年
 200  200

300百万ユーロ
 エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシー変動

金利劣後ローン、満期2028年
7  －  261

260百万ユーロ
 エイチエスビーシー・コンチネンタル・ヨーロッ

パ変動金利劣後ローン、満期2029年
7  －  226

350百万ポンド

 エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシー期限

前償還条項付ステップ・アップ条項付劣後債、金

利5.375％、満期2030年
3,4,6

 61  61

2,000百万米ド

ル

 エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシー劣後

ローン、金利1.625％、満期2031年
 1,532  1,462

2,000百万ユー

ロ

 エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシー劣後

ローン、金利0.375％、満期2031年
 1,605  1,627

2,000百万ユー

ロ

 エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシー劣後

ローン、金利0.375％、満期2031年
 1,605  1,627

1,250百万ユー

ロ

 エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシー劣後

ローン、金利0.25％、満期2031年
 1,003  1,017

500百万ポンド
 エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシー劣後

債、金利5.375％、満期2033年
3  156  162

225百万ポンド
 エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシー劣後

債、金利6.25％、満期2041年
3  46  50

600百万ポンド
 エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシー劣後

債、金利4.75％、満期2046年
3  165  191

1,250百万米ド

ル

 エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシー変動

劣後ローン、満期2028年
 995  978

1,100百万米ド

ル

 エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシー変動

劣後ローン、満期2033年
 875  860

400百万ユーロ
 エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシー変動

劣後ローン、満期2028年
 335  353

400百万ユーロ
 エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシー変動

劣後ローン、満期2029年
 335  353

500百万ユーロ
 エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシー変動

劣後ローン、満期2028年
 413  433

500百万ユーロ
 エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシー変動

劣後ローン、満期2029年
 413  433

500百万ユーロ
 エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシー変動

劣後ローン、満期2029年
 413  433

85百万ユーロ
 エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシー劣後

債、金利5.15％、満期2043年
 70  74

800百万ユーロ
 エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシー変動

劣後ローン、満期2030年
 660  693
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65百万ユーロ
 エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシー劣後

債、金利5.24％、満期2043年
 54  56

800百万米ドル
 エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシー変動

劣後ローン、満期2029年
 647  651

200百万ユーロ
 エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシー変動

劣後ローン、満期2034年
 165  173

800百万ユーロ
 エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシー変動

劣後ローン、満期2030年
 660  693

300百万ユーロ
 エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシー変動

劣後ローン、満期2035年
 247  －

400百万ユーロ
 エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシー変動

劣後ローン、満期2035年
 330  －

500百万ユーロ
 エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシー変動

劣後ローン、満期2031年
 412  －

800百万ユーロ
 エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシー変動

劣後ローン、満期2031年
 660  －

500百万ユーロ
 エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシー変動

劣後ローン、満期2036年
 412  －

400百万ユーロ
 エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシー変動

劣後ローン、満期2033年
 330  －

400百万ユーロ
 エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシー変動

劣後ローン、満期2032年
 330  －

100百万ポンド未満のその他のTier 2金融商品  32  36

12月31日現在    17,714  15,714

1 公正価値ヘッジ利益により当該証券の価値が部分的に減少した。当該金融商品は、2021年に償却原価で保有されていた。また、

2031年11月以降の支払利息は、Soniaの日次複利レートに2.0366％を加えた合計である。

2 当行は、2023年11月にこの証券を募集した。元本残高は、180百万米ドルである。当該証券の当初想定元本は、300百万米ドルで

ある。

3 当行は、2023年11月にこれらの証券を募集した。元本残高は、それぞれ135百万ポンド、61百万ポンド、157百万ポンド、70百万

ポンドおよび237百万ポンドである。これら証券の当初の想定元本は、それぞれ300百万ポンド、350百万ポンド、500百万ポンド、

225百万ポンドおよび600百万ポンドである。

4 2025年以降の支払利息は、Soniaの日次複利レートに1.6193％を加えた合計である。

5 以下の「エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシーによる保証」を参照のこと。

6 これらの証券は、当行グループの資本基盤に含めるには適していない。

7 2024年に償還された。

 
エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシーによる保証
 
当行により保証される資本証券は、ジャージー・リミテッド・パートナーシップにより発行された。

この代金は、劣後債の形でリミテッド・パートナーシップが当行に貸し付けた。2021年12月31日までCRR
Ⅱの免除規定の適用に基づき、当該証券は、当行グループのその他Tier１資本（単独および連結ベース
で）として適格であった。2021年12月31日以降、この証券は、当行グループの規制上の自己資本として
非適格となった。
2024年12月31日現在、エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシーが保証した優先証券は、投資家が

発行体の非累積永久優先株式を購入したのと同等の収益、資本分配および発行体の清算時における分配
に対する権利を提供することを目的としている。英国の銀行規制またはその他の規定の下で分配の支払
が制限されている場合、支払により当行の自己資本比率基準の違反となる場合、または当行の配当可能
準備金（定義のとおり）が不十分である場合には、当該分配の支払が制限される。
当行は、特定の状況において優先証券の分配金の支払いができない場合、優先証券の分配金が全額支

払われるまで、普通株式に係る配当金またはその他の分配金の支払い、普通株式の買戻しあるいは償還
を行わないことを個別に合意している。
当行が保証する優先証券が2048年に残存している場合、当行グループの総資本比率（単独または連結

ベースで）が規制上必要な最低値を下回る場合、または取締役が近い将来そうなると予想する場合、当
行の清算、解散または清算のための手続きが開始されていないという条件で、当行が保証する優先証券
の保有者の持分は、優先株式およびその保証とすべての重要な点において同等の経済条件を持つ当行が
発行した優先株式の持分に交換される。
 
Tier２証券
Teir２資本証券は、クーポンを支払う義務のある永久または期日付き劣後証券のいずれかである。こ

れらの資本証券は、CRRⅡの下で、完全に適格な資本または免除規定の適用のいずれかにより、当行グ
ループのTeir２資本として規制上の自己資本に含まれている。CRRⅡに準拠して、Tier２証券のすべての
資本拠出は、規制上、満期前の最後の５年間で償却される。

次へ
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27 資産、負債およびオフバランス処理されているコミットメントの満期分析

金融負債の契約上の満期

以下の表における残高は当行の連結貸借対照表における残高と直接一致しないが、これは、前者の表

が元本および将来のクーポン支払額に関するすべてのキャッシュ・フローを割引前の金額で計上してい

るためである（トレーディング負債およびヘッジ・デリバティブとして取り扱われないデリバティブを

除く）。

ヘッジ・デリバティブ負債に関する割引前キャッシュ・フロー支払額は、契約上の満期に応じて分類

している。トレーディング負債およびヘッジ・デリバティブとして取り扱われないデリバティブは、契

約上の満期にかかわらず「１ヶ月以内」の欄に計上している。

また、貸付およびその他の信用関連コミットメントと金融保証は通常、貸借対照表に認識していな

い。貸付およびその他の信用関連コミットメントならびに金融保証の潜在的な割引前キャッシュ・フ

ロー債務は、行使可能な最も早い期日に基づき分類している。
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金融負債のキャッシュ・フロー債務（残存契約期間別）

当行グループ

 
１ヶ月以内  

１ヶ月超

３ヶ月以内  

３ヶ月超

12ヶ月以内  

１年超

５年以内  ５年超  合計

 百万ポンド

銀行からの預金  22,218  1,144  2,510  537  316  26,725

顧客からの預金  212,491  19,021  10,965  654  89  243,220

買戻契約－非トレーディ

ング目的
 36,469  2,542  1,001  859  －  40,871

トレーディング負債  42,633  －  －  －  －  42,633

公正価値評価の指定を受

けた金融負債
 10,719  2,074  4,977  15,915  8,266  41,951

デリバティブ  195,839  83  140  509  1,309  197,880

発行済負債証券  3,630  3,662  10,563  2,040  886  20,781

劣後債務  28  160  622  7,839  13,916  22,565

その他の金融負債
1  47,159  277  563  140  35  48,174

  571,186  28,963  31,341  28,493  24,817  684,800

貸付およびその他の信用関

連コミットメント
 128,007  －  －  －  －  128,007

金融保証
2  2,876  －  －  －  －  2,876

2024年12月31日現在  702,069  28,963  31,341  28,493  24,817  815,683

             

銀行からの預金  19,626  2,028  453  700  269  23,076

顧客からの預金  197,730  14,148  10,649  671  81  223,279

買戻契約－非トレーディ

ング目的
 42,743  7,801  1,761  1,686  －  53,991

トレーディング負債  42,276  －  －  －  －  42,276

公正価値評価の指定を受け

た金融負債
 12,107  1,183  8,003  7,589  6,862  35,744

デリバティブ  170,391  127  326  798  1,198  172,840

発行済負債証券  3,305  2,266  6,014  1,939  1,360  14,884

劣後債務  31  157  397  6,478  13,122  20,185

その他の金融負債
1  57,982  292  691  159  1,220  60,344

  546,191  28,002  28,294  20,020  24,112  646,619

貸付およびその他の信用関

連コミットメント
 131,829  －  －  －  －  131,829

金融保証
2  2,401  －  －  －  －  2,401

2023年12月31日現在  680,421  28,002  28,294  20,020  24,112  780,849
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当行

 １ヶ月以内  

１ヶ月超

３ヶ月以内  

３ヶ月超

12ヶ月以内  

１年超

５年以内  ５年超  合計

 百万ポンド

銀行からの預金  16,038  1,097  2,306  22  －  19,463

顧客からの預金  122,014  12,645  7,537  195  －  142,391

買戻契約－非トレーディング目的 29,939  1,904  1,236  2,159  －  35,238

トレーディング負債  29,143  －  －  －  －  29,143

公正価値評価の指定を受けた金融

負債
 10,468  1,720  3,838  11,546  4,805  32,377

デリバティブ  182,584  83  137  454  1,281  184,539

発行済負債証券  2,513  2,459  7,608  256  83  12,919

劣後債務  28  160  609  7,829  14,370  22,996

その他の金融負債  36,663  127  342  14  13  37,159

  429,390  20,195  23,613  22,475  20,522  516,225

貸付およびその他の信用関連コ

ミットメント
 35,552

 
－
 

－  －  －  35,552

金融保証
2  1,143  －  －  －  －  1,143

2024年12月31日現在  466,085  20,195  23,613  22,475  20,522  552,920

             

銀行からの預金  17,389  1,090  318  －  －  18,797

顧客からの預金  119,019  7,694  6,759  59  －  133,531

買戻契約－非トレーディング目的 38,794  7,337  1,588  1,686  －  49,405

トレーディング負債  24,932  －  －  －  －  24,932

公正価値評価の指定を受けた金融

負債
 11,693  743  5,675  3,927  4,021  26,059

デリバティブ  151,766  127  326  754  1,179  154,152

発行済負債証券  2,328  438  3,432  1,197  188  7,583

劣後債務  31  157  396  6,454  13,238  20,276

その他の金融負債
1  44,915  129  408  18  16  45,486

  410,867  17,715  18,902  14,095  18,642  480,221

貸付およびその他の信用関連コ

ミットメント
 35,270

 
－

 
－  －  －  35,270

金融保証
2  1,106  －  －  －  －  1,106

2023年12月31日現在  447,243  17,715  18,902  14,095  18,642  516,597

 

1 処分グループの金融負債を除く。

2 IFRS第９号の減損に関する規定が適用されない履行保証契約を除く。
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金融資産および金融負債の契約上の満期分析

以下の表は、期末日現在の金融資産および負債を契約上の残存期間別に分析したものである。これら

の残高は、以下の通り満期分析に含めている。

・契約上の満期の規定がない金融資産および負債（持分証券等）は、「１年超」の欄に含めている。

無期限または永久金融商品は、その金融商品の契約相手先に権利がある契約上の通知期間に基づき分

類している。契約上の通知期間がない場合には、無期限または永久金融商品契約は「１年超」の欄に

含めている。

・売却目的で保有する処分グループの資産および負債に含まれる金融商品は、その金融商品自体の契

約上の満期に基づき分類されており、処分取引を基準とする分類は行っていない。

・投資契約に係る負債は、契約上の満期に応じて分類している。期限の定めのない投資契約は、「１

年超」の欄に含めているが、当該契約に対して保険契約者が解約および譲渡のオプションを行使する

可能性がある。

 

EDINET提出書類

エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシー(E22630)

有価証券報告書

327/473



 
金融資産および金融負債の満期分析

  2024年  2023年

当行グループ  １年以内  １年超  合計  １年以内  １年超  合計

  百万ポンド  百万ポンド

資産             

公正価値評価の指定を

受けた、または強制

的に公正価値で測定

する金融資産

 3,695  5,722  9,417  2,973  16,095  19,068

銀行に対する貸付金  13,859  662  14,521  14,037  334  14,371

顧客に対する貸付金  41,064  41,602  82,666  34,876  40,615  75,491

売戻契約－非トレー

ディング目的
 52,190  1,422  53,612  71,676  1,818  73,494

金融投資  10,549  41,667  52,216  7,481  38,887  46,368

その他の金融資産  49,500  503  50,003  58,807  288  59,095

売却目的資産  3,356  18,250  21,606  10,182  10,186  20,368

12月31日現在  174,213  109,828  284,041  200,032  108,223  308,255

負債             

銀行からの預金  25,750  765  26,515  22,069  874  22,943

顧客からの預金  241,587  716  242,303  222,215  726  222,941

買戻契約－非トレー

ディング目的
 39,627  757  40,384  51,848  1,568  53,416

公正価値評価の指定

を受けた金融負債
 17,563  19,880  37,443  21,163  11,382  32,545

発行済負債証券  17,628  1,833  19,461  11,439  2,004  13,443

その他の金融負債  49,482  285  49,767  60,549  1,372  61,921

劣後債務  155  16,753  16,908  －  14,920  14,920

売却目的で保有する

処分グループの負債
 4,552  18,558  23,110  17,590  3,094  20,684

12月31日現在  396,344  59,547  455,891  406,873  35,940  442,813
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  2024年  2023年

当行  １年以内  １年超  合計  １年以内  １年超  合計

  百万ポンド  百万ポンド

資産             

公正価値評価の指定を

受けた、または強制

的に公正価値で測定

する金融資産

 3,231  429  3,660  2,897  284  3,181

銀行に対する貸付金  11,141  1,589  12,730  10,673  997  11,670

顧客に対する貸付金  17,802  13,114  30,916  19,785  12,658  32,443

売戻契約－非トレー

ディング目的
 33,069  1,325  34,394  55,290  1,683  56,973

金融投資  5,668  28,582  34,250  4,313  24,078  28,391

その他の金融資産  38,061  －  38,061  44,162  －  44,162

売却目的資産
1  390  137  527  160  －  160

12月31日現在  109,362  45,176  154,538  137,280  39,700  176,980

負債             

銀行からの預金  19,334  21  19,355  18,775  －  18,775

顧客からの預金  141,930  192  142,122  133,314  59  133,373

買戻契約－非トレー

ディング目的
 32,592  1,953  34,545  47,274  1,568  48,842

公正価値評価の指定を

受けた金融負債
 15,926  12,560  28,486  18,005  5,441  23,446

発行済負債証券  12,370  298  12,668  6,077  1,276  7,353

その他の金融負債  38,148  25  38,173  46,483  30  46,513

劣後債務  142  16,732  16,874  －  14,658  14,658

売却目的で保有する処

分グループの負債
 2,667  －  2,667  －  －  －

12月31日現在  263,109  31,781  294,890  269,928  23,032  292,960

1　2024年12月31日に終了した期間の売却目的資産には、予定される南アフリカ事業の売却が含まれる。
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28 金融資産および金融負債の相殺

金融資産および金融負債の相殺では、相殺基準が満たされる場合、正味金額が貸借対照表上に報告さ

れる。これは、認識した金額を相殺する法的に強制可能な権利があり、純額で決済、または資産の実現

と負債の決済を同時に行う意図がある場合に達成される。

以下の表において、「貸借対照表上で相殺されない金額」には、次のような取引が含まれる。

・契約相手方が、当行グループとの相殺エクスポージャーを有しており、債務不履行、破産または破

綻の場合のみ相殺する権利を有するマスター・ネッティング契約あるいは類似契約が存在するか、あ

るいは他の相殺基準が満たされない場合

・デリバティブ、売戻契約／買戻契約、借株契約／貸株契約および類似契約について、債務不履行ま

たはその他の事前に取り決められた事象が発生した場合の正味エクスポージャーをカバーするために

現金および非現金担保（負債証券ならびに株式）を受け取った／差入れた場合

 

超過担保の影響は除外されている。

「強制力のあるマスター・ネッティング契約の対象とならない金額」には、現地の破産法において相

殺権を認めていない法域で締結された契約、および相殺権の法的強制力を証明する法律意見書の取得を

求めていなかったか、あるいは取得が不可能であった取引が含まれる。

リスク管理目的上、顧客に対する貸付金の正味金額には上限があり、監視対象となっている。また、

関連する顧客契約は、必要に応じて、適切な相殺の法的権利の存在を確認するためのレビューおよび更

新の対象となる。　
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強制力のあるネッティング契約の対象となる金額     

  
      

貸借対照表上で

相殺されない金額       

  

総額  相殺額  

貸借対照

表上の

純額  

非現金担保を

含む金融商品
6  現金担保  純額  

強制力のある

ネッティング

契約の対象と

ならない金額
5
 合計

  百万ポンド

金融資産                 

デリバティブ（注記14）
1  260,807  (66,478)  194,329  (177,527)  (16,137)  665  3,843  198,172

売戻契約、借株契約および類

似契約の分類
2
：

                

－トレーディング資産  13,994  (635)  13,359  (13,360)  －   (1)  390  13,749

－非トレーディング資産  117,236  (67,320)  49,916  (49,019)  (178)  719  3,696  53,612

顧客に対する貸付金
3  21,359  (11,119)  10,240  (8,897)  －  1,343  3  10,243

2024年12月31日現在  413,396  (145,552)  267,844  (248,803)  (16,315)  2,726  7,932  275,776

                 

デリバティブ（注記14）
1  237,360  (64,045)  173,315  (155,398)  (17,674)  243  801  174,116

売戻契約、借株契約および類

似契約の分類
2
：

                

－トレーディング資産  17,454  (473)  16,981  (16,981)  －  －  243  17,224

－非トレーディング資産  129,243  (58,972)  70,271  (70,204)  (62)  5  3,223  73,494

顧客に対する貸付金
3  20,950  (10,473)  10,477  (9,321)  －  1,156  1  10,478

2023年12月31日現在  405,007  (133,963)  271,044  (251,904)  (17,736)  1,404  4,268  275,312

金融負債                 

デリバティブ（注記14）
1  260,721  (66,478)  194,243  (172,425)  (21,461)  357  2,839  197,082

買戻契約、貸株契約および類

似契約の分類
2
：

                

－トレーディング負債  15,283  (252)  15,031  (15,032)  －  (1)  5  15,036

－非トレーディング負債  108,006  (67,702)  40,304  (40,015)  (124)  165  80  40,384

顧客からの預金
4  25,259  (11,119)  14,140  (8,897)  －  5,243  8  14,148

2024年12月31日現在  409,269  (145,551)  263,718  (236,369)  (21,585)  5,764  2,932  266,650

                 

デリバティブ（注記14）
1  234,304  (64,045)  170,259  (155,148)  (14,337)  774  1,215  171,474

買戻契約、貸株契約および類

似契約の分類
2
：

                

－トレーディング負債  10,249  (135)  10,114  (10,112)  －  2  5  10,119

－非トレーディング負債  112,726  (59,310)  53,416  (52,878)  (539)  (1)  －  53,416

顧客からの預金
4  26,395  (10,473)  15,922  (9,321)  －  6,601  6  15,928

2023年12月31日現在  383,674  (133,963)  249,711  (227,459)  (14,876)  7,376  1,226  250,937

 
1 2024年12月31日現在、デリバティブ資産総額と相殺されている証拠金受取額は2,279百万ポンド（2023年：1,508百万ポンド）であ

る。デリバティブ負債総額と相殺されている証拠金支払額は1,663百万ポンド（2023年：4,296百万ポンド）である。

2 貸借対照表上において、「トレーディング資産」および「トレーディング負債」の中で認識されている買戻／売戻契約、貸株／借株

契約および類似契約の金額については、80ページ（訳注：原文のページ数である）の表「資金調達の源泉および使途」を参照のこ

と。

3 2024年12月31日現在、貸借対照表に計上されている「顧客に対する貸付金」の合計は、82,666百万ポンド（2023年：75,491百万ポン

ド）であった。このうち10,240百万ポンド（2023年：10,477百万ポンド）が相殺の対象となった。

4 2024年12月31日現在、貸借対照表に計上されている「顧客からの預金」の総額は、242,303百万ポンド（2023年：222,941百万ポン

ド）であった。このうち14,140百万ポンド（2023年：15,922百万ポンド）が相殺の対象となった。

5 これらのエクスポージャーは、引き続き金融担保によって保全されているが、当行グループはその相殺権の法的強制力の証拠となる

法律意見書の取得を求めなかったか、あるいはその取得が不可能であった場合がある。
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29 払込済株式資本およびその他の資本性金融商品

発行済みでかつ全額払込済み

エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシーの1.00ポンド普通株式

  2024年  2023年

  株式数  百万ポンド  株式数  百万ポンド

１月１日現在  796,969,113  797  796,969,112  797

12月31日現在  796,969,115  797  796,969,113  797

 

エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシーの資本剰余金

  2024年
1  2023年

  百万ポンド

12月31日現在  3,582  1,004

1 HSBCホールディングス・ピーエルシーへの普通株式２株（１株当たり１ポンド）発行における資本剰余金に関する増加。

払込済株式資本および資本剰余金合計

  2024年  2023年

  百万ポンド

12月31日現在  4,379  1,801

 

エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシーの0.01米ドル非累積第三次米ドル優先株式

  2024年  2023年

  株式数  千ポンド  株式数  千ポンド

１月１日および12月31日現在  35,000,000  172  35,000,000  172

 

当行は、優先株式を償還する義務はないが、健全性監督機構(以下「PRA」という。)への事前の通知

を条件として、いつでもその一部または全部を償還することができる。発行済優先株式の配当金は、取

締役会の単独の絶対的な裁量によって年１回支払われる。取締役会は、(i)配当金の支払いによって当

行（またはその子会社）が関係法令に基づく自己資本比率基準を違反することになる場合、(ⅱ)当行の

配当可能利益が発行済優先株式に対する配当の全額または一部（適用できる場合）の支払いに不十分で

ある場合には、発行済優先株式に対する配当を宣言しない。当行の単独または連結のいずれかの普通株

式等Tier１資本比率が7.00％を下回った場合（いわゆる「権利転換イベント」）、優先株式に付されて

いる権利は、普通株式に付されている権利と同一のものに取消不能かつ永久的に変更される。発行済優

先株式の保有者は、当行の株主総会に出席し、優先株式に付されている権利の変更または無効提案の決

議および優先株式の払込資本金の減額提案の決議に対して議決権を行使することができる。発行済優先

株式の配当金が直近の配当期間について全額支払われていない場合、権利転換イベントが生じている場

合、または当行の解散もしくは全事業の売却の提議がなされた場合、そのような状況において、優先株

の保有者は、株主総会に提議されたすべての事案について議決権を行使する権利を与えられている。配

当金が未払いの場合、発行済優先株式の保有者は、優先株式の直近の配当期間について配当金が全額支

払われるまで、または１配当期間の配当金全額を支払うための資金が引き当てられるまで、すべての株

主総会に出席し議決権を行使する権利を与えられている。発行済株式はすべて全額払込済みである。
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その他の資本性金融商品

エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシーのその他Tier1金融商品

 
  

 2024年
 

2023年

 
 最初の償還

可能日
 百万ポンド

 
百万ポンド

1,900百万ユーロ  2015年発行永久劣後再設定可能その他Tier

１金融商品、金利5.950％
1

 
2020年12月  1,388  1,388

235百万ユーロ  2016年発行永久劣後再設定可能その他Tier

１金融商品、金利5.650％
1

 
2022年1月  197  197

300百万ユーロ  2018年永久劣後再設定可能その他Tier１金

融商品、金利3.813％
1

 
2023年3月  263  263

555百万ポンド  2018年永久劣後再設定可能その他Tier１金

融商品、金利5.063％
1

 
2023年3月  555  555

500百万ポンド  2019年永久劣後再設定可能その他Tier１金

融商品、金利4.750％
1

 
2024年11月  500  500

250百万ユーロ  2019年永久劣後再設定可能その他Tier１金

融商品、金利3.500％
3

 
2024年11月  －  213

431百万ポンド  2019年永久劣後再設定可能その他Tier１金

融商品、金利4.551％
1

 
2024年12月  431  431

200百万ユーロ  2019年永久劣後再設定可能その他Tier１金

融商品、金利5.039％
1

 
2025年1月  175  175

250百万ユーロ  2023年永久劣後再設定可能その他Tier１金

融商品、変動利付債
1,2

 
2027年3月  208  208

250百万ユーロ  2024年永久劣後再設定可能その他Tier１金

融商品、金利5.625％
4

 
2029年12月  204  －

12月31日現在
  

 3,921  3,930

 

1 証券は、契約上最初の償還可能日以降の任意の利払日に償還可能である。再設定可能証券の金利は、償還されない場合５年毎に再設

定される。

2 金利は、変動であり３か月物EURIBOR+4.060％に基づいている。

3 当該証券は2024年に償還された。

4 当該証券は、契約上、５年ごとに生じる金利更改日に償還可能である。

 

これらの金融商品は、エイチエスビーシー・ホールディングス・ピーエルシーにより保有されてい

る。当行は、CRRⅡのその他Tier１資本に完全に準拠した資本商品を発行し、当行グループの自己資本

に含めている。

これらの金融商品の利息は当行単独の裁量のみにより支払期限が到来し支払可能となり、かつ当行

は、任意の日に支払うはずであった利息の支払（の全部または一部）を常時かついかなる理由でも取り

消しが出来る唯一かつ完全な裁量権を有している。英国の銀行規制またはその他の規定に基づき元本、

利息またはその他の金額の支払が禁止されている場合、当行が分配可能な準備金項目を十分に有してい

ない場合、または当行がこれらの金融商品の契約条件で定義されているソルベンシー条件を満たしてい

ない場合には、元本、利息またはその他の金額の支払が制限される。

これらの金融商品は、期限に定めがなく、当行の裁量によって初回の償還可能日あるいは（可能な場

合は）初回の償還可能日後の任意の利払日もしくは金利更改日に全額を償還することができる。また、

これらの金融商品は、当行の裁量によって、特定の規制または税務上の理由によって、全額を償還する

こともできる。いかなる償還においても、健全性監督機構の事前の同意が必要である。これらの金融商

品は、当行の最上位の発行済優先株式と同順位の優先順位を有しており、普通株式より上位である。当

行グループ単独または連結いずれかの普通株式等Tier１資本比率が7.00％を下回った場合、これらの金

融商品の全体が発生済みの未払利息とともに償却される。
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30 偶発債務、契約債務、保証および偶発資産

  当行グループ
 

当行

  2024年  2023年  2024年  2023年

  百万ポンド  百万ポンド

保証およびその他の偶発債務：  
 
 

 
 

 
 

 

- 金融保証  2,876  2,401  1,143  1,106

- 履行およびその他の保証  19,464  19,548  6,774  7,395

- その他の偶発債務
1  18  268  5  267

12月31日現在  22,358  22,217  7,922  8,768

契約債務
2
：         

- 信用状および短期貿易関連取引  1,588  1,919  688  908

- 将来購入資産および将来実行預金  32,672  38,704  3,791  4,539

- スタンドバイ契約、与信枠および

その他の貸付契約債務
 93,746  91,206  31,073  29,823

12月31日現在  128,006  131,829  35,552  35,270

 

1 2023年12月31日に終了した年度のその他の偶発債務には、英国VATに関する262百万ポンドが含まれる。以下の「海外のHSBC傘下会

社の英国支店」を参照。

2 当行グループが取消不能のコミットメントの当事者となったIFRS第９号の減損規定が適用されるコミットメント121,764百万ポン

ド（2023年：125,616百万ポンド）を含む。

 

上表はオフバランスシートの債務およびコミットメントの額面元本を開示している。額面元本は、契

約がすべて実行され、顧客が債務不履行となった場合にさらされるリスクの最大額を表している。保証

および契約債務の大部分が未実行のまま失効すると予想されるため、この額面元本合計は将来必要とな

る流動性の金額を示すものではない。

当行グループ会社に対する法的手続き、規制およびその他の事項により生じた偶発債務は、注記32に

開示されている。

 

海外のHSBC傘下会社の英国支店

2017年12月、英国歳入関税局（「HMRC」）は、海外のHSBC傘下会社の一部英国支店におけるVATの取

扱いを指摘した。さらに、HMRCは、2013年10月１日から2017年12月31日までの期間を対象とする総額

262百万ポンド（利息は未確定）の課税通知書を発行した。2019年第１四半期に、HMRCは、英国支店は

英国VATグループのメンバーとして不適格であるという評価を再確認し、その結果として、HSBCはHMRC

に総額262百万ポンドを支払い、異議申立てを申請した。2018年１月以降、英国支店は英国VATグループ

のメンバーではないという前提に基づき、HSBCの税務申告書は作成されている。2024年７月、これらの

上訴の解決についてHMRCと合意に至ったが、エイチエスビーシー・バンク・ピーエル・シーに重大な財

務上の影響はなかった。

 

金融サービス補償制度

FSCSは、顧客に対して請求された支払いができないまたは支払ができない可能性が高い金融サービス

会社の適格顧客を対象として一定の限度まで補償金を支払う。FSCSは、これまでに課された業界賦課金

が将来起こり得る倒産による預金者への補償金を補うのに不十分となる範囲について当行グループに追

加の賦課金を課す可能性がある。企業倒産の結果を受けた業界に対するFSCSの最終的な賦課金につい

EDINET提出書類

エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシー(E22630)

有価証券報告書

335/473



て、正確に見積ることはできず、FSCSによる資産の回収可能性、保護商品の水準（預金および投資を含

む）の変更ならびにその時点でのFSCSのメンバー数を含む、様々な不確実な要因に左右される。

 

保証

  当行グループ  当行  

  2024年  2023年  2024年  2023年  

  
第三者を受

益者とする

保証  

他のHSBCグ

ループ会社

を受益者と

する当行グ

ループによ

る保証  

第三者を受

益者とする

保証  

他のHSBCグ

ループ会社

を受益者と

する当行グ

ループによ

る保証  

第三者を受

益者とする

保証  

他のHSBCグ

ループ会社

を受益者と

する当行に

よる保証  

第三者を受益

者とする保証  

他のHSBCグ

ループ会社を

受益者とする

当行による保

証  

  百万ポンド  百万ポンド  百万ポンド  百万ポンド  

金融保証
1  2,413  463  1,981  420  969  174  919  187  

履行およびその

他の保証
 17,675  1,789  17,432  2,116  4,814  1,960  5,238  2,157  

合計  20,088  2,252  19,413  2,536  5,783  2,134  6,157  2,344  

 

1 金融保証契約は、債券の当初または変更後の契約条件に基づいて特定の債務者が支払期日到来時に約定返済を行わなかったことによ

り発生する保有者の損失を弁済するために、発行者に所定の金額の支払を要求する契約である。上表の金額は額面元本である。

IFRS第９号の減損に関する規定が適用される「金融保証」は、信用リスクの開示に整合させるためその他の保証とは区別して表示さ

れている。

 

当行グループは第三者顧客およびHSBCグループ会社のために保証および同様の取引を提供している。

これらの保証は一般的に当行グループの通常の銀行業務において提供されている。契約期間が１年を超

える保証は毎年当行グループによる信用レビューを受けている。
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31 ファイナンス・リース債権

ファイナンス・リース債権

当行グループは、ファイナンス・リース契約に基づいて第三者に輸送用資産（航空機など）、不動産

および一般的な機械設備を含む様々な資産をリースしている。リース期間終了時に、資産は第三者に売

却される、またはさらにリース期間が延長される場合がある。リース料は、資産の取得原価から残存価

額を差し引いた金額を回収し、金融収益を稼得できるように計算されている。

  2024年  2023年

  
将来の最低

支払額合計  

未収

金融収益  現在価値  

将来の最低支

払額合計  

未収

金融収益  現在価値

  百万ポンド  百万ポンド

リース債権             

-　１年以内  132  (22)  110  238  (27)  211

-　１年超２年以内  113  (15)  98  231  (24)  207

-　２年超３年以内  97  (13)  84  113  (15)  98

-　３年超４年以内  80  (11)  69  116  (13)  103

-　４年超５年以内  57  (10)  47  65  (12)  53

１年超５年以内  347  (49)  298  525  (64)  461

-　５年超  241  (18)  223  311  (28)  283

12月31日現在  720  (89)  631  1,074  (119)  955

 

 

32 法的手続きおよび規制事項

当行グループは、さまざまな司法管轄における、通常の業務から生じた法的手続きおよび規制事項の

当事者となっている。以下に記載されている事項を除き、当行グループは、これらの案件に重大なもの

はないと考えている。引当金の認識は、注記１に記載されている会計方針に従って決定される。法的手

続きおよび規制事項の結果は本質的に不確実であるが、経営陣は入手可能な情報に基づいて、2024年12

月31日現在においてこれらの事項につき適切な引当金を設定していると考えている（注記25「引当金」

を参照のこと）。個別の引当金に重要性がある場合には、引当金が計上された事実を記載し、定量化し

ている。ただし、そのような引当金の計上が著しく公平性を損なうことになると思われる場合は、この

限りではない。引当金の認識によって、不法行為または法的責任を認めているわけではない。偶発債務

に分類される可能性のある当行グループの法的手続きおよび規制事項に関する負債総額の見積りを提供

することは、実務上困難である。
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バーナード・L・マドフ・インベストメント・セキュリティーズ・エルエルシー

米国外のさまざまなHSBC傘下会社は、バーナード・L・マドフ・インベストメント・セキュリティー

ズ・エルエルシー（「マドフ・セキュリティーズ」）に資産を投資していた米国外に設立された多数の

ファンドに管理、事務および類似のサービスを提供していた。マドフ・セキュリティーズから得た情報

によると、2008年11月30日現在のこれらのファンドの累計額とされる金額（マドフが報告した虚偽の利

益を含む）は8.4十億米ドルであった。これまでにHSBCが入手可能な情報に基づいて、HSBCがサービス

を提供していた期間における、当該ファンドのマドフ・セキュリティーズへの実際の送金額からマド

フ・セキュリティーズからの実際の払戻金額を差し引いた金額は約４十億米ドルと見積られている。さ

まざまなHSBC傘下会社がマドフ・セキュリティーズの詐欺による訴訟の被告として挙げられている。

管財人訴訟：マドフ・セキュリティーズの管財人（「管財人」）は、マドフ・セキュリティーズから

HSBC傘下会社に送金されたとされる金額543百万ドル（および利息）の回収を求め、さまざまなHSBC傘

下会社およびその他に対する訴訟を米国で提起しており、当該訴訟は米国のニューヨーク州南部地区破

産裁判所において係属されている。

管財人は、マドフ・セキュリティーズからHSBCに送金されたとされる金額の回収を求め、イングラン

ド・ウェールズ高等法院においてさまざまなHSBC傘下会社に対する訴訟を提起した。当該訴状は、送達

されておらず、請求額も特定されていない。

フェアフィールド・ファンド訴訟：フェアフィールド・セントリー・リミテッド、フェアフィール

ド・シグマ・リミテッドおよびフェアフィールド・ラムダ・リミテッド（以下総称して「フェアフィー

ルド・ファンド」）（清算中である）は、フェアフィールド・ファンドから（顧客の代理人として活動

していた）HSBC傘下会社に送金されたとされる382百万ドル（および利息）の回収を求め、さまざまな

HSBC傘下会社およびその他に対する訴訟を米国で提起している。ほとんどのHSBC傘下会社に対するフェ

アフィールド・ファンドの請求は棄却されているが、米国第２巡回区控訴裁判所での上訴は係属されて

いる。PBRSおよびHSBCセキュリティーズ・サービシズ・ルクセンブルグ（「HSSL」）に対するフェア

フィールド・ファンドの請求は棄却されておらず、米国ニューヨーク州南部地区破産裁判所で進行中で

ある。PBRSおよびHSSLは棄却しないという判決に対して上訴しており、当該上訴は米国第２巡回区控訴

裁判所で係属されている。

ヘラルド・ファンドSPC（「ヘラルド」）訴訟：HSSLおよびエイチエスビーシー・バンク・ピーエル

シーは、ヘラルド（清算中である）がルクセンブルグ地方裁判所において、2.5十億ドル（および利

息）の有価証券および現金の返還、または5.6十億ドル（および利息）の損害賠償を求めている訴訟の

被告となっている。2013年にルクセンブルグ地方裁判所はヘラルドの有価証券返還請求を棄却している

が、現金返還および損害請求の棄却はまだなされていない。2024年12月、ルクセンブルグ控訴裁判所は

ルクセンブルグ地方裁判所の棄却を無効とし、ヘラルドの有価証券および現金の返還請求には原則的に

根拠があるという判決を下した。HSSLは当該判決に対して上訴している。エイチエスビーシー・バン

ク・ピーエルシーに対するヘラルドの請求は係属中である。

アルファ・プライム・ファンド・リミテッド（「アルファ・プライム」）訴訟：さまざまなHSBC傘下

会社は、ルクセンブルグ地方裁判所において、アルファ・プライムにより提起された多数の訴訟の被告

となっており、アルファ・プライムは、契約違反および過失を主張し、1.16十億ドル（および利息）の

損害賠償を求めている。本件は現在ルクセンブルク地方裁判所で係属されている。
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2024年11月、アルファ・プライムは、さまざまなHSBC傘下会社に対して、契約違反および過失による

不特定金額の損害賠償を求めて、バミューダ最高裁判所において訴訟を提起した。当該訴訟は現在留保

されている。

セネター・ファンドSPC（「セネター」）訴訟：HSSLおよびエイチエスビーシー・バンク・ピーエル

シーのルクセンブルグ支店は、ルクセンブルグ地方裁判所において、セネターにより提起された多数の

訴訟の被告となっており、セネターは625百万ドル（および利息）の有価証券の返還または188百万ドル

（および利息）の損害賠償を求めている。本件は現在ルクセンブルク地方裁判所で係属されている。

現在判明している事実に基づき、時期およびエイチエスビーシー・バンク・ピーエルシーに及ぼす可

能性のある影響を含めて、係属案件の解決についてエイチエスビーシー・バンク・ピーエルシーが予想

することは、現時点では実務上困難である。これらの案件の影響は重大なものとなる可能性がある。

米国反テロリズム法訴訟

2014年11月以降、さまざまなHSBC傘下会社およびその他に対して、中東でのテロ攻撃の被害者とされ

ている人またはその関係者である原告を代表した複数の訴訟が、米国の連邦裁判所に提起された。いず

れの訴訟においても、被告は米国反テロリズム法に違反して、制裁対象となっているさまざまな関係者

の不法行為を幇助した、またはテロリストへの資金供与のつながりがあるとされる顧客に銀行業務を提

供したとされている。損害賠償(金額がまだ特定されていない)を求める７件の訴訟が係属されており、

うち３件についてエイチエスビーシー・バンク・ピーエルシーによる棄却請求が認められている。これ

らの棄却は、上訴および/または原告による再抗弁請求の対象である。その他の４件の訴訟は、初期段

階にある。

現在判明している事実に基づき、時期およびエイチエスビーシー・バンク・ピーエルシーに及ぼす可

能性のある影響を含めて、これらの案件の解決について、エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシー

が予想することは、現時点では実務上困難である。これらの案件の影響は重大なものとなる可能性があ

る。

 

銀行間取引金利の設定に関する調査および訴訟

ユーロ建て金利デリバティブ：2016年12月、欧州委員会（「EC」）は、HSBCおよび他の銀行がユーロ

建ての金利デリバティブの値付けに関連して反競争的行為を行っていたとする決定を発表し、ECは、

2007年における１ヶ月の違反に関してHSBCに罰金を課した。2019年に罰金は無効とされ、より少ない金

額の罰金が2021年に課され、当該罰金は支払われた。2023年１月、欧州司法裁判所は、HSBCによる上訴

を棄却し、HSBCの責任に関するECの調査結果を支持した。2024年11月、欧州連合一般裁判所は罰金の金

額に関するHSBCによる別の上訴を棄却した。本件は現在結審している。

米ドル建てLIBOR：2011年より、HSBCおよび他のパネル銀行は、米ドル建てLIBORの設定に関して、米

国の連邦および州立裁判所で多数の個別訴訟および暫定集団訴訟の被告として挙げられている。これら

の申立ては、独占禁止法および反恐喝法ならびに商品取引所法（「US CEA」）を含むさまざまな米国連

邦法および州法に基づく請求を行っている。HSBCは、５つの原告グループと和解し、その他の原告グ

ループにより提起された一部の集団訴訟は自主的に棄却されている。HSBCに損害賠償(金額が特定され

ていない)を求める２件の個別の米国ドル建てLIBOR関連訴訟が係属されている。

現在判明している事実に基づき、時期およびエイチエスビーシー・バンク・ピーエルシーに及ぼす可

能性のある影響を含めて、係属事項の解決について、エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシーが予

想することは、現時点では実務上困難である。これらの案件の影響は重大なものとなる可能性がある。
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外国為替関連の調査および訴訟

2017年以降、エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシーおよびその他の金融機関は、南アフリカの

外国為替市場において反競争的行為があったとして南アフリカ競争審判所において、南アフリカの競争

委員会により提起された訴状の被告となっている。2020年、訂正された訴状が提起されたが、当該訴状

ではエイチエスビーシー・バンク・ユーエスエー・エヌエー（「エイチエスビーシー・バンク米国」）

も被告人として挙げられた。2024年１月、南アフリカ競争控訴裁判所は、訂正訴状からエイチエスビー

シー・バンク米国を除外したが、エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシーの訴状の棄却申請は認め

なかった。競争委員会およびエイチエスビーシー・バンク・ピーエルシーの双方は南アフリカ憲法裁判

所に上訴している。

エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシーおよびエイチエスビーシー・ホールディングス・ピーエ

ルシーは、外国為替関連の不法行為を主張するイスラエルの原告が現地の裁判所で提訴している集団訴

訟を解決するために原告と大筋で和解に達した。当該和解は、裁判所の承認を条件としている。

ブラジルの裁判所においてエイチエスビーシー・バンク・ピーエルシーおよびその他の銀行に対する

外国為替関連の不法行為を主張した訴訟が係属されている。

2024年２月、エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシーおよびエイチエスビーシー・ホールディン

グス・ピーエルシーは、外国為替市場において過去に反競争的行為があったとして、英国競争控訴審判

所で提起されたさまざまなその他の銀行に対する既存の訴訟に加えられ、原告全員から約３十億ポンド

の損害賠償を求められている。当該案件は、初期段階にある。

現在判明している事実に基づき、時期およびエイチエスビーシー・バンク・ピーエルシーに及ぼす可

能性のある影響を含めて、係属事項の解決について、エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシーが予

想することは、現時点では実務上困難である。これらの案件の影響は重大なものとなる可能性がある。

 

貴金属のフィクシング関連訴訟

米国訴訟：HSBCおよびその他のロンドン・シルバー・マーケット・フィクシング・リミテッドのメン

バーは、米国ニューヨーク州南部地区連邦地方裁判所において係属されている集団訴訟の被告となって

おり、当該訴訟は、2007年１月から2013年12月まで、被告は共謀して、集団の利益のために米国独占禁

止法、US CEAおよびニューヨーク州法に違反して銀の価格および銀に基づくデリバティブの価格を操作

したと申立てている。2023年５月、損害賠償（金額はまだ特定されていない）を求めるこの訴訟は、棄

却されたが、上訴は係属されている。

HSBCおよびその他のロンドン・プラチナ・アンド・パラジウム・フィクシング・カンパニー・リミ

テッドのメンバーは、米国ニューヨーク州南部地区連邦地方裁判所において係属されている集団訴訟の

被告となっており、当該訴訟は、2008年１月から2014年11月まで、被告は共謀して、集団の利益のため

に米国独占禁止法およびUS CEAに違反して白金族金属の価格および関連する金融商品の価格を操作した

と申立てている。2025年１月、裁判所は、本件解決のために原告と合意した和解を承認した。本件は現

在結審している。

カナダ訴訟：HSBCおよびその他の金融機関は、オンタリオ州およびケベック州の上位裁判所において

提起された暫定集団訴訟の被告となっており、当該訴訟は、被告が共謀して、カナダ競争法およびコモ

ン・ローに違反して銀の価格、金の価格および関連するデリバティブの価格を操作したと申立ててい
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る。これらの訴訟は、それぞれ１十億カナダ・ドルの損害賠償および250百万カナダ・ドルの懲罰的損

害賠償を求めている。２件の当該訴訟は進行中であり、その他は延期されている。

現在判明している事実に基づき、時期およびエイチエスビシー・バンク・ピーエルシーに及ぼす可能

性のある影響を含めて、本件の解決について、エイチエスビシー・バンク・ピーエルシーが予想するこ

とは、現時点では実務上困難である。これらの案件の影響は重大なものとなる可能性がある。

 

税務関連の調査

2023年以降、フランス国家金融検察官は、HBCEおよびエイチエスビーシー・バンク・ピーエルシーの

パリ支店を含む多数の銀行に対する特定のトレーディング業務の配当金源泉税処理に関する税金詐欺容

疑について調査を行っている。エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシーおよびHBCEのドイツ支店も

また、ドイツの検察官による多数の金融機関およびそれらの従業員に対する特定のトレーディング業務

の配当金源泉税処理に関する調査に引き続き協力している。

現在判明している事実に基づき、時期およびエイチエスビシー・バンク・ピーエルシーに及ぼす可能

性のある影響を含めて、本件の解決について、エイチエスビシー・バンク・ピーエルシーが予想するこ

とは、現時点では実務上困難である。これらの案件の影響は重大なものとなる可能性がある。

 

ギルト債トレーディングの調査および訴訟

2018年以降、英国競争・市場庁は、HSBCおよびその他４行が、ギルト債および関連するデリバティブ

の過去のトレーディングに関して反競争的な行為の疑いがあるとして調査を行っている。本件は結論に

近づいている。HSBCへの影響が重大になることは見込まれていない。

2023年６月に、エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシーおよびHSBCセキュリティーズ（ユーエス

エー）インクならびにその他の銀行は、ギルト債市場での反競争的な行為を主張する原告により、米国

ニューヨーク州南部地区連邦地方裁判所に提起された暫定集団訴訟の被告として挙げられ、損害賠償

（金額はまだ特定されていない）を求められている。エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシーおよ

びHSBCセキュリティーズ（ユーエスエー）インクを含む被告の一部は、本件解決のために原告との和解

に達した。当該和解は、裁判所の承認を条件としている。現在判明している事実に基づき、時期および

エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシーに及ぼす可能性のある影響を含めて、これらの案件の解決

について、エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシーが予想することは、現時点では実務上困難であ

る。これらの案件の影響は重大なものとなる可能性がある。

 

規制当局によるその他の調査、レビューおよび訴訟

エイチエスビシー・バンク・ピーエルシーおよび／またはその関連会社はまた、各社の通常の事業お

よび業務の過程から生じる多様な事項に関連して、さまざまな税務当局、規制当局、競争当局および法

執行当局による多くのその他の審理および審問、情報請求、調査やレビューならびに訴訟、仲裁および

その他の訴訟手続きを含む法的手続きの対象となっている。

現在のところ、エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシーは、これらの案件の最終的な解決が財務

状態に重要な影響を及ぼすと予想していない。しかしながら、法的手続きおよび規制事項に関する不確

実性に鑑みて、特定の案件の最終的な結果に関して断言することはできない。
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33 関連当事者間取引

当行グループの直接および最終親会社は、イングランドおよびウェールズで設立されたエイチエス

ビーシー・ホールディングス・ピーエルシーである。

当行グループの財務諸表の写しは以下の住所から入手可能である。

エイチエスビーシー・ホールディングス・ピーエルシー
カナダ・スクエア８
ロンドン市 E14 ５HQ

 

当行グループの関連当事者には、親会社、兄弟会社、関連会社、ジョイント・ベンチャー、HSBCの従

業員のための退職後給付制度、当行およびその最終親会社であるエイチエスビーシー・ホールディング

ス・ピーエルシーの主な経営陣（「KMP」）、KMPの近親者ならびにKMPまたはその近親者によって支配ま

たは共同支配されている、あるいは重要な影響を受けている会社が含まれると定義されている。

当行グループと関連当事者との取引の詳細は、IAS第24号「関連当事者についての開示」に従い、下

表に示した通りである。年度末残高および当年度中最高残高の開示は、当年度中の取引および残高を表

す最も有用な情報と考えられる。
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主な経営陣

当行のKMPは、当行および当行グループの活動を計画、指示および管理する権限および責任を持つ者

と定義され、当行の取締役、当行の一部の上級管理職、エイチエスビーシー・ホールディングス・ピー

エルシーの取締役およびエイチエスビーシー・ホールディングス・ピーエルシーの一部の上級管理職が

含まれる。

当行の取締役または上級管理職ではない当該KMPに対する報酬は、他のグループ会社が支払ってお

り、当行への振替は行われていない。当該KMPの報酬は以下の開示に含まれていない。

 

下表は当年度中に当行に提供された役務の対価として当行のKMP（取締役および一部の上級管理職）

に支払われた報酬を示している。

主な経営陣に対する報酬  
2024年  2023年

 
2022年

 
 

千ポンド  千ポンド  千ポンド

短期従業員給付
1  

12,764  13,003  13,487

退職後給付
 

71  29  69

その他の長期従業員給付
 

1,229  1,081  1,152

株式報酬
 

4,195  4,699  4,234

12月31日に終了した年度
 

18,259  18,812  18,942

1　非執行取締役に支払われた手当を含む。

 

主な経営陣との当年度中における貸付金および与信、保証ならびに預金残高

  2024年
 

2023年

 

 

12月31日

現在残高
 

期中最高

残高
2  

12月31日

現在残高
 

期中最高

残高

  百万ポンド  百万ポンド

主な経営陣
1         

貸付金および与信  －  －  －  －

預金  32  79  27  83

 

1　当行のKMPの近親者、ならびに当行のKMPまたはその近親者によって支配または共同支配されている会社が含まれている。

2　英ポンド建ではない金額に適用された為替レートは、期中平均レートである。

 

上記の取引は、通常の業務において、同様の状況にある個人またはその他の従業員との比較可能な取

引に適用されるものと実質的に同一の条件（金利や担保を含む）で行われた。当該取引は、返済に関す

る一般水準を上回るリスクや、その他の不利な要素を伴うものではなかった。

IAS第24号に基づく開示に加えて、2006年会社法第413条により、当行グループが当行の取締役との間

で締結した貸付（貸付金および準貸付金）、与信および保証取引の詳細を開示することが要求されてい

る。会社法では、その他のKMPとの取引に関する開示は求められていない。2024年において、当行グ

ループがエイチエスビーシー・バンク・ピーエルシーの取締役と締結した貸付金、与信および保証取引

はなかった。

 

その他の関連当事者
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当年度における当行の最終的な親会社のKMPとの取引および取引残高

2024年において、当行のKMPとみなされない、当行の最終的な親会社のKMPとの貸付金および与信、保

証ならびに預金に係る取引および取引残高はなかった。

 

当年度における関連会社およびジョイント・ベンチャーとの取引および取引残高

　当行グループは、貸付金、当座貸越、有利息・無利息預金、および当座預金などの銀行・金融サービ

スを関連会社およびジョイント・ベンチャーに提供している。関連会社およびジョイント・ベンチャー

における持分の詳細は注記17および36に記載されている。

 

関連会社およびジョイント・ベンチャーとの当年度中における取引および残高

  2024年
 

2023年

 

 

期中

最高残高
 

12月31日

現在残高
 

期中

最高残高
 

12月31日

現在残高

  百万ポンド  百万ポンド

関連会社からの未収劣後金額  87  46  185  128

関連会社への未払金額  77  36  105  96

ジョイント・ベンチャーへの未払金額  4  4  5  5

関連会社とのデリバティブ資産の公正

価値
 14  14  4  4

関連会社とのデリバティブ負債の公正

価値
 25  20  10  10

保証およびコミットメント  144  160  104  43

 

上記の残高は、通常の業務において、比較可能な第三者との取引に適用されるものと実質的に同一の

条件（金利や担保を含む）で実行された取引において生じたものである。

 

EDINET提出書類

エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシー(E22630)

有価証券報告書

344/473



当行グループとエイチエスビーシー・ホールディングス・ピーエルシーおよびエイチエスビーシー・
ホールディングス・ピーエルシーの子会社との当年度中の取引および取引残高

  2024年
 

2023年

  

エイチエスビーシー・

ホールディングス・ピー

エルシーに対する

債権債務  

エイチエスビーシー・

ホールディングス・ピー

エルシーの子会社に対す

る債権債務  

エイチエスビーシー・

ホールディングス・ピー

エルシーに対する

債権債務  

エイチエスビーシー・ホー

ルディングス・ピーエル

シーの子会社に対する債権

債務

  
当年度中

最高残高
 
12月31日

現在残高  

当年度中

最高残高
 
12月31日

現在残高  

当年度中

最高残高
 
12月31日

現在残高  

当年度中

最高残高
 
12月31日

現在残高

  百万ポンド  百万ポンド  百万ポンド  百万ポンド

資産                 

トレーディング資

産
 77  26  190  55  75  10  2,883  78

デリバティブ  6,314  4,220  23,365  23,365  7,495  4,767  27,928  23,035

公正価値評価の指

定を受けた、また

は強制的に損益を

通じて公正価値で

測定する金融資産

 5  1  26  －  5  5  26  26

銀行に対する貸付

金
 －  －  6,384  3,723  －  －  5,633  4,434

顧客に対する貸付

金
 15  －  565  444  211  －  571  408

金融投資  194  79  －  －  194  194  －  －

売戻契約－非ト

レーディング目的
 －  －  13,538  5,139  －  －  14,561  13,538

前払金、未収収益

およびその他資産
 109  51  11,134  7,028  62  4  12,146  6,961

12月31日現在の関

連当事者資産
 6,714  4,377  55,202  39,754  8,042  4,980  63,748  48,480

負債                 

トレーディング負

債
 96  83  2,795  2,795  83  79  1,239  1,196

公正価値評価の指

定を受けた金融負

債

 589  589  608  12  594  571  242  8

銀行からの預金  －  －  5,352  4,141  －  －  6,230  2,073

顧客からの預金  7,441  1,982  11,113  2,938  6,601  5,508  1,999  1,999

デリバティブ  2,320  2,236  24,744  24,270  2,824  2,062  32,126  23,373

劣後債務  15,938  15,938  －  －  14,444  13,902  －  －

買戻契約－非ト

レーディング目的
 －  －  8,187  3,181  －  －  9,983  8,187

引当金、未払費

用、繰延収益およ

びその他負債

 4,153  2,382  11,174  4,115  4,966  3,090  8,915  8,913

12月31日現在の関

連当事者負債
 30,537  23,210  63,973  41,452  29,512  25,212  60,734  45,749

保証および契約

債務
 －  －  5,046  4,317  －  －  6,218  4,335

 

エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシーは、HSBCグループのその他グループ会社と関連当事者間

取引を日常的に行っている。これらには、顧客との第三者取引を円滑に行うための取引、内部リスク

管理の取引およびHSBCグループのプロセスに関するその他の取引が含まれる。これらの取引および上

記の残高は、通常の業務において、比較可能な第三者との取引に適用されるものと実質的に同一の条

件（金利や担保を含む）で実行された取引において生じたものである。
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当行と当行の子会社、エイチエスビーシー・ホールディングス・ピーエルシーおよびエイチエスビー
シー・ホールディングス・ピーエルシーの子会社との当年度中における取引および取引残高

 2024年  2023年

 

当行の子会社に

対する債権債務  

エイチエスビー

シー・ホールディン

グス・ピーエルシー

に対する債権債務  

エイチエスビーシー・

ホールディングス・

ピーエルシーの

子会社に対する

債権債務  

当行の子会社に

対する債権債務  

エイチエスビー

シー・ホールディン

グス・ピーエルシー

に対する債権債務  

エイチエスビーシー・

ホールディングス・

ピーエルシーの

子会社に対する

債権債務

 
当年度中

最高残高  

12月31日

現在残高  

当年度中

最高残高  

12月31日

現在残高  

当年度中

最高残高  

12月31日

現在残高  

当年度中

最高残高  

12月31日

現在残高  

当年度中

最高残高  

12月31日

現在残高  

当年度中

最高残高  

12月31日

現在残高

 百万ポンド  百万ポンド  百万ポンド  百万ポンド  百万ポンド  百万ポンド

資産                        

トレーディング

資産
135  3  76  26  190  55  174  83  73  9  2,882  65

デリバティブ 11,959  11,959  6,314  4,220  21,999  21,999  11,332  9,135  7,495  4,767  26,740  21,668

公正価値評価

の指定を受

けた、また

は強制的に

損益を通じ

て公正価値

で測定する

金融資産

207  206  －  －  －  －  －  －  －  －  －  －

銀行に対する

貸付金
3,059  2,161  －  －  5,015  2,443  3,246  2,572  －  －  3,892  2,628

顧客に対する

貸付金
4,111  2,839  15  －  202  198  4,594  4,111  211  －  387  155

金融投資 6,658  6,481  －  －  －  －  5,776  5,728  －  －  －  －

売戻契約－非ト

レーディング

目的

4,102  973  －  －  12,768  1,857  4,102  4,102  －  －  14,314  12,768

前払金、未収収

益およびその

他資産

5,293  492  109  51  9,566  5,742  7,134  2,297  62  4  10,548  6,219

子会社への投資 13,247  13,247  －  －  －  －  11,627  11,627  －  －  －  －

12月31日現在の

関連当事者資

産

48,771  38,361  6,514  4,297  49,740  32,294  47,985  39,655  7,841  4,780  58,763  43,503

負債                        

トレーディング

負債
357  140  95  82  2,795  2,795  80  79  83  78  1,239  1,196

公正価値評価の

指定を受けた

金融負債

－  －  589  589  608  12  －  －  594  571  242  8

銀行からの預金 1,698  1,172  －  －  3,839  2,640  1,978  984  －  －  4,242  1,403

顧客からの預金 661  563  7,441  1,982  10,954  2,698  583  405  6,601  5,508  1,877  1,877

デリバティブ 10,388  10,022  2,320  2,236  22,993  21,934  13,361  10,388  2,824  2,062  29,977  21,869

劣後債務 700  700  15,938  15,938  －  －  700  700  14,217  13,676  －  －

買戻契約－非ト

レーディング

目的

4,071  3,178  －  －  8,142  3,045  2,362  1,135  －  －  9,983  8,142

引当金、未払費

用、繰延収益

およびその他

負債

7,045  2,679  4,148  2,379  10,298  3,684  7,397  1,250  4,951  3,087  8,202  8,186

12月31日現在の

関連当事者負

債

24,920  18,454  30,531  23,206  59,629  36,808  26,461  14,941  29,270  24,982  55,762  42,681

保証および

契約債務
5,322  2,115  －  －  3,674  2,302  5,315  3,321  －  －  4,406  2,964

 

上記の残高は、通常の業務において、比較可能な第三者との取引に適用されるものと実質的に同一の

条件（金利や担保を含む）で実行された取引において生じたものである。
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退職後給付制度

エイチエスビーシー・バンク（英国）年金制度（「制度」）は、負債のインフレおよび金利感応度を

管理するために、当行とスワップ取引を締結していた。2024年12月31日現在、スワップの想定元本合計

は5,109百万ポンド（2023年：5,574百万ポンド）で、スワップは当行に対して336百万ポンドの正の公正

価値（2023年：429百万ポンドの正の公正価値）を有しており、当行は、当該スワップに関して制度に

322百万ポンド（2023年：439百万ポンド）の担保を差し入れていた。すべてのスワップは、市場レート

で標準の市場のビッド／オファー・スプレッドの範囲内で実行された。

 

34 売却目的保有資産および売却目的で保有する処分グループの負債

売却目的保有、12月31日現在

 
 

2024年  2023年

売却目的保有、12月31日現在
 

百万ポンド  百万ポンド

処分グループ
 

21,620  21,792

未配分の減損損失
1  

(25)  (1,548)

売却目的で保有する非流動性資産
 

11  124

売却目的で保有する資産
 

21,606  20,368

売却目的で保有する処分グループの負債
 

23,110  20,684

1　これは、非流動資産の帳簿価額を超過した減損損失（IFRS第５号の測定範囲外）を表す。

 

処分グループ

ドイツにおけるプライベート・バンキング事業の売却計画

2024年９月23日にHSBCコンチネンタル・ヨーロッパは、ドイツのプライベート・バンキング事業を

BNPパリバに売却することで合意し、当該処分グループは2024年12月31日現在、売却保有目的要件を満た

している。当該売却は、まだ労使協議会との協議が条件として残っているが、2025年下半期に完了する

見込みである。当該売却により、処分に係る予想税引前利益0.2十億ポンドが生じる見込みだが、当該利

益は完了時に認識される。

 

南アフリカにおける当行事業の売却計画

2024年９月25日にHSBCは、南アフリカにおける事業を現地の金融業者、ファーストランド・バンク・

エルティーディーに譲渡する合意に達し、当該処分グループは2024年12月31日現在、売却保有目的要件

を満たしている。当該取引は、規制当局および政府の承認を条件としているが、2025年下半期に完了す

る見込みである。為替換算調整勘定累計額およびその他の剰余金は、完了時に損益計算書に組替調整さ

れる。2024年12月31日現在、為替換算調整勘定累計額およびその他の準備金損失は0.1十億ポンドであ

る。

 

フランスの生命保険事業の売却計画

2024年12月20日にHSBCコンチネンタル・ヨーロッパ（エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシーの

完全子会社）は、フランスの生命保険事業、HSBCアシュアランス・ヴィ（フランス）のマトムト・ソシ

エテ・ダシュアランス・ミチュエラへの売却計画に関する覚書を締結した。当該売却は、規制当局の承

認および従業員との協議を条件としているが、2025年下半期に完了する見込みである。当該処分グルー

プは2024年12月31日現在、売却保有目的要件を満たしているため、資産19.3十億ポンドおよび負債18.7
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十億ポンドが売却目的へ再分類され、重大でない処分損失が認識された。完了時点での税引前損失合計

の予想は0.2十億ポンドであり、移管費用および為替換算調整勘定累計額、保険金融準備金およびその他

の準備金（2024年12月31日現在で純損失0.1十億ポンド）の組替調整が含まれる。
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2024年12月31日現在、売却目的で保有する処分グループの資産および関連負債（分配された減損を除

く）の主要区分は以下の通りであった。

 

フランスに

おける

生命保険事業

 南アフリカ
1  

ドイツに

おける

プライベー

ト・バンキン

グ事業

 合計

 百万ポンド

事業セグメント WPB

 GBMおよびコー

ポレートセン

ター

 WBP

  

売却目的で保有する処分グループの資産        

現金および中央銀行預け金 －  －  1,511  1,511

公正価値評価の指定を受けた、または強制的に損

益を通じて公正価値で測定する金融資産
11,607

 
－  －  11,607

銀行に対する貸付金 115  －  －  115

顧客に対する貸付金 －  523  246  769

金融投資
2 6,776  －  －  6,776

保険契約資産 18  －  －  18

前払金、未収収益およびその他資産 793  13  18  824

2024年12月31日現在の資産合計 19,309  536  1,775  21,620

        

売却目的で保有する処分グループの負債        

顧客からの預金 －  2,626  1,662  4,288

公正価値評価の指定を受けた金融負債 9  －  95  104

保険契約に基づく負債 17,387  －  －  17,387

未払費用、繰延収益およびその他負債 1,272  41  18  1,331

2024年12月31日現在の負債合計 18,668  2,667  1,775  23,110

        

完了予定日
2025年

下半期

 2025年

下半期

 2025年

下半期
  

1　南アフリカ事業売却の財務条件により、エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシーは、純資産価値0.5十億ポンドの事業を引当

金控除後の帳簿価額で譲渡する。購入価格は、2.7十億ポンドの合意された負債の譲渡を含む。これを達成するために事業の純資

産価値を増加させる必要があった場合、追加的に現金を含めることにより充足される。2024年12月31日現在、HSBCは、2.16十億ポ

ンドの現金拠出を含めることになると予想される。

2　その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融投資を表す。
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フランスにおける

リテール・バンキ

ング事業  その他
1

 合計

 百万ポンド

事業セグメント WPB  CMB, GBM   

売却目的で保有する処分グループの資産      

現金および中央銀行預け金
2 177  －  177

公正価値評価の指定を受けた、または強制的に損益を通じ

て公正価値で測定する金融資産
38  －  38

銀行に対する貸付金
2 8,103  －  8,103

顧客に対する貸付金 13,255  90  13,345

金融投資
2 25  －  25

前払金、未収収益およびその他資産 103  1  104

2023年12月31日現在の資産合計 21,701  91  21,792

      

売却目的で保有する処分グループの負債      

顧客からの預金 17,492  95  17,587

公正価値評価の指定を受けた金融負債 1,858  －  1,858

発行済負債証券 1,080  －  1,080

保険契約に基づく負債 －  －  －

未払費用、繰延収益およびその他負債 159  －  159

2023年12月31日現在の負債合計 20,589  95  20,684

      

完了日
2024年

１月１日
    

1　ヘッジファンド管理サービスの譲渡を含む。

2　21.7百万ポンドのその他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融投資および3.8百万ポンドの償却原価で測定する負債性金融

商品を含む。

 

 

事業処分

フランスにおけるリテール・バンキング事業

2024年１月１日にHSBCコンチネンタル・ヨーロッパは、プロモントリアMMB SAS（「マイ・マネー・

グループ」）の子会社であるCCFへのフランスにおけるリテール・バンキング事業の売却を完了した。当

該売却には、HSBCコンチネンタル・ヨーロッパのHSBC SFH (フランス)の100％の持分およびクレディ・

ロジメンの3％の持分が含まれる。

売却完了時に、売却条件に従ってHSBCコンチネンタル・ヨーロッパは、マイ・マネー・グループの最

終持株会社の利益分配持分0.1十億ユーロ（0.1十億ポンド）を受け取った。この持分の公正価値での当

初の認識に関連する影響は、2023年に当該処分グループを売却目的保有として再分類する際に、処分損

失（税引前）の一部として認識された。売却条件に従って、HSBCコンチネンタル・ヨーロッパは、住宅

ローンおよび特定のその他の貸付金からなる売却時点で7.1十億ユーロ（5.9十億ポンド）のポートフォ

リオおよび長期ライセンス契約において買い手にライセンス供与されているCCFブランドを留保した。さ
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らに、HSBCコンチネンタル・ヨーロッパの子会社であるHSBCアシュアランス・ヴィ（フランス）および

HSBCグローバル・アセット・マネジメント（フランス）は、買い手と販売店契約を締結した。

顧客への貸出残高、および留保した貸付金ポートフォリオならびに利益分配持分およびCCFブランド

のライセンス契約の関連する損益計算書への影響は、2024年１月１日を適用日としてWPBからコーポレー

トセンターへ再分類された。

2024年第４四半期中に、留保した住宅ローンおよびその他の貸付金ポートフォリオ（2024年12月31日

現在の簿価6.7十億ユーロ（5.5十億ポンド））売却のためのマーケティング・プロセスを開始した。そ

の結果、2025年１月１日に当該ポートフォリオを回収および売却を目的として保有する事業モデルに再

分類し、2025年第１四半期から将来に向かって、その他の包括利益を通じた公正価値で測定している。

当該金融商品の再測定により、その他の包括利益において税引前公正価値損失0.8十億ポンドの認識を見

込んでいる。資金調達コストおよび顧客関係の価値などの企業および取引固有の要因により、当該貸付

金ポートフォリオの評価は、売却に際して大きく異なる可能性がある。売却に際して、合意された売却

条件を反映すると考えられるその他の包括利益を通じて認識された公正価値変動累計額は、売却完了時

に、、損益計算書に振り替えられることになる。2024年12月に、当該ポートフォリオの金利リスクヘッ

ジのために非適格な経済的ヘッジを実施し、年初来累計で時価評価に係る利益0.1十億ポンドを認識し

た。

 

アルメニア

2024年11月29日、エイチエスビーシー・ヨーロッパ・ビーブイは、HSBCバンク・アルメニアのアルド

シンバンクへの売却を完了し、年初来累計の損失0.1十億ポンドを認識した。

 

ロシア

2024年５月30日、エイチエスビーシー・ヨーロッパ・ビーブイ（エイチエスビーシー・バンク・ピー

エルシーの完全子会社）は、HSBCバンク（RR）（有限責任会社）のエクスポバンクへの売却を完了し

た。完了時において、為替換算調整勘定に係る損失0.1十億ポンドが損益計算書に認識された。

 

 
 

次へ
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35 後発事象

貸借対照表日以降の事象の評価において、当行グループは、財務諸表の修正または開示が求められる

事象の発生を検討し、当該事象の発生はないと結論した。

 

36 エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシーの子会社、ジョイント・ベンチャーおよび関連会社

2006年会社法第409条に準拠し、エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシーの子会社、ジョイン

ト・ベンチャーおよび関連会社、その登録事務所の住所、ならびに2024年12月31日現在の実質的な持分

割合を以下に列記する。

特に明記しない限り、株式資本はエイチエスビーシー・バンク・ピーエルシーの子会社に保有される

普通株式で構成されている。各社の保有割合は以下に記載している。特に明記しない限り、以下に列記

した会社は、エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシーの連結対象となっている。

エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシーの登記上の事務所は次のとおりである。

エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシー

E14 5HQロンドン市

カナダスクエア８

 
子会社
以下の子会社は、当行グループの連結対象となっている。

 

子会社

直接親会社が保有する

株式の割合（異なる場合

はエイチエスビーシー・

バンク・ピーエルシーの

保有割合）％ 脚注

AI Nominees (UK) One Limited 100.00 3,10

AI Nominees (UK) Two Limited 100.00 3,10

Assetfinance December (H) Limited 100.00 10

Assetfinance December (P) Limited 100.00 3,10

Assetfinance December (R) Limited 100.00 10

Assetfinance June (A) Limited 100.00 10

Assetfinance March (B) Limited 100.00 11

Assetfinance March (F) Limited 100.00 10

Assetfinance September (F) Limited 100.00 10

Banco Nominees (Guernsey) Limited 100.00 12

Banco Nominees 2 (Guernsey) Limited 100.00 12

Banco Nominees Limited 100.00 13

Beau Soleil Limited Partnership N/A 1,14

BentallGreenOak China Real Estate Investments, L.P. N/A 1,15

Canada Crescent Nominees (UK) Limited (In Liquidation) 100.00 3,16

CCF & Partners Asset Management Limited        100.00(99.99) 10

CCF Holding (Liban) S.A.L. (In Liquidation) 74.99 2,17

Charterhouse Administrators (D.T.) Limited       100.00(99.99) 10

Charterhouse Management Services Limited       100.00(99.99) 10

Charterhouse Pensions Limited 100.00 3,10

COIF Nominees Limited N/A 1,3,10

Corsair IV Financial Services Capital Partners - B L.P N/A 1,18

Dempar 1       100.00(99.99) 5,19

Eton Corporate Services Limited 100.00 12

Flandres Contentieux S.A.       100.00(99.99) 5,19

Foncière Elysées       100.00(99.99) 5,19

Griffin International Limited 100.00 10

HLF       100.00(99.99) 5,19
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HSBC (BGF) Investments Limited 100.00 3,10

HSBC Asset Finance (UK) Limited 100.00 3,10

HSBC Asset Finance M.O.G. Holdings (UK) Limited 100.00 3,10

HSBC Assurances Vie (France)       100.00(99.99) 5,20

HSBC Bank (General Partner) Limited 100.00 3,21

HSBC Bank Bermuda Limited 100.00 3,13

HSBC Bank Capital Funding (Sterling 1) LP N/A 1,21

HSBC Bank Malta p.l.c. 70.03 22

HSBC Cayman Limited 100.00 23

HSBC Cayman Services Limited 100.00 23

HSBC Client Holdings Nominee (UK) Limited 100.00 3,10

HSBC Client Nominee (Jersey) Limited 100.00 2,3,24

HSBC Continental Europe 99.99 3,5,19

HSBC Corporate Trustee Company (UK) Limited 100.00 3,10

HSBC Custody Services (Guernsey) Limited 100.00 12

HSBC Equity (UK) Limited 100.00 3,10

HSBC Europe B.V. 100.00 10

HSBC Factoring (France)       100.00(99.99) 5,19

HSBC Financial Services (Lebanon) S.A.L 99.83 25

HSBC Global Asset Management (Bermuda) Limited 100.00 4,13

HSBC Global Asset Management (Deutschland) GmbH       100.00(99.99) 7,26

HSBC Global Asset Management (France)       100.00(99.99) 5,20

HSBC Global Asset Management (Malta) Limited       100.00(70.03) 27

HSBC Global Custody Nominee (UK) Limited 100.00 3,10

HSBC Global Custody Proprietary Nominee (UK) Limited 100.00 3,10

HSBC Institutional Trust Services (Bermuda) Limited 100.00 13

HSBC Insurance Services Holdings Limited (In Liquidation) 100.00 3,16

HSBC Investment Bank Holdings Limited 100.00 3,10

HSBC Issuer Services Common Depositary Nominee (UK) Limited 100.00 3,10

HSBC Life (UK) Limited 100.00 3,10

HSBC Life Assurance (Malta) Ltd.       100.00(70.03) 27

HSBC LU Nominees Limited 100.00 3,10

HSBC Marking Name Nominee (UK) Limited 100.00 3,10

HSBC Middle East Leasing Partnership N/A 1,28

HSBC Operational Services GmbH　       100.00(99.99) 7,26

HSBC Overseas Nominee (UK) Limited　 100.00 3,10

HSBC PB Corporate Services 1 Limited　 100.00 29

HSBC Pension Trust (Ireland) DAC　 100.00 3,30

HSBC PI Holdings (Mauritius) Limited 100.00 31

HSBC Preferential LP (UK)　 100.00 3,10

HSBC Private Bank (Luxembourg) S.A.       100.00(99.99) 32

HSBC Private Bank (Suisse) SA　 100.00 3,33

HSBC Private Banking Nominee 3 (Jersey) Limited 100.00 29

HSBC Private Equity Investments (UK) Limited 100.00 10

HSBC Private Markets Management SARL　 N/A 1,2,34

HSBC Property Funds (Holding) Limited　 100.00 10

HSBC Real Estate Leasing (France)　       100.00(99.99) 5,19

HSBC REIM (France)　       100.00(99.99) 5,20

HSBC Securities (South Africa) (Pty) Limited 100.00 3,35

HSBC Securities Services (Bermuda) Limited 100.00 13

HSBC Securities Services (Guernsey) Limited 100.00 12

HSBC Securities Services (Ireland) DAC 100.00 30

HSBC Securities Services (Luxembourg) S.A. 100.00 3,32

HSBC Securities Services Holdings (Ireland) DAC 100.00 30

HSBC Service Company Germany GmbH　       100.00(99.99) 7,26

HSBC Services (France)       100.00(99.99) 5,19

HSBC SFT (C.I.) Limited　 100.00 3,12

HSBC Specialist Investments Limited 100.00 6,10
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HSBC Transaction Services GmbH       100.00(99.99) 7,26

HSBC Trinkaus & Burkhardt (International) S.A.       100.00(99.99) 36

HSBC Trinkaus & Burkhardt Gesellschaft fur Bankbeteiligungen mbH       100.00(99.99) 26

HSBC Trinkaus & Burkhardt GmbH       100.00(99.99) 7,26

HSBC Trinkaus Family Office GmbH       100.00(99.99) 7,26

HSBC Trinkaus Real Estate GmbH       100.00(99.99) 7,26

HSBC Trustee (C.I.) Limited 100.00 3,29

HSBC Trustee (Guernsey) Limited 100.00 3,12

HSIL Investments Limited 100.00 10

Internationale Kapitalanlagegesellschaft mit beschränkter Haftung       100.00(99.99) 26

James Capel (Nominees) Limited 100.00 3,10

James Capel (Taiwan) Nominees Limited 100.00 3,10

Keyser Ullmann Limited       100.00(99.99) 10

Midcorp Limited 100.00 3,10

Prudential Client HSBC GIS Nominee (UK) Limited 100.00 3,10

Republic Nominees Limited 100.00 12

RLUKREF Nominees (UK) One Limited 100.00 3,10

RLUKREF Nominees (UK) Two Limited 100.00 3,10

S.A.P.C. - Ufipro Recouvrement 99.99 8,19

Saf Baiyun       100.00(99.99) 5,19

Saf Guangzhou       100.00(99.99) 5,19

SCI HSBC Assurances Immo       100.00(99.99) 8,20

SFM       100.00(99.99) 5,19

SFSS Nominees (Pty) Limited 100.00 35

Sico Limited 100.00 38

SNC Les Oliviers D'Antibes      60.00(59.99) 8,20

SNCB/M6-2007 A       100.00(99.99) 2,5,19

SNCB/M6-2007 B       100.00(99.99) 2,5,19

SNCB/M6-2008 A       100.00(99.99) 2,5,19

Société Française et Suisse       100.00(99.99) 5,19

Somers Dublin DAC       100.00(99.99) 30

Somers Nominees (Far East) Limited 100.00 13

Sopingest       100.00(99.99) 5,19

South Yorkshire Light Rail Limited 100.00 10

Trinkaus Europa Immobilien-Fonds Nr.3 Objekt Utrecht Verwaltungs-GmbH       100.00(99.99) 7,26

Trinkaus Immobilien-Fonds Geschaeftsfuehrungs-GmbH       100.00(99.99) 7,26

Trinkaus Immobilien-Fonds Verwaltungs- GmbH       100.00(99.99) 7,26

Trinkaus Private Equity Management GmbH       100.00(99.99) 7,26

Trinkaus Private Equity Verwaltungs GmbH       100.00(99.99) 7,26

Valeurs Mobilières Elysées       100.00(99.99) 5,19

Woodex Limited 100.00 13

 
ジョイント・ベンチャー
以下の会社は、ジョイント・ベンチャーであり、持分法で会計処理されている。

 

ジョイント・ベンチャー

直接親会社が保有する

株式の割合（異なる場合

はエイチエスビーシー・

バンク・ピーエルシーの

保有割合）％ 脚注

MK HoldCo Limited 50.32 2,39

ProServe Bermuda Limited 50.00 40

The London Silver Market Fixing Limited N/A 1,2,3,41

 
関連会社
以下の会社は、関連会社であり、持分法で会計処理されている。
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関連会社

直接親会社が保有する

株式の割合（異なる場合

はエイチエスビーシー・

バンク・ピーエルシーの

保有割合）％ 脚注

BGF Group plc 24.62 42

Bud Financial Limited 4.50 4,43

Divido Financial Services Limited (In Administration) 7.85 4,44

Episode Six Inc. 5.69 4,45

HQLAX S.à r.l. 6.10 4,46

Lightico Ltd 2.80 4,47

LiquidityMatch LLC N/A 1,48

London Precious Metals Clearing Limited 30.00 2,3,49

Marketnode PTE. Ltd. 12.60 4,50

Quantexa Limited 9.36 4,51

Threadneedle Software Holdings Limited 7.10 4,52

Trade Information Network Limited 12.76 37

Trinkaus Europa Immobilien-Fonds Nr. 7 Frankfurt Mertonviertel KG N/A 1,26

We Trade Innovation Designated Activity Company (In Liquidation) 9.88 2,9

 
脚注
1 事業体が議決権によって統治されている場合、統治機関による決議を通すために必要な議決権をエイチエスビーシー

が直接または間接的に保有している場合は連結する。他のすべての場合、支配の定義はより複雑であり、リターンの

変動性に対するエクスポージャー、関連活動を指示する権限、および権限が代理人または本人として保持されている

かどうかなど、他の要因の判断が必要となる。エイチエスビーシーの連結方針は、注記 1.2(a)に記載されている。

2 IFRSに基づく子会社の定義を満たしていないため、当行グループの財務諸表に連結しないことを経営陣が決定した事

業体。エイチエスビーシーの連結方針は、注記1.2(a)に記載されている。

3 エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシーが直接保有

株式の詳細
4 優先株式

5 アクシオン株式

6 償還可能優先株式

7 ゲーエムベーハー株式

8 パーツ持分

 
登録事務所
9 10 Earlsfort Terrace, Dublin, Ireland, D02 T380

10 8 Canada Square, London, United Kingdom, E14 5HQ

11 5 Donegal Square South, Northern Ireland, Belfast, United Kingdom, BT1 5JP

12 Arnold House St Julians Avenue, St Peter Port, Guernsey, GY1 3NF

13 37 Front Street, Harbourview Centre, Ground Floor, Hamilton, Pembroke, Bermuda, HM 11

14 1 Queen's Road Central, Hong Kong

15 Oak House Hirzel Street, St Peter Port, Guernsey, GY1 2NP

16 c/o Teneo Financial Advisory Limited, The Colmore Building, 20 Colmore Circus, Queensway, Birmingham,

United Kingdom, B4 6AT

17 Solidere - Rue Saad Zaghloul Immeuble - 170 Marfaa, P.O. Box 17 5476 Mar Michael, Beyrouth, Lebanon,

11042040

18 c/o Walkers Corporate Services Limited, Walker House, 87 Mary Street, George Town, Grand Cayman, Cayman

Islands, KY1-9005

19 38 avenue Kléber, Paris, France, 75116

20 Immeuble Cœur Défense 110 esplanade du Général de Gaulle, Courbevoie, France, 92400

21 HSBC House Esplanade, St. Helier, Jersey, JE4 8UB

22 116 Archbishop Street, Valletta, Malta, VLT1444

23 P.O. Box 309 Ugland House, Grand Cayman, Cayman Islands, KY1-1104

24 HSBC House Esplanade, St. Helier, Jersey, JE1 1HS

25 Centre Ville 1341 Building - 4th Floor Patriarche Howayek Street, PO Box Riad El Solh, Lebanon, 9597

26 Hansaallee 3, Düsseldorf, Germany, 40549

27 80 Mill Street, Qormi, Malta, QRM 3101
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28 Unit 401, Level 4, Gate Precinct Building 2, Dubai International Financial Centre, P.O. Box 506553,

Dubai, United Arab Emirates

29 HSBC House Esplanade, St. Helier, Jersey, JE1 1GT

30 1 Grand Canal Square, Grand Canal Harbour, Dublin 2, Ireland, D02 P820

31 6th floor HSBC Centre 18, Cybercity, Ebene, Mauritius, 72201

32 18 Boulevard de Kockelscheuer, Luxembourg, Luxembourg, 1821

33 9-17 Quai des Bergues, Geneva, Switzerland, 1201

34 5 rue Heienhaff, Senningerberg, Luxembourg, L-1736

35 1 Mutual Place, 107 Rivonia Road, Sandton, Gauteng, South Africa,2196

36 16 Boulevard d'Avranches, Luxembourg, L-1160

37 3 More London Riverside, London, United Kingdom, SE1 2AQ

38 Woodbourne Hall, Road Town, Tortola, British Virgin Islands, P.O. Box 3162

39 35 Ballards Lane, London, United Kingdom, N3 1XW

40 c/o Mayfair Corporate Services Ltd., 26 Burnaby Street, Hamilton, Bermuda, HM11

41 27 Old Gloucester Street, London, United Kingdom, WC1N 3AX

42 13-15 York Buildings, London, United Kingdom, WC2N 6JU

43 167-169 Great Portland Street, 5th Floor, London, United Kingdom, W1W 5PF

44 c/o Interpath Ltd, 10 Fleet Place, London, United Kingdom, EC4M 7RB

45 251 Little Falls Drive, New Castle, Wilmington, United States of America, 19808

46 9 rue du Laboratoire, Grand Duchy of Luxembourg, Luxembourg, L-1911

47 121 HaHashmonaim St., Tel Aviv, Israel, 6713328

48 111 Town Square Place, Suite 840, Jersey City, New Jersey, United States of America, 07310

49 7th Floor, 62 Threadneedle Street, London, United Kingdom, EC2R 8HP

50 1 Harbourfront Avenue, #14-07 Keppel Bay Tower, Singapore, 098632

51 c/o Company Secretarial Department, 280 Bishopsgate, London, United Kingdom, EC2M 4AG

52 2nd Floor, Regis House, 45 King William Street, London, United Kingdom, EC4R 9AN
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２【主な資産・負債及び収支の内容】

　　上記｢１ 財務書類－財務諸表注記｣を参照のこと。

 

３【その他】

　(1)　後発事象

上記｢１ 財務書類－財務諸表注記｣の注記35｢後発事象｣を参照のこと。

 

　(2)　訴訟

訴訟については、上記｢１ 財務書類－財務諸表注記｣の注記32｢法的手続きおよび規制事項｣を参照の

こと。

 

４【英国（英国が採用している）と日本との会計原則および会計慣行の相違】

英国が採用している国際財務報告基準(IFRS)と、日本において一般に公正妥当と認められる会計原則(日

本の会計原則)との間には、2024年12月31日現在、以下を含む相違点がある。

(1)　連結

IFRS

IFRSでは、パワー、リターンの変動性およびパワーとリターンの関連性の概念に基づき、すべての事

業体に関する連結の要否を判断するための単一のアプローチがある。当行グループは事業体への関与に

より生じる変動リターンに対するエクスポージャーまたは権利を有し、かつ事業体に対するパワーによ

り当該リターンに影響を及ぼす能力を有している場合、当該事業体を支配しているため連結する。

連結財務諸表は、類似の状況における同様の取引およびその他の事象について統一された会計方針を

用いて、連結財務諸表を作成しなければならない。(IFRS第10号「連結財務諸表」)

 

日本の会計原則

日本の会計原則では、実質支配力基準により連結範囲が決定され、被支配会社の財務諸表は連結され

る。公正価値で譲渡された資産からの利益を享受するために特別目的会社(「SPE」)が発行した持分商

品の保有者のためにSPEが設立され業務が行なわれている場合には、当該SPEは子会社とはみなされな

い。

親会社および子会社が連結財務諸表を作成するために採用する会計原則は、原則として統一されなけ

ればならない。ただし、子会社等の財務諸表がIFRSまたは米国会計基準に準拠して作成されている場合

は、のれんの償却、退職給付会計における数理計算上の差異の費用処理、研究開発費の支出時費用処理

ならびに投資不動産の時価評価および固定資産の再評価ならびに、資本性金融商品の公正価値の事後的

な変動をその他包括利益に表示する選択をしている場合の組替調整等の一定の項目の修正を除き、これ

を連結決算手続上利用できることと規定されている。(企業会計基準第22号「連結財務諸表に関する会

計基準」)

 

(2)　企業結合およびのれん

IFRS

IFRSでは、企業結合は取得法で会計処理されている。企業結合により取得されたのれんは、当初、譲

渡対価の公正価値が取得資産および引受負債の正味認識額を上回る額として認識され、その後はこの金

額から減損損失累計額を控除して計上されている。のれんについては年に一回、および減損の兆候があ

る場合にはいつでも、減損テストが実施される。 (IFRS第３号「企業結合」、IAS第36号「資産の減

損」)
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日本の会計原則

日本の会計原則では、企業結合は原則としてパーチェス法により会計処理される。また、のれんは20

年以内の期間にわたり定額法その他の合理的方法により規則的に償却され、減損の兆候が認められた場

合に減損テストの対象となる。（企業会計基準第21号「企業結合に関する会計基準」）

 

(3)　非支配持分

IFRS

IFRSでは、取得企業は、特定の場合を除き、企業結合取引ごとに非支配持分を公正価値（全部のれ

ん）、もしくは被取得企業の識別可能な純資産の認識金額に対する非支配持分の比例的な取り分（購入

のれん）のいずれかの方法を選択して測定する。(IFRS第３号「企業結合」)

 

日本の会計原則

日本の会計原則では、購入のれんを採用しており、全部のれんは計上できない。非支配持分は、企業

結合時の子会社の純資産の時価に対する持分割合により評価される。（企業会計基準第21号「企業結合

に関する会計基準」）

 

(4)　非金融資産の減損

IFRS

IFRSでは、各報告期間末において報告企業は、資産の減損の兆候について評価している。そのような

兆候が存在する場合、企業は当該資産の回収可能価額さらには減損損失を見積もっている。減損損失

は、一定の場合には戻し入れることができるが、戻入れにより増加する資産額は、減損処理前の価額を

超えてはならない。なお、のれんに係る減損損失の戻入れは行われない。(IAS第36号「資産の減損」)

 

日本の会計原則

日本の会計原則では、減損の兆候が認められ、かつ割引前の見積将来キャッシュ・フロー(20年以内

の合理的な期間に基づく)が帳簿価額を下回ると見積られる場合において、回収可能価額と帳簿価額の

差額につき減損損失を計上する。減損損失の戻入れは認められない。（「固定資産の減損に係る会計基

準」）

 

(5)　売却目的で保有する非流動資産および処分グループ

IFRS

IFRSでは、非流動資産または処分グループ（資産および負債を含む）が継続的使用ではなく主に売却

によってその帳簿価額が回収される場合、売却目的保有に分類され帳簿価額と売却費用控除後の公正価

値のいずれか低い方で測定される。売却目的保有に分類された非流動資産および売却目的保有に分類さ

れた処分グループに含まれる資産および負債は、財政状態計算書上、他の資産および負債と区分して表

示しなければならないが、これら資産および負債を相殺して単一の金額として表示することはできな

い。(IFRS第５号「売却目的で保有する非流動資産及び非継続事業」)

 

日本の会計原則

日本では、資産または負債を売却目的保有あるいは処分グループへ分類する基準はない。
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(6)　金融資産および金融負債の分類および測定

IFRS

金融資産の分類および測定は、それらの管理方法（企業の事業モデル）および契約上のキャッシュ・

フローの特性により異なる。これらの要因により、償却原価、その他包括利益を通じた公正価値

（「FVOCI」）または損益を通じた公正価値（「FVPL」）のいずれにより金融商品が測定されるかが決

定される。金融負債は、純損益を通じて公正価値で測定する金融負債（売買目的負債および公正価値オ

プション）または償却原価で測定する金融負債に分類される。（IFRS第９号「金融商品」）

 

日本の会計原則

金融資産は、原則として法的形態をベースに、有価証券、債権、金銭の信託、デリバティブ等に分類

されている。さらに、有価証券については、売買目的有価証券、満期保有目的の債券、子会社および関

連会社株式、その他有価証券に分類される。支払手形、買掛金等の金融負債は、債務額をもって貸借対

照表価額とし、社債については社債金額より低いまたは高い価額で発行した場合に償却原価で評価する

必要がある。（企業会計基準第10号「金融商品に関する会計基準」）

 

(7)　金融資産の減損

IFRS

減損に関する規定は償却原価およびFVOCIで測定された金融資産、リース債権および一部の貸付コ

ミットメントならびに金融保証契約に適用される。当初認識時、予想信用損失（「ECL」）で翌12ヶ月

間に発生する可能性のある債務不履行事象から生じるもの（「12ヶ月ECL」）に対する減損引当金（ま

たはコミットメントおよび金融保証の場合は負債性引当金）の計上が要求される。信用リスクが著しく

増加した場合、金融商品の予測残存期間にわたり可能性のあるすべての債務不履行事象から生じるECL

（「残存期間ECL」）に対して評価性引当金（またはコミットメントおよび金融保証の場合は負債性引

当金）の計上が求められる。（IFRS第９号「金融商品」）

 

日本の会計原則

日本の会計基準においては、有価証券（満期保有目的の債券、子会社および関連会社株式、その他有

価証券）については、時価または実質価額が著しく下落した場合に、相当の減額を行う。貸倒引当金の

対象となる金融商品は、法的形式が債権であるもの（売掛金、受取手形、貸付金、リース債権等）であ

る。貸倒引当金の算定は、以下（1）～(3)の区分に応じて測定する。

（1） 一般債権

過去の貸倒実績率等合理的な基準により貸倒見積高を算定する。貸倒損失の過去のデータから貸倒実

績率を算定する期間は、一般には、債権の平均回収期間が妥当とされている。

（2） 貸倒懸念債権

以下のいずれかの方法による。

・債権額から担保の処分見込額および保証による回収見込額を減額し、その残額について債務者の財

政状態および経営成績を考慮して貸倒見積高を算定する方法

・債権の元本および利息に係るキャッシュ・フローを合理的に見積り、当期末まで当初の約定利子率

で割り引いた金額の総額と債権の帳簿価額との差額を貸倒見積高とする方法

（3） 破産更生債権等
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債権額から担保の処分見込額および保証による回収見込額を減額し、その残額を貸倒見積高とする方

法（企業会計基準第10号「金融商品に関する会計基準」）

 

(8)　ヘッジ会計

IFRS(IAS第39号「金融商品：認識および測定」)

一定の条件が満たされた場合は、下記の種類のヘッジ関係に係るヘッジ会計が認められている。

・　公正価値ヘッジ(すなわち、特定のリスクに起因し、損益に影響を与える可能性がある、公正価

値の変動に対するエクスポージャーのヘッジ)

－ ヘッジ会計上、ヘッジ手段の損益は損益計算書に認識されている。また、ヘッジされたリスクに

起因するヘッジ対象の損益はヘッジ対象の帳簿価額により調整され、損益計算書に認識されている。

・　キャッシュ・フロー・ヘッジ(すなわち、特定のリスクまたは発生の可能性の高い予定取引に起

因し、損益に影響を与える可能性がある、キャッシュ・フローの変動可能性に対するエクスポージャー

のヘッジ)

－ ヘッジ会計上、ヘッジ手段の損益のうち有効なヘッジと判断される部分はその他包括利益に認識

され、非有効部分は損益計算書に認識されている。

・　国外事業への純投資のヘッジ

－ ヘッジ会計上、ヘッジ手段の損益のうち有効なヘッジと判断される部分はその他包括利益に認識

され、非有効部分は損益計算書に認識されている。

 

IFRS第９号が2018年１月１日から適用となったが、ヘッジ会計についてIAS第39号を継続適用するこ

とも認められており、当グループは当規定を適用している。

 

日本の会計原則

日本の会計原則では、デリバティブ金融商品について、会計基準により定められたヘッジ会計の要件

を満たす場合には、原則として、「繰延ヘッジ会計」(ヘッジ手段の損益を貸借対照表の「純資産の

部」に計上し、ヘッジ対象が損益認識されるのと同一の会計期間に損益計算書に認識する。)を適用

し、ヘッジ対象である資産または負債に係る相場変動等を会計基準に基づき損益に反映させることがで

きる場合には、「時価ヘッジ会計」(ヘッジ手段の損益を発生時に認識するとともに、同一の会計期間

にヘッジ対象の損益も認識する。)を適用できる。（企業会計基準第10号「金融商品に関する会計基

準」）

 

(9)　株式報酬

IFRS

持分決済型の株式報酬について、従業員との株式報酬取引の費用は、付与日における資本性金融商品

の公正価値を参照して測定され、権利確定期間にわたって定額法により費用計上されるとともに、同額

が「その他準備金」に貸方計上される。従業員が即座に利用できる権利確定期間のない資本性金融商品

の公正価値は、直ちに費用計上される。

公正価値は資本性金融商品が付与される条件を考慮した上で、市場価格または適切な評価モデルを用

いて決定されている。付与日における資本性金融商品の公正価値を見積る際には株式市場条件および権

利確定条件以外の条件が考慮されており、そのため、株式市場条件および権利確定条件以外の条件が満

たされているかどうかに関わらず、その他のすべての条件が満たされた場合には、報酬は受給権が確定

したものとして扱われる。（IFRS第２号「株式に基づく報酬」）
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日本の会計原則

日本の会計原則では、｢ストック・オプション等に関する会計基準｣が適用され、従業員に付与された

ストック・オプションは、ストック・オプションの付与日から権利確定日までの期間にわたり、付与日

現在のストック・オプションの公正価値に基づいて報酬費用が認識され、対応する金額は純資産の部に

新株予約権として計上される。（企業会計基準第８号｢ストック・オプション等に関する会計基準｣）

 

(10)　退職後給付

IFRS

確定給付型制度においては、制度負債は、数理的手法に基づき測定され、予測単位積増方式を用いて

給付が割り引かれている。制度資産は、公正価値で測定されている。当該制度の資産が負債を超える場

合は資産(超過額、ただし退職給付制度からの返還、または、将来掛け金の減額の形で利用可能な経済

的便益がある場合に限られる。)として、不足する場合は負債(不足額)として、それぞれ財政状態計算

書に計上されている。当期勤務費用、正味確定給付資産に係る正味利息収益（「財務費用」）および過

去勤務費用は、損益に認識されている。制度資産の実際運用収益と損益計算書における財務費用の構成

要素に含まれる収益との差額は、その他包括利益に表示される。(IAS第19号「従業員給付」)

 

日本の会計原則

日本の会計原則では、確定給付型退職給付制度について、制度資産控除後の確定給付債務の全額が貸

借対照表に計上される。過去勤務費用および数理計算上の差異の発生額のうちその期に費用処理されな

い部分は、貸借対照表のその他包括利益累計額に計上される。これらはその後の期間にわたって費用処

理され、当期純利益を構成する。（企業会計基準第26号「退職給付に関する会計基準」）

 

(11)　金融保証

IFRS

IFRSでは、保険契約に分類されない金融保証契約に基づく負債は、当初は公正価値、通常、受取手数

料または未収手数料の現在価値で計上される。その後、金融保証負債は、純損益を通じて公正価値で測

定する場合またはIFRS第17号に従って保険契約として処理する場合を除き、「IFRS第９号の減損の定め

に従って算定した損失評価引当金の金額」と「当初認識額からIFRS第15号の原則に従って収益に認識さ

れた累計額を控除した金額」のいずれか大きい額で測定される。(IFRS第９号「金融商品」)

 

日本の会計原則

日本では、金融資産または金融負債の消滅の認識の結果生じる債務保証を除いて、保証を当初より公

正価値で貸借対照表に計上することは求められておらず、債務保証額について、支払承諾を貸借対照表

に計上する金融機関を除き、財務諸表に注記として計上する。保証に起因して、将来の損失が発生する

可能性が高く、かつその金額を合理的に見積ることができる場合には、引当金を計上する。

 

(12)　金融資産の認識の中止

IFRS

金融資産のキャッシュ・フローを受け取る約定権利が失効した場合、あるいは会社が金融資産の

キャッシュ・フローを受け取る約定権利を移転し、さらに以下のいずれかに該当している場合に金融資

産の認識は中止される。
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・　実質的にすべての所有に伴うリスクと経済的便益を他に移転した場合、または

・　当行グループが実質的にすべてのリスクと経済的便益を維持することも移転することもないが、

支配を維持していない場合

　　(IFRS第９号「金融商品」)

 

日本の会計原則

日本では、金融資産は金融資産の契約上の権利を行使したとき、権利を喪失したとき、または権利に

対する支配が他に移転したときに認識が中止される。金融資産の契約上の権利に対する支配が他に移転

するのは、(a)譲渡された金融資産に対する譲渡人の契約上の権利が譲渡人およびその債権者から法的

に保全され、(b)譲受人が譲渡された金融資産の契約上の権利を直接または間接に通常の方法で享受で

き、(c)譲渡人が譲渡した金融資産を当該金融資産の満期前に買戻すまたは償還する権利および義務を

実質的に有していない場合である。（企業会計基準第10号「金融商品に係る会計基準」）

 

(13)　公正価値オプション

IFRS

一定の場合に使用可能な取消不能のオプションとして、金融資産または金融負債を最初の認識時に

「損益を通じて公正価値で測定する」項目に分類することができる。(IFRS第９号「金融商品」)

 

日本の会計原則

金融商品の公正価値オプションは日本の会計原則では認められていない。

 

(14)　金融負債および資本の区分

IFRS

金融商品は、発行体が経済的便益を譲渡する裁量権を有するか否かにより負債または資本に分類され

るが、その分類は契約内容の実質に基づいている。裁量権がない場合には、当該金融商品の全部または

一部が負債として計上される。(IFRS第９号「金融商品」)

 

日本の会計原則

負債または資本の分類は法的形態に従っている。（企業会計基準第10号「金融商品に係る会計基

準」）

 

(15)　自己信用リスク

IFRS

当行グループでは、公正価値評価の指定を受けた金融負債の自己信用リスクの変化による影響額はそ

の他の包括利益に表示され、残りの影響額は損益に表示される。（IFRS第９号「金融商品」）

 

日本の会計原則

金融負債は借入額または償却原価で測定される。（企業会計基準第10号「金融商品に係る会計基

準」）
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(16)　親会社株式オプションの子会社の従業員に対する直接付与

IFRS

IFRSでは、子会社がその従業員に親会社の資本性金融商品を提供する義務を有していない場合、子会

社は、持分決済型株式報酬取引に適用される定めに従って、従業員から受け取ったサービスを測定し、

それに対応する資本の増加を親会社からの出資として認識する。(IFRS第２号「株式に基づく報酬」)

 

日本の会計原則

日本の会計原則では、子会社従業員等に対する親会社株式オプションの付与がその報酬として位置づ

けられている場合には、その報酬（親会社株式オプション）と引換えに子会社が受領したサービスの消

費を報酬（給与手当）として損益計算書上に計上し、同時に負担を免れたことによる利益（株式報酬受

入益）が損益計算書上に計上される。（企業会計基準第８号「ストック・オプション等に関する会計基

準」）

 

(17)　リース（借手の会計処理）

IFRS

原則としてすべてのリースは、当該リース資産の使用を可能にする日において、使用権資産

（「ROU」）および対応する負債を認識する。リース料は、負債と金融費用に配分される。金融費用

は、リース期間にわたって当該負債の残高に対して毎期一定の率の金利を生じさせるように損益に計上

される。ROU資産は、ROU資産の経済的耐用年数およびリース期間の短い方にわたって、定額法で減価償

却される。(IFRS第16号「リース」)

 

日本の会計原則

リース取引は、ファイナンス・リース取引とオペレーティング・リース取引に分類される。基本的

に、資産の所有に伴うリスクと経済的便益のほとんどすべてが実質的に借手に移転している場合には、

ファイナンス・リース取引、それ以外をオペレーティング・リース取引とする。原則として、ファイナ

ンス・リース取引については売買と同様の会計処理を行い、オペレーティング・リース取引については

賃貸借と同様の会計処理を行う。（企業会計基準13号「リース取引に関する会計基準」）

 

(18)　保険

IFRS

保険に関する会計基準は、保険契約の定義に該当する契約に対して適用される。

保険契約に対して保険契約負債が計上される。保険契約負債は、保険契約グループについて現在価値

で測定され、履行キャッシュ・フローおよび契約上のサービス・マージン(CSM)で構成される。履行

キャッシュ・フローは、非金融リスクに関するリスク調整とともに、将来キャッシュ・フローの保険契

約からのキャッシュ・フローを反映した割引率による現在価値の最善の見積りで構成される。CSMは、

未稼得利益を表す。保険契約負債は毎期更新される。

契約は、適格基準を満たす直接連動有配当保険契約について変動手数料アプローチ（VFA）モデルを

用いて測定され、それ以外は一般測定モデル（GMM）を用いて測定される。なお、要件を満たす場合、

GMMの簡便法として保険料配分アプローチ（PAA）の採用が可能である。VFAモデルでは、投資実績に対

する保険会社の持分および仮定の変動はCSMによって吸収され、時間の経過に伴い損益にリリースされ

る。GMM(およびPAA)に基づき測定される契約の場合、投資の変動に対する保険会社の持分は発生時に損

益に計上される。不利な契約による損失は、直ちに損益計算書に認識される。
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契約初日に損益は認識されず、CSMは、契約グループの予想カバー期間にわたるサービス提供に応じ

て、規則的に収益に認識される。保険契約から分離されなかった投資要素から生じる収入および支出

は、保険収益および保険サービス費用から控除される。

新契約費は、履行キャッシュ・フローの一要素として繰延べられる。(IFRS第17号「保険契約」)

 

日本の会計原則

保険に関する会計処理は、保険業法およびその関連規則において定められており、保険業法上の免許

を受けた保険会社に適用される。

保険会社の保険契約負債として、保険契約準備金が計上される。その内容および計算は保険業法およ

びその関連規則により詳細に定められている。特定の契約に関して、前提条件は、保険会社全体で統一

的な水準を維持する目的で、規制当局によって規定されている。保険契約負債は契約時の計算前提に基

づいて積み立てられる。各年度末に再計算されるが、その際計算前提の見直しはされず、代わりに保険

会社のアクチュアリーにより保険契約負債の十分性の検討が行われ、必要な場合には追加の負債が認識

される。

日本の会計原則では、保険料は収受した時点で損益計算書に認識される。期間損益への補正は保険契

約負債の計上を通じて行われる。

投資要素の控除という概念は無く、保険料の調整はされない。

新契約費は、発生時に費用処理され、繰延べられない。（保険業法）

EDINET提出書類

エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシー(E22630)

有価証券報告書

448/473



第７【外国為替相場の推移】

 

当行の財務書類の表示に用いられた通貨(ポンド)と本邦通貨との間の為替相場が、国内において時事に関

する事項を掲載する２以上の日刊新聞紙に最近５年間の事業年度において掲載されているため、記載を省略

する。

 

第８【本邦における提出会社の株式事務等の概要】

 

該当事項なし。

 

第９【提出会社の参考情報】

 

１【提出会社の親会社等の情報】

該当事項なし。

 

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から本書提出日までの期間において提出された書類および提出日は以下のとおりで

ある。

 

提出書類  提出年月日

1 有価証券報告書（自　令和５年１月１日　至　令和５年12月31日）  令和６年４月４日

2 発行登録追補書類（５-外１-３）  令和６年４月11日

3 訂正発行登録書（令和５年８月17日提出の発行登録書に係るもの)  令和６年５月10日

4 発行登録追補書類（５-外１-４）  令和６年５月16日

5 発行登録追補書類（５-外１-５）  令和６年５月24日

6 半期報告書（自　令和６年１月１日　至　令和６年６月30日）  令和６年８月30日

7 臨時報告書（企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号に基づ

く）

 令和６年12月20日

8 訂正発行登録書（令和５年８月17日提出の発行登録書に係るもの)  令和６年12月20日

9 臨時報告書（企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号に基づ

く）

 令和７年１月６日

10 訂正発行登録書（令和５年８月17日提出の発行登録書に係るもの)  令和７年１月６日

11 訂正発行登録書（令和５年８月17日提出の発行登録書に係るもの)  令和７年１月９日

12 発行登録追補書類（５-外１-６）  令和７年１月17日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

 

第１【保証会社情報】

 

該当事項なし

 

第２【保証会社以外の会社の情報】

 

該当事項なし

 

第３【指数等の情報】

 

該当事項なし
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（訳文）

エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシー　メンバーに対する独立監査人の監査報告書

 

財務諸表の監査に係る報告

監査意見

私どもの意見は、以下のとおりである。

・エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシーのグループの財務諸表および会社の財務諸表（以下「当該

財務諸表」という。）は、2024年12月31日現在のグループおよび会社の財政状態、ならびに同日に終了

した事業年度におけるグループの利益ならびにグループおよび会社のキャッシュ・フローについて真実

かつ公正な概観を与えている。

・当該財務諸表は、2006年会社法の規定に準拠して適用された英国で採用された国際会計基準に従って適

切に作成されている。

・当該財務諸表は、2006年会社法の要件に準拠して、作成されている。

私どもは、2024年の年次報告書および財務書類（以下「年次報告書」という。）に記載された、以下によ

り構成されている当該財務諸表の監査を行った。

・2024年12月31日現在の連結貸借対照表

・同日に終了した事業年度における連結損益計算書および連結包括利益計算書

・同日に終了した事業年度における連結株主資本変動計算書

・同日に終了した事業年度における連結キャッシュ・フロー計算書

・2024年12月31日現在のエイチエスビーシー・バンク・ピーエルシーの貸借対照表

・同日に終了した事業年度におけるエイチエスビーシー・バンク・ピーエルシーの株主資本変動計算書

・同日に終了した事業年度におけるエイチエスビーシー・バンク・ピーエルシーのキャッシュ・フロー計

算書

・重要性がある会計方針の情報およびその他の説明より構成される財務諸表に対する注記

財務諸表に対する特定の注記は、財務諸表に対する注記ではなく、年次報告書の他の箇所に記載されてい

る。これらは、財務諸表と相互参照され「監査済」と表示されている。関連する開示は、21ページから93

ページ（訳注：原文のページ数である。以下同様）のリスク・レビューのセクションに含まれている。

私どもの意見は、監査委員会に報告した内容と一致している。

 

欧州連合において適用される規制（EC）第1606/2002号に従って採用されている国際財務報告基準に関する個

別意見

当該財務諸表注記1.1(a)に説明されているとおり、グループおよび会社は、英国で採用された国際会計基

準を適用しており、かつ、欧州連合において適用される規制(EC)第1606/2002号に従って採用されている国際

財務報告基準も適用している。

私どもの意見では、グループおよび会社の財務諸表は、欧州連合において適用される規制(EC)第1606/2002

号に従って採用されている国際財務報告基準に準拠して適正に作成されている。

 

IASBが公表したIFRSに関する個別意見

当該財務諸表注記1.1(a)に説明されているとおり、グループおよび会社は、英国で採用された国際会計基

準を適用しており、かつ、国際会計基準審議会（以下「IASB」という。）が公表した国際財務報告基準（以

下「IFRS会計基準」という。）も適用している。

私どもの意見では、グループおよび会社の財務諸表は、IFRS会計基準に準拠して適正に作成されている。
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意見の基礎

私どもは、国際監査基準（英国）（以下「ISA（英国）」という。）、国際監査・保証基準審議会が公表し

ている国際監査基準（以下「ISA」という。）および適用される法律に準拠して監査を行った。ISA（英国）

およびISAのもとでの監査人の責任は、本報告書の「財務諸表の監査に対する監査人の責任」に詳述されてい

る。私どもは、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

独立性

私どもは、英国における財務諸表の監査に関連する倫理要件（上場している社会的影響度の高い事業体に

適用される英国財務報告評議会（以下「FRC」という。）による倫理基準を含む。）および国際会計士倫理

基準審議会が公表している職業会計士のための国際倫理規程（国際独立性基準を含む。）（以下「IESBA規

定」という。）に準拠してグループからの独立性を維持しており、当該要件に準拠してその他の倫理的責任

を全うしている。

私どもは、私どもが把握し信じる限り、FRCの倫理基準または規則(EU) 537/2014号第５条（１）で禁止さ

れている非監査業務が提供された事実はないと言明する。

私どもは、注記６に開示されているものを除き、監査期間において会社または会社の被支配会社に非監査

業務を提供していない。

 

私どもの監査アプローチ

概観

監査の範囲

- 私どもは、英国における非リングフェンス銀行（以下「UK NRFB」という。）およびHSBCコンチネンタ

ル・ヨーロッパ（以下「HBCE」という。）という２つの重要な構成単位についてフルスコープの監査を

行った。さらに２つの構成単位について、選択された重要な勘定残高および財務諸表注記の開示に対す

る特定の監査手続きを実施した。
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監査上の主要な事項

- 予想信用損失－顧客に対する貸付金の減損（グループおよび会社）

-子会社に対する投資の減損（会社）

 

重要性

- グループの全体的な重要性基準値：Tier１資本の１％に基づき、258百万ポンド（2023年度：231百万ポ

ンド）。

- 会社の全体的な重要性基準値：Tier１資本の１％に基づき、136百万ポンド（2023年度：129百万ポン

ド）。

- 手続実施上の重要性基準値：194百万ポンド（2023年度：174百万ポンド）（グループ）および102百万ポ

ンド（2023年度：97百万ポンド）（会社）

 

監査の範囲

監査計画の一環として、私どもは重要性基準値を決定し、財務諸表における重要な虚偽表示リスクを評価

した。

 

監査上の主要な事項

監査上の主要な事項とは、監査人の職業的専門家としての判断において、当期の財務諸表監査で最も重

要な事項である。また、監査上の主要な事項は、監査人が識別した重要な虚偽表示リスク（不正行為によ

るかどうかを問わない。）のうち最も重要であると評価されたものを含んでおり、これには、全体的な監

査戦略、監査資源の配分および監査チームへの指示に最も大きな影響を与えるものが含まれている。これ

らの事項、および私どもがこれらの事項について実施した手続きの結果に関する私どものコメントは、財

務諸表全体に対する監査の観点から、また、私どもの意見を形成するにあたり対応されたものである。私

どもは、これらの事項に対しては個別の意見を表明しない。

これは、私どもの監査で識別したすべてのリスクを完全に網羅するものではない。

子会社に対する投資の減損（会社）は、当事業年度における新たな監査上の主要な事項である。その他

の点では、下記の監査上の主要な事項は2023年度と整合している。
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予想信用損失－顧客に対する貸付金の減損（グループおよび会社）

監査上の主要な事項の内容

予想信用損失（以下「ECL」という。）の決定には、経営陣による判断を必要とし、高度な見積りの不確実

性を伴う。経営陣は、ECLを見積る際にさまざまな仮定を行う。私どもは、重要なレベルの経営陣による判断

を伴い、その変動がECLに最も重要性のある影響を与える仮定を識別するためにリスク評価を実施した。

個別評価の対象となる、より大きなステージ３のホールセール案件に対する予想損失の決定に適用される

回収戦略の選択において、特にキャッシュ・フローに関する仮定（キャッシュ・フローの時期および該当す

る場合、担保の評価額を含む）に関連して、判断が行われた。

ECLの見積りに使用されたモデル化手法は、過去の実績を用いて開発されている。私どもは、将来における

顧客の債務不履行の程度や時期を予測する際、または気候関連リスクなどの新たに出現したリスクに対応す

る際に、これらの手法における限界の影響を評価している。ECLに対する気候関連リスクの影響についての私

どもの評価の焦点は、気候関連リスクの期末のECLに対する影響が重要ではなかったということを識別し、定

量化し、結論付けるための経営陣のリスク評価プロセスを検討することにある。

監査委員会と議論した事項

私どもは、監査委員会に対し、ECLをめぐるガバナンスおよび統制を網羅する私どもの見解について報告を

行った。私どもの見解は、以下に関連していた。

- 個別評価の対象となる、より大きな信用減損したホールセール・エクスポージャーに関する割引キャッ

シュ・フロー予測を見積るために使用した重要な仮定についての結論

- ECLに関連した開示

監査上の主要な事項に対する私どもの監査上の対応

私どもは、ECLの見積りをめぐるガバナンスおよび統制の整備ならびに有効性について評価した。私ども

は、ホールセール・ポートフォリオについてのECLの評価に関するガバナンス・フォーラムにおける経営陣の

レビューおよび批判的な検討について観察した。

私どもはまた、信用減損した高額のホールセール・エクスポージャーに関する重要な個別の減損の承認に

ついての統制も検証した。個別評価の対象となる、より大きな信用減損したホールセール・エクスポー

ジャーのサンプルに関して、私どもは以下を実施した。

- 予想信用損失を決定するために経営陣が使用した特定のインプット・データの網羅性および正確性の検証

- 特定のキャッシュ・フローのシナリオおよびそれらのシナリオの加重の妥当性の評価

- 割引キャッシュ・フロー予測を見積るために使用した重要な仮定を評価し、適切な場合には、私どもは裏付

けとなる担保または事業評価について査定するために専門家を関与させた。

- シナリオにおける損失の規模および確率加重の変化に対するECLの感応度の検討

- 重要な仮定の選択に際して行われた判断が、経営陣の偏向の可能性を示唆するか否かについての検討

私どもは、顧客に対する貸付金－ホールセール・ステージ３の予想信用損失の測定に関して行われた連結

財務諸表上の開示について評価した。

私どもは、ECL引当金に対する気候変動の影響に関する経営陣のリスク評価を評価した。これには、ストレ

ステストおよびシナリオ分析に使用された手法を評価するためのモデル化の専門家の関与ならびに重要な仮

定毎の感応度の評価が含まれる。

最後に私どもは、年次報告書における監査済の信用リスク開示について検証した。
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2024年の年次報告書および財務書類での関連箇所

監査済の信用リスク開示、31-73ページ

監査委員会報告書、97ページ

注記1.2(d)償却原価で測定される金融商品、129ページ

注記1.2(i)償却原価またはFVOCIで測定する金融資産の減損、131ページ
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子会社に対する投資の減損（会社）

監査上の主要な事項の内容

経営陣は、2024年12月31日現在の減損の兆候に関して、子会社に対する投資のレビューを行った。減損の

兆候が識別された場合には、経営陣は使用価値（以下「VIU」という。）モデルを使用して回収可能価額の見

積りを行った。経営陣の評価により、HBCEへの投資に関連して0.9十億ポンドの減損費用が認識された。VIU

モデルにおける手法は、その性質上、短期および長期のさまざまな仮定に依存している。見積りの不確実性

にさらされるこれらの仮定は、経営陣による判断、経営陣に雇用される専門家および市場データの組合せに

よって導き出される。私どもが監査において焦点を当てた重要な仮定は、より重要なレベルの経営陣による

判断を伴い、その変動が回収可能価額に対して最も重要な影響を及ぼすものであった。そのような仮定に

は、特に、2025年から2029年までの予想キャッシュ・フローおよび割引率が含まれていた。

監査委員会と議論した事項

私どもは、マクロ経済見通しおよびエイチエスビーシーの戦略について考慮しつつ、使用した手法の妥当

性および重要な仮定について、監査委員会と議論した。私どもは、重要な仮定に関して、合理的に起こり得

る代替的な仮定を検討した。

監査上の主要な事項に対する私どもの監査上の対応

私どもは、回収可能価額を決定するために使用された予想キャッシュ・フローの仮定に関する統制を検証

した。私どもは回収可能価額の見積りに使用された手法の妥当性および見積りの計算の数学的正確性の評価

を行った。重要な仮定に関して、私どもが行ったテストには以下が含まれていた。

- 経営陣の事業計画の達成可能性およびエイチエスビーシーの事業の見通しに関する批判的な検討、ならびに

過去の予測の達成状況についての検討

- 過去の実績ならびに外部市場およびその他のグループの財務情報の組合せによる、重要な仮定に関する証拠

の入手および評価

- モデルに含まれたキャッシュ・フローが関連する会計基準に則っているか否かについての評価

- 重要な仮定における合理的な変動に対するVIUの感応度の個別および合計での評価

- 私どもの評価の専門家の支援によるモデル内で使用された割引率の合理的な範囲の決定と、経営陣が使用し

た割引率との比較。

私どもは、子会社に対する投資に関して行われた財務諸表上の開示を評価および検討した。

2024年の年次報告書および財務書類での関連箇所

監査委員会報告書、97ページ

注記1.2(a)連結および関連する方針、127-128ページ

注記18子会社に対する投資、173-174ページ

 

監査範囲の決定方法

私どもは、財務諸表全体に対する意見を表明するための十分な作業が実施されるように、グループおよ

び会社の構成、会計処理プロセスおよび統制、ならびにグループおよび会社が事業を行っている業界を考

慮して監査の範囲を決定した。

 

リスク要因へのフォーカス

EDINET提出書類

エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシー(E22630)

有価証券報告書

456/473



エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシーが直面しているリスクは多岐にわたり、それらのリスク間

には数多くの相互依存性が存在し、複雑になっている。私どものリスク評価を実施するにあたって、私ど

もは、これらのリスクおよびそれらの相互関係について私どもが適切に理解し、検討できるようにするた

めに、複数のステークホルダーと関わった。これには、エイチエスビーシー内のステークホルダーおよび

PwC内の私どもの専門家が含まれていた。この関与では、地政学的、マクロ経済的、規制・会計環境にわた

る外部要因、および気候関連リスクによる影響が網羅された。また、戦略および変革によって牽引された

エイチエスビーシーの内部環境が網羅された。

 

監査の範囲

エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシーは、ロンドンとパリに２つの主要なハブを有する１つの統

合された事業を行っている。ロンドンのハブは、UK NRFBより構成され、パリのハブは、HBCE、そのEU支店

およびマルタとルクセンブルクにおけるその子会社より構成される。

私どもは、私どものリスク評価を通じて、財務諸表全体に対する意見を提供するための十分な作業が実

施されるように、グループおよび会社の構造、会計処理プロセスおよび統制、ならびにグループが事業を

行っている業界を考慮して監査手続きの範囲を決定した。重要な虚偽表示リスクは、その規模により重要

な企業および私どものリスク評価の一環として識別された特定の重要なリスクにつながる企業を検証する

ことによって、許容可能な水準まで引き下げられる。私どもは、必要に応じて、継続的にリスクを評価

し、私どもの監査の範囲を変更した。私どものリスク評価および監査の範囲の決定作業を通じて、特定の

企業（以下、総称して「構成単位」という。）が識別され、これらの企業について私どもは監査意見を入

手した。これにより、財務諸表の各勘定科目（以下「FSLI」という。）に関して、十分なカバレッジを取

得していることが担保される。

私どもは、グループおよび会社の監査に関する全体的なアプローチを確立するにあたり、各構成単位に

関連した残高を使用して監査範囲を決定し、グループ監査チームである私ども、または私どもの指示の下

で業務を行うPwC UK内および他のPwCネットワーク・ファームの監査人（以下「構成単位の監査人」とい

う。）が構成単位に対して実施しなければならない作業の種類を決定した。

 

重要な構成単位における監査アプローチ

監査範囲の決定作業の結果、グループについては、その財務的重要性から、重要な構成単位のフルス

コープの監査を実施する必要があると判断した。私どもは、構成単位の監査人であるPwC UKとPwCフランス

に対し、彼らが監査した事業の規模を反映して割り当てた重要性の水準に対して作業を実施するよう指示

した。特定の重要な構成単位の監査人は、現地の法定監査の重要性に対して作業を実施しており、それは

私どもが割り当てたグループの重要性よりも低い水準であった。私どもは次に、主要財務諸表の勘定残高

および注記の開示に関連して他の構成単位の重要性を検討した。

その検討にあたっては、重要な監査上のリスクおよびその他の定性的要因（過去に不正行為または誤謬

による虚偽表示が発生したかどうかを含む。）の有無も考慮した。２つの構成単位に関して、選択された

重要な勘定残高に対する特定の監査手続きが実施された。残りの報告単位については、全社レベルの統制

のテストを含むグループ監査手続き、ならびにグループおよび会社レベルの分析的レビュー手続きを通じ

て、重要な虚偽表示のリスクが軽減された。

2024年６月に、私どもは、グループの監査チームおよび規模またはリスクにより重要な構成単位の監査

を引き受けているPwCチームのエンゲージメント・パートナーおよびシニア・スタッフとロンドンでミー

ティングを行った。そのミーティングでは、主として、グループの事業の監査に対する私どものアプロー

チ、エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシーおよび私どものPwCチームにおける変更、ならびに私ども
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が継続的に監査の品質を刷新し向上させる方法を評価することに焦点を当てていた。私どもはまた、私ど

もの重要な監査上のリスクについても議論した。

私どもは、当年度を通じて、UK NFRBおよびHBCEの監査の責任を担っているエンゲージメント・パート

ナーおよびチームと作業の計画・実施方法についての指示を含む、積極的な対話を行った。私どものチー

ムのシニア・メンバーは、フルスコープの監査が要請される場合には、年度末よりも前に最低１回の現場

訪問を実施し、私どもは実施された監査作業の特定の領域について監督した。私どもの構成単位の監査人

とのやり取りには、監査を通じた通常のコミュニケーション（指示書の発行を含む）、監査上の主要な事

項に関連する監査調書のレビュー、監査の異なるフェーズを通じて監査調書を検査するための現場訪問お

よびリモートでの仮想セッション、ならびに正式なクリアランス・ミーティングが含まれていた。これに

より、私どもは、構成単位の監査人によって実施された作業の指示、監督およびレビューに効果的に焦点

を当てることができた。グループ監査のエンゲージメント・パートナーは、UK NRFBの重要な構成単位の監

査においてもパートナーを務めていた。

 

グループ全体の監査アプローチ

特定の勘定残高は、HSBCグループレベルの勘定に関連していた場合、エイチエスビーシー・ホールディ

ングス・ピーエルシーのPwCのグループ監査チームによって監査された。エイチエスビーシーは、HSBCグ

ループ全体にわたって影響を及ぼす全社的な統制、ならびに財務報告の各側面におけるその他のグローバ

ルおよび地域的なガバナンスと統制（グローバル・リスク部門が担う予想信用損失に関するガバナンスと

統制等）を有している。財務報告に関連したITならびに業務プロセスおよび統制の相当な部分は、デジタ

ル・ビジネス・サービス（以下「DBS」という。）が運営するオペレーション・センターで行われている。

オペレーション・センターは別個の構成単位ではないが、これらのITならびに業務プロセスおよび統制

は、エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシーの財務情報に関連している。財務報告プロセスおよび統

制もまた、エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシーのファイナンス・オペレーション・センター（以

下「ファイナンス・オペレーションズ」という。）において一元的に実施されている。ここには、子会社

に対する投資および無形資産の減損評価、エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシーの業績の連結、財

務諸表の作成、ならびに特定の財務報告に関する経営者による監督統制が含まれている。

HSBCホールディングス・ピーエルシー・グループ全体のプロセスまたはDBSおよびファイナンス・オペ

レーションズにおけるプロセスは、特定の監査手続きまたは個別のFSLIの監査の対象となっている。これ

らの手続きは、主にIT全般統制、ECLに関する将来予測的な経済シナリオ、営業費用、無形資産、金融商品

の評価、会社間消去、差異調整、連結および人件費の検証に関連している。これらの領域に関して、私ど

もは監査作業を私どもで実施するか、またはその他のPwCチームによって実施される監査業務を指示および

監督するかのいずれかを行う。この監査手続きもまた、分析的レビュー手続きおよび現地の外部監査の結

果の評価と併せて、財務上重要な構成単位の一部ではない企業における残高に関する重要な虚偽表示リス

クにも対応した。

 

私どもの監査における気候関連リスクの影響

私どもの監査における気候関連リスクの影響を検討するうえで、私どもは以下を行った。

- 財務諸表における気候関連リスクの潜在的な影響の程度について把握するために経営陣に質問を行い、

私どもが監査手続きを実施する際に気候関連リスクの影響の兆候に関して注意を払った。

- 気候関連リスクの影響に関する経営陣の評価について、評価および批判的な検討を行った。これには、

ECLへの潜在的な影響、金融商品の分類および測定ならびに継続企業の前提が含まれる。
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- 年次報告書のその他の情報に含まれる気候関連リスクに関連する開示を通読し、開示が財務諸表および

私どもの監査によって得られた私どもの知識と実質的に整合しているかを確認した。その他の情報につ

いての私どもの責任は、監査報告書のその他の情報に関する報告のセクションに詳細に記載されてい

る。

私どもの手続きの結果、気候関連の影響を取り込むために必要となるグループおよび会社の財務諸表に対

する重要な追加の調整は検出されなかった。

 

重要性

私どもの監査の対象範囲は重要性の適用に影響される。私どもは、重要性に関して特定の定量的な基準

値を定めた。これらは定性的な検討と合わせて、私どもの監査の対象範囲や個々の財務諸表項目および開

示内容に対する監査手続きの内容、実施時期および範囲を決定する際、ならびに虚偽表示が個別におよび

合計で財務諸表全体に及ぼす影響を評価する際に役立てられた。

職業的専門家としての判断に基づき、私どもは財務諸表全体に関する重要性基準値を以下のとおり決定

した。

 

 財務諸表－グループ 財務諸表－会社

全体の重要性基準値 258百万ポンド（2023年度：231百万ポン

ド）

136百万ポンド（2023年度：129百万ポン

ド）

決定方法 Tier１資本の１％ Tier１資本の１％

適用されたベンチ

マークの根拠

Tier１資本は、前年度においてもベンチマークとして用いられていた。重要

性の判断基準は再評価され、私どもは税引前利益等その他のベンチマークを

検討した。エイチエスビーシー・バンク・ピーエルシーの意思決定プロセス

における当該指標の重要性に鑑み、最終持株会社であるエイチエスビー

シー・ホールディングス・ピーエルシーを含む財務諸表の主な利用者にとっ

て、Tier１資本は、最も適切なベンチマークであると判断された。

 

 

私どもはグループ監査の対象範囲に含まれる各構成単位に対し、グループ全体の重要性基準値を超えな

い範囲の重要性を割り当てた。構成単位に割り当てられた重要性基準値の範囲は、７百万ポンドから130百

万ポンドであった。一部の構成単位は、現地の法定監査における重要性基準値（同じくグループ全体の重

要性基準値を超えない範囲であった）を使用して監査された。

私どもは、未修正および未発見の虚偽表示が全体的な重要性基準値を超過する可能性を、手続実施上の

重要性基準値を使用して適切な低い水準まで引き下げている。具体的には、私どもは、監査範囲、ならび

に勘定残高、取引区分および開示テストの内容および範囲の決定、例えば、サンプルサイズの決定にあた

り手続実施上の重要性基準値を用いる。私どもの手続実施上の重要性基準値は、全体的な重要性基準値の

75％（2023年度：75％）であり、グループの財務諸表については194百万ポンド（2023年度：174百万ポン

ド）に相当し、会社の財務諸表については102百万ポンド（2023年度：97百万ポンド）に相当する。

手続実施上の重要性基準値を決定するにあたり、私どもは虚偽表示の実態、リスク評価および合算リス

クならびに統制の有効性等数多くの要因を検討し、私どもの正常範囲の上限金額が適切であると結論付け

た。

私どもは、監査中に識別した13百万ポンド（グループ監査）（2023年度：12百万ポンド）および７百万

ポンド（会社監査）（2023年度：６百万ポンド）を超える虚偽表示のほか、私どもとして定性的な理由か
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ら報告が必要と考えたこれらより少額の虚偽表示についても、監査委員会に報告することを同委員会と合

意した。

 

継続企業の前提に関連する結論

グループおよび会社の継続企業を前提とした会計処理を採用する能力の維持に関する取締役の判断につ

いての私どもの評価には以下が含まれる。

- 継続企業の前提による会計処理に影響を及ぼす可能性のある要因を識別するためのリスク評価の実施

（内部リスク（例えば、戦略の実行）および外部リスク（すなわちマクロ経済状況）の双方を含む）。

- グループおよび会社の財務予測、流動性ストレステストおよび規制自己資本の把握および評価（使用さ

れたストレス・シナリオの厳格性を含む）。

-与信機関の格付および措置の把握および評価。

-継続企業に関する財務諸表の開示の適切性についての通読および評価。

私どもが実施した手続きに基づき、私どもは、単独または集合的に、当該財務諸表の発行承認時から少

なくとも12ヶ月間にわたって継続企業としてのグループおよび会社の存続能力に重大な疑義を生じさせる

可能性のある事象および状況に関する重要な不確実性を識別していない。

財務諸表監査において、私どもは、取締役が財務諸表の作成時に用いた継続企業の前提に基づく会計処

理が適切であると結論付けた。

しかしながら、将来のすべての事象または状況を予測することはできないため、この結論は、継続企業

としてのグループおよび会社の存続能力に関する保証をするものではない。

私どもの責任および継続企業に関する取締役の責任については、本報告書の関連セクションに記載され

ている。

 

その他の情報に関する報告

その他の情報は、年次報告書に含まれる、財務諸表およびそれに対する私どもの監査報告書以外のすべ

ての情報から成る。取締役はその他の情報を作成する責任を有する。財務諸表に対する私どもの意見はそ

の他の情報を対象としておらず、したがって、私どもはその他の情報に対し、監査意見、または本報告書

に明示的に記載されている場合を除いていかなる形式の保証も表明しない。

財務諸表監査に関連する私どもの責任は、その他の情報を通読すること、およびその際に、その他の情

報に財務諸表または監査中に入手した知識との重要な不整合があるか、もしくは重要な虚偽表示があるか

を検討することである。明らかに重要な不整合または重要な虚偽表示を識別した場合、私どもは、財務諸

表の重要な虚偽表示またはその他の情報の重要な虚偽表示があるかどうかを結論付けるための手続きを実

施する必要がある。私どもが実施した作業に基づき、その他の情報に重要な虚偽表示があると結論付けた

場合、私どもはその事実を報告しなければならない。これらの責任に基づき報告すべきことはない。

戦略レポートおよび取締役報告書に関して、私どもは英国の2006年会社法により義務付けられている開

示内容が含まれているかどうかも検討した。

私どもが監査において実施した作業に基づき、2006年会社法は、特定の意見および下記の事項について

も報告するよう要求している。

 

戦略レポートおよび取締役報告書

監査において実施した手続きに基づく私どもの意見では、2024年12月31日に終了した事業年度における戦

略レポートおよび取締役報告書に含まれる情報は当該財務諸表と一致しており、適用される法的要件に従っ

て作成されている。
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監査において得たグループ、会社およびそれらの環境に対する知識および理解に照らして、私どもは戦略

レポートおよび取締役報告書における重要な虚偽表示は識別していない。

 

財務諸表および監査に関する責任

財務諸表に対する取締役の責任

財務諸表に対する取締役の責任に関する報告書に詳述のとおり、取締役は、適用されるフレームワークに

従って当該財務諸表を作成する責任、またその財務諸表が真実かつ公正な概観を与えるものであることを確

認する責任を有している。取締役は、不正行為または誤謬によってもたらされる重要な虚偽表示のない財務

諸表を作成するために取締役が必要と判断する内部統制についても責任を有している。

財務諸表の作成において、取締役は、継続企業としてのグループおよび会社の存続能力の評価、継続企業

の前提に関連する事項の開示（該当する場合）、ならびに継続企業の前提による会計処理の責任を有してい

る。ただし、取締役がグループまたは会社を清算または業務を停止する意図を有する場合、あるいはそうす

るより他に現実的な代替案がない場合はこの限りではない。

 

財務諸表の監査に対する監査人の責任

私どもの目的は、不正行為または誤謬によるかを問わず、全体として財務諸表に重要な虚偽表示がないか

どうかに関する合理的な保証を得ること、ならびに私どもの意見を含む監査報告書を発行することにある。

合理的な保証は、高い水準の保証ではあるが、ISA（英国）およびISAに従って実施された監査が、重要な虚

偽表示が存在している場合にそれをすべて発見することを保証するものではない。虚偽表示は、不正行為ま

たは誤謬から発生する可能性があり、個別にまたは集計すると、当該財務諸表の利用者の経済的意思決定に

影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

不正行為を含む不法行為は、法規制への違反行為の実例である。私どもは、不正行為を含む不法行為に関

する重要な虚偽表示を検出するために、上記に要約された私どもの責任に照らして手続きを策定している。

私どもの手続きにより検出可能な不正行為を含む不法行為の範囲は、以下に詳述されている。

私どものグループおよび業界の理解に基づいて、私どもは、金融犯罪に関する法規制への違反および規制

コンプライアンス（規制当局への報告要件および事業運営を含む）に関連した主要な法規制への違反行為リ

スクを識別し、違反行為が財務諸表に及ぼす可能性のある重要な影響の程度について検討した。私どもはま

た、2006年会社法および関連する税制といった財務諸表に直接的な影響を及ぼすこれらの法規制を検討し

た。私どもは、経営陣の財務諸表の不正操作（統制の無効化リスクを含む）に対する動機および機会を評価

した。また、主要なリスクは、費用削減のための不適切な記帳、取引の意図的に誤った評価および会計上の

見積りにおける経営陣の偏向に関連するものと判断した。

グループ監査チームは、構成単位の監査人の作業において当該リスクに対する適切な監査手続きを含める

ように当該リスク評価を構成単位の監査人と共有した。グループ監査チームおよび／または構成単位の監査

人が実施した監査手続きには、以下が含まれる。

-英国健全性監督機構（以下「PRA」という。）および英国金融行為規制機構（以下「FCA」という。）を含

む、規制当局とのやり取りおよび規制当局に提出した報告書のレビュー

- 取締役会および監査委員会やリスク委員会等、様々な委員会によって開催された会合の議事録のレ

ビュー。議事録は、コンプライアンスおよび法的事項に関する監査委員会およびリスク委員会への経営

陣による報告についての議論を含む。

-経営陣および統治責任者への質問および財務諸表に関する範囲の内部監査報告書のレビュー

-重要な訴訟およびコンプライアンス事項に関する法律顧問からの確認状の入手
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- コーポレート・ガバナンス、内部通報の取決め、個人の行動および法的調査に関連した全社レベルの内部

統制の評価、ならびに財務諸表に関する範囲の、グループの内部通報プログラムに報告された事項およ

びそれらの事項に対する経営陣による調査結果の評価

-経営陣による重要な会計上の見積りにおける仮定および判断、特に一部の金融商品の公正価値の決定、予

想信用損失の決定、繰延税金資産の回収可能性、子会社に対する投資の減損および訴訟案件に関して認

識された引当金の十分性に対する批判的な検討

-残高サンプルの実在性を確認するための確認状を第三者から入手

-特定の不正基準に適合する仕訳入力の識別およびテスト（日付を遡った仕訳、特定の記載のある記帳、想

定されない人物による記帳および／または承認、または特定の勘定の組合せに対応した仕訳を含む）

-予測不能性を取り込むための実証テストの種類、時期および範囲の変更

上記の監査手続きには固有の限界がある。私どもが財務諸表に反映されている事象および取引と密接に関

連しない法規制への違反行為に気付く可能性は低い。また、不正行為は（偽造、意図的な虚偽の言明、共謀

などにより）意図的に隠蔽されている可能性があることから、不正行為による重要な虚偽表示を発見できな

いリスクは誤謬によるものを発見できないリスクよりも高い。

私どもの監査手続きには、データ監査手法を用いて、特定の取引および残高の母集団全件を検証に含める

こともある。ただし、監査手続きは通常、母集団全件を検証するのではなく、限定数の項目を抽出すること

が含まれている。私どもは、その規模またはリスク特性に基づいて、特定項目を対象とすることを試みるこ

ともある。その他の場合、私どもは、監査サンプリングを利用して抽出したサンプルからその母集団につい

て結論を導き出せるようにする。

ISA（英国）に準拠した財務諸表の監査に対する私どもの責任に関する詳しい説明は、FRCのウェブサイ

ト（www.frc.org.uk/auditorsresponsibilities）に記載されている。この説明は、この監査報告書の一部

を構成している。

ISAに準拠した監査の一環として、私どもは、監査を通じて職業的専門家としての判断を行い、職業的専

門家としての懐疑心を保持する。私どもはまた以下を行う。

-連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクが不正または誤謬によるものかを識別および評価し、それらのリ

スクに対応する監査手続きを立案および実施し、私どもの意見の基礎を提供するために十分かつ適切な

監査証拠を入手する。不正は、共謀、偽造、意図的な省略、虚偽表示、または内部統制の無効化を含む

可能性があるため、不正による重要な虚偽表示が発見されないリスクの方が、誤謬によるものが発見さ

れないリスクよりも高い。

-状況に応じて適切な監査手続きを立案するために監査に関連した内部統制の理解を得る。ただし、グルー

プおよび会社の内部統制の有効性に係る意見を表明することが目的ではない。

-使用される会計方針の適切性、経営陣が行った会計上の見積りおよび関連する開示の合理性について評価

する。

-経営陣による継続企業を前提とした会計を使用することの妥当性、ならびに入手した監査証拠に基づき、

グループおよび会社が継続企業として存続する能力に重大な疑義を生じさせるような事象または状況に

関して重要な不確実性が存在するか否かについて結論付ける。私どもは、重要な不確実性が存在すると

結論付ける場合、連結財務諸表の関連する開示に対して、私どもの監査報告書において注意を喚起する

か、あるいは、そうした開示が不十分である場合には、私どもの監査意見を修正することが求められ

る。私どもの結論は、監査報告書の日付までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象または

状況により、グループが継続企業として存続できなくなる場合がある。

-開示を含めた連結財務諸表の全体的な表示、構成および内容、ならびに連結財務諸表が基礎となる取引や

事象を適正に表示しているか否かを評価する。
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- 連結財務諸表に対する意見を表明するために、グループおよび会社内の事業体または事業活動の財務情報

に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。私どもは、グループおよび会社の監査の指示、監督およ

び実施に関して責任がある。私どもは、単独で監査意見に対して責任を負う。

私どもは、計画した監査の範囲とその実施時期、および監査の過程で識別した内部統制の重要な不備を含

む監査上の重要な発見事項等のその他の事項についてガバナンス責任者に報告を行う。

私どもは、ガバナンス責任者に対して、独立性に関連する倫理規程を遵守したこと、ならびに私どもの独

立性を阻害すると合理的に考えられるすべての関係およびその他の事項、また該当する場合は、阻害要因を

除去または軽減するために講じたセーフガードを示した。

私どもは、ガバナンス責任者と協議した事項のうち、当期の連結財務諸表の監査で特に重要であると判断

した事項を監査上の主要な事項と決定した。私どもは、法令等により当該事項の公表が禁止されている場合

や、極めてまれではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回ると

合理的に見込まれるため、報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

 

本報告書の利用

意見を含む本報告書は、2006年会社法第16部第３章に準拠した機関である会社のメンバーのためにのみ作

成されるものであり、その他の目的のためではない。私どもは意見を表明するにあたり、事前に書面で明確

に同意している場合を除き、その他の目的に対して責任を負わず、本報告書を利用するその他の者または報

告書を入手する可能性のあるその他の者に対して責任を負うものではない。
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要求されているその他の報告

2006年会社法に基づく除外事項の報告

2006年会社法に基づき、私どもは、以下に該当する事項があるという結論に至った場合はその報告を要求

されている。

-私どもの監査に必要なすべての情報および説明を私どもが入手していない。

- 会社が適正な会計記録を保持していない、あるいは私どもが往査をしていない支店から私どもの監査に

対して十分な回答を得ていない。

-法律で定められた取締役報酬に関する特定の開示がなされていない。

-会社の財務諸表が会計記録および回答と一致していない。

この要求事項に関して報告すべき除外事項はない。

 

任命

監査委員会からの推薦を受けて、私どもは、2015年３月31日に取締役により、2015年12月31日に終了した

事業年度およびその後の会計期間に係る財務諸表の監査人に任命された。監査人としての継続関与期間は、

2015年12月31日に終了した事業年度から2024年12月31日に終了した事業年度までの10年間である。

 

その他の事項

会社は、FCA開示透明性規則により、DTR4.1.15R-4.1.18Rで要求されている構造化されたデジタルフォー

マットに基づいて作成され、FCAのナショナル・ストレージ・メカニズムに提出された年次財務報告書にこれ

らの財務諸表を含めることを要求されている。この監査報告書は、構造化されたデジタルフォーマットの年

次報告書がそれらの要件に従って作成されているか否かについての保証を提供するものではない。

 

 

 

ローレンス・ウィルキンソン

（上級法定監査人）

プライスウォーターハウスクーパース　エルエルピー

勅許会計士、法定監査人

ロンドン

2025年２月18日
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Independent auditors’ report to the members of HSBC Bank plc

Report on the audit of the financial statements

Opinion

In our opinion, HSBC Bank plc’s group financial statements and company financial statements (the 'financial statements'):

-　give a true and fair view of the state of the group’s and of the company’s affairs as at 31 December 2024 and of the group’s profit and
the group’s and company’s cash flows for the year then ended;

-　have been properly prepared in accordance with UK-adopted international accounting standards as applied in accordance with the
provisions of the Companies Act 2006; and

-　have been prepared in accordance with the requirements of the Companies Act 2006.

We have audited the financial statements, included within the Annual Report and Accounts 2024 (the 'Annual Report'), which comprise the:

-　consolidated balance sheet as at 31 December 2024;

-　consolidated income statement and consolidated statement of comprehensive income for the year then ended;

-　consolidated statement of changes in equity for the year then ended;

-　consolidated statement of cash flows for the year then ended;

-　HSBC Bank plc balance sheet as at 31 December 2024;

-　HSBC Bank plc statement of changes in equity for the year then ended;

-　HSBC Bank plc statement of cash flows for the year then ended; and

-　notes to the financial statements, comprising material accounting policy information and other explanatory information.

Certain notes to the financial statements have been presented elsewhere in the Annual Report, rather than in the notes to the financial statements. These
are cross-referenced from the financial statements and are identified as ‘(Audited)’. The relevant disclosures are included in the Risk review section on
pages 21 to 93.

Our opinion is consistent with our reporting to the Audit Committee.

Separate opinion in relation to international financial reporting standards adopted pursuant to Regulation (EC) No 1606/2002 as
it applies in the European Union

As explained in note 1.1(a) to the financial statements, the group and company, in addition to applying UK-adopted international accounting standards,
have also applied international financial reporting standards adopted pursuant to Regulation (EC) No 1606/2002 as it applies in the European Union.

In our opinion, the group and company financial statements have been properly prepared in accordance with international financial reporting standards
adopted pursuant to Regulation (EC) No 1606/2002 as it applies in the European Union.

Separate opinion in relation to IFRSs as issued by the IASB

As explained in note 1.1(a) to the financial statements, the group and company, in addition to applying UK-adopted international accounting standards,
have also applied International Financial Reporting Standards ('IFRSs') as issued by the International Accounting Standards Board ('IASB') ('IFRS
Accounting Standards').

In our opinion, the group and company financial statements have been properly prepared in accordance with IFRS Accounting Standards

Basis for opinion

We conducted our audit in accordance with International Standards on Auditing (UK) ('ISAs (UK)'), International Standards on Auditing issued by the
International Auditing and Assurance Standards Board ('ISAs') and applicable law. Our responsibilities under ISAs (UK) and ISAs are further
described in the Auditors’ responsibilities for the audit of the financial statements section of our report. We believe that the audit evidence we have
obtained is sufficient and appropriate to provide a basis for our opinion.

Independence

We remained independent of the group in accordance with the ethical requirements that are relevant to our audit of the financial statements in the UK,
which includes the FRC’s Ethical Standard, as applicable to listed public interest entities, and the International Code of Ethics for Professional
Accountants (including International Independence Standards) issued by the International Ethics Standards Board for Accountants (IESBA Code), and
we have fulfilled our other ethical responsibilities in accordance with these requirements.

To the best of our knowledge and belief, we declare that non-audit services prohibited by either the FRC’s Ethical Standard or Article 5(1) of
Regulation (EU) No 537/2014 were not provided.

Other than those disclosed in note 6, we have provided no non-audit services to the company or its controlled undertakings in the period under audit.
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Our audit approach

Overview

Audit scope

-　 We performed full scope audits of two significant components, namely the UK non-ring-fenced bank ('UK NRFB') and HSBC Continental

Europe ('HBCE'). For two further components, specific audit procedures were performed over selected significant account balances and

financial statement note disclosures.

 

Key audit matters

-　Expected credit losses - Impairment of loans and advances to customers (group and company)

-　Impairment of investment in subsidiaries (company)

 

Materiality

-　Overall group materiality: £258m (2023: £231m) based on 1% of Tier 1 capital.

-　Overall company materiality: £136m (2023: £129m) based on 1% of Tier 1 capital.

-　Performance materiality: £194m (2023: £174m) (group) and £102m (2023: £97m) (company).

 

The scope of our audit

As part of designing our audit, we determined materiality and assessed the risks of material misstatement in the financial statements.

Key audit matters

Key audit matters are those matters that, in the auditors’ professional judgement, were of most significance in the audit of the financial statements of
the current period and include the most significant assessed risks of material misstatement (whether or not due to fraud) identified by the auditors,
including those which had the greatest effect on: the overall audit strategy; the allocation of resources in the audit; and directing the efforts of the
engagement team. These matters, and any comments we make on the results of our procedures thereon, were addressed in the context of our audit of
the financial statements as a whole, and in forming our opinion thereon, and we do not provide a separate opinion on these matters.

This is not a complete list of all risks identified by our audit.

Impairment of investment in subsidiaries (company) is a new key audit matter this year. Otherwise, the key audit matters below are consistent with
last year.

Expected credit losses - Impairment of loans and advances to customers (group and company)

Nature of the key audit matter

Determining ECL involves management judgement and is subject to a high degree of estimation uncertainty. Management makes various
assumptions when estimating ECL. We performed a risk assessment to identify those assumptions with significant levels of management
judgement and for which variations had the most material impact on ECL.

Judgements were made in selecting applicable recovery strategies which determine the estimated loss for the larger individually assessed
wholesale Stage 3 cases, specifically around cash flow assumptions, including timing of cash flows and where applicable, valuation of collateral.

The modelling methodologies used to estimate ECL are developed using historical experience. We assess the impact of limitations in these
methodologies when forecasting the extent and timing of future customer defaults or when responding to emerging risks, such as climate risk. The
focus of our assessment of the impact of climate risk on ECL was to evaluate management’s risk assessment process for identifying, quantifying
and concluding that the impact of climate risk on ECL for the year end was immaterial.

 
Matters discussed with the Audit Committee

We reported to the Audit Committee our observations covering governance and controls over ECL. Our observations regarded:

-　 conclusions over significant assumptions used to estimate the discounted cash flow projections for larger individually assessed
credit impaired wholesale exposures; and

-　the disclosures made in relation to ECL.
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How our audit addressed the Key Audit Matter

We assessed the design and effectiveness of governance and controls over the estimation of ECL. We observed management's review and
challenge in governance forums for the assessment of ECL for wholesale portfolios.

We also tested controls over the approval of significant individual impairments relating to high value wholesale credit-impaired exposures.    In
respect of a sample of larger individually assessed credit-impaired wholesale exposures we:

-　tested the completeness and accuracy of certain input data used by management to determine expected credit losses;

-　evaluated the reasonableness of certain cash flow scenarios and the weighting of those scenarios;

-　assessed the significant assumptions used to estimate the discounted cash flow projections and where appropriate we involved experts to

assess the underlying collateral or business valuations;

-　considered the sensitivity of ECL to variations in the severity and probability weighting of scenarios; and

-　considered whether the judgements made in selecting the significant assumptions would give rise to indicators of possible management

bias.

We evaluated the disclosures made in the consolidated financial statements in relation to the measurement of expected credit losses of loans and
advances to customers - wholesale stage 3.

We evaluated management’s risk assessment in respect of the impact of climate change on the ECL provision, including involving our modelling
specialists to evaluate the stress testing and scenario analysis methodology used and sensitising key assumptions.

Finally, we tested the audited Credit Risk disclosures made in the Annual Report.

 
Relevant references in the Annual Report and Accounts 2024

-　Audited credit risk disclosures, pages 31 - 73.

-　Audit Committee Report, page 97

-　Note 1.2(d): Financial instruments measured at amortised cost, page 129.

-　Note 1.2(i): Impairment of amortised cost and FVOCI financial assets, page 131.

 
Impairment of investment in subsidiaries (company)

Nature of the key audit matter

Management reviewed investments in subsidiaries for indicators of impairment as at 31 December 2024. Where indicators were identified
management estimated the recoverable amount using a value in use (‘VIU’) model. Management’s assessment resulted in an impairment charge
of £0.9 billion in relation to the investment in HBCE. The methodology in the VIU model is dependent on various assumptions, both short term
and long term in nature. These assumptions, which are subject to estimation uncertainty, are derived from a combination of management’s
judgement, experts engaged by management and market data. The significant assumptions that we focused our audit on were those with greater
levels of management judgement and for which variations had the most significant impact on the recoverable amount. Specifically, these included
forecast cash flows for 2025 to 2029 and discount rates.

 
Matters discussed with the Audit Committee

We discussed the appropriateness of methodologies used and significant assumptions with the audit committee, giving consideration to the
macroeconomic outlook and HSBC’s strategy. We considered reasonable possible alternatives for significant assumptions.

 

How our audit addressed the Key Audit Matter

We tested the controls in place over the forecasted cash flow assumptions used to determine the recoverable amounts. We assessed the
appropriateness of the methodology used, and the mathematical accuracy of the calculations, to estimate the recoverable amounts. In respect of
the significant assumptions, our testing included the following:

-　Challenging the achievability of management’s business plan and the prospects for HSBC’s businesses, as well as considering the
achievement of historic forecasts;

-　Obtaining and evaluating evidence relating to significant assumptions, from a combination of historic experience and external
market and other group financial information;

-　Assessing whether the cash flows included in the model were in accordance with the relevant accounting standard;

-　Assessing the sensitivity of the VIU to reasonable variations in significant assumptions, both individually and in aggregate; and

-　Determining a reasonable range for the discount rate used within the model, with the assistance of our valuation experts, and
comparing it to the discount rate used by management.

We evaluated and tested the disclosures made in the financial statements in relation to investment in subsidiaries.

 
Relevant references in the Annual Report and Accounts 2024

-　Audit Committee Report, page 97

-　Note 1.2(a): consolidation and related policies, pages 127 - 128.

-　Note 18: Investments in subsidiaries, pages 173 - 174.
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How we tailored the audit scope

We tailored the scope of our audit to ensure that we performed enough work to be able to give an opinion on the financial statements as a whole, taking
into account the structure of the group and the company, the accounting processes and controls, and the industry in which they operate.

A focus on risk factors
The risks that HSBC Bank plc faces are diverse, with the interdependencies between them being numerous and complex. In performing our risk
assessment we engaged with a number of stakeholders to ensure we appropriately understood and considered these risks and their interrelationships.
This included stakeholders within HSBC and our own experts within PwC. This engagement covered external factors across the geopolitical,
macroeconomic, regulatory and accounting landscape, and the impact of climate risk. It also covered the strategy and transformation-driven internal
environment at HSBC.

Scoping

HSBC Bank plc operates as one integrated business with two main hubs in London and Paris. The London hub consists of the UK NRFB and the Paris
hub comprises HBCE, its EU branches and its subsidiaries in Malta and Luxembourg.

Through our risk assessment, we tailored the scope of our audit to ensure that we performed enough work to be able to give an opinion on the financial
statements as a whole, taking into account the structure of the group and the company, the accounting processes and controls, and the industry in which
they operate. The risks of material misstatement can be reduced to an acceptable level by testing the entities that are significant due to their size and
those that drive particular significant risks identified as part of our risk assessment. We continually assessed risks and changed the scope of our audit
where necessary. Our risk assessment and scoping identified certain entities (collectively the 'components') for which we obtained audit opinions. This
ensures that sufficient coverage has been obtained for each financial statement line item (FSLI).

In establishing the overall approach to the group and company audit, we scoped using the balances relevant to each component and determined  the
type of work that needed to be performed over the components by us, as the group engagement team, or auditors within PwC UK and from other PwC
network firms operating under our instruction (‘component auditors’).

Significant components audit approach
As a result of our scoping for the group we determined that full scope audits of the significant components were necessary, owing to their financial
significance. We instructed component auditors, PwC UK and PwC France to work to assigned materiality levels reflecting the size of the operations
they audited. Certain significant component auditors performed their work to a local statutory audit materiality that was a lower level than our allocated
group materiality. We then considered the significance of other components in relation to primary statement account balances and note disclosures.

In doing this we also considered the presence of any significant audit risks and other qualitative factors (including history of misstatements through
fraud or error). For two components, specific audit procedures were performed over selected significant account balances. For the remainder, the risk
of material misstatement was mitigated through group audit procedures including testing of entity level controls and group and company level
analytical review procedures.

In June 2024, we held a meeting in London with the engagement partners and senior staff from the group audit team and the PwC teams who undertake
audits of the components that are significant due to size or risk. The meeting focused primarily on assessing our approach to auditing the group’s
businesses, changes at HSBC Bank plc and in our PwC teams, and how we continue to innovate and improve the quality of the audit. We also
discussed our significant audit risks.

We were in active dialogue throughout the year with the engagement partners and teams responsible for the UK NFRB and HBCE audits, including
directing how they planned and performed their work. Senior members of our team undertook at least one in-person site visit prior to the year-end
where a full scope audit was requested and we had oversight over certain areas of audit work performed. Our interactions with component auditors
included regular communication throughout the audit, including the issuance of instructions, a review of working papers relating to the key audit
matters, in-person site visits and remote virtual sessions to inspect their working papers throughout the different phases of the audit and formal
clearance meetings. This enabled us to effectively focus on the direction, supervision and review of the work performed by the component auditors.
The group audit engagement partner was also the partner on the audit of the UK NRFB significant component.

Group-wide audit approach
Certain balances were audited by the PwC HSBC Holdings plc Group engagement team where they related to Group level accounts. HSBC has entity
level controls that have a pervasive influence across the Group, as well as other global and regional governance and controls over aspects of financial
reporting, such as those operated by the Global Risk function for expected credit losses. A significant amount of IT and operational processes and
controls relevant to financial reporting are undertaken in operations centres run by Digital Business Services ('DBS'). Whilst these operations centres
are not separate components, the IT and operational processes and controls are relevant to the financial information of HSBC Bank plc. Financial
reporting processes and controls are also performed centrally in HSBC Bank plc’s finance operations centres (‘Finance Operations’), including the
impairment assessment of investment in subsidiaries and intangible assets, the consolidation of HSBC Bank plc's results, the preparation of
financial statements, and certain management oversight controls relevant to financial reporting.

HSBC Holdings plc Group-wide processes or processes in DBS and Finance Operations are subject to specified audit procedures or an audit over
specific financial statement line items. These procedures primarily relate to testing of IT general controls, forward looking economic scenarios for
ECL, operating expenses, intangible assets, valuation of financial instruments, intercompany eliminations, reconciliations, consolidation and payroll.
For these areas, we either performed audit work ourselves, or directed and provided oversight of the audit work performed by other PwC teams. This
audit work, together with analytical review procedures and assessing the outcome of local external audits, also addressed the risk of material
misstatement for balances in entities that were not part of a significant component.

The impact of climate risk on our audit

In considering the impact of climate risk on our audit, we:

-　Made enquiries of management to understand the extent of the potential impact of climate risk on the financial statements and we
remained alert when performing our audit procedures for any indicators of the impact of climate risk.

-　Evaluated and challenged management's assessment of the impact of climate risk, which includes the potential impact on ECL,
classification and measurement of financial instruments and going concern assumption.
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-　Read the disclosures in relation to climate risk made in the other information within the Annual Report to ascertain whether the

disclosures     are materially consistent with the financial statements and our knowledge from our audit. Our responsibility over other
information is further described in the Reporting on other information section of our report.

Our procedures did not identify any material incremental adjustments needed to capture climate impacts on the group and company financial
statements.

Materiality

The scope of our audit was influenced by our application of materiality. We set certain quantitative thresholds for materiality. These, together with
qualitative considerations, helped us to determine the scope of our audit and the nature, timing and extent of our audit procedures on the individual
financial statement line items and disclosures and in evaluating the effect of misstatements, both individually and in aggregate on the financial
statements as a whole.

Based on our professional judgement, we determined materiality for the financial statements as a whole as follows:

 Financial statements - group Financial statements - company

Overall materiality £258 million (2023: £231 million). £136 million (2023: £129 million).

How we determined it 1% of Tier 1 capital 1% of Tier 1 capital

Rationale for benchmark applied Tier 1 capital was also used as the benchmark in the prior year. The basis for determining materiality was re-
evaluated and we considered other benchmarks, such as profit before tax. Tier 1 capital was determined to be
the most appropriate benchmark given the importance of this metric to the HSBC Bank plc decision making
process and to principal users of the financial statements, including the ultimate holding company HSBC
Holdings plc.

 

For each component in the scope of our group audit, we allocated a materiality that was less than our overall group materiality. The range of
materiality allocated across components was £7m to £130m. Certain components were audited to a local statutory audit materiality that was also less
than our overall group materiality.

We use performance materiality to reduce to an appropriately low level the probability that the aggregate of uncorrected and undetected misstatements
exceeds overall materiality. Specifically, we use performance materiality in determining the scope of our audit and the nature and extent of our testing
of account balances, classes of transactions and disclosures, for example in determining sample sizes. Our performance materiality was 75% (2023:
75%) of overall materiality, amounting to £194m (2023: £174m) for the group financial statements and £102m (2023: £97m) for the company financial
statements.

In determining the performance materiality, we considered a number of factors - the history of misstatements, risk assessment and aggregation risk and
the effectiveness of controls - and concluded that an amount at the upper end of our normal range was appropriate.

We agreed with the Audit Committee that we would report to them misstatements identified during our audit above £13m (group audit) (2023: £12m)
and £7m (company audit) (2023: £6m) as well as misstatements below those amounts that, in our view, warranted reporting for qualitative reasons.

Conclusions relating to going concern

Our evaluation of the directors’ assessment of the group's and the company’s ability to continue to adopt the going concern basis of accounting
included:

-　Performing a risk assessment to identify factors that could impact the going concern basis of accounting, including both internal risks (e.g.,

strategy execution) and external risks (e.g., macroeconomic conditions);

-　Understanding and evaluating the group and company’s financial forecasts and stress testing of liquidity and regulatory capital, including the

severity of the stress scenarios that were used;

-　Understanding and evaluatingcredit rating agency ratings and actions; and

-　Reading and evaluating the adequacy of the disclosures made in the financial statements in relation to going concern.

 

Based on the work we have performed, we have not identified any material uncertainties relating to events or conditions that, individually or
collectively, may cast significant doubt on the group's and the company’s ability to continue as a going concern for a period of at least twelve months
from when the financial statements are authorised for issue.

In auditing the financial statements, we have concluded that the directors’ use of the going concern basis of accounting in the preparation of the
financial statements is appropriate.

However, because not all future events or conditions can be predicted, this conclusion is not a guarantee as to the group's and the company's ability to
continue as a going concern.

Our responsibilities and the responsibilities of the directors with respect to going concern are described in the relevant sections of this report.

Reporting on other information

The other information comprises all of the information in the Annual Report other than the financial statements and our auditors’ report thereon. The
directors are responsible for the other information. Our opinion on the financial statements does not cover the other information and, accordingly, we
do not express an audit opinion or, except to the extent otherwise explicitly stated in this report, any form of assurance thereon.

In connection with our audit of the financial statements, our responsibility is to read the other information and, in doing so, consider whether the other
information is materially inconsistent with the financial statements or our knowledge obtained in the audit, or otherwise appears to be materially
misstated. If we identify an apparent material inconsistency or material misstatement, we are required to perform procedures to conclude whether there
is a material misstatement of the financial statements or a material misstatement of the other information. If, based on the work we have performed, we
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conclude that there is a material misstatement of this other information, we are required to report that fact. We have nothing to report based on these
responsibilities.

With respect to the Strategic report and Report of the Directors, we also considered whether the disclosures required by the UK Companies Act 2006
have been included.

Based on our work undertaken in the course of the audit, the Companies Act 2006 requires us also to report certain opinions and matters as described
below.

Strategic report and Report of the Directors

In our opinion, based on the work undertaken in the course of the audit, the information given in the Strategic report and Report of the Directors for the
year ended 31 December 2024 is consistent with the financial statements and has been prepared in accordance with applicable legal requirements.

In light of the knowledge and understanding of the group and company and their environment obtained in the course of the audit, we did not identify
any material misstatements in the Strategic report and Report of the Directors.

Responsibilities for the financial statements and the audit

Responsibilities of the directors for the financial statements

As explained more fully in the Statement of directors' responsibilities in respect of the financial statements, the directors are responsible for the
preparation of the financial statements in accordance with the applicable framework and for being satisfied that they give a true and fair view. The
directors are also responsible for such internal control as they determine is necessary to enable the preparation of financial statements that are free from
material misstatement, whether due to fraud or error.

In preparing the financial statements, the directors are responsible for assessing the group’s and the company’s ability to continue as a going concern,
disclosing, as applicable, matters related to going concern and using the going concern basis of accounting unless the directors either intend to liquidate
the group or the company or to cease operations, or have no realistic alternative but to do so.
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Auditors’ responsibilities for the audit of the financial statements

Our objectives are to obtain reasonable assurance about whether the financial statements as a whole are free from material misstatement, whether due
to fraud or error, and to issue an auditors’ report that includes our opinion. Reasonable assurance is a high level of assurance, but is not a guarantee that
an audit conducted in accordance with ISAs (UK) and ISAs will always detect a material misstatement when it exists. Misstatements can arise from
fraud or error and are considered material if, individually or in the aggregate, they could reasonably be expected to influence the economic decisions of
users taken on the basis of these financial statements.

Irregularities, including fraud, are instances of non-compliance with laws and regulations. We design procedures in line with our responsibilities,
outlined above, to detect material misstatements in respect of irregularities, including fraud. The extent to which our procedures are capable of
detecting irregularities, including fraud, is detailed below.

Based on our understanding of the group and industry, we identified that the principal risks of non-compliance with laws and regulations related    to
breaches of financial crime laws and regulations and regulatory compliance, including regulatory reporting requirements and conduct of business, and
we considered the extent to which non-compliance might have a material effect on the financial statements. We also considered those laws and
regulations that have a direct impact on the financial statements such as the Companies Act 2006 and relevant tax legislation.        We evaluated
management’s incentives and opportunities for fraudulent manipulation of the financial statements (including the risk of override     of controls) and
determined that the principal risks were related to posting inappropriate journal entries to reduce costs, intentional mismarking     of trades, and
management bias in accounting estimates.

The group engagement team shared this risk assessment with the component auditors so that they could include appropriate audit procedures in
response to such risks in their work. Audit procedures performed by the group engagement team and/or component auditors included:

-　Review of correspondence with and reports to the regulators, including the Prudential Regulation Authority ('PRA') and Financial Conduct

Authority ('FCA');

-　Review of minutes of meetings held by the Board of Directors and different committees such as the Audit Committee and Risk Committee,

which include discussions of management’s reporting to these committees in respect of compliance and legal matters;

-　Enquiries of management and those charged with governance, and review of internal audit reports in so far as they related to the financial

statements;

-　Obtaining legal confirmations from legal advisors relating to material litigation and compliance matters;

-　Assessment of entity-level controls relating to corporate governance, whistleblowing arrangements, personal conduct and legal

investigations; and evaluation of matters reported on the group’s whistleblowing programmes and the results of management’s

investigation     of such matters insofar as they related to the financial statements;

-　Challenging assumptions and judgements made by management in their significant accounting estimates, in particular in relation to the

determination of fair value of financial instruments, the determination of expected credit losses, recoverability of deferred tax assets,

impairment of investment in subsidiaries and sufficiency of recognised provisions for litigation cases;

-　Obtaining confirmations from third parties to confirm the existence of a sample of balances;

-   Identifying and testing journal entries meeting specific fraud criteria, including backdated journals, those posted with certain descriptions,

posted and/or approved by unexpected individuals, or journals corresponding to certain account combinations; and

-  Varying the nature, timing and extent of substantive testing to introduce unpredictability.

 

There are inherent limitations in the audit procedures described above. We are less likely to become aware of instances of non-compliance with laws
and regulations that are not closely related to events and transactions reflected in the financial statements. Also, the risk of not detecting a material
misstatement due to fraud is higher than the risk of not detecting one resulting from error, as fraud may involve deliberate concealment by, for
example, forgery or intentional misrepresentations, or through collusion.

Our audit testing might include testing complete populations of certain transactions and balances, possibly using data auditing techniques. However, it
typically involves selecting a limited number of items for testing, rather than testing complete populations. We will often seek to target particular items
for testing based on their size or risk characteristics. In other cases, we will use audit sampling to enable us to draw a conclusion about the population
from which the sample is selected.

A further description of our responsibilities for the audit of the financial statements in accordance with ISAs (UK) is located on the FRC’s website at:
www.frc.org.uk/auditorsresponsibilities. This description forms part of our auditors’ report.

As part of an audit in accordance with ISAs, we exercise professional judgement and maintain professional scepticism throughout the audit. We also:

-　Identify and assess the risks of material misstatement of the consolidated financial statements, whether due to fraud or error, design and

perform audit procedures responsive to those risks, and obtain audit evidence that is sufficient and appropriate to provide a basis for our

opinion. The risk of not detecting a material misstatement resulting from fraud is higher than for one resulting from error, as fraud may involve

collusion, forgery, intentional omissions, misrepresentations, or the override of internal control;

-　Obtain an understanding of internal control relevant to the audit in order to design audit procedures that are appropriate in the circumstances,

but not for the purpose of expressing an opinion on the effectiveness of the group’s and company’s internal control;

-　Evaluate the appropriateness of accounting policies used and the reasonableness of accounting estimates and related disclosures made by

management;
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-　Conclude on the appropriateness of management’s use of the going concern basis of accounting and, based on the audit evidence obtained,

whether a material uncertainty exists related to events or conditions that may cast significant doubt on the group’s and company’s ability to

continue as a going concern. If we conclude that a material uncertainty exists, we are required to draw attention in our auditor’s report to the

related disclosures in the consolidated financial statements or, if such disclosures are inadequate, to modify our opinion. Our conclusions are

based on the audit evidence obtained up to the date of our auditor’s report. However, future events or conditions may cause the group to cease

to continue as a going concern;

-　Evaluate the overall presentation, structure and content of the consolidated financial statements, including the disclosures, and whether the

consolidated financial statements represent the underlying transactions and events in a manner that achieves fair presentation; and

-　Obtain sufficient appropriate audit evidence regarding the financial information of the entities or business activities within the group and

company to express an opinion on the consolidated financial statements. We are responsible for the direction, supervision and performance of

the group and company audit. We remain solely responsible for our audit opinion.

 

We communicate with those charged with governance regarding, among other matters, the planned scope and timing of the audit and significant audit
findings, including any significant deficiencies in internal control that we identify during our audit.

We also provide those charged with governance with a statement that we have complied with relevant ethical requirements regarding independence,
and to communicate with them all relationships and other matters that may reasonably be thought to bear on our independence, and where applicable,
actions taken to eliminate threats or safeguards applied.

From the matters communicated with those charged with governance, we determine those matters that were of most significance in the audit of the
consolidated financial statements of the current period and are therefore the key audit matters. We describe these matters in our auditor’s report unless
law or regulation precludes public disclosure about the matter or when, in extremely rare circumstances, we determine that a matter should not be
communicated in our report because the adverse consequences of doing so would reasonably be expected to outweigh the public interest benefits of
such communication.

Use of this report

This report, including the opinions, has been prepared for and only for the company’s members as a body in accordance with Chapter 3 of Part 16 of
the Companies Act 2006 and for no other purpose. We do not, in giving these opinions, accept or assume responsibility for any other purpose or to any
other person to whom this report is shown or into whose hands it may come save where expressly agreed by our prior consent in writing.

 
Other required reporting

 

Companies Act 2006 exception reporting

Under the Companies Act 2006 we are required to report to you if, in our opinion:

-　we have not obtained all the information and explanations we require for our audit; or

-　adequate accounting records have not been kept by the company, or returns adequate for our audit have not been received from branches not

visited by us; or

-　certain disclosures of directors’ remuneration specified by law are not made; or

-　the company financial statements are not in agreement with the accounting records and returns.

We have no exceptions to report arising from this responsibility.

 

Appointment

Following the recommendation of the Audit Committee, we were appointed by the directors on 31 March 2015 to audit the financial statements for the
year ended 31 December 2015 and subsequent financial periods. The period of total uninterrupted engagement is ten years, covering the years ended
31 December 2015 to 31 December 2024.

Other matter

The company is required by the Financial Conduct Authority Disclosure Guidance and Transparency Rules to include these financial statements in an
annual financial report prepared under the structured digital format required by DTR 4.1.15R - 4.1.18R and filed on the National Storage Mechanism of
the Financial Conduct Authority. This auditors’ report provides no assurance over whether the structured digital format annual financial report has
been prepared in accordance with those requirements.

 

 

Lawrence Wilkinson

(Senior Statutory Auditor)

for and on behalf of PricewaterhouseCoopers LLP

Chartered Accountants and Statutory Auditors
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London

18 February 2025

 

（※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は本書提出会社が別途保管してお

ります。
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